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第１ 予算編成の基本的な考え方                    

 

１ 本県を取り巻く財政環境 

(1) 本県の経済・雇用情勢 

現下の本県経済は、緩やかに拡大している。個人消費は緩やかに持ち直し、輸出

は建設用機械や半導体等製造装置を中心に増加基調にある。設備投資は高水準で推

移し、企業業績は生産・出荷数とともに回復基調にある。 

また、新規求人数が増加し、有効求人倍率が引き続き１倍を超えるなど、労働環境

は改善するとともに、雇用者所得は緩やかに増加している。 

平成３０年度においても、緩やかな拡大基調が続くと見込まれているが、海外経済

の動向、金融資本市場の変動などに注視していく必要がある。 

 

(2) 平成３０年度地方財政計画 

平成３０年度の地方財政計画の規模は、平成２９年度から２，８００億円増加し

８６兆９，０００億円となっている。 

   歳出では、社会保障関係費は国予算ベースで約５，０００億円増加している。ま

た、地方創生や公共施設等の適正管理などに要する経費は措置されているものの、

地域経済基盤強化・雇用等対策費の歳出特別枠が、廃止された。 

 

地方一般財源総額は、国の経済・財政再生計画に基づき、国と地方の財政健全化

を図る必要性から、平成２９年度と実質的に同水準の６２兆１，１５９億円となっ

ている。 

歳入では、地方税は増額（前年度比＋３,６３１億円、＋０．９％）となる一方、

地方交付税は減額（前年度比△３,２１３億円、△２．０％）となり、臨時財政対策

債をあわせた地方交付税交付団体ベースの一般財源総額は６０兆２,７５９億円 

（前年度比＋５６億円、＋0.0％）と横這いにとどまっている。 

しかも、社会保障関係費増加に伴う地方負担総額が約５，０００億円あるものの、

一般財源総額は横這いであるため、その分地方財政負担が増加し厳しさが増している。 

 

平成３０年度地方財政全体として、引き続き厳しい状況であり、国と地方を合わ

せた基礎的財政収支の黒字化を目指す国の財政健全化は、平成３２年度まで続くと

されていることから、今後も地方一般財源総額の大幅な増加は見込まれない。 

こうした状況を踏まえると、平成３０年度はもとより、平成３１年度以降におい

ても、引き続き厳しい財政運営を余儀なくされることが見込まれる。 
 

・地方一般財源総額 
６２兆１，１５９億円（前年度比＋３５６億円、＋０．１％） 

[地方交付税交付団体ベース]  
６０兆２，７５９億円（前年度比＋ ５６億円、＋０．０％） 
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２ 平成３０年度の予算編成方針 

持続可能な行財政構造基盤を確立するため、最終２カ年行革プランに基づき、行財

政構造改革の総仕上げに取り組む一方、人口減少や少子高齢化が進む中にあっても、

活力を維持発展させる地域創生を軌道に乗せなければならない。 

また、平成 30 年度は、県政 150 周年の節目を迎えるため、中長期的な将来展望のも

と、人口減少下における新しい地域社会を目指す取組みを県民とともに進めて行くこ

とが求められている。   

このため、平成 30 年度当初予算は、次の基本方針に基づき編成した。 

 

（予算編成の基本方針） 

(1) 行財政構造改革の着実な実行 

最終２カ年行革プランで定める財政運営の平成 30 年度の目標達成に向け、改革の

視点を踏まえ、行財政全般にわたる構造改革を着実に実行すること。 

 

(2) 「兵庫の新時代を切り拓く」施策の推進 

県政の原点である県民との「参画と協働」を基本姿勢としつつ、県民ニーズを的

確に踏まえ、「新時代の兵庫づくり（県政 150 周年記念事業）」、「安心できる社会づ

くり」、「次代を担う人づくり」、「元気な地域づくり」「社会基盤の充実」を県政の重

点施策として、積極的に取り組むこと。（参考１［Ｐ．３］参照） 

 

(3) 事業の「選択と集中」の徹底 

新規事業を立ち上げるにあたっては、既存事業をゼロベースで見直すことによっ

て財源の確保に努め、事業の「選択と集中」の徹底を図ること。 

 

(4) 国の動向等の適切な反映 

地方創生や社会保障と税の一体改革、経済・財政再生計画に基づく歳出改革など、

国の政策動向や予算編成、地方財政対策について、その動向を十分注視し、県予算

へ適切に反映すること。 

 

(5) 市町との連携・協調の推進 

効果的・効率的な事業執行、県民の利便性向上を図るため、市町との適切な役割

分担のもと、連携・協調した事業を展開すること。 

 

(6) 歳入確保対策の推進 

厳しい財政環境の中での予算編成を行うにあたり、税収確保対策をはじめネーミ

ングライツやふるさとひょうご寄附金など歳入確保対策を積極的に推進すること。 

 

(7) 働き方改革による効率化 

  効率的な業務の執行、仕事と生活の調和など働き方改革の推進に向けた取組みを

推進すること。 

 

(8) 通年予算の編成 

災害対策などの緊急的な対策を除き通年予算を編成すること。  
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【参考２】［県政の重点施策］ 
 Ⅰ 新時代の兵庫づくり               
   １  県政 150 周年記念事業の展開 
  ２ 地域創生の展開 
  ３ 行財政構造改革の実現 
Ⅱ 安心できる社会づくり 
 １ 子育て環境の一層の充実 
２ 健康長寿社会に対応した医療・介護の充実 
３ だれもが活躍できる社会の実現 
４ 地域の安全安心の確保 

Ⅲ 次代を担う人づくり 
 １ 学習・教育環境の充実 
 ２ 感動体験を通じた人づくり 
 ３ 大学教育の充実 
Ⅳ 元気な地域づくり 
  １ 定住カムバックの促進 
  ２ 働く場の充実 

３ 地域産業の活性化 
  ４ 農林水産業の基幹産業化 
 ５ 兵庫ブランドの育成 
６ 交流の拡大 
７ 芸術文化・スポーツの振興 
８ ふるさと兵庫の魅力再生 

Ⅴ 社会基盤の充実 
１ 防災・減災対策の強化 
２ エネルギー・環境対策の充実 
３ 交流・生活基盤の整備 
４ 地域自立の推進 

（予算要求基準） 

１ 一般事業枠 

平成２９年度当初予算充当一般財源額の９０％の範囲内 

（ただし、施設維持管理費及び指定経費は１００％の範囲内） 

なお、10％削減額の 1/2 相当額を新規事業の財源として活用 

２ 新規要求枠         

（１）県政 150 周年記念事業枠      

  ① ソフト事業          １５億円 

  ② ハード事業         所 要 額 

（２）地域創生枠          ６０億円 

  ① 地方創生推進交付金対象事業 ２０億円 

  ② 県単独事業等        ４０億円 

（３）ひょうご型地域創生交付金 

  ① 対象事業   地域創生の推進を図るため、県と市町が協働・連携して実施する 

           新規・拡充事業 

  ② 対象事業総枠 総額４０億円  

   

３ 個別事業枠 最終２カ年行革プランを踏まえた所要額 

（対象経費）人件費、公債費、税交付金・還付金、債務負担行為設定事業、法令に基づく義務

的経費、特別会計等への繰出金、全額国庫･特定財源事業、その他の指定事業 

４ 投資事業枠  

（１）普通建設事業費 最終２カ年行革プランにおける投資フレームの範囲内 

（２）災害復旧事業  所要額 

５ 被災地支援事業費 所要額 
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３ 平成３０年度当初予算の特徴 

  平成３０年度は、行財政構造改革の最終年となることから、最終２カ年行革プラン

に基づき歳入歳出改革に取組み、収支不足の解消を図っている。 

  一方、平成３０年は県政１５０周年の節目の年である。これからの兵庫県は、これ

までに経験したことのない速さで少子・高齢化が進展し、今後、本格的な人口減少局

面を迎えることになる。 

  こうした中でも元気な兵庫をつくるため、地域創生に本格的に取り組む予算とし、

中長期的な兵庫の進むべき方向のスタートとなる予算とする。 
                   

（１）予算規模 

 一般会計は、１兆８,８８０億円となり、前年度を１５８億円下回っている。前年

度と比べ減となっている主な理由は、教職員給与負担事務の神戸市への移譲に伴う

県民税所得割臨時交付金の減（△２６０億円）、公債費の利子の減（△６８億円）

であり、これらの経費と人件費を除く政策的経費は、前年度から３２億円の増とな

っている。 

また、特別会計と公営企業会計を合わせた全会計の予算規模は、国民健康保険特

別会計が創設されること等により､前年度を５，０７８億円上回る３兆７，１３８億

円となっている。 

○予算の規模                              （単位：億円、％） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
○教職員給与負担事務の神戸市への移譲に伴う財政影響 

    平成２９年度は、県民税所得割臨時交付金（３０４億円）を交付していたが、平

成３０年度から個人住民税所得割２％分（２４８億円）が、神戸市に移譲される。 

   ※平成30年4月～5月分の所得割(４４億円)は､平成30年度も県民税所得割臨時交付金として交付 

平成30年度
Ａ

平成29年度
Ｂ

増減
Ａ－Ｂ

Ａ／Ｂ

18,880 19,038 △ 158 99.2

4,685 4,673 12 100.3

1,441 1,575 △ 134 91.6

44 304 △ 260 14.6

1,397 1,271 126 109.9

2,681 2,749 △ 68 97.5

10,073 10,041 32 100.3

20 0 20 皆増

25 0 25 皆増

15,476 10,952 4,524 141.3

5,085 0 5,085 皆増

2,782 2,070 713 134.4

37,138 32,061 5,078 115.8

公 営 企 業 会 計

合　　　　　　計

公 債 費

政 策 的 経 費

ひょうご地域創生交付金事業

県 政 150 周 年 記 念 事 業
及 び 関 連 事 業

(新設)国民健康保険特別会計

特 別 会 計

税 交 付 金 ・ 還 付 金

県 民 税 所 得 割 臨 時 交 付 金

その他の税 交 付金 ､還 付金

区　　　　　　分

一 般 会 計

人 件 費



 

○当初予

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予算の推移 
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（２） 歳入（一般会計） 
 
 歳入の特徴 
 

① 県税等（当初予算計上額：８,０４９億円［対前年度比：＋０．７％］） 

神戸市に移管された義務教職員人件費の財源として個人住民税所得割２％分 

（２４８億円）が移譲され個人関係税が大幅減となるものの、内需の回復基調等を反

映した地方消費税の増等により、前年度を５６億円上回る８,０４９億円を計上。 

② 地方交付税等（当初予算計上額：４,１０３億円［対前年度比：△０．３％］） 

臨時財政対策債（１，１２４億円）を含む実質的な地方交付税は、算定の基礎とな

る基準財政収入額が伸びることから、前年度を１４億円下回る４,１０３億円を計上。 

③ 国庫支出金（当初予算計上額：１,６００億円［対前年度比：△２．７％］） 

医療介護推進基金積立のための交付金や地方創生推進交付金が増となるものの、国

民健康保険財政安定化基金積立のための交付金を新たに設置する国民健康保険特別

会計に計上すること等により、前年度を４４億円下回る１,６００億円を計上。 

④ 県債（当初予算計上額：９５４億円［対前年度比：△１１．０％］） 

投資的経費に活用する県債は、緊急防災・減災事業の活用や公共施設等適正管理事

業債の増等により、前年度を５２億円上回る９５４億円を計上。財源対策に活用する

県債は、収支均衡を達成することから発行を行わない。県債全体では、前年度を 

１１７億円下回っている。 

 ○歳入の内訳                         （単位：百万円、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※平成 29 年度交付決定額と比較した場合、△2,247 百万円、△0.8％ 

 

予算額 Ａ 構成比 予算額 Ｂ 構成比

804,900 42.6% 799,300 42.0% 5,600 100.7%

723,200 38.3% 720,500 37.8% 2,700 100.4%

81,700 4.3% 78,800 4.1% 2,900 103.7%

410,300 21.7% 411,700 21.6% △ 1,400 99.7%

297,900 15.8% 295,200 15.5% 2,700 100.9%

112,400 6.0% 116,500 6.1% △ 4,100 96.5%

27,500 1.5% 30,276 1.6% △ 2,776 90.8%

160,065 8.5% 164,492 8.6% △ 4,427 97.3%

95,400 5.1% 107,171 5.6% △ 11,771 89.0%

77,270 4.1% 76,881 4.0% 389 100.5%

3,000 0.2% 2,500 0.1% 500 120.0%

10,000 0.5% 8,000 0.4% 2,000 125.0%

5,130 0.3% 2,790 0.1% 2,340 183.9%

95,400 5.1% 90,171 4.7% 5,229 105.8%

0 0.0% 17,000 0.9% △ 17,000 皆減

389,885 20.6% 390,882 20.5% △ 997 99.7%

271,230 14.4% 278,847 14.6% △ 7,617 97.3%

1,888,050 100.0% 1,903,821 100.0% △ 15,771 99.2%

公 共 施 設等 適 正 管理 推 進 事 業債

合　　　　　　計

国 庫 支 出 金

県 債

そ の 他 の 収 入

通 常 債

緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 債

自 然 災 害 防 止 事 業 債
（ 山 地 防災 ・ 土 砂災 害 対 策 分）

退 職 手 当 債 、 行 革 推 進 債

（ 小 計 ） 投 資 的 経 費 に 活 用

中 小 企 業制 度 資 金貸 付 金 償 還金

県 税 等

地 方 交 付 税 等

地 方 特 例 交 付 金 等

Ａ／ＢＡ－Ｂ
平成29年度

区　　　　　　分
平成30年度

県 税

地 方 法 人 特 別 譲 与 税

地 方 交 付 税

臨 時 財 政 対 策 債

※ 
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（３） 歳出（一般会計）  

 歳出の特徴  
① 人件費（当初予算計上額：４,６８５億円［対前年度比：＋０．３％］） 

退職手当が、退職給付水準の引下げにより減となる一方、職員給は､人員削減に伴

う減があるものの平成２９年度給与改定影響や給料の減額措置の縮小等により前年

度から増加したことから、人件費全体としては、前年度を１１億円上回る４，６８５

億円を計上。 

② 行政経費（当初予算計上額：７,８２７億円［対前年度比：△０．３％］） 

喫緊の課題である県政 150 周年記念事業や地域創生の推進のための交付金が増と

なる一方、中小企業制度資金貸付金が融資実績等から金融機関への預託金が減となる

こと等により､前年度を２５億円下回る７,８２７億円を計上。 

③ その他経費（当初予算計上額：１,８０２億円［対前年度比：△６．４％］） 

   基金管理特別会計への繰出金が増となる一方、教職員給与負担事務の神戸市への移

譲に伴う県民税所得割臨時交付金が減となること等により、前年度を１２３億円下回

る１,８０２億円を計上。 

④ 投資的経費（当初予算計上額：１,８８４億円［対前年度比：＋２．６％］） 

投資的経費全体では、前年度を４８億円上回る１,８８４億円を計上。 

普通建設事業費については、地方財政計画の水準を基本としつつ、山地防災・土砂

災害対策、緊急防災・減災事業、長寿命化・環境整備対策の事業推進を図るため必要

な事業費（１７５億円）を別枠で確保。 

⑤ 公債費（当初予算計上額：２,６８１億円［対前年度比：△２．５％］） 

平成２６年度に発行した臨時財政対策債の元金償還開始等により元金が増となる

一方、発行利率の低下により県債利子が減となることから、前年度を６８億円下回る

２，６８１億円を計上。 

 ○歳出の内訳                         （単位：百万円、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予算額 Ａ 構成比 予算額 Ｂ 構成比

468,514 24.8 467,328 24.4 1,186 100.3

782,743 41.5 785,341 41.3 △ 2,598 99.7

3,060 0.1 2,806 0.2 254 109.1

311,158 16.4 303,244 16.0 7,914 102.6

271,230 14.3 278,847 14.7 △ 7,617 97.3

180,236 9.5 192,560 10.1 △ 12,324 93.6

188,424 10.0 183,613 9.9 4,811 102.6

177,500 9.4 173,500 9.2 4,000 102.3

103,000 5.4 103,000 5.5 0 100.0

災 害 関 連 0 0.0 1,500 0.0 △ 1,500 皆減

74,500 3.9 70,500 3.8 4,000 105.7

山地防災・土砂災害対策事業 3,000 0.1 2,500 0.1 500 120.0

緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 10,000 0.5 8,000 0.5 2,000 125.0

長寿命化・環境整備対策事業 4,500 0.2 3,500 0.1 1,000 128.6

10,924 0.6 10,113 0.7 811 108.0

268,133 14.2 274,979 14.5 △ 6,846 97.5

1,888,050 100.0 1,903,821 100.2 △ 15,771 99.2

Ａ／Ｂ

行 政 経 費

社 会 保 障 関 係 費

地 方 創 生 推 進 交 付 金 事 業

投 資 的 経 費

中 小 企 業 制 度 資 金 貸 付 金

そ の 他 経 費

区　　　　　　分
平成30年度 平成29年度

Ａ－Ｂ

人 件 費

合　　　　　　計

普 通 建 設 事 業 費

国 庫 補 助 事 業

県 単 独 事 業

災 害 復 旧 事 業 費

公 債 費
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（４）収支不足額 

   平成 30 年度取組の結果、収支不足は解消することができた。 

○ 歳 入 

①個人住民税特別徴収の一斉指定など県税の徴収対策 

②新たな使用料・手数料の設定 

③債権管理の徹底 

④交付税措置のある地方債の活用 

○ 歳 出 

①一般事業費の削減 

②事務事業の廃止 

③定員削減による人件費削減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 （平成 30 年度の取組内容）                     (単位：億円) 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成３０年度の収支） 

Ａ 歳入        １兆８，８８０億円（１兆２,４２７億円 (対前年度＋１４億円)） 

・県税等        ８，０４９億円（    ８,０４９億円） 

・地方交付税等     ４，１０３億円（   ４,１０３億円） 

・地方特例交付金等     ２７５億円（     ２７５億円） 

・県債            ９５４億円（       －     ） 

・その他の歳入     ５，４９９億円（      －     ） 

 

Ｂ 歳出        １兆８，８８０億円（１兆２,４２７億円  (対前年度△１５６億円)）

・人件費        ４，６８５億円（   ４,０８６億円） 

・行政経費等      ９，６２９億円（   ５,６５２億円） 

  ・投資的経費       １，８８４億円（     ２６５億円） 

・公債費        ２，６８１億円（   ２,４２３億円）             

 

歳入歳出差引（Ａ－Ｂ）        ０億円（       億円）  ※ 括弧内は一般財源 

括弧内 般財源

内　　容 金額

歳　入 174

県税の徴収対策 個人住民税特別徴収の一斉指定等 150

使用料・手数料 H30年度新規設定分 0.6

債権管理の徹底 徴収率向上の取り組み 0.4

交付税措置のある
地方債の活用

公共施設等適正管理事業債の活用 23

歳　出 48

一般事業費の削減 H29当初×90％（削減額のうち5％は新規財源に活用） 7

事務事業の廃止 H29当初比：5％削減 16

人件費の削減 定員削減：△294人 25

222

区　分

合　　　　　　　　　　計
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４ 行財政構造改革の取組状況 

 (1) 財政指標の状況（平成 19 年度（最終予算）との比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円、%）

2018
（H30）

H19 H30－H19
平成30年度
までの目標

0 △ 1,280 1,280

（改善）

882 △ 226 1,108

（改善）

14.5% 18.9% △ 4.4%

【14.9%】 【△ 4.0%】

（改善）

81.6% 100.0% △ 18.4%

〔79.1%〕 〔△ 20.9%〕

（改善）

275.3% 272.3% 3.0%

【246.9%】 【△ 25.4%】

（改善）

0 465 皆減

（改善）

23.8% 58.5% △ 34.7%

【35.7%】 【△ 22.8%】

（改善）

95.4% 103.5% △ 8.1%

【95.8%】 【△ 7.7%】

（改善）

36.1% 52.2% △ 16.1%

【39.1%】 【△ 13.1%】

24.5% 25.6% △ 1.1%

【23.4%】 【△ 2.2%】

34.8% 25.7% 9.1%

【33.3%】 【7.6%】

※１　【　】書きは、教職員給与負担事務の政令市への移譲に伴う標準財政規模の縮減、借換債の前倒し
　　発行による県債管理基金残高の増等の影響を考慮した場合の数値

※２　県債残高（臨時財政対策債・減収補填債75％分除き）の〔　〕書きは、臨時財政対策債・減収補填
　　債75％に加え、行革プラン期間中に発行した補正予算債の残高を除いた数値。

県 債 管 理 基 金
積 立 不 足 率

2007（H19）の
2/3(39.0%)水準
≪2018（H30）≫

経 常 収 支 比 率

90%水準
≪2018（H30）≫

う ち 人 件 費

う ち 公 債 費

う ち 社 会 保 障 関 係 費 等

県 債 残 高 2007（H19）の
80%水準

≪2018（H30）≫

将 来 負 担 比 率 震災の影響を除く
比率が2007（H19）
の全国平均水準
（250%水準）

≪2018（H30）≫

県 債 管 理 基 金
活 用 額

ルール積立額の
概ね1/3以下
≪毎年度≫

実 質 公 債 費 比 率
（ 単 年 度 ）

18%水準
≪2018（H30）≫

区　分

収 支 均 衡
収支均衡

≪改革期間後半≫

プ ラ イ マ リ ー
バ ラ ン ス 黒字

≪毎年度≫臨時財政対策債・
減収補填債75％分 除き

臨時財政対策債・
減収補填債75％分 除き

震災関連県債残高除き
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(2) 歳入歳出構成の状況（平成 19 年度当初予算との比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円）

予算額 一般財源 予算額 一般財源 予算額 一般財源

8,049 8,049 7,731 7,731 318 318

4,103 4,103 3,354 3,354 749 749

うち臨時財政対策債 1,124 1,124 463 463 661 661

1,601 0 1,831 0 △ 230 0

3,899 0 4,124 0 △ 225 0

954 0 1,239 0 △ 285 0

274 274 227 227 47 47

18,880 12,426 18,506 11,312 374 1,114

人件費 4,685 4,086 6,270 5,414 △ 1,585 △ 1,328

うち職員給 4,206 3,615 5,532 4,682 △ 1,326 △ 1,067

公債費 2,681 2,424 2,457 2,425 224 △ 1

県税交付金 1,441 1,441 1,079 1,079 362 362

行政経費 8,188 4,209 6,968 3,126 1,220 1,083

うち福祉医療費 95 86 142 142 △ 47 △ 56

うち私学助成費 310 219 292 249 18 △ 30

うち介護給付費県費負担金 616 616 382 382 234 234

うち後期高齢者医療負担金 572 572 299 299 273 273

うち国保財政調整交付金 260 260 201 201 59 59

うち障害者自立支援県費負担金 239 239 81 81 158 158

うち国保基盤安定 191 191 162 162 29 29

うち保育所運営費負担金 168 168 36 36 132 132

うち児童手当県費負担金 131 131 117 117 14 14

うち医療介護推進基金積立金 63 21 0 0 63 21

うち児童福祉措置費 62 31 35 17 27 14

うち精神医療費 62 31 29 14 33 17

うち難病医療費 59 29 41 20 18 9

うち地域支援事業県費負担金 43 43 11 11 32 32

投資的経費 1,775 265 3,003 646 △ 1,228 △ 381

災害復旧事業 110 1 110 3 0 △ 2

計 18,880 12,426 19,887 12,693 △ 1,007 △ 267

0 0 △ 1,381 △ 1,381 1,381 1,381

0 0 1,381 1,381 △ 1,381 △ 1,381

退職手当債の発行 0 0 250 250 △ 250 △ 250

行革推進債の発行 0 0 233 233 △ 233 △ 233

資金手当債の発行 0 0 238 238 △ 238 △ 238

県債管理基金の活用 0 0 660 660 △ 660 △ 660

0 0 0 0

平成19年度当初予算② 増減（①ｰ②）

その他

計

歳
入

区分

県税等

国庫支出金

特定財源

地方交付税等

県債

財源対策後の収支

平成30年度当初予算①

歳
出

収支不足額

財源対策

2,466 1,394 1,0722,332 1,340 992
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(3) 行財政構造改革の主な取組状況（H20～H30） 

分野 内  容 

組 

織 

本庁 

○本庁の部の削減 ６→５［H20］ 

  ※平成11年度９部体制から、６部体制を経て、平成20年度に５部体制へ再編 

○本部の削減 34→25［H23～30］  

○本庁組織への「班制」の導入［H26］ 

地方 

機関 

○部の廃止等簡素合理化［H21］ 

○県民局事務所の統合再編（111→71事務所(△40)）［H21］ 

○県民局組織の再編（県民局毎の課題に対応する参事等の設置）[H23] 

○７県民局３県民センター体制への移行［H26］ 

○事務所の一部の事務について、所管区域を広域化［H26］ 

○県民局・県民センターの本局組織への「班制」の導入［H27］ 

○消費生活総合センターの設置、県民局・県民局センターへの消費者センターの設置［H30］

定

員

・ 

給

与 

定員 

○一般行政部門の定員削減 

・職員：△2,484人(△30.0％)［H20～30見込］ 

・非常勤嘱託員等：△223人(△11.9％)［H26～30見込］ 

給与 

特別職 

給料の減額 H20～24 H25～26 H27 H28 H29 H30 

知 事 △20% △15% △12% △９% △７% △５% 

副知事 △15% △10% △８% △６% △４% △３% 

教育長等 △10% △５% △４% △３% △２% △２% 

防災監等 △７% △２% △1.6% △1.2% △0.8% △0.4% 
 

期末手当の減額 H20～24 H25～26 H27 H28 H29 H30 

知 事 △30% △30% △25% △20% △15% △10% 

副知事 △28% △28% △23% △18% △13% △７% 

教育長等 △26% △26% △21% △16% △11% △５% 

防災監等 △25% △25% △20% △15% △９% △３% 
   
○退職手当の減額 知事・副知事［H20～24］△20% 

［H25～］ △５% 
※H25からは、特別職報酬等審議会の答申により、給与抑制措置とは別に、給料本則△５%、 

期末手当本則△５%、退職手当本則△25%の改定を実施済 

給与 

一般職 

 
給料の減額 H20～26 H27 H28 H29 H30 

管理職 

部長・局長級 △ 7  ％ △ 5.6％ △ 4.2％ △ 2.8％ △ 1.4％ 

課長級 △ 6  ％ △ 4.8％ △ 3.6％ △ 2.4％ △ 1.2％ 

副課長級 △ 4  ％ △ 3.2％ △ 2.4％ △ 1.6％ △ 0.8％ 

一 般 
職 員 

主任専門員級 △ 3  ％ △ 2.3％ △ 1.6％ △ 0.9％ 

－ 班長・主査・主任級 △ 2.8％ △ 2.1％ △ 1.4％ △ 0.7％ 

若手職員 △ 2.5％ △ 1.8％ △ 1.1％ － 

 

期末・勤勉手当の減額 H20～26 H27 H28 H29 H30 

管理職 

部長級 △14  ％ △11.5％ △10  ％ △ 9  ％ △ 3.5％ 

局長級 △13  ％ △10.5％ △ 9  ％ △ 7.5％ △ 3  ％ 

課長級 △10  ％ △ 7.5％ △ 6  ％ △ 4  ％ △ 0.5％ 

副課長級 △ 4  ％ △ 2  ％ △ 1  ％ 

－ － 一 般 
職 員 

主任専門員級 △ 4  ％ △ 2  ％ 
－ 

班長・主査・主任級 △ 1  ％ － 

○管理職手当の減額 ［H20～］  △20% 
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分野 内  容 

事務 

事業 

○一般事業費等の削減 ・一般事務費約30％、施設維持費約15％を削減［H20］ 

           ・一般事業費毎年度10％削減［H23～25］ 

（このうち毎年度４%相当額を新規事業財源として活用） 

           ・施設維持費・指定経費を除く一般事業費毎年度10%削減［H26～］ 

（このうち毎年度５%相当額を新規事業財源として活用） 
○事務事業数の削減                           （件）

 

 

 

 

 

 

 
 

投資 

事業 

○地方財政計画の水準を基本とした投資規模の見直し［H20～］ 

・通常事業費：2,540億円［H19］→1,600億円［H30当初］ 

○喫緊の課題である山地防災・土砂災害対策、地震・津波対策、公共施設等の長寿命化・環境整

備対策等の事業費については、地方交付税措置のある有利な県債の活用により別枠で措置 

公的 

施設 

○施設の市町移譲（８施設） 

H22 淡路香りの公園、たんば田園交響ホール 

H24 
但馬全天候運動場、西武庫公園、北播磨余暇村公園、 

東はりま日時計の丘公園、笠形山自然公園センター 

H27 大鳴門橋記念館 

○公募による指定管理者の選定 

 ・５施設［H19］→26施設［H30］ 

公
営
企
業 

企業庁 

○既開発地の分譲推進(分譲面積177ha[H20～H30見込]、分譲進捗率67%[H19]→87％[H30見込]) 

○電気事業の廃止［H21］ 

○定員の削減 △65人(△30.2%)［H20～30見込］ 

○地域創生整備事業会計を設置し、地域創生に資する拠点整備を推進［H29～］ 

病院局 

○より良質な医療の提供（診療機能の高度化・効率化、県立病院の建替整備） 

○経営改革の推進(H29に収支均衡) 

○計画的な建替整備(H21:加古川医療センター、H25：淡路医療センター、 

H27：尼崎総合医療センター、H28：こども病院、H29：神戸陽子線センター)

○運営体制・基盤の確立（医師・看護師確保対策の推進、定員・給与の見直し） 

県立 

大学 

○独立行政法人化し、自律的・効率的な大学運営を推進［H25］ 

○理事長、学長分離による大学改革の推進［H29］ 

区 分 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 計 

前年度事業数 3,013 2,694 2,671 2,482 2,337 2,205 2,094 1,986 1,885 1,790 1,700 － 

廃 止 ① △431 △171 △439 △378 △220 △192 △205 △181 △168 △163 △180 △2,728

新 規 ② 112 148 250 233 88 81 97 80 73 73 92 1,327

増減（①＋②） △319 △23 △189 △145 △132 △111 △108 △101 △95 △90 △88 △1,401

当該年度事業数 2,694 2,671 2,482 2,337 2,205 2,094 1,986 1,885 1,790 1,700 1,612 － 
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分野 内  容 

公社等 

○公社等の統廃合（△５団体） 

廃
止 

H19 (株)おのころ愛ランド 

H20 (財)兵庫県自治協会 

統
合 H21 

(財)まちづくり技術センターと(財)下水道公社 

(財)淡路花博記念事業協会と(財)淡路21世紀協会 

H22 (財)ひょうご環境創造協会と(財)環境ｸﾘｴｲﾄｾﾝﾀｰ 

○県派遣職員の削減 △308人（△53.5％）［H20～30見込］ 

※新行革プラン策定後の業務移管等除く 

○県財政支出(一般財源)の削減 △56億円（△39.0％）［H20～30当初］ 

○「公社等経営評価委員会」による点検・評価の実施［H20～］ 

自
主
財
源
の
確
保 

県税 

○徴収歩合（目標：全国平均を上回る） 

  96.5％(97.2％)［H19］→98.5％(98.4％)［H30見込］ 

  ※ ( )内は全国平均(H30は試算値) 

○収入未済額（目標：H30に概ね100億円程度まで縮減） 

  236億円［H21］→99億円［H30見込］ 

○税収確保対策の充実強化(個人住民税等整理回収ﾁｰﾑの派遣[H19～]､個人住民税特別徴収の推進等）

課税自

主権の

活用 

○法人県民税超過課税の実施（現行第９期分：2014(H26).10.1～2019.9.30） 

○法人事業税超過課税の実施（現行第９期分：2016(H28).3.12～2021.3.11） 

○県民緑税の実施（現行第３期分：2016(H28)～2020） 

ﾈｰﾐﾝｸﾞ 
ﾗｲﾂ・ 
広告収入 

○ネーミングライツの推進 年額(税込) 73,500千円［H20］→ 92,093千円［H30見込］ 

○広告掲載等の推進    年額(税込) 69,159千円［H20］→208,273千円［H30見込］ 

長期保有 

土地 

○長期保有土地の利活用又は処分の推進 

2,929ha(2,050億円)［H25末］→1,939ha(1,095億円)［H29末見込］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



14 

 

（参考）平成 30 年度当初予算と平成 29 年度当初予算の比較       （単位：億円） 

 

  

30年度
当初 Ａ

29年度
当初 Ｂ

増減
Ａ－Ｂ

説  明

8,049 7,993 56

個人関係税　　　　　　 △173
（うち神戸市移譲分　　 △248）
地方消費税　  　       ＋182
地方法人特別譲与税　　 ＋ 29

4,103 4,117 △ 14
地方交付税　　　　　　 ＋ 27
臨時財政対策債　　　　 △ 41

275 303 △ 28

1,600 1,644 △ 44
国保財政安定化交付金　 △ 46
難病医療費負担金　　　 △  7
医療介護推進交付金　　 ＋  6

954 901 53
公共施設適正管理事業債 ＋ 23
緊急防災・減災事業債　 ＋ 20

3,899 3,909 △ 10

18,880 18,868 13

4,685 4,673 11
職員給 　              ＋ 21
退職手当　　　　　　　 △ 11

7,827 7,853 △ 25
中小企業制度資金貸付金 △ 76
ひょうご地域創生交付金 ＋ 20
県政150周年記念事業　　＋ 11

1,802 1,925 △ 123 税交付金　　　　　　　 △134

1,884 1,836 48

国庫補助(通常)事業　　 ＋ 15
山地防災・土砂災害対策 ＋  5
緊急防災・減災事業　   ＋ 20
長寿命化・環境整備対策 ＋ 10

2,681 2,749 △ 68
県債元金　　　　       ＋  8
県債利子　　　　　　   △ 76

18,880 19,038 △ 158

0 △ 170 170

0 170 △ 170

退 職 手 当 債 の 発 行 0 100 △ 100 皆減

行 革 推 進 債 の 発 行 0 70 △ 70 皆減

県債管 理基金の 活用 0 0 0

0 0 0

歳 入 歳 出 差 引
① － ② ＝ ③

財 源 対 策 額

行 政 経 費

区　　　　分

公 債 費

歳 入 歳 出 差 引
（ 対 策 後 ）

県 税 等

県 債

そ の 他 特 定 財 源

地 方 特 例 交 付 金 等

投 資 的 経 費

歳 入 計 ①

人 件 費

地 方 交 付 税 等

国 庫 支 出 金

そ の 他 行 政 経 費

歳 出 計 ②
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（参考）特別会計の概要                     （単位：百万円） 

 

(単位：百万円)

区　　　分
平成30年度

Ａ
平成29年度

Ｂ
増　減
Ａ－Ｂ

説　　　明

県 有 環 境 林 等 6,076 5,654 422 公債費繰出　　　　　　　　　　  ＋   421

港 湾 整 備 事 業 2,809 2,682 127
港湾施設管理費　 　　　　　　   △   974
公債費繰出　　　　　　　　　　　＋ 　971
臨海土地造成費　　　　　　　　  ＋　 129

公 共 事 業 用 地
先 行 取 得 事 業

3,488 5,589 △ 2,101 公債費繰出　　　　　　　　　　　△ 2,101

県 営 住 宅 事 業 31,138 30,118 1,020
県営住宅整備費　　　　　　　    ＋ 1,549
借上県営住宅管理費　　　　　　　△   290

勤 労 者 総 合 福 祉
施 設 整 備 事 業

1,717 1,715 2 地域スポーツ活動振興費　　　　　＋    15

流 域 下 水 道 事 業 － 27,791 △ 27,791 公営企業会計へ移行

庁 用 自 動 車 管 理 229 239 △ 10 庁用自動車運営費　　　　　　　　△　  10

公 債 費 594,026 653,482 △ 59,456
元金（借換債）　　　　　　　　  △31,069
元金（基金繰入金）　　　　　　　△30,941

自治振興助成事業 1,007 1,007 0

母 子 父 子 寡 婦
福 祉 資 金

374 331 43
公債費　　　　　　　　　　　　　＋    29
一般会計繰出　　　　　　　　　　＋　　14

小 規 模 企 業 者
等 振 興 資 金

4,035 6,302 △ 2,267 一般会計繰出　　　　　　　　　　△ 1,985

農 林 水 産 資 金 732 744 △ 12
国庫支出金返納金　　　　　　　　△　　11
一般会計繰出　　　　　　　　　　△　　 4

基 金 管 理 11,759 7,563 4,196 基金積立金　　　　　　　　　　　＋ 4,690

地 方 消 費 税 清 算 381,651 351,983 29,668
地方消費税清算金　           　 ＋11,447
一般会計繰出　　　　　　　　　  ＋18,221

(新）
国 民 健 康 保 険

508,583 - 508,583
保険給付等交付金　           　＋414,781
後期高齢者支援金　　　　　　　 ＋ 67,699

合　　　計 1,547,624 1,095,200 452,424
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（参考）公営企業会計の概要                   （単位：百万円） 

 

 

（１）病院局
（単位：百万円）

増　減

Ａ－Ｂ

病
院
局

病 院 事 業 161,989 159,737 2,252

・神戸陽子線センター整備事業　　　　△7,668
・丹波医療センター（仮称）整備事業　＋6,770
・はりま姫路総合医療センター（仮称）
　整備事業　　　　　　　　　　　　　＋　573
・企業債償還金　　　　　　　　　　　＋2,500

水道用水供給事業 21,957 22,916 △ 959

・施設改良費　　　                  ＋　167
　多田浄水場　　無停電装置更新工事　＋　171
　三田浄水場　　受変電設備更新工事　△　250
　中西条浄水場　施設耐震化工事　　　＋　236

・企業債償還金　                    △  402
・減価償却費　　　　　　　　　　　　△　733

工 業 用 水 道 事 業 4,688 4,360 328

・施設改良費　　　　　　　　　　　　＋　368
　揖保川水系　取水堰設備取替工事　　＋　 70
　市川水系　　配水管敷設替工事　　　＋　 85
　加古川水系　権現ダム設備取替工事　＋ 　83

水 源 開 発 事 業 50 56 △ 6

地 域 整 備 事 業 41,255 16,657 24,598 ・企業債償還金　　　　　　　　　 　＋23,208

企業資産運用事業 4,258 1,319 2,939 ・企業債償還金　　　　　　　　　 　 ＋2,951

地域創生整備事業 995 2,045 △ 1,050

・小野・市場産業拠点整備事業　　　　△1,164
・[新設]神戸・鈴蘭台西健康福祉拠点整備事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋　114
・[新設]神戸・三宮東再整備事業　　　＋　0.2

計 73,203 47,353 25,850

県
土

（新）
流 域 下 水 道 事 業

43,095 － 43,095

特別会計からの移行による皆増
・委託料(処理場維持管理等)         ＋12,675
・減価償却費　　　　　　　　　     ＋15,471
・建設改良費　　　　　　　　　　   ＋ 6,964
  (処理場施設改築更新等)

278,287 207,090 71,197

説　　　明

企
　
業
　
庁

合　　　計

区　　　分
平成30年度

Ａ
平成29年度

Ｂ
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（参考）平成２９年度２月補正予算（経済活性化対策）の概要 

平成 29 年度国補正予算（平成 30 年 2 月 1 日成立）を踏まえ、本県産業の活性化を

図るとともに、台風災害などに備え、安全・安心な社会基盤整備を推進するため、平

成 29 年度 2月補正予算(経済活性化対策）を編成する。 

 

１ 基本方針 

  (1) 次世代産業の技術力向上をめざす「産業競争力の強化」 

  (2) 攻めの農林水産業への転換を推進するための「農林水産業の競争力強化」 

  (3) 地域の活性化や介護など「地域を支える人材の育成」 

  (4) 安全・安心を支える「社会基盤整備の推進」 

 

 ２ 有利な財源の活用 

補正予算案の編成にあたっては、将来の財政への影響に配慮し、地方創生拠点整

備交付金などの国庫補助金や国の補正予算に伴う補正予算債（※）など、国の財源

措置を最大限に活用する。 

※ 補正予算債  国の補正予算に伴い、発行が認められる地方債。元利償還金に対し 

交付税措置があることから、後年度の負担が実質的に生じない。 

３ 事業の早期着手 

補正予算の執行にあたっては、事業効果を早期に発現させるため、適切な準備を

進め、早期の事業執行に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

国　庫 特　定 起　債 一　般

6,791 3,959 424 2,395 13

(1)産業競争力の強化 991 495 0 496 0

①次世代産業の技術力向上 991 495 0 496 0

(2)農林水産業の競争力強化 4,777 2,904 424 1,449 0

①農業の競争力強化 3,742 2,179 424 1,139 0

②林業の競争力強化 640 471 0 169 0

③水産業の競争力強化 282 141 0 141 0

113 113 0 0 0

(3) 1,023 560 0 450 13

900 450 0 450 0

123 110 0 0 13

28,593 13,597 776 14,220 0

21,758 10,378 521 10,859 0

3,766 1,619 0 2,147 0

2,180 1,015 255 910 0

889 585 0 304 0

35,384 17,556 1,200 16,615 13

(4)安心できる生活環境の整備

合　　      計

地域を支える人材の育成

①地域自立に向けた人材の育成

②介護人材の育成

２　安全・安心を支える社会基盤整備の推進

(1)社会基盤等の防災機能の強化

(2)地域の活力を支える社会基盤の充実

(3)社会基盤の老朽化対策の強化

④鳥獣被害防止対策の強化

区　　分 補正額
財源内訳

１ 地域産業の活性化
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第２ 平成３０年度当初予算の概要    

１ 歳入 

（１）県税等（当初予算計上額：８,０４９億円［対前年度比：＋０．７％］） 

・個人関係税は、平成２９年中の株式取引状況や企業業績を反映し、配当割及び株 

式等譲渡所得割の増が見込まれる一方、教職員給与負担事務の神戸市への移譲

に伴い個人住民税所得割２％分（２４８億円）が減となることから、前年度を 

１７３億円下回る２，２６１億円を計上。 

・法人関係税は、平成２９年度年間見込は２９当初予算を下回る見込みであるが、

現下の企業業績の回復基調を反映し､平成３０年度は平成２９年度年間見込から

７７億円の増となる１，６５９億円を計上。 

・地方消費税は、内需の回復基調に加え、平成３０年度税制改正による清算基準の

見直しなどを踏まえ、前年度を１８２億円上回る１，９９４億円を計上。 

・県税全体では、前年度を若干上回る７,２３２億円を計上。 

・地方法人特別税を財源として都道府県に配分される地方法人特別譲与税は、 地方

財政計画を踏まえ、前年度を２９億円上回る８１７億円を計上。 

・この結果、県税と地方法人特別譲与税の合計では、前年度を５６億円上回る  

８，０４９億円を計上。（当初予算では、平成２８年度に次いで２番目の金額） 

○県税収入の内訳                       （単位：百万円、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ－Ｂ Ａ－Ｃ

均 等 割 ・ 所 得 割 193,394 216,754 213,901 △ 23,360 △ 20,507 89.2 90.4

県 民 税 利 子 割 2,014 1,956 2,938 58 △ 924 103.0 68.6

配 当 割 12,637 9,940 10,894 2,697 1,743 127.1 116.0

株 式 等 譲 渡 所 得 割 10,967 7,752 10,999 3,215 △ 32 141.5 99.7

個 人 事 業 税 7,139 7,069 7,037 70 102 101.0 101.4

合　　　  　　計 226,151 243,471 245,769 △ 17,320 △ 19,618 92.9 92.0

法 人 事 業 税 142,480 142,380 136,569 100 5,911 100.1 104.3

法 人 県 民 税 23,487 23,839 21,661 △ 352 1,826 98.5 108.4

小　　　  　　計 165,967 166,219 158,230 △ 252 7,737 99.8 104.9

199,484 181,263 187,104 18,221 12,380 110.1 106.6

うち税率引き上げ分 (82,151) (74,638) (77,042) (7,513) (5,109) (110.1) (106.6)

自 動 車 税 61,626 60,840 61,195 786 431 101.3 100.7

自 動 車 取 得 税 7,401 6,377 7,715 1,024 △ 314 116.1 95.9

軽 油 引 取 税 36,920 36,349 37,708 571 △ 788 101.6 97.9

合　　　  　　計 105,947 103,566 106,618 2,381 △ 671 102.3 99.4

不 動 産 取 得 税 16,857 16,778 16,778 79 79 100.5 100.5

県 た ば こ 税 5,291 5,563 5,563 △ 272 △ 272 95.1 95.1

ゴ ル フ 場 利 用 税 3,456 3,596 3,596 △ 140 △ 140 96.1 96.1

狩 猟 税 36 33 37 3 △ 1 109.1 97.3

鉱 区 税 11 9 11 2 0 122.2 100.0

旧 法 に よ る 税 0 2 2 △ 2 △ 2 0.0 －

合　　　  　　計 25,651 25,981 25,987 △ 330 △ 336 98.7 98.7

723,200 720,500 723,708 2,700 △ 508 100.4 99.9

81,700 78,800 75,780 2,900 5,920 103.7 107.8

804,900 799,300 799,488 5,600 5,412 100.7 100.7

Ａ／Ｃ

個
人
関
係
税

法

人

関

係

税

増減
Ａ／Ｂ区　　　  　　分

平成30年度
当初 Ａ

平成29年度
当初 Ｂ

平成29年度
年間見込Ｃ

県税＋地方法人特別譲与税 合計

地 方 消 費 税 （ 清 算 後 ）

自
動
車
関
係
税

そ
　
の
　
他
　
の
　
税

県 税 合 計

地 方 法 人 特 別 譲 与 税



 

○県税収

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地方消

 地方消

費税の税

 ・小売

  統計

 ・上記

｢小売

業収

｢人口

｢従業

 

 

収入の推移 

消費税の清算

消費税の清算

税収をより適

売年間販売額

計の計上地と

記に伴い、清

売年間販売

収入額(経済

口｣(国勢調

業者数｣(経

算基準の見

算基準につ

適切に最終

額及びサー

と最終消費

清算基準を

売額｣(商業統

済ｾﾝｻｽ活動調

調査) 

経済ｾﾝｻｽ基礎

見直し（平成

ついて、社会

終消費地に帰

ービス業対個

費地が乖離

を以下のとお

指標 

統計調査)及

調査)の合算

礎調査) 

19 

成３０年度

会経済情勢

帰属させる

個人事業収

しているも

おり見直し

及び｢ｻｰﾋﾞｽ

算額 

度税制改正）

勢や統計制度

るため、抜本

収入額の算定

もの、非課税

し 

ｽ業対個人事

）） 

度の変化等

本的に見直

定に用いる

税取引に該

現

事
7

17

7

等を踏まえ、

直し 

る統計デー

該当するも

現行 

75％ 

7.5％ 

7.5％ 

、地方消

タのうち

のを除外

改正 

50％ 

50％ 

廃止 
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（２）地方交付税等（当初予算計上額：４,１０３億円［対前年度比：△０．３％］） 

基準財政需要額の事業費補正・公債費は、平成２６年度発行の臨時財政対策債の

償還開始等により、前年度に比べ１２億円の増となる一方、歳出特別枠である地域

経済・雇用対策費が廃止され１４億円の皆減となることにより､全体では前年度から

２億円の減となった。 

一方、基準財政収入額は、地方消費税の増等により前年度から１１億円の増とな

った。 

この結果、普通交付税と臨時財政対策債を合わせた実質的な交付税は、前年度を

１４億円下回る４,０６２億円を計上。このうち、臨時財政対策債の発行額は、前年

度から４１億円の減となる１,１２４億円と見込んでいる。 

普通交付税は、平成２９年度年間見込み（交付決定額）に対しては２２億円減と

なる２，９３８億円を見込んでいる。 

特別交付税を加えた地方交付税等の総額では、前年度を１４億円下回る４,１０３

億円を計上。 

 

○地方交付税等の内訳                    （単位：百万円、％） 

 

 

○地方交付税等の算定（試算）                    （単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

当初 Ｂ 年間見込 Ｃ Ａ－Ｂ Ａ－Ｃ

普 通 交 付 税 293,800 291,100 296,047 2,700 △ 2,247 100.9 99.2

臨 時 財 政 対 策 債 112,400 116,500 106,069 △ 4,100 6,331 96.5 106.0

小　　計 406,200 407,600 402,116 △ 1,400 4,084 99.7 101.0

特 別 交 付 税 4,100 4,100 4,325 0 △ 225 100.0 94.8

合　　計 410,300 411,700 406,441 △ 1,400 3,859 99.7 100.9

区　　分 Ａ／ＣＡ／Ｂ
平成30年度
当初 Ａ

増　　減平成29年度

H30当初予算 H29当初予算 H29見込 当初予算比 H29見込比

A B C A-B A-C

406,200 407,600 402,116 △ 1,400 4,084

922,137 922,379 920,302 △ 242 1,835

748,344 748,263 746,814 81 1,530

0 1,426 1,422 △ 1,426 △ 1,422

3,081 3,167 3,081 △ 86 0

6,314 6,354 6,314 △ 40 0

164,398 163,169 162,671 1,229 1,727

515,937 514,779 518,186 1,158 △ 2,249

507,824 501,241 504,999 6,583 2,825

うち法人関係税 (105,982) (106,886) (110,503) (△ 904) (△ 4,521)

うち地方消費税 (81,770) (77,932) (77,400) (3,838) (4,370)

うち個人住民税所得割 (151,910) (151,647) (150,406) (263) (1,504)

8,113 13,538 13,187 △ 5,425 △ 5,074

4,100 4,100 4,325 0 △ 225

410,300 411,700 406,441 △ 1,400 3,859

区　　　分

普通交付税＋臨時財政対策債（①－②）

①　基準財政需要額

個別・包括算定経費

地域経済・雇用対策費

その他（地方特例交付金、過年度精算等）

特別交付税

地方交付税等　合計

地域の元気創造事業費

人口減少等特別対策事業費

事業費補正・公債費

②　基準財政収入額

県税＋地方法人特別譲与税



21 

 

（３）国庫支出金（当初予算計上額：１,６００億円［対前年度比：△２．７％］） 

医療介護推進基金積立のための交付金や地方創生推進交付金が増となる一方、国

民健康保険の都道府県化に伴い、国民健康保険財政安定化基金交付金が特別会計へ

移管することから一般会計としては前年度を４４億円下回る１，６００億円を計上。 

 

○国庫支出金の内訳                      （単位：百万円、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※国民健康保険財政安定化基金積立金が、一般会計から国民健康保険特別会計へ移管したことに

伴い、交付金を特別会計で収入することとなったため、一般会計としては皆減となる。 

 

 

 

  

平成30年度
Ａ

平成29年度
Ｂ

増減
Ａ－Ｂ

Ａ／Ｂ

160,065 164,492 △ 4,427 97.3

医 療 介 護 推 進 事 業 費 交 付 金 4,179 3,486 693 119.9

地 方 創 生 推 進 交 付 金 1,520 1,347 173 112.8

経 済 統 計 委 託 費 368 150 218 245.3

国民健康保険財政安定化基金交付金(※) 0 4,604 △ 4,604 皆減

生 活 基 盤 施 設 耐 震 化 交 付 金 806 1,577 △ 771 51.1

難 病 医 療 費 負 担 金 2,939 3,704 △ 765 79.3

医療施 設近代化施設整備費補助金 0 509 △ 509 皆減

区　　　　　　分

国 庫 支 出 金 合 計
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（４）県債（臨時財政対策債を除く） 

（当初予算計上額：９５４億円［対前年度比：△１１．０％］） 

 

（投資財源） 

・投資的経費に活用する通常債は、地方財政計画を踏まえた事業量の増加に伴い、前 

年度を３億円上回る７７２億円を計上。 

・自然災害防止事業債（山地防災・土砂災害対策分）は、新たな第３次山地防災・土

砂災害対策６箇年計画（平成 30 年度～平成 35 年度）を策定し、さらなる事業推進

を図るため、単年度事業量を増加させたことから、前年度を５億円上回る３０億円

を計上。 

・緊急防災・減災事業債は、公共施設の耐震改修事業や地震・津波対策の着実な推進

を図るため、前年度を２０億円上回る１００億円を計上。 

・公共施設等適正管理推進事業債は、対象事業の拡充を踏まえ、前年度を２３億円上 

回る５１億円を計上。  

・全体としては、前年度を５２億円上回る９５４億円を計上。 

 

（収支対策） 

前年度は、１７０億円を発行していたが、平成３０年度は収支均衡を達成すること

から、発行を行わない。 
 

この結果、県債全体(臨時財政対策債を除く）では、前年度を１１７億円下回る。 

 

○県債の発行状況                       （単位：百万円、％） 

 

 

 

 

 

  

当初 Ｂ 年間見込 Ｃ Ａ－Ｂ Ａ－Ｃ

77,270 76,881 101,994 389 △ 24,724 100.5

3,000 2,500 4,708 500 △ 1,708 120.0

10,000 8,000 13,088 2,000 △ 3,088 125.0

5,130 2,790 6,120 2,340 △ 990 183.9

95,400 90,171 125,910 5,229 △ 30,510 105.8

0 0 13,370 0 △ 13,370 -

0 10,000 8,000 △ 10,000 △ 8,000 皆減

0 7,000 7,000 △ 7,000 △ 7,000 皆減

0 17,000 15,000 △ 17,000 △ 15,000 0.0

95,400 107,171 154,280 △ 11,771 △ 58,880 89.0

112,400 116,500 106,068 △ 4,100 6,332 96.5

207,800 223,671 260,348 △ 15,871 △ 52,548 92.9

臨 時 財 政 対 策 債

県　 債 　計

行 政 改 革 推 進 債

小 計

合　　　　計

財　源
対　策
に活用

退 職 手 当 債

減 収 補 填 債

Ａ／Ｂ
平成29年度 増　　減平成30年度

当初 Ａ
区　　　　分

投資的
経費に
活　用

通 常 債

小 計

公共施設等適正管理事業債

自 然 災 害 防 止 事 業 債
（山地防災・土砂災害対策分）

緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 債



 

○県債

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

債発行額の推推移 
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○県債

実際

れる臨

債や後

億円と

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考

 

 

 

（参考２

 

 

 

 
 

※ 県
満

その
 
（参考３

 

 

H７年度

8,233

H７年度

14,790

H７年度

15,87

15,87

（うち

債残高（今後

際に償還すべ

臨時財政対策

後年度の借換

となる。 

１：通常債等

２：県債残高

債残高（地方
満期一括で償
の積立額を「

３：震災関連

度 H８年度 H21

3 12,131 7

度 H８年度 H21年

0 15,870 31,

度 H８年度 H2

70 18,183 3

70 18,183 3

臨時財政対策債

後、金融機

べき残高は

策債、減収

換債の前倒

等及び財源対

高（地方財政

方財政調査方
償還する県債に
「公債費」とし

連県債残高の

1年度 H22年度

7,605 7,136

年度 H22年度 H2

798 31,846 3

1年度 H22年度

35,753 37,03

33,547 32,97

債、減収補填債7

機関等に実際

は、４兆８,

補填債(75

し発行によ

対策債の県債

政調査方式に

方式） 
について、満
して取り扱う

の推移）  

度 H23年度 H24

6,675 6,

3年度 H24年度

32,468 33,157

度 H23年度 H24

9 38,050 3

5 32,392 3

75％除き）

24 

際に償還す

２８５億円

％)を除く

より前年度当

債残高の推移

に基づく残高

満期までの各
うことで、県

    

4年度 H25年度

,216 5,757

H25年度 H26年度

33,215 31,43

4年度 H25年度

9,086 39,825

1,766 30,855

すべき残高）

円となり、

県債残高は

当初から８

移）     

）の推移）

各年度の償還相
債残高から控

     

H26年度 H27年

5,303 4,

度 H27年度 H28年

33 30,682 31

度 H26年度 H27

5 40,442 40

5 29,998 29

）の推移 

後年度に地

は､平成２９

４５億円増

    

     

相当額を県債
控除したもの

      

年度 H28年度

818 4,386

年度 H29年度当

,193 29,66

年度 H28年度

0,682 41,391

9,182 29,008

地方交付税

９年度中の

増加し、３

    （単

    （単

債管理基金に
の。 

 （単位：億

H29年度当初

3,992

初 H29年度年間

62 31,51

H29年度当初

40,764

28,124

税で措置さ

の補正予算

兆５０７

単位：億円）

単位：億円）

積み立て、

億円） 

H30年度当初

3,615

間 H30年度当初

2 30,507

H30年度当初

41,349

27,425
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（発行計画） 

借換債１，９０３億円を含めた年間発行予定額(全会計)は、前年度から５０８億円

減の４,２６１億円となる。 

また、県政１５０周年記念事業に対して、県民の参加意識の醸成を図るため、住民

参加型県民債を発行する。 

 

○会計別県債発行計画等 

 

 
 

○県民債（150 周年記念事業債）の発行概要（予定） 

１ 発 行 額：150 千万円（15 億円） 

２ 発 行 日：平成 30 年 7 月 12 日（木） 

３ 表面利率：市場公募債発行利率＋α（現行では、0.150％） 

４ 販売対象：県内在住・勤務の個人 

５ 年  限：５年（満期一括償還） 

 

 

会計別発行計画 （単位：百万円）

平成30年度 平成29年度 増　減

一般会計 207,800 223,671 △ 15,871

82,400 79,671 2,729

10,000 8,000 2,000

3,000 2,500 500

0 7,000 △ 7,000

0 10,000 △ 10,000

112,400 116,500 △ 4,100

特別会計 11,942 13,888 △ 1,946

企業会計 16,047 18,045 △ 1,998

新規発行 235,789 255,604 △ 19,815

借換債 190,332 221,401 △ 31,069

426,121 477,005 △ 50,884

発行内訳
発行予定額

合　　計

緊急防災・減災事業債

一般公共等

自然災害防止事業債

(山地・土砂）

行政改革推進債

退職手当債

臨時財政対策債

借入先別発行計画 （単位：百万円）

平成30年度 平成29年度 増　減

公募債 200,000 230,000 △ 30,000

うち５年債 0 0 0

うち10年債 100,000 120,000 △ 20,000

うち超長期債 100,000 110,000 △ 10,000

ミニ公募債 1,500 0 1,500

銀行等引受債 188,500 200,000 △ 11,500

公的資金 36,121 47,005 △ 10,884

426,121 477,005 △ 50,884

発行内訳
発行予定額

合　　計
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（５）基金繰入金（当初予算計上額：１,２６６億円［対前年度比：△１１．８％］） 

・県債管理基金は、満期一括債の償還額が減少することから前年度を１９８億円下

回る１，００４億円を計上。 

・安心こども基金など国の経済対策に伴い設置した基金の活用額は、事業量に応じ

て活用することから前年度を２３億円下回る２２億円を計上。 

・その他基金では、新たに創設した地域創生基金等の活用額が増加することから、

前年度を５３億円上回る２３９億円を計上。 

・その結果、基金全体の活用額は、前年度を１６９億円下回る１,２６６億円を計上。 

 

○基金繰入金の内訳                        （単位：百万円、％） 

 

※ 基金集約分は、県以外の団体からの集約分 

 

 

 

 

 

 

 

 

当初 Ｂ 年間見込 Ｃ

a 441,083 379,505 386,553 61,578 54,530 116.2 114.1

基 金 集 約 分 119,869 113,995 114,042 5,874 5,827 105.2 105.1

b 115,767 127,523 161,983 △ 11,756 △ 46,216 90.8 71.5

c 100,449 120,279 107,453 △ 19,830 △ 7,004 83.5 93.5

財 源 対 策 分 0 0 0 0 0 - -

a+b-c 456,400 386,749 441,083 69,651 15,317 118.0 103.5

基 金 集 約 分 104,195 110,421 119,869 △ 6,226 △ 15,674 94.4 86.9

d 2,215 4,783 4,838 △ 2,568 △ 2,623 46.3 45.8

e 63 63 79 0 △ 16 100.0 79.7

f 2,278 4,622 2,701 △ 2,344 △ 423 49.3 84.3

d+e-f 0 225 2,215 △ 225 △ 2,215 0.0 0.0

g 50,762 42,280 43,569 8,482 7,193 120.1 116.5

h 22,652 20,107 58,619 2,545 △ 35,967 112.7 38.6

i 23,950 18,717 51,426 5,233 △ 27,476 128.0 46.6

g+h-i 49,464 43,670 50,762 5,794 △ 1,298 113.3 97.4

505,864 430,644 494,060 75,220 11,804 117.5 102.4

126,677 143,617 161,581 △ 16,940 △ 34,904 88.2 78.4

残 高 合 計

活 用 額 計

経

済

対

策

関

連

基

金

前 年 度 残 高

積 立 額

活 用 額

当 該 年 度 残 高

そ
の
他
基
金

前 年 度 残 高

積 立 額

活 用 額

当 該 年 度 残 高

Ａ／Ｃ

県
債
管
理
基
金

前 年 度 残 高

積 立 額

活 用 額

当 該 年 度 残 高

区　　分
平成30年度
当初 Ａ

平成29年度 増減
Ａ－Ｂ

増減
Ａ－Ｃ

Ａ／Ｂ
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（新たな基金の創設） 

既に役割を終えている基金を廃止し、喫緊の課題である兵庫県地域創生戦略の推進

や県有施設の整備に取り組むための基金を創設 

（１） 地域創生基金 

  ・規模 １５２億円 

  （参考 廃止する基金） 

基金名 金 額 

公共施設整備基金 31 億円 

地域振興基金 35 億円 

国民健康保険事業広域化等支援基金（県拠出分） 6億円 

県債管理基金（旧明石海峡基金） 80 億円 

合    計 152 億円 

  ・使途 

兵庫県地域創生戦略に基づき実施する人口対策及び地域の元気づくりに関する 

施策 

  ・平成３０年度活用額 5,327 百万円 

   （主な充当事業） 

    ひょうご地域創生交付金事業 2,000 百万円 

    地方創生交付金事業     1,279 百万円 

    県政 150 周年記念事業    1,161 百万円 

 

（２）県有施設等整備基金 

  ・規模 １８６億円 

  （参考 廃止する基金） 

基金名 金 額 

土地基金 185 億円

県有建物復興基金 1 億円

合   計 186 億円

・使 途 

県有施設等の老朽化対応や社会情勢の変化に伴う県民ニーズに対応した規模、 

機能の見直しを含めた施設の整備 

  ・平成３０年度活用額 466 百万円 

   （主な充当事業） 

    公共施設等適正管理推進事業   40 百万円 

    宝塚健康福祉事務所整備事業  194 百万円 

    三木警察署移転新築事業       232 百万円 

 

 

 

 



 

（基金

満

５,０

 

○基金

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 

※2 

 

 

 

 

 

 

 

 

金残高の推移

満期一括償還

０５８億円

金残高の推移

借換債平準

平成２３

し、平成２

 平成２３

移） 

還債の積立

円となってい

移 

準化対策 

～２５年度に

６年度の借換

年度から２

立額が償還額

いる。 

に借換債を追

換債発行額を

５年度の（

（4,06

28 

額を上回る

追加発行する

を縮減（４，

 ）書きは

（

（4,341）

61）

ることから前

ことで留保し

３８９億円→

、平準化対策

（4,952）

前年度から

した基金（１

→２，７５９

策分を除いた

ら１１８億

，６３０億

億円）する対

た金額 

円増の 

円）を活用

対策 
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（６）使用料・手数料 

   機械器具・施設の新設、事務の増等に伴い、使用料・手数料を新設・改定 

 

① 新設するもの 

区 分 内 容 

淡路佐野運動公

園屋内練習場使

用料 

○アリーナ 

区  分 休日 平日 

スポーツに利用する場合

（興行目的以外） 

全 面 6,100 円/h 2,400 円/h 

1/2 面 3,100 円/h 1,200 円/h 

 

 

他 

甲山森林公園会

議室使用料 

区 分 
料金 

9-12 時 13-17 時 9-17 時 

会議室（A） 400 円 700 円 850 円

 調理室を含む 1,000 円 1,300 円 2,050 円

会議室（B） 400 円 700 円 850 円

工作室 550 円 800 円 1,050 円

 

工業技術ｾﾝﾀｰ等機

械器具使用料 

区分 料金 

砂型積層３Ｄプリンタ 13,000 円/h

 

他 17 件 

但馬技術大学校機

械器具使用料 

区分 料金 

５軸マシニングセンタ 3,800 円/h

 

他 6 件 

介護医療院開設許

可申請等手数料 

区分 料金 

開設許可手数料 63,000 円

変更許可手数料 33,000 円

更新手数料 15,000 円

 

田園住居地域内での

建築等許可手数料 

区 分 料金 

用途地域等建築等許可申請手数料 180,000 円 

 

 

  

廃棄物の処理及び

清掃に関する法律

の特例に関する手

数料 

二以上の事業者が産業廃棄物の収集、運搬又は処分を一体で実施しよう

とする場合の認定審査手数料を設定 

認定申請手数料：147,000 円/件 他 
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② 料額を見直しするもの 

 

土壌汚染対策法に

基づく汚染土壌処

理業の承認に係る

手数料 

新たに汚染土壌処理業者による事業の譲渡等の承認申請の手続が定め

られることに伴い、手数料を設定 

 譲渡等承認申請手数料：120,000 円 他 

健康科学研究ｾﾝﾀｰ

検査手数料 

区 分 料金 

生物学的検査（遺伝子増幅検査） 25,000 円/種目 

 

 

他 11 件 

三木総合防災公園

屋内テニス場空調

使用料 

区 分 料金 

全面（9 面） 20,000 円/h 

ｾﾝﾀｰｺｰﾄ（1 面） 15,000 円/h 

北又は南ｻﾌﾞｺｰﾄ(4 面) 15,000 円/h 

 

 

 

 

 

※暖房を利用する場合は、５割増 

区 分 内 容 

運転免許試験手

数料等 

区 分 現行 改定案 

料金 料金 

高齢者講習  

 3 分類 4,650 円 5,100 円 

 1･2 分類 7,550 円 7,950 円 

 臨時講習 5,650 円 5,800 円 

 認知機能検査 650 円 750 円 他5件 

消防法に基づく

危険物取扱者試

験等 

区 分 現行 改定案 

料金 料金 

甲種危険物取扱者試験 5,000 円 6,500 円 

乙種危険物取扱者試験 3,400 円 4,500 円 

丙種危険物取扱者試験 2,700 円 3,600 円 他 6 件

火薬類取締法に

基づく手数料 

区 分 現行 改定案 

料金 料金 

火薬類運搬証明書交付手数料 2,400 円 2,100 円 
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（参考）歳入予算の内訳                     （単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

予算額 Ａ 構成比 予算額 Ｂ 構成比

１ 県 税 等 ● 804,900 42.6 799,300 42.0 100.7

う ち 県 税 ○ 723,200 38.3 720,500 37.9 100.4

う ち地 方法 人 特別 譲与 税 81,700 4.3 78,800 4.1 103.7

２ 地 方 譲 与 税 ● 4,356 0.2 4,448 0.2 97.9

３ 地 方 特 例 交 付 金 ● 2,483 0.1 2,523 0.1 98.4

４ 地 方 交 付 税 等 ● 410,300 21.7 411,700 21.6 99.7

う ち 地 方 交 付 税 297,900 15.7 295,200 15.5 100.9

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 112,400 6.0 116,500 6.1 96.5

５ 交 通安 全対 策 特別 交付 金 ● 1,624 0.1 1,638 0.1 99.1

６ 分 担 金 及 び 負 担 金 ○ 4,632 0.3 4,447 0.2 104.2

７ 使 用 料 及 び 手 数 料 ○ 21,643 1.2 21,813 1.1 99.2

８ 国 庫 支 出 金 160,065 8.5 164,492 8.7 97.3

９ 財 産 収 入 ○ 2,380 0.1 2,255 0.1 105.5

10 寄 附 金 ○ 304 0.0 137 0.0 221.9

11 繰 入 金 ○ 49,434 2.6 42,316 2.2 116.8

12 繰 越 金 ● ○ 1 0.0 1 0.0 100.0

13 諸 収 入 ○ 330,528 17.5 341,580 18.0 96.7

14 県債(臨時財政対策債を除く) 95,400 5.1 107,171 5.7 89.0

1,888,050 100.0 1,903,821 100.0 99.2

1,223,664 64.8 1,219,610 64.2 100.3

1,132,122 60.0 1,133,049 59.5 99.9

Ａ／Ｂ
平成30年度

※１　臨時財政対策債は、地方財政対策として地方交付税から振り替えられたものであり、
　　後年度に全額が交付税措置されることから、地方交付税等として整理している。

※２　「２ 地方譲与税」からは地方法人特別譲与税を除いている。

平成29年度

一 般 財 源 （ ● の 計 ）

自 主 財 源 （ ○ の 計 ）

区　　　　　　分

合　　　　　　計
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２ 歳出 

（１）人件費（当初予算計上額：４,６８５億円［対前年度比：＋０．３％］） 

職員給等は、平成２９年度給与改定等を反映し、最終２カ年行革プランに基づき

一般職における給料の減額措置を解消するなど給与抑制措置を縮小したことから、

前年度から３３億円増の４,２７２億円を計上。 

退職手当を含む人件費全体では、前年度を１１億円上回る４,６８５億円を計上。 

 

○人件費の内訳                        （単位：百万円、％） 

※平成２９年度給与改定等：公民較差（０．７３％）の解消を図る等人事委員会勧告

を踏まえて実施 

 

 

① 定員  

最終２カ年行革プランの定員削減計画に基づき、事務事業や組織の見直し等によ

り、一般行政部門では１３３人削減（対 H19.4.1 比：2,484 人削減）するなど、各

部門で定員削減を実施。 

なお、法令等により配置基準が定められている教職員、警察官及び医療職員につ

いては、当該基準に基づき適正に配置。 

 

ア 職員 

a 一般行政部門 

【現員】                          （単位：人） 

区 分 
H19.4.1 H29.4.1 H30.4.1  対 H19.4.1 

 
① 

現 在 
② 

見 込 
③ 

増 減 
④(③－②)

増減率
⑤(④/②)

増 減 
⑥(③－①) 

増減率 
⑦(⑥/①)

一般行政部門職員 8,279 5,928 5,795 △ 133 △ 2.2% △2,484 △30.0% 

  [参考] H11.4（9,413 人）に対する削減状況  H30.4  △3,618 人(△38.4%) 

 

平成30年度
Ａ

平成29年度
Ｂ

増減
Ａ－Ｂ

Ａ／Ｂ

427,248 423,889 3,359 100.8

給 料 210,814 210,976 △ 162 99.9

扶 養 手 当 5,602 5,345 257 104.8

地 域 手 当 16,040 16,273 △ 233 98.6

期 末 手 当 52,290 52,394 △ 104 99.8

勤 勉 手 当 35,470 32,044 3,426 110.7

共 済 費 73,288 73,358 △ 70 99.9

そ の 他 33,744 33,499 245 100.7

41,266 43,439 △ 2,173 95.0

468,514 467,328 1,186 100.3合　　計

区　　分

職 員 給 等

退 職 手 当
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 b  教育部門 

【現員】                          （単位：人） 

区 分 
H19.4.1 H29.4.1 H30.4.1  対 H19.4.1 

 
① 

現 在 
② 

見 込 
③ 

増 減 
④(③－②)

増減率 
⑤(④/②)  

増 減 
⑥(③－①) 

増減率 
⑦(⑥/①)

法定教職員等 39,777 32,626 32,501 △125 △0.4% △7,276 △18.3%

 
県立大附属中・高等学校
への派遣教職員 － 58 58 ± 0 ±0.0% ＋   58 皆増

県単独教職員 807 562 547 △15 △2.7% △  260 △32.2%

 
県費負担教職員制度の
見直しによる影響除き 783 562 547 △15 △2.7% △  236 △30.1%

教育委員会事務局職員 512 372 358 △14 △3.8% △  154 △30.1%

     
 

 c 警察部門 

【現員】                          （単位：人） 

区 分 
H19.4.1 H29.4.1 H30.4.1  対 H19.4.1 

 
① 

現 在 
② 

見 込 
③ 

増 減 
④(③－②)

増減率
⑤(④/②)  

増 減 
⑥(③－①) 

増減率
⑦(⑥/①)

警察官 11,491 11,693 11,693 ±0 ±0.0% ＋202 ＋ 1.8%

警察事務職員 834 741 737 △ 4 △0.5% △ 97 △11.6%

 うち一般行政類似部門 356 256 249 △ 7 △2.7% △107 △30.1%

 
 
 

 d 公営企業部門 

・企業庁 

【現員】                          （単位：人） 

区 分 
H19.4.1 H29.4.1 H30.4.1  対 H19.4.1 

 
① 

現 在 
② 

見 込 
③ 

増 減 
④(③－②)

増減率
⑤(④/②)  

増 減 
⑥(③－①) 

増減率
⑦(⑥/①)

企業庁職員 215 156 150 △ 6 △3.8% △ 65 △30.2%

 

・病院局 

【現員】                          （単位：人） 

区 分 
H19.4.1 H29.4.1 H30.4.1  対 H19.4.1 

 
① 

現 在 
② 

見 込 
③ 

増 減 
④(③－②)

増減率
⑤(④/②)  

増 減 
⑥(③－①) 

増減率
⑦(⑥/①)

医療職員 4,124 5,735 5,759 ＋ 24 ＋0.4% ＋1,635 ＋39.6%

その他の職員 519 374 361 △ 13 △3.5% △ 158 △30.4%

 ※医療職員の増：こども病院における稼働病床の増等、診療機能の充実 
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 イ 再任用職員 

活用状況を明確化し、適正な定数管理を実施。 

【配置状況】                      （単位：人） 

区  分 

H30 見込 

常勤職員
短時間 
勤務職員 

合計 

一般行政部門 58 315 373 

教育部門 教育委員会  
教職員 949 265 1,214 

事務局職員 1 55 56 

警察部門 警察 66 80 146 

公営企業部門 
企業庁 3 10 13 

病院局 24 75 99 

       ※常勤職員は、「ア職員」の内数 
※短時間勤務職員は、通常の勤務時間数(38 時間 45 分/週)を用いて、換算した人数 

         

  ウ 非常勤嘱託員等 

   最終２カ年行革プランに基づき削減を実施。期間目標を達成した部門については、

業務量に応じて適切に配置。 

【配置状況】                               

区 分 

H25 H29 H30  対 H25 

 
① 

現在 
② 

見込 
③ 

増 減 
④(③－②

増減率 
⑤(④/②) 

増 減 
⑥(③－①) 

増減率
⑦(⑥/①)

一般行政部門 1,875 1,652 1,652 ± 0 ± 0.0% △223 △11.9%

教育部門 教育委員会 事務局部門 172 153 153 ± 0 ± 0.0% △ 19 △11.0%

警察部門 警察事務職員 一般行政類似部門 111 99 99 ± 0 ± 0.0% △ 12 △10.8%

公営企業部門 
企業庁  21 20 18 △ 2 △10.0% △  3 △14.3%

病院局 医療部門以外 117 105 105 ± 0 ± 0.0% △ 12 △10.3%

 

② 給与 

最終２カ年行革プランに基づき、給与抑制措置を縮小。 

また、退職手当について、職員の退職手当に関する条例等を改正し、平成 30 年４ 

月１日から、一般職の算定に用いる調整率を100分の 87から 100分の 83.7に引下げ。 

（平均引下げ額△約 80 万円[行政職]) 

ア 特別職 

a 給料の減額 

区 分 H26 H27 H28 H29 H30 

知  事 △15％ △12％ △ 9％ △ 7％ △ 5％ 

副 知 事 △10％ △ 8％ △ 6％ △ 4％ △ 3％ 

教育長等 △ 5％ △ 4％ △ 3％ △ 2％ △ 2％ 

防災監等 △ 2％ △1.6％ △1.2％ △0.8％ △0.4％ 

b 期末手当の減額 

区 分 H26 H27 H28 H29 H30 

知  事 △30％ △25％ △20％ △15％ △10％ 

副 知 事 △28％ △23％ △18％ △13％ △ 7％ 

教育長等 △26％ △21％ △16％ △11％ △ 5％ 

防災監等 △25％ △20％ △15％ △ 9％ △ 3％ 

（単位：人）
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c 退職手当の減額  

知事、副知事 ５％減額 
 

※ 給与抑制措置とは別に、特別職報酬等審議会の答申により、平成 25 年度から 

給料本則△5％、期末手当本則△5％、退職手当本則△25％の改定を実施済 

 

イ 一般職 

a 給料の減額  

・ 行政職の減額措置について、一般職員は解消し、管理職は役職に応じて縮小 

・ 他の職種も行政職との均衡により、減額措置を解消もしくは縮小 

区 分 H26 H27 H28 H29 H30 

管理職 

部長・局長級 △ 7  ％ △ 5.6％ △ 4.2％ △ 2.8％ △ 1.4％

課長級 △ 6  ％ △ 4.8％ △ 3.6％ △ 2.4％ △ 1.2％

副課長級 △ 4  ％ △ 3.2％ △ 2.4％ △ 1.6％ △ 0.8％

一 般 

職 員 

主任専門員級 △ 3  ％ △ 2.3％ △ 1.6％ △ 0.9％ 

－ 班長・主査・主任級 △ 2.8％ △ 2.1％ △ 1.4％ △ 0.7％ 

若手職員 △ 2.5％ △ 1.8％ △ 1.1％ － 

（注）地域手当は含まない。 
 

b 期末・勤勉手当の減額 

・ 行政職の減額措置について、一般職員及び副課長級は解消し、課長級以上は

役職に応じて縮小 

・ 他の職種も行政職との均衡により、減額措置を解消もしくは縮小 

区 分 H26 H27 H28 H29 H30 

管理職 

部長級 △14  ％ △11.5％ △10  ％ △ 9  ％ △ 3.5％

局長級 △13  ％ △10.5％ △ 9  ％ △ 7.5％ △ 3  ％

課長級 △10  ％ △ 7.5％ △ 6  ％ △ 4  ％ △ 0.5％

副課長級 △ 4  ％ △ 2  ％ △ 1  ％

－ － 一 般

職 員 

主任専門員級 △ 4  ％ △ 2  ％
－ 

班長・主査・主任級 △ 1  ％ － 

（注）地域手当は含まない。  
 

c 管理職手当の減額 

管理職全員20％減額 

 

（参考１：地域手当の支給状況） 

区 分 H19 H20～H26 H27 H28 H29～ 

１級地 10％ ８％ 8.75％ 9.55％ 9.4％ 

２級地 ７％ ５％ 5.75％ 6.55％ 6.4％ 

３級地 ５％ ３％ 3.75％ 4.55％ 4.4％ 

(注) 平成 28 年度の引上げ（＋0.8％）のうち、0.3％は単年度限りの措置 

 

（参考２：一般職の退職手当調整率の状況） 

区 分 
H17.1～
H25.2 

H25.3～
H26.3 

H26.4～
H27.3 

H27.4～
H30.3 

H30.4～ 

調整率 104/100 98/100 92/100 87/100 83.7/100 
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（２）行政経費（当初予算計上額：７,８２７億円［対前年度比：△０．３％］） 
 

① 社会保障関係費 

・社会保障・税一体改革関係経費は、ほぼ前年度並みの４７８億円を計上。 

・その他の社会保障関係費は、介護給付費県費負担金等が前年度より１６億円増、

後期高齢者医療費県費負担金が５８億円増、障害者自立支援給付費県費負担金が

２４億円増加したことなどにより、前年度から７７億円の増となる２，６３２億

円を計上。 

・この結果､社会保障関係費全体では､前年度を７９億円上回る３,１１１億円を計上。 
 

② 県政 150 周年記念事業 

  記念式典をはじめ、県民の参画を図る県民連携事業や県下各地で県政 150 周年を

踏まえて実施する美術館、博物館等での企画展などを実施するため２５億円を計上

（ハード・関連事業 14 億円を含む）。 
 

➂ 地方創生推進交付金事業 

  兵庫の多様性を活かし、地域創生の取組みをさらに推進するため、新たに「地域

産業成長力強化プロジェクト」など５つのプロジェクトを追加し、全体として 18

のプロジェクトを実施するため、前年度を２億円上回る３０億円を計上。 

 

④ ひょうご地域創生交付金 

 市町や地域自らの創意工夫による地域創生の取組みを支援するため、新たな交付

金を創設し、２０億円を計上。 

 ・総枠：４０億円（県費２０億円） 

 ・事業主体：市町及び市町が認める地域団体等 

 ・負担割合：県 1/２、市町１/２（政令・中核市：県１/３、市２/３） 

 ・国の地方創生交付金への申請を優先した上で、国交付金の対象外となる事業 

も対象とする。 
 

⑤ 中小企業制度資金貸付金 

  新規融資枠については、企業業績が回復基調にある中、さらなる本県経済の活性

化を支えるため、事業展開融資はもとより、経営安定融資も含め、前年度と同額の

３，６００億円を確保 

金融機関への預託金については、融資実績等を踏まえ、前年度を７６億円下回る

２，７１２億円を計上。 
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（参考）事務事業の見直し 

事務事業の見直しの結果、平成２９年度から１８０事業を廃止する一方、施策

の選択と集中を図り、県民ニーズに対応した９２の事業を新たに加えることとし、

前年度から５．２％減となる１，６１２事業を実施。 

区 分 事業数 

平成２９年度事業数 (A) １，７００ （１,７０２）

廃止事業数     (B) １８０ （１８１）

新規事業数     (C) ９２ （９２）

平成３０年度事業数 (D)：(A)－(B)＋(C) １，６１２ （１，６１３）

対前年度増減数  (E)：(D)－(A) △８８ （△８９）

注：括弧内は経済対策関係基金事業を加えた場合 
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○社会保障・税一体改革関係経費（一般財源ベース）       （単位：百万円、％） 

 

 

 

 

国・地方 国・地方

合　計 うち地方 合　計 うち地方

(億円) (億円) (億円) (億円)

当初 当初比 年間比 当初 年間見込

① ①－② ①－③ ② ③

15,238 82 335 15,156 14,903

4,461 432 1,360 4,029 3,101

433 214 714 101 142 433 214 613 572

子ども・子育て支援 6,959 3,755 20,413 615 1,837 6,959 3,755 19,798 18,576

医療介護推進基金（医療分） 934 311 1,182 369 △ 79 904 301 813 1,261

診療報酬の見直し(報酬改定分) 473 138 266 10 2 442 129 256 264

医療介護推進基金（介護分） 724 241 908 △ 22 △ 58 724 241 930 966

介護職員の処遇改善等
（報酬改定分）

1,196 592 1,361 21 40 1,196 592 1,340 1,321

認知症対策等 434 217 375 22 19 429 215 353 356

国保等低所得者保険料軽減の拡充 612 612 2,608 50 84 612 612 2,558 2,524

国民健康保険への財政支援の拡充 3,351 832 1,868 △ 6 △ 1 3,564 832 1,874 1,869

被用者保険の拠出金に対する支援 700 0 － － － 700 0 － －

高額医療費の見直し 248 31 122 △ 4 △ 4 248 31 126 126

介護保険1号保険料の低所得者
軽減強化

246 123 279 17 24 221 111 262 255

2,089 1,044 2,939 △ 765 △ 940 2,089 1,044 3,704 3,879

医療・介護 11,007 4,141 11,908 △ 308 △ 913 11,129 4,108 12,216 12,821

694 29 0 0 0 300 13 0 0

社会保障の充実 18,660 7,925 32,321 307 924 18,388 7,876 32,014 31,397

公経済負担増 － － 1,873 60 23 － － 1,813 1,850

18,660 7,925 34,194 367 947 18,388 7,876 33,827 33,247

※地方消費税増収額及び活用内訳

区　分

H30年度

本県歳出額(百万円)

H29年度

難病・小児慢性特定疾病への対応

6,526 3,541
地域子ども・子育て支援事業

本県歳出額(百万円)

6,526 3,541
子どものための教育・保育給付

※投資的経費   90百万円を含む

社会的養護の充実 等

医

療

・

介

護

サ
ー

ビ

ス

の

提

供

体

制

改

革

医
療
・
介
護
保
険
制
度
の
改
革

合　　　計

年金

（単位：百万円）

所要額 充当率 所要額 充当率

① ② ③(①－②) ④ 行政経費 投資的経費 ④/③ ⑤ ⑤/③

Ｈ２９当初 74,643 37,321 37,322 33,827 33,714 113 90.6% 3,495 9.4%

Ｈ２９年間 77,837 38,918 38,919 33,247 33,186 61 85.4% 5,672 14.6%

Ｈ３０当初 82,151 41,075 41,076 34,194 34,104 90 83.2% 6,882 16.8%

増収額の活用内訳

区分
安定化分

地　方
消費税
増収額

社会保障
の充実・
安 定 化

市　町
交付金

充実分
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○県政 150 周年記念事業の概要                  （単位：百万円） 

区 分 主な事業 金額 

記念式典等 

○県政 150 周年記念式典の開催           30 

○フィナーレイベントの開催              2 

○企画委員会・推進協議会の運営          3 

35

五国の魅力を磨く 

○県政 150 周年記念事業の広報展開        47 

○県政 150 周年を機とした兵庫県史の編纂   9 

○何でも 150 事業の実施                    1 

○ふるさとひょうご五国物語の発信         10 

○博物館・美術館における県政 150 周年記念 

イベントの実施                 8 

○芸術文化センター（記念公演）          115 

○ふれあいの祭典文化イベントの実施       42 

○県民との協働推進事業                  150 

○県庁発祥の地の整備（※ハード）         36 

432

交流の輪を拡げる 

○ひょうご五国博(ふれあいの祭典)の開催   35 

○東京圏での県政 150 周年 PR フェアの開催   8 

○姉妹・友好州省サミットの開催事業      36 

○県政 150 周年みなとこうべ花火大会の実施 30 

○各県民局・県民センター事業            500 

632

兵庫の未来を創る 

○「兵庫 2030 の展望（仮称）」の推進        9 

○ひょうごふるさと魅力発見事業（副読本の作成）15 

○高校生が考える県政 150 周年記念事業     44 

○県警察音楽隊による特別演奏会の開催      2 

83

小計 
1,182

（1,146）

関連事業 

○明石城築城 400 周年記念プレ事業の実施   56 

○県立美術館（常設展、特別展）         92 

○「豊かな海」発信プロジェクトの実施      4 

○但馬空港 ATR 機就航記念事業の実施        3 

○あいたい兵庫キャンペーン 2018 の実施   43 

○但馬牛・神戸ビーフ館発信力の強化      27 

○甲山森林公園のリニューアル           64 

○新学部の開設に伴う神戸商科 

キャンパス整備                       540  

○県立コウノトリの郷公園魅力向上事業    83 等 

1,390

合 計 2,572

 （ ）書きは、ソフト事業のみ 



41 

 

○地方創生推進交付金申請事業の概要               （単位：百万円） 

区 分 主な事業 金額 

新

規

プ

ロ

ジ

ェ

ク

ト 

①地域産業成長力強化プ

ロジェクト 

○がんばる小規模事業者等支援事業 

○若手起業家支援事業 

○企業魅力アップ・定着支援事業 
182

②「平成の御食国ひょう

ご」生産性革命プロジェ

クト 

○ひょうご五国のめぐみ首都圏発販路拡大事業 

○ひょうごの酒米海外戦略推進事業 

○｢豊かな海｣発信ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 

69

③「つながるひょうご」

づくりﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ－ふるさ

と意識の醸成と移住・定

住の促進－ 

○ひょうごのふるさと魅力発見資料作成費 

○地域とつなぐ産業教育フェア事業 

○篠山層群産恐竜・鳥類卯化石発掘調査 266

④オンリーワン資源を活

かした輝く地域創造プロ

ジェクト 

○明石城築城 400 周年記念プレ事業 

○丹波ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ特産物の生産振興・ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ力の向上 

○「農」のﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化大作戦（加古川和牛の PR） 
112

⑤ふるさとで働く多様な

担い手づくりプロジェク

ト 

○若者向け創業セミナー開催事業 

○淡路島農の担い手育成プロジェクト 

○女性の起業応援事業 
104

継

続

プ

ロ

ジ

ェ

ク

ト 

①“平成の御食国ひょうご”を支える創造力ある企業・人材の育成 389

②ひょうご五国へカムバック移住・定住総合対策 115

③元気高齢者も生涯活躍の推進 109

④ひょうご五国で誰もが暮らしやすいまちづくり 81

⑤若者定着・還流プロジェクト 294

⑥ひょうごの地域力・事業力強化プロジェクト 241

⑦ひょうご大交流プロジェクト 318

⑧若者県内就業・居住プロジェクト 111

⑨次世代ものづくり兵庫創生プロジェクト 66

⑩御食国ひょうごの創造プロジェクト ～新たな価値創造・海外市場開拓～ 351

⑪ひょうごの多様な魅力発信・活用ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ～ローカルブランディングの推進～ 55

⑫ひょうごのインバウンド推進プロジェクト 42

⑬ひょうご五国の地域資源発見・発信プロジェクト 131

別枠 ひょうご専門人材相談センター 24

計 3,060
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（３）その他経費（当初予算計上額：１,８０２億円［対前年度比：△６．４％］） 

・税交付金・還付金については、地方消費税などの県税収入の増に伴い、県民税所

得割臨時交付金を除く税交付金が１２５億円の増となる一方、神戸市への税源移

譲により､県民税所得割臨時交付金が２５９億円減少すること等により、前年度を

１３４億円下回る１,４４１億円を計上。 

・基金積立金については、国民健康保険の都道府県化に伴い、国民健康保険財政安

定化基金積立金が特別会計へ移管されることから､前年度を４４億円下回る６８

億円を計上。 

・繰出金については、基金管理特別会計への繰出金が４８億円増加するなど、前年

度を５６億円上回る２９２億円を計上 

・その結果、その他経費全体では、前年度を１２３億円下回る１,８０２億円を計上。 

 

○その他経費の内訳                      （単位：百万円、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(※) 県民税所得割臨時交付金 

平成２９年度の教職員給与負担事務の神戸市への移譲に伴い、個人住民税所得割の

税源移譲について、平成３０年度分においても、一部、県民税所得割臨時交付金 

（4～5月分）を県から神戸市へ交付 

 

  

予算額
 Ａ

一般財源
Ｂ

予算額
 Ｃ

一般財源
 Ｄ

144,144 144,144 157,598 157,598 △ 13,454 △ 13,454 91.5 91.5

4,442 4,442 30,411 30,411 △ 25,969 △ 25,969 14.6 14.6

139,702 139,702 127,187 127,187 12,515 12,515 109.8 109.8

6,855 5,915 11,342 6,066 △ 4,487 △ 151 60.4 97.5

29,237 29,088 23,620 23,500 5,617 5,588 123.8 123.8

180,236 179,147 192,560 187,164 △ 12,324 △ 8,017 93.6 95.7

そ の 他

基 金 積 立 金

県民税所得 割
臨 時 交 付 金

合　　計

繰 出 金

増減
Ａ－Ｃ

増減
Ｂ－Ｄ

Ａ／Ｃ Ｂ／Ｄ

税交付金・還付金

平成29年度

区　　分

平成30年度
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（４）投資的経費（当初予算計上額：１,８８４億円［対前年度比：＋２．６％］） 

・普通建設事業費については、地方財政計画の水準を基本としつつ、地方交付税措

置のある有利な県債を活用することにより、事業推進に必要となる事業費を別枠

で確保することとし、前年度を４０億円上回る１，７７５億円を計上。 

・災害復旧事業費は、平成２９年の台風災害からの復旧事業のため、前年度を８億

円上回る１０９億円を計上。 

・投資的経費総額では、前年度を４８億円上回る１,８８４億円を計上。 

（別枠事業） 

・山地防災・土砂災害対策事業では、新たに第３次６カ年計画を策定し、更なる事

業推進を図るため前計画を上回る単年度事業費を確保したことから５億円増加。 

・緊急防災・減災事業では、平成 32 年度までの残事業量を踏まえ事業進捗を図るた

め、地震・津波対策を２０億円増加。 

・長寿命化・環境整備対策事業では､対象事業の拡充を踏まえ事業量を１０億円増加。 

（参考：１４か月予算の状況） 

平成３０年度当初予算に、平成２９年度２月補正を加えた１４か月予算の総額
では、２，２２５億円を計上。 
 

○投資的経費の内訳                       （単位：百万円、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

① 国庫補助事業：１,０３０億円 

ア 通常事業費：１,０３０億円 

平成２９年度当初予算額 × 平成３０年度地方財政計画の伸び 

（１,０１５億円 ×１０１．４ ％） 

イ 別枠加算分：   －億円 

￭ 災害関連事業（ －億円）※災害関連事業の完成に伴い計上していない 

② 県単独事業 ：７４５億円 

ア 通常事業費：５７０億円 

平成２９年度当初予算額 × 平成３０年度地方財政計画の伸び 

（５６５億円 × １０１．０％） 

イ 別枠加算分：１７５億円   

平成30年度 平成29年度

Ａ  Ｂ

188,424 183,613 4,811 102.6

177,500 173,500 4,000 102.3

103,000 103,000 0 100.0

103,000 101,500 1,500 101.4

災 害 関 連 事 業 0 1,500 △ 1,500 皆減

74,500 70,500 4,000 105.7

57,000 56,500 500 101.0

17,500 14,000 3,500 125.0

3,000 2,500 500 120.0

10,000 8,000 2,000 125.0

4,500 3,500 1,000 128.6

10,924 10,113 811 108.0

長寿命化・環境整備対策 事業

緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業

災 害 復 旧 事 業 費

別 枠 事 業

山地防災・土砂災害対策 事業

Ａ－Ｂ Ａ／Ｂ区　　　　　　分

通 常 事 業

通 常 事 業

投 資 的 経 費

普 通 建 設 事 業 費

国 庫 補 助 事 業

県 単 独 事 業

別枠
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￭ 山地防災・土砂災害対策事業（３０億円） 

自然災害防止事業債（起債充当率１００％、交付税措置２８．５％）を活用

し、第３次山地防災・土砂災害対策６箇年計画（平成３０～３５年度）の取組

を拡充 

・ 治山（ ６億円）：１７箇所（平成３０～３５年度：１０２箇所） 

・ 砂防（２４億円）：１８箇所（平成３０～３５年度：１０８箇所） 

￭ 緊急防災・減災事業（１００億円） 

平成３２年度まで活用できる緊急防災・減災事業債（起債充当率１００％、 

交付税措置７０％）を活用し、以下の事業を推進       （単位：億円） 

区 分 実施箇所等 金額 

津波防災インフラ整備

計画(H26～H35 年度)等

に基づく地震・津波対策 

尼崎西宮芦屋港 ＜防潮堤の沈下対策＞ 

宝塚大橋[宝塚市]＜橋梁耐震＞ 

県道香美久美浜線[豊岡市]＜落石防止対策＞ 

８０

緊急防災・減災事業債が

活用できる耐震改修 

教育研修所 

県立大学姫路工学ｷｬﾝﾊﾟｽ学生ｻｰｸﾙ会館 

２０

合 計 １００

￭ 長寿命化・環境整備対策事業（４５億円） 

     平成３０年度地方財政対策の対象事業の拡充を踏まえ、公共施設等適正管理

推進事業債（起債充当率９０％、交付税措置率３０％）を活用し、公共施設等

の長寿命化対策等を前倒しで推進 

※ 公共施設等総合管理計画に基づく整備事業（総括） 

      ① 通常枠で対応 計画修繕及び建替整備 

      ② 別枠で措置  緊急防災・減災事業（耐震改修）及び長寿命化・環境

整備対策事業             （単位：百万円） 
                         

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区 分 金額 

通 常 

事 業 

計画修繕 5,000

 庁舎、公的施設等 
(農林水産技術総合ｾﾝﾀｰ、動物愛護ｾﾝﾀｰ、ｺｳﾉﾄﾘの郷公園 等） 

3,000

県立学校（尼崎稲園高校 等） 2,000

建替整備（宝塚健康福祉事務所、県立大学姫路工学ｷｬﾝﾊﾟｽ 等） 2,500

小  計 7,500

別 枠 

事 業 

緊急防災・減災事業（耐震改修事業）（教育研修所 等） 2,000

長寿命化・環境整備対策事業 4,500

 庁舎（姫路総合庁舎、西神戸庁舎、篠山庁舎 等） 1,300

県立学校（宝塚東高校、加古川南高校 ） 1,500

土木施設（道路、河川 等） 1,200

警察施設（信号柱 等） 500

小  計 6,500

合  計 14,000
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 （参考：国補正を含めた予算の状況）             （単位：百万円、％） 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

30当初 29.2経済
（経済活性化）

Ａ+Ｂ 29当初
28.9経済

（緊急経済）
Ｄ＋Ｅ 当初比

含む経済
対策比

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ａ/Ｄ Ｃ/Ｆ

188,424 34,166 222,590 183,613 47,755 231,368 102.6 96.2

177,500 34,166 211,666 173,500 47,755 221,255 102.3 95.7

103,000 34,166 137,166 103,000 41,479 144,479 100.0 94.9

103,000 0 103,000 101,500 0 101,500 101.4 101.4

災 害 関 連 0 0 0 1,500 0 1,500 皆減 皆減

経済（活性化）対策 0 34,166 34,166 0 41,479 41,479 － 82.4

74,500 0 74,500 70,500 6,276 76,776 105.7 97.0

57,000 0 57,000 56,500 0 56,500 101.0 101.0

山 地 ・ 防 災 3,000 0 3,000 2,500 0 2,500 120.0 120.0

緊 急 防 災 ・ 減 災 10,000 0 10,000 8,000 0 8,000 125.0 125.0

長 寿 命 化 改 修 4,500 0 4,500 3,500 0 3,500 128.6 128.6

経済（活性化）対策 0 0 0 0 6,276 6,276 － 皆減

10,924 0 10,924 10,113 0 10,113 108.0 108.0

区　　　　　　分

30年度14ヶ月 増減

投 資 的 経 費

29年度19ヶ月

通 常 事 業

災 害 復 旧 事 業 費

普 通 建 設 事 業 費

国 庫 補 助 事 業

通 常 事 業

別
枠

県 単 独 事 業

別
枠



 

（５）公

平

一方

る２

 

○公債

 

 

 

 

 

 
 

 ○震災

 

 

 
 
 ○公債

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公

H21年度

612

※ 普通会

公債費（当初

平成２６年度

方、発行利率

,６８１億

債費の内訳 

災関連公債費

債費及び交付

区　　分

債

元

利

H22年度 H

2 642

会計ベース

初予算計上

度に発行し

率の低下に

億円を計上。

    

費の推移 

付税措置率

 

分

費

金

子

H23年度 H24年

628

上額：２,６

した臨時財政

により県債利

。 

    

     

率の推移 

平成30年
Ａ

268,

230,

37,

年度 H25年度

627 62

46 

６８１億円

政対策債の

利子が減と

    

    

年度 平成

133

804

329

度 H26年度

22 615

［対前年度

の元金償還

となること

    

     

成29年度
Ｂ

274,979

229,990

44,989

H27年度 H2

630

度比：△ 

開始等によ

から、前年

（単位：百

    

増減
Ａ－

△ 6

△ 7

8年度 H29年

547

２．５％］）

より元金が

年度を６８

百万円、％） 

   （単

減
Ｂ

Ａ

6,846

814

7,660

年度年間 H30

489

） 

増となる

億円下回

単位：億円）

Ａ／Ｂ

97.5

100.4

83.0

年度当初

460
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（参考）歳出予算の内訳（性質別）                 （単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）歳出予算の内訳（目的別）                （単位：百万円、％） 

   

予算額 Ａ 構成比 予算額 Ａ 構成比

１ 2,583 0.1 2,567 0.1 100.6

２ 212,731 11.3 220,284 11.6 96.6

３ 315,864 16.7 311,892 16.4 101.3

４ 55,599 3.0 62,280 3.3 89.3

５ 4,872 0.3 4,989 0.3 97.7

６ 82,244 4.4 78,997 4.1 104.1

７ 283,917 15.0 290,757 15.3 97.6

８ 141,847 7.5 140,527 7.4 100.9

９ 136,089 7.2 134,305 7.1 101.3

10 372,747 19.7 371,631 19.5 100.3

11 10,924 0.6 10,113 0.5 108.0

12 268,133 14.2 274,979 14.4 97.5

13 500 0.0 500 0.0 100.0

1,888,050 100.0 1,903,821 100.0 99.2

議 会 費

合　　　　　　計

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

警 察 費

土 木 費

商 工 費

農 林 水 産 費

予 備 費

公 債 費

災 害 復 旧 費

教 育 費

平成30年度 平成29年度
Ａ／Ｂ区　　　　　　分

予算額 Ａ 構成比 予算額 Ｂ 構成比

１ 468,514 24.8 467,328 24.6 100.3

(1) 427,248 22.6 423,889 22.3 100.8

(2) 41,266 2.2 43,439 2.3 95.0

２ 933,742 49.5 954,281 50.1 97.8

(1) 144,144 7.7 157,598 8.3 91.5

(2) 789,598 41.8 796,683 41.8 99.1

３ 188,424 10.0 183,613 9.6 102.6

(1) 177,500 9.4 173,500 9.1 102.3

(ｲ) 補 助 事 業 93,386 5.0 93,436 4.9 99.9

(ﾛ) 単 独 事 業 74,500 3.9 70,500 3.7 105.7

(ﾊ) 国 直 轄 負 担 金 9,614 0.5 9,564 0.5 100.5

(2) 10,924 0.6 10,113 0.5 108.0

４ 268,133 14.2 274,979 14.4 97.5

５ 29,237 1.5 23,620 1.3 123.8

1,888,050 100.0 1,903,821 100.0 99.2

Ａ／Ｂ
平成30年度

投 資 的 経 費

区　　　　　　分

人 件 費

職 員 給 等

退 職 手 当

平成29年度

公 債 費

繰 出 金

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

行 政 経 費

税 交 付 金 ・ 還 付 金

税 交 付 金 ・ 還 付 金 以 外

合　　　　　　計
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３ 主な財政指標等 

 (1) 財政運営の目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円、%）

2016
(H28)

2017
(H29)

2018
(H30)

2019
(H31)

2020 2021 2022 2023

△ 320 △ 150 0
収支均衡

≪改革期間後半≫
+ 0 + 5 + 15 + 5 + 5

277 1,032 882
黒字

≪毎年度≫

14.5% 13.3% 14.5% 15.2% 15.5% 15.6% 17.0% 17.7%
【16.2%】 【14.7%】 【14.9%】

86.4% 83.7% 81.6% 96.3% 92.5% 88.7% 84.8% 80.9%

265.7% 277.4% 275.3%
<245.9%> <231.7%> <224.9%> <220.2%> <213.9%>

【252.5%】 【246.9%】

32.7% 24.7% 23.8% 23.7% 20.1% 19.9% 19.1% 17.3%

【38.9%】 【36.5%】 【35.7%】

96.7% 95.9% 95.4% 95.5% 95.6% 95.4% 95.7% 95.7%

【96.2%】 【95.8%】

39.8% 36.8% 36.1% 35.2% 33.6% 32.9% 32.4% 32.0%

【39.8%】 【39.1%】

24.2% 24.4% 24.5% 25.1% 25.0% 24.8% 25.3% 25.5%

【23.2%】 【23.4%】

32.7% 34.7% 34.8% 35.2% 37.0% 37.7% 38.0% 38.2%

【33.2%】 【33.3%】

1/3以下

区  分

2018(H30)年度までの見込

0

（参　　考）
2018(H30)年度

までの目標

18%水準
≪2018（H30）≫

収 支 均 衡

ルール積立額の
概ね1/3以下
≪毎年度≫

プ ラ イ マ リ ー
バ ラ ン ス

経 常 収 支 比 率

う ち 人 件 費

う ち 公 債 費

うち社 会 保 障 関 係 費 等

将 来 負 担 比 率

〔79.1%〕

実 質 公 債 費 比 率
（ 単 年 度 ）

県 債 残 高
2007（H19）の

80%水準
≪2018（H30）≫

震災の影響を除く
比率が2007（H19）
の全国平均水準

（250%水準）
≪2018（H30）≫

〔83.9%〕 〔81.3%〕

※４　2019(H31)年度以降の財政指標については、補正予算債や災害復旧事業に伴う県債の発行増など、財政運営の変動要素は織り込んでい
　　ない。

※１　【　】書きは、教職員給与負担事務の政令市への移譲に伴う標準財政規模の縮減、借換債の前倒し発行による県債管理基金残高の増等の
　　影響を考慮した場合の数値

県 債 管 理 基 金
積 立 不 足 率

県 債 管 理 基 金
活 用 額

90%水準
≪2018（H30）≫

※２　県債残高（臨時財政対策債・減収補填債75％分除き）の〔　〕書きは、臨時財政対策債・減収補填債75％に加え、行革プラン期間中に発行し
　　た補正予算債の残高を除いた数値。なお、2019(H31)年度以降の数値は2018（H30）年度対比の数値

※３　将来負担比率（震災関連県債残高除き）の2019(H31)年度以降の＜　＞書きは、震災関連県債及び行革プラン期間中に発行した財源対策
　　債（退職手当債、行革推進債）の残高を除いた数値

2007（H19）の
2/3(39.0%)水準
≪2018（H30）≫

0

臨時財政対策債・
減収補填債75％分 除き

臨時財政対策債・
減収補填債75％分 除き

震災関連県債残高除き ※３ 2019以降の‹ ›書きは、震災関連県債及び財源対策
債の残高を除いた数値

※１

※２

※２ 2019以降の数値は、2018対比の数値



 

(2) 健

① 実

平

１．

減少

 

② 将

平

改善

とも

 

◇実質

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

◇健全化

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公

※１　

※２　

　借

実
（

減
対

実
（

公

健全化判断比

実質公債費

平成３０年

２ポイン

少などによ

将来負担比

平成３０年

善している

もに、算定

質公債費比率

化判断比率の

区　　　分

債費に準ず

（　　）書

【　　】書

借換債の前倒

質 公 債 費
単 年

債基金積立
す る 加

質 公 債 費
３ か 年 平

債

比率の見込

費比率 

年度の実質公

ント悪化して

よるものであ

比率 

年度の将来負

る。これは、

定の分母に用

率 

の推移 

分
平
（

る経費

書きは、借換債

書きは、教職員

倒し発行による

費 比 率
度 ）

不足に
加 算

費 比 率
平 均 ）

費

込み 

公債費比率

ている。こ

ある。 

負担比率は

退職手当

用いる標準

平成19年度
（決算）Ａ

平

14.7

0.3

3.9

18.9

20.2

債平準化対策の

員給与負担事務

る県債管理基金
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率（単年度）

れは、指標

は３２９．４

支給予定額

準財政規模が

平成27年度
（決算）Ｂ

平

13.0

0.1

5.4

18.5

16.8

(19.2)

の影響を除い

務の神戸市へ

金残高の増等

）は１４．

標算定上の

４％となり

額が、調整

が拡大する

平成28年度
（決算）Ｃ

12.0

0.1

2.4

【4.1】

14.5

【16.2】

16.1

(17.3)

【16.7】
た場合の数値

の移譲に伴う

等の影響を考慮

５％とな

控除項目で

、前年度か

率の引下げ

ることによる

平成29年度
（見込）Ｄ

11.8

【11.1】

0.1

1.4

【3.5】

13.3

【14.7】

15.4

【16.4】
値

う標準財政規模

慮した場合の数

り、前年度

である繰上

から６．３

げにより減

るものであ

平成30年度
（当初）Ｅ

13.3

【12.6】

0.1

1.1

【2.2】

14.5

【14.9】

14.1

【15.3】

模の縮減、

数値

度から 

上償還額の

ポイント

減少すると

ある。 

（単位：％）

Ｅ－Ｄ

1.5

【1.5】

0.0

△ 0.3
【△ 1.3】

1.2

【0.2】

△ 1.3

【△ 1.1】

5

0

3

2

3



 

(3) そ

① 一

地

税等

０．
 

○一
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 公

新

１

１．
 

○公

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他の財政

一般財源比

地方交付税

等収入が増

６ポイン

一般財源総額

公債費負担

新規発行や

９．８％と

２ポイン

公債費負担比

政指標（見

比率（歳入に

税等の減少す

増となること

ト上回る６

額と一般財

担比率（一般

や借換に伴

なる。臨時

ント下回る

比率の推移

見込み） 

占める一般財

するものの、

とから一般財

６４．８％と

財源比率の推

般財源総額に

う発行利子

時財政対策

１４．０％

移 
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財源総額（県税

、地方消費

財源が４０

となった。

推移 

占める公債費

子の低下等に

策債及び減収

％となった。

税、地方交付税

費税や地方法

億円増加し

 

費に充当され

により、前

収補填債分

。 

税等、地方譲

法人特別譲与

し、一般財源

れた一般財源の

前年度を１．

分の公債費を

譲与税等）の割

与税の増等

源比率は前

の割合） 

０ポイン

を除くと、

割合） 

等により県

前年度を 

ント下回る

前年度を



 

③ 県

臨

を０

ま

率は
 

○

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考

 

 

 

 

 

 

（注

 

一

県

県

公 債

県債依存率

臨時財政対

０．７ポイ

また、地方

は、前年度

○県債残高

考）主な財政

 
 

）括弧内は臨

※H21～H

区　　　　

般 財 源

債 残

債 依

債 費 負 担

率 

対策債や退職

イント下回る

交付税で措

度を０．５ポ

（実際に償

政指標  

時財政対策債

 

H28：決算、H

分
平

比 率

残 高

存 率

担 比 率

職手当債の

る１１．０

措置される

ポイント下

償還すべき残

     

、減収補填債

29,30：当初予

平成30年度
Ａ

64.8

19.8

(14.0)

11.0

(5.1)

48,285

(30,507)

51 

の発行額が減

０％となった

臨時財政対

下回る５．

残高）、県債

    

債を除いた数値

予算

平成29年
Ｂ

8

8

) (1

0

) (

5 46

) (29,

減少したこ

た。 

対策債及び

１％となっ

債依存率の

   （単

値。 

年度 増
Ａ

64.2

20.8

15.2)

11.7

(5.6)

6,942

662)

ことから、県

び減収補填債

った。 

の推移 

単位：億円、

増減
Ａ－Ｂ

0.6

△ 1.0

(△ 1.2)

△ 0.7

(△ 0.5)

1,343

(845)

県債依存度

債を除いた

％） 

Ａ／Ｂ

－

102.9

(102.8)

－

－

度は前年度

た県債依存
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 (4) 平成２９年度年間収支見通し 

平成２９年度の年間収支見通しは、地方消費税の増により県税等全体では増加と

なる一方、法人関係税が減収となったことから、普通交付税算定上の基準財政収入

額と実税額との差に対して認められる減収補填債を活用する。 

一方、歳出が当初予算額から全般的に減額となっている。 

結果として、歳入歳出差引が当初予算時に比べ約２０億円改善する見込み。 

また、引き続き見込まれる収支不足額に対しては、最終２カ年行革プランの財政

フレームの枠内で財源対策を行う。 

 
 

 

(単位：億円)

当初予算
Ａ

現計予算
Ｂ

2月経済対
策補正 Ｃ

年間見込
Ｄ

増　　減
Ｄ－Ｂ－Ｃ

説　　　　明

7,993 7,993 0 7,995 2
地方消費税　　　　　　　　　　＋  58
個人関係税          　        ＋  22
法人関係税　　　　　　　　　　△　79

4,117 4,160 0 4,064 △ 96
地方交付税　　　　　　　　　　＋　13
臨時財政対策債　　　　　　　　△ 104

303 303 0 316 13 過年度国庫補助金返還金  　　　＋　15

901 1,055 166 1,259 38
一般単独事業債　　　　　　　　＋  70
公共事業等債　　　　　　　　　△  41

5,554 5,621 177 4,769 △ 1,029 中小企業制度融資預託金       △1,043

18,868 19,132 343 18,403 △ 1,072

9,778 9,806 1 8,989 △ 818

中小企業制度融資預託金       △1,043
県産木材利用住宅融資　　　　  △  46
税・社会保障一体改革関係経費　△  24
基金管理特会へ繰出金　　　　　＋ 325
福祉関係経費　　　　　　　　　＋　24

1,836 2,026 342 2,258 △ 110

補 助 事 業 1,030 1,030 342 1,276 △ 96
公共事業                      △  79
障害者福祉施設整備費補助　　　△　12

単 独 事 業 705 827 0 910 83
先行取得用地買い戻し対策　　　＋　88
高齢者福祉施設整備費補助　　　△　 3

災 害 復 旧 事 業 101 169 0 72 △ 97 当初枠設定分                  △ 100

4,673 4,720 0 4,726 6
退職手当　　　　　　　　　　　△　23
職員給等　　　　　　　　　　　＋　30

2,749 2,749 0 2,714 △ 35
県債利子　　　　　　　        △　35
県債諸費　　　　　　　　　　　＋　 1

19,038 19,302 343 18,687 △ 958

△ 170 △ 170 0 △ 284 △ 114

0 0 0 134 134

△ 170 △ 170 0 △ 150 20

財源対策額 170 170 0 150 △ 20

退職手当債の発行 100 100 0 80 △ 20 発行可能額の減

行革推進債の発行 70 70 0 70 0

県債管理基金の活用 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

※　２月補正（経済対策補正）分（343億円）は、予算額＝今後執行見込額として計算
※　計数については、今後変動する場合がある。

歳 入 歳 出 差 引
（ 対 策 後 ）

歳 入 歳 出 差 引
① － ② ③

県 税 等

地 方 交 付 税 等

県 債

そ の 他

歳 入 計 ①

地 方 特 例 交 付 金 等

歳 出 計 ②

減収補填債の発行 ④

再計⑤（③＋④）

投 資 的 経 費

区　　　分

公 債 費

人 件 費

行 政 経 費
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第３ 財政フレーム                    

 

１ 財政運営の目標の見通し 

平成 30 年度においては、収支均衡するとともに、各指標とも概ね 30 年度の目標を

達成する見通しである。 

（単位：億円、%）

2016
(H28)

2017
(H29)

2018
(H30)

2019
(H31)

2020 2021 2022 2023

△ 320 △ 150 0
収支均衡

≪改革期間後半≫
+ 0 + 5 + 15 + 5 + 5

277 1,032 882
黒字

≪毎年度≫

14.5% 13.3% 14.5% 15.2% 15.5% 15.6% 17.0% 17.7%
【16.2%】 【14.7%】 【14.9%】

86.4% 83.7% 81.6% 96.3% 92.5% 88.7% 84.8% 80.9%

265.7% 277.4% 275.3%
<245.9%> <231.7%> <224.9%> <220.2%> <213.9%>

【252.5%】 【246.9%】

32.7% 24.7% 23.8% 23.7% 20.1% 19.9% 19.1% 17.3%

【38.9%】 【36.5%】 【35.7%】

96.7% 95.9% 95.4% 95.5% 95.6% 95.4% 95.7% 95.7%

【96.2%】 【95.8%】

39.8% 36.8% 36.1% 35.2% 33.6% 32.9% 32.4% 32.0%

【39.8%】 【39.1%】

24.2% 24.4% 24.5% 25.1% 25.0% 24.8% 25.3% 25.5%

【23.2%】 【23.4%】

32.7% 34.7% 34.8% 35.2% 37.0% 37.7% 38.0% 38.2%

【33.2%】 【33.3%】

1/3以下

区  分

2018(H30)年度までの見込

0

（参　　考）
2018(H30)年度

までの目標

18%水準
≪2018（H30）≫

収 支 均 衡

ルール積立額の
概ね1/3以下
≪毎年度≫

プ ラ イ マ リ ー
バ ラ ン ス

経 常 収 支 比 率

う ち 人 件 費

う ち 公 債 費

うち社 会 保 障 関 係 費 等

将 来 負 担 比 率

〔79.1%〕

実 質 公 債 費 比 率
（ 単 年 度 ）

県 債 残 高
2007（H19）の

80%水準
≪2018（H30）≫

震災の影響を除く
比率が2007（H19）
の全国平均水準

（250%水準）
≪2018（H30）≫

〔83.9%〕 〔81.3%〕

※４　2019(H31)年度以降の財政指標については、補正予算債や災害復旧事業に伴う県債の発行増など、財政運営の変動要素は織り込んでい
　　ない。

※１　【　】書きは、教職員給与負担事務の政令市への移譲に伴う標準財政規模の縮減、借換債の前倒し発行による県債管理基金残高の増等の
　　影響を考慮した場合の数値

県 債 管 理 基 金
積 立 不 足 率

県 債 管 理 基 金
活 用 額

90%水準
≪2018（H30）≫

※２　県債残高（臨時財政対策債・減収補填債75％分除き）の〔　〕書きは、臨時財政対策債・減収補填債75％に加え、行革プラン期間中に発行し
　　た補正予算債の残高を除いた数値。なお、2019(H31)年度以降の数値は2018（H30）年度対比の数値

※３　将来負担比率（震災関連県債残高除き）の2019(H31)年度以降の＜　＞書きは、震災関連県債及び行革プラン期間中に発行した財源対策
　　債（退職手当債、行革推進債）の残高を除いた数値

2007（H19）の
2/3(39.0%)水準
≪2018（H30）≫

0

臨時財政対策債・
減収補填債75％分 除き

臨時財政対策債・
減収補填債75％分 除き

震災関連県債残高除き ※３ 2019以降の‹ ›書きは、震災関連県債及び財源対策
債の残高を除いた数値

※１

※２

※２ 2019以降の数値は、2018対比の数値
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２ 試算の前提条件 

（１）経済成長率 

「中長期の経済財政に関する試算」（2018(H30)年1月公表）のうち、成長実現ケー

スの名目経済成長率 

区  分 
参考 

2019(H31) 2020 2021 2022 2023 

名目経済成長率 2.8％ 3.1％ 3.2％ 3.4％ 3.4％

 

（参考） 

直近５か年の経済成長率をみると、全国と本県との伸び率に乖離が生じてい 

ないことから、乖離率は乗じない。 

［全国と兵庫県の名目ＧＤＰの対前年度比推移（直近５か年（平成24～28年度））］ 

区 分 H24 H25 H26 H27 H28 H24～H28 平均

全 国 A 100.1% 102.6% 102.2% 103.0% 101.0% 101.8%

兵庫県 B 99.8% 101.6% 103.3% 101.9% 100.5% 101.4%

乖 離 B/A 0.997 0.990 1.011 0.989 0.995 0.996

 

 

（２）歳入 

① 県税等 

2018(H30)年度当初予算をもとに、2019(H31)年度以降の経済成長率等を用いて試算 

ア 所得課税・消費課税税目：前年度見込額×経済成長率×1.1（弾性値） 

   イ 上記以外       ：前年度見込額×経済成長率 

    

（参考①） 

2018（H30）年度には、同年度から実施される以下の項目の影響額を織り込んでいる。 

・ 教職員給与負担事務の政令市への移譲に伴う税源移譲（個人県民税所得割

２％分）に伴う減 

・ 個人住民税所得割の特別徴収一斉指定に伴う増 

・ 地方消費税の清算基準の見直しに伴う増 

（参考②） 

・ 地方消費税の税率改定に伴う増収見込の年度ごとの割合 

区  分 2019(H31) 2020 2021～  

0.5％引き上げ分 5％ 75％ 100％  

 

 

 

 

 

 



別冊 3 

 

（参考③） 

消費税率の10％改定時に実施が見込まれる以下の地方法人課税偏在是正措置に

ついては、その影響額を織り込んでいる。（2019(H31)年10月～実施） 

・ 税制の抜本的な改革において偏在性の小さい地方税体系の構築が行われるま

での間の措置として実施されてきた地方法人特別税・譲与税の廃止及び法人事

業税の復元による減 

・ 地域間の税源の偏在を是正し、財政力格差の縮小を図るための法人住民税交

付税原資化の拡大による法人県民税法人税割の減 

※ なお、減収額は地方交付税で措置されると見込んでいる。 

 

② 地方交付税等 

2018(H30)年度当初予算をもとに、次のとおり試算 

ア 基準財政収入額 

・ 前年度見込額に、毎年度の県税等の増収額の75％（地方消費税率の改定に 

伴う増収額は100％）を加算 

・ 地方法人課税の偏在是正措置に伴う減収額の75％を減額 

・ 法人住民税の交付税原資化の拡大に伴い創設される法人事業税市町交付 

金は、その全額を減額 

イ 基準財政需要額 

(ｱ) 個別・包括算定経費（社会保障の充実分を除く） 

・ 前年度見込額に、給与（定期昇給等を除く）及び社会保障関係費の歳出

増加額に見合う伸び率を乗じて試算 

（参考） 

2019(H31)年度以降：＋1.6％（給与：＋0.5％、社会保障関係費：＋1.1％） 

・ 地方法人課税の偏在是正措置に伴い縮小する留保財源分（減収額の25%）

は、基準財政需要額に加算されるとして試算 

(ｲ) 社会保障の充実分等 

       平年度ベースで、国・地方の社会保障の充実分が2.5兆円、「新しい政策

パッケージ」に基づき実施される幼児教育の無償化等の教育・子育て支援

分が1.7兆円となることを前提に、年度ごとの収入割合を乗じて得た額(※)

の対前年度伸び率を前年度の見込額に乗じて試算 

[国・地方の社会保障の充実分及び教育・子育て支援] 

区分 
2017  

(H29) 

2018  

(H30) 

参考 

2019 

(H31) 

2020 

 

2021～ 

(平年度) 

社 会 保 障 の 充 実 1.35兆円 1.35兆円 1.41兆円 2.19兆円 2.5兆円

教育・子育て支援 － － 0.08兆円 1.29兆円 1.7兆円

計 1.35兆円 1.35兆円 (※)1.49兆円 (※)3.48兆円 4.2兆円

対前年度の伸び率 － － ＋10％ ＋233％ ＋120％
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 (ｳ)  事業費補正・公債費：毎年度の算入見込額 

    (ｴ) その他（人口減少等特別対策事業費 等）：2018(H30)年度当初予算と同額 

 

③ 国庫支出金 

    社会保障関係費（国制度分）や投資事業費（国庫補助事業）などの事業費に対 

応した見込額 

 

④ 特定財源 

    各種貸付金の償還金などの見込額 

 

⑤ 県債 

    今後の投資事業量に応じた発行見込額 

（今後の投資事業量は、歳出の「④ 投資的経費」の表を参照） 

 

⑥ その他の収入 

    土地の売払収入、債権の回収、ネーミングライツなどの見込額 

 

 

（３）歳出 

① 人件費    

ア 職員給等 

 (ｱ) 定  員 

・ 一般行政部門及び一般行政類似部門の定員は、行革プランに基づく削減

後の定員。2019(H31)年度以降は、削減後の定員を維持（6,949人） 

・ 法令等により配置基準が定められている定員は、当該基準に基づく配置

定員（教職員定数については、生徒数の減に伴う減を見込んでいる。） 

(ｲ) 給 与 

・ 2018(H30)年度当初予算時の単価に基づき、定期昇給及び新陳代謝を見込

む。 

・ 人事委員会勧告に基づく給与改定率は、経済成長率の1/3と試算 

・ 給与抑制措置は、一般職員について2018(H30)年度で解消、管理職につい

ては、2019(H31)年度に解消として試算 

・ 給与構造改革及び給与制度の総合的見直し等における給料表の水準の引

下げに伴う経過措置は、2020年３月までに段階的に廃止として試算 

イ 退職手当：今後の退職者数の見込をもとに試算 

 

② 公債費 

ア 起債発行額 

     今後の投資事業費の計画額等に基づく発行見込額 
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イ 発行利率 

「中長期の経済財政に関する試算」（2018(H30)年1月公表）における成長実現

ケースの名目長期金利 

区  分 
参考 

2019(H31) 2020  2021  2022  2023  

名 目 長 期 金 利 0.0％ 0.4％ 0.9％ 1.4％ 2.0％

 

③ 行政経費 

ア 行革プランに記載している事業 

     行革プランに基づく見直し後の所要額 

 

イ 所要額を個別に算定する事業 

(ｱ) 社会保障関係費（社会保障の充実分等） 

平年度ベースで、国・地方の社会保障の充実分が2.5兆円、「新しい政策パッ

ケージ」に基づき実施される幼児教育の無償化等の教育・子育て支援分が1.7

兆円となることを前提に、年度ごとの収入割合を乗じて得た額(※)の対前年度

伸び率を前年度の見込額に乗じて試算 

[国・地方の社会保障の充実分及び教育・子育て支援] 

区分 
2017  

(H29) 

2018  

(H30) 

参考 

2019 

(H31) 

2020 

 

2021～ 

(平年度) 

社 会 保 障 の 充 実 1.35兆円 1.35兆円 1.41兆円 2.19兆円 2.5兆円

教育・子育て支援 － － 0.08兆円 1.29兆円 1.7兆円

計 1.35兆円 1.35兆円 (※)1.49兆円 (※)3.48兆円 4.2兆円

対前年度の伸び率 － － ＋10％ ＋233％ ＋120％

 

(ｲ) 社会保障関係費（社会保障の充実分等を除く）及び個別算定事業 

   前年度見込額に、直近の伸び率等を踏まえて試算 

 

ウ その他の行政経費 

・ 2018(H30)年度当初予算と同額を基本に、クラウド化・事務改善などコスト縮

減を踏まえて試算 

・ 法人住民税の交付税原資化の拡大に伴い創設される法人事業税市町交付金

について、その所要額を見込む。 

 

 

 

 

 



別冊 6 

 

④ 投資的経費 

地方財政計画の水準を基本に、本県の喫緊の行政課題に対応する事業費を別枠で 

確保    

〔各年度の投資事業費総額〕                   （単位：億円） 

区  分 
2016 

(H28) 

2017 

(H29) 

2018 

(H30) 

 参考 

2019(H31)

～2020

2021 

～2023

国庫 

補助 

事業 

通常事業 1,020 1,015 1,030 1,030 1,030

別枠事業 24 15 0   

 災害関連事業（注１） 24 15 0   

国庫補助事業 計 1,044 1,030 1,030 1,030 1,030

県 

単独 

事業 

通常事業 560 565 570 570 570

別枠事業 135 140 175 180 100

 山地防災・土砂災害対策事業 25 25 (注2)30 30 30

緊急防災・減災事業 110 80 100 (注3)  80 0

長寿命化・環境整備対策事業 － 35 45 (注4)  70 70

県単独事業 計 695 705 745 750 670

合  計 1,739 1,735 1,775 1,780 1,700

注１： 災害関連事業は、災害復旧事業に応じて、毎年度、所要額を精査 

注２： 山地防災・土砂災害対策事業の2018(H30)年度以降の事業費（30億円）は、

山地防災・土砂災害対策計画に基づく事業費 

注３： 緊急防災・減災事業は、2019(H31)年度以降、県有施設耐震改修事業の進

捗に伴い減少 

津波防災インフラ整備計画（2014(H26)～2023年度）等に必要な事業費（240

億円）について、2018(H30)～2020年度の3カ年で確保（80億円/年） 

注４： 長寿命化・環境整備対策事業の2019(H31)年度以降は、70億円で仮置き 
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新時代の兵

県政 150

 県政 150)

 (新)①

 (拡)②

 (拡)③

 (新)④

 (新)⑤
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 (拡)①

 (拡)②

 (新)③
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 (新)⑤
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 (拡)①

 (新)②
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 (新)③
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安心できる
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兵庫づくり

0 周年記念事
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)県政 150 周

)「兵庫 20

)県政 150 周
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)フィナー

の協働によ

)県民との協
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)ふるさと関
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＜
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(1)

子育て環

 子育て支)

＜保育の受

 (新)①

 (拡)②

 (拡)③

 子ど④

＜保育人材

 (拡)①

 (新)②

＜保育サー

 (新)①

 私立②

 病児③

 (拡)④

 (新)⑤

 認定⑥

 地域で支)

 乳幼①

 子育②

 まち③

 私立④

 (拡)⑤

 シニ⑥

 子育て負)

 (拡)①

 こど②

 乳幼③

 出会い・)

＜出会いの

 (拡)①

 結婚②

＜出産への

 特定①

 不育②

健康長寿

 医療体制)

環境の一層の

支援の充実

受け皿確保＞

)ひょうご子

)保育所・認

)地域子ども

どものための

材の育成＞ 

)保育士キャ

)保育の質向上

ービスの充実

)延長保育充

立幼稚園等に

児・病後児保

)「ひょうご

)私立幼稚園

定こども園の

支える子育

幼児子育て応

育てほっとス

ちの子育てひ

立幼稚園乳幼

)地域祖父母

ニア世代か

負担の軽減

)ひょうご保

ども医療費助

幼児等医療費

・結婚支援
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)出会い・結

婚に伴う新生

の支援＞ 
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育症の治療支
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業の実施 5

9,409 千円

るさと伝承

施  550,2

千円 .....

,514 千円 .

100,706 千

千円 ......

76 千円 ...

.........

充実 

改定 4,528

689,723 千

5,708,500

千円 .....

6 千円 ....

支援事業の拡充)

千円 .......

6,904 千円
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 保健①

 病床②

 (拡)③
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＜在宅医療

 (拡)①

 (新)②

 (拡)③

 医師確保)

＜医師確保

 大学①

 へき②

 へき③

 (拡)④

 地域⑤

 医師⑥

 (新)⑦

＜看護職員

 看護①

 (拡)②

 ナー③

 医療提供)

 医療①

 (拡)②

 医療③

 有床④

 (新)⑤

＜国民健康

 (新)①

 国民②

 国民③

 県立病院)

 県立①

 県立②

 高度③

 県立④

療構想実現の

健医療計画

床機能転換の

)圏域医療情

)医療と介護

)ひょうご

療対策の促進

)在宅医療地

)在宅看護体

)在宅歯科医

保対策 

保対策＞ 

学医学部への

き地等勤務医

き地若手医師

)地域医療人

域医療支援医

師派遣等推進

)へき地診療

員等確保対策

護職員の養成

)看護職員の

ースセンター

供体制の整

療介護推進基

)小児救急医

療施設の耐震

床診療所等の

)兵庫さい帯

康保険制度に

)国民健康保

民健康保険県

民健康保険制

院の整備促

立丹波医療セ

立はりま姫路

度先進医療機

立がんセンタ

のための対

(圏域版)の

の推進 700

情報ネット

護が一体化

「人生 100 年

進＞ 

地域ネット

体制の機能

医療の総合

の特別講座

医師の養成

師キャリア

人材の資質

医師県採用制

進事業の実

療所医師派
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 地域⑦

 (拡)⑧

 地域の交)

)長期入院精

待等防止対

)乳児院にお

童虐待防止医

)ＤＶ防止対

親・特別養子

)里親登録者

)川西こども

童養護施設等

)児童養護施

)ひとり親家

)兵庫県家庭

)全国児童

窮者への支

活困窮者への

子家庭等医療

安全安心の確

の健全育成

)青少年愛護

)兵庫ひきこ

校・家庭・地

ひょうごっ子

るさとづく

子どもの冒険

)青少年団体

)こどもの館

)青少年育成施

全対策の強

域安全まちづ

域で守る！子

ょうご地域安

犯カメラの設

ょうご性被害

引き行為等の

域相互見守り

)県民交流広

交通安全対

精神障害者

策の充実

おける児童

医療ネット

対策の実施

子縁組制度

者に対する

も家庭セン

等 ICT 化推

施設や里親の

家庭就業支

庭的養護推

自立支援施

援等 

の支援 59,

療費給付の

確保 

の推進 

護条例改正

こもり相談

地域の連携

子・ふるさ

り青年隊事

険ひろば」

体活動の促

館開館 30 周

施設（神出学

化 

づくりの推

子どもの安

安全 SOS キ

設置補助事

害ケアセン

の防止によ

モデル事業

広場を活用

策 
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者の地域移行

童虐待対応力

トワークの推

施 8,010 千

度の推進 2,

る研修等の実

ンターの移転

推進事業 63

の下で育つ子

支援事業の実

推進計画の改

施設職員研修

,282 千円 .

の実施 360,

正に伴う取組

談支援センタ

携協力の推進

さと塾」の実

事業の実施

事業の推進

促進 1,500

周年記念事

学園・山の学校

推進 4,061

安全安心確保

キャッチ事業

事業の実施

ンター「よ

よる環境浄化

業(通称「地域

用した地域力

- 

行推進 6,1

力の強化モ

推進 2,665

千円 .......

,864 千円 .

実施 1,533

転 370,777

3,000 千円

子ども応援プ

実施 17,16

改定 262 千

修の実施 1

.........

,138 千円 .

組の強化 1

ターの運営

進 103,584

実施 9,108

12,592 千

進 24,442

千円 .....

事業の実施

校）記念フォー

千円 .....

保事業の実

業の実施 6

40,000 千

りそい」の

化の推進 1

域となり組」

力の強化 

199 千円 ..

モデル事業 

5 千円 ....

.........

.........

3 千円 ....

7 千円 ....

 .........

プロジェクト

65 千円 ...

千円 ......

1,500 千円

.........

.........

19,591 千円

営 13,804 千

4 千円 ....

8 千円 ....

千円 .......

千円 .....

.........

4,811 千円

ーラムの開催

.........

実施 2,395

6,523 千円

千円 .......

の設置 9,76

18,322 千円

)の実施 4

32,088 千

.........

10,673 千

.........

.........

.........

.........

.........

.........

ト 7,000 千

.........

.........

円 .........

.........

.........

円 ........

千円 ......

.........

.........

.........

.........

.........

円 ........

催 2,000 千

.........

千円 .....

円 .........

.........

65 千円 ...

円 ........

4,500 千円

千円 ......

... 157 

千円 . 158 

... 158 
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... 160 

... 160 
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(4)

＜

＜

＜

(5)

III 

１ 

(1)

(2)

＜

 「自①

 交通②

 交通③

 暮らしの)

＜消費者行

 (拡)①

 (拡)②

 消費③

 (新)④

＜人権啓発

 人権①

 人権②

 (新)③

 (新)④

＜水道事業

 (拡)①

 安全②

 警察活動)

 (新)①

 三木②

 (新)③

 (新)④

 (新)⑤

次代を担

学習・教

 学力向上)

 第３①

 ひょ②

 (拡)③

 (拡)④

 スー⑤

 学習⑥

 (拡)⑦

 県立高校)

＜高校教育

転車の安全

通安全対策の

通安全施設等

の安全確保

行政の推進＞

)消費生活相

)消費者教育

費者トラブル

)但馬文教府

発施策の推進

権文化をすす

権文化県民運

)ヘイトスピ

)人権に関す

業の基盤強化

)水道事業広

全・安心な水

動の充実強

)尼崎南警察

木警察署の移

)暴力団事務

)県警音楽隊

)女性儀じ

担う人づ

教育環境の充

上方策の充

３期ひょうご

ょうご学力向

)「ひょうごつ

)ひょうごが

ーパーティー

習支援ツール

)小学校英語

校の特色化

育の特色化＞

全で適正な利

の推進 9,2

等の整備 2

 

＞ 

相談対応力

育の総合的

ル防止対策

府の機能強

進＞ 

すめる県民

運動の推進

ピーチ等イン

する県民意

化＞ 

広域連携の

水道用水の

化 

察署の建替

移転建替 1

務所撤去応

隊特別演奏

ょう隊の新

くり 

充実 

実 

ご教育創造

向上推進プ

つまずきポイ

がんばりタ

ーチャー派

ル活用モデ

語教育への

の推進 

＞ 
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利用の促進

233 千円 ..

2,144,522

力の充実強化

的・体系的推

策の強化 12

強化 20,032

民運動の推進

進 20,000 千

ンターネッ

意識調査の実

の推進 743

の安定的供給

替 102,204

1,228,938

応援プロジ

奏会の開催

新設 1,404

造プラン策定

プロジェク

ント指導事例

タイムの推進

派遣事業 13

デル事業の実

の支援充実

- 

に関する条

.........

千円 .....

化 33,650

推進 17,97

2,675 千円

2 千円 ....

進 25,899

千円 ......

ト・モニタ

実施 3,450

千円 .....

給 76,100

千円 .....

千円 .....

ェクト 5,0

1,267 千円

千円 .....

定 1,000 千

トの実施 3

例集」活用研修

進 75,756

3,693 千円

実施 7,920

177,406 千

条例」の推進

.........

.........

千円 .....

79 千円 ...

 .........

.........

千円 .....

.........

リングの実

0 千円 ....

.........

千円 .....

.........

.........

000 千円 ..

円 ........

.........

千円 ......

3,674 千円

修への支援 1

千円 .....

 .........

0 千円 ....

千円 ......

進 9,538 千

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

実施 2,657

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

円 .........

1,500 千円

.........

.........

.........

.........

千円 174 
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＜

＜

(3)

 (4)

(5)

＜

＜

＜

 (新)①

 県立高②

 ひょ③

 政治④

＜職業教育

 (新)①

 「ひ②

 「ひ③

 (拡)④

＜国際化へ

 (拡)①

 特別支援)

 (新)①

 イン②

 高等③

 (新)④

 (新)⑤

 (新)⑥

いじめ・

 (拡)①

 いじ②

 キャ③

 (拡)④

 (拡)⑤

 学級⑥

 高等⑦

 学習環境)

＜環境の整

 県立①

 県立②

 (新)③

＜健やかな

 運動①

 (新)②

 がん③

＜教職員勤

 (新)①

 (新)②

)ひょうごス

高校特色づく

ょうご学力向

治的教養を高

育の充実と社

)地域とつな

ひょうご匠の

ひょうごの達

)キャリア教

への対応＞ 

)県立高等学

援教育の充

)特別支援学

ンクルーシブ

等学校におけ

)高等学校に

)特別支援学

)第 55 回「全

問題行動等

)悩み相談体

じめ防止対策

ャンパスカウ

)市町スクー

)スクールカ

級経営指導員

等学校問題解

境の整備 

整備＞ 

立学校施設の

立学校のトイ

)高校におけ

な身体の育成

動部活動活性

)第 69 回全

ん教育総合支

勤務時間適正

)スクール

)中学校部活

スーパーハ

り推進事業～

向上サポー

高める教育

社会的自立

なぐ産業教

の技」探求

達人」招聘

教育の推進

学校におけ

実 

学校へのス

ブ教育シス

ける特別な

における通級

学校教員の

全国聾学校陸

等への対応

体制の構築

策の推進 1

ウンセラー

ールソーシ

カウンセラ

員の派遣 1

解決サポー

の長寿命化

イレ改修 2

ける遠隔授

成と健康教

性化推進事

全国学校給食

支援事業の

正化＞ 

・サポート

活動指導員
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ハイスクール

～インスパイ

ート事業の推

育の推進 65

立に向けたキ

教育フェアの

求事業の実施

聘事業の実施

進 13,950 千

けるグローバ

スクールカ

ステムの推進

な支援を必要

級指導に関す

の資質向上事

陸上競技大会

応 

築等の総合支

1,841 千円

ーの配置 69

シャルワーカ

ラーの配置

13,767 千円

ートチームの

化 1,500,00

2,000,000

授業調査研究

教育の推進＞

事業の実施

食研究協議

の実施 1,00

ト・スタッ

員の配置 28

- 

ル事業の実

ア・ハイスク

推進 2,347

57 千円 ...

キャリア形

の実施 3,6

施 4,152 千

施 7,460 千

千円 ......

バル人材の

ウンセラー

進 72,000

要とする生

する実践研究

事業の実施

会姫路大会」

支援 114,3

 .........

9,372 千円

カー配置の

465,983 千

円 ........

の設置 4,0

00 千円 ...

千円 .....

究事業の実

＞ 

8,244 千円

議大会の開催

00 千円 ...

フの配置 3

8,224 千円

実施 15,000

クール～ 74,

7 千円 ....

.........

形成の支援＞

647 千円 ..

千円 ......

千円 ......

.........

の育成推進 

ーの設置 1,

千円 .....

生徒の支援 

究事業の実施

施 2,100 千

」開催への支

323 千円 ..

.........

 .........

の推進 45,9

千円 ......

.........

030 千円 ..

.........

.........

実施 5,705

円 ........

催 500 千円

.........

38,640 千円

 .........

0 千円 ....

250 千円 .

.........

.........

＞ 

.........

.........

.........

.........

736,666 千

,884 千円 .

.........

14,497 千

施 3,500 千

千円 .......

支援 400 千

.........

.........

.........

920 千円 ..

.........

.........

.........

.........

.........

千円 .....

.........
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.........
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(6)

＜

＜

＜

＜

＜

２ 

(1)

(2)

＜

 就学支援)

＜私立学校

 私立①

 私立②

 ひょ③

＜私立幼稚

 私立①

 私立②

 私立③

＜専修学校

 専修①

 (新)②

＜就学支援

 就学①

 (拡)②

 高等③

 (拡)④

 (拡)⑤

 私立小⑥

＜外国人教

 子ど①

 外国②

 私費③

感動体験

 兵庫型)

 (再掲①

 環境②

 自然③

 (新)④

 青少⑤

 地域⑥

 ふる⑦

 もの⑧

 生きる力)

＜豊かな感

 プロ①

 (拡)②

援の充実 

校経常費補助

立学校経常費

立学校経常費

ょうごの私学

稚園の特色化

立幼稚園の認

立幼稚園認定

立幼稚園教員

校等への支援

修学校等補助

)ひょうごの

援の充実＞ 

学支援の実施

)国公立高等

等学校奨学資

)私立高等学

)私立高等学

小中学校等に通

教育の充実＞

ども多文化共

国人児童生徒

費外国人留学

験を通じた人

「体験教育

掲)(新)ひょうご

境体験事業の

然学校の実施

)自然学校活

少年芸術体験

域に学ぶ「

るさと貢献活

のづくり体験

力を育む教

感性と心を育

ロから学ぶ創

)道徳教育の

助＞ 

費補助 21,

費特別補助

学の魅力発

化＞ 

認定こども

定こども園

員確保支援

援＞ 

助 582,000

の専門学校

施 14,636,

等学校におけ

資金貸与事

学校等の授

学校等におけ

通う児童生徒へ

＞ 

共生教育の

徒のための

学生への奨

人づくり

」の充実

ごのふるさと魅

の実施 89,

施 355,466

活動プログ

験事業～わく

トライやる

活動の実施

験の提供 6

育の推進

育む教育＞

創造力育成

の推進 25,
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,740,908 千

助 105,760

発信&元気ア

も園への移行

園特色教育推

援事業 26,2

0 千円 ....

校の魅力発信

,891 千円 .

ける奨学のた

事業の実施

授業料軽減

ける奨学のた

への経済的支援

の推進 89,1

の学習支援

奨学金の支給

魅力発見事業

,886 千円 .

6 千円 ....

グラムの充実

わくオーケ

る・ウィー

施 31,260 千

65,966 千円

＞ 

成事業の実施

,627 千円 .

- 

千円 ......

千円 .....

アップ事業の

行推進補助

推進事業 7

220 千円 ..

.........

信事業 2,0

.........

ための給付金

632,347 千

856,332 千

ための給付金

援に関する実証

131 千円 ..

18,388 千

給 18,000

(副読本の作成

.........

.........

実 1,011 千

ケストラ教室

ク」の実施

千円 ......

円 ........

施 4,350 千

.........

.........

.........

の実施 5,5

助 5,000 千

75,000 千円

.........

.........

000 千円 ..

.........

金の支給 1,

千円 ......

千円 ......

金の支給 55

証事業の実施 

.........

千円 .......

千円 .....

成)(参照 P57) 

.........

.........

千円 ......

室～の実施 1

施 187,159

.........

.........

千円 ......

.........

.........

.........

500 千円 ..

千円 .......

円 ........

.........

.........

.........

.........

272,115 千

.........

.........

54,994 千円

85,400 千

.........

.........

.........

15,681 千

.........

.........

.........

129,199 千
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＜

３ 

IV 元

１ 

(1)

＜

＜

(2)

２ 

(1)

＜高齢者等

 老人①

 高齢②

 ふる③

 (新)④

大学教育

 (新)①

 姫路②

 公立③

 ＨＵＭ④

 (拡)⑤

元気な地域

定住カム

 県内企業)

＜県内就職

 (拡)①

 県・大②

 (拡)③

＜カムバッ

 カム①

 UJI②

 戦略③

 田舎④

 (拡)⑤

 (拡)⑥

 空き家・)

 (拡)①

 (新)②

 (新)③

 (拡)④

 (新)⑤

働く場の

 雇用・就)
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)専門職大学
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大学「地域創

大学キャリアセ

ック・定着の
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)外国人技能

働き方改革＞

)働き方改革

高齢者の活

躍の推進＞ 

)女性の活躍

子学生のため

期職場体験就

性の就業サポ

性起業家への

の活躍促進＞

)ひょうご生

ニア起業家へ

がいしごと

)生活創造セ

察対象者等
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経営基盤の
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進総合対策

業参入の推

力の向上支

育成総合対

通の拡大＞

元気な「農

次世代施設園
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事業の実施

センター機

アップの推

ド米の増産

デルの確立
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づくりの推
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)ひょうごの

農業の担い手

規就農者の確

業人材の確保

)雇用就農促

)新規就農者

ょうごで輝

有効活用＞ 

地中間管理機

農地プラン

件不利農地集

域農地管理事

作放棄地の活

山間地域等直

業の推進 

ょうごの都市

域直売所の整

場の活性化

)卸売市場施

紋病対策 

メ輪紋病緊急

メ輪紋病産地

の規模拡大

馬牛 20,000

産競争力強化

)但馬牛繁殖

馬牛受精卵に

ひょうごの酪

)第 100 回県畜

)第 15 回全

)但馬牧場公

材の利用拡

の安定供給の

ひょうご林内

林林業緊急整

性能林業機械

通体制の整備

)森林林業技

のＧＡＰ拡

手育成＞

確保・育成

保 535,746

促進事業の

者確保・育

く女性農業

機構による

ンによる農

集積奨励事

事業の実施

活用促進 3

直接支払交

市農業応援

整備促進 1

 

施設の整備

急防除対策

地の復興支

と協業化

頭増頭対策

化整備事業

殖経営安定

による「神

酪農」生産

畜産共進会記

全日本ホルス

公園機能強

大 

の推進＞

内路網 1,0

整備事業 3

械等の導入

備＞ 

技術センタ
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拡大推進加速

成加速化 36

6 千円 ....

の実施 2,05

育成推進フォ

業者の活躍促

る担い手への

農地の集積

事業の実施

施 77,760 千

3,000 千円

交付金の交付

援事業の実施

19,780 千円

備促進 72,3

策の実施 13

支援 9,000

策の実施 2

業の実施 48

定対策事業の

神戸ビーフ」

産力アップの

記念神戸ビーフ

スタイン共

強化事業の実

000km 整備プ

340,000 千

入による生産

ター機能強化

- 

速化事業 1

6,132 千円

.........

50 千円 ...

ォーラムの

促進 2,600

の農地の集

・集約化の
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千円 ......

 .........

付 771,346

施 4,212 千
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381 千円 ..
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千円 .....
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」の供給力
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プランの推
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産基盤の強
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 .........
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業の実施 1,
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 県産⑤

 ノリ⑥
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 (拡)①

 瀬戸②
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 田舎①

 ひょ②

 (拡)③

 親子④

兵庫ブラ

材の利用促進

)「ひょうご

活用型先駆

術を活かした

庫県産木材利

イオマスの利

質バイオマス

りの推進＞ 

)「新ひょ

)コンテナ苗

ラ枯れ防止作

育成＞ 

庫県立森林大

の青年就業準

美しい海の

養型水産業の

場整備の推進

業施設貸与事

業就業者ステ

ーカルサーモ

産極上アサ

品種の特性

)内水面資源

合底びき網漁

)但馬水産技

)水産技術セ

)ひょうごの

)「豊かな海

海の再生＞ 

)豊かで美

戸内海環境保

に親しむ楽

舎暮らし楽農

ょうご市民農

)楽農学校事

子農業体験教

ランドの育成

進＞ 

ごの木」利

駆的モデル

た県産木材

利用木造住

利用促進＞

ス発電燃料

うごの森づ

苗生産基盤

作戦の推進

大学校の運

準備給付金

再生の推進

の推進＞

進 927,017

事業の実施

テップアッ

モン養殖の

リ養殖の生

性把握と品

源増殖対策

漁獲物高鮮

技術センタ

センター機

のさかな普

海」発信プ

しい瀬戸内

保全県計画

農生活等の

農生活応援

農園の整備

事業の実施

教室の実施

成 
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利用拡大事業

ル建築物の支

材製品開発の

住宅特別融資

＞ 

料用木材の作

づくり」の推

盤施設等整備
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運営 53,760

金の交付 39
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7 千円 ....
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鮮度流通の促

ター機能強化
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業の実施 5

支援 40,00
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05 千円 ...
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 (新)⑩

ランドの育

けブランド戦

ょうごの「農

OBE BEEF」
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)ひょうごの

ょうごの「酒

けブランド戦

ょうご食品認

)認証食品の

)全国有機農

ょうご五国の

庫県産野菜バ

兵庫丹波黒」

ょうご「農」

新商品の開

農」イノベー

林漁業者の

食米のための

開の支援 

ょうご海外事

州法律事務所

興国等との経

内企業海外展

拡大 

からの誘客

らの誘客促進

)国際観光デ

ーリスト・イ

)ひょうごゴ

hat 等を活

西連携海外観

)「ミシュラ

ジット Hyog

府県広域連携

ンバウンド対

)商店街にお

成・発信強

戦略の展開

農」「食」輸

「TAJIMA B

神戸ビーフ

の酒米海外

酒」輸出拡

戦略の展開

認証制度の

の需要拡大

農業フォー

のめぐみ首

バリューチ

」グレード

」産物 NDB

開発促進＞

ーションひ

６次産業化

の新たな品

事業展開支

所主催対日

経済交流の

展開のため

対策 

進＞ 

デスクの設

インフォメ

ゴールデン

活用した中国

観光プロモ

ランガイド

go 連携の促

携等による

対策推進に

おけるキャッ
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強化 

開＞ 

輸出拡大の

BEEF」の流

フ発信力の強

外戦略推進事

拡大の促進

開＞ 

の推進 11,3

大 4,430 千

ーラム in ひ

首都圏発販路

チェーンの構

ドアップ事業

B の構築 13

＞ 

ひょうごの推

化の推進 14

品種対策事業

支援プロジ

日投資セミナ

の強化 18,9

めの留学生活

設置 4,060

メーション

ンルートの推

国プロモー

モーションの

ド」での観光

促進 4,000

る誘客促進

に向けた DM

ッシュレス対

- 

の促進 15,7

流通拡大 2,

強化 27,22

事業 3,000

8,500 千円

345 千円 ..

千円 .......

ひょうごの開

路拡大の実

構築 3,297

業の実施 9

3,750 千円

推進 174,5

4,532 千円

業 1,975 千

ェクトの推

ナーへの参

960 千円 ..

活用の促進

千円 .....

・デスクの

推進 29,50

ーション事業

の実施 700

光情報発信

千円 .....

1,000 千円

MO への参画

対応機器等の

707 千円 ..

,134 千円 .

25 千円 ...
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.........

.........

開催 2,000

実施 6,189

7 千円 ....

936 千円 ..

 .........
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 .........
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.........
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.........
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信 1,000 千
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.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

0 千円 ....
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 (新)⑫

)インバウン

国人ドライブ
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)医療機関に
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あいたい兵庫

)伊丹空港に

)「つながる

光地魅力ア

)県民交流バ

ょうごツー

ょうごロケ支

光産業の人材

ニバーサルツ

五つ星ひょ

流と経済連

)ワシントン

)日伯交流年

シア・ハバロ

ょうご・神戸

)旅券事務所

化・スポーツ

化の振興 

等＞ 

立芸術文化セ

立美術館－

尾忠則現代美

)兵庫陶芸美

古博物館 15

史博物館 41

)県立尼崎青

立美術館・博

)県立美術館

県政 150 周

掲)(新)県政 15

)図書館リニ

ンド受入体

ブ旅行の促

者インバウ

誘致・受入

における外国

推進＞ 

庫キャンペ

における県観

る・めぐる

ップ支援事

バスの推進

リズムシッ

支援 Net の

材確保・育

ツーリズム

うご」プロ

携の深化

ン州友好提

年・ブラジ

ロフスクと

戸国際サミ

所の土日開

ツの振興

センター 4

「芸術の館

美術館 24,

美術館 90,

5,106 千円

1,763 千円

青少年創造

博物館の魅

・博物館にお

年記念事業

0周年記念県立

ニューアル
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体制の整備

促進 500 千

ウンド展開の

入促進 8,63

国人患者受
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観光・物産情
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ップの実施

の推進 1,43

育成 10,000

ムの推進 1,

ロモーショ
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 (新)①

 (新)②

 WMG2③

 「関④

 (新)⑤

 東京オリ)

 (拡)第①

 未来②

 (拡)③

 (拡)④

ふるさと

 多様性を)

 首都①

 『ひ②

 ひょ③

 地域資源)

＜地域の個

 (新)①

 文化②

＜六甲山の

 (拡)①

 (新)②

＜篠山層群

 篠山層

 (新)②

 篠山③

)兵庫県公館

化の振興＞ 

)ひょうご芸

帆銅鐸等埋蔵

ょうごの遺産

庫県の祭り

ツの振興 

戸マラソンの

スポーツ立県

)尼崎スポー

ドマスター

)WMG2021 関

)近畿宝く

2021 関西の

関西マスター

)第２回関西

リンピック

第２期新兵庫県競

来のスーパー

)オリンピッ

)東京オリン

と兵庫の魅力

を活かした

都圏における

ひょうご五国

ょうご五国の

源を活用し

個性あふれる

)地域遺産活

化会館等の活

の活性化の推

)六甲山地域

)六甲山ビジ

群化石の活用

層群化石を活

)篠山層群恐

山層群化石を

館所蔵品展

芸術文化の

蔵文化財を

産魅力発見

・行事調査

の開催 67,

県ひょうご

ーツの森屋

ズゲームズ

関西の参加

じによる

の開催準備

ーズスポー

西シニアマ

・パラリン

競技力向上事業

ーアスリー

ック・パラリ

ンピック・パ

力再生 

魅力の発信

るひょうご

国の地域創

の魅力づく

た魅力づく

るプロジェ

活用指針

活性化(ふるさ

推進＞ 

域の活性化

ジターセンタ

用＞ 

活用した地域活

恐竜・鳥類

を活用した
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展 1,500 千

の普及・振興

を活用した地

見事業の実施

査の実施 2,

,800 千円 .

ご」創出プ

屋内プールス

ズ 2021 関西

加促進 39,3

「WMG2021 関

備 16,023 千

ーツフェステ

マスターズ大

ンピックに

（世界にはばた

ート支援事業

リンピック・

パラリンピッ

信 

ごの食・旅

創生』の広報

くり事業 14

くり 

ェクトの推進

（仮称）の策

さと創生推進

化 23,800 千

ターを核とし

活性化を目指

類卵化石発掘

た地域活性化

- 

千円 .......

興 150,373

地域振興へ

施 846 千円

,000 千円 .

.........

ロジェクト

スタート台

西（WMG202

301 千円 ..

関西」の支

千円 ......

ティバル」

大会兵庫大

に向けた競技

け兵庫プロジェ

業の実施 4

ムーブメン

ック応援事業

・遊の魅力

報展開 46,

4,000 千円

進＞ 

策定 700 千

進費(再掲 P6

千円 ......

した六甲山活

す人材育成シ

掘調査の実

化 5,000 千

.........

3 千円 ....

への支援 5,

円 ........

.........

.........

ト事業 2,92

台の設置 31

21 関西）の

.........

支援 100,00

.........

の開催 7,

大会の開催 

技スポーツ

クト）の実施 

45,500 千円

ントの展開 4

業の実施 10

力発信 8,00

558 千円 .

 .........

千円 ......

63 参照)) 1

.........

活性化対策 3

システムの構築

実施 18,350

千円 ......

.........

.........

,996 千円 .

.........

.........

.........

21 千円 ...

1,936 千円

の機運醸成 

.........

00 千円 ...

.........

,263 千円 .

6,650 千円

ツの強化 

180,548 千

円 ........

4,082 千円

0,379 千円 

00 千円 ...

.........

.........

.........

12,000 千円

.........

3,516 千円

築 18,550 千

0 千円 ....

.........
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＜

＜

(3)

＜

＜

＜

V 社

１ 

(1)

＜

＜コウノト

 (新)①

 コウ②

＜あわじ環

 (拡)①

 北淡②

 県立③

 (新)④

 (新)⑤

 (新)⑥

 淡路⑦

 魅力と活)

＜集落再生

 集落①

＜「がんば

 (再掲①

 広域②

 「が③

 地域④

 (再掲⑤

 ふる⑥

 中山⑦

 (拡)⑧

 大学⑨

＜地域再生

 多自①

 (拡)②

 (拡)③

 (拡)④

社会基盤の

防災・減

 地震・津)

＜津波対策

 津波①

 (新)②

トリを活か

)県立コウノ

ウノトリ獣医

環境未来島構

)あわじ環境

淡路花緑ネ

立公園あわ

)淡路景観園

)淡路景観園

)北淡路地域

路夢舞台温室

活力のある

生支援事業＞

落再生への支

ばる地域」応

掲)戦略的移

域的地域運営

がんばる地域

域おこし協力

掲)田舎へ帰

るさとにぎわ

山間“農の再

)地域運営組

学等との連携

生促進事業＞

自然地域アン

)ひょうご元

)ひょうご地

)交流を通

の充実 

減災対策の強

津波対策 

策＞ 

波防災インフ

)日本海津波

した魅力向

ノトリの郷

医療センタ

構想等の推

境未来島構

ットワーク

じ花さじき

園芸学校 2

園芸学校新

域活性化プ

室リニュー

むらづくり

＞ 

支援 9,760

応援事業＞

移住推進モ

営組織への

域」交流・

力隊等起業

帰ろうプロ

わい拠点の

再生”推進

組織法人化

携による地

＞ 

ンテナショ

元気ムラ大

地域再生塾

じた地域づ

強化 

フラ整備計

波対策の検
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向上＞ 

郷公園魅力向

ター機能整備

推進＞ 

構想の推進

クの推進 1,

き(仮称)の整

20 周年記念

新展開の推進

プロジェク

ーアルの推進

り 

0 千円 ....

＞ 

モデル事業の

の支援 10,4

自立応援事

業化モデル事

ロジェクト

の整備 77,3

進対策の実施

化推進事業

地域創生拠点

ョップの運営

大交流会の開

塾の開催 71

づくり活動の

計画の推進

検討 50,000

- 

向上事業 8

備事業 2,5

19,330 千

,501 千円 .

整備 722,0

念式典の開催

進 35,087

ト 900,000

進 1,500 千

.........

の実施(参照

402 千円 ..

事業の実施

事業の実施

(参照 P94)

350 千円 ..

施 4,748 千

5,134 千円

点形成への

営支援 62,

開催 3,000

15 千円 ...

の支援 2,4

6,900,000

0 千円 ....

83,905 千円

596 千円 ..

千円 .......

.........

033 千円 ..

催 1,100 千

千円 .....

0 千円 ....

千円 ......

.........

照 P94) 18

.........

施 59,928 千

施 10,469 千

 5,100 千

.........

千円 ......

円 ........

の支援 20,1

,942 千円 .

0 千円 ....

.........

450 千円 ..

0 千円 ....

.........

円 ........

.........

.........

.........

.........

千円 ......

.........

.........

.........

.........

8,504 千円 

.........

千円 ......

千円 ......
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.........

.........

.........

191 千円 ..
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＜

(2)

＜

＜

(3)

(4)

＜

＜

＜建築物耐

 ひょ①

 ひょ②

 ひょ③

 ひょ④

 防災⑤

 簡易⑥

 老朽⑦

 大規⑧

 中規⑨

 小規⑩

 多数⑪

 緊急⑫

 鉄道⑬

 風水害対)

＜山地防災

 (拡)①

 河川②

 千苅③

 県民④

 住宅⑤

 (新)⑥

＜ため池の

 (新)①

 (新)②

 (新)③

 ため④

 公共施設)

 公共①

 (新)②

 ひょ③

 (新)④

 災害への)

＜災害時要

 (拡)①

＜地域防災

 (新)①

 (新)②

耐震化等の推

ょうご住まい

ょうご住まい

ょうご住まい

ょうご住まい

災ベッド等の

易耐震診断の

朽危険空き家

規模多数利用

規模多数利用

規模多数利用

数利用建築物

急輸送道路沿

道駅の耐震化

対策 

災・土砂災害

)第３次山地

川中上流部治

苅ダム治水活

民緑税を活用

宅・建築物の

)(仮称)ふる

の防災対策＞

)ため池保全

)全国ため池

)ため池治水

め池整備５箇

設の適正管

共施設等の適

)但馬水産事

うごインフ

)本庁舎耐震

の備えの強

要援護者対策

)災害時要援

災力の強化＞

)自主防災組

)「自主防災

推進＞ 

いの耐震化

いの耐震化

いの耐震化

いの耐震化

の設置の促

の推進 20,

家の除却支

用建築物等

用建築物の

用建築物の

物の耐震診

沿道建築物

化の推進 1

害対策等の

地防災・土

治水対策５

活用に向け

用した災害

の土砂災害

るさと兵庫

＞ 

全対策の実

池フォーラ

水活用の拡

箇年計画の

理 

適正管理の

事務所庁舎

ラ・メンテ

震調査の実

化 

策＞ 

援護者対策

＞ 

組織体制強

災組織活動
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化の促進（住

化の促進（部

化の促進（住

化の促進（意

促進 1,000

,856 千円 .

支援の実施

等の耐震化の

の耐震化の促

の耐震診断の

診断等への金

物の耐震化の

16,667 千円

の推進＞ 

土砂災害対策

５箇年計画の

けた取組 30

害に強い森づ

害対策への支

庫の川づく

実施 16,000

ラム in ひょ

拡大促進 3,

の推進 3,84

の推進 14,0

舎建替整備

テナンス 10 箇

実施 40,000

策事業 4,76

強化推進事業

動手引きと事

- 

住宅耐震化

部分型耐震

住宅建替補

意識啓発補

千円 .....

.........

12,055 千

の促進 247

促進 20,36

の促進 1,0

金融支援 .

の促進 25,

円 ........

策計画の推

の推進 400

00,000 千円

づくりの推

支援 15,43

りシンポジ

0 千円 ....

ょうごの開催

,000 千円 .

48,290 千円

000,000 千

506,063 千

箇年計画の推

0 千円 ....

64 千円 ..

業 2,000 千

事例」作成

化補助） 24

震化補助） 

補助） 18,7

補助） 7,12

.........

.........

千円 .......

7,949 千円

66 千円 ...

050 千円 ..

.........

,318 千円 .

.........

推進 15,172

0,000 千円

円 ........

推進 1,849,

39 千円 ...

ジウムの開催

.........

催 2,000 千

.........

円 ........

千円 .......

千円 ......

推進 17,89

.........

.........

千円 ......

成事業 1,75

43,220 千円

21,250 千

750 千円 ..

28 千円 ...

.........

.........

.........

円 .........

.........

.........

.........

.........

.........

2,957 千円

円 .........

.........

,662 千円 .

.........

催 1,500 千

.........

千円 ......

.........

.........

.........

.........

5,000 千円

.........

.........

.........

52 千円 ...
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＜

(5)

(6)

２ 

(1)

＜

 ひょ③

 (拡)④

 総合⑤

 (新)⑥

 (再掲⑦

＜震災の経

 「ひ①

 人と②

 (拡)③

 防災・教)

 (新)①

 (新)②

 Ｅ-デ③

 (新)④

 (新)⑤

 東日本大)

 復興①

 コミ②

 健康③

 ボラ④

 県内⑤

エネルギ

 野生動物)

＜野生動物

 (拡)①

 (新)②

 (拡)③

 鳥獣④

 (拡)⑤

 ツキ⑥

 サル⑦

 (拡)⑧

 指定⑨

 (拡)⑩

 (新)⑪

 狩猟⑫

 有害⑬

ょうご防災

)消防団活性

合防災・津波

)南海トラフ

掲)(新)スマ

経験・教訓の

ひょうご安全

と防災未来セ

)兵庫県住宅

教育研究拠

)県政 150 周

)広域防災セ

ディフェン

)消防防災航

)人と防災未来

大震災、熊

興業務を支援

ュニティの

康・こころの

ランティア活

内避難者の生

ギー・環境対

物との共生

物のとの共生

)シカ捕獲総

)捕獲専門家

)シカ丸ご

獣被害の防止

)イノシシ被

キノワグマ被

ル出没対策の

)カワウ対策

定管理鳥獣捕

)特定外来生

)生物多様性

猟後継者の確

害鳥獣捕獲狩

リーダー活

性化の支援

波一斉避難

フ地震・津

ートフォン

の継承、発

全の日」の

センター県

宅再建共済

拠点の形成

周年記念 国

センター展

ンスを活用

航空隊基地

来センター

本地震被災

援する職員

活性化・ま

のケアの充

活動の促進

生活復興 6

対策の充実

社会づくり

生＞ 

総合対策の

家チームに

と１頭活用

止対策に取

被害対策の

被害対策の

の推進 1,6

策の実施 9

捕獲等の推

生物被害対

性普及啓発

確保・育成

狩猟者育成
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活動の推進

援 8,100 千

難訓練の実施

津波対策啓発

ン向け防災ア

発信＞ 

の推進 6,72

県外巡回展示

済制度の普及

国際防災関係

展示施設の

した減災対

地の移転 16

展示改修検討

災地及び九

員の派遣 ..

ちづくりへ

充実 1,999

進 40,750 千

6,253 千円

実 

り 

の実施 489,

による有害捕

用大作戦 17

取り組む市町

の推進 86,7

の推進 10,9

695 千円 ..

924 千円 ..

推進 24,000

対策の推進

発推進事業

成 3,042 千

成プロジェ

- 

3,397 千

千円 .......

施 4,083 千

発動画の作

アプリの開発

21 千円 ...

示の実施 1

及促進 127

係機関ｼﾝﾎﾟｼﾞ

リニューア

対策の研究推

6,669 千円

討委員会(仮称

九州北部豪雨

.........

への支援 (復

千円 .....

千円 ......

 .........

,959 千円 .

捕獲の強化

74,511 千円

町への支援

736 千円 ..

965 千円 ..

.........

.........

0 千円 ....

12,664 千

541 千円 .

千円 .......

クト 12,15

円 .......

.........

千円 ......

作成 4,161

発(参照 P94）

.........

1,344 千円

7,278 千円

ﾞｳﾑの開催 2

アル 6,376

推進 7,614

 .........

称)の設置 1,

雨への継続

.........

復興基金 16

.........

.........

.........

.........

化 33,655 千

円 ........

援 853,656

.........

.........

.........

.........

.........

千円 .......

.........

.........

56 千円 ...

.........

.........

.........

千円 .....

 24,200 千

.........

円 .........
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(3)

(4)

＜

＜

 新名④

 ひょ⑤

 (新)地⑥

 (新)⑦

 (新)⑧

 大阪⑨

 港湾・空)

 姫路①

 コン②

 (拡)③

 尼崎④

 但馬⑤

 (新)⑥

 (新)⑦

 但馬⑧

 地域交通)

 (新)①

 鉄道②

 北神③

 北近④

 (拡)⑤

 (新)⑥

 住みよい)

＜地域の活

 (拡)①

 (再掲②

 市街③

 (新)④

 新長⑤

 (拡)⑥

 郊外⑦

 既存⑧

 県民⑨

 (新)⑩

 (拡)⑪

 (新)⑫

＜都市公園

 尼崎①

名神高速道路

うご基幹道

地域と未来をつな

)大鳴門橋

)神戸淡路鳴

阪湾岸道路西

空港の有効

路港旅客ター

ンテナ貨物取

)姫路港におけ

崎西宮芦屋港

馬路線の機材

)「但馬空港

)但馬空港

馬－羽田直行

通の充実 

)米子・鳥取

道軌道安全輸

神急行電鉄安

近畿タンゴ鉄

)生活交通バ

)兵庫の橋梁

い都市環境

活力を生み出

)公共交通バ

掲)(拡)生活交通

街地再開発事

)三宮東再整

長田駅南地区

)オールドニ

外型住宅団地

存住宅へのイ

民まちなみ緑

)「ひょうご

)まちの魅力向

)潮芦屋まち

園の整備＞ 

崎 21 世紀の

路のストッ

道路ネットワ

なぐ“ひょうご基

自転車道設

鳴門自動車

西伸部整備

活用 

ーミナルエ

取扱量増加

けるモーダル

港フェニッ

材更新 57,

港×ATR 機」

ATR 機就航

行便の実現

取－城崎温

輸送設備の

安定運行対

鉄道の基盤

バスへの支援

梁・トンネ

の充実 

出すまちづ

バリアフリ

通バスへの支援(

事業の推進

整備事業 1

区再開発エ

ニュータウン

地再生の先

インスペク

緑化の推進

ごの景観ビ

向上や賑わい

ちびらき 2

の森子育て支
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ック効果共同

ーク整備基

基幹道路ネット

設置の検討

車道全通 20

備への支援

エリアのリニ

加に向けた取

ルシフトに向け

ックス事業用

,401 千円 .

スタートダ

航記念事業の

現に向けた取

温泉間の特別

の整備推進

対策への支援

盤管理への支

援(高齢者等の

ネル名選 15

づくり＞ 

リー化の促進

(高齢者等の移動

進 148,200

150 千円 ..

エリアへの県

ン再生モデル

先導的支援

クションの普

進 640,000

ビューポイ

いの創出による

20 周年事業

支援型公園

- 

同調査の実

基本計画(仮称

ワーク”シンポ

23,000 千

0 周年記念事

16,839 千

ニューアル

取組 29,56

けたトライアル

用地の整備

.........

ダッシュ利用

の実施 2,0

取組 6,300

別列車の運

159,774 千

援 135,000

支援 17,66

の移動手段の

50 事業の実

進 207,000

動手段の充実)(

千円 .....

.........

県・神戸市

ル事業(明舞団

9,234 千円

普及促進 5

千円 .....

ント 150 選

る住宅用地等の

業の実施 5,

園の展開 18

実施 3,900

称)の策定 4

ジウム 2,90

千円 .......

事業の実施

千円 .......

ル 54,000 千

67 千円 ...

ル輸送の実施

備 329,000

.........

拡大事業 3

000 千円 ..

0 千円 ....

運行 6,400

千円 ......

0 千円 ....

60 千円 ...

の充実) 13

実施 2,854

0 千円 ....

(参照 P94) 13

.........

.........

市関係機関の

団地)の実施
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選」選定活用

の分譲 1,30

,410 千円 .

8,900 千円
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4,500 千円
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.........

施 1,800 千

.........

千円 ......

.........

施 27,112 千

千円 .....

.........

3,600 千円

.........

.........

千円 .....

.........

.........

.........

31,092 千円

千円 .....

.........

1,092 千円

.........

.........

の共同移転
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用 1,873 千
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.........
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(1)

(2)
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(4)

 (新)②

 (新)③

 (新)④

 (新)⑤

 (再掲⑥

地域自立

 地方分権)

 (新)①

 (新)②

 (新)③

 関西広域)

 関西①

 情報発信)

 (新)①

 (新)②

 (拡)③

 県民④

 (新)⑤

県民局・

 神戸県民)

 神戸の①

 安全②

 都市③

 対話④

 阪神南県)

 安全①

 活力②

 環境③

 阪神北県)

 良好①

 北摂②

 北摂③

 東播磨県)

 人・①

 水辺②

 いき③

)寄付金を活

)明石城築城

)有馬富士公

)甲山森林公

掲)淡路夢舞

立の推進 

権の推進 

)定住自立圏

)兵庫県連合

)兵庫県規制

域連合の活

西広域連合の

信体制の強

)広報官等外

)新たな広報

)多様な広報

民からの相談

)収蔵資料検

県民センタ

民センター

の魅力を生か

全・安心な地

市と自然を結

話と協働によ

県民センタ

全で安心な阪

力と魅力あふ

境と調和した

県民局 

好な住環境を

摂の強みを生

摂里山博物館

県民局 

もの・情報

辺との心豊か

きいきと暮

活用した明

城 400 周年

公園リニュ

公園正面広

舞台温室リ

圏推進研究

合自治会創

制改革推進

動の展開

の積極的な

化 

外部専門人

報戦略の推

報媒体によ

談体制の充

検索・閲覧

ターの主な

 

かした賑わいづ

地域づくり

結ぶ快適な

よる地域づ

ー 

阪神南 33,

ふれる阪神

た快適な阪

生かした“

生かした地

館(地域まるご

報が交流し

かな暮らし

らせる、安
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明石公園の整

年記念プレ事

ューアルの検

広場リニュー

リニューアル

究会の開催

創立 50 周年

進会議の設置

な事業展開

人材の登用

推進 26,944

よる広報の推

充実 52,870

覧システムの

な事業 

づくり＜県政

り 9,500 千

な環境づく

づくり 17,5

,529 千円 .

神南 55,645

阪神南 49,4

“ひょうご北

地域の元気づ

ごとミュージ

し、にぎわ

しが思い出に

安全安心な東

- 

整備 15,00

事業の実施

検討 12,60

ーアルの実

ルの推進(参

1,000 千円

年記念事業

置 762 千円

317,233 千

9,710 千円

4 千円 ....

推進 568,0

0 千円 ....

の構築 948

150 周年記念

千円 .......

り 26,708

560 千円 ..

.........

5 千円 ....

413 千円 ..

北摂ライフ”

づくり 58,

ジアム)構想

う東播磨づ

に残る東播

東播磨づく

00 千円 ...

施 56,500 千

00 千円 ...

実施 64,347
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.........
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 北播①

 いき②

 ふる③

 地域④

 安全⑤

 中播磨県)

 中播①

 活気②

 安全③

 西播磨県)

 戦略①

 活力②

 安全③

 但馬県民)

 あし①

 あし②

 あし③

 丹波県民)

 進め①

 安ら②

 淡路県0)

 地域①

 新た②

 安全③

県民局 

播磨「農」

きいき暮らせ

るさと意識の

域の資源を活

全な「北播磨

県民センタ

播磨の魅力を

気とにぎわい

全・安心とふ

県民局 

略的なツー

力あふれる西

全安心な西播

民局 

したのふる

したのふる

したのふる

民局 

めよう 丹波

らぎと活力に

県民局 

域の元気づ

たな島民づ

全・安心な島

と「食」の

せる「北播

の高揚と地

活かした広

磨」の創出

ー 

を活かした

いのある播

ふれあいの

リズム振興

西播磨の暮

播磨の社会

さと但馬で

さと但馬で

さと但馬を

波の森づく

に満ちた地

くり 155,5

くり 45,08

島づくり 1
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の魅力づく

播磨」の創出

地域に根ざ

広域観光の推

出 21,500 千

た交流の地域

播磨の顔づ

の地域づく

興による西播

暮らしづく

会基盤づく

で交流する

で暮らす 86

を支える 70

くり 62,386

地域づくり

516 千円 ..

89 千円 ...

15,137 千円

- 

りプロジェ

出 20,360

したしごと

推進 44,70

千円 ......

域づくり 1

くり 6,500

り 22,503

播磨の賑わ

り 57,890

り 14,510

78,398 千

6,994 千円

0,957 千円

6 千円 ....

102,617 千

.........

.........

円 ........

ェクト   40

千円 .....

との創出 47

00 千円 ...

.........

102,695 千

0 千円 ....

千円 .....

わいづくり 

千円 .....

千円 .....

千円 .......
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 .........

.........

千円 ......

.........
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.........
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.........

.........
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I 新

１ 

 (1)

 ①

 

 ②

新時代の兵

県政 150 周

県政 15

 (新)県政

県民と

を開催 

○ 開 

○ 開催

○ 出 

   

○ 内 

(拡)「兵庫

21世紀

姿とその

○ 展望

 基

 兵

・

  ・

  ・

兵庫づくり 

周年記念事

0 周年記念

政 150 周年記

とともに150

催 日 平

催場所 神

席 者 約

     

 容 記

記

小

兵

庫 2030 年の

紀兵庫長期

の実現に向

望の概要

基本方針 

・｢暮らしの

・「未来の活

・「ダイナ

兵庫の2030

人と技術の

 誰もが活

 充実する

事業の展開

念事業の推進

記念式典の

0周年を祝い

平成30年７月

神戸国際会館

約1,500人

    

記念演奏（芸

記念講演（

小中高生に

兵庫2030年の

（式典は、サ

の展望(仮称

期ビジョン

けた取組の

（検討案）

の質」の追

活力」への

ミックな交

0年の姿 

の共進化が

活躍できる働

る「自分時間

53 

 

進 

の開催

い、将来の兵

月12日（木

館 

（外国領事、

市町長・議

芸文センタ

(公財)ひょ

よる発表

の展望（仮

サンテレビ

称)」の推進

と兵庫県地

の方向性等を

追求 

の投資 

交流・環流」

が生む経済活

働き方  

間」   

兵庫の姿を

木） 

、関係省庁

議長、栄典

ター管弦楽団

ょうご震災記

（作文紹介、

仮称）の発表

ビで生中継

進

地域創生戦略

を取りまと

」の拡大

活力  ・

    ・

    ・

＜県政

を共有する機

庁、国会議員

典受賞者、県

団） 

記念21世紀

、合唱、事

表 等 

、ダイジェ

＜県政

略をつなぐ

め、県政1

 高まる防

 環境先進

 未来に挑

Ⅰ 新時代の

29,5

政150周年記

機会として、

員、近畿ﾌ

県議会、等

紀研究機構理

事例発表） 

ェスト版を

9,6

政150周年記

ぐ、2030年頃

50周年記念

防災力と復元

進地 

挑戦する人づ

の兵庫づくり

500 千円 

記念事業＞

記念式典

ﾞﾛｯｸ知事、

等） 

理事長）

夜に放送）

615 千円 

記念事業＞

頃の兵庫の

念式典で公表

元力 

づくり 

 

 

 

 

 

表 



 

 

 ③

 

  ・

  ・

○ 企画

○ 若者

 開

 参

○ 動画

 

(拡)県政

県政1

拓く礎

○ 概要

 対

 仕

 編

 発

 発

○ 編纂

 編

編

 編

構

 執

県

 安心の出

 健康長寿

画部会の運

者フォーラ

開催回数 

参加人数 

画等による

150 周年を

150周年の節

となる兵庫

要 

対象期間 

仕  様 

編纂期間 

発行部数 

発行時期 

纂体制 

編纂委員会

編集方針な

編集会議 

構成の決定

執筆分科会

県史の具体

 

出産・子育て

寿な暮らし

運営（310千

ラムの開催

３回（都市

100人程度

る普及啓発

を機とした兵

節目を迎え

庫県史を編纂

昭和42年～

本編１～

５年（予定

1,000部

平成34年

会 

など重要事項

定や分野間

会 

体的記述内容

54 

て    

    

千円） 

（993千円）

市、都市近

度（県内在住

（8,312千

兵庫県史の

えるにあた

纂（兵庫県

～平成30年

３巻程度＋

定） 

３月（予定

項を協議・

の調整、監

容について

    ・

    ・

） 

近郊、多自然

住・在学の

円） 

の編纂

り、これま

県百年史は、

年 

＋資料編、3

定） 

・検討 

監修を実施

て協議・検討

 御食国ひ

 交流で賑

然地域） 

の高校生、大

＜県政

＜地方創

までの歩みを

、昭和42年

3,200頁 

討 

Ⅰ 新時代の

ひょうご 

賑わう五国 

大学生） 

9,2

政150周年記

創生推進交付

を振り返り

年7月発行）

の兵庫づくり

200 千円 

記念事業＞

付金事業＞

り、次代を

 

 

 

 



 

 

 ④

 

 

 ⑤

 

(新)県庁発

初代県

への理解

○ 初代

○ 県政

（計

 

 

 

(新)フィナ

平成3

ーレを飾

○ 開催

○ 開催

○ 参 

○ 内 

 オ

 シ

 成

 フ

発祥の地の

県庁舎の復

解を深める

代県庁復元

政資料館

計画の内容

施設の役

施設の機

展示計画

管理運営

【初代

ナーレイベ

30年１月か

飾るイベン

催時期 平

催場所 県

加 者 30

 容 

オープニン

シンポジウ

成果発表会

フィナーレ

 

の整備促進

復元に着手す

る県政資料館

元施設：基本

（仮称）：基

容） 

役割、整備方

機能、規模

画、施設整備

営計画 

代県庁舎復

ベントの開催

から平成31年

ントを開催

平成31年３月

県公館 

00人（県政

携事

ング演奏 

ウム（「何で

会（県民連携

レ演奏 

55 

するととも

館（仮称）

本設計等の

基本構想・基

方針 

備計画、

復元模型】

催

年３月の15

月 

政150周年記

事業実施団体

でも150事業

携事業実施

もに、県民が

の基本計画

の実施 

基本計画の

5か月にわた

記念事業推進

体、一般県

業」関係の

施団体、大学

＜県政

が県の成立

画を策定 

の策定 

＜県政

たる県政15

進協議会、

県民等） 

のテーマ） 

学生等） 

Ⅰ 新時代の

36,2

政150周年記

立や兵庫五国

2,3

政150周年記

50周年記念

企画委員会

の兵庫づくり

286 千円 

記念事業＞

国の歴史等

300 千円 

記念事業＞

念のフィナ

会、県民連

 

 

等

 

連



 

 

 (2)

 ①

県民との

(拡)県民と

県政1

る創意工

 助

 補

①

②

③

 対

 助

※

 

 

 

 

 

 

 

の協働によ

との協働推

150周年の節

工夫にあふ

助成対象 

 

補助要件 

①県民自ら

なること

②一過性の

③対外的に

対象経費 

助 成 額 

対象

５～15

15～30

30～45

45～60

60～75

75 万

※事業費100

的な事業や

（特認事業

よる県政 15

推進事業

節目を迎え

ふれた様々な

原則、県内

学生グルー

ら、ふるさと

と 

のイベントで

に県政150周

印刷製本費

謝金、交通

対象事業費

象事業費 

5 万円未満

0 万円未満

5 万円未満

0 万円未満

5 万円未満

万円以上 

0万円以上の

や市町との

業：上限50

56 

50 周年記念

えることか

な取組を支

内で活動す

ープ、NPO法

と兵庫の再

ではなく、

周年記念事業

費、通信費

通費、人件

費に応じて

満 事業

満 

満 

満 

満 

の事業のう

の協働事業等

00万円）

念事業 

ら、県内で

支援 

する地域団体

法人、実行

認識や新た

今後に繋が

業であるこ

費、消耗品

件費 等 

て、定額 

助

業費全額（

15

25

35

45

50

うち、記念事

等は、対象

＜県政

で活動する団

体、ボラン

行委員会 等

たな兵庫づ

がる物的・

ことを明示す

費、使用料

助成額 

１万円未満

5 万円 

5 万円 

5 万円 

5 万円 

0 万円 

事業の趣旨

事業費の1

Ⅰ 新時代の

150,0

政150周年記

団体が企画

ンティア団体

等 

づくりを考え

人的成果が

すること 

料、委託料

満切捨） 

に強く合致

/2以内の助

の兵庫づくり

000 千円 

記念事業＞

画・実施す

体、 

える機会と

が残ること

料、保険料、

致する全県

助成を実施

 

 

 

 

県

施



 

 

 ②

 

 ③

 

 ④

 

(拡)若者が

未来を

○ (拡

県

等に

 実

 事

○ (新

若

ユー

し、

(新)ひょう

子ども

識を統合

○ 配布

○ 作成

(新)県政

ノベル

に記念事

○ 啓発

啓 

○ マス

 Ｎ

 サ

 ラ

が考える県

を担う高校

拡)高校生が

県立高校生

に対して地

実施校数 

事業単価 

新)大学生が

若者の視点

ースチーム

、実施 

うごのふる

もたちの兵

合したりで

布対象 全

成部数 15

150 周年記

ルティ等啓

事業実施期

発物の作成

発 物 リ

スコミ等と

Ｎ Ｈ Ｋ 

サンテレビ 

ジオ関西 

県政 150 周年

校生や大学生

が考える県政

生が独自の視

地域活性化に

147校（全

300千円

が考える県政

点から見た県

ムをはじめ

るさと魅力発

兵庫への愛着

できる副読本

全公立中学校

51,700部

記念事業の広

啓発物の作成

期間中、県政

成 

ーフレッ

との連携事業

「新兵庫史

「150周年

「県政150

57 

年記念事業

生の視点で

政150周年記

視点で兵庫

に向けた提

全県立高等学

（平成29年度

政150周年記

県政150周年

とする大学

発見事業(副

着を高める

本を作成、

校・義務教

広報展開

成や、マス

政150周年

ト、ピンバ

業 

史を歩く」

年記念特別番

周年ラジオ

業

で県政150周

記念事業

庫の魅力を考

提案を実施

学校及び中

度：100千

記念事業

年の意義を

学生等が自

副読本の作

るため、兵庫

配布 

教育学校・

スコミ等との

をPR 

バッジ、う

 

番組」 

オ番組」

＜県政

周年記念事業

（44,100千

考案し、企

中等教育学校

円） 

（1,000千円

を発信してい

らイベント

作成)

＜県政

庫の魅力を

中等教育学

＜県政

の連携によ

ちわ各15,0

など 

Ⅰ 新時代の

45,1

政150周年記

業を企画し

円） 

企業や関係団

校） 

円） 

いくため、

トや発表会等

15,6

政 150 周年記

を俯瞰的に見

学校生徒 

47,0

政150周年記

より、７月1

000個 等 

の兵庫づくり

00 千円 

記念事業＞

し、実施 

団体、地域

地域創生

等を企画

681 千円 

記念事業＞

見たり、知

000 千円 

記念事業＞

2日を中心

 

 

域

  

知

 

心



 

 

 ⑤

 

 ⑥

 

 

(新)姉妹

県政1

や将来の

○ 事業

 姉

基

 友

地

ネ

 兵

友

○ 開催

○ 開催

○ 招

(新)ふるさ

ふるさ

化・郷土

○ 県政

 場

 期

○ サテ

 場

 期

・友好州省

150周年を記

のあり方を

業内容 

姉妹・友好

基調講演、

友好州省ト

地場産品や

ネスマッチ

兵庫魅力発

友好州省首

催時期 平

催場所 神

神

聘 者 姉

さと関連資

さと意識を

土資料でた

政150周年記

場 所 歴

期 間 平

テライト展

場 所 県

期 間 平

 

省サミットの

記念し、姉

を内外に発信

好州省サミ

事例発表、

トップセール

や観光交流に

チングを実施

発信ツアー

首長に対して

平成30年９月

神戸ポートピ

神戸国際展示

姉妹・友好州

資料でたどる

を醸成するた

たどる展覧会

記念展示室

歴史博物館

平成30年４月

展示コーナー

県内７施設

平成30年６月

58 

の開催

姉妹・友好省

信するサミ

ット 

、意見交換

ルスＰＲ展

に関するト

施 

て兵庫の魅

月５日（水

ピアホテル

示場（トッ

州省等20地

る“ひょう

ため、兵庫

会を開催

室の設置 

１階歴史工

月～平成31

ー 

月～８月

省等20地域

ミットを開催

換、共同声明

展示 

トップセール

魅力を伝え

水）～８日

ル（サミッ

ップセールス

地域の首長

うごの姿”

庫の誕生か

工房 

1年３月 

（予定） 

＜県政

域の代表者を

催 

明 

ルス及び県

る県内周遊

（土） 

ト） 

スＰＲ） 

＜県政

ら始まる15

Ⅰ 新時代の

36,9

政 150 周年記

を招き、交

県内事業者

遊バスツア

4,4

政 150 周年記

50年の歴史

の兵庫づくり

900 千円 

記念事業＞

交流の成果

とのビジ

ーを実施

403 千円 

記念事業＞

史を学術文

 

  

  



 

 

 (3)

 ①

     

 

 

 

 

 

県政 15

(拡)ひょう

ふれあ

とともに

○ 全県

 ・開

・開

  ※

・基

・実

県

地

他

(新

（

 ○(新)

 

阪神

西播

コ

丹波

御食

0 周年記念

うご五国博

あいの祭典

に、各地域

県イベント

開催場所 県

開催時期 平

「兵庫県民

基本理念 

実施内容 

県内の文化・

地域資源を活

他地域の資源

新)県政150

（ふれあいま

)県内各地域

（伝統文化の

神北彩りフ

播磨オータ

ウノトリ翔

波の森づく

食国オータ

念の機運醸成

博（ふれあい

典を、県政1

域（五国）の

ト 

県立明石公

平成30年10月

民農林漁業祭

「地域・交流

・スポーツ等

活かした参加

源や活動な

0周年記念事

まちなかイ

域（五国）

の発信、自

候補事業

フェスタ 

タムスポーツ

翔る但馬ま

くり30周年記

タムフェア

59 

成 

いの祭典）

150周年記念

の主要イベ

公園及びその

月20日（土

祭」と同時開

流・共生」

等の団体と

加型メニュ

ど、兵庫県

事業 

イベント、事

主要イベン

自然を活かし

業名 

ツフェスタ

るごと感動

記念シンポ

の開催

念事業「ひ

ベントを関連

の周辺 

土）～21日

開催 

 

と連携し、多

ューの充実

県全体の魅力

事前PRイベ

ントとのタイ

したスポー

タ 

動市 

ポジウム等

＜県政

＜地方創

ひょうご五国

連事業とし

（日）（予定

多彩なジャ

力と元気を

ベント 等）

イアップ 

ツイベント

開催

1

９

1

1

1

Ⅰ 新時代の

35,0

政150周年記

創生推進交付

国博」と位

してタイア

定） 

ンルでの交

発信 

） 

ト等） 

催時期 

0月 

９月 

1月 

1月 

1月 

の兵庫づくり

000 千円 

記念事業＞

付金事業＞

位置づける

ップ開催

交流促進 

 

 

 



 

 

 ②

 ③

 

 

 

(新)県政

県政1

○ 実施

○ 事業

○ 県立

兵

も、

 

 

(新)県政

県民

兵庫県も

○ 日 

○ 打ち

  

 

【参考（昨

第47回

日 時

主 催

   

場 所

内 容

集 客

150 周年記

150周年を記

施期間 平

業のPR 広

立施設以外

兵庫県博物

、７月12日

150 周年み

とともに兵

も参画し、

  時 

ち上げ数 

   

昨年度実施

回みなとこ

時：平成29

催：みなと

 （神戸

神戸

所：神戸港

容：開港15

を拡大

客：約33万

記念県立美術

記念し、県

平成30年７月

広報用パンフ

外への呼びか

物館協会に加

日を中心とす

みなとこうべ

兵庫県政150

特別版の花

平成30年

15,000発

（県政150周

施概要）】

こうべ海上花

9年８月５

とこうべ海上

戸市、神戸港

戸海事広報協

港（新港突堤

50年を記念

大して実施

万人 

60 

術館・博物

県内全域の県

月12日（木

フレット等

かけ 

加入する14

する１～２

べ花火大会

0周年を祝

花火大会を

８月４日

周年記念特別

花火大会

日（土）19

上花火大会

港振興協会

協会、サン

堤～メリケ

念して、打ち

物館無料開放

県立美術館

木）～16日

等の作成、S

45施設のう

２日の無料開

会の実施

うため、「み

を実施 

（土）19：3

別版として

9:30～20:3

会実行委員会

会、神戸新聞

ンテレビジ

ケンパーク南

ち上げ数15

放事業

＜県政

館・博物館等

（月・祝）

SNSでの発信

うち民間・

開放を呼び

＜県政

みなとこう

30～20:30 

て例年の1.5

30 

会 

聞社、神戸

ョン、ラジ

南側海上よ

5,000発（例

Ⅰ 新時代の

8

政 150 周年記

等の無料開

の５日間 

信 

市町立施設

びかけ 

30,0

政150周年記

べ海上花火

5倍に規模

戸商工会議所

ジオ関西） 

より） 

例年の1.5倍

の兵庫づくり

895 千円 

記念事業＞

開放を実施

設に対して

000 千円 

記念事業＞

火大会」に

を拡大）

所、 

倍）に規模

 

 

 

に

模



 

 

 ④

 

 ⑤

 

(新)東京圏

本県の

を高める

○ 実施

○ 実施

○ 事業

 オ

 ア

(新)何でも

県民参

ト10を投

○ 項 

圏での県政

の認知度・

るため、東

施期間 平

施場所 三

業内容 

オープニン

・招 待 者

（東京兵

・オープニ

・キーノー

アースガー

・県政150周

・五国の風

も 150 事業

参加のもと

投票 

目 例 人

 

政 150 周年

魅力アップ

東京圏におい

平成30年７月

三井住友銀行

ングイベン

者 300人程

兵庫県人会

ニング演奏

ートスピー

ーデンでの展

周年の歩み

風土・歴史、

業の実施

と、各項目に

人（政治家、

61 

PR フェアの

プのために

いても積極

月２日（月

行東館（東

ト 

程度 

、県内高校

チ・対談

展示等 

みのパネル

、農水産物

について、

、文化人、

の開催

に実施する、

極的なPRを実

月）～７月1

東京都千代

校同窓会、

等 

展示 

物、文化等の

インターネ

スポーツ選

＜県政

、県政150周

実施 

15日（日）

田区） 

カムバック

のパネル展

＜県政

ネットや各

選手等）、

Ⅰ 新時代の

8,0

政150周年記

周年記念事

 

クセンター

展示 等 

7

政150周年記

各種イベント

名所、祭

の兵庫づくり

000 千円 

記念事業＞

事業の効果

登録者等）

700 千円 

記念事業＞

ト等でベス

りなど 

 

 

 

 



 

 

２ 

 ①

 ②

 

地域創生

(新)ひょう

少子高

実現する

体等の取

○ ひ

○ 事業

 

(拡)地方創

少子高

み、将来

元気づ

○ 地方

 国

 新規

 対

 負

○ 国申

 

の展開 

うご地域創

高齢化の進

るため、県

取組に対し

ょうご地域

申請上

市町負担

業期間 平

※

創生推進交

高齢化の進

来にわたっ

くりを柱と

方創生推進

国 予 算 額

規申請可能事業数 

対象事業例

負 担 割 合

申請事業一

(拡)申請事

 

創生交付金制

進展や本格的

県地域創生戦

して支援する

域創生交付金

予

限額 

担率 

平成30～31年

※戦略期間

年度）２カ

継続を検討

交付金事業の

進展や人口減

て活力ある

とする「地域

進交付金の概

額  1,000億

１都道府

例 自立性、

合  国1/2、

一覧 

事業数 19事

62 

制度の創設

的な人口減

戦略又は市

る新たな交

金の概要

予算額 

政令

上記

政令

上

年度 

（平成27～

カ年実施し

討 

の推進

減少等の構

る地域社会

域創生」の

概要 

億円 

府県当たり

官民協働、

県1/2 

事業（平成

設

減少の中にあ

市町版地域創

交付金を創設

令・中核市

記以外の市

町 

令・中核市

上記以外 

～31年度）

し、兵庫県の

構造的な課題

会を構築して

の取組を推進

５事業 

地域間連携

成29年度：1

あっても、

創生戦略に

設 

40億

市 

市 

市 

を見据え、

の地域創生

題に、中長

ていくため

進 

携、政策間連

14事業） 

Ⅰ 新時代の

2,000,0

活力ある地

に基づく市町

億円（県費

2.5億

1.5億

0.5億

2/3

1/2

当面（平成

生戦略の改定

3,059,5

長期的な視点

め、人口対策

連携がある先

の兵庫づくり

000 千円 

地域社会を

町、地域団

費20億円）

億円 

億円 

億円 

3 

2 

成30～31

定に併せて

599 千円 

点で取り組

策と地域の

先駆的事業

 

団

て

組



 

 

 ③

 

 ④

(新)地方創

地方創

向上につ

○ 地方

 国

 申

 負

ニュースバ

放射光次世

金属新素材

北淡路地域

農業技術セ

森林林業技

水産技術セ

但馬水産技

(拡)ふるさ

県民局

的に推進

○ 配

 地

 

＜地

予算額 

1,750 

創生拠点整

創生拠点整

つながる先

方創生拠点

国 予 算 額

申請上限額

負 担 割 合

バル放射光

世代金属材

材研究セン

域活性化プ

センター機

技術センタ

センター機

技術センタ

さと創生の

局・県民セ

進するため

分 枠 

地域創生枠

・地方創生

・県単独事

(拡)県政15

地域創生枠

神戸 阪

121 

整備交付金事

整備交付金を

先導的な設備

点整備交付金

額  600億円

額 １都道府

合  国1/2、

事業名

光施設新線形

材料開発拠点

ンター開設事

プロジェク

機能強化事業

ター機能強化

機能強化事業

ター機能強化

合  

の推進 

ンターにお

め、地域の実

枠      

生推進交付金

事業分   

50周年記念

枠・県政150

神南 阪神北

139 172

63 

事業の実施

を活用し、

備整備等を

金の概要

円（事業費ベ

府県あたり

県1/2 

名 

形加速器附

点整備事業

事業 

ト 

業 

化事業 

業 

化事業 

計 

おいて策定

実情に応じ

   12.

金事業分2.

    1

念事業枠 

0周年記念事

北 東播磨 北

2 174

施

［平成29年

中小企業の

を推進 

ベース：1,

り 事業費30

附属棟整備

業 

定した地域創

じた施策を機

.5億円 

.5億円 

10億円 

５億円 

事業枠の配

北播磨 中播

174 1

年度２月経

の生産性向

,200億円）

0億円程度 

事業 

3

＜地方創

創生戦略に

機動的に展

配分額＞  

磨 西播磨 

40 207 

Ⅰ 新時代の

3,159,0

経済活性化対

上や地域産

 

（単位

事業費 

200,000

300,000

491,000

900,000

685,500

300,500

162,000

120,000

3,159,000

1,750,0

創生推進交付

基づく事業

展開 

 (単位

但馬 丹

236 

の兵庫づくり

000 千円 

対策補正］

産業の所得

位：千円）

掲載頁

252 

252 

253 

371 

281 

304 

311 

311 

― 

000 千円 

付金事業＞

業等を積極

：百万円)

丹波 淡路

171 216

 

 

得

 

 

極

6



 

 

 

 ⑤

(新

ロ

(新

プ

芸

プ

※ 各県

区

神戸県

阪神南

阪 神

東 播

北 播

中播磨

西 播

但 馬

丹 波

淡 路

(拡)「ふる

寄附金

域創生を

事業化 

事

新)初代県庁

ジェクト 

新)暴力団事

プロジェクト

芸術文化セン

プロジェクト

県民局・県

区 分 

県民センタ

南県民センタ

北 県 民

磨 県 民

磨 県 民

磨県民センタ

磨 県 民

県 民

県 民

県 民

るさとひょ

金による地

を推進し、

業名 

庁復元等応援

事務所撤去応

ト 

ンターへの応

ト 

県民センター

ー 
県庁発

業、神

ター 
全国運

ークセ

局 
“ひょ

山博物

局 
ふれあ

池文化

局 
北播磨

進事業

ター 
日本遺

路・播

局 
西播磨

キング

局 
日本遺

たじま

局 
丹波の

く事業

局 
「日本

「鳴門

ょうご寄附金

地域づくりへ

活力ある地

目標

援プ
100,

応援 
5,

応援 
2,

64 

ーの主な事

発祥の地再

神戸ジャズ

運河サミッ

センター完

ょうご北摂

物館（地域

あいフェス

化の創造（

磨「農」と

業 等 

遺産「銀の馬

播磨の酒」の

磨インバウ

グの推進、

遺産「銀の

ま暮らしの

の森づくり

業、観光情

本のはじま

門の渦潮」

金」の募集

への参画を

地域社会を

標額

000

県政1

ちや歴

設の整

000

県民の

が住民

訟等を

000

障害の

に舞台

い設備

事業（Ｐ453

主な

再発見事業

ズの歴史と魅

ットin尼崎運

完成記念関連

摂ライフ”ア

域まるごとミ

スティバルi

（ため池博覧

「食」の祭

馬車道・鉱石

の海外ブラ

ウンド受入基

カヌーの聖

馬車道・鉱

推進、山陰

30周年記念

情報の戦略的

り淡路島」

の世界遺産

集

を促進するた

を構築するた

150周年を契

歴史を振返

整備等を推進

の生活の平穏

民の委託を受

を支援 

のある方、高

台芸術を楽し

備に改善 

3～462参照

な事業 

、六甲山1

魅力発信事

運河の開催

連事業 等

アピール事

ミュージア

in東播磨の

覧会2018の

祭典、北播

石の道」推進

ンド化推進

基盤整備、

聖地「音水

鉱石の道」

陰海岸ジオ

念事業、丹

的発信事業

観光情報

産登録に向

ため、兵庫

ために有益

事業内容

契機として、

ることがで

進 

穏を確保する

受けて行う

高齢者、妊婦

しんでいただ

Ⅰ 新時代の

照） 

150年の歴

事業 等 

催、甲山森

等 

事業の充実

アム）構想の

の開催、新

の開催等） 

播磨インバ

進プロジェ

進プロジェク

西播磨山

水湖」づくり

推進プロジ

オパークの推

丹波の森宣

業 等 

報発信事業、

向けた取組の

299,3

庫の強みを活

益な提案・ア

（単

容 

県民が兵庫

できる初代県

るため、暴追

暴力団事務

婦の方など誰

だけるよう

の兵庫づくり

史回顧事

森林公園パ

実、北摂里

の推進等 

新たなため

等 

ウンド推

クト、「姫

クト 等 

城ウォー

り 等 

ジェクト、

推進 等 

宣言に基づ

 

の推進 等

300 千円 

活かした地

アイデアを

位：千円）

庫県の成立

県庁復元施

追センター

務所撤去訴

誰もが快適

、使いやす

 

地
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事業名 目標額 事業内容 

県立美術館・博物館 

等応援プロジェクト 
20,000  

 

芸術の秋 県美プレ

ミアム展の無料開放

事業（県立美術館） 

1,000
県美プレミアム展の無料開放期間を設定すると

ともに美術をテーマとした講演会を実施 

着付け体験事業 

（歴史博物館） 
3,500 着付け体験で必要な十二単を購入 

ひとはくkidsキャラ

バン応援事業 

（人と自然の博物館） 

3,000
県内の幼稚園、保育園等を訪問するひとはくkids

キャラバンの訪問先を増加 

大中遺跡いこいの空

間プロジェクト 

（考古博物館） 

4,000
大中遺跡を「いこいの空間」として整備し、史跡パ

ンフレットを作成 

県立図書館所蔵充実

事業（県立図書館） 
5,000 貴重な郷土資料の収集及びデジタル化を実施 

開館５周年モニュメ

ント制作事業 

（横尾忠則現代美術館） 

1,500
横尾氏デザインによる立体作品（モニュメント）

を制作し、美術館敷地内に設置 

最古の登窯焼成公開

事業（陶芸美術館） 
2,000

丹波焼の里のシンボルである最古の登窯の保

存・活用を図るため、焼成事業の一般公開、体験

等を実施 

未来を担う県立大学生への

応援団募集プロジェクト 
3,000

県立大学が設立する｢学生応援基金｣により、学生

の社会貢献活動や地域創生の取組を応援 

ひょうご若者被災地応援プ

ロジェクト 
1,000

被災地を継続的に支援する若者のボランティア

活動を応援することにより、被災地支援にかかる

人材を養成 

コミュニティカフェ開設 

応援プロジェクト 
2,000

コミュニティカフェの立ち上げ経費を助成し、孤

立した高齢者と地域社会との交流を推進 

「子ども食堂」応援 

プロジェクト 
3,000

NPO法人や地域住民グループが実施する「子ども

食堂」運営事業を県内全域へ拡大するため、立上

げ経費を助成 

ひょうご孫ギフト 

プロジェクト 
20,000

子育てにやさしい兵庫づくりの気運を高めるた

め、一定額以上の寄附者に県内の企業による子育

てギフトを贈呈するとともに、県内の私立保育

所、幼稚園等に県産木材玩具を寄贈 

児童養護施設や里親の下で

育つ子ども応援プロジェク

ト 

3,000

児童養護施設や里親委託など社会的養護の下で

育った子どもたちの将来が、生まれ育った環境で

左右されないよう、自立や夢を実現するための努

力を応援 

小児筋電義手バンクへの 

応援プロジェクト 
5,000

上肢を欠損した子どもの発育に有用な筋電義手、

小児向け運動用義手の普及を図り、補装具費支給

(特例補装具)への移行を推進するとともに、運

動・スポーツ活動を支援 

障害者アスリートへの 

応援プロジェクト 
1,500

夢と希望を与えてくれる障害者アスリートを支

援するため、練習等に使用する競技用具を購入 



Ⅰ 新時代の兵庫づくり 

 

 

66 

事業名 目標額 事業内容 

県立学校環境充実応援 

プロジェクト 
100,000

教育の一層の活発化を図るため、学校毎に募集項

目を設定し、寄附を募ることにより、各校の特色

ある教育活動や教育環境を充実 

子犬子猫の飼い主捜し等 

応援プロジェクト 
11,000

殺処分の減少を目指し、子犬子猫の保育等にボラ

ンティアの協力を得ることで犬猫の譲渡を推進

するとともに、譲渡事業による適正飼養の啓発、

動物愛護センターの愛護館ライブラリーの蔵書

拡充を推進 

コウノトリ野生復帰 

プロジェクト 
3,000

野生復帰に向けたDNA検査や放鳥拠点調査・整備、

馴化（環境適応）訓練などを実施 

神戸マラソンの開催応援 

プロジェクト 
17,500

市民ランナーがトップランナーと共に走れる魅

力的で質の高い大会づくりを目的としたコース

改善、国際エリートランナーの招聘等を実施 

神戸新開地・喜楽館応援 

プロジェクト 
2,000

神戸・新開地に賑わいを創出するため、神戸新開

地・喜楽館(落語の常設寄席・平成30年夏オープ

ン予定)の運営を支援 

神戸ルミナリエの開催応援

プロジェクト 
300

震災復興に向け、人々の希望と勇気をもたらすイ

メージシンボルの役割を担う神戸ルミナリエの

開催を応援 
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 ①

行財政構造

改革の検証

行革推

検証する

○ 行財

○ 行財

○ 公社

（再掲）平

分 

組  

（本庁

定  

事務事

投資的

公的施

県  

造改革の実

証とポスト

推進条例が

るとともに

財政構造改

財政構造改

社等経営評

平成19～30

野 

織 

庁） 

本

本

本

員 

一

事業 

一

的事業 
地

施設 

施

公

税 
徴

実現 

ト行革の枠組

が平成30年度

に、平成31年

改革審議会の

改革県民会議

評価委員会の

0年度の主な

本庁の部の

本部の削減

本庁組織へ

一般行政部

・職員：△

・非常勤嘱
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・８施設 
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･５施設［

徴収歩合（

96.5％(9
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組みの検討

度で終期を

年度以降の

の運営（６

議の運営

の運営（11

な取り組み

の削減６→５

減 34→25

への「班制」

部門の定員削

△2,484 人(

嘱託員等：△

費等の削減

務費は約 3

業費を毎年

ち毎年度４

費・指定経費

ち毎年度５

計画の水準を

業費：2,54

町移譲 

る指定管理者

［H19］→26

（目標：全国

97.2％)［H

討 

を迎えるこ

の行財政運営

６回） 

（２回） 

1回） 

み内容（詳細

内容

５（H20）

［H23～29］

」の導入（

削減 

△30.0％)

△223 人(△

 

0％、施設

年度 10％削

%相当額を

費を除く一般事

%相当額を

を基本とし

40億円［H1

者の選定 

6 施設［H3

国平均を上

H19］→98.

とから、こ

営の枠組み

細は予算の

容 

］  
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△11.9％)

維持費は約
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0］ 

上回る） 
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みを検討 
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財源として
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の兵庫づくり

取組状況を
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安心できる

子育て環境

子育て支

保育の受け皿

(新)ひょう

平成3

実施 

○ 全体

現

巻

 ス

平

平

○ ひ

多

環境

 ス

平

平

(拡)保育所

認定こ

ア 保育

○ 実施

○ 対象

○ 箇所

○ 補助

○ 負担

※

社会づくり

境の一層の

支援の充実

皿確保＞ 

うご子ども

31年度の子

体プランの

現行プラン

く環境を把

スケジュー

平成30年度

平成31年度

とり親家庭

多岐にわた

境整備に向

スケジュー

平成30年度

平成31年度

所・認定こ

こども園等

育所緊急整備

施主体 市

象経費 保

所数 21か

助基準額 

担割合 国

( )「安心子

り 

の充実 

実 

も・子育て未

子ども・子育

の改定 

ンに基づく施

把握するため

ール 

度 県民意識

度 子ども

庭等の自立促

たるひとり親

向けた施策を

ール 

度 ひとり親

度 ニーズに

こども園整備

等の施設整備

備事業（2,

市町 

保育所・認定

か所 

149,800円

国1/2(2/3)、

子育てプラ

68 

未来プラン

育て未来プ

施策の効果

め県民意識

識調査 

・子育て会

促進計画の

親の抱える

を検討する

親家庭等実

に応じた施

備等の推進

備や運営等

,153,610千

定こども園

円（定員60人

、市町1/4

ラン実施計画

ンの改定

プランの改定

果検証、新た

識調査の実施

会議におけ

の改定 

る問題やニー

るためひと

実態調査 

施策の検討、

進

等に要する経

千円（安心

(保育機能

人の場合）

（1/12）、事

画」の採択

Ⅱ 

定に向けて

たな県民ニ

施 

る検討・プ

ーズを把握

り親家庭等

、改定作業

（一部法

経費に対し

こども基金

部分)の施

 

事業者1/4 

択による財政

安心できる

4,5

て、県民意識

ーズや子育

プランの改

握し、子育て

等実態調査

業 

3,689,7

法人県民税超

し助成 

金）） 

施設整備に要

政支援対象

る社会づくり

528 千円 

識調査等を

育てを取り

定 

てしやすい

を実施 

723 千円 

超過課税）

要する経費

象市町 

 

い

 

費 



Ⅱ 安心できる社会づくり 

 

 

69 

イ 認定こども園整備事業（1,080,747千円(認定こども園施設整備交付金、安心こども基金)） 

○ 実施主体 市町 

○ 対象経費 認定こども園(幼稚園機能部分)の施設整備に要する費用 

○ 箇 所 数 44か所 

○ 補助基準額 119,200千円（定員40人の場合） 

○ 負担割合 国または基金1/2、市町1/4、事業者1/4 

ウ 認定こども園施設整備補助（61,650千円（法人県民税超過課税）） 

○ 実施主体 幼稚園型認定こども園を整備する私立幼稚園 

保育所型認定こども園を整備する民間保育所 

○ 対象経費 交付金事業及び基金事業の補助対象外となる保育室の増築、  

調理室の設備、ベビーベッド等の備品 等 

○ 箇 所 数 10か所 

○ 補助基準額 園児１人当たり822千円（上限15人：12,330千円/１か所） 

○ 負担割合 県1/2、事業者1/2 

エ 移行促進補助（36,000千円（教育支援体制整備事業費交付金、法人県民税超過課税））  

○ 実施主体 認定こども園への移行を予定している私立幼稚園または民間保育所 

○ 対象経費 認定こども園への移行準備に要する経費 

○ 箇 所 数 45か所 

○ 補助基準額 1,600千円 

○ 負担割合  

￭ 私立幼稚園 国1/2、事業者1/2（教育支援体制整備事業費交付金） 

￭ 民間保育所 県1/2、事業者1/2（法人県民税超過課税） 

オ 幼稚園耐震化整備事業（313,581千円（認定こども園施設整備交付金）） 

○ 実施主体 学校法人または社会福祉法人 

○ 対象経費 認定こども園に移行する幼稚園の耐震性が劣る園舎の建替 

等に要する費用 

○ 箇 所 数 ２か所 

○ 補助基準額 119,200千円（定員40人の場合） 

○ 負担割合 国1/2、事業者1/2 

カ 賃貸物件による保育所等整備支援事業（16,000千円） 

○ 事業主体 市町 
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○ 対象施設 民間保育所、認定こども園、地域型保育事業 

○ 補助要件 賃貸物件を活用し、施設の新設等により定員を拡大する保育所、

認定こども園、地域型保育事業であって、建物賃料が賃料加算

の額の1.5倍を超え、３倍以下である施設 

○ 対象経費 賃料加算額を1.5倍にした額と建物賃料の差額 

○ 負担割合 県1/3、市町1/3、事業者1/3 

○ 箇 所 数 15カ所 

○ 事業期間 平成34年度まで 

キ 保育定員の拡大に伴う保育環境改善事業（20,000千円） 

○ 事業主体 市町 

○ 対象施設 民間保育所、保育所型認定こども園 

○ 補助要件 定員を５人以上拡大する場合 

○ 対象経費 遊具等の備品や保育環境の維持・向上に必要な施設整備に要す

る経費 

○ 補助基準額 2,000千円／園 

○ 負担割合 県1/3、市町1/3、事業者1/3 

○ 箇所数  30ヶ所 

ク (新)保育所等用地取得に関する利子負担軽減事業(8,135千円) 

保育所等を整備するために用地を取得した場合に、用地取得に係る利子負

担への支援を実施 

○ 事業主体 市町 

○ 対象施設 保育所等の新増設で定数を５人以上拡大するもので、用地取得

にあたり福祉医療機構から借入を行うもの 

○ 対象経費 借入期間中の利子総額 

○ 補 助 率 1/2 

○ 負担割合 県1/2、市町1/2 

  



 

 

 ③ (拡)地域子

家庭や

などに対

法に基づ

○ 負担

○ 財源

事業名

地域子育て

支援拠点事

利用者支援

事業 

ファミリー

サポート・

センター事

一時預かり

事業 

ひょうご放

後プラン推

事業 

（児童クラブ

放課後児童

ラブ整備費

助事業 

延長保育事

子ども・子

や地域にお

対応するた

づく事業を

担割合 国

源措置 消

 

て 

事業

乳幼児

を開設

実施 

（対象

援 

子育て

保育

うとと

（対象

ー・

・ 

事業

育児の

一時預

互援助

ー・サ

（実施

り 

家庭に

になっ

預かり

（対象

放課

推進

ブ型）

就労等

安全で

裕教室

た放課

（支援

童ク

費補

放課後

繕・設

（対象

事業

通常の

こども

を実施

（対象

子育て支援事

おける子育て

ため、市町が

を推進 

国1/3、県1/

消費税率引き

児及びその

設し、子育て

象施設：322

て中の親子等

・保健その他

ともに、関係

象施設：106

の援助を行い

預かり（病児

助に関する

サポート・セ

施市町：31

において一

った乳幼児等

りを実施 

象施設：1,0

等により昼

で健やかな居

室、児童館、

課後児童クラ

援の単位数

後児童クラブ

設備整備等）

象施設：117

の利用時間以

も園・民間保

施 

象施設：1,4

71 

事業等の実

て機能の低

が地域の実

/3、市町1/

き上げによ

事業内容

保護者が相

てについての

2か所） 

等を対象に、

他の情報提供

係機関との連

6か所） 

いたい人と受

児・病後児預

連絡、調整

センター運営

市町） 

時的に保育

等について、

071 か所）

昼間保護者が

居場所の確保

、保育所、団

ラブの設立

：1,352 か

ブの整備（創

）に対して助

7か所） 

以外の日及び

保育所・地域

405 か所）

実施

低下や子育て

実情に応じて

/3  

よる社会保障

容 

相互に交流を

の相談や情報

、身近な場

供、相談・助

連絡調整等

受けたい人

預かりを含む

整活動を行う

営を支援 

育を受けるこ

、保育所等で

が家庭にいな

保に向けて

団地の集会室

・運営を支

か所） 

創設・改築

助成 

び時間にお

域型保育事業

Ⅱ 

ての中の親

て実施する

障の充実分

を行う場所

報提供等を

所で教育・

助言等を行

を実施 

をつなぎ、

む）等の相

うファミリ

ことが困難

で一時的な

ない児童の

、学校の余

室を活用し

援 

・大規模修

いて、認定

業等で保育

安心できる

5,708,5

親の不安感等

る子ども・子

分 

負担割合

国 1/3 

県 1/3 

市町 1/3 

る社会づくり

500 千円 

等の増大

子育て支援

合 所要額

539,17

237,65

76,30

649,85

2,989,29

383,50

381,03

（単位：千円

 

援

 

76

51

06

56

91

09

33

円）
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事業名 事業内容 負担割合 所要額 

病児・ 

病後児保育 

推進事業 

就労の状況等から病気・病後の子どもを看るこ

とができない保護者を支援するため、病児等を

保育できる体制整備を推進 

（対象施設：87 施設） 

国 1/3 

県 1/3 

市町 1/3 

285,954

病児・病後児

保育施設整備

費補助事業※ 

病児・病後児を保育する施設の整備費を助成 

（対象施設：１か所） 
12,234

子育て短期 

支援事業 

保護者の疾病・疲労、精神上の理由等により、

一時的に児童を養育することが困難となった場

合等に、児童養護施設等において養育・保護を

行う事業に助成 

（延べ日数：9,641 日） 

15,653

子どもを守る

地域ネット 

ワーク機能 

強化事業 

児童虐待の発生予防・早期発見・早期対応に資

するため、子どもを守る地域ネットワーク構成

員の専門性の強化等を推進 

（実施市町：29 市町） 

20,679

乳児家庭全戸

訪問事業 

生後 4か月までの乳児のいる家庭を訪問し、養

育環境及び母児の状況把握、育児相談等の実施

（実施市町：41 市町） 

54,827

養育支援訪問

事業 

乳児家庭全戸訪問事業等で養育が必要と認めら

れた、虐待リスク等が高い保護者に対して行う

育児家事援護や専門的相談支援に助成 

（実施市町：35 市町） 

28,259

実費徴収に係

る補足給付を

行う事業 

全ての子どもが等しく教育、保育を受けること

ができるよう、幼稚園や保育所等の施設利用の

際に必要な実費の一部を助成 

（対象児童数：1,372 人） 

11,195

認定こども園

特 別 支 援 教

育・保育経費

事業 

認定こども園の特別教育・保育経費について助

成 

（対象延べ児童数：702 人） 

15,281

新規参入施設

等への巡回支

援事業 

教育・保育施設、地域子育て支援事業に新規参

入する事業者に対して、行政・保育士 OB などを

活用した巡回支援に助成 

（対象施設数：57 施設） 

 ○支援内容 

  事業開始前における事業運営や事業実施に

関する相談・助言等 

 ○補助基準額 年額 400 千円/施設 

7,596

    ※設置主体が法人の場合の負担割合 国 3/10、県 3/10、市町 3/10、法人 1/10 



 

 

 ④ 子どものた

子ども

「施設型

保育士の

ア 施設型

幼稚

負担 

認定

１

２

３

○ 給 

○ 負担

イ 地域型

定員

小規

家庭

事業

○ 給 

○ 負担

ウ 子ども

法律

の一部

 

ための教育

も・子育て

型給付」、小

の処遇改善

型給付費県

稚園、認定

定区分 

１号 保育

２号 保

３号 保

付 額 公

設

所

担割合 国

１

額

型保育給付

員20人未満

区 分 

規模保育事業

庭的保育事業

業所内保育事

付 額 公

額

を

担割合 国

も・子育て

律に定めら

部が保育の

育・保育給付

て支援新制度

小規模保育

善に要する費

県費負担金

定こども園、

育を必要としな

育を必要と

育を必要と

公定価格（教

設定）から利

所得等に応

国1/2、県1/

号認定(教

額：公定価格

付費県費負担

満の小規模保

認可

業 ６～

業 １～

事業 制限

公定価格（国

額（入所児童

を減じた額

国1/2、県1/

て支援法に定

られた拠出金

の運営費に充

73 

付

度における

育事業などに

費用を負担

（18,285,3

、保育所の

対象児

ない、教育を希

する３～５

する０～２

教育・保育

利用者負担

じて徴収す

/4、市町1/

教育標準時間

格の26.6%）

担金（2,19

保育事業な

可定員 

～19人 

～５人 

限なし 

国が定める

童の年齢、保

/4、市町1/

定める事業

金率の上限

充当される

 

る幼稚園、認

に共通の

担 

398千円）

の運営費とな

児童 

希望する３～５

歳の子ども

歳の子ども

育に通常要す

担額（入所

する徴収金）

/4 

間認定)に要

）は、県1/

90,957千円

など「地域型

対象年齢

０～２歳

０～２歳

０～５歳

る基準により

保護者の所

/4 

業主拠出金率

限が0.25％か

ることから、

Ⅱ 

認定こども

「地域型保育

なる「施設

５歳の子ども 

も 

も 

する費用の

（園）児童

）を減じた

要する地方

/2、市町1/

円） 

型保育給付

実施箇

21

4

2

り算定した

得等に応じ

率引上げに

から0.45％

、その影響

安心できる

19,756,3

も園、保育所

育給付」の

設型給付費」

給付を受

幼稚園、認

保育所、認

の額を勘案

童の年齢、保

た額 

方単独費用部

/2 

付費」の一部

箇所数 予

19か所 

40か所 

27か所 

た額）から利

じて徴収す

による影響額

（△720,

％に変更され

響額を反映 

る社会づくり

355 千円 

所に共通の

の費用及び

の一部を

受ける施設 

認定こども園

認定こども園

して国が

保護者の

部分（上限

部を負担

算額(千円)

1,866,021

111,872

213,064

利用者負担

する徴収金）

額 

000千円）

れ、増額分

 

限

1

2

4

担

 

分



 

 

 ＜保

 ①

 

 ②

 

 

 

 

 

 

 

 

基

単

処

保育人材の育

(拡)保育士

研修計

アップ研

○ 研修

○ キャ

 対

 研

 期

 開

 定

(新)保育の質

保育所

（処遇改

っている

支援を創

○  対象

○  対 

○ 補 

（参考

基本部分

単独加配

処遇改善等加算

育成＞ 

士キャリア

計画検討会

研修の実施

修計画検討

ャリアアッ

対 象 者 

研修分野 

期  間 

開催回数 

定  員 

質向上のための

所について

改善等加算

る加配人員

創設 

象施設 県

象 者 単

助 額 ５

※

※

考１：イメー

5
%
加
算

5

H29～
５%

算Ⅰ 処

アアップ研修

会での検討を

施 

討会の実施

ップ研修の実

経験年数概

８分野（県

研修１回あ

４分野×各

200人/回

の処遇改善(民間

ては、公定価

算Ⅱ）が行わ

員を対象に、

県が設置認可

単独加配人員

５千円/月(※

※1 処遇改

※2 処遇改

ージ図）

74 

5千円/月
加算

４万円/月
加算

H30～
５千円/月

7/15

処遇改善等加

修の実施

を踏まえ、

実施 

概ね３年以

県４分野、

あたり３日

各２回 

間社会福祉施設

価格等の算

われている

、県独自で

可権を有す

員(公定価格

※1)×１２

改善等加算

改善等加算

1/5

1/3

8/

8/15

7/15

算Ⅱ

保育技能の

以上 

市町４分野

日間 

運営支援事業の

算定において

ることを踏ま

処遇改善等

する保育所

格等の算定数

月×１／２

Ⅱの単価

Ⅱの要件を

Ⅱ 

/15

の向上を図

野 ※指定都

の拡充)

て、経験年

まえ、公定

等加算Ⅱに

数を超えて配

２×単独加配

を満たす対象

安心できる

7,8

図るための

都市・中核

27,2

年数や職に応

定価格等の算

準じた処遇

配置している

配数×８／

象者の割合

る社会づくり

836 千円 

キャリア

核市除く）

280 千円 

応じた加算

算定外とな

遇改善への

る保育士等)

／１５(※2)

合 

 

算

な

 



 

 

     

 

 

 

 

     

 

 

 

 ＜保

 ①

  （処

  

（参考

区

対
施

単

※現

保育サービス

(新)延長保

延長保

保育に対

○ 事業

○ 補助

・21

・延

※

○ 補 助

 

月

加

月

加

処遇改善等加

考 2：H30 年

区分 

対象
施設 

県が設
保育所
援施設

単価 

公定価格
【平均勤

公定価格

現行制度によ

スの充実＞

保育充実支

保育事業の

対して支援

業主体 市

助要件  

1時まで延長

延長時間(18

※３人以上の

助 基 準 額 2,

月額５千円

加   算

月額４万円

加   算

加算Ⅱの要

年度拡充内容

設置認可権
所、児童養
設等 

9 万円
格等人件費相当額
勤続年数 11年以上

10.8 万
格等人件費相当額

よる支援：

＞ 

支援事業の実

のさらなる促

援 

市町 

長保育事業

8:00～21:0

の場合は、

190千円

経験年数

円 

算 

概ね３

以  

円 

算 

概ね７

以  

75 

要件） 

容） 

H29 

権を有する
養護施設、

円/人・年
額×5%(処遇改善等
上等による加算率の
万円/人・年
額×6%(処遇改善等

－ 

241,384 千

実施

促進を図る

業を実施す

00)の１日あ

国庫補助

数① 研

３年

上

１分

修

７年

上

４分

修

障害者支

等加算Ⅰ)×1/2
の引上げ施設】
年 
等加算Ⅰ)×1/2

千円（保育

るため、国庫

る保育所・

あたりの平

を活用 

修② 

分野以上

  了

分野以上

  了

Ⅱ 

保育所:単

要件 単
改
要
8

育所以外の施

庫補助の要

認定こど

平均対象児童

役 職③

職務分野別

リーダー等

副主任保育士

安心できる

H30 

同左 

同左 

単独加配数
円/人・年
単独加配職
改善等加算
要件を満た
8/15 以上配

施設を含む

10,9

要件に該当し

も園 等 

童数が１～

③ 

別 

等 

基本部

以上(

す) 

士等 

基本部

以上(

す) 

る社会づくり

数×8/15×
×1/2 

職員中に処遇
算Ⅱを踏ま
たす職員を
配置 

む） 

950 千円 

しない延長

～２人 

人 数④

部分職員の

(①～③を満

部分職員の

(①～③を満

 

6 万

遇 
えた

長

1/5

満た

1/3

満た



 

 

 ②

 

 

○ 負担

○ 箇 

 

私立幼稚園

ア 預か

保育

幼稚園

○ 実施

○ 補助

○ 預か

○ 負担

 

イ 長時間

○ 平

通

業

 実

 補

○ 園児

登

 補

 実

ウ 平日の

平

延長

○ 実施

○ 補助

エ 障害の

通常

○ 実施

○ 補助

担割合 県

所 数 15

園等におけ

り保育推進

育時間終了

園等に対し

施園数 21

助単価 1,

かり時間 平

担割合 

   

間等預かり

日の早朝、

通常の預か

日に長時間

実施園数 

補助基本額 

児の登下校

登降園バス

補助単価 

実施園数 

の預かり保

日預かりに

して実施さ

施園数 19

助単価 30

のある幼児

常の保育時間

施予定園数 10

助単価 50

県1/3、市町

5ヶ所 

ける預かり保

進事業（498

了後も園児を

し助成 

17園（学校

300千円～

平日：２時間

（学校法人立

（非学校法人

保育実施園

夕方や休

かり保育（４

間預かり保育

23園 

2,604千円

校用バス運行

ス運行事業を

312千円/園

３園 

保育時間延長

について、７

される分を延

9園 

00千円 

児の預かり保

間以外に障

00園 

00千円 

76 

町1/3、事業

保育の推進

8,310千円）

を園内で過

校法人立 20

～4,300千円

間以上、土

立）国1/2、

人立）県10

園補助（72

日等の長時

４時間）に

育を実施す

円 

行を実施す

を実施する

園 

長促進事業

７時から19

延長加算と

保育推進事

障害のある幼

業者1/3 

進

） 

過ごさせる

00園、非学

円（開設時間

土日・夏休み

、県1/2 

0/10 

2,894千円）

時間預かり保

に加え、早朝

する園に対

する園への補

る園に対し助

業（5,700千

9時までの預

として、県単

事業（50,00

幼児の預かり

Ⅱ 

（一部法

「預かり保

学校法人立 

間や配置教

み等：４時

） 

保育を実施

朝・夕方や

し助成 

補助 

助成 

千円（法人県

預かり保育

単独で補助

00千円） 

り保育を実施

安心できる

626,9

法人県民税超

保育」を実施

17園） 

教員数によ

時間以上 

施する園へ

や土・日曜日

県民税超過

育に加え、１

助 

施する園に

る社会づくり

904 千円 

超過課税）

施する私立

る） 

の補助 

日、長期休

過課税））

１時間以上

対し助成

 

 

立

休

上



 

 

 ③

 

 ④

病児・病後

病気

後児保育

ア 病児

○ 対 

○ 施 

○ 補助

○ 負担

イ 診療

○ 内 

○ 設置

○ 職員

○ 利用

○ 箇 

○ 補助

 運

○ 負担

ウ 病児

○ 内 

○ 箇 

○ 負担

 (拡)「ひ

放課後

ための居

○ 放課

 対

 実

後児保育事

・病後の子

育施設の設

児・病後児保

 象 保

設 数 87

助基準額 病

体

担割合 国

療所型小規模

 容 職

保

置場所 診

員配置 看

用定員 ３

所 数 ５

助基準額 

運 営 費：

担割合 県

児・病後児保

 容 病

築

所 数 １

担割合 国

ひょうご放課

後等に子ど

居場所づく

課後児童ク

対 象 

実施回数 

事業の充実

子どもを看る

設置を促進

保育推進事

保護者の労働

7施設 

病児2,423千

体調不良児型

国1/3、県1/

模病児保育

職員の配置基

保育施設を設

診療所等の医

看護師等また

３人以内 

５か所 

3,400千円

県1/2、市町

保育施設整

病児・病後児

築、拡張、大

か所 

国1/3、県1/

課後プラン

どもが安心

りを推進

クラブの運営

共働き家庭

週５日以上

77 

ることがで

事業（285,9

働等により家庭

千円、病後児

型4,323千

/3、市町1/

育事業（13,

基準を国庫

設置 

医療機関

たは保育士

円、開設準備

町1/2 

整備費補助事

児保育事業

大規模修繕

/3、市町1/

ン」の実施

して活動で

営補助 (2,

庭などの小

上 

できない保護

954千円）

庭で保育を行

児2,012千

円 

/3 

,500千円

庫補助要件

（併設の診療

士を１人以上

備経費：2,

事業（12,2

業を実施する

繕）に要す

/3 

できる場を確

,989,291千

小学校１～

Ⅱ 

護者を支援

（参照P72）

行うことが困

円、 

（法人県民税

より緩和し

療所等で診療

上配置 

,000千円 

234千円）

るための施

る経費を助

確保し、児

千円)（参照

６年生（登

安心できる

311,6

援するため、

） 

困難な病児・

税超過課税

した県独自

療後、保育を

（参照P72）

施設整備（創

助成 

3,422,2

児童の健全育

照P17） 

登録児童） 

る社会づくり

688 千円 

、病児・病

病後児 

税）） 

の病児 

を実施） 

 

創設及び改

259 千円 

育成を図る

 

病

改



 

 

 

 ⑤

 補

 支

 負

○ (新

「

定が

 実

 補

 補

 箇

 負

○ 放課

（学校

 対

 実

 教

 負

○ 放課

 内

 箇

 負

(新)私立幼

問題行

ーを配置

○ 補助

子

指導

○ 回 

補助基準額 

支援の単位数 

負担割合 

新)放課後児

「小１の壁」

ができるよ

実施主体 

補助要件 

・新たに19

・放課後児

補助基準額 

箇 所 数 

負担割合 

課後子ども

校・家庭・

対  象 

実施回数 

教 室 数 

負担割合 

課後児童ク

内  容 

箇 所 数 

負担割合 

幼稚園等子

行動をとる

置する私立

助要件 

子育て支援

導助言や保

 数 年

4,306千円

1,352か所

国1/3、県

児童クラブ開

」を解消す

う放課後児

市町 

:30まで延長

児童支援員等

90千円 

470か所

県1/2、市

も教室の運営

地域の連携

地域の子

週１～６

250教室

国1/3、県

クラブ整備費

施設建設、

備・修繕、

117か所

国1/3、県

子育て支援カ

る園児やその

立幼稚園等に

援カウンセラ

保護者相談を

年６回以上

78 

（定員40人

所 

県1/3、市町

開所時間延

するため、保

児童支援員等

長し、国の長

等に延長加

市町1/2 

営補助（35

携協力推進

ども全般

日 

県1/3、市町

費補助（38

、学校の余

、備品の整

県1/3、市町

カウンセラ

の保護者へ

に補助 

ラー（臨床

を実施する

人の場合）

町1/3 

延長支援事業

保護者のニ

等の賃金等

長時間開設加

加算手当等

5,891千円）

進事業(放課

町1/3 

83,509千円

余裕教室等の

整備に要す

町1/3 

ラー設置

への継続的な

床心理士等有

る園 

Ⅱ 

 

業（13,568

ニーズを踏ま

等の一部を補

加算（平日）

を支給して

） 

課後等支援活

円）（参照P）

の既存施設

る経費を助

なケアを行

有資格者）

安心できる

8千円） 

まえた開設

補助 

を受けてい

ていること 

活動)）(参

） 

設の改修、設

助成 

24,7

行うため、カ

を配置し、

る社会づくり

設時間の設

いること 

参照P359)

設備の整

750 千円 

カウンセラ

教員への

 



 

 

 ⑥

 

○ 補助

○ 対象

 

認定こども

「認定

づき、認

○ 認可

○ 指導

○ 研修

○ 自己

○ 認定

助単価 15

象園数 12

も園の適正

定こども園

認定こども

可・認定時

導監査等の

修制度の充

己点検・自

定こども園

 

50千円/園

20園 

正な運営の推

園の適正運営

も園の更なる

時の審査の厳

の強化 

充実 

自己評価制度

園・保育所等

79 

（年12回以

推進

営・再発防

る適正運営

厳格化 

度の推進

等ホットラ

以上の場合3

防止のための

営や質の向上

ライン（＃

Ⅱ 

300千円/園

の指針（平

上を推進 

７３５０）

安心できる

園） 

3,2

平成29年７月

による相談

る社会づくり

273 千円 

月）」に基

談の実施

 

基



 

 

 (2)

 ①

 

 ②

地域で支

乳幼児子育

育児不

講座や親

○ 保育

 実

 実

 実

 補

子育てほっ

子育て中

空き店舗等

○ 対 

○ 対象

○ 事業

 施

 活

 

 

支える子育

育て応援事

不安を抱え

親を対象と

育所（対象

実施内容 

実施園数 

実施回数 

補助単価 

っとステー

中の親子が

等を活用し

象 者 商

象施設 商

業内容 

施設整備 

・対象経費

・補 助 率

・補助限度額

・補助件数

活 動 費 

・対象経費

・補 助 率

・補助限度額

・補助件数

育て支援の充

事業の実施

える保護者を

とした教室等

象：在宅の

親を対象

かり､親子

667園 

１か所当た

96回：1,0

ーションの設

気軽に買い

した子育て活

商店街、小売

商店街、小売

費 施工工事

率 10/10

額 1,000千

数 ６件 

費 イベン

率 1/2 

額 250千円

数 ６件 

80 

充実 

を支援する

等を実施す

０～２歳児

とした教室

子で体験す

たり年間96

097千円 4

設置

い物に出か

活動を支援

売市場、Ｎ

売市場など

事費、備品

（定額） 

千円（初年度

ト開催費

円（２年間）

るため、保育

するとともに

児及びその親

室（離乳食指

る講座（粘

6回もしくは

48回：548.

かけやすい環

援 

ＮＰＯ、地域

どの空き店舗

品購入費（授

度限り）

（講師謝金、

） 

Ⅱ 

（法

育所におい

に、子ども

親） 

指導・しつ

粘土遊び・ベ

は48回 

.5千円 

環境を整備

域団体 等

舗 

授乳用ソフ

、消耗品等

安心できる

488,8

法人県民税超

いて、親子で

もの預かり

つけ等）､子

ベビーマッサ

9,0

備するため、

等 

ファ等） 

等）、広報経

る社会づくり

813 千円 

超過課税）

で体験する

を実施 

子どもの預

サージ等）

000 千円 

商店街の

経費 等 

 

 



 

 

 ③

 ④

 

まちの子育

子育て

情報交換

（ひろば

○ まち

 活

○ 相談

 ひ

 

私立幼稚園

ア わくわ

小

門的な

○ 対 

○ 実施

○ 補助

 定

 臨

○ 実施

イ ２歳児

在宅

○ 補助

 年

 

 

○ 実施

○ 補助

○ 実施

ウ １歳児

 地域

幼稚園

育てひろば

て中の親子

換ができる

ば開設数 

ちの子育て

活動内容 

談機能や体

ひろばアド

園乳幼児等

わく幼稚園

１プロブレ

な幼児教育

象 者 在

施日数 年

助単価  

定期型 年

臨時型 （

施園数 14

児子育て応

宅２歳児の

助要件 

年間96回上

１回当たり

２歳児６人

施内容 幼

助単価 ８

施園数 23

児子育て応

域の乳幼児

園等に補助

ば事業の実施

子が気軽に集

る場づくりを

2,064か所

てひろばコー

情報提供、

体験活動の充

ドバイザーの

等子育て応援

園開設事業

レム解消のた

育を実施する

在宅の満３～

年間48日以上

年間当たり2

（定期型に参

48園 

応援事業（1

の受入を行

上限（週２

４時間以上

人毎に教員

幼児教育体験

８千円～16千

31園 

応援事業（4

児と親が気軽

助 

81 

施

集い、仲間

を推進 

所［平成29年

ーディネー

、運営相談

充実（1,80

の派遣（年

援事業の実

（45,560千

ため、地域

る私立幼稚

～５歳児と

上 

240千円/園

参加できない

167,072千

う私立幼稚

日×４週×

上実施 

１人配置

験、親子交

千円（１回

44,850千円

軽に集い交

づくりを通

年12月末現

ーターの配置

談、事業の企

00千円）

年間600回）

実施

千円） 

域の在宅幼児

稚園等に補助

とその親 

園 

い場合）1回

円（法人県

稚園等に補助

×12月） 

交流会、育児

回当たり）

円（法人県民

交流する｢子

Ⅱ 

通して子育

現在］） 

置（１人）

企画支援 

 

（一部法

児を対象に

助 

回当たり5千

県民税超過課

助 

児相談 等

民税超過課

子育てサロ

安心できる

3,4

育ての悩みを

（1,672千

等 

560,3

法人県民税超

に、在園児と

円/園 

課税）） 

等 

課税）） 

ン｣を開設す

る社会づくり

472 千円 

を話し合い

円） 

326 千円 

超過課税）

と同等の専

する私立

 

い、

 

専



Ⅱ 安心できる社会づくり 

 

 

82 

○ 年間200日以上開設（利用登録者数50人以上） 

 補助単価 1,300千円（１園当たり） 

 実施園数 22園 

○ 年間100日以上開設（利用登録者数25人以上） 

 補助単価 650千円（１園当たり） 

 実施園数 25園 

エ 特別支援教育推進事業（264,580千円） 

  私立幼稚園等が実施する特別支援教育を支援 

○ 特別支援教育アドバイザーの派遣 

 業務内容 指導計画の作成支援、医療機関の紹介 等 

 予定件数 50件 

○ 特別支援教育振興費補助 

 補助単価 784千円/人（障害児２人以上）、392千円（障害児１人） 

 対象経費 教職員人件費、教育研究費、設備関係費 等 

 補助対象人数 358人（見込） 

オ 親子学級開設費補助（32,760千円） 

  親子のふれあい、親同士・地域の異世代等との交流を深める親子学級を開

設する私立幼稚園等に補助 

○ 補助要件 年間14回以上開設 

 (うち異世代交流２回以上、体験活動１回以上) 

○ 対象経費 講師謝金、託児費 等 

○ 補助単価 180千円 

○ 実施園数 182園 

カ 親子学級推進事業（1,267千円） 

○ 実施主体 (一社)兵庫県私立幼稚園協会 

○ 事業内容 親子学級の運営に関する調査研究・指導助言、講師の斡旋・ 

派遣 等 

キ 高校生の保育体験の推進（1,800千円） 

  高校生の保育体験学習の受入を行う私立幼稚園等に補助 

○ 補助単価 120千円/園 

○ 対象経費 資料代、保険料 等 

○ 実施園数 15園 



 

 

 

 ⑤

 

 ⑥

 

ク 教員子

○ 実施

○ 研修

○ 対象

○ 研修

○ 実施

(拡)地域祖

会員登

帯が日常

な仕組み

○ モデ

○ 補 

○ 実施

 実

 実

 子

 事

シニア世代

子育て

料理や昔

○ 実施

○ 補 

子育て支援

施主体 (一

修対象 中

象人数 約

修内容 発

施期間 10

祖父母モデ

登録した特

常的な見守

みとして、

デル地区数 60

助 額 15

施内容 

実施団体の

実施団体が

子育て世帯

事例集の作

代から子育

て世帯など

昔遊びなど

施主体 子

助 額 30

 

援研修事業

一社)兵庫県

中堅専任教員

約220人 

発達心理学、

0日間×２回

デル事業の実

特定の子育て

守りや相談、

地域におけ

0地区（平成

50千円（定

の募集・選定

が子育て世帯

帯とシニア世

作成 

育て世帯への

どを対象に、

ど、ふるさ

子育て支援に

00千円（上

83 

（2,437千

県私立幼稚

員（概ね５

、カウンセ

回（２ブロ

実施

て世帯とシ

、緊急時の

ける三世代

成29年度：

定額）／地

定 

帯及びシニ

世帯が信頼

のふるさと

、地域のシ

とに伝わる

に関わる団

上限）/団体

円） 

稚園協会 

５年目） 

セリング手法

ロック） 

シニア世帯同

の一時預かり

代家族の育成

40地区）

区 

ニア世帯へ周

頼関係を築

と伝承事業の

シニア世代が

る伝統など

団体・グルー

体 

Ⅱ 

法、家庭と

＜地方創

同士をマッ

り等を行い

成を推進 

周知・会員

くための交

の展開

＜地方創

が地域の季

を広く伝え

ープ等（10

安心できる

との連携手法

9,4

創生推進交付

ッチングし

い、個々の家

員募集 

交流事業の実

3,0

創生推進交付

季節行事や祭

えていく取組

0団体） 

る社会づくり

法 等 

409 千円 

付金事業＞

、シニア世

家族のよう

実施 

000 千円 

付金事業＞

祭り、郷土

組を支援

 

 

世

 

土



 

 

 (3)

 ①

 

子育て負

(拡)ひょう

○ 多子

子育

るため

 対

 対

 (拡

 負

○ 第

子育

るため

 対

 対

 (拡

 負

負担の軽減

うご保育料

子世帯保育

育てに要す

め、第３子

対象世帯 

対象児童 

拡)補助基準額 月

・３歳未満

・３歳以上

負担割合 

２子保育料

育てに要す

め、第２子

対象世帯 

対象児童 

拡)補助基準額 月

・３歳未満

・３歳以上

負担割合 

 

減 

料軽減事業の

育料軽減事業

する経済的負

子以降の保育

教育認定子

保育認定子

保育所、幼

(国制度に

月額5,000

満児 月額7

上児 月額5

県10/10

料軽減事業

する経済的負

子の保育料の

教育認定子

保育認定子

保育所、幼

(国制度に

月額5,000

満児 月額6

上児 月額4

県1/2、市

84 

の実施 

業（275,70

負担を軽減

育料の一部

子ども：市

子ども：市

幼稚園等を

による負担軽

円を超える

7,000円を限

5,500円を限

（274,527千

負担を軽減

の一部を助

子ども：市

子ども：市

幼稚園等を

による負担軽

円を超える

6,000円を限

4,500円を限

市町1/2 

06千円（法

減し、子ども

部を助成 

市町村民税所

市町村民税所

を利用する第

軽減対象者

る保育料に対

限度に補助

限度に補助

千円） 

減し、子ども

助成 

市町村民税所

市町村民税所

を利用する第

軽減対象者

る保育料に対

限度に補助

限度に補助

Ⅱ 

法人県民税超

もを産み育

所得割額16

所得割額15

第３子以降

者を除く) 

対して 

助（平成29年

助（平成29年

もを産み育

所得割額16

所得割額15

第２子の児

者を除く) 

対して 

助（平成29年

助（平成29年

安心できる

550,2

超過課税））

育てやすい環

69,000円未

55,500円未

（年収640万

降の児童 

年度：6,00

年度：4,50

育てやすい環

69,000円未

55,500円未

（年収640万

児童 

年度：5,00

年度：3,50

る社会づくり

233 千円 

） 

環境をつく

未満の世帯

未満の世帯

万円相当）

00円） 

00円） 

環境をつく

未満の世帯

未満の世帯

万円相当）

00円） 

00円） 

 

 

 



 

 

 ②

 

 ③

 

こども医療

子育て

合に、そ

○ 実施

○ 対

○ 対象

○ 公費

○ 負担

○ 所得

個

乳幼児等医

乳幼児

た場合に

○ 実施

○ 対

○ 対象

○ 公費

○ 補 

○ 所得

低

収

一

市

満

療費助成の

て世代が安

その自己負

施主体 市

象 者 小

象者数 約

費負担 医

担割合 入

得制限（世

区  分 

所得制限 

個人負担金 

医療費助成

児等の医療

に、その自

施主体 市

象 者 小

象者数 約

費負担 未

小学

助 率 1/

得制限（世

世

所得者 

市町村民税

入を加えた

般 

市町村民税所

(世帯合算) 

※０歳児は

の実施 

安心して子育

負担額の一部

市町 

小学４年生か

約217,000人

医療保険にお

入院：県10/

世帯単位判定

市町村民

[年収80

２割 

成の実施

療に要する負

自己負担額の

市町 

小学３年生ま

約359,000人

未就学児：医

学１～３年生：医

/2 

世帯単位判定

世帯区分 

税非課税世帯

た所得80万円

所得割税額23

［年収800万

は所得制限な

85 

育てできる

部を助成

から中学３

人 

おける自己

/10、通院

定）及び個

民税所得割税

00万円相当]

負担を軽減

の一部を助

までの乳幼

人 

医療保険にお

医療保険にお

定）及び個

帯で年金

円以下 

3.5万円未

万円相当］

なし 

るよう、医療

３年生までの

己負担額３割

：県1/2、市

個人負担金

内  

税額23.5万

] 

減するため、

助成 

幼児等 

おける自己負

おける自己負

個人負担金

外

１医療機関

１日600円

(月２回まで

１医療機関

１日800円

(月２回まで

Ⅱ 

（法

療保険によ

の児童 

割のうちの

市町1/2 

 容 

円未満(世帯

、医療保険

負担額２割

負担額３割の

個人負

来 

関等当たり 

で) 

関等当たり 

で) 

安心できる

927,8

法人県民税超

る給付が行

の１割相当分

帯合算) 

3,108,5

険による給付

のうちの１

のうちの２割

負担金 

入

１割 

月額2,40

１割 

月額3,20

る社会づくり

834 千円 

超過課税）

行われた場

分 

514 千円 

付が行われ

割相当分

割相当分

入院 

0円限度 

0円限度 

 

 

場

れ



 

 

 (4)

 ＜出

 ①

出会い

出会いの機会

(拡)出会い

進行す

通じて独

(成婚数1

○ 個別

 県

ト東

 会

 登

○ 出会

登

 会

○ 結婚

 企

身だ

ーを

 開

○ (拡

 看

機運

 内

 開

○ (新

 結

るた

○ 市町

 出

開催

・結婚支援

会づくり＞

い・結婚支

する未婚化

独身男女の出

1,409組［平

別お見合い

県内10か所

東京センタ

会 員 数 

登 録 料 

会いイベン

登録した団

会 員 数 

婚力アップ

企業や団体

だしなみ、

を実施 

開催回数 

拡)専門職向

看護師、保

運の醸成を

内  容 

開催回数 

新)出会いフ

結婚機運醸

ため、市町及

町との連携

出会い支援

催等、市町

援 

＞ 

支援事業の推

・晩婚化に

出会い・結

平成29年12

い紹介事業の

所の地域出会

ターにおいて

4,981人

5,000円/年

ント（2,609

団体会員・個

団体会員1

（平成29年

プセミナーの

体等の男性社

交際マナー

10回 

向け出会い支

保育士、幼稚

を図るための

出会いイベ

20回（平成

フェアの開催

醸成や、出会

及び関係団

携（280千円

援事業につい

町と連携した

86 

推進

に対して、出

結婚を社会全

2月末現在］

の実施（86

会いサポー

て、１対１

（平成29年1

年（20代会

9千円） 

個人会員等

174団体、協

年12月末現

の実施（1,

社員等を対

ー、結婚に

支援事業

稚園教諭等

の出会いイ

ベント、婚

成29年度：

催（3,000千

会いサポー

団体と連携

円） 

いて、出会

た事業を展

出会いイベ

全体で支援

］) 

6,920千円）

ートセンター

１の個別お見

12月末現在

会員は3,000

等を対象に出

協賛団体21

現在） 

,000千円）

対象に、恋愛

向けた資金

（4,400千円

等の専門職を

イベントを開

婚活力アップ

10回） 

千円） 

トセンター

した出会い

いサポート

展開 

Ⅱ 

ベント・個別

援 

） 

ー及びひょ

見合いを実

在） 

0円/年） 

出会いイベ

15団体、個

 

愛力・結婚力

金計画など

円） 

を対象に、

開催 

プセミナー

ーの周知及

いに関する

ト市町窓口

安心できる

100,7

別お見合い

ょうご出会

実施 

ベントを実施

個人会員11,

力を向上さ

どを内容とす

出会い支援

ー 

及び会員数の

総合イベン

の設置や連

る社会づくり

706 千円 

い紹介等を

いサポー

施 

,699人 

せるため、

するセミナ

援及び結婚

の拡大を図

ントを開催

連絡会議の

 

ナ

婚

図

催 
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 ＜出

 ①

○ 若者

 大

を持

○ こ

 こ

 出

 

結婚に伴う

低所得

○ 実施

○ 対象

○ 対象

○ 補助

○ 負担

出産への支援

特定不妊治

【国制度

不妊治

に対し助

○ 対 

○ 所得

○ 対象

○ 助 

【県単独

若い世

追加助成

○ 対 

者向けライ

大学生等を

持つことの

うのとり大

こうのとり

出会いイベ

う新生活の

得層を対象に

施主体 市

象世帯 夫

た世

象経費 新

助上限額 １

担割合 県

援＞ 

治療費助成

（445,011千

治療に要す

助成 

象 者 法

得制限 夫

象経費 指

成 額 上

（凍

追加助成

世代は相対

成を実施 

象 者 特

連

イフプランセ

を対象に、未

のすばらし

大使の支援

大使（488

ベント等にお

の支援 

に、結婚に

市町 

夫婦ともに3

世帯 

新居の住居費

世帯あた

県1/2（全額

成の実施

千円）】 

する経済的負

法律上婚姻

夫婦合算した

指定医療機関

上限150千円

凍結胚移植

（男性不妊治

（16,465千

対的に所得が

特定不妊治療

連の治療を行

87 

セミナーの

未婚化・晩

さ等への理

（1,497千

8人）によ

おける個別

に伴う新生活

34歳以下か

費、引越費

り300千円

額国庫）、市

負担を軽減

している夫

た前年の所

関で受けた

円／回（初回

(採卵を伴わ

治療（条件

円）】 

が低いこと

療費助成対

行う者（初

の実施（1,0

晩婚化の現状

理解を深め

円） 

る縁結び交

別お見合い会

活を経済的に

かつ世帯所得

費用 等 

市町1/2 

減するため、

夫婦、妻の年

所得額730万

た保険適用外

回治療に限

わないもの)

件あり）上限

とから、早期

対象者のう

初回治療時は

Ⅱ 

000千円） 

状、出産適

るセミナー

交流会の実施

会員登録の

に支援する市

得340万円未

、保険適用

年齢が43歳

万円未満 

外の特定不

限り、上限3

等の場合：

限150千円/

期の治療開

ち、排卵か

は除く） 

安心できる

適齢期、結婚

ーを実施 

施 

の斡旋 

60,0

市町に対し

未満の新規

461,4

外の特定不

歳未満 

不妊治療費 

300千円/回

上限75千円

/回） 

始につなげ

から胚移植

る社会づくり

婚して家庭

000 千円 

し、補助 

規に婚姻し

476 千円 

不妊治療費

回） 

円/回） 

げるために

までの一

 

庭

費

に



 

 

 

 ②

 

○ 所得

○ 助成

〈特定不

対

（

不育症の治

認知度

済的負担

○ 実施

○ 負担

○ 対象

○ 助成

 対

 所

 対

 助

得制限 夫

成内容 上

不妊治療費

区  分 

対 象 者

（所得制限）

助 成 額 
１回につき

年  齢 

通  算 

助成回数 

備  考 

治療支援 

度が低く、

担を軽減す

施主体 市

担割合 県

象件数 10

成要件 

対 象 者 

所得制限 

対象経費 

助 成 額 

 

夫婦合算した

上限50千円/

費助成一覧〉

 

 

夫婦合

が730万

） 

上限

上限

凍結胚

もの）

男性不

（凍

治療

40歳未

40歳以

※年齢

た際

おけ

 通算

む

経済的な負

するため、助

市町（政令市

県1/2、市町

00件 

法律上婚姻

妻の年齢が

夫婦合算

医療機関で

検査・治療

88 

た前年の所

/回 

〉 

国  制

合算した前年

万円未満 

限150千円 

限300千円（

胚移植（採卵

等の場合：

不妊治療 上

凍結胚移植

療開始時の妻

未満    

以上43歳未満

齢は初めて助

際の治療期間

ける妻の年齢

算助成回数は

負担が大き

助成を実施

市・中核市

町1/2 

姻している

が43歳未満

した前年の

で受けた保

療費の1/2

所得額400万

 度 

年の所得額

初回） 

卵を伴わない

75千円）

上限150千円

を除く） 

妻の年齢が4

：６回まで

満：３回まで

助成を受け

間の初日に

齢 

は、平成29年

きい不育症の

施 

市含む） 

る夫婦 

満(特定不妊

の所得額400

保険適用外の

Ⅱ 

万円未満 

県

夫婦合算

が400万

い 排卵から

の治療を

は除く）
円

3歳未満 

で

で

年度までに助

の早期受診

妊治療費助成

0万円未満 

の不育症の

安心できる

県単独追加助

算した前年の

円未満 

上限50千円

ら胚移植まで

を行う者（初

 

制限なし

助成を受けた

7,5

診・治療の促

成と同じ) 

の検査や治療

る社会づくり

助成 

の所得額

円 

での一連

初回治療時

 

た回数を含

500 千円 

促進及び経

療費 

 

経



 

 

２ 

 (1)

 ＜地

 ①

 

 ②

 

 ③

健康長寿社

医療体制

地域医療構想

保健医療計

兵庫県

域ごとの

○ 保健

 全

 圏

○ 計画

病床機能転

不足病

を支援 

○ 補助

○ 転換

○ 補 

(拡)圏域医

○ (新

現

たに

 補

 補

○ 地域

社会に対応

制の充実強

想実現のた

計画(圏域版

県保健医療

の課題と対

健医療計画

全県委員会

圏域委員会

画書の作成

転換の推進

病床機能へ

助基準額 施

設

 

換目標 回

助 率 1/

医療情報ネ

新)圏域医療

現在、圏域

にネットワ

補助上限 

補助件数 

域における

応した医療

強化 

ための対策

版)の改定

療計画（平成

対応方策を検

画委員会の設

会（年２回）

会（年２回／

成・公表 

進 

への転換を促

施設整備：新

設備整備：回

    高

回復期へ 1

/2 

ネットワーク

療ネットワー

域レベルの医

ワークを構築

1,000千円

５圏域 

る患者情報共

89 

・介護の充

＞ 

成30年４月

検討 

設置 

）  

／圏域）

促進するた

新 増 築

回 復 期

高度急性期

1,300床/年

クの構築支

ーク整備事

医療情報共

築しようと

円/圏域 

共有システ

充実 

改定予定）

ため病床機能

 5,022千

10,800千

21,600千

年、高度急性

支援

事業 

共有システム

とする場合の

テム等充実事

Ⅱ 

で設定す

（

能転換に伴

円/床 等 

円/施設 

円/施設 

性期へ 10

（

ムが無い圏

の検討会開

事業 

安心できる

4,0

する新たな二

700,0

医療介護推

伴う施設・設

00床/年 

32,9

医療介護推

圏域において

開催を支援 

る社会づくり

079 千円 

二次医療圏

000 千円 

推進基金）

設備整備費

912 千円 

推進基金）

て、今後新

 

圏

 

費

 

新



 

 

 

 ④

 

患

のた

 補

 補

 補

○ 医療

患

日本

シス

 補

 対

 補

(新)医療と

訪問診

例を調査

○ 医療

 好

 モ

○ 医療

医

機関

 対

 対

 補

 補

患者情報共

ために必要

補助対象 

補助基準額 

補 助 率 

療ネットワ

患者情報の

本医師会（

ステム改修

補助対象 

対象範囲 

補 助 率 

と介護が一

診療需要の

査し､モデル

療・介護サ

好事例調査

医療機関

モデル事業

モデルプ

療・介護サ

医療・介護

関が有識者

対象事業者 

対象事業費 

補助基準額 

補助件数 

共有システム

要なデータサ

患者情報

10,000千円

1/2 

ワークセキュ

の安全な共有

（厚労省）の

修経費を支援

兵庫県医師

h-Anshinむ

定額 

一体化したサ

の増加に対応

ル事業を実

サービス一体

査 

関（病院、診

業実施医療機

プランを作成

サービス一体

護サービス一

者や専門機関

事業実施を

医療・介護

（関係医療

1,000千円

８医療機関

90 

ムの参加医

サーバーの

（カルテデ

円 

ュリティ基

有と地域の

の電子署名

援 

師会 

むこねっと

サービス提

応するため

実施する医療

体提供モデ

診療所）が

機関の選定

成し、事業

体提供モデ

一体提供モ

関等を活用

を決定した

護一体サー

療機関連絡会

円（定額負担

関 

医療機関の拡

の整備を支援

データ等）

基盤整備事業

の円滑な病

機能付きの

と 

提供整備の促

め、医療と介

療機関に対

デル調査事業

が行ってい

定 

業を行う医療

デル検討支援

モデルの評価

用して検討す

た医療機関

ービス提供モ

会議費や専門

担） 

Ⅱ 

拡充を支援

援 

を提供する

業 

病連携・病

のセキュリ

促進

（

介護を一体

対し､検討経

業 

る事例を全

療機関を８

援事業 

価・検討を

する経費を

モデルの検

門業者への委

安心できる

援するため

る医療機関 

病診連携を

ティ基盤に

11,6

医療介護推

体的に提供す

経費を支援 

全国調査 

８箇所選定 

を推進するた

を支援 

検討経費 

委託費等検討

る社会づくり

、情報公開

図るため、

に変更する

600 千円 

推進基金）

する先進事

ため、医療

討経費） 

 

開

 

事

療



 

 

 ⑤

 

 ＜在

 ①

 

 ②

(新)ひょう

平均寿

を踏まえ

○ ひ

○ 庁内

○ 検討

 長

 健

 地

在宅医療対策

(拡)在宅医

○ 「バ

在

○ 在宅

在

○ (新

主

看取

 整

 実

○ (新

 

を開

(新)在宅看

24時間

宅看護体

うご「人生 1

寿命の延伸

えた社会シ

ょうご「人

内ワーキン

討テーマ

長い高齢期

健康で文化

地域の実情

療・介護

策の促進＞

医療地域ネ

バイタルリ

在宅患者に

宅医療支援

在宅療養を

新)地域看取

主治医不在

取りネット

整 備 内 容

実施郡市区

新)在宅看取

医療現場の

開発 

看護体制の

間対応が可

体制の機能

100 年時代」

伸により目前

システムのあ

人生100年時

ングチームの

（案） 

期に向けた生

化的な生活を

情に応じた医

・学校等を

＞ 

ネットワーク

ンク」シス

に対するICT

援情報のデー

を支援する医

取り医療連携

在時でも当番

トワークを構

容 専用デー

区 西宮市、

取りの地域調

の看取りの

の機能強化

可能な訪問看

能を強化 

91 

プロジェク

前に迫る

あり方を検

時代」プロジ

の設置 

生き方改革

を長期にわ

医療・介護

を中心とした

クの整備

ステム導入

Tを活用した

ータベース

医療機関等

携システム

番医による

構築 

ータベース

、加古川市

調査と実践

の実情調査

看護ステー

クト(仮称)の

「人生100年

検討するプ

ジェクト推

革（仕事、生涯

わたって支

・終末期ケ

た新しいま

入支援 

た多職種連

ス化、相談体

等の相談・斡

ムモデル整備

る看取り等

ス増設、シス

市 

践モデルの開

を実施し、

ーションを増

Ⅱ 

の推進

年時代」にお

ロジェクト

推進委員会の

涯学習、地域

える経済対

アの包括的

まちづくり）

（

連携ツールの

体制の整備

斡旋体制の

備事業 

を可能とす

ステム改修

開発 

地域で実施

（

増加し、効

安心できる

5

おいて、本

ト推進委員会

の設置 

域活動、健康

対策 

的な提供シ

） など 

41,1

医療介護推

の整備等を

備 

の整備を支援

するため、地

修 

施可能な事

50,0

医療介護推

効率化を図る

る社会づくり

500 千円 

本県の特徴

会を設置

康づくり等）

ステム（医

51 千円 

推進基金）

を支援 

援 

地域の在宅

事業モデル

000 千円 

推進基金）

るため、在

 

 

医

 

宅

 

在



 

 

 ③

○ (新

訪

シ

 事

 事

対

対

補

補

件

○ (新

在

修の

 事

 補

 対

 補

 補

※特

(拡)在宅歯

在宅歯

○ 重篤

○ (新

新)在宅看護

訪問看護ス

ョンの設置

事業主体 

事業内容 

区 分 

対 象 者 

（要件） 

対象経費 

補 助 率 

補 助 額 

件  数 

新)特定行為

在宅医療に

の受講に対

事業主体 

補助対象 

対象経費 

補 助 率 

補 助 額 

特定行為：

 

歯科医療の

歯科医療推

篤在宅患者

新)重篤在宅

護拠点整備事

ステーション

置を促進 

(公社)兵庫

・小規模事
（看護職員

・機能強化
（看護職員
を実施）

[職員確保支
新たに雇用
件費 

上限

為研修受講の

による処置の

対し支援 

(公社)兵庫

特定行為研

特定行為研

1/2 

上限2,000

看護師が行

れる全38行

の総合支援

推進のための

者対応歯科支

宅患者用在宅

92 

事業(30,00

ンの規模拡

庫県看護協

事業所から機
員を５人以上

化型２から機
員を７人以上

支援] 
用する看護職

1/2 
限2,000千円

の推進（20

の迅速化・

庫県看護協

研修を受講

研修受講中

0千円 

行う診療補

行為 

の資質向上

支援 

宅歯科診療

00千円) 

拡大を支援

協会 

内

機能強化型２
上雇用） 

機能強化型１
上雇用し、周

職員の人
[
訪
入

円 

10事

0,000千円）

効率化を図

協会 

講させる訪問

中の代替職員

補助行為のう

上や体制充実

療機器の整備

Ⅱ 

し、機能強

 容 

２を目指す者

１を目指す者
周辺事業所か

[看取り体制
訪問用車両や
入経費等 

上

事業所 

） 

図るため、

問看護ステ

員人件費 

うち、高度

（

実に向けた

備 

安心できる

強化型訪問看

者 

者 
からも受講可

制整備支援]
や医療機器

1/2 
上限1,000千円

看護師の特

テーション 

度な知識技能

29,3

医療介護推

た取り組み

る社会づくり

看護ステー

可能な研修

 
器の設備導

円 

特定行為研

能が求めら

300 千円 

推進基金）

を支援 

 

ー

研

 



Ⅱ 安心できる社会づくり 
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身体的に重篤かつ口腔内的にも重篤な患者に対する在宅治療に対応す

るため、県歯科医師会に口腔外科手術機器等を整備 

○ 口腔マネジメント研修 

○ 歯科のない病院との医科歯科連携 

○ 訪問歯科診療歯科・歯科衛生士研修 

○ 地域課題対応対策支援 

  



 

 

 (2)

 ＜医

 ①

 

 ②

医師確保

医師確保対策

大学医学部

医師不

医療の充

連携

神戸大

兵庫医

大阪医

へき地等勤

地域医

医療機関

ア 修学資

自治

卒後

を貸与

○ 養 

○ 貸

自

兵

神

○ 派 

イ 地域医

県養

○ 実施

保対策 

策＞ 

部への特別

不足が深刻

充実に資す

携大学 講

学 

科大学 

科大学 

勤務医師の

医療提供体

関へ派遣 

資金の貸与に

治医科大学

９年間、県

与して、へ

成 数 12

与 額（H3

自治医科大

兵庫医科大

神戸大学、鳥

遣 数 29

医療研修の

養成医学生

施主体 神

別講座の設置

刻な地域医療

する研究を行

講座数 

１ 豊岡

１ 八鹿

２ 兵庫

１ 
神崎
赤穂

の養成・派遣

体制を確保す

によるへき

学、兵庫医科

県が指定する

へき地等で勤

28人（うち

30.４月入学

学 

学 

鳥取大学、

9人  

の実施（20,

生に対する学

神戸大学（地

94 

置

療機関を支

行う寄附講

研

岡病院、県

鹿病院 

庫医科大学

崎総合病院
穂市民病院

遣

するため、

地等勤務医

科大学、神戸

る医療機関

勤務する医

ち１年生22人

学.６年間分

岡山大学

,288千円）

学年進行に

地域医療活

支援するた

講座を大学医

研究拠点

県立柏原病院

学ささやま医

院、宍粟総合
院 

修学資金を

医師(県養成医

戸大学、鳥取

関で勤務する

医師を養成

人） 

分）  （千

23,

44,

11,

 

に沿った体験

活性化セン

Ⅱ 

（一部

め、診療活

医学部に設

院 

医療センター

合病院、 

（一部

を貸与して

医師)の養成

取大学及び

ることを条

千円） 

,000

,800

,516

験型の実践

ター） 

安心できる

180,0

部医療介護推

活動を行いな

設置 

設置

平成27年
平成32年
平成30年
平成31年

ー 
平成21年
平成31年
平成28年
平成31年

549,5

部医療介護推

養成した医

成（518,372

び岡山大学に

条件に、県が

践的な研修等

る社会づくり

000 千円 

推進基金）

ながら地域

置期間 

年４月～
年３月 
年４月～
年３月 
年４月～
年３月 
年４月～
年３月 

592 千円 

推進基金）

医師を地域

2千円） 

において、

が修学資金

等を実施

 

 

域

 

域

金



 

 

 

 ③

 

 ④

ウ キャ

養成

るキャ

○ 実施

へき地若手

へき地

○ 専門

   専

○ 研究

 専

導

○ 研究

 若

(拡)地域医

ア 医師を

○ 臨床

 対

 内

○ 女性

 対

 内

○ ドク

 対

 内

リア形成支

成医師の計

ャリア形成

施主体 神

手医師キャ

地に勤務す

門医・学位

専門医・学

究活動支援

専門医・学

・助言 

究ネットワ

若手医師が

医療人材の

を対象とし

床技能研修

対 象 者 

内  容 

性医師等再

対 象 者 

内  容 

クターバン

対 象 者 

内  容 

支援相談の実

計画的な派遣

成等に関する

神戸大学（地

ャリアパスサ

する若手医師

位取得サポー

学位取得に関

援（4,824千

学位取得に向

ワーク構築支

が連携して研

の資質向上

した研修（8

修（78,450千

若手医師等

地域医療活

て、診療現

応じた短期

再就業支援事

結婚・出産

復職のため

神戸大学医

ンク支援事業

県医師会

地医療機関

へき地医療

95 

実施等（10

遣体制を確

るきめ細や

地域医療活

サポートの

師等の専門

ート（631千

関する研修

千円） 

向けた研究

支援（361千

研究活動を

87,775千円

千円） 

等（予定人

活性化セン

現場におい

期間研修

事業（3,00

産等により

めの相談窓

医学部附属

業（5,515千

ドクターバ

関への勤務

療機関の協力

0,932千円）

確保するた

やかな支援相

活性化セン

の実施

門医・学位取

千円） 

修会の開催

究・論文作成

千円） 

を実施でき

円） 

人数1,500人

ンターのシ

いて想定され

00千円）

り離退職した

窓口の設置

属病院にお

千円） 

バンクに求職

務を考えてい

のもと、医師

Ⅱ 

） 

め、県養成

相談を実施

ター） 

（

取得や研究

成・発表の

るようなネ

（一部

人） 

ミュレータ

れる症例や

た女性医師

ける復帰支

職登録して

いる医師

師のスキルに

安心できる

成医学生・医

施 

5,8

医療介護推

究活動を支援

一連の研究

ネットワー

123,6

部医療介護推

ター機器等

や求められ

師等 

支援プログ

ている医師

（予定人数

に合わせた研

る社会づくり

医師に対す

816 千円 

推進基金）

援 

究活動の指

クの構築

676 千円 

推進基金）

を活用し

る技能に

ラム 

で、へき

５人） 

研修を実施

 

す

 

指

 



 

 

 

 ⑤

○ 小児

 対

 内

イ (拡)メ

○ 臨床

 対

 内

地域医療支

初期研

に、県で

○ 後期

 募

 募

 採

 研

○ 専門

 募

 募

 採

 研

○ 地域

 募

 募

 採

児救急医療

対 象 者 

内  容 

メディカル

床技能研修

対 象 者 

内  容 

支援医師県採

研修や後期

で採用し、

期研修医コ

募集対象 

募集人員 

採用期間 

研究費助成 

門研修医コ

募集対象 

募集人員 

採用期間 

研究費助成 

域医療支援

募集対象 

募集人員 

採用期間 

療研修（810

県内の休

医師で、小

休日夜間急

や症状・状

ルスタッフを

修 

地域医療機

神戸大学地

を活用し

る技能に応

（平成30年

採用制度によ

期研修を修了

専門性向上

コース 

臨床研修を

２人 

４年（うち

上限50万円

コース 

後期研修を

２人 

４年（うち

上限50万円

援医師コース

へき地勤務

８人 

４年（期間

96 

0千円） 

日夜間急患

小児科・専

急患センタ

状態別のケ

を対象にし

機関に従事

地域医療活

て、診療現

応じた高度

年度拡充分

よるへき地勤

了した医師

上を配慮し

を修了した

ち２年地域

円／人（県

を修了した

ち２年地域

円／人（県

ス 

務を希望す

間中、地域

患センター等

専門医以外の

ター等で想定

ケースシナ

した研修（3

事するメディ

活性化セン

現場におい

度な研修 

分野：排尿

勤務医師の確

師、へき地勤

しつつ地域医

た医師 

域医療機関勤

県1/2、病院

た医師 

域医療機関勤

県1/2、病院

する医師 

域医療機関勤

Ⅱ 

等で初期救

の医師（予

定される具

リオを用い

35,901千円

ィカルスタッ

ターのシミ

て想定され

包括ケア）

確保

（

勤務に興味

医療機関へ

勤務） 

院1/2（地域医

勤務） 

院1/2（地域医

勤務） 

安心できる

救急医療に従

予定人数30人

具体的な症例

いた研修 

円） 

ッフ(予定人

ミュレータ

れる症例や

 

 5,5

医療介護推

味がある医師

へ派遣 

医療機関勤務時

医療機関勤務時

る社会づくり

従事する

人） 

例の検討

人数280人)

ー機器等

や求められ

500 千円 

推進基金）

師等を対象

時のみ）） 

時のみ）） 

 

 

 

象



 

 

 

 ⑥

 

 ⑦

 

 ＜看

 ①

 研

 

  

医師派遣等

医師の

対して逸

○ 補助

○ 負担

(新)へき地

へき地

の派遣に

○ 負担

○ 補助

看護職員等確

看護職員の

○ 看護

 補

○ 看護

看

営費

 補

○ 看護

高

研究費助成 

    

    

等推進事業

の地域偏在

逸失利益相

助基準額 1,

担割合 県

地診療所医

地医療拠点

に要する経

担割合 国

助基準額 61

確保対策＞

の養成力強

護師等養成

補助対象 

護職員県内

看護師等養

費補助に県

補助箇所数

護職員確保

高校生や社

上限50万円

※県が特に

に勤務す

※へき地へ

して、5

業の実施

在を調整する

相当額を助成

250千円/人

県1/2、事業

医師派遣強化

点病院以外の

経費を助成

国1/2、県1/

1千円/人・

＞ 

強化 

成所運営費補

民間立看護

看護専門学

内定着支援事

養成所卒業生

県内就業率に

数 ８箇所

保のための進

社会人を対象

97 

円／人（県

に医師の確

する場合、

へ移住する

500千円を加

るため、医

成 

人・月 

業者1/2 

化事業の実

の都心部の

/2  

日 

補助（257,

護師等養成

学校、姫路

事業（8,50

生の県内就

に応じた加

進学説明会

象に看護系

県1/2、病院

確保が必要で

500千円を

る医師を対象

加算 

師不足地域

実施

の医療機関か

,044千円）

成所、播磨看

路赤十字看護

00千円）

就業率向上

加算を実施

会等の開催

系学校の進学

Ⅱ 

院1/2） 

であると認

を加算 

象に、初年

（

域へ医師を

からへき地

（一部

 

看護専門学

護専門学校

を図るため

（1,889千円

学説明会等

安心できる

認める病院

年度に就業支

41,2

医療介護推

派遣する医

2,0

地診療所へ

267,4

部医療介護推

学校、公立八

校 

め、看護師等

円） 

等を開催 

る社会づくり

・診療科

支度金と

250 千円 

推進基金）

医療機関に

020 千円 

の医師等

433 千円 

推進基金）

八鹿病院

等養成所運

 

 

に

 

運



 

 

 

 ②

     

 実

(拡)看護職

ア 資質向

○ 専任

看

 実

○ 保健

看

 実

○ (拡

県

を実

 実

○ (拡

安

施設

 研

 実

○ (拡

地

践能

 実

○ 助産

今

態調

イ 看護職

○ 看護

実施主体 

職員の資質

向上研修（

任教員養成

看護師等養

実施主体 

健師助産師

看護師等養

実施主体 

拡)看護職員

県内看護職

実施（平成

実施主体 

拡)在宅看護

安全かつ安

設と訪問看

研修の実施

・管理者研

・(新)看護

実施主体 

拡)助産師資

地域におけ

能力を強化

実施主体 

産師出向支

今後の助産

調査等を実

職員の離職

護職員離職

(公社)兵庫

質向上等

（39,486千円

成講習会（1

養成所の専任

(公社)兵庫

師看護師実習

養成所の実習

(公社)兵庫

員資質向上推

職員の臨床実

成30年度拡充

(公社)兵庫

護連携強化事

安定的な訪問

看護ステーシ

施 

研修・技術研

護師出向制度

(公社)兵庫

資質向上研修

ける安全、安

化する研修等

(一社)兵庫

支援導入事業

産師支援のあ

実施 

職防止・再就

職防止対策事

98 

庫県看護協

円） 

12,164千円

任教員を養

庫県看護協

習指導者講

習施設にお

庫県看護協

推進事業

実践能力の

充：保健師

庫県看護協

事業（5,01

問看護サー

ションの連

研修 

度検討 

庫県看護協

修支援事業

安心、快適

等を実施

庫県助産師

業（2,904千

あり方につ

就業支援

事業（26,8

協会 

円） 

養成 

協会 

講習会の開催

おける実習指

協会 

（11,129千

の向上を総合

師技術研修、

協会 

12千円）

ービス提供体

連携強化や研

協会 

業（4,000千

適なお産の場

師会 

千円） 

ついて検討

（456,128千

889千円）

Ⅱ 

（一部

催（4,277千

指導者を養

円） 

合的に推進

、福祉人材

体制の確立

研修事業を

千円） 

場を提供す

を行うため

千円） 

安心できる

575,6

部医療介護推

千円） 

養成 

進するため

材育成 等）

立を図るた

を実施 

するため、助

め、検討委員

る社会づくり

614 千円 

推進基金）

、各種研修

） 

め、病院・

助産師の実

員会及び実

 

 

修

実

実



Ⅱ 安心できる社会づくり 
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 看護職員離職防止・確保対策検討会の開催 

 勤務環境改善・メンタルヘルス相談事業 

就業上の悩みを抱える看護職員の相談に対応するため、県看護協会に

メンタルサポート相談員等を配置するとともに、勤務環境改善に向けた

取組を促進するアドバイザーを派遣 

 地域別看護職員ネットワークづくり 

 各種研修の実施 

実習指導者基礎研修、WLB管理者研修、基礎技術研修、再就業支援研修 等 

 実施主体 (公社)兵庫県看護協会 

○ 新人看護職員卒後臨床研修事業（43,160千円） 

 病院等におけるＯＪＴ研修 

新人看護職員の早期離職防止を図るため、各医療機関が実施する研修

経費の一部を助成 

 新人看護職員・新人助産師合同研修 

 研修責任者・教育担当者・実施指導者研修 

 実施主体 医療機関、(公社)兵庫県看護協会 

○ 看護職員復職支援研修の実施（15,000千円） 

潜在看護職員の復職を促し、看護職員の確保を図るため、医療機関等が

開催する研修経費の一部を助成 

○ 看護職員地域合同就職説明会の開催（10,000千円） 

地域内の医療機関等が合同で実施する就職説明会の開催経費の一部を助成  

 実施箇所数 ５圏域 

○ 病院内保育所施設の運営に対する補助（361,079千円） 

子供をもつ医療従事者の離職防止及び再就業の支援を図るため、病院内

保育所の運営費の一部を助成 

 運営費補助 

・施 設 数 100施設 

ウ 看護職員確保対策総合施設整備事業（80,000千円） 

県内看護職員の確保を総合的に推進するため、看護師等養成所や病院内保

育所の施設整備、助産所・院内助産所の施設整備に要する経費の一部を助成 

 



 

 

 ③ ナースセン

○ ナー

看

セン

 実

○ ナー

看

トを

 支

ンターの運

ースセンタ

看護職専門

ンターを運

実施方法 

ースセンタ

看護職の身

を運営 

支所・サテ

 

運営 

ター運営事業

門の無料職業

運営 

(公社)兵庫

ターサテライ

身近な地域で

テライト 県

100 

業（18,579

業紹介事業

庫県看護協

イト運営事

で再就業の

県内５か所

 

9千円） 

業や再就業の

協会に運営委

事業（8,889

の相談が受

所（西宮、姫

Ⅱ 

（

の相談・支

委託 

9千円） 

けられるよ

姫路、宝塚

安心できる

27,4

医療介護推

支援などを行

ように支所

塚、北播磨

る社会づくり

468 千円 

推進基金）

行うナース

・サテライ

、但馬）

 

 



 

 

 (3)

 ①

 

 ②

 

 

 

医療提供

医療介護推

地域医

従事者の

※個別

 地

 在

 医

(拡)小児救

小児救

○ (拡

 相

 

 対

○ 地域

 実

 対

供体制の整

推進基金を

医療構想の

の確保・養

の事業は、

地域医療

在宅医療

医療従事者

救急医療相

救急患者家

拡)県下全域

相談日時 

 

    

対 応 者 

域における

実施主体 

対象圏域 

整備 

を活用した医

の実現に向け

養成等を図る

参考「基

連携推進

体制推進

者確保対策等

相談窓口の運

家族からの電

域対象の小児

平日・土曜

 18:00～

日曜・祝

   8:00～

（回線数

医師、看護

る相談窓口の

市町、病院

全圏域 

神 戸

阪神北

北播磨

但 馬

淡 路
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医療体制の

けた病床機

るため、基

基金事業一覧

進事業 ８

進事業 ８

等事業 31

運営

電話相談体

児救急医療

曜 

～翌8:00（平

日・年末年

～翌8:00（平

３回線

護師（相談

の設置 

院開設者

078-891-

072-770-

0794-62-

0796-22-

0799-44-

の整備促進

機能の分化

基金を活用

覧」（P５～

８事業 2,1

８事業  1

1事業 1,6

体制について

療相談（＃8

平成29年度

年始（12/29

平成29年度

（平成29年度

談実績 平成

（相談実績

-3499 阪神

-9981 東播

-1371 中

-9988 丹

-3799 

Ⅱ 

（

・連携や在

した事業を

７）を参照

175,662千

175,204千

629,389千

（

て、相談時

8000）の実

度：18:00～

9～1/3） 

度： 9:00～

度:２回線）

成28年度：

平成28年

神南 06-6

播磨 078-

・西播磨 

波 0795

安心できる

3,980,2

医療介護推

在宅医療の推

を実施 

照 

円 

円 

円 

92,5

医療介護推

時間を翌朝

実施 

～24:00） 

～24:00） 

）） 

31,659件）

年度：47,45

6436-9988 

-937-4199 

079-292-4

5-72-4396 

る社会づくり

255 千円 

推進基金）

推進、医療

519 千円 

推進基金）

まで延長

） 

56件） 

4874 

 

 

療

 



 

 

 ③

 

 ④

 ⑤

 

 

医療施設の

災害時

支援 

○ 対象

○ 対象

○ 負担

有床診療所

有床診

○ 整備

○ 補助

○ 補助

  

  

  

 

(新)兵庫さ

バンク

○ 対 

○ 現 

○ 移 

○ 移転

の耐震化促

時における

象機関 １

象事業 医

び

担割合 国

所等のスプ

診療所や中

備内容 ス

装

助箇所 30

助単価 ス

   （

   自

   消防

た

さい帯血バ

クの事業継

 象 認

所 在 兵

転 先 日

転時期 平

 

促進 

る適切な医療

病院 

医療施設耐震

び既存建物に

国1/2、事業

プリンクラー

中小病院等に

スプリンクラ

装置 

0施設程度

スプリンクラ

（延べ床面積

動火災報知

防機関への火災通

ただし、消防

バンクの移転

継続及び臍帯

認定NPO法人

兵庫医科大学

日赤兵庫県支

平成30年12月

102 

療提供体制

震化整備と

に対する補

業者1/2 

ーなどの施

に対し、ス

ラー、自動

ラー：17,5

積 病院：3

設備：1,03

通報装置：310千

防以外への

転支援

帯血移植を

人兵庫さい帯

学内 

支部建物

月（予定）

制の維持を図

として必要な

補強に要す

施設整備支援

スプリンク

動火災報知設

500円/m2 

3,000m2未満

30千円/施設

千円/施設

の通報機能が

を推進するた

帯血バンク

 

Ⅱ 

図るため、

な新築、増

る工事 

援

ラー等の整

設備、消防

満、有床診療

設（延べ床

（延べ床面

がある場合

ため、円滑

ク 

安心できる

76,5

医療施設の

増改築に伴

573,7

整備を支援 

防機関への火

療所：6,000

床面積300m2

面積500m2未

合は68千円加

100,0

滑な移転を支

る社会づくり

547 千円 

の耐震化を

う補強及

711 千円 

火災通報

0m2未満）

2未満） 

未満） 

加算 

000 千円 

支援 

 



 

 

 ＜国

 ①

 

 ②

国民健康保険

(新)国民健

ア 国民健

県内

数料を

イ 国民健

市町

ブと

ウ 後期高

後期

て支援

エ 介護納

介護

支援事

オ 特別高

都道

対し、

○ 事業

○ 対象

カ 財政安

国民

よる財

国民健康保

市町が

に繰出 

負担率

○ 繰入

市

額を

○ 繰入

各

等を

険制度に対

健康保険事

健康保険保

内市町保険

を交付 

健康保険保

町の特別な

して、各市

高齢者支援

期高齢者医

援金として

納付金（24

護保険制度

事業支援納

高額医療費

道府県国保

、全国単位

業主体 国

象医療費 レ

安定化基金

民健康保険

財源不足に

保険県繰入

が行う国民

率：療養給

入金（１号

市町からの

を控除 

入金（２号

各市町の健

を勘案して

対する支援

事業特別会計

保険給付費等

険者が被保険

保険給付費等

な事情に対す

市町の状況に

援金（67,69

医療制度の経

て負担 

4,039,312千

度の円滑な運

納付金を納付

費共同事業事

保の財政運営

位で実施する

国民健康保険

レセプト１件

金積立金（1

険事業特別会

に備え、財政

入金 

民健康保険の

給付費等総額

号分） 

の納付金の必

号分） 

健康づくり事

て交付 

103 

等＞ 

計の創設

等交付金

険者や国保

等交付金

する財政支

に応じて交

99,291千円

経費を賄う

千円） 

運営を図る

付 

事業費拠出

営の安定を

る共同事業

険中央会

件あたり42

1,257,840千

会計におい

政安定化基

の財政を調

額の９％

必要総額を

事業や給付

（普通交付金

保連に対して

（特別交付金

支援や保健事

交付 

円） 

うため、各医

るため、法令

出金（499,0

を図るため、

業への拠出

（国保中央会

20万円超の

千円） 

いて、予期せ

基金へ追加積

調整するた

（平成29年度

を計算する際

付適正化事業

Ⅱ 

金）（400,

て給付する

金）（13,9

事業等に対

医療保険者

令に基づき

037千円） 

、著しく高

会） 

の医療費 

せぬ給付増

積立（全額

め、国民健

度までと同

際に、保険

業、収納率

安心できる

508,583,0

,847,954千

る保険給付費

932,582千

対するインセ

者の被保険者

き、介護給付

高額な医療費

増や保険料収

額国庫） 

26,017,2

健康保険事業

同じ） 

険給付費総額

率向上対策の

る社会づくり

083 千円 

千円） 

費・審査手

円） 

センティ

者数に応じ

付費・地域

費の発生に

収納不足に

291 千円 

業特別会計

額から繰入

の実施状況

 

手

じ

域

に

に

計

入

況



 

 

 

 ③

 

国民健康保

ア 保険基

低所

※ 消

○ 低所

軽減

割合

７割

５割

２割

[給与

○ 市町

イ 高額医

高額

を図

○ 負担

保険制度に

基盤安定負

所得者等の保

消費税率等引

所得世帯保

減 

合 平成26

割 98万円

割 178万円

割 266万円

与収入、３人

・負担割合

町保険者へ

区  分 

７割軽減 

５割軽減 

２割軽減 

・支援額＝

・負担割合

医療費負担

額な医療費

るため、高

担割合 国

 

に対する支援

負担金（19,

保険料軽減

引き上げ分

保険料軽減分

6年度 平成

円以下 

円以下 184

円以下 274

人世帯の場合

合 県3/4、

への財政支援

拡

＝１人当た

合 国1/2、

担金（4,313

費（１件80万

高額医療費

国1/4、県1/

104 

援

,082,201千

減によって生

分による社会

分（平成26

成27年度※

同左 

4万円以下

4万円以下

合]※平成27

市町1/4

援分（平成

公

拡充前 

12％ 

６％ 

－ 

り平均保険

県1/4、市

3,851千円）

万円超）の

の一部を公

/4、市町1/

千円） 

生じる市町保

会保障の充

6年度から拡

軽減対象年

平成28年度

同左

186万円以

278万円以

7～30年度は

成27年度か

公費補填率

険料×軽減被

市町1/4 

） 

発生による

公費で負担

/2 

Ⅱ 

保険者の減

充実（平成2

拡充）：1,9

年収 

度※ 平成2

同

以下 188万

以下 283万

は経済動向等

ら拡充）：1

拡充後 

15％ 

14％ 

13％ 

被保険者数

る国保財政

安心できる

23,396,0

減収等を公費

29年度影響

992百万円 

29年度※ 平

同左 

万円以下 19

万円以下 28

等を踏まえた

1,745百万

数×公費補填

政の急激な影

る社会づくり

052 千円 

費で負担 

響分） 

平成30年度※

同左 

90万円以下

87万円以下

た見直し 

円 

填率 

影響の緩和

 

和



 

 

 (4)

 ①

 ②

 

県立病院

県立丹波医

柏原病

期から回

○ 場 

○ 延床

○ 病 

○ 供用

○ 事業

○ 総事

○ 平成

○ そ 

県立はりま

姫路循

域におい

○ 場 

○ 延床

○ 病 

○ 供用

○ 事業

○ 総事

○ 平成

○ そ 

院の整備促

医療センタ

病院と柏原

回復期まで

   所 丹

床面積 約

床 数  32

地

用開始 平

業期間 平

事業費 21

成30年度 建

の 他 同

丹

及

 

 

ま姫路総合

循環器病セ

いて、安定

 所 姫

床面積 約

床 数 73

用開始 平

業期間 平

事業費 約

成30年度 基

の 他 兵

 

促進 

ター（仮称）

原赤十字病院

での幅広い医

丹波市氷上町

約26,400㎡

20床（急性

地域包括ケア

平成31年度上

平成26～31年

1,197百万円

建設工事、機

同一敷地内に

丹波市健康セ

及び市立看護

合医療センタ

センターと製

定的・継続的

姫路市神屋町

約69,100㎡

36床（救命

・急

平成34年度上

平成28～34年

約342億円

基本設計・実

兵庫県立大学

105 

）の整備

院を統合再

医療を提供

町石生 

性期204床、

ア病床45床

上期（予定

年度 

円 

機器整備

に、丹波市

センター 

護専門学校

ター（仮称

製鉄記念広

的に高度で

町（キャスティ

命救急ｾﾝﾀｰ4

急性期病床6

上期（予定

年度 

実施設計

学及び獨協

再編し、丹波

供する新病院

回復期リハ

床、緩和ケア

定） 

市が 

ミルネ 

校を整備 

称）の整備

広畑病院を統

で良質な医療

ィ21イベント

44床、精神

676床） 

定） 

協学園の教育

Ⅱ 

（一部

波圏域の中

院を整備 

ハビリテー

ア病床22床

（一部

統合再編し

療を提供す

ゾーン(高等

神病床16床、

育・研究部

【外観

安心できる

11,574,1

部医療介護推

中核施設とし

ーション病床

床、感染症

623,2

部医療介護推

し、中播磨

する新病院

等教育・研究エ

、その他高

部門を一括

観イメージ図

る社会づくり

03 千円 

推進基金）

して、急性

床45床、

４床） 

235 千円 

推進基金）

・西播磨圏

を整備 

エリア内)）

高度急性期

で整備 

図】 

 

 

性

 

圏



 

 

 ③

 

 ④

 

高度先進医

○ 西宮

○ 淡路

○ がん

○ リハ

県立がんセ

○ 検討

○ 構 

○ 設置

○ 事 

医療機器の

宮病院  

路医療セン

んセンター

ハビリテー

センターの

討事項 県

 成 大

置期間 平

務 局 兵

 

の導入（診療

     

ンター     

ー       

ーション西播

のあり方検討

県立がんセン

大学関係・外

平成29～30年

兵庫県 

106 

療機能の高

   ：

       ：

   ：

播磨病院：

討委員会の

ンターの今

外部有識者

年度（２年

高度化）

CT更新 

CT更新 

放射線治療

MRI更新

の開催

今後のあり方

者、地域医療

年間） 

Ⅱ 

療装置（リ

方について

療関係者等

安心できる

1,014,8

リニアック）

1,0

て 

等 

る社会づくり

803 千円 

）更新 

000 千円 

 



 

 

 (5)

 ①

在宅介護

(拡)事業者

定期巡

る人件費

ア 参入

○ 対 

○ 補 

月利

基 

加 

総 

○ 対象

○ 補助

○ 負担

イ (新)

又

○ 整備

 補

 補

 負

 対

○ 賃料

 補

 補

 支

 負

 対

護体制の強

者の参入促

巡回・随時

費・整備費

入事業者に対

象 者 新

助 額 １

た

利用人数 ～

準 額 

算 額 

  額 

象事業所 30

助期間 サ

担割合 県

)定期巡回サ

一層の事業

又は事務所賃

備費補助

補助対象 

補助上限額 

負担割合 

対象事業所 

料補助（5,

補助対象 

補助上限額 

支払期間 

負担割合 

対象事業所 

強化 

促進 

時対応サービ

費への支援や

対する人件

新たに定期巡

事業所あた

ただし、収支

～4人 5人

250 25

0 10

250 35

0事業所 

サービス開始

県1/2、市町

サービス事

業者の参入

賃料の事業

（21,420千円

新たに定期

総額3,780

県1/3、市

17事業所

460千円）

新たに定期

務所を賃貸

3,780千円

３年間 

県1/3、市

13事業所

107 

ビスへの参

や事業者向

件費等助成の

巡回・随時対応

たりの利用

支黒字額が

人 6人

50 250

00 80

50 330

始から３年

町1/2 

事業所整備等

入促進を図

業者負担につ

円） 

期巡回・随

0千円（7,5

市町1/3、事

 

期巡回・随

貸借契約に

円 

市町1/3、事

参入を促進す

向けの普及啓

の実施（57

対応サービスを

用人数に応

が補助金を加

7人 8人

250 25

60 4

310 29

年間 

等への支援

る観点から

ついて、そ

随時対応サー

560千円を超

事業者1/3

随時対応サー

に基づき借

事業者1/3

Ⅱ 

するため、

啓発を実施

7,600千円）

を実施する事

じた金額 

加えて250千

人 9人

50 250

40 20

90 270

援（26,880千

ら、事業所開

その一部を支

ービスを実

超える整備

ービスを実

り受けてい

安心できる

92,4

参入障壁と

施 

） 

事業所 

千円を超え

（単位

10人～ 2

250 

対
0 

250 

千円） 

開設におけ

支援 

実施する事業

備費） 

実施する事業

いる事業者 

る社会づくり

458 千円 

となってい

えない範囲

位：千円）

21人～

補助 

対象外

ける整備費

業者 

業者で、事

 

い

事



 

 

 

 ②

 

 

 

ウ 事業

事

○ 経営

○ 介護

 普

 相

連携訪問看

定期

価格差

○ 訪問

定

単価

 補

 補

 対

○ 初任

 研

 補

 補

 対

○ 利用

 補

 補

 補

業者向けの普

従来から実

事業参入等の

営トップ等

・経営・運

・事業所戸

護事業者・

普及セミナ

相談窓口の

看護ステー

期巡回・随時

差の緩和や新

問看護充実

定期巡回・

価差に対し

補助単価 

補 助 率 

対象者数 

任訪問看護

研修期間 

補助基準額 

補 助 率 

対象者数 

用者情報を

補助基準額 

補 助 率 

補助件数 

普及啓発の

実施してい

の方針を決

等に対する参

運営セミナー

戸別訪問の実

介護従事者

ナー、技術向

の設置 

ーションの確

時対応サー

新任訪問看

実支援補助

随時対応サ

し補助 

３千円又は

3/4（1/4は

158人 

護師の実地訓

６か月 

220千円/人

1/2 

100人 

を記録する

上限500千

3/4 

69事業所

108 

の実施（7,9

いる相談窓

決定する経営

参入促進支

ーの開催

実施 

者に対する

向上研修の

確保

ービスの訪問

看護師の実地

（15,642千

サービスの

は11千円

は市町随伴

訓練経費助

人  

ＩＣＴ機器

千円 

978千円）

口の設置や

営トップに

支援（5,368

（２回） 

る普及啓発の

の開催 

問看護と単

地訓練及び

千円） 

の訪問看護

伴期待） 

助成（11,00

器等の整備補

Ⅱ 

や普及セミ

に対する普及

8千円） 

の実施（2,

（一部

単独の訪問看

び活動内容の

と単独の訪

00千円） 

補助（25,8

安心できる

ナーの開催

及啓発の取

,610千円）

52,5

部医療介護推

看護の介護

の充実を支

訪問看護の介

  

875千円） 

る社会づくり

催等に加え

取組を充実

 

517 千円 

推進基金）

護報酬の単

支援 

介護報酬

 

え、

 



 

 

 ③

 ④

 

利用者への

定期巡

配布、県

○ 利用

 配

 作

 

介護支援専

介護支

が適して

○ 研修

 実

 ケ

 実

○ 講 

  

○ 開催

の普及・利

巡回・随時

県・市町の

用者向けリ

配 布 先 

作成部数 

専門員への

支援専門員

ている利用

修内容  

実際のサー

ケアプラン

実際のケア

 師 定

   定

催場所 ７

 

利用促進

時対応サービ

の広報媒体を

ーフレッ

県・市町の

100,000部

の普及・資質

員（ケアマネ

用者等につい

ービス提供状

ンに取り入れ

アプラン作成

定期巡回を積

定期巡回サー

７か所（予定

109 

ビスの普及

を活用し、

トの作成・

の窓口、自治

部（予定）

質向上

ネジャー）

いて定期巡

状況 

れる際の留

成のケース

積極的に活

ービス事業

定） 

及促進を図る

利用者への

配布 

治会、老人ク

を対象に、

巡回等の活用

留意事項 

ススタディ

活用してい

業所の管理者

Ⅱ 

るため、リ

の周知を実

ラブ、婦人

（

定期巡回

用を図るた

るケアマネ

者、計画作

安心できる

5

ーフレッ

実施 

人会、商工会

1,4

医療介護推

回・随時対応

ための研修

ネジャー 

作成担当者 

る社会づくり

500 千円 

トの作成・

議所 等

456 千円 

推進基金）

応サービス

を実施 

 

 



 

 

 (6)

 ①

 

 ②

高齢者の

介護保険事

ア 介護給

○ 負担

保

イ 地域支

市町

○ 負担

 介

 包

○ 特定

 認

 

後期高齢者

ア 医療給

○ 負担

イ 保険基

低所

の減収

○ 負担

 

 

 
保
軽

の生活支援

事業の推進

給付費県費

担割合（自

保険料50％

支援事業県

町が実施す

担割合 

介護予防・

保険料50

包括的支援

保険料23

定包括的支援

認知症対策

保険料23

者医療制度

給付費県費

担割合 保

（う

基盤安定負

所得者等の

収を公費で

担割合 県

保険料
軽減分

援等 

進 

費負担金（6

自己負担を除

％、国25％、

県交付金（4

する介護予防

日常生活支

0％、国25％

援事業及び任

3％、国38.

援事業〔消費税

策推進、生活

3％、国38.

度に対する支

費負担金（5

保険料約1/1

ち公費 国

負担金（10,

の保険料軽減

で負担 

県3/4、市町

7割 5割

110 

61,593,751

除く） 

、県12.5％

4,286,430千

防や地域包

支援総合事

％、 県12

任意事業

.5％、県1

税率等引き上

活支援サー

.5％、県19

支援

57,215,255

10、支援金

国：県：市町

,565,600千

減によって

町1/4 

割 2割

　　対

1千円） 

％、市町12.

千円） 

包括支援セ

事業 

2.5％、市町

 

9.25％、市

上げによる社会

ービスの体制

9.25％、市

5千円） 

金約4/10、公

町＝４：１

千円） 

て生じる兵庫

応

対象を拡大
応

Ⅱ 

.5％(施設等給

ンターの運

町12.5％ 

市町19.25％

会保障の充実

制整備 等

市町19.25％

公費5/10 

：１） 

庫県後期高

応能分（50％

応益分（50％

安心できる

66,159,4

給付は国20％､

運営等を支援

％ 

実分〕（374,

等 

％ 

71,238,8

高齢者医療広

％）

％）

る社会づくり

485 千円 

県17.5％) 

援 

781千円）

857 千円 

広域連合

 



 

 

軽

割

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ③

※消

 （保

軽減 

割合 平成

７割 168万

５割 193万

２割 238万

     ※

ウ 高額医

１件

リス

○ 負担

高齢期移行

65歳か

下で身体

な者と

○ 実施

○ 対 

・区

・区

消費税率等引

保険料軽減制

成25年度 平

万円以下 

万円以下 2

万円以下 25

※平成27～3

医療費県費

件80万円以

クを緩和す

担割合 国

行助成事業

から69歳の

体的理由等

して支援 

施主体 市

象 者  

区分１ 市

金

区分２ 市

万

い

80万円超

医療費

引き上げに

制度の拡充

平成26年度

同左 

17万円以下

58万円以下

30年度は経済

費負担金（3

以上の高額

するため、

国1/4、県1/

業の実施

のうち、所得

等により日常

市町 

市町村民税非

金収入80万円

市町村民税非

万円以下であ

いる者（要介

（保険料）

保険者

広域連合

1/2

111 

による社会保

充）[夫婦世帯

軽

平成27年度

同左

220万円以

262万円以

済動向等を踏

3,458,002千

な医療費に

医療費の一

/4、広域連

得がないこ

常生活動作

非課税世帯

円以下かつ

非課税世帯

あり、かつ

介護２以上

(公費) (公費)

者負担

国

1/4

県

1/4

保障の充実

帯の夫の例

減対象年収

度 ※ 平成28

同左

下 221万円

下 264万円

踏まえた見

千円） 

について、後

一部を公費

連合（保険料

ことから自立

作が自立で

帯で、世帯全

つ所得なし）

帯で、本人の

日常生活動

上） 

) 定率

Ⅱ 

実分：741百

（妻の年金収入

収 

8年度 ※ 平成

左 

円以下 222

円以下 266

直し 

後期高齢者

で負担 

料）1/2 

立できない

きない者を

全員に所得

） 

の年金収入

動作が自立

率公費負担等

安心できる

百万円 

収入80万円以下

成29年度 ※ 

同左 

2万円以下 2

6万円以下 2

者医療広域連

362,9

い者と、一定

を特別な配慮

得がない者

入を加えた所

立していない

る社会づくり

下の場合）]

平成30年度

同左 

223万円以下

268万円以下

連合の財政

992 千円 

定の所得以

慮が必要

（本人は年

所得が80

いとされて

 

度 ※ 

下

下

政

以

年

て



 

 

 

 ④

 ⑤

○ 対象

○ 公費

○ 補 

○ 個人

 

○ 経過

平

につ

額に

高齢者の権

認知症

う、市町

ア 法人後

市町

○ 補助

○ 補

イ 法人後

県社

助言、

 

(新)高齢者

阪神

置事業に

○ 実施

○ 対象

○ 補助

○ 負担

象者数 約

費負担 医

助 率 1/

人負担金 

世帯区分 

区分Ⅰ 

区分Ⅱ 

過措置  

平成29年６

ついては、

による助成

権利擁護の

症高齢者や

町等が取り

後見・市民

町が取り組

助対象 全

助 率 3/

後見・市民

社会福祉協

、研修等を

者自立支援

・淡路大震

について、

施主体 市

象住宅 51

助対象 ひ

担割合 県

 

約15,000人

医療保険にお

/2 

負担割

合 

２割 

６月末時点で

経過措置と

成を継続 

の推進 

や一人暮ら

組む権利侵

民後見推進支

組む法人後見

全市町 

/4 

民後見体制整

協議会に専門

を実施 

援ひろば運営

災復興基金

一般財源化

市 

1ひろば（現

ひろば運営経

県1/2、市1/

112 

おける自己

負担限

外来 

8,000円

12,000円

で既に老人

として70歳

し高齢者等

侵害への対

支援事業

見や市民後

整備事業

門員（１人

営支援事業

金事業とし

化のうえ、

現行と同じ

経費（人件

/2 

 

己負担額３割

限度額 

入院等

15,000円

35,400円

人医療費助成

歳になるまで

等が、地域で

対応を行う体

（55,965千

後見推進体制

（3,555千円

人）を配置し

業の実施

て実施して

市事業に対

じ） 

件費、活動費

Ⅱ 

割のうちの

成制度の対

で同制度の

（一部

で安心して

体制整備を

円） 

制の整備へ

円） 

し、市町や

てきた高齢

対する支援

費、施設維

安心できる

の１割相当分

対象となっ

の負担割合

59,5

部医療介護推

生活を続け

を支援 

への支援を実

や社会福祉協

119,6

齢者自立支援

援として継続

維持費） 

る社会づくり

分 

ていた者

・負担限度

520 千円 

推進基金）

けられるよ

実施 

協議会への

607 千円 

援ひろば設

続実施 

 

度

 

設



 

 

 (7)

 ①

     

     

     

     

 ②

施設介護

地域介護拠

ア 地域介

○ 補助

 特

ホー

認知

○ 予定

○ 補助

イ 高齢者

   特別

○ 補助

 特

護老

○ 予定

○ 補助

○ 補 

ウ 特別

○ 予定

○ 補助

 

サービス付

サービ

に必要な

○ 対象

護の強化 

拠点等整備

介護拠点整

助対象施設 

特別養護老

ーム、定期

知症デイサ

定箇所数 97

助単価 特

者福祉施設

別養護老人

助対象施設 

特別養護老

老人ホーム

定箇所数 85

助単価 特

助 率 定

別養護老人ホ

定箇所数 ５

助単価  

※

付き高齢者

ビス付き高

な整備を支

象事業者 当

備費補助事業

整備（2,709

老人ホーム、

期巡回・随時

サービス、介

7施設 

特別養護老人

設等の開設準

ホーム等の

老人ホーム、

ム、ケアハウ

5施設 

特別養護老人

定額 

ホーム（広

５施設 

     

区分

30～79

80～11

120床

※（ ）の数

者向け住宅の

高齢者向け住

支援 

当該補助によ

113 

業の推進

9,973千円）

、小規模多

時対応型サ

介護予防拠

人ホーム：

準備（1,27

の開設前に必

、介護老人

ウス 等

人ホーム

広域型）等の

    

分 

9床 

19床 

床～ 

数値は、多

の機能強化

住宅が、特

より整備し

） 

多機能型居宅

サービス、看

拠点、施設内

4,270千円

76,066千円

必要な設備

人保健施設、

621千円/床

の整備促進

     

特養

3,519（2

3,060（1

2,601（1

多床室の整備

化支援

定施設入居

した後、サー

Ⅱ 

（一部

宅介護、認

看護小規模

内保育施設

円/床 等 

円） 

、備品等に

、地域密着

床 等 

進（1,074,6

    

養 

2,111） 

1,836） 

1,560） 

備単価（通

居者生活介

ービス付き

安心できる

5,060,6

部医療介護推

認知症高齢者

模多機能型

設 等 

に要する費用

着型介護拠点

600千円） 

（単位：

養護

3,105

2,700

2,295

通常単価の6

36,9

介護の指定を

き高齢者向

る社会づくり

639 千円 

推進基金）

者グループ

型居宅介護、

用を補助

点施設、養

千円／床）

・軽費 

（1,863）

（1,620）

（1,377）

60％） 

900 千円 

を受ける際

け住宅 

 

 

プ

養

 

際



 

 

 

 ③

 ④

 

○ 対象

○ 補助

○ 補助

35

35

55

○ 補 

○ 補助

(新)地域介

超高

鈴蘭台

ホーム

○ 地域

社

整備

 

(新)特別養

元県

県立総

家」を

○ 実施

○ 入所

○ 延床

○ スケ

  

  

を

上

象地域 政

助基準額 16

助上限 

区 

5戸未満 

5戸以上55戸

5戸以上 

助 率 1/

助件数 ５

介護福祉拠

高齢化社会を

台西高等学校

ム「万寿の家

域介護福祉

社会福祉法

備・運営を

養護老人ホ

県立鈴蘭台西

総合リハビ

を移転整備 

施主体 兵

所定員 10

床面積 約

ケジュール

    

    

 

を10年以上運

上運営する事

政令市・中核

64千円/㎡

 分 

戸未満 

/4 

５事業所 

拠点の整備

を迎え、ニ

校用地にお

家」と併せ

祉拠点の整備

法人等の民間

を行うため、

ホーム「万寿

西高等学校

リテーショ

兵庫県社会福

00人 

約5,400㎡

ル 平成30年

 平成31年

 平成32年

114 

運営し、か

事業所 

核市を除く

金

6,

7,

8,

ニーズの高い

おいて、兵庫

せて一体的に

備 

間事業者の

、提案コン

寿の家」の

校用地を活用

ョンセンター

福祉事業団

年度 設計

年度 建設

年度 開設

かつ特定施設

く県内市町域

金額（面積）

642千円（1

380千円（1

118千円（1

い高齢者向

庫県社会福

に整備 

の活力・運営

ンペを実施

の移転 

用した地域

ー内にある

団 

計、着工 

設 

設 

Ⅱ 

設入居者生

域 

 

162㎡）

180㎡）

198㎡）

向け地域介護

福祉事業団所

営ノウハウ

域介護福祉

る特別養護老

安心できる

生活介護を

護福祉拠点

所管の特別

ウ・人材等を

祉拠点の整備

老人ホーム

る社会づくり

10年以 

 

点を元県立

別養護老人

を活用して

備と併せて

ム「万寿の

 

て

て、



 

 

 (8)

 ①

 

 ②

福祉人材

医療介護推

医療介

進基金」

※個別の

 福

 多

 福

 医

 魅

(新)福祉

福祉

を強化 

○ 介護

 対

 内

○ 相談

 介

応

 設

○ 地域

 福

 対

 対

 対

 補

 団

材確保対策

推進基金を

介護を総合

」を活用し

の事業は、

福祉・介護

多 様 な 人

福祉人材の

医 療 ・ 介

魅 力 あ る

・介護人材

・介護人材

護技術研修

対 象 者 

内  容 

談窓口の拡

介護人材の

じた就職支

設置箇所 

域福祉活動

福祉・介護

対 象 者 

対象事業 

対象経費 

補 助 額 

団 体 数 

策 

を活用した福

合的に推進す

し、福祉人材

参考資料

護サービスの

人 材 の 参

のキャリア

介 護 の 連

る 職 場 づ

材確保対策の

材確保を促進

修（4,242千

福祉現場で

・介護保険

・身体的負

拡充（10,51

の需要が急増

支援を実施

５か所（西

動支援事業

護分野の活動

福祉・介護

福祉・介護

事業立ち上

1,000千円

６団体 

115 

福祉人材確

するため、

材確保対策

「基金事業

の周知・理

参 入 の 促

アアップ支

連 携 強 化

づ く り 支

の強化

進するため

千円） 

での就労未

険等の制度

負担の少な

15千円）

増する都市

西宮、宝塚

（6,000千

動等を自ら

護分野の地

護分野の地

上げ経費

円 

確保対策の推

消費税増収

策を推進 

業一覧」（P

理解 ６事業

進  10事業

支援 24事業

化  ２事業

援  ４事業

め、相談窓口

未経験者 

度概要 

ない介護技術

市部等におい

塚、加古川、

円） 

ら行う団体

地域福祉事業

地域福祉サー

Ⅱ 

推進

（

収分を財源

８～P10）を

業  50,55

業 225,12

業 146,38

業   2,35

業  62,12

（一部

口など福祉

術等 

いて、地域

、姫路、豊

・グループ

業に新たに

ービス 

安心できる

486,5

医療介護推

源とした「医

を参照 

53千円 

25千円 

85千円 

56千円 

20千円 

20,7

部医療介護推

祉人材センタ

域の求職者の

豊岡） 

プを支援 

に取り組む

る社会づくり

539 千円 

推進基金）

医療介護推

757 千円 

推進基金）

ターの機能

のニーズに

団体 

 

 

推

 

能

に



 

 

 

 ③

 

 ④

 

 ⑤

(新)県立総合

介護シ

介護福祉

○ 介護

 場

 開

○ 看護

 廃

(拡)介護人

各市町

確保に資

○ 基

市

団

○ 負担

潜在介護福

福祉

研修を実

○ 対 

合衛生学院介護

システムを

祉学科を開

護福祉学科

場  所 

開設予定 

護学科２年

廃止予定 

人材確保に

町の実情に

資する事業

準 額  

区

市町

(拡)指

中核

人口

その他

町 

団体  

担割合 市

団

福祉士等の

・介護職場

実施 

象 者 介

護福祉士学科の新

を支える人材

開設すると

科（仮称）の

神戸市中央

平成31年

年課程全日制

平成33年

に向けた市町

に応じた介護

業を支援 

     

区 分 

指定都市

市 

10万人以上

他の市 

市町：県(基

団体：県(基

の再就業支援

場に就業して

介護福祉士、

116 

新設・看護学科

材確保のた

ともに、看

の新設 

央区 

４月 

制の廃止

３月廃止

町団体支援

護人材確保

    

平成

上の市

基金)3/4、市

基金)10/10

援

ていない介

、実務者研

科の（全日制）

ために、県立

看護学科全

援

保関連事業及

   （単

基準

成29年度

20,000

20,000

10,000

5,000

2,000

5,000

市町1/4（現

介護福祉士

研修、介護職

Ⅱ 

の廃止

立総合衛生

日制の廃止

（

及び関係団

単位：千円

準額 

平成30年度

30,00

同左

同左

現行 県(基

（

等が、円滑

職員初任者

安心できる

34,8

生学院に分校

止など学科

65,3

医療介護推

団体が行う介

円） 

度 

00 

左 

左 

基金)1/2、

2,0

医療介護推

滑に復職で

者研修修了等

る社会づくり

826 千円 

校を設置し

を再編 

300 千円 

推進基金）

介護人材

市町1/2）

049 千円 

推進基金）

きるよう、

等の資格

 

し、

 

 

 



 

 

 

 ⑥

 

 ⑦

 

 

 ⑧

○ 講座

○ 開催

介護職員等

介護や

職者が一

○ 開催

○ 内 

○ 参 

介護人材確

介護人

職場定着

○ 介護

 補

 補

 補

 補

○ 施設

○ 介護

民間社会福

福祉人

進し、福

○ 対象

○ 補助

を

座内容 最

催回数 12

等合同入職

や保育など

一堂に会す

催場所 神

 容 合

加 者 社

確保・定着

人材の確保

着の取組を

護職員の介

補助対象 

補助対象経費 介

補 助 率 

補助人数 

設長や在宅

護サービス

福祉事業職

人材の定着

福利厚生の

象施設 県

助対象 初

を持ち、将来

最近の知識や

2回 

職式の開催

ど福祉人材の

する合同入職

神戸市内 

合同入職式、

社会福祉分野

着支援 

保を図るため

を促進 

介護福祉士国

県内の介護

介護福祉士

1/2（上限

300人（10

宅サービス事

ス事業所に対

職員互助会へ

着を図るため

の充実を支援

県内（神戸市

初年度の職員

117 

来復職する

や介護技術

の不足に対

職式を開催

、新人研修

野に入職し

め、施設・事

国家資格取

護保険施設及

士実務者研

限50千円/人

00人×３団

事業所管理

対する相談

への加入促

め、民間社

援 

市除く）民

員互助会掛

ることを検討

術を習得・再

対応するた

催し、多様な

修会 

した新卒者等

事業所にお

取得のための

及び介護サ

修等の受講

人） 

団体） 

理者等に対す

談支援 

促進

社会福祉事業

民間社会福祉

掛金 12,00

Ⅱ 

討している

再認識する

（

め、介護等

な人材の参

等 

（

ける介護職

の研修受講

サービス事業

講料 

する研修 

（

業所の職員

祉事業所 

00円 

安心できる

る者 

るための研修

6

医療介護推

等福祉現場へ

参入を図る。

22,9

医療介護推

職員の離職

講料助成 

業所を運営す

12,0

医療介護推

互助会への

る社会づくり

修 

693 千円 

推進基金）

への新規入

。 

997 千円 

推進基金）

職を防止し、

する法人

000 千円 

推進基金）

の加入を促

 

 

入

 

 

促



 

 

 ⑨

 ⑩

○ 補

 

(拡)介護保

介護職

機等をモ

○対象

○(拡)対

移

分野

（平

○補助台

施

法人

100

法人

100

※ 

場

 

(拡)訪問看

２人以

できない

ス対策、

○ (拡

暴

の訪

に、

（平

 補

（

助 率 1/

保険施設に

職員の身体

モデル的に

象施設 特別

対象機器 

移乗介助、移

野の介護ロボ

平成 29 年度

台数等 

施設（特養

人全体の常

0 人未満 

人全体の常

0 人以上 

国の職場定

場合がある

看護師・訪

以上の訪問

い場合に、

、事業所管

拡)訪問看護

暴力行為や

訪問が必要

、加算相当

平成30年度

補助対象 

（事業主：6

/2 

における労働

体的負担の軽

に導入する施

別養護老人

移動支援、

ボットに拡

度補助対象

・老健）区

常時雇用者

常時雇用者

定着支援助

。 

訪問介護員の

問が必要なケ

加算相当額

管理者の対応

護師・訪問介

や深夜の時間

要なケースで

当額の一部を

：深夜時間

訪問看護、

118 

6,000円、個

働環境の改

軽減を図る

施設を支援

人ホーム、介

排泄支援

拡大 

：自動排泄

区分 対象

16

20

助成金（最大

の安全確保

ケースであ

額の一部を

応能力向上

介護員安全

間帯（22時

で、介護報

を補助 

間帯（22時か

、介護予防

個人：6,00

改善

るため、導入

援し、労働環

介護老人保

、入浴支援

泄処理機、移

象施設数

0 施設 

0 施設 

大 150 万円

保・離職防止

あって、介護

を補助すると

上等を推進

全確保対策

時から６時）

酬上の２人

から６時）

防訪問看護又

Ⅱ 

00円） 

（

入が進んで

環境の改善

保健施設 

援、見守り

移動リフト

補助台数/

２台 

３台 

円、補助率

止対策

（一部

護報酬上の

とともに、

（5,465千

）の安全確

人訪問加算

の安全確保

又は訪問介

安心できる

38,0

医療介護推

でいない自動

善を促進 

、介護業務

ト、ロボッ

/施設 補

 

(上

 

率 1/4）と併

8,5

部医療介護推

２人訪問加

職員のメン

円） 

確保のため、

算が適用でき

保の場合を

介護事業を行

る社会づくり

000 千円 

推進基金）

動排泄処理

務支援の６

トスーツ）

補助率等

1/3 
上限 100千
円/台) 

併用できる

532 千円 

推進基金）

加算が適用

ンタルヘル

２人以上

きない場合

を追加） 

行う者 

 

 

理

 

千

 

ル

上

合



 

 

 

 ⑪

 

 

 

 

 

 実

 負

○ 研修

マ

 対

○ 相談

訪

 配

介護福祉士

平成2

取得し、

内での介

生に対す

○ 貸付

 貸

 貸

 返

学費

入学

就職

国家

実施主体 

負担割合 

修会の実施

マニュアル

対 象 者 

談窓口の設

訪問看護師

配置場所 

士修学資金

29年９月か

、介護業務

介護人材の

する修学資

付内容 

貸付対象者

貸付対象経

返還免除要

 

区  

費 

学準備金 

職準備金 

家試験受験

市町 

県1/3、市

施（847千円

ルを活用した

事業所管理

設置（2,040

師等からの相

(公社)兵庫

金等貸付金

から外国人在

務に従事する

の確保を加速

資金等の貸付

者 介護福祉

経費及び貸付

要件 県内で

分 

験対策費用

119 

市町1/3、事

円） 

た事例検討

理者 

0千円） 

相談に対応

庫県看護協

在留資格に

ることで長

速化するた

付原資を助

祉士等養成

付額 

で５年間就

貸

月額50

200

200

年額

事業所1/3

討や対処方法

応 

協会（１名）

[平成 29

に「介護」が

長期滞在が可

ため、介護福

助成 

成施設で修学

就業を継続す

貸付額 

0千円/月以

0千円以内

0千円以内

額40千円以内

Ⅱ 

法について

） 

年度２月経

が創設され

可能となっ

福祉士養成

学する外国

すること 

以内 修学期

学費

学費

内 卒業年

安心できる

て研修を実施

123,0

経済活性化

れ、介護福祉

ったことを踏

成施設に入学

国人留学生 

備  

期間内 

の初回貸付

の最終回貸

年度に加算

る社会づくり

施 

000 千円 

化対策補正]

祉士資格を

踏まえ、県

学する留学

考 

付時に加算

貸付時に加

算 

 

 

県

学

 

算
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 ＜認

 ①

 

 ＜医

 ①

 

 

認知症地

認知症予防の

認知症予防

認知症

を行う

ア 認知症

○ 事業

○ 補助

○ 補 

○ 補助

イ 認知症

○ 県の

の機

○ 認知

ウ 認知症

○ 設置

○ 相 

医療対策の充

(拡)認知症

地域の

適切な運

要性に応

○ 事業

専

 平

地域支援体

の推進＞ 

防・早期発

症チェック

とともに、

症早期受診

業内容 特

活

市

助単価 65

助 率 1/

助対象件数 ５

症の早期発

の認知症チ

機能向上を

知症初期集

症・高齢者

置場所 県

談 日 月

充実＞ 

症疾患医療

の認知症医

運営を推進

応じて指定

業内容 

専門医療相

平成29年度

体制の充実

発見の推進

クシートを活

人材養成や

診促進事業

特定健診・後

活用した認知

市町へ助成

5歳以上の受

/2 

５市町 

発見・早期対

チェックシー

を図るため、

集中支援チー

者相談の実施

県民総合相談

月・金（家族

療センターの

医療の中核

進するととも

定の増を図

相談、鑑別診

度：14か所

120 

活用した認

や認知症予

（23,250千

後期高齢者

知症予防健

受診者１人

対応研修

ートを活用

、認知症相

ーム員の養

施（1,458千

談センター

族の会）、

の設置・運

として鑑別

もに、高齢

り、認知症

診断と初期

（神戸圏域

認知症予防健

予防教室の開

千円） 

健診等の機

健診を実施

人あたり１千

（4,135千円

用した取組の

相談センター

養成 

千円） 

ー 

水・木（看

運営

別診断を行

齢者数の多い

症の保健医療

期対応、合併

域は神戸市が

Ⅱ 

（一部

健診を実施

開催、相談

機会に認知

し、医療に

千円 

円） 

の普及や認

ー機能強化

看護協会）

う認知症疾

い圏域にお

療水準の向

併症・周辺症

が設置） 

安心できる

28,8

部医療介護推

施する市町へ

談窓口の運

知症チェック

つなぐ取組

認知症相談セ

化研修を開催

 

32,5

疾患医療セ

おいて地域の

向上を促進 

症状への急

る社会づくり

843 千円 

推進基金）

への支援

営を実施

クシートを

組みを行う

センター

催（２回） 

580 千円 

ンターの

の実情・必

急性期対 等

 

 

必

等 



 

 

 ②

 

 ③

(拡)認知症

認知症

ア 認知症

圏域

機関な

イ 認知症

認知

を目指

ウ (新)認

  ケア

ンフ

 作

■認知症対

 

Ⅰ群：身近
な医療機関 

Ⅱ群：専門
医療機関 

合計 

(拡)認知症

認知症

もに、歯

ア 認知

○  認

○ かか

○ (拡

 養

○ 認知

○ 病院

イ 歯科

症医療連携

症医療体制

症疾患医療

域内医療連

などとの連

症対応医療

知症対応医

指し、医療

認知症と診

アの方法や

レットを作

作成部数 

対応医療機

神戸 阪神

300 25

14 

314 26

症医師等研

症の早期発

歯科医師・

知症対応医師

認知症研修検

かりつけ医

拡)認知症サ

養成人数 

知症専門研

院勤務の医

科医師・薬剤

携体制の強化

制の強化及び

療センターを

連携会議や、

連携を強化

療機関連携強

医療機関登録

療・福祉関係

診断された本

や生活上の工

作成（ホーム

10,000部

機関数（平成

神南 阪神北

57 155

9 4

66 159

研修の実施

発見・早期診

薬剤師な

師研修事業

検討委員会

医の認知症対

サポート医養

58人（平成

研修 

医療従事者向

剤師・看護

121 

化

び認知症の

を核とした

、研修会・

強化推進事

録制度の普

係者、県民

本人・家族

工夫、利用

ムページ等

成29年３月

東播磨 北播磨

97 7

6

103 7

診断、適切

どの認知症

業（6,058千

会の開催 

対応力向上

養成研修

成29年度：

向け認知症

護職員認知症

の医療介護連

た医療体制構

事例検討会

事業（1,911

普及促進を図

民等を対象

族向けのガイ

可能サービ

等でも掲載）

月末現在）

磨 中播磨 西

74 113

4 4

78 117

切な治療を行

症対応力向上

千円） 

上研修 

25人） 

症対応力向上

症対応力向

Ⅱ 

（一部

連携を図る

構築事業

会を開催し

1千円） 

図るととも

としたフォ

イドの作成

ビス等をわ

） 

    

西播磨 但馬 

88 65 

2 2 

90 67 

（

行うため、

上を図るた

上研修 

向上研修（2

安心できる

34,0

部医療介護推

るための取組

（31,176千

し、認知症対

もに地域連携

ォーラムを

成（992千円

わかりやすく

   (単位

丹波 淡路

29 6

1 

30 7

8,2

医療介護推

医師研修の

ための研修

2,229千円）

る社会づくり

079 千円 

推進基金）

組を推進

円） 

対応医療

携の推進

開催 

円） 

く示したパ

位：箇所)

路 合計

69 1,247

2 48

71 1,295

287 千円 

推進基金）

の実施とと

を実施 

） 

 

 

パ

 



 

 

 

 ＜地

 ①

 ＜認

 ①

 

各職

診勧奨

地域連携体制

認知症地域

ア 認知症

認知

ともに

○ 認知

イ 認知症

ウ 市町キ

エ 店舗等

金

める

オ 認知症

 認

知症

○ 街頭

○ 認知

 

認知症ケア人

認知症介護

認知症

○ 認知

 実

○ 認知

 研

 実

職種の認知症

奨を促進 

制の強化＞

域連携体制

症地域支援

知症地域支

に、相互の

知症高齢者

症施策推進

キャラバン

等の認知症

金融機関、コ

るため、社員

症への社会

認知症患者

症カフェの効

頭キャンペ

知症カフェ

人材の育成

護実践研修

症介護を提

知症介護研

実践者研修

知症機能訓

研修内容 

実施回数 

症への理解

＞ 

制の強化

援推進員の養

支援推進員の

の情報交換の

者等の見守

進会議の開催

ン・メイト養

症対応力向上

コンビニ、

員や店員へ

会の理解を深

者及びその家

効果的な運

ペーンや認知

ェ連絡・研修

成＞ 

修等の実施

提供する介護

研修 

修､管理者研

訓練研修（

４ＤＡＳ基

19回 

122 

解を深め、患

養成及び資

の養成及び

の場を設け

り・SOSネ

催（579千

養成研修の

上推進事業

スーパー等

への認知症サ

深めるキャ

家族が安心

運営方法な

知症啓発ウ

修会の実施

護職員等に

研修、開設者

４ＤＡＳ：

基礎・実践

患者への適

資質向上（2

び資質向上

けることに

ットワーク

円） 

の実施（193

業（1,611千

等県内企業

サポーター

ャンペーンの

心してすごせ

どの研修会

ウォーク等

施（２回）

に対する体系

者研修等

フォーダス

践・リーダー

Ⅱ 

適切な対応や

（一部

2,421千円）

を図るため

より、活動

ク推進研修の

3千円） 

千円） 

業の認知症の

ー養成講座の

の実施（1,

せる「地域

会を実施 

を実施 

（一部

系的な研修

ス）研修 

ー・指導者

安心できる

や疑いある

6,6

部医療介護推

） 

めの研修会

動を支援 

の実施 等

の人への対

の開催など

,843千円）

域の居場所」

15,7

部医療介護推

修の実施 

者研修の実施

る社会づくり

る人への受

647 千円 

推進基金）

の開催と

等 

対応力を高

どを支援 

 

」である認

704 千円 

推進基金）

施 

 

 

認

 



 

 

 ②

 

 ＜若

 ①

(再掲)高齢

若年性認知症

若年性認知

若年性

護・就労

ア 若年性

イ 若年性

○ 電話

○ 若年

○ 若年

○ 若年

ウ ひょ

若年

ア・サ

○ 認知

○ ひ

○ 市町

 

齢者の権利

症対策＞ 

知症対策の

性認知症の

労等の課題

性認知症自

性認知症支

話相談窓口

年性認知症

年性認知症

年性認知症

うご認知症

年性認知症

サポートの

知症当事者

ょうご認知

町域におけ

利擁護の推進

の推進 

の人とその家

題に総合的に

自立支援ネ

支援センター

口の設置・個

症支援担当者

症啓発フォー

症専門相談の

症当事者グル

症を中心と

の場づくりを

者グループ運

知症当事者グ

ける家族会等
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進（参照 P

家族の自立

に対応でき

ットワーク

ーの運営

個別支援

者研修会、

ーラムの開

の実施（弁

ループ推進

した認知症

を推進 

運営のため

グループ会

等への当事

P112）

立した地域生

きる体制を整

ク会議の開催

（8,885千円

家族介護者

開催(１回)

弁護士等に

進事業（6,4

症の当事者

めの情報収集

会議の開催

事者参画支援

Ⅱ 

（一部

生活を支援

整備 

催(271千円

円） 

者連絡会等

よる専門相

420千円） 

グループの

集、普及啓

援または研

安心できる

59,5

15,5

部医療介護推

援するため

円) 

等の開催 

相談）（３回

の活動を支援

啓発 

研修会の実施

る社会づくり

520 千円 

576 千円 

推進基金）

、医療・介

回） 

援し、ピ

施支援 

 

 

介



 

 

(10)

 ＜心

 ①

 ②

 心と体の)

心の健康づ

(拡)相談体

心の悩

○ (拡

24時

養成を

相談体

 兵

○ (新

 L

L

・

 検

○ 精神

い

士が

○ 市町

地域

殺予

 

(拡)地域

地域の

市町への

○ (新

市

口

○ 相談

の健康づく

くり＞ 

体制の充実

悩みを抱え

拡)24時間電

時間相談可

を支援する

体制として

兵庫県いの

・開設時間

・(拡)相談

新)LINE電話

LINEによる

LINEアカウ

開設時間 

検索連動広

神保健福祉

のち対策セ

相談を受け

町での相談

域における

予防対策に対

レベルでの

の実情に応

の支援を充

新)いのちを

市町、健康

の連携を促

談体制の強

り対策 

実 

える人が相談

電話相談体制

可能な相談体

るとともに、

て、「いのち

のちと心のサ

間 平日18:

談回線数 1

話相談体制の

る相談窓口の

ウントを開設

18:00～2

広告による相

祉相談の充実

センター（

けるほか、

談体制の充実

る自殺予防

対し補助 

の自殺対策の

応じた自殺対

充実 

を支える相談

康福祉事務所

促進するた

強化（2,608

124 

談しやすい

制の構築

体制を整備

、相談機関

ちと心のサ

サポートダ

:00～翌8:3

18：00～22

その他の

の構築（4,

の開設 

設し、友達

22:00（土

相談窓口の

実（10,168

精神保健福

必要に応じ

実（28,000

対策を推進

の推進

対策を強化

談支援ネッ

所、その他

め、いのち

8千円） 

い環境を整備

（48,279千

備するため、

の少ない夜

サポートダイ

ダイヤルの運

30、土日祝

2:00 ５回

時間 ２回

,113千円）

達登録によ

日祝を含む

の周知 

8千円） 

福祉センタ

じて医師に

0千円） 

進するため

化するため

ットワークの

他保健・医療

ち支えるサ

Ⅱ 

備 

円） 

、民間団体

夜間帯や土

イヤル」を

運営 

祝日24時間 

回線（平成2

回線 

 

り無料通話

む） 

ー）で保健

による助言を

、市町が主

、「自殺対策

の構築（40

療・福祉・

ポートシー

安心できる

90,5

体による電話

土日祝日をカ

を実施 

29年度：４

話による相談

健師や精神

を実施 

主体的に取

4,2

策計画」に

00千円） 

教育・労働

ート（仮称

る社会づくり

560 千円 

話相談員の

カバーする

４回線） 

談を実施

神保健福祉

取り組む自

275 千円 

に基づき、

働等相談窓

称）を作成

 

窓



 

 

 

 ③

 ④

市

調整

 配

○  調

国

域

策

こころの健

年齢階

○ 学校

県

自殺

○ 職域

職

○ 経済

弁

問題

相談

○ 介護

関

を図

 

地域におけ

県民一

きるよ

○ ひ

相

ちと

○ いの

市町や自殺

整員を配置

配置人数 

調査研究・分

国の自殺総

・市町等別

定や自殺対

健康づくり

階層に応じ

校で取り組

県内大学の

殺予防につ

域における

職場におけ

済問題等に

弁護士によ

題等の相談

談に対応 

護支援専門

関係機関の

図るため、

ける気づき

一人ひとり

う、普及啓

ょうごいの

手の心に寄

こころのサ

のちとここ

殺予防専門相

置 

１人 

分析の強化

総合対策推進

別に分析し

対策事業及

りの推進

じた自殺予防

組む自殺予防

の研究室・ゼ

ついて、自

る相談体制の

けるメンタル

による心の悩

よる休日夜間

談に応じると

門員への自殺

の連携によ

介護支援専

き、見守り体

が自殺予防

啓発を実施

のちとこころ

寄り添い、

サポーター

ころを支える
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相談窓口に

化（1,267千

進センター

、地域実態

び普及啓発

防の啓発や

防支援（70

ゼミや高校

由な発想で

の充実（1,

ルヘルス対

悩み相談体

間に電話相

とともに、

殺予防研修

り、在宅介

専門員等の

体制の充実

防のための

ろのサポー

安心感を与

ー」を養成

る相談職員

に対するス

千円） 

ーと連携し

態を市町へ

発を支援 

や相談しやす

00千円）

校等の活動を

で企画提案

,000千円）

対策を推進す

体制の充実

相談窓口を開

必要な場合

修の実施（5

護を受けて

の介護従事者

実

の行動「気づ

ーター養成事

与え、ほほ

員養成研修の

Ⅱ 

ーパーバイ

、自殺に関

提供し、市

すい環境を

を対象に、

・実践する

 

するため、

（1,652千

開設し、働

合は、精神

500千円） 

ている高齢

者に対する

づき」「つな

事業の実施

えみや笑い

の実施（2,

安心できる

イズを行う

関するデー

市町の自殺

3,8

を整備 

若年層を対

る事業に対

相談窓口

円） 

働き盛り層の

神保健福祉士

齢者や家族の

る研修を実施

3,6

なぎ」「見守

施（900千円

いを引き出

,000千円）

る社会づくり

自殺対策

タを、圏

殺対策計画

852 千円 

対象とした

対し助成 

を設置 

の経済的な

士が併せて

の自殺予防

施 

653 千円 

守り」がで

円） 

出す「いの

 

 

た

て

防

で



 

 

 ⑤

 

 ⑥

 ⑦

自殺

場合

○ 自殺

９月

 

うつ病を中

うつ病

○ かか

かか

○ 自殺

救命

係者

 対

 研

遺族支援対

民間団

○  民

自

 

企業等のメ

従業員

職場にお

○ 中小

産

 対

 実

 内

殺対策に従

合に、適切に

殺予防に対

月の自殺予

中心とした

病を正しく

かりつけ医

かりつけ医

殺未遂者ケ

命救急セン

や警察・消

対 象 者 

研修内容 

対策

団体が行う

民間活動団体

死遺族支援

メンタルヘ

員等の心の

おけるメン

小企業のメ

産業カウン

対 象 者 

実施方法 

内  容 

・管理職等

従事する職員

に対処でき

対する理解の

防週間、３月

た精神疾患対

理解し、早

医と精神科医

医と精神科医

ケア研修事業

ンターに搬

消防関係者

救急医療機

（50人程度

救急搬送

う自殺予防や

体等への助

援団体等へ

ヘルスチェッ

の健康の保持

ンタルヘルス

メンタルヘル

ンセラー等が

健康づく

民間専門機

等を対象と

126 

員等が、自

る対応力を

の促進（75

月の自殺対

対策

早期発見、

医の連携推

医について

業（588千

送された自

者等への研修

機関に従事

度） 

された自殺

や自死遺族

助成 

の活動助成

ック対策の

持増進を図

ス対策に取

ルス改善支

が中小企業

りチャレン

機関へ委託

した研修・

殺リスクが

を習得する

53千円）

対策強化月間

早期治療

推進（5,940

て、地域単位

円） 

自殺未遂者

修を実施 

事する医師、

殺未遂者への

族支援への取

成（４団体

の推進

図ることが

取り組む企業

支援事業 

業を訪問し、

ンジ企業（

託 

相談（28,

Ⅱ 

が高い者か

ための研修

を中心にキ

を推進 

0千円） 

位での連携

への対応に

看護師、警

の対応手法

取組を支援

） 

（法

重要な課題

業を支援 

、研修・相

中小企業に

,000千円）

安心できる

から援助を求

修を実施 

キャンペーン

6,5

携等を推進 

について、救

警察・消防

法 等 

4

援 

51,6

法人県民税超

題となって

相談を実施 

に限る） 

 

る社会づくり

求められた

ンを実施 

528 千円 

救急医療関

防関係者等

400 千円 

600 千円 

超過課税）

いるため、

 

た

関

 



 

 

 

 ⑧

 

 

 

 

 

 

(拡)依存症

平成3

存症患者

○  依

 依

 医

○ 地域

 対

 回

○ 医療

 開

○ 家族

○ アル

 委

対  象

回  数

・管理職等

対  象

回  数

・従業員を

対  象

回  数

症対策総合

30年１月に

者及びその

依存症専門相

依存症相談

・専用ダイ

医師相談の

域生活支援

対  象 

回  数 

療従事者研

開催回数 

族教室の実

ルコール健

委員会開催

象 70社程度

数 上限４回

を対象とした

象 70社程度

数 上限２回

を対象とした

象 100社程

数 上限４回

合支援の実施

に開設したひ

の家族等に対

相談の実施

談員の設置

イヤル ＃

の実施（月

援者への研修

市町職員、

３回 

研修の実施

11回（基礎

実施（月１回

健康障害対策

催回数 ２回
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度 

回/年 

たフォロー

度（過去に

回/年 

た研修（9,

程度 

回/年 

施

ひょうご・

対する包括

施 

７３３０

１回） 

修 

、民生委員

礎研修５回

回） 

策推進計画

回

アップのた

事業を実施

,600千円）

こうべ依存

括的な支援

（悩み去れ）

員、障害福祉

回、実践研修

画の策定 

Ⅱ 

めの研修・相

して２か年以

 

存症対策セ

を実施 

） 

祉サービス

修６回［３

 

安心できる

相談（14,0

以上経過し

6,8

センターにお

ス事業所職員

３分野×２

る社会づくり

00千円）

た事業所）

800 千円 

おいて、依

員等 

回］） 

 

依



 

 

 ＜体

 ①

 

 ②

 

体の健康づ

ひょうご健

県内の

かにする

個人の将

○ シス

健康

 平

 平

○ 検討

分析

 構

○ 個人

宝塚健康福

○ 建設

○ 供用

○ 延床

○ 整備

○ 総事

○ 平成

くり＞ 

健康づくり

の特定健診

ることによ

将来の健康

ステムの開

康課題を抽

平成29年度

平成30年度

討会議の開

析結果の有

構 成 員 

人向けＷＥ

福祉事務所

設場所 宝

用開始 平

床面積 3,

（

備年度 平

事業費 約

成30年度 建

り支援システ

診のデータ

より、県・市

康リスクを提

開発（9,504

抽出するため

度 特定健診

度 医療費デ

開催（199千

有効な活用方

県、市町、

ＥＢページ作

所・阪神シニ

宝塚市役所新

平成31年３月

900㎡ 

宝塚健康福祉事

平成28～30年

約17億円 

建築工事 

128 

テム（仮称

・医療費デ

町・県内企

提示（シス

4千円） 

めのプログ

診データ

データ、介

千円） 

方法につい

、各医療保

作成（6,48

ニアカレッ

新庁舎隣接

月 

事務所（1,2F

年度 

【位置図

称）の開発

データ等を収

業の健康づ

ステム運用開

グラムの開発

介護保険デー

いて協議 

保険者、企業

80千円）

ッジの整備

接地 

）1,900㎡、阪

図・施設構

Ⅱ 

収集・解析

づくりの推

開始（予定

発 

ータ 

業団体代表

阪神シニアカレ

構成】 

安心できる

16,1

析し、健康課

推進を図ると

定）：平成3

表者、学識者

824,2

レッジ（3,4F）

る社会づくり

83 千円 

課題を明ら

とともに、

1年度） 

者 等 

295 千円 

2,000㎡）

 

 



 

 

 ③

 

 ④

 

 

企業との協

健康づ

して登録

○ 健康

 推

 

・

・

・

 健

 優

○ 健康

 対

 

 補

 予

(拡)職場と

自身の

ため、環

○ 補助

○ 対象

 健

 

○ 補 

協働による健

づくりを積

録し、健康

康づくりチ

推進員の設

「健康づく

参加対象者 

開催場所 

内  容 

健康づくり

優良取組事

康づくり活

対象事業 

    

補 助 率 

予定件数 

と地域の健

の健康に無

環境整備を

助対象者 健

中

象経費  

健康状態の

(新)健康づ

助 率 定

健康づくりス

積極的に実施

康づくりに向

チャレンジ企

設置（１人）

りチャレン

企業・団

５箇所

生活習慣

市町や各

チャレンジ

事例の紹介

活動等の支援

ＰＤＣＡの

健康づく

定額（上限

70件 

健康づくりの

無関心にな

を行う企業等

健康づくりチ

中小企業等で

（商店街振興

の測定器（血

づくり機器等

定額（1/2相
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ステップアッ

施する中小

向けた取組

企業の募集

） 

ンジ講座」

団体等の経営

慣病や健診等

各種団体の支

ジ企業アワ

援（7,050千

の視点を取

りに参加す

限100千円）

の環境整備

りがちな働

等に対し助

チャレンジ

で構成され

興組合、事

血管年齢測

等（エクサ

相当） 

ップ事業の実

小企業等を、

組を支援 

集・登録（3

の開催 

営者、福利

等基礎知識

支援内容を

ワードの実施

千円） 

取り入れた継

する人々の裾

） 

備

働き盛り世

助成 

ジ企業 

れた福利厚生

事業協同組合

測定器など）

ササイズ用品

Ⅱ 

実施

＜地方創

、健康づく

3,765千円）

利厚生等担当

識、企業での

を紹介 

施 

継続的な健

裾野を拡げ

（法

世代の健康づ

生を行う法

合、商工会

）購入経費

品など）購

安心できる

10,8

創生推進交付

りチャレン

） 

当者 

の健康づく

健康づくり活

げていく活動

10,0

法人県民税超

づくりの意

法人 

会、商工会議

費 

購入経費 

る社会づくり

815 千円 

付金事業＞

ンジ企業と

くり、国県

活動、 

動 

000 千円 

超過課税）

意識づけの

議所） 

 

 

 

の



 

 

 ⑤

 

 ⑥

 

⑦

勤労者の骨

白血病

録及び骨

○ 対 

○ 交付

○ 補助

(新)がん検

「がん

検診受診

○ 大学

女

○ イベ

ふ

○ 県民

開催

 (拡)企業⑦

中小

業の従

○ 補助

○ 補 

自

 

骨髄等移植

病等の有効

骨髄等を提

 象 健

付要件 ・

・

助単価 10

検診受診率

ん対策推進

診率の向上

学出前講座

女子大学生

ベントへの

ふれあいの

民フォーラ

３がん（胃

催 

業における

小企業従事者

従業員、そ

助対象 健

扶

平

平

助 額 

区 

自己負担額

    〃

植ドナー・環

効な治療法で

提供しやすい

健康づくりチ

骨髄等ドナ

ドナー経験

00千円（定

率向上に向け

進計画」の対

上を推進 

座の実施（2

生を対象に乳

のブース出展

の祭典等に出

ラムの開催

胃、大腸、肺

るがん検診受

者等のがん

の被扶養者

健康づくりチ

扶養者が受診

平成29年度

平成30年度

分 

額2,000円以

〃    
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環境づくり

である骨髄

い環境づく

チャレンジ

ナー休暇制

験者または

定額） 

けた普及啓

対策を踏ま

231千円）

乳がん、子

展等（540千

出展し、が

（229千円）

肺）につい

受診の促進

ん検診受診率

者のがん検

チャレンジ

診したがん

：乳がん、

：胃・肺・

以下 自己

超 2,00

りの推進

髄等移植の実

くりを推進す

ジ企業（30社

制度の導入

は元患者に

啓発の実施

まえ、普及啓

子宮頸がんの

千円） 

がん触診モデ

） 

て検診知識

進

率向上のた

診の受診に

ジ企業（中小

ん検診の費用

子宮がん

大腸がん

補助額 

己負担相当額

0円（定額

Ⅱ 

（法

実施を促進

する企業を

社） 

よる講習会

啓発活動を

の受診啓発

デル等によ

識を深める

（法

ため、健康づ

に要する費

小企業のみ

用 

を対象に追

額 

）

安心できる

3,2

法人県民税超

進するため

を支援 

会の開催等 

1,0

を強化し、更

発講座を開催

よる啓発を実

ためのフォ

35,4

法人県民税超

づくりチャ

用を補助 

み）の従業員

追加 

る社会づくり

200 千円 

超過課税）

、ドナー登

000 千円 

更なるがん

催 

実施 

ォーラムを

469 千円 

超過課税）

ャレンジ企

員、その被

 

 

登

ん

 

被 



 

 

 ⑧

 

 ⑨

(新)肝がん

長期に

変患者の

○ 対 

○ 対象

○ 自己

(拡)歯・口

ライフ

ア 施策の

○ 802

生

 構

○ 口腔

合的

イ 人材育

○ 要介

集

士を

○ 保健

地

育成

 実

○ 離職

復

 実

○ 多職

ん・重度肝

にわたり療

の医療費負

象 者 B

（所

象医療 過

  場

己負担 10

口腔の健康

フステージ

の立案・推

20運動推進

生涯を通じ

構 成 員 

腔保健支援

「兵庫県口

的取組を推

育成（1,91

介護者に対

集合型の研

を派遣し、介

健所・地域

地域におけ

成研修を実

実施内容 

職歯科衛生

復職プログ

実施内容 

職種連携体

肝硬変入院医

療養を要する

負担を軽減

・C型肝炎に

所得制限：

過去１年間で

場合、４月

0千円／月

康づくりの推

ジに応じた歯

推進（3,150

進部会の開催

じた歯の健康

歯科医師会

援センターの

口腔保健支援

推進 

13千円）

対する口腔ケ

研修会の開催

介護施設職

域活動歯科衛

ける歯科保健

実施 

歯科衛生士

生士への復職

グラムを開発

復職支援研

体制整備事業
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医療費助成

るB・C型肝

に起因する

年収370万

で高額療養

目以降の医

推進

歯・口腔の

0千円） 

催（947千

康づくりを

会、歯科衛

の設置（県

援センター

ケア等指導

催や要介護

職員等への

衛生士研修

健対策を効

士研修会、

職支援（57

発し、研修

研修会、復

業（146千

成事業の推進

肝炎ウイルス

る肝がん・重

万円未満）

養費の限度額

医療費に対

の健康づく

円） 

を推進するた

衛生士会、医

県健康増進課

ー」において

導・研修事業

護高齢者、障

効果的な口

修会の実施

効果的に推進

歯科衛生士

77千円）

修を実施 

復職研修プ

円） 

Ⅱ 

進

スに起因す

重度肝硬変

額を超えた

し助成 

（一部

りを推進 

ための検討

医師会、市

課内）（2,

て、口腔を

業（404千

障害者(児)

口腔ケアの

（476千円）

進するため

士離職防止

ログラム検

安心できる

51,9

する肝がん

変患者 

た月が４月

19,7

部医療介護推

討を実施 

市長会、町村

,203千円）

通じた健康

円） 

等の施設に

手法を実践

） 

め、歯科衛生

止研修会 

検討会 

る社会づくり

942 千円 

・重度肝硬

を超えた

752 千円 

推進基金）

村会 等

 

康確保の総

に歯科衛生

践的に指導

生士の人材

 

硬

 

総

生

導 

材



Ⅱ 安心できる社会づくり 
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在宅療養患者の口腔機能向上のための多職種連携好事例集を作成 

○ 8020運動推進員養成事業（310千円） 

生涯を通じた歯の健康づくり（8020運動）を推進するため、8020運動 

推進員を育成し、地域活動を展開 

ウ (拡)普及啓発・調査研究（9,349千円） 

○ (新)青年期からの健口力向上モデル事業（3,910千円）  

歯科健診の習慣化を図り、青年期の健康づくりを推進するため大学生を

対象とした歯科健診・保健指導をモデル的に実施 

 歯科健診・歯科保健指導 

・対 象 学園都市周辺の大学生約2,000人 

・方 法 定期健診時に実施 

 受診者へのアンケート調査 

 他大学への普及・啓発 

○ 医科歯科連携による妊産婦の口腔ケア促進事業（1,685千円） 

市町の妊婦歯科健診の実施を支援・促進 

 産科医・助産師に対する研修会 

 母親教室等での妊婦に対する普及啓発 

○ (新)歯と食からはじめる健康寿命延伸プロジェクト（1,247千円） 

食の偏りによる虚弱や誤嚥性肺炎の予防を図るため、フレイル予防・改

善プログラムの開発と栄養管理指導等を実施 

 プログラムの開発 

・構 成 員 医師会、歯科医師会、歯科衛生士会、栄養士会 等 

・内  容 実態把握、課題抽出、プログラムの検討・開発 

 配食事業者への指導 

県内配食事業者の実態把握や栄養管理研修を実施 

○ 通所施設での歯科健診等実施体制整備事業（640千円） 

在宅療養者が地域の歯科診療所でも定期的な歯科健診等を受けられる

体制を整備 

 地域の歯科専門職への研修会の開催 

・対 象 県内で開業の歯科医療機関勤務の歯科専門職 

○ 歯・口腔からのアプローチによる認知症予防事業（1,867千円） 



 

 

 

 ⑩

 認

エ (拡)受

○ 専門

 歯

害者

○ (新

 働

従業

 補

 補

(新)アレル

アレル

疾患対策

○ 県ア

 内

 構

 回

○ 医療

 回

○ 学校

 内

 方

○ 情報

地域

認知症患者

・対 象 

・回 数 

受診促進・

門的歯科保

歯みがきや

者(児)に対

)企業従業員

働き盛り世

業員、その

補助対象 

補 助 額 

区

自己負担

     

ルギー疾患

ルギー疾患

策を推進 

アレルギー

内  容 

構  成 

回  数 

療従事者研

回  数 

校等への助

内  容 

方  法 

報提供 

域住民に対

者の口腔機能

歯科専門職

４回 

指導等（5

保健対策事業

や義歯の手入

対して、歯科

と家族の歯科

世代の歯科健

の被扶養者が

健康づく

た歯科健診

区 分 

額2,000円

〃    

患対策事業の

患対策法等に

ー疾患医療連

診療連携体

拠点病院、

２回／年

研修の開催

１回 

助言・指導

医学的見地

電話・電子

対するアナフ
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能向上プロ

職、介護支

5,340千円）

業の実施

入れ等を十

科保健相談

科健診受診支援

健診受診促

が受診した

りチャレン

診の費用

以下 自

 超 2,0

の推進

に基づき、

連絡協議会

体制のあり

、医師会、

（237千円）

（364千円）

地による助

子メール

フィキラシ

ログラム研修

支援専門員、

） 

（1,340千円

十分に行う

談、訪問歯科

援事業（4,00

促進のため、

た歯科健診に

ンジ企業の従

補助額

己負担相当

000円（定額

地域の実情

会の開催（4

り方、人材育

看護協会、

） 

） 

助言・指導

シー予防等の

Ⅱ 

修の実施 

、介護施設

円） 

ことのでき

科保健指導

0千円）（法人

、健康づく

に要する費

従業員、そ

当額 

額）

情に応じた

487千円） 

育成、推進

、市町、教

の啓発を実

安心できる

設職員 

きない難病

導を実施 

人県民税超過

りチャレン

費用を補助 

の被扶養者

1,2

総合的なア

進計画の策

教委 等 

実施（Web活

る社会づくり

患者や障

過課税） 

ンジ企業の

者が受診し

284 千円 

アレルギー

定協議 

活用） 

 

し

ー



 

 

 

 ⑪

 

○ 花粉

 内

受動喫煙対

受動喫

に関する

○ 検討

 委

 開

○ 県民

 普

 施

 受

粉症調査研

内  容 

対策の推進

喫煙のない

る条例」の

討委員会の

委 員 数 

開催回数 

民運動キャ

普及啓発資

施設管理者

受動喫煙対

 

研究（196千

花粉飛散状

※ 花粉飛

時の警報

進 

い快適な生活

の見直し検討

の開催（656

14人 

３回 

ャンペーンの

資材の作成等

者等説明会、

対策支援員の
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千円） 

状況の定点

飛散開始時

報発令時に

活環境づく

討や受動喫

6千円） 

の実施等

等 

、子ども対

の配置 

点観測を実施

時及び花粉飛

に県HPトピ

くりを推進す

喫煙対策に関

（5,192千円

対象の喫煙防

Ⅱ 

施し、HP等

飛散状況が

ックに掲載

するため、

関する相談

円） 

防止教室等

安心できる

等で県民に情

が非常に多

載 

5,8

「受動喫煙

談支援等を実

等の開催 

る社会づくり

情報提供

くなった

848 千円 

煙の防止等

実施 

 



 

 

３ 

 (1)

 ①

 

 ②

誰もが活躍

ユニバー

(新)ユニバ

平成3

とあわせ

○ ユニ

 回

○ ユニ

 回

 内

○ 啓発

ユニバーサ

ユニバ

くりを支

ア プラン

○ 予定

○ 補助

  

○ 負担

イ 推進地

○ 予定

○ 補助

○ 補助

○ 負担

ウ 推進地

○ 予定

○ 補助

○ 負担

エ 推進地

躍できる社

ーサル社会

バーサル社

30年４月の

せて、ユニ

ニバーサル

回  数 

ニバーサル

回  数 

内  容 

発用ポスタ

サル社会づ

バーサル社

支援 

ン策定費補

定地区 ４

助基本額 高

   高

担割合 県

地区協議会

定地区 ９

助基本額 60

助期間 ５

担割合 県

地区ＰＲ案

定箇所 ４

助基本額 52

担割合 県

地区施設改

社会の実現

会づくり 

社会づくりの

のユニバーサ

ニバーサル社

ル社会推進委

２回 

ル社会づく

５回（阪神

基調講演、

ター作成・配

づくり推進地

社会づくり推

補助（1,200

４地区 

高齢者等支援

高齢者等支援

県1/2、市町

会活動費補助

９地区 

00千円 

５年間（優れ

県1/2、市町

案内板設置費

４か所 

25千円 

県1/2、市町

改修費等補助
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の充実強化

サル社会づ

社会推進に

委員会 

りセミナー

神・東播磨

、事例発表

配布による

地区の整備

推進地区に

0千円） 

援施設の誘

援施設の誘

町1/2 

助（2,700千

れた活動実

町1/2 

費補助（1,

町1/2 

助（7,417千

化

づくりの推進

に向けた普及

ー 

磨・西播磨

表 

る周知・広報

備

におけるソ

誘致計画を含

誘致計画を含

千円） 

実績のある場

,050千円）

千円） 

Ⅱ 

進に関する

及活動を実

・但馬・淡

報 

フト・ハー

含む場合  

含まない場

場合は補助

 

安心できる

1,2

る条例（仮称

実施 

淡路） 

12,3

ード両面から

 600千

場合 450千

助期間を延長

る社会づくり

293 千円 

称）の施行

367 千円 

らのまちづ

円/地区 

円/地区 

長） 

 

行

づ



 

 

 

③

 

 ④

○ 通常

 予

 対

 補

 負

○ 大規

 予

 対

 補

 負

 

  (新)配③

平成2

の譲りあ

ークの普

○ヘル

 ・作

 ・対

 ・配

 ・配

○ 普及

 公

 県

みんなの声

障害種

な支援を

常型 

予定施設数 

対象工事 

補助基本額 

負担割合 

規模型 

予定施設数 

対象工事 

補助基本額 

負担割合 

    

配慮が必要な

29年７月に

あい感謝マ

普及啓発を

ルプマーク

作 成 数：［

対 象 者：障

配付窓口：県

配布時期：平

及啓発活動

公共施設や

県ホームペ

声かけ運動

種別に応じ

を推進する

２施設 

傾斜路、手

ト対応トイ

整備、授乳

1,500千円

県1/4、市

１施設 

エレベータ

20,000千円

県１/3、市

（政令市

な方に関す

にヘルプマー

マーク（平成

を推進 

・ヘルプカ

マーク］30

障害者・妊

県（障害者

平成30年１

動 

や鉄道駅舎等

ページ・SNS

動の推進・充

じた支援方法

ことにより
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手すり等簡

イレ等簡易

乳室、おむ

円 

市町1/4、事

ター、エス

円 

市町１/6、

・中核市は

するマーク

ークが全国

成23年制定

カードの作成

0,000個、［

妊婦など、援

者支援課）、

１月～ 

等での掲示

Sによる発信

充実強化

法等に関す

り、障害者

簡易なバリア

易なトイレ改

むつ替え設備

事業者1/2

スカレーター

事業者1/2

は通常型と同

の普及啓発

国共通マー

定）とあわせ

成・無償配

［カード］1

援助や配慮

県内市町等

示 

信 

する実践研修

者の安心安全

Ⅱ 

アフリー化

改修工事、

備の整備 

ー設置工事

2 

同じ負担割

発

［平

クとなった

せ、配慮が

配付 

10,000枚（

慮を必要とす

等 

修等を実施

全な社会参加

安心できる

化工事、オ

ポケットパ

等 

事 等 

割合） 

4,7

平成29年度２

たことも踏

必要な方に

（県HPから印

する者 

7,2

し、障害者

加を促進 

る社会づくり

ストメイ

パークの

793 千円 

２月補正］

まえ、本県

に関するマ

印刷可能）

260 千円 

者への適切

 

 

県

 



 

 

 

 ⑤

 ⑥

 

○ みん

 対

 実

○ 啓発

 配

○ 地域

(新)盲ろう

盲ろ

流の場

○ 対 

○ 箇所

○ 内 

 

(新)身体障

身体障

れ拒否事

○ 医療

 回

 内

○ 補助

 県

て実

○ 学校

 回

 内

んなの声か

対  象 

実施回数 

発用動画・

配 布 先 

域会議等の

う者の交流

う者と地域

として、盲

 象 地

所数等 県

 容 創

障害者補助

障害者補助

事案がある

療従事者向

回  数 

内  容 

助犬普及啓

県内で実施

実施 

校等への出

回  数 

内  容 

 

かけ運動応援

みんなの声

20回（各回

啓発用リー

公立中学校

の開催 

流促進 

域住民との交

盲ろう者の社

地域在住の盲

県内２か所

創作活動等に

助犬の普及啓

助犬法（平成

ることから、

向け研修 

５回 

補助犬法の

啓発イベン

施される盲導

出前講座 

５回 

補助犬ユー
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援協定締結

声かけ運動

回30人程度

ーフレット

校（347校）

交流イベン

社会参加を

盲ろう者、

（姫路、淡

による交流

啓発

成14年施行

、補助犬の

の概要説明

トへの補助

導犬のイベ

ーザーによ

結団体への出

動応援協定締

度） 

ト等作成 

、公立高校

ント等を定期

を促進 

支援者（家

淡路）、各

流イベント、

行）の施行後

の普及啓発

明、補助犬へ

助 

ベントに、介

よる講演、補

Ⅱ 

出前講座の

締結団体 

校（157校）

期的に開催

家族）、地

６回（隔月

、理解促進

後も、依然

と県民の理

への対応方

介助犬・聴

補助犬との

安心できる

の開催 

、市町、関

8

催し、地域に

地域住民等 

月１回） 

進セミナー等

5

然として数多

理解促進を

方法 等 

聴導犬の啓発

のふれあい 

る社会づくり

関係団体等

879 千円 

における交

等 

560 千円 

多くの受入

図る。 

発をあわせ

 

交

入

せ



 

 

 (2)

 ①

障害者の

(拡)障害者

障害者

ア 障害者

○ 障害

企

し、

 配

○ 技術

企

研修

 配

○ 技術

イ インタ

○ 配送

3

○ 包装

○ 販売

ウ 放送媒

授産

るため

ピング

○ 「＋

 放

○ ラジ

○ 神戸

エ (新)電

○ イン

○ 道の

オ 空き店

の社会参加

者工賃の向

者工賃の向

者しごと支

害者しごと

企業、地方

、授産商品

配置人員 

術向上指導

企業的経営

修、指導等

配置人員 

術指導・技

ターネット

送料無料化

3,000円以上

装袋の製作

売サイト運

媒体との共

産製品の販

め、放送媒

グ」を実施

＋NUKUMORI

放送回数等

ジオ関西ホ

戸まつり（

電子媒体等

ンターネット

の駅等にお

店舗等を工

加の促進 

向上等支援

向上を図るた

支援員の設置

と開拓員の設

方公共団体及

品の販路拡大

２人（兵庫

導員の設置

営手法の導入

等により、工

２人（兵庫

技能発表会

トを活用した

化 

上購入の場

作等による

運営員の設置

共同による授

販売促進につ

媒体との共同

施 

Iラジオシ

等 毎週火曜

ホームページ

５月）、ラ

等を活用した

トショッピン

おける「+NUK

工賃向上や地
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ため、授産

置等（13,6

設置 

及び国等を

大を支援

庫セルプセ

入、作業ス

工賃向上計

庫セルプセ

（スイーツ

た授産商品

場合、県が負

ＰＲ 等

置 

授産商品販

ついて、さ

同で「＋NU

ョッピング

曜日（１回

ジ、アナウ

ジオ関西ま

た「+NUKUM

グモールにお

KUMORI」商

地域活性化

産商品の販路

636千円）

を訪問して、

センター、兵

キルアップ

計画の推進

センター、兵

ツ甲子園）の

品の販売拡大

負担 

販売戦略（4

らに多方面

UKUMORI（ぷ

グ」の放送

回２～３分）

ウンサー等の

まつり（10月

MORI」商品

おける「+NUK

品セレクト

化に活用す

Ⅱ 

路拡大等を

事業所が

兵庫県社会

プに向けた

を支援 

兵庫県社会

の開催 

大（5,336千

4,553千円）

面での販売

ぷらすぬく

） 

のブログに

月、ハーバー

品の販売促進

KUMORI」商品

トショップ

る事業（24

安心できる

75,1

を支援 

受注する業

会福祉事業

事業所職員

会福祉事業

千円） 

） 

売を拡大する

もり）ラジ

による情報発

ーランド）

進（3,000

品の展開（2

の出店（1,

4,000千円

る社会づくり

02 千円 

業務を開拓

団） 

員に対する

団） 

る必要があ

ジオショッ

発信 

への出展

千円） 

,000千円）

000千円）

） 

 

拓

あ

 

 



Ⅱ 安心できる社会づくり 
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空き店舗等を障害福祉サービスの事業所や障害者による地域活性化事業

に活用する場合に、初度設備費と店舗等賃借料を助成 

○ 補助対象 障害福祉サービス事業所、障害福祉活動団体 等 

○ 補助上限 初度設備：1,500千円（１年間10/10） 

店舗等賃借料：500千円（２年間定額制） 

○ 予定箇所 初度設備：10か所、店舗等賃借料：新規10か所、継続８か所 

カ 地域調整窓口販路拡大事業（2,972千円） 

○ 受注機能強化促進員の配置 

 配置人数 １人（兵庫セルプセンター） 

○ 共同受注窓口による情報提供体制の構築 

キ (拡)農福連携による障害者の就農促進事業（6,000千円） 

○ 専門家の派遣 

 派遣対象 農業・農産加工に取り組む障害者就労支援事業所 等 

 実施箇所数 ５か所 

 派遣回数 ６回 

○ 就農体験等普及啓発事業 

農福連携マルシェや啓発セミナーの開催等の実施 

○ 農産加工品等発表会の実施 

○ (新)民間企業等と連携した障害者アグリファームモデル事業 

企業等が運営する農場において、農業の専門家が継続的に事業所の職員

に対する指導研修を実施 

ク (新)障害者アグリファーム支援事業（6,000千円） 

農業に取り組む事業所に対する農業機械等の整備を支援 

 補助上限 2,000千円 

 対象箇所 ３か所 

ケ 「ひょうごブランド」商品開発・流通促進事業（9,605千円） 

○ 「ひょうごブランド」商品開発 

 「ひょうごブランド」商品の開発・推進 

 技術人材の指導等による「ひょうごブランド」の販売力強化 

○ 障害者工賃向上アドバイザーによる技術指導 

 技術人材バンクの設置 



 

 

 

 ②

 

 ③

 個

○ 高品

イ

る商

 補

 箇

障害者雇用

障害者

着を支援

○ 障害

 配

 配

○ 就職

 就

 情

○ 職場

 就

○ 精神

特例子会社

障害者

社等が新

○ 対象

個別指導に

品質商品開

インターネ

商品の開発

補 助 率 

箇 所 数 

用就業・定

者雇用を推

援 

害者就職拡

配置事業所

配置人員 

職支援（24

就業面・生

情報誌の発

場定着支援

就労者定着

・開催回数

・対 象 者

・内  容

神・発達障

・定期的な

・通勤の付

・業務遂行

社・事業協

者の雇用促

新規障害者

象要件 (ｱ

による作業所

開発設備費補

ネット販売サ

発改良に必要

1/2（上限

10事業所

定着拡大推進

推進するため

拡大推進員等

所数 10ヶ所

20人 

4,236千円）

生活面が一体

発行等 

援（3,723千

着支援・悩み

数 ６回 

者 就職を

容 人間関係

障害者等の定

な勤務先訪問

付き添い 

行のための現

協同組合設立

促進・雇用率

者雇用を伴

ｱ)中堅・中
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所の技術力

補助事業

サイト「＋

要な設備の

限500千円）

進事業の実

め、障害者

等の配置

所 

） 

体となった

千円） 

み相談集会

した障害者

係のトラブ

定着支援

問及び本人

現場支援

立等助成金

率向上を図

う事業拡大

中小企業が特

力向上 

＋NUKUMORI

の整備経費

 

実施

者一人ひとり

た職業相談等

会の開催 

者及びその支

ブル解決、仕

（17,240千

人来所面談

等 

金事業

図るため、特

大等を行う

特例子会社

Ⅱ 

（ぷらすぬ

を補助 

りの適正に

等の実施 

支援者（家

仕事の効率

円） 

（法

特例子会社

場合に支援

社・事業協同

安心できる

ぬくもり）」

45,1

に応じた就職

家族、同僚等

率化 等 

25,5

法人県民税超

社等の設立や

援 

同組合を設

る社会づくり

で販売す

99 千円 

職・職場定

等） 

503 千円 

超過課税）

や特例子会

設立し、 

 

定

 

会



 

 

 

 ④

 

 ⑤

 

 

  

○ 補 

○ 補助

知的障害者

知的障

○ 年間

 第

 第

 第

○ 委 

障害者の在

在宅障

り組む

○ 企業

 仕

  

め

 在

 

 在

シ

○ スク

 対

 実

   (ｲ

助 率 (ｱ

助上限額 (ｱ

者委託訓練

障害者の雇

間訓練目標 

第１期（４

第２期（８

第３期（１

託 先 阪

在宅ワーク

障害者の就

とともに、

業・行政機

仕事開拓の

企業及び

めのセミナ

在宅ワーク

企業及び

在宅ワーク

セキュリ

システム改

クーリング

対 象 者 

実施回数 

認定を受

ｲ)特例子会

新たな事

ｱ)特例子会

ｱ)5,000千円

練の実施

雇用促進のた

４月～７月）

８月～12月）

月～３月）

阪神友愛食品

ク推進モデル

就労を支援す

円滑に業務

機関等からの

のためのセ

び行政機関を

ナーを実施

ク支援員の設

び行政機関等

クシステムの

ティレベル

改修を実施

グによる在宅

パソコンの

10回（１期

141 

受けること

会社・事業協

事業展開や業

会社：1/2、

円  (ｲ)1,

ため、就労

）：導入・基

）：応用力訓

）：自立訓練

品（株）

ル事業の実

するため、

務の受発注

の仕事開拓

ミナーの実

を対象に、

設置 

等を訪問し

の運営 

ルを高め、

宅障害者の

の操作に一

期５回×２

協同組合が

業務拡大等

事業協同組

,000千円

労に必要な基

基礎訓練期

訓練期間

練期間 

実施

研修及び在

注を行えるシ

拓・優先発注

実施 

在宅ワー

し、在宅障害

機密性の高

のスキルア

一定のスキル

２期） 

Ⅱ 

が２人以上の

等を行うこ

組合：2/3 

基本的生活

期間 

在宅障害者

システムを

注の促進

クの理解促

害者が行う

高い業務も

ップ講座の

ルを有する

安心できる

の新規雇用

と 

(ｲ)1/2 

6,1

活習慣等の訓

20,0

者のスキルア

を運営 

（16,617千

促進、仕事

う仕事を開拓

受注可能と

の実施（3,3

る在宅障害者

る社会づくり

用を伴い、

49 千円 

訓練を実施

000 千円 

アップに取

円） 

開拓のた

拓 

とするため

383千円）

者 

 

施 

取

、



 

 

 ⑥

 

 ⑦

 

 ⑧

一般就労へ

資格取得

ア 専門技

ビル

イ 重点分

障害

取得を

○ 障害

 配

ウ 障害者

障害

○ 配置

○ 業務

 県

 市

障害者就業

身近な

を図るた

○ 箇 

圏

神

阪

阪

東

北

中

西

但

丹

淡

障害児等職

障害児

○ 事業

への移行支

得等の取組

技能講習に

ル清掃業で

分野（清掃

害者の一般

を図る研修

害者就労促

配置人員 

者インター

害者インタ

置人員 ２

務内容 

県庁２号館

市町・企業

業・生活支

な地域での

ため、セン

所 数 10

圏 域 

神 戸 神

阪神南 三

阪神北 い

東播磨 加

北播磨 兵

中播磨 姫

西播磨 兵

但 馬 ぷ

丹 波 わ

淡 路 兵

職業体験事

児等の職業

業内容 職

支援事業

組を支援する

による資格取

での就職に必

掃・介護・観

般就労が期待

修や職場体験

促進員の設置

１人（兵庫

ーンシップ事

ターンシップ

２人（(社福

館１階ロビー

業における就

支援センター

の就業面、生

ンターを設置

0か所  

神戸聖隷福祉

三田谷治療教

いたみ杉の子

加古川はぐる

兵庫県社会福

姫路市社会福

兵庫県社会福

ぷろじぇくと

わかたけ福祉

兵庫県社会福

事業 

業体験を通

職業型社会体
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ることによ

取得支援事

必要な技能

観光）にお

待される重

験等の実施

置 

庫県社会福

事業（4,81

プ推進員の

福)円勝会）

ー「ドリー

就労体験事

ー事業の実

生活面の支

置 

祉事業団 

教育院 

子 

るま福祉会

福祉事業団

福祉事業団

福祉事業団

とPlus 

祉会 

福祉事業団

じた社会参

体験施設

より、障害者

事業（500千

能訓練を実施

おける就労促

重点分野にお

施により障害

福祉事業団）

14千円）

の設置 

 

ームカフェ」

事業及び県庁

実施

支援を一体的

委 託

三木精愛

赤穂精華

五色精光

参加を促進

「キッザニア

Ⅱ 

者の一般就

千円） 

施 

促進事業

おいて、基

害者の一般

） 

」における

庁職場研修

的に行い、

託 先 

園 

園 

園 

ア甲子園」

安心できる

9,6

就労への移行

（4,120千円

基礎的な知識

般就職を支援

る就労体験事

修 

50,1

障害者の職

6,7

を借り上

る社会づくり

684 千円 

行を促進

円） 

識と技術の

援 

事業 

00 千円 

職業的自立

770 千円 

げ、職業

 

立



 

 

 

 ⑨

○ 参加

○ 実施

(拡)障害者

2020年

スポーツ

ア (拡)ワ

○  (拡

 

 

○ (新

一

を

○ (新

ー

 競

○ 障害

 記

 障

座

 義

○ 障害

イ (拡)東

○ スー

体

加人数 65

施主体 県

者スポーツ

年に開催さ

ツを通した

ワールドマ

拡)参加型プ

しあわせの

(新)国際義

・下肢切断

・アンプテ

新)一般スポ

ワールドマ

一般スポーツ

を実施 

新)障害者ス

ワールドマ

ーツ種目を拡

競技デモン

害者アスリ

記録会・競

障害者アス

競技指導

座を実施 

義肢装具士

害者スポー

東京パラリ

ーパーアス

体験の機会を

50人（障害

県、(公財)兵

ツ推進プロジ

される東京パ

た障害のある

マスターズ

プレイベン

の村スポーツ

義肢装具協会

断者向けラン

ティ（切断者

ポーツ団体

マスターズ

ツ競技団体

スポーツ種

マスターズ

拡大 

ンストレーシ

ートへの支

競技会等の開

スリートマル

導者による指

士の配置（県

ーツ出前講座

ンピック準

スリート特別

143 

を提供（年

害児等・保護

兵庫県手を

ジェクト

パラリンピ

る方の社会

・パラリン

ントの開催

ツフェステ

会（ISPO）

ンニングク

者）サッカ

との参画と

ズにおける

体選手と障害

目の拡大

ズが開催され

ション・審

支援 

開催（陸上

ルチサポー

指導のほか

県立総合リ

座の実施

準備事業

別強化支援

年１回） 

護者、学生

をつなぐ育成

ピックに向

会参加を促進

ンピック推進

ティバル（神

世界大会2

クリニック

カー交流大会

と交流 

障害者の受

害者アスリ

れる機会に

審判研修会の

上、水泳、卓

ート事業 

か、栄養や医

リハビリテー

（小中学校、

（6,299千円

援事業 

Ⅱ 

生ボランティ

成会 

＜地方創

け、障害者

進 

進事業（16

神戸市との

2019プレイ

会 

受入体制機

リートの合同

に、障害者の

の実施 

卓球等） 

医療などの

ーションセ

、スポーツ

円） 

安心できる

ィア等） 

39,9

創生推進交付

者スポーツの

6,635千円）

の共同開催）

イベント 

運の醸成を

同練習会・

の参加が可

専門家によ

センター） 

ツクラブ21）

る社会づくり

903 千円 

付金事業＞

の普及啓発

） 

） 

を図るため

・記録会等

可能なスポ

よる公開講

） 

 

 

発、

、

講



 

 

 ⑩

 

 東

費等

 補

 補

○ (新

 フ

 巡

○ (新

 県

ウ 地域に

○ 体育

特

に必

 予

○ 障害

競

○ (公

障

 

(新)新たな

障害者

新たな障

○ 検討

学

まち

○ 検討

障

○ 整備

県

東京パラリ

等を支援 

補助対象経費 

補助上限額 

新)東京パラ

フラッグの

巡回期間 

新)県パラリ

県内ルート

における障

育館等バリ

特別支援学

必要となる

予定箇所 

害者スポー

競技指導・

公財)兵庫県

障害者スポ

な障害者ス

者の参加を

障害者スポ

討委員会

学識経験者

ちづくり研

討内容 

障害者スポ

備場所（予

県立総合リ

 

ンピック出

競技用具の

150～300千

ラリンピック

の巡回にあわ

平成30年

ンピック聖

トの検討、ラ

障害者スポー

アフリー化

学校等の既存

る手すり・ス

３か所 

ーツ推進拠点

助言、利用

県障害者スポ

ポーツ専門家

スポーツ拠点

を前提とした

ポーツ拠点の

（構成員）

者、障害者ス

研究所 等

ポーツ拠点の

予定） 

ハビリテー

144 

出場候補選

の購入費、

千円 

クフラッグ

わせた啓発

７月26日～

聖火リレー

ランナーの

ーツ推進拠

化 

存の体育施

スロープ等

点支援員の

用について

ポーツ協会

家の配置

点の検討

たワールド

の整備を検

スポーツ協

の機能、整

ーションセ

選手に対し、

海外遠征費

グツアー 

発イベント

～８月23日

ー実行委員会

の公募・選考

拠点整備事業

施設を障害者

等を整備 

の設置 

ての各種事務

会の機能強化

（２人） 

ドマスター

検討 

協会、パラリ

整備施設の規

センター（神

Ⅱ 

、競技用具

費等 

を実施 

会の設置 

考 

業（16,969

者スポーツ

務手続き 

化 

＜県政

ズゲームズ

リンピック

規模、運営

神戸市西区

安心できる

具の購入費、

9千円） 

ツ団体に開放

等 

5

政150周年記

ズ2021関西

出場経験者

営方針 等 

区） 

る社会づくり

、海外遠征

放する際

500 千円 

記念事業＞

西を見据え、

者、福祉の

 

征

 



 

 

 ⑪

 

障害者芸術

障害者

助成 

○ 芸術

 

 

 

術文化発信

者の芸術文

術文化イベ

補助対象団体

補助対象経費

補 助 率

 

信プロジェク

文化活動の情

ベント活動助

 平成27、

 芸術イベ

率 1/2（上

145 

クトの実施

情報発信・

助成（1,50

28年度に

ベントや作

上限50千円）

施

支援をする

00千円）

に拠点整備を

作品展の開催

 

Ⅱ 

＜地方創

るため、イ

を行った30

催等に要す

安心できる

1,5

創生推進交付

ベント開催

0団体 

する会場使用

る社会づくり

500 千円 

付金事業＞

催経費等を

用料 等 

 

 



 

 

 (3)

 ①

円滑な情

(拡)手話普

聴覚障

ア (拡)県

○ (拡

 実

 講

○ 親子

 実

 実

 講

 

○ 一般

 実

 講

イ 手話通

 実

 講

ウ (新)看

 対

 回

 講

エ (新)施

 対

 回

 講

オ (新)手

 対

情報取得と

普及促進事

障害者への

県民向け手

拡)若者を対

実施回数 

講座内容 

子で学ぶ手

実施時期 

実施回数 

講座内容 

    

般県民向け

実施回数 

講座内容 

通訳講師ス

実施回数 

講座内容 

看護職向け

対  象 

回 数 等 

講座内容 

施設、学校

対  象 

回  数 

講座内容 

手話通訳者

対 象 者 

の

と利用機会の

事業の実施

の理解促進

手話講座の実

対象とした手

120回（各

基本的な手

パフォーマ

手話教室 

７月末～

10回（各回

ゲーム形式

ろう者との

け手話講座

15回（各回

グループワ

スキルアップ

12回（３

指導方法の

け手話講座

病院、訪問

５回×各回

基本的な手

校、団体、企

福祉施設、

30回×各回

基本的な手

者拡充に向け

手話通訳者

の未合格者

146 

の確保 

と手話の普

実施（13,6

手話講座

各回30人程度

手話の習得

マンスの実

８月（夏休

回親子20組

式でのコミ

のふれあい

回30人程度

ワークを中心

プ講座の実

日×４回）

のスキルア

（734千円）

問看護ステ

回30名程度

手話の習得

企業等を対

、学校、幼

回30名程度

手話の習得

けたレベル

者養成講座

普及に向け､

669千円）

度） 

得（自己紹介

実践（手話

休期間） 

組（40人)程

ミュニケーシ

い等 

度） 

心としたコミ

実施（611千

（各回10人

アップ 等

） 

テーションの

度 

得 等 

対象とした出

幼稚園、保育

度 

得 等 

ルアップ講座

座修了者の

Ⅱ 

､県民向けの

介、挨拶等

コーラス等

程度） 

ション（絵

ュニケーシ

千円） 

人程度） 

の看護師 等

出前手話講

育所、企業

座の実施

うち手話通

安心できる

20,1

の手話講座

等）、手話を

等） 

絵カード、身

ションの取り

等 

講座（4,10

業 等 

（1,005千円

通訳者全国統

る社会づくり

20 千円 

座等を開催

を使った 

身振り）、

方 等  

1千円） 

円） 

統一試験

 



 

 

 

 ②

 

 ③

 

 実

 講

(新)スマー

災

能を

 シ

 機

県内在住ベ

近年増

して、関

○ 設置

○ 負担

○ 実施

実施回数 

講座内容 

ートフォン

災害時要援

を活用した

システム 

機  能 

ベトナム人

増加傾向に

関係市と連

置場所 姫

担割合 県

施手法 (公

 

10講座×

全国統一試

ン向け防災ア

援護者を含む

た情報伝達ア

ひょうご防

記録的短時

SNS（Twit

人相談支援事

にある県内在

連携し、専用

姫路市 

県1/2、市1/

公財)県国際

147 

２回×各回

試験に向け

アプリの開

む利用者の

アプリを開

防災ネット

時間大雨情

tter、Face

事業の実施

在住ベトナ

用の相談窓

/2 ※県支

際交流協会

回30名程度

けた実技、座

開発

の利便性向上

開発・配信

ト（登録者数

情報の配信、

ebook、LIN

施

ナム人への支

窓口の設置

支援は３か年

会へ委託 

Ⅱ 

座学 等 

上のため、

数約122万人

、災害情報

NE）への拡

支援及び地

を支援 

年（平成2

安心できる

24,2

スマートフ

人） 

報の音声読み

拡散機能 等

1,3

地域課題へ

9年度～平

る社会づくり

200 千円 

フォンの機

み上げ機能

等 

378 千円 

の対策と

平成31年度）

 

機

能、

 



 

 

 (4)

 ＜暮

 ①

 

 ②

 ③

安心基盤

暮らしの安全

(拡)鉄道駅

視覚障

ア設置を

○ 補助

○ 整備

○ 負担

 神

 そ

（平

(新)公共交

駅ホー

め､みん

○ 対 

○ 実施

○ 内 

 

人生いきい

長寿社

害者に配

○ 実施

○ 予定

○ 助成

 住

盤の確保 

全安心基盤

駅舎ホーム

障害者の駅

を支援 

助対象駅 国

備予定 JR

担割合  

神 戸 市

その他市町

平成30年度～

交通機関と

ームでの転落

んなの声かけ

 象 公

施回数 50

 容 視

いき住宅改

社会に対応

配慮した既

施主体 市

定件数 2,

成対象 

住宅改造・一

(※)平成3

盤の確保＞

ムドア設置促

駅ホームか

国庫補助対象

R三ノ宮駅、

内 国1/3

町内 国1/3

～）600,00

と連携した視

落事故等の

け運動ととも

公共交通機関

0回 

視覚障害者へ

改造助成の実

応した人にや

既存住宅のバ

市町 

650件 

一般型 高齢

あん

診断

30年度から

148 

 

促進事業の

らの転落死

象駅 

、JR明石駅

3、県1/9を

3、県1/6を

00千円/線の

視覚障害者

の防止など、

もに､公共交

関職員、視

への安全な

実施

やさしい住

バリアフリ

齢者(※)・

んしん賃貸

断を受けて

ら対象年齢要

の実施

死亡事故等

駅、JR西明石

を上限とし市

を上限とし、

の補助対象

者の歩行安全

視覚障害者

交通機関と連

視覚障害者

な歩行支援

住まいづく

リー改造を支

障害者に配

貸住宅｣の改

ているものに

要件を60歳

Ⅱ 

を踏まえ、

石駅、阪急

市が補助す

、市町が補

象事業費の上

全確保

者の安全性の

連携した実践

等 

りを推進す

支援 

配慮した既

改造(手すり

に限る) 

歳以上から6

安心できる

221,9

鉄道駅舎の

急神戸三宮駅

する額の1/2

補助する額

上限額を撤

1,1

の更なる向上

践研修を実

345,2

するため、高

既存住宅や｢

りの取付等及

65歳以上に

る社会づくり

966 千円 

のホームド

駅 

2まで 

まで 

撤廃 

60 千円 

上を図るた

実施 

265 千円 

高齢者・障

｢ひょうご

及び耐震

に引上げ 

 

ド

た

障



 

 

 ④

 

 

 住

 増

 共

○ 助成

 住

 増

 共

(※)住

 

(拡)住宅確

住宅確

フリー等

○ 補助

○ 補助

区分

事業主

対象経

補助基

負担割

○ (新

 回

 対

 内

住宅改造・特

増改築・一般型、

共同住宅(分譲)

成限度額 

住宅改造・一

増改築・一般

共同住宅(分

住宅改造・

(ただし、平

確保要配慮

確保要配慮

等の改修や

助対象 市

助率等 

分 改

主体 登録

経費 

バリ

取り

本額

割合 
国1/

事業

新)居住支援

回  数 

対 象 者 

内  容 

特別型 要介

で住

受け

特別型 住宅

)共用型 共同

一般型、特別型

般型、特別型

分譲)共用型

一般型及び

平成30年度

慮者の賃貸住

慮者の民間賃

や低額所得者

市町（市町が

改修工事費補

住宅の賃貸

アフリー工

変更工事

1,500千円/

3、県1/6、市

者1/3 

援団体等向け

５回 

地域ごとの

先進事例の

149 

介護認定者

住まいの改

けているも

宅改造・一

同住宅にお

型 1,000千

型 1,500千

型 1,000千

び共同住宅(

度は市町にお

住宅への入

賃貸住宅へ

者の家賃低

が事業主体

補助 

貸人 

工事、間

等 

家

用

年

/戸 

市町1/6、 国

け研修会の

の福祉団体

の紹介、団

者等の身体状

改良相談員の

ものに限る)

一般型、特別

おける共用部

千円/世帯

千円/世帯

千円/棟×助

(分譲)共用型

おいて現行

入居促進

への円滑な入

低廉化等に対

体に対して実

家賃低廉化

家賃低減に要

用(管理開始

年) 

40千円

国1/2、県1/

の実施 (734

体、不動産業

団体間の連携

Ⅱ 

状況に応じ

の承認を得

) 

別型で、増

部分の改造

×助成率 

×助成率 

助成率 

型について

行制度と選択

入居の促進

対して支援

実施する補

化補助 

要した費

始後最大10

/月 

/4、市町1/4

4千円) 

業者、生活

携手法等 

安心できる

じた既存住

得たもの(耐

増改築を伴

造 

ては、助成額

択可能) 

6,8

進を図るた

援 

補助への支援

家賃債務保

化補助 

居住支援法

の登録を受

債務保証会

入居時の家

証料の低減

60千

4 

活支援団体等

る社会づくり

宅の改造

耐震診断を

うもの 

額を定額化

894 千円 

め、バリア

援） 

保証料低廉

法人又は国

受けた家賃

会社 

家賃債務保

減経費 

円/戸 

等 

 



 

 

 ⑤

 

 ⑥

(拡)ロボッ

福祉の

最先端技

○ 現場

 デ

 ロ

○ (拡

 

 県

 

の

 介

○ (拡

 

ク

器

 I

(拡)医療的

医療的

調整体制

○ 関係

 開

○ (新

 内

 対

○ (新

ットリハビ

のまちづく

技術を活用

場ニーズに

デジタルフ

ロボットリ

拡)テクニカ

(新)次世代

県内展示３

リハビリテ

(新)最先端

最先端機

のセミナー

介護リハビ

拡)国際義肢

(新)ISPO世

障害者ス

クリニック

器展等でIS

ISPO世界大

的ケア児に

的ケア児が地

制を整備する

係機関連絡

開催回数 

新)医療的ケ

内  容 

対 象 者 

新)医療的ケ

ビリテーシ

り研究所

用した医療

に即した研究

ファブリケー

ハビリテー

カルエイド発

代型住モデル

３施設（福祉

テーションセ

端機器開発企

機器の展示導

ーを実施（但

ビリロボッ

肢装具協会

世界大会201

スポーツイベ

ク、アンプテ

SPO世界大会

大会2019兵庫

に対する支援

地域において

るとともに、

絡協議会の設

２回 

ケア児等コー

講義（２

相談支援専

ケア児等支援

150 

ョン拠点化

（ロボット

・介護用リ

究開発・商

ーション機

ーションセ

発信拠点の

ル空間（仮

祉のまちづ

センター）

企業と連携

導入に向け

但馬長寿の

ト福祉機器

（ISPO）世

19プレイベ

ベントとし

ティ（切断

会2019のPR

庫・神戸特

援体制の構

て支援を受

、医療的ケ

設置（518千

ーディネー

日間）・演

専門員、市

援者養成研

化推進事業

リハビリテ

リハビリロボ

商品化 

機器の運用

セミナーの開

の本格運用

仮称）の運営

づくり研究所

連携によ

携した特別展

け、開発企業

の郷、西播磨

器展示会の開

世界大会201

ベントの開催

して開催す

断者）サッカ

Rを実施 

特別企画推進

構築

受けることが

ケア児等への

千円） 

ーター養成研

演習（２日間

市町保健師等

研修の実施

Ⅱ 

＜地方創

テーションセ

ボット等の

開催（福祉

営（H30年秋

所、但馬長

るテーマ別

展示セミナ

業と連携し

磨総合リハビリ

開催 

19開催の支

催 

る、下肢切

カー交流大

進委員会の

ができるよう

の支援ができ

研修の実施

間） 

等 

（545千円）

安心できる

14,7

創生推進交付

センター）

の拠点化を推

祉のまちづく

秋運営開始

長寿の郷、西

別特別展示

ナーの開催 

し、介護施設

リテーション

支援 

切断者向けラ

大会をはじめ

の開催 

3,5

う、関係機関

きる人材を養

施（2,516千

） 

る社会づくり

790 千円 

付金事業＞

を核とし、

推進 

くり研究所

始） 

西播磨総合

の開催 

設職員向け

ンセンター）

ランニング

め、各種機

579 千円 

関との連携

養成 

千円） 

 

 

所） 

合

け

グ

機



 

 

 

 ⑦

 

 ⑧

 

 ⑨

事業種別

障害者入所施

障害者日中
サービス

共同生活援
・短期入所

 内

 対

(新)医療的

医療的

できるよ

常時２床

○ 空床

障害者福祉

社会福

障害福祉

○ 対象

○ 負担

(新)電動車

移動の

保持装置

施とあわ

別

(福)コロ

(福)のじ

(医)トリ

(福)あす

(福)さつ

(福)さい

(福)あす

(福)いた

(福)宝塚

施設 (福)兵庫

(福)あす

(福)芦屋メ

(特非)は

(医)千水

中

援助
所

内  容 

対 象 者 

的ケア児等

的ニーズを

よう、県内

床の空床を

床確保数 

祉施設の整

福祉法人等

祉サービス

象施設数 

［※平

担割合 国

車いす等補

の困難な身

置）の支給

わせて、医

設置主体

ロ加古川

ぎく福祉会

ニティ会

なろ会

き福祉会

か

か会

み杉の子

さざんか福祉

県社会福祉事

か会

メンタルサポー

なのいえ

会

講義（２

保育所、学

の支援者

等医療提供体

を有する重症

内の指定短期

を確保 

２床（神戸

整備 

等が行う障害

スの基盤を整

14施設  

成29年度２

国1/2、県1/

補装具判定の

身体障害者の

給判定につい

医療機関への

(仮

(仮
サ

(仮

あ

(仮

楓

あ

ホ

祉会 宝

事業団 出

(仮

トセンター (仮

(仮

涼

計（14

151 

日間） 

学校、児童

体制の確保

症心身障害

期入所事業

戸・阪神圏

害者（児）

整備 

    

２月経済活

/4、事業者

の充実強化

の負担を軽

いて、身体

の委託を実

施設

仮称)志方園

仮称)こすもす
ービス事業所

仮称)空(そら)

すなろ学園

仮称)たんぽぽ

の杜くれ葉Ａ

すか

ープゆう

塚あしたば園

石精和園成人

仮称)あすか

仮称)芦屋ＭＳ

仮称)はなの家

風荘

4施設）

童発達支援事

保

害者等が短期

業所（医療機

圏域１床、東

福祉施設

     

性化対策補

者1/4 

化

軽減するた

体障害者更生

実施 

設名

す園障がい者
所

ぽワーク

園

人寮

Ｃ

家広坂

Ⅱ 

事業所（未

（

期入所サー

機関等）を

東・中播磨

の整備に要

    

補正：826,

め、補装具

生相談所（

区分

創設

創設

創設

創設

創設

大規模改修

大規模改修

大規模改修

大規模改修

改築

創設

創設

創設

大規模改修

安心できる

未就学障害児

16,4

医療介護推

ービスを円滑

を活用し、輪

磨圏域１床）

1,120,7

要する費用

   （単

000千円（

6,7

具（電動車い

（神戸市西区

所在地

加古川市

加古川市

相生市

高砂市

養父市

修 豊岡市

修 太子町

修 伊丹市

修 宝塚市

豊岡市

太子町

芦屋市

太子町

修 赤穂市

る社会づくり

児対象）等

425 千円 

推進基金）

滑に利用

輪番により

） 

750 千円 

を補助し、

単位：千円）

（９施設）］

775 千円 

いす、座位

区）での実

予算額

200,200

148,200

94,800

82,642

69,075

75,000

47,812

39,853

9,021

283,357

22,500

18,750

5,250

24,290

1,120,750

 

等 

 

 

 
 

位

実



 

 

 ⑩

 

 ＜安

 ①

 

 ②

○ 実施

○ 実施

 

(新)県東部

県東部

ついて、

○ 検討

○ 構 

 学

安心できる

障害者総合

障害の

○ 更生

 対

○ 育成

 対

○ 精神

 対

○ 負担

 公

 

重度障害者

障害者

た場合に

○ 対 

○ 実施

○ 対象

○ 公費

○ 補 

○ 所得

施地域 阪

施スケジュ

部における障

部（阪神地

、有識者会

討内容 障

的

成 員  

学識経験者

医療・福祉

合支援法に

の軽減など

生医療給付

対 象 者 

成医療給付

対 象 者 

神通院医療

対 象 者 

担割合 

公  費：

自己負担：

者医療費助

者が自立支

に、その自

象 者 障

障

施主体 市

象者数 約

費負担 医

助 率 1/

得制限（世

阪神地域（全

ュール 平成

障害児者リハ

地域）等にお

会議を設置

障害児者リハ

的対策案 

者、医療関係

祉サービス

による医療費

ど、障害者の

付費（2,211

身体障害者

付費（13,58

身体に障害

療給付費（6

精神障害者

２割（国1

１割、医療

助成の実施

支援医療以外

自己負担額の

障害程度１級

障害者保健福

市町 

約95,000人

医療保険にお

/2 

世帯単位判定

152 

全県の50％

成30年度下

ハビリテーシ

おける障害

し、検討を

ハビリテー

係団体、県

の確保＞

費の給付

の更生に要

1,682千円）

者手帳の交

84千円）

害のある児

6,236,238千

者で継続し

1/2、県1/4

療保険：７

外の一般医

の一部を助

級・２級の

福祉手帳１

おける自己

定）及び個

％の申請実績

下期から実施

ション拠点の

児者リハビ

を実施 

ーション医療

県立総合リハ

要する医療費

） 

交付を受けた

児童等  

千円） 

した通院治療

4、市町1/4

７割 

医療を受け、

助成 

の身体障害者

１級の精神障

己負担額３割

個人負担金

Ⅱ 

績がある地

施（上期：

の検討

ビリテーシ

療の現状・

ハ、市町 

費を給付 

た18歳以上

療を受ける

4(※精神通院

、医療保険

者、重度の

障害者 

割のうちの

安心できる

地域） 

：検討・調

5

ション医療の

課題を踏ま

等 

8,461,5

上の者 

る者 

院は、国1/2、

5,121,5

険による給付

の知的障害者

の２割相当分

る社会づくり

調整を実施）

500 千円 

のあり方に

まえた具体

504 千円 

県1/2)） 

502 千円 

付が行われ

者、精神

分 

 

 

に

体

れ



 

 

 

 ③

 

 ④

低所

市町

を加

一般

市町

満(世

(拡)発達障

発達障

センター

○ 業務

○ 設置

 

 

 

○ (新

学

生

 事

○ 負担

県立こども

発達障

療機能

○ 診断

 診

区

セン

ブラ

世

所得者 

町村民税非課

加えた所得8

般 

町村民税所得

世帯合算) 

障害者支援

障害児（者

ー及びブラ

務内容 情

置箇所 

新)発達障害

学生の発達

・支援者へ

事業内容 

・学生との

・大学と事

担割合 国

も発達支援

障害児を早

と療育機能

断・診療、

診療内容 

区 分 

ンター 

ランチ 

世帯区分 

課税世帯で年

0万円以下

得割税額23.

援センターの

者）に対する

ランチを運営

情報発信、研

害等をもつ大

達障害者の就

へ発達障害専

の個別相談会

事業所とのネ

国1/2、県1/

援センターの

早期に発見

能をあわせ持

療育（リハ

発達相談、

担当区域

東播磨、淡

阪神南

阪神北

北播磨、丹

中播磨、西

但馬

153 

年金収入

.5万円未

の運営

る総合的な

営 

研修開催、

大学生の就

就労・生活

専門相談を

会、セミナ

ネットワー

/2 

の運営

し、地域で

持った県立

ハビリ）の

、心理検査

域 

淡路 

南 

北 

丹波 

西播磨 

外

１医療機関

１日4

(月２回

１医療機関

１日6

(月２回

な支援を行う

相談窓口の

就労相談支援

活相談に応じ

を実施 

ナーの実施

ーク構築 

での支援につ

立こども発達

の実施 

査・アセスメ

所在地 

高砂市 

芦屋市 

宝塚市 

加西市 

上郡町 

豊岡市 

Ⅱ 

個人負

来 

関等当たり 

400円 

回まで) 

関等当たり 

600円 

回まで) 

う拠点とし

の設置 等

援の実施 

じるため、

つなげてい

達支援セン

メント、診

(社福)あか

(社福)三田

(社福)希望

(社福)ゆた

(社福)愛心

(社福)神戸

安心できる

負担金 

入

１

月額1,6

１

月額2,4

87,2

して、発達障

等 

各大学を巡

25,9

いくために、

ンターを運

診断、作業療

運営主体 

かりの家 

田谷治療教育

望の家 

たか会 

心福祉会 

戸聖隷福祉事

る社会づくり

入院 

１割 

600円限度

１割 

400円限度

251 千円 

障害者支援

巡回し、学

911 千円 

、診断・診

営 

療法士、

育院 

事業団 

 

援

学

診



 

 

 

 ⑤

 ⑥

 運

 診

○ 市町

○ 市町

精神保健医

精神保

要な医療

ア 精神保

○ 精神

入

情報

○ 精神

精

○ 県精

精

検討

イ 措置入

措置

含む精

○ 開催

 

(拡)精神科

○ 精神

 家

 開

○ 夜間

 精

精

運営体制 

診 療 日 

町保健セン

町の療育体

医療体制の

保健医療体

療を中断す

保健医療体

神障害者継

入院中から

報共有 

神障害者地

精神保健福

精神障害者

精神障害者

討 

入院者支援

置入院者の

精神症状や

催回数 月

科救急医療

神科救急情

家族や警察

開設時間 

間・休日に

精神保健チ

精神科救急

言語聴覚士

医師（小児

言語聴覚士

週５日（月

ンター等へ出

体制づくりへ

の構築 

体制検討委員

することな

体制の構築事

継続支援チー

らの積極的支

地域支援協議

福祉医療にお

者継続支援連

者継続支援チ

援委員会の設

の治療を行

や入院治療の

月１回程度

療体制の運営

情報センター

察等からの相

24時間365

における精神

チームの配置

急情報センタ
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士による療

児科医、児童

士、保育士

月～金曜日

出向いての

への支援

員会からの

く、地域で

事業の実施

ームの設置

支援、地域

議会の運営

おける地域

連絡会の設

チームへの

設置（2,62

う精神保健

の必要性等

営

ーの運営

相談に対す

5日 

神科救急医

置 

ターとの連

療育 

童精神科医

士、看護師、

日） 

の発達健康相

等 

の提言を踏ま

で暮らせる支

施（19,811千

置 

域精神保健指

営 

域課題の検討

設置（県精神

の技術指導、

27千円）

健指定医等に

等について助

（24,172千

する受診調整

医療施設の確

連携のもと対

Ⅱ 

医）、臨床心

、保健師等

相談（24回

まえ、精神

支援体制を

千円） 

指導、支援

討、関係機

神保健福祉

、全県的な

に対し、専

助言 

円） 

整、助言等

確保（54,7

対象者へ適

安心できる

心理士、作業

等 

回） 

22,4

神障害者が退

を整備 

援機関の役割

機関の連携強

祉センター

な課題抽出、

専門家から措

111,7

等 

762千円） 

適切な医療

る社会づくり

業療法士、

438 千円 

退院後も必

割明確化と

強化 

内） 

、対応策の

措置症状を

732 千円 

を提供 

 

 

必



 

 

 
 ＜障

 ①

 

 ②

 当

○ （拡

 薬

 受

 開

○ 平

 平

移送

○ 夜間

 夜

○ 精神

障害者への支

障害者総合

障害者

要な障害

○ 居宅

 内

○ 施設

 内

○ 補 

 内

○ 計画

 内

○ 負

(新)失語症

社会生

るため、

（平成

○ 失語

当番制によ

拡）精神科

薬の処方を

受付時間 

開設場所 

日昼間にお

平日昼間に

送 

間における

夜間におけ

神科救急医

支援＞  

合支援法に

者の能力及

害福祉サー

宅系サービ

内容 居宅

設系サービ

内容 生活

 装  

内容 義眼

画・地域相談支

内容 計画

担 割

症者向け意

生活等にお

、失語症(※

成30年度～

語症者向け

よる空床の確

科初期救急医

を含む外来診

毎日19：0

４か所（神

（平成29年

※(新)協力

おける移送体

における指定

る移送体制の

ける指定医に

医療体制連絡

によるサー

及び適性に応

ービスを給付

ビス（6,506

宅介護、重度

ビス（16,73

活介護、自立

具（367,3

眼、補聴器、

支援（292,3

画相談支援、

合 国1/2

意思疎通支援

おけるコミュ

※)者に向け

～：都道府県

け意思疎通者
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確保 

医療体制の

診療に対応

00～22：00

神戸、阪神

年度：２か

力病院 ３

体制（490千

定医による

の整備（6,

による診察

絡調整委員

ビスの給付

応じ、自立

付 

6,308千円）

度訪問介護

37,507千円

立訓練、就

383千円）

、義肢、歩

339千円）

、地域移行

2、県1/4、

援者の養成

ュニケーシ

けた意思疎

県地域生活

者養成研修

の運営（25,

応 

0 

神、東北播磨

か所（神戸

３か所（但馬

千円） 

る診察のた

,671千円）

察のため精神

員会（250千

付

した社会生

） 

護、グループ

円） 

就労継続支援

歩行器、電動

行支援、地域

市町1/4

成

ションを円滑

疎通支援者

活支援事業の

修 

Ⅱ 

,387千円）

磨、播磨姫

・阪神、播

馬、丹波、

め精神疾患

 

神疾患患者

千円） 

生活を営む

プホーム 

援 等 

動車いす 

域定着支援

滑に行い、

を養成 

の必須事業

安心できる

 

姫路圏域） 

播磨圏域））

淡路） 

患患者を医療

者を医療機

23,900,5

むことができ

等 

等 

援 

1,3

社会参加の

業化） 

る社会づくり

 

療機関へ

関へ移送

537 千円 

きるよう必

338 千円 

の促進を図

 

必

図



 

 

 

 ③

 

 ④

 

 ⑤

 時

 人

○ 意思

 場

 人

※失語

障害者に対

相模原

地域に関

○ 経験

 研

 開

(拡)障害者

矯正施

営むこ

常生活又

○ 地域

 対

 事

○  (新

 対

 事

○ 実施

障害者総合

多様な

時間数 40

人 数 20

思疎通支援

場 所 東

人 数 １

語症：脳梗塞

対する理解

原事件を踏

関わりなく

験年数別施

研修内容 

開催回数 

者・高齢者

施設退所や

とが困難な

又は社会生

域生活定着

対 象 者 

事業内容 

・福祉サー

・受入施設

新)地域立ち

対 象 者 

事業内容 

・福祉サー

・受入施設

施方法 社

合支援推進

な障害者ニ

0時間（必須

0人程度（1

援者指導者養

東京都内 

人（派遣）

塞や脳外傷

解促進と安全

踏まえ、防犯

障害者が暮

施設職員研修

虐待防止、

３回（４

者の再犯防止

や起訴猶予処

な者に対して

生活を営むこ

着支援事業

矯正施設か

 

ービスのニー

設に対する指

ち直り支援

起訴猶予処

 

ービスのニー

設に対する指

社会福祉法人

進交付金の交

ニーズに対応
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須科目：講

10圏域×２

養成研修

） 

傷などによ

全安心の確

犯マニュア

暮らしやす

修等の実施

、人権問題

日/回） 

止に向けた

処分等とな

て、保護観

ことを支援

（25,000千

から退所し

ーズを確認

指導・助言

援事業（17,

処分等とな

ーズを確認

指導・助言

人等へ委託

交付

応するため

講義12時間、

２人程度）

り脳の言語

確保

アルを活用し

すい環境整備

施 

題、メンタル

た立ち直り支

なった障害者

観察所等と協

援 

千円） 

した障害者

認し、受入施

言 

,250千円）

なった障害者

認し、受入施

言 

託 

、障害者団

Ⅱ 

、実習28時

語中枢が損傷

した職員研

備を推進 

ルヘルス 

支援

者や高齢者

協働し、地

・高齢者 

施設等を斡

 

者・高齢者

施設等を斡

団体が行う事

安心できる

時間） 

傷され起こ

2,2

研修を実施し

42,2

者で自立し

地域の中で自

斡旋 

者 

斡旋 

122,5

事業を支援

る社会づくり

こる障害 

278 千円 

し、施設や

250 千円 

た生活を

自立した日

500 千円 

援 

 

や



 

 

 

 ⑥

 

○ 対象

○ 交付

(公財)兵

(社福)兵

(公社)兵

(特非)兵

(公財)兵

(公社)兵

(拡)長期入

長期入

援助事業

○ 精神

○ 精神

 実

 実

○ (拡

プ

 実

象団体 (公

福

友

祉

付方法 各

団体

兵庫県身体障

兵庫県視覚障

兵庫県聴覚障

兵庫盲ろう者

兵庫県手をつ

兵庫県精神福

合 

入院精神障

入院精神障

業者のさら

神障害者地

神科病院職

実施回数 

実施主体 

拡)退院支援

退院意欲

プログラム

実施回数 

 

公財)兵庫県

福祉協会、(

友の会、(公

祉家族会連合

各団体の自主

体名 

障害者福祉

障害者福祉

障害者協会

者友の会 

つなぐ育成会

福祉家族会連

 計 

障害者の地域

障害者の退院

らなる連携強

地域移行・地

職員等に対す

４回 

精神保健福

援プログラム

欲喚起のため

ム、生活訓練

地域生活報

(新)生活訓

（地域生活

ターによる
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県身体障害

(公社)兵庫

公財)兵庫県

合会 

主的な取組

協会 

協会 

会 

連合会 

域移行推進

院・地域移

強化のため

地域定着連

する研修

福祉センタ

ムの実施

め、入院患

練プログラ

報告会：月

訓練プログ

活に必要な

る生活訓練

害者福祉協会

庫県聴覚障害

県手をつなぐ

組に対応で

金額 

17,000 障

40,000
点

点

48,500
聴

手

11,000 盲

5,000 知

1,000 精

122,500

進

移行推進のた

めの取組を実

連絡会議の開

（300千円）

ター 

（5,186千円

患者に対し、

ラム等を実施

月１回、事

グラム：月

なスキルを身

練・サポー

Ⅱ 

会、(社福)

害者協会、

ぐ育成会、

きるよう、

実施事

障害者110番

点字図書館運

点訳奉仕員養

聴覚障害者情

手話通訳・要

盲ろう通訳

知的障害者相

精神障害者家

 

ため、精神

実施 

開催（713千

 

円） 

地域生活

施 

業所体験プ

１回 

身につける

ト） 

安心できる

)兵庫県視覚

(特非)兵庫

(公社)兵庫

総枠で交付

（単

事業（主なも

番運営事業 

運営費、 

養成事業 

情報提供施

要約筆記養

・介助員派

相談員研修

家族教室開

6,1

神科病院と行

千円） 

活報告会や事

プログラム

るためのピ

る社会づくり

覚障害者

庫盲ろう者

庫県精神福

付 

単位：千円）

もの） 

等 

等 

設運営費、

成事業 等

遣事業 等

事業 等 

催事業 等

99 千円 

行政、地域

事業所体験

：月２回、

アサポー

 

者

福

等

等

等

域

験

 



 

 

 (5)

 ①

 ②

 

 

児童虐待

(新)乳児院

乳児院

を開設す

○ 相談

養

○ 支援

 支

の養

○ 家事

 児

施 

※特定

 

児童虐待防

医療機

核的医療

○ 中核

地

 実

○ 医療

医

開拓

○ 中核

 研

 対

 実

待等防止対

院における

院の新たな

するととも

談窓口の開

養育に悩む

援計画の作

支援コーデ

養育支援計

事や育児等

児童虐待防

定妊婦 出産

必要

防止医療ネ

機関で頭部

療機関を中

核拠点病院

地域の医療

実施施設 

療的ケアを

医療的ケア

拓等を実施

核拠点病院

研修内容 

対  象 

実施回数 

対策の充実

る児童虐待対

な取組のモデ

もに個別養育

開設 

む妊産婦等及

作成 

ディネーター

計画を作成

等のトレーニ

防止のための

産後の養育

要と認めら

ネットワーク

部外傷など虐

中心に児童虐

院の整備（5

療機関からの

県立尼崎総

を要する児童

アを要する児

施 

院による教育

児童虐待対

県内医療機

年５回 
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対応力の強

デルとして

育支援計画

及び妊産婦

ーが中心と

ニング 

の育児能力

育について、

られる妊婦

クの推進

虐待を疑わ

虐待対応の

512千円）

の児童虐待

総合医療セ

童の一時保

児童の一時

育研修の実

対応ができ

機関の医師

強化モデル事

て、特定妊婦

画の作成と指

婦の支援機関

となり看護師

力向上を図

、出産前に

われる児童の

のネットワー

待対応に関す

センター 

保護委託先の

時保護委託の

実施（1,772

きる体制整備

師及び医療従

Ⅱ 

事業

婦等を支援

指導を実施

関のための

師等と連携

る実践的な

において支援

の受診が増

ークづくり

する相談窓

の確保（38

の受入が可

2千円） 

備方法、症

従事者等 

安心できる

10,6

援するため、

施 

の相談窓口

携して作成

なトレーニ

援を行うこ

2,6

増加してい

りを推進 

窓口の設置 

81千円） 

可能な医療機

症例検討等 

る社会づくり

673 千円 

、相談窓口

を開設 

した母子

ングを実

ことが特に

665 千円 

るため、中

機関の 

 

中



 

 

 ③

 

 ④

(拡)ＤＶ防

配偶者

防止する

○ 事業

 

 

 Ｄ

 Ｄ

施

 一

同

里親・特別

思いが

庭センタ

縁組制度

○ 事業

 里

 里

 出

 

 

防止対策の

者に対する

るため、市

業内容 

(新)ＤＶ防

(新)民間シ

新たに民

・対象経

・補助上

ＤＶ被害者

・対象施設

・対象経費

・補助上限

ＤＶ被害者

企業等へ

施 等 

一時保護所

同行サポー

別養子縁組

がけない妊

ター等が連

度を推進 

業内容 

里親委託・

里親（特別

出前講座、

・出前講座

・研 修 会

の実施 

る人権侵害や

市町、ＮＰＯ

防止・被害者

シェルター新

民間シェルタ

経費 シェル

上限 300千

者シェルター

設 ２施設

費 シェルタ

限 生活保護

者支援活動を

へのＤＶ出前

所・民間シェ

ートの実施

組制度の推進

妊娠や若年者

連携し、里親

養子縁組推

別養子縁組）

地域におけ

座 50回（

会 10回（
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や、子ども

Ｏ等とも連

者保護計画

新規開設支

ターを運営

ルター開設

千円（定額）

ーへの支援

ター借上料

護各級地住

を行う民間

前講座、Ｄ

ェルター入

等 

進

者の妊娠等

親制度を活

推進会議の

）フォーラ

ける研修会

５地区×10

５地区×２

の人格形成

連携して対策

画の改定 

支援の実施

営しようとす

設に必要な初

） 

援 

料（家賃、共

住宅扶助限度

間支援団体へ

Ｖ被害者支

入所被害者及

等に対して、

活用した新生

の開催 

ラムの開催

会の実施 

0回） 

２回） 

Ⅱ 

成に重大な

策を実施 

する者への

初度備品等

共益費） 

度額（60千

への活動助

支援ボラン

及び同伴児

、医療機関

生児・乳幼

安心できる

8,0

影響を与え

の支援制度

等経費 

千円等） 

助成 

ンティア養成

児童への心

2,8

関、市町、県

幼児段階での

る社会づくり

010 千円 

えるＤＶを

を創設 

成研修の実

理的ケア、

864 千円 

県こども家

の特別養子

 

実

家

子



 

 

 ⑤

 ⑥

 ⑦

(拡)里親登

現在里

○ 更新

○ (新

 里

 演

 

(新)川西こ

川西こ

ラザ」（

○ 建設

 供

○ 現建

 

児童養護施

児童養

を支援す

一時保護

管理でき

○ 児童

 対

 対

登録者に対

里子を受託

新研修（65

・対 象 

・時 期 

新)未委託里

・人 数 

・対 象 

里親宅実習

・内 容 

・講 師 

演習（問題

・講 師 

・回 数 

こども家庭

こども家庭

（川西市低炭

設費負担金

供用開始日

建物の解体

施設等 ICT

養護施設等

するととも

護委託中の

きるシステ

童養護施設

対 象 施 設

対 象 経 費

対する研修等

託していない

52千円）

里親登録の

５年に１回

里親トレーニ

40世帯 

受託に至っ

習 

里親と里子

養育経験豊

題行動への対

児童精神科

５センター

庭センターの

庭センターに

炭素型複合

金（248,593

日 平成30年

体撤去等（1

化推進事業

等の職員の業

もに、虐待を

の子どもの

テムを導入

設における

設  児童養護

費  パソコン
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等の実施

い里親を対

の更新を希

回 

ニング（88

っていない

子の関わり

豊富な里親

対応） 

科医等 

ー×１回

の移転

について、

合施設）への

3千円） 

年10月（予

122,184千

業

業務負担を

を受けた子

情報等をこ

ＩＣＴ化推

護施設等（

ン・タブレ

対象とした

希望する者

81千円）

い里親（希望

りを１日体験

親 

平成30年秋

の移転 

予定） 

円） 

［平成 29 年

を軽減するた

どもに対す

こども家庭

推進事業 

（県所管 3

レット端末等

Ⅱ 

トレーニン

望者） 

験する中で

秋に開館予

年度２月経

ため、タブ

する養育の

庭センター

30施設） 

等購入費及

安心できる

1,5

ングを新た

で養育を学ぶ

370,7

予定の「キセ

63,0

経済活性化対

ブレット端末

質の向上を

と委託施設

及び環境整備

る社会づくり

533 千円 

に実施 

ぶ実習 

777 千円 

セラ川西プ

000 千円 

対策補正］

末等の導入

を図るため

設間で一元

備費 

 

プ

 

入

、

元



 

 

 

 ⑧

 

 ⑨

 補

 負

○ こ

 補

 負

(拡)児童養

○ 高校

 対

 補

○ 高校

 対

 対

 補

○ (新

 対

 対

 補

(拡)ひと

○ 自立

 受

 対

 支

教

教

○ 高等

 受

 対

 支

補助基準額

負 担 割 合

ども家庭セ

補助基準額

負 担 割 合

養護施設や里

校生のクラ

対  象 

補助上限額 

校生への就

対  象 

対象経費 

補助上限額 

新)大学、専

対  象 

対象経費 

補助上限額 

り親家庭就

立支援教育

受講対象者

対 象 講 座

支 給 額

教育訓練給

教育訓練給

等職業訓練

受講対象者

対 象 資 格

支 給 要 件

額  １施設あ

合  国1/2、

センターとの

額  40,000千

合  国1/2、

里親の下で育

ラブ活動費等

児童養護施

５千円/月

就職支援（2

就職活動を

就職セミナ

40千円/人

専門学校等へ

進学を希望

進学を支援

施設退所者

就業支援事業

育訓練給付金

者 母子家庭

座 雇用保険

額  

給付（雇用保

給付（雇用保

練促進給付金

者 母子家庭

格 看護師、

件 修学期間

支給期間
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あたり1,00

県1/4、事

の施設間の

千円 

県1/2 

育つ子ども応

等支援（3,0

施設等の高

 

2,000千円）

を行う児童

ナーやイン

人 

への進学の

望する児童

援する奨学

者:300千円

業の実施

金事業（91

庭の母及び

険制度の教

保険法）受給

保険法）受

金事業（14

庭の母及び

、介護福祉

間：１年以

間：３年上

00千円 

事業者1/4

の情報連携体

応援プロジェ

000千円）（

高校生 

） 

童養護施設等

ンターンシ

の支援（2,0

童養護施設等

学金、入学一

円/人、継続

18千円）

び父子家庭の

教育訓練給付

給資格無：受

受給資格有

4,447千円）

び父子家庭の

祉士、保育士

以上 

上限 

Ⅱ 

体制整備事

ェクト

ふるさとひ

等の高校３

ップへの参

000千円） 

等の高校３

一時金 

続入所者：1

の父（郡部

付の指定講

受講費用の

：受講費用

） 

の父（郡部

士 等 

安心できる

事業 

7,0

ひょうご寄

３年生 

参加費・交通

３年生 

100千円/人

17,1

部のみ） 

講座 

の６割（上限

用の４割 

部のみ） 

る社会づくり

000 千円 

寄付金事業）

通費等 

人 

65 千円 

限20万円）

 

 

 



 

 

 

 ⑩

 

 

 ⑪

 

○ 高等

 受

 対

 支

(新)兵庫県

平成2

について

○ 検討

 委

 回

○ 施設

(新)全国児

児童

支援施設

○ 開催

○ 開催

○ 参加

等学校卒業

受講対象者

対 象 講 座

支 給 額

・最大受講

・講座修了

・高卒認定

県家庭的養

27年３月に

て、国の

討委員会の

委員 ７名

回数 ３回

設・里親ヒ

児童自立支

自立支援施

設職員研修

催時期 平

催場所 神

加者数 10

 

業程度認定試

者 母子家庭

座 高卒認定

額  

講費用の６割

了後に受講費

定試験合格後

養護推進計画

に策定した兵

「新しい社会

の実施 

名 学識経験

回 

ヒアリングの

支援施設職員

施設職員のよ

修事業を実施

平成30年10月

神戸市内（予

00人程度
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試験合格支

庭の母、父

定試験合格

割を支給：

費用の２割

後に受講費

画の改定

兵庫県家庭

会的養育ビ

験者、児童

の実施 ３

員研修の実

より高い援

施 

月３日(水)

予定） 

支援事業（1

父子家庭の父

格のための講

上限15万

割を支給 

費用の４割

庭的養護推進

ビジョン」

童養護・乳児

３回 

実施

援助技術の習

)～５日(金

Ⅱ 

1,800千円）

父及びその

講座（通信

円 

を支給 

進計画（平

との整合を

児院施設関

＜県政

習得を図る

金) 

安心できる

） 

の子（郡部

信講座を含

2

平成27年～

を図るため

関係者、里親

1,5

政150周年記

るため、全国

る社会づくり

のみ） 

む） 

262 千円 

平成41年）

に改定 

親関係者等

500 千円 

記念事業＞

国児童自立

 

等 

 

立



 

 

 (6)

 ①

生活困窮

生活困窮者

生活困

活、就労

ア 住居確

離職

（有期

○ 負担

イ 自立相

生活

ンの作

○ 負担

ウ 就労準

一般

○ 負担

エ ホーム

○ ホー

○ 関係

○ 住居

オ 被保護

○ 就労

 就

 負

カ 生活困

生活

学習支

○ 対象

○ 場 

○ 回 

○ 時 

 学

 調

窮者への支

者への支援

困窮者等が

労、住宅等

確保給付金

職等により

期）を支給

担割合 国

相談支援事

活困窮者か

作成、関係

担割合 国

準備支援事

般就労に必

担割合 国

ムレス対策

ームレスの

係機関、民

居のない生活

護者就労支

労支援員の

就労に関す

負担割合 

困窮者世帯

活困窮者世帯

支援、日常生

象地域 県

 所 社

 数 週

 間 ４

学習支援 

調理実習・

支援等 

援 

が雇用や就業

等の支援を実

金事業（570

住宅を失っ

給 

国3/4、県1/

事業（13,86

からの相談に

係機関との調

国3/4、県1/

事業（7,118

必要な知識

国2/3、県1/

策事業（5,0

の概数調査の

民間支援団体

活困窮者に対

支援事業（1

の設置（６人

する相談・支

国3/4、県

帯の子どもを

帯等の子ども

生活習慣獲得

県内12町（市

社会福祉施設

週２回（年間

４時間/回

     

食事・片付

163 

業機会の確

実施 

0千円） 

った生活困

/4 

65千円）

に対応し、

調整を実施

/4 

8千円） 

・技能を習

/3 

092千円）

の実施（国

体等との連

対し食事や一

14,963千円

人） 

支援、ハロ

県1/4 

を地域で支

もに対し、調

得及び保護者

市部に対して

設、空き店

間約96回）

  ２時

付け ２時

確保に向け安

困窮者に対

継続的な評

施 

習得するた

国10/10）

連絡協議会の

一時宿泊所の

円） 

ローワーク等

支援（14,67

調理実習等を

者への養育指

ては、事業実

店舗等 

 

時間 

時間 

Ⅱ 

安心して生

し家賃相当

評価・分析

めの訓練等

の開催（国

の提供等を実

等との連絡

74千円） 

を通じて食事

指導を行う拠

実施に向けた

安心できる

59,2

生活が送れ

当の「住居確

析、自立に向

等を実施 

国3/4、県1/

実施（国2/3

絡調整 等 

事・居場所を

拠点の運営 

た指導・助言

る社会づくり

282 千円 

るよう、生

確保給付金

向けたプラ

/4） 

3、県1/3）

を提供し、

言を実施）

 

生

金」



 

 

 ②

 

○ 受入

○ 実施

○ 負担

キ 「子ど

Ｎ

全域へ

○ 事業

○ 回 

○ 受入

○ 補助

 

母子家庭等

母子家

合に、そ

○ 対 

 1

を

 遺

○ 対象

○ 公費

○ 実施

○ 補 

○ 所得

低所

市

を加

一 

児

限の

 

入人数 約

施方法 Ｎ

担割合 国

ども食堂」の

ＰＯ法人や

へ拡大する

業主体 Ｎ

 数 月

入人数 10

助上限額 20

等医療費給

家庭等の医

その自己負

象 者 

18歳に達し

を監護する

遺児（年齢

象者数 約

費負担 医

施主体 市

助 率 市

得制限（母

所得者 

市町村民税

加えた所得8

 般 

児童扶養手

の基準を準用

 

約20人 

ＮＰＯ等へ委

国1/2、県1/

の立ち上げ

や地域住民グ

るため、立上

ＮＰＯ、地域

月２回以上

0人程度 

00千円 

給付の実施

医療費負担を

負担額の一部

た年度の末

る母または父

齢は同じ）

約29,000人

医療保険にお

市町 

市町の財政力

母・父及び養

世帯区分 

非課税世帯

80万円以下

当(全部支給

用 
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委託 

/2 

げ運営支援

グループが

上げ経費を

域住民グル

を軽減する

部を助成

末までの児童

父及びその

おける自己

力指数に応

養育者の所

帯で年金収入

給)の所得制

（3,000千円

が実施する

を助成 

ループ等 

るため、医療

童、または2

の児童 

己負担額３割

応じ1/3～2/

所得により判

入

１医療機

１日400

(月２回

制

１医療機

１日800

(月２回

Ⅱ 

円）(ふるさ

「子ども食

療保険によ

20歳未満の

割のうちの

/3  

判定）及び

個人負

外来 

機関等当たり

円 

まで) 

機関等当たり

円 

まで) 

安心できる

さとひょう

食堂」運営事

360,1

る給付が行

の高校在学中

の２割相当分

び個人負担金

負担金 

入

り １

月額1,

限度 

り １

月額3,

限度 

る社会づくり

ご寄附金)

事業を県内

38 千円 

行われた場

中の児童

分 

金 

入院 

１割 

600円 

１割 

200円 

 

 

内

場



 

 

４ 

 (1)

 ①

 

 ②

地域の安

青少年の

(拡)青少年

児童ポ

条例を改

守るため

○ (拡

 対

 対

 事

 補

 負

○ (拡

 イ

 J

○ 青少

(拡)兵庫ひ

ひきこ

ーにおい

○ 兵庫

 事

全安心の確

の健全育成

年愛護条例

ポルノ自画

改正したこ

めの取組を

拡)インター

対象経費 

対象校数 

事 業 例 

補 助 額 

負担割合 

拡)条例内容

インターネ

・保護者向

・啓発のぼ

JKビジネス

・事業者向

・青少年愛

少年のイン

ひきこもり

こもりの長

いて、訪問

庫ひきこも

事業内容 

確保 

成の推進 

例改正に伴

画撮り被害の

ことに伴い、

を強化 

ーネット利用

小学校及び

に関する基

の事業を実

600校（平

学習会の実

ケートの実

１校当た

県1/2、市

容の周知・啓

ネット規制関

向けリーフ

ぼり 

ス対策 

向けリーフ

愛護活動推進

ンターネッ

り相談支援セ

長期化等への

問支援等、ア

もり相談支援

165 

う取組の強

の増加・JK

、インター

用基準作成

び中学校に

基準づくり

実施するた

平成30年度～

実施、保護

実施、スマ

り上限30千

市町1/2 

啓発（10,4

関連 

レット、青

レット、青

進員の増員

ト利用対策

センターの

の対応を図

アウトリー

援センター

強化

［うち平成

Kビジネス等

ネットを通

成遵守支援事

に通学する児

りやその啓発

ために必要な

～：中学校

護者へ配布す

マホサミッ

千円 

412千円）

青少年向け

青少年向け

員（10→12名

策戦略会議の

の運営

図るため、兵

ーチ型支援

ーの運営（1

Ⅱ 

29年度２月

等への対応

通じた犯罪

事業（9,11

児童がイン

発を行うこ

な経費 

校も対象） 

するリーフ

トの開催 

リーフレッ

リーフレッ

名） 

の開催（67

兵庫ひきこ

を展開 

12,565千円

安心できる

19,5

月補正 2,

応のため、青

罪被害等から

12千円） 

ンターネッ

ことを支援す

フレットの作

等 

ット作成 

ット作成 

7千円） 

13,8

もり相談支

円） 

る社会づくり

591 千円 

723千円］

青少年愛護

ら青少年を

トの利用

するため

作成、アン

804 千円 

支援センタ

 

 

護

ン



 

 

 

 ③

○ 地域

地

きこ

 事

○ 連絡

○ (新

潜

全体

 開

学校・家庭

地域

ワーク化

ア 「地域

○ 実施

○ 負担

○ 事業

 学

 学

 放

 土

イ 地域コ

○ 実施

○ 負担

ウ 地域コ

○  実施

○  負担

・全県対象

・地域ブラ

訪問支

淡路）で

域連携ネッ

地域ブラン

こもりの地

事業内容 

絡協議会の

新)ひきこも

潜在するひ

体で構築す

開催回数 

庭・地域の

と学校が連

化を図り、

域学校協働

施主体 市

担割合 国

業内容 

学校支援活

学習支援活

放課後等支

土曜日の教

コーディネ

施主体 市

担割合 国

コーディネ

施主体 県

担割合 国

象 電話相談

ランチにおけ

支援や地域相

で実施 

ットワーク事

ンチを拠点に

地域支援ネ

ケース検討

の開催（363

もりサポータ

ひきこもり者

するため、サ

６日（２

の連携協力の

連携・協働し

「支援」か

働活動」の実

市町 

国1/3、県1/

活動 

活動（地域未

支援活動（放

教育活動 等

ネーターの配

市町 

国1/3、県1/

ネーター研修

県 

国1/3、県2/

166 

談（週５日）

ける支援

相談会を県

事業の実施

に、こども

ットワーク

討、情報交

3千円） 

ターの育成

者を早期に

サポーター

日/コース

の推進

して、個別

から「連携

実施（86,9

/3、市町1/

未来塾）

放課後子ど

等 

配置（12,6

/3、市町1/

修の実施

/3 

）、来所相談

（地域支援団

県内５地域

施（376千円

も家庭セン

クを構築 

交換等 

成（500千円

に発見し、適

ーの育成研修

×３コース

別の教育支援

・協働」を

904千円）

/3 

ども教室）

672千円）

/3 

（1,500千円

Ⅱ 

談（予約制、

団体等に委

（阪神・播

円） 

ターや健康

円） 

適切な支援

修を実施 

ス） 

援活動の充

を目指す体制

円） 

安心できる

、県立神出

委託） 

播磨・但馬

康福祉事務所

援へつなぐ体

103,5

充実、総合化

制を構築 

る社会づくり

出学園） 

・丹波・

所等とひ

体制を地域

584 千円 

化・ネット

 

域



 

 

 

 ④

 ⑤

○ 開催

エ 地域学

○  実施

○ 負担

○  事業

 地

 地

 

「ひょうご

青少年

然に触れ

○ ふる

 対

 補

 補

 予

 

ふるさとづ

地元青

じて､若

○ 活動

 事

 補

 実

○ ア

催回数 全

学校協働本

施主体 県

担割合 国

業内容 

地域学校協

地域学校

・対  象

地域連携ス

地域学校

・対象地区

ごっ子・ふ

年のふるさ

れる体験を

るさと意識

対象団体 

補助要件 

補 助 額 

予定件数 

づくり青年

青年と地域外

若者のふるさ

動実施団体

事業要件 

補 助 額 

実施地域数 

ドバイザー

全県研修１回

本部の体制整

県 

国1/3、県2/

協働本部の立

校協働本部の

象：５市町

スキルアップ

校本部を立ち

区：６地域

ふるさと塾」

さと意識を醸

を提供する取

識醸成への取

県青少年団

青少年（小

または交流

250千円以

50件 

年隊事業の実

外の青年(公

さと意識を高

体への助成

地域外の若

事業実施に

の若者(40

新規1,000

新規５地域

ーの派遣・フ

167 

回、新規地

整備支援

/3 

立ち上げ支

の開設が進

ププログラ

ち上げた学

」の実施

醸成するた

取組を支援

取組支援

団体連絡協

小学生～高

流事業 等

以内/件 

実施

公募)が、地

高め､将来の

若者の参加

にあたる地

0歳未満)が

0千円、継続

域、継続５

フォローア

地域コーデ

（2,508千円

支援 

進んでいない

ラム 

学校に対して

ため、身近な

援 

協議会に加盟

高校生）が５

等 

地域の活性化

の地域づくり

加による事業

地域団体等の

が含まれる

続500千円

地域 

アップ研修会

Ⅱ 

ィネーター

円） 

い市町を対

て、先進事

な地域での

盟する団体

５割以上参

＜地方創

化や課題解決

りの核とな

業効果が期

の構成員に

こと 

会・先進地

安心できる

ー研修４回 

対象に支援 

事例等を紹介

9,1

社会体験や

体 

参加して実施

12,5

創生推進交付

決に取り組む

る人材を育

期待できる

に、概ね５人

地視察の実施

る社会づくり

介 

08 千円 

や豊かな自

施する体験

592 千円 

付金事業＞

むことを通

育成 

こと 

人以上 

施 

 

験 

 

通



 

 

 

 ⑥

 

 ⑦

 ⑧

「子どもの

地域

り、安心

（実施

○ 「子

 助

 助

○ ひろ

(新)青少年

ボー

加活動

○ 開催

○ 開催

(新)こども

開館3

［平成30

○ 児童

子

 テ

 募

 応

［平成31

○ 「開

 開

 主

の冒険ひろ

ぐるみの子

心して自由

施箇所数

子どもの冒

助 成 額 

助成団体数 

ろばリーダ

年団体活動

ーイスカウ

動経費を助成

催時期 平

催場所 石

 

もの館開館

30周年を祝

0年度］ 

童彫刻アイ

子どもの創

（金・銀・

テ ー マ 

募集期間 

応募資格 

1年度］ 

開館30周年

開催日時 

主な内容 

ろば」事業の

子育てを推進

由に遊べる場

（広域拠点）

冒険ひろば」

400千円/団

50団体程度

ダー養成研修

動の促進

ト活動の充

成 

平成30年８月

石川県珠洲市

館 30 周年記

祝い、彫刻コ

イデア国際コ

創作による絵

銅賞各１点

「わたしの

平成30年

18歳未満の

※国内及び

年記念式典」

平成31年

記念講演、

168 

の推進

進するため

場づくりを

） 621か所

」の運営団

団体 

度 

修の実施

充実、振興

月４日（土

市りふれっ

記念事業の実

コンクール

コンクール

絵画コンク

点、佳作10

の夢」（仮題

５月～平成

の子ども

び海外の県

」の開催

５月５日

、コンクー

め、身近な地

を推進 

所（48か所

団体への支援

（年20回程度

を図るため

土）～10日

っしゅ村鉢

実施

ルを記念事業

ル 

クールを実施

0点、計13点

題） 

成31年１月

県姉妹・友好

（こどもの

ール入選作品

Ⅱ 

地域の大人

所）［平成29

援 

度）等 

め、第17回

（金） 

ヶ崎 

＜県政

業として実

施 

点） 

好提携先か

日） 

品の発表 

安心できる

24,4

人が子どもた

9年12月末現

1,5

日本ジャン

4,8

政150周年記

実施 

から広く募集

る社会づくり

442 千円 

たちを見守

現在］） 

500 千円 

ンボリー参

811 千円 

記念事業＞

集 

 

守

 



 

 

 

⑨

 

 記

○ 入選

 製

 (新)青少年⑨

県政1

返り、地

○ 県立

 開

 内

○ 県立

 開

 内

 

記 念 誌 

選作品彫刻

製作対象 

年育成施設（

150周年を機

地域ととも

立神出学園

開催時期 

内  容 

立山の学校

開催時期 

内  容 

 

500部 

刻の製作 

２点（金賞

（神出学園・山

機に、県立

もに育むこ

園「いかして

平成30年1

記念講演、

校「いかして

平成30年1

記念講演、

169 

賞、銀賞）

山の学校）記

立神出学園

とができる

て神出学」

11月 

、パネルデ

て山学」フ

11月 

パネルディ

 

念フォーラム

・県立山の

る記念イベ

フォーラム

ディスカッシ

フォーラム

スカッション

Ⅱ 

ムの開催

＜県政

の学校のこれ

ントを実施

ム 

ション、地

ン、150周年

安心できる

2,0

政150周年記

れまでの取

施 

地域交流会 

年記念ベンチづ

る社会づくり

000 千円 

記念事業＞

取組を振り

等 

づくり 等

 

 



 

 

 (2)

 ①

 

 ②

地域安全

地域安全ま

地域住

警との連

○ 地域

 役

 委

○ 元気

 高

 防

○ 大学

大学

○ 地域

 安

○ 大学

 若

地域で守る

子ども

策に加え

○ 子

効

の

 対

 講

○ 子

地

 対

 補

 対

全対策の強

まちづくり

住民を中心

連携のもと

域安全まち

役  割 

委嘱人数 

気な高齢者

高齢者大学

防犯グルー

学との連携

学との地域

域安全マッ

安全マップ

学、事業者団

若者・女性

る！子ども

もを取り巻

え、地域が

どもの安全

効果的な見

リーダーを

対 象 者 

講座内容 

ども安全サ

地域におけ

対象事業 

補助上限額 

対 象 数 

強化 

りの推進

心とした自主

と、地域にお

ちづくり推進

地域安全ま

3,962人

者や女性によ

学での講習

ープ女性活動

携による地域

域安全まちづ

ップの作成支

プ作成研修会

団体等と連

性向け啓発事

もの安全安心

巻く環境への

が一体となっ

全・安心確保

見守り方法等

を養成 

まちづくり

効果的な見

サポート事業

ける子どもの

不審者対応

20千円 

100件 

170 

主的な地域

おける犯罪

進員の設置

まちづくり

（平成29年1

よる地域安

動員等によ

域安全まち

づくり推進

支援（1,00

会の開催

連携した地域

事業の実施

心確保事業

の不安が増

って子ども

保のリーダ

等について

り防犯グルー

見守り活動

業（2,000千

の実践的な

応訓練・研

域安全まちづ

罪発生を抑止

置（1,657千

りのリーダー

12月末時点

安全まちづ

よるワークシ

ちづくり活性

進協定の締結

00千円）

域安全まち

施 

業の実施

増大してい

もを見守る体

ダー養成（3

て学ぶ講座

ープ等で、子

動の方法、警

千円） 

な訓練、研修

研修会 

Ⅱ 

づくり活動

止 

千円） 

ー役、警察

点） 

くり活動の

ショップの

性化事業

結 

ちづくり活動

るため、家

体制を構築

347千円） 

を開催し、

子どもの安全

警察の防犯

修会の実施

安心できる

4,0

動の活性化

察等との連絡

の推進(327

の開催 

（87千円） 

動の推進（

2,3

家庭・学校で

築 

地域での見

全確保を担当

犯情報の活用

施を支援 

る社会づくり

061 千円 

を図り、県

絡調整 

千円) 

（990千円）

395 千円 

での安全対

見守り活動

当する者 

用方法等

 

県

 

対

動



 

 

 

 ③

 

 ④

 ⑤

○ 「子

の情

HP

ひょうご地

身近な

り制度の

○ ひょ

 開

 電

○ 地域

 マ

○ 啓発

地域

防犯カメラ

地域の

くり防犯

○ 補 

○ 件 

 

ひょうご性

性暴力

機関への

○ 専用

 開

 電

○ 医療

 県

る体

子どもを守

「子どもを

情報共有等

・SNSで発信

地域安全 S

な異変を匿

の周知を推

ょうご地域

開設時間 

電話番号 

域安全まち

マニュアル

発用チラシ

域の自治会

ラの設置補

の見守り力

犯グループ

助 額 80

 数 50

性被害ケア

力被害者の心

のつなぎを一

用ホットラ

開設時間 

電話番号 

療支援アド

県内各地に

体制を構築

守る110番の

を守る110番

等を図ると

信 

OS キャッチ

匿名でも通報

推進 

域安全SOSキ

9:00～16:

078-341-1

ちづくり推進

ルの作成、S

シの作成・配

会などを通

補助事業の実

力の向上を図

プ等の地域団

0千円／箇所

00件 

アセンター

心身の負担軽

一体的に行う

ラインの設置

10:00～16

078-367-7

ドバイザー機

において、医

築 
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の家・店」の

番の家・店」

ともに、協

チ事業の実

報できる電

キャッチ電話

:00（土日祝

1324（いざ

進員による

SOSキャッチ

配布 等

じ積極的に

実施

図るため、

団体が行う

所（定額）

「よりそい

軽減、被害の

う性被害ケア

置（3,224千

6:00（月・

7874（ナヤ

機能（1,37

医療機関が

の体制強化

」ネットワ

協力者の開拓

実施

電話相談を実

話相談の実

祝、年末年

ざツーホー）

る通報体制の

チ研修会の

に周知 

地域安全マ

う防犯カメ

 

い」の設置

の潜在化を防

アセンター

千円） 

火・水・金

ヤミナシ）

73千円）

が性暴力被害

Ⅱ 

化（48千円）

ワーク会議を

拓や制度周

実施すると

実施 

年始を除く）

） 

の確立 

の開催 

マップの作

ラの設置を

防止するため

「よりそい」

金・土） 

害者の特性

安心できる

） 

を開催し、

周知を図る

6,5

とともに、広

） 

40,0

作成を要件に

を支援 

9,7

め、専用相談

を設置 

性を理解し、

る社会づくり

地域間で

ため、 

523 千円 

広報等によ

000 千円 

に、まちづ

765 千円 

談窓口と医療

、受診でき

 

づ

療



 

 

 

 ⑥

 

 ⑦

 

 ⑧

 実

 

○ 医療

警

 対

○ 医療

医

関で

○ 法律

 弁

 臨

 シ

客引き行為

「客引

携のも

○ HP

○ 客引

条

指導

 設

地域相互見

地域活

合いがで

○ 対 

○ 補助

(拡)県民交

県政1

水"とし

実施内容 

    

療費助成制

警察に相談

対象経費 

療機関への

医療機関で

での支援員

律相談・心

弁護士によ

臨床心理士

シンポジウ

為等の防止

引き行為等

と巡回・指

・SNSによる

引き行為等

条例内容の

導等を実施

設置人数 

見守りモデル

活動を通じ

できる社会

 象 地

助上限額 50

交流広場を

150周年を機

して整備した

連携病院の

医師・看護

制度の運用

談できない被

初診料等、緊

の同行支援

での診察が必

員による付添

心理相談の実

よる法律相談

士による心理

ウムの開催な

止による環境

等の防止に関

指導を実施

る広報・啓

等防止指導員

の周知、違反

施 

６人（県警

ル事業(通称

じて交流を図

会の構築を支

地域活動団体

00千円 

を活用した地

機に、「参画

た県民交流
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の医師・ス

護師等向け

（906千円）

被害者に対

緊急避妊薬、

（1,432千

必要な被害

添支援を実

実施等（2,

談の実施

理相談の実

など普及啓

境浄化の推

関する条例

し、歓楽街

啓発 

員、客引き

反者への指

警OB） 

「地域とな

図り、近隣

支援 

体（自治会

地域力の強

画と協働」

流広場の拠点

スタッフへの

け研修会の実

） 

対する医療費

性感染症検

円） 

害相談に対

実施 

,830千円）

実施 

啓発事業の実

推進

例」の周知を

街等の環境浄

き行為防止専

指導や、悪質

り組」)の実

隣住民が世代

会、婦人会等

強化

による地

点機能が今

Ⅱ 

の指導・助

実施等 

費助成制度

検査料、診断書

して、被害

 

実施 

を図るとと

浄化を推進

専門員の設

質業者及び

実施

代・性別を

等）等 

域コミュニ

今後とも発揮

安心できる

助言 

度を実施 

書料、人工妊

害者が受診す

18,3

ともに、県警

進 

設置 

び行為者への

4,5

問わず日頃

 32,0

ニティづく

揮されるよ

る社会づくり

妊娠中絶料

する医療機

322 千円 

警等との連

の呼びかけ

500 千円 

頃から助け

088 千円 

りの"呼び

よう支援 

 

機

連

け

け

び



Ⅱ 安心できる社会づくり 
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○備品の更新等助成（31,028千円） 

 対象団体 地域推進委員会（県民交流広場実施団体） 

 補助対象 更新希望団体（150団体/年） 

 対象経費 備品の修繕または購入にかかる経費 

（パソコン、プロジェクター、プリンター等） 

 助成回数 １回（更新時期を考慮し、平成30～34年度で受付） 

 選定方法 書類審査 

 助成額等 補助率2/3 上限200千円（10千円未満切捨） 

○情報発信等（1,060千円） 

 ホームページの管理 

 専門家の登録、紹介 

  



 

 

 (3)

 ①

 

 ②

地域の交

「自転車の

平成2

に基づ

ア 教育指

保護

フレッ

イ ラジオ

夏の

ウ 交通安

学校

○ 対 

○ 実施

エ 高校生

○ 実施

 ス

ス

の

○ 対 

オ 自転車

○ 実施

○ 調査

交通安全対

交通事

為である

ア 交通安

○ 元気

 実

○ 地域

交通安全対

の安全で適正

27年４月に

く、自転車

指導教材の

護者、学校

ット、指導

オスポット

の交通事故

安全教育指

校、企業等

象 者 交

施回数 10

生（通学生

施内容 

スケアード

スタントマ

の大切さを

 象 県

車保険加入

施場所 県

査件数 約

対策の推進

事故死者数

る飲酒運転

安全シルバ

気と交通マ

実施場所 

域包括支援

対策 

正な利用の

に施行された

車交通安全対

の作成・配付

校、事業者等

導マニュアル

ト放送による

故防止運動

指導者向け研

等で交通安全

交通安全教育

0回（各県民

生）への自転

ド・ストレイ

マンを使った

を体感させる

県内自転車通

入状況の把握

県内53地区

約4,000件

進 

数のうち半数

転の根絶に向

バー元気ア

マナーアップ

地域の公民

援センター
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促進に関す

た「自転車

対策を実施

付（1,976千

等が交通安

ルを作成・

る啓発（54

と秋の交通

研修会の開

全教育を行

育担当者・

民局・県民

転車教育の

イト 

た疑似交通

る教育手法

通学許可高

握と啓発

数を占める

向けた対策

ップ事業の

プ出前講座

民館 等 

と連携した

する条例」の

車の安全で適

施 

千円） 

全教育を行

配付 

48千円）

通安全運動に

開催（192千

行えるように

指導者 

民センターで

の実施（6,2

通事故によ

法 

高校のうち、

（535千円）

る高齢者の交

策を推進 

の推進（721

座の実施（5

た啓発の実施

Ⅱ 

の推進

適正な利用

行えるよう

にあわせた

千円） 

にするため

で１回） 

287千円） 

り、交通ル

、啓発を必

 

交通安全対

1千円） 

53地区） 

施 

安心できる

9,5

の促進に関

にするため

た啓発を実施

め実施 

ルールを遵守

必要とする

9,2

対策や、悪質

る社会づくり

538 千円 

関する条例

め啓発リー

施 

守すること

10校 

233 千円 

質な犯罪行

 

例」

ー

行



 

 

 ③

 

イ 飲酒運

○ 飲食

○ キッ

小

○ 全て

 実

ウ 交通安

○ 交通

○ 交通

 交

○ 学童

○ 交通

 

交通安全施

社会資

すると

○ 戦略

○ よ

○ 災害

○ その

運転を許さ

食店業等に

ッズ交通保

小学生を対

ての自動車

実施回数 

安全啓発活

通安全県民

通事故多発

交通事故が

童等交通安

通事故相談

施設等の整

資本整備重

ともに、災

略的な維持

り安全な信

害に備えた

の他交通安

 

さない兵庫づ

による自主的

保安官の任命

対象に、家庭

車運転代行業

１回／年

活動の実施

民大会の実施

発時対策事業

が多発した市

安全教室の開

談所の運営

整備 

重点計画に基

災害に備えた

持・更新 

信号制御方式

た道路交通環

安全施設の整

175 

づくりの推

的飲酒運転

命（300人）

庭内等で飲

業者を対象

（8,144千

施 

業 

市区町の高

開催 

（神戸、姫

基づき、信

た道路交通

式等の導入

環境の整備

整備 

推進（368千

転追放事業の

） 

飲酒運転を

象に随伴用

円） 

高齢者宅等に

姫路、豊岡）

信号制御機等

通環境の整備

  432

入   494

備    2

1,215

Ⅱ 

千円） 

の実施 

しないよう

自動車の表

に啓発チラ

） 

等の戦略的

備事業等を

2,168千円 

4,758千円 

2,476千円 

5,120千円 

安心できる

うに呼びか

表示等の調査

ラシを配布 

2,144,5

的な維持・更

を推進 

る社会づくり

け 

査 

522 千円 

更新を推進

 

進



 

 

 (4)

 ＜消

 ①

 ②

暮らしの

消費者行政の

(拡)消費生

○ 相談

県

者生

な

セン

○ 市町

消

特定

県セ

○ 消費

消

 基

○ 専門

法

例学

○ 商品

製

ネ

 

(拡)消費者

○ 消費

地

リー

の活

○ (拡

多

を実

  

の安全確保

の推進＞ 

生活相談対

談機能の集

県の消費者

生活センタ

なお、市町

ンターを存

町消費生活

消費生活総

定商取引法

センター相

費生活相談

消費生活相

基礎研修、

門家による

法的知識が

学習会や困

品テストコ

製品等の苦

ートを実施

者教育の総

費者教育コ

地域で活躍

ーダー等）

活動を支援

拡)消費者教

多様な主体

実施 

ワークシ

保 

対応力の充実

集約化（15,

者被害の防止

ターの相談機

町と連携して

存置 

活センターの

総合センター

法の運用やあ

相談員による

談レベルア

相談員等の資

専門研修

る市町消費生

が必要な困難

困難事例相談

コーディネー

苦情相談に幅

施 

総合的・体系

コーディネー

躍する消費者

に向け情報

援 

教育推進プロ

体との連携に

ショップの開

176 

実強化

,408千円）

止・救済機

機能を消費

て相談に対

の支援（13

ーに市町相

あっせん方

る指導等を

ップ研修事

資質向上を

等 

生活相談員

難事案に対

談を実施

ートの実施

幅広く対応

系的推進

ーター等支

者教育コー

報交換会や

ロジェクト

により、消

開催（３回

 

機能を高度化

費生活総合セ

対応する但馬

3,095千円）

相談サポー

方法等を市町

を実施 

事業の実施

を図るため、

員の支援（1

対応するため

施（186千円

応するため、

支援事業（1

ーディネー

やスキルアッ

ト（10,239千

費者教育を

回）、パン

Ⅱ 

化・専門化

センターに

馬地域は、

） 

トデスクを

町相談員へ

（3,221千円

、レベルに

1,740千円）

め、弁護士

円） 

、原因究明

1,359千円）

ター（消費

ップ研修等

千円） 

を推進する

フレットの

安心できる

33,6

化するため、

に集約 

当面の間、

を設置し、商

へ助言する

円） 

に応じて研修

） 

士等の専門家

テスト等の

17,9

） 

費生活相談員

等の機会を提

ためのプロ

の作成 

る社会づくり

650 千円 

地域消費

但馬消費

商品技術･

とともに､

修を実施

家による事

のコーディ

979 千円 

員や消費者

提供し、そ

ロジェクト

 

費

費

事

者

そ



 

 

 

 ③

  

○ 特別

 県

 教

○ 高等

教

教育

 県

○ 若者

大

心に

 若

 若

○ 消費

幼

な製

 商

 ラ

消費者トラ

○ く

高

習会

○ 高齢

高

し、

 高

 高

○ 高齢

高

会

消費者教

別支援学校

県民局・県

教員向け研

等学校にお

教育委員会

育の実施 

県民局・県

者の消費者

大学生協と

に、若者の

若者向け研

若者の倫理

費者教育体

幼児から小

製品の使用

商品テスト

ライフ＆マ

ラブル防止

らしの安全

高齢者の消

会の講師等

齢者・障害

高齢者・障

、地域にお

高齢者等被

高齢者消費

齢者の特殊

高齢者に対

・老人クラ

教育推進員の

校等における

県民センター

研修会の開催

おける消費者

会や学校現場

県民センター

者力アップ事

との連携によ

消費者力ア

研修、ワーク

理的消費活動

体験学習会事

小中学生、保

用方法やお金

ト等体験学習

マネープラン

止対策の強化

全・安心推進

消費者被害防

等を行うく

害者等の情報

障害者等の被

おける見守

被害防止ネ

費者被害防止

殊詐欺被害防

対し、最新の

ラブ等のリー

177 

の設置（４

る消費者教

ー等による

催  

者教育推進

場と協働し

ー等による

事業（3,61

より養成し

アップに向

クショップ

動への取組

事業（1,73

保護者など

金の管理等

習会（開催

ン等体験学

化

進員の設置

防止のため

らしの安全

報リテラシ

被害防止の

り支援、本

ットワーク

止キャンペ

防止に向け

のトラブル

ーダーを対

４名） 

教育推進事業

る出前講座

進事業（456

し、県内高等

る出前講座

12千円）

した「くらし

けた取組を

プ等の開催

組支援 等

35千円）

どが楽しみな

等に関する学

催回数：24回

学習会（開催

置（4,384千

めの見守り、

全・安心推進

シー強化事業

のため、市町

本人や家族へ

ク連絡会議の

ペーン（９月

けた啓発事業

ル情報をき

対象とした出

Ⅱ 

業（578千円

（実施回数

6千円） 

等学校にお

（実施回数

しのヤング

を多様な団

ながら参加

学習会を開

回） 

催回数：７

千円） 

、消費生活

進員を設置

業（2,639千

町や警察、

への啓発を

の開催（７

月） 

業（571千円

め細かく提

出前講座を

安心できる

円） 

数：14回） 

おける効果的

数：21回） 

グクリエータ

団体等と連携

加・体験でき

開催 

７回） 

12,6

活相談窓口の

置（約400人

千円） 

福祉関係者

を実施 

７地域） 

円） 

提供するた

を実施 

る社会づくり

 

的な消費者

ター」を中

携して実施

きる、身近

675 千円 

の紹介、学

人） 

者等と連携

め、自治

 

者

中

施 

近

学

携



 

 

 

 ④

 

○ 表示

事

啓発

 消

○ 適格

県

止請

 シ

○ 金融

実

どか

 消

○ 事業

地

等を

援 

 事

(新)但馬文

地域文

すると

等を実施

○ 主な

 交

活

 ス

改

自治会役員

示適正化対

事業者の表

発を推進 

消費者向け商品

格消費者団

県内唯一の

請求訴訟制

シンポジウ

融リテラシ

実態のない

から、基本

消費者向け

業者団体等

地域に根ざ

を有する事

事業者団体

・補助上限額

・補助件数

文教府の機

文化、スポ

ともに、ふ

施 

な整備内容

交流、文化

活動体験館

スポーツ・

改修 

員等への出前

対策の強化

表示管理体制

品・サービス

団体活動支援

の適格消費者

制度や消費者

ウムの開催、

シー強化事業

い投資話を持

本的な金融に

け金融リテラ

等による消費

ざした活動を

事業者団体等

体等の取組み

額 500千円

数 ２団体程

機能強化

ポーツ、生涯

ふるさとづく

容 

化活動、地域

館を建替整備

健康づくり

178 

前講座（実

（1,181千

制の明確化

スの表示や広告

援事業（1,

者団体であ

者関係法の

、リーフレ

業（1,450千

持ちかける

に関する基

ラシー講座

費者教育支

を展開する

等が各地域

み支援 

円 

程度 

涯学習・地

くりの拠点

域情報発信

備 

り活動の専

実施回数：1

円） 

化等を徹底す

告を調査・監

,450千円）

ある「ひょ

の改正動向

レットの作成

千円） 

る投資詐欺の

基礎知識を学

座の開催（3

支援事業（1

る消費生活協

域で実施す

域づくり活

点としての機

信等の拠点

専用施設とす

Ⅱ 

14回） 

するため、

視（インター

 

うご消費者

を周知・啓

成 

の被害が増

学ぶ講座を

37回） 

1,000千円）

協同組合や

る消費者教

活動の拠点

機能を充実

としての機

するため、

安心できる

事業者や消

ーネット広告も

者ネット」に

啓発 

増加してい

を実施 

） 

や地域に多数

教育・啓発活

20,0

点としての機

実するため、

機能を強化

講堂兼体育

る社会づくり

消費者への

も含む）等

による、差

ることな

数の店舗

活動等を支

032 千円 

機能を強化

、建替整備

化するため、

育室を一部

 

差

支

化

備

部



 

 

 

 ＜人

 ①

 

 ②

 

 ③

 来

付

○ 総事

○ 事業

○ 期 

人権啓発施策

人権文化を

人権文

○ 人権

 内

 開

○ 人権

 内

 開

人権文化県

人権文

けた市町

○ 実施

○ 負担

○ 対象

 県

 地

 重

事

(新)ヘイ

インタ

ニタリン

○ 検索

来館者の回

付通路）を

事業費 約

業内容（平

 間 平

策の推進＞

をすすめる

文化をすす

権啓発フェ

内  容 

開催時期 

権週間のつ

内  容 

開催時期 

県民運動の

文化をすす

町の地域に

施主体 市

担割合 県

象事業 

県民運動推

地域啓発活

重点施策普

事業） 

トスピーチ等

ターネット

ング（監視

索システム

回遊性を高め

を整備 

約５億円 

平成30年度）

平成30年度～

＞ 

る県民運動の

すめる県民運

ェスティバル

講演会、コ

平成30年

つどいの開催

「のじぎ

平成30年1

の推進 

すめる県民運

に密着したき

市町 

県1/3、市町

推進強調事業

活動強化事業

普及促進事業

等インター

ト等への差別

視）するこ

ムの構築・運

179 

め、施設の

） 基本設

～平成32年

の推進

運動の一環

ルの開催

コンサート

８月（推進

催 

く文芸賞」

12月上旬

運動の一層

きめ細かい

町2/3 

業（強調月

業（地域で

業（本人通

ーネット・モ

別的な書込

とにより、

運用 

の一体的利用

設計、実施設

年度 

環として、事

ト、人権啓発

進強調月間に

表彰式、講

（人権週間に

層の展開を図

い啓発事業、

間（８月）

できめ細か

通知制度の普

モニタリング

込みが後を絶

悪質な差別

Ⅱ 

用を促進す

設計 

事業を展開

発資料展 

に開催） 

講演会、コ

に開催） 

図るため、

、先駆的事

を中心に実施

く実施され

普及促進等

グの実施

絶たないこ

別的書込み

安心できる

するため、雁

25,8

開 

コンサート 

等 

20,0

人権課題の

事業等を支援

施する啓発

れる住民学習

等、重点的、

2,6

ことから、書

みの削除を推

る社会づくり

雁木（屋根

899 千円 

000 千円 

の解決に向

援 

事業）  

習会等）

先駆的な

657 千円 

書込みをモ

推進 

 

根

向

モ



 

 

 

 ④

 

 ＜水

 ①

 

 ②

差

○ 市町

 回

 実

(新)人権に

効果的

○ 調査

○ 調査

 人

 人

○ 調査

水道事業の基

(拡)水道事

県内水

○ (新

地

 先

○ 地域

兵

方策

安全・安心

水道用

事故時の

○ 三田

 延

 事

差別的書込

町職員等モ

回  数 

実施方法 

に関する県

的な啓発の

査対象 20

査項目 

人権問題に

人権侵害の

査委員会 有

基盤強化＞

事業広域連

水道事業の

新)広域連携

地域別協議

先進地事例

域別水道事

兵庫県水道

策を検討す

心な水道用

用水を安定

の断水のリ

田西宮連絡

延  長 

事業期間 

込みに対する

モニタリング

年２回（

(公財)兵庫

県民意識調査

の展開を図る

0歳以上の男

に関する一般

の経験と対応

有識者６名

＞ 

連携の推進

の基盤を強化

携の推進（5

議会での検討

例調査、ブロ

事業広域連携

道事業のあ

する協議会に

用水の安定的

定的に供給す

スク等に備

絡管の整備

 11㎞ 

 平成27～

180 

る検索シス

グ研修 

６月・２月

庫県人権啓

査の実施

るため、人

男女3,000人

般的な知識

応等 

化するため

548千円）

討内容の情

ロック間連

携協議会へ

り方懇話会

に参画 

的供給

するため、

備えるため

～33年度

ステムの構築

月） 

啓発協会へ委

人権全般に関

人 

識 

め、各地域の

情報共有、連

連携の協議

への参画（1

会での議論

計画的に施

め、三田・西

（30年度 送

Ⅱ 

築 

委託 

関する県民

の広域連携

連携 

195千円） 

を踏まえ、

施設、設備を

西宮間の連

送水管布設

安心できる

3,4

民意識調査

7

携を推進 

各地域に適

76,1

を更新する

連絡管を整備

設工事 等）

る社会づくり

450 千円 

を実施 

743 千円 

適した対応

00 千円 

とともに、

備 

）

 

応



 

 

 (5)

 ①

 

 ②

 

 ③

 

 ④

 

警察活動

(新)尼崎南

老朽化

○ 整備

○ 延床

○ 供用

○ 総事

○ 平成

三木警察署

老朽化

を実施 

○ 整備

○ 延床

○ 供用

○ 総事

○ 平成

(新)暴力団

暴力団

訟費用に

○ 対象

(新)県警音

多くの

史や防災

○ 時 

○ 場 

動の充実強

南警察署の

化に加え、

備場所 尼

床面積 6,

用開始 平

事業費 約

成30年度 仮

署の移転建

化に加え、

備場所 三

床面積 3,

用開始 平

事業費 約

成30年度 建

団事務所撤

団事務所の

に対する支

象経費 弁

音楽隊特別

の聴衆が見

災・防犯に

 期 平

 所 県

強化 

の建替 

未耐震の施

尼崎市昭和通

387㎡ 

平成33年度

約45億円 

仮設庁舎建築

建替 

未耐震の施

三木市平田

370㎡ 

平成31年４月

約17億円 

建築工事 

撤去応援プロ

の撤去を推進

支援を実施

弁護士費用、

別演奏会の開

見込まれる県

に資する広報

平成31年２月

県立芸術文化

181 

施設である

通 

（予定）

築工事、本

施設である

月 

ロジェクト

進するため

、裁判費用

開催

県警音楽隊

報を実施

月 

化センター

るため、現地

本庁舎実施設

るため、未利

ト

め、ふるさと

用等 

隊特別演奏会

ー 

Ⅱ 

地建替を実

設計 

利用県有地

とひょうご

＜県政

会の開催に

安心できる

102,2

実施 

1,228,9

地を活用し、

5,0

ご寄付金を活

1,2

政150周年記

にあわせて

る社会づくり

204 千円 

938 千円 

移転建替

000 千円 

活用し、訴

267 千円 

記念事業＞

、県政の歴

 

替

訴

  

歴



 

 

 ⑤ (新)女性儀

女性

○ 隊

○ 出動

儀じょう隊

性警察官で構

員 数 ６

動行事 県

隊の新設

構成する儀

６人（県警音

県政150周年

182 

儀じょう隊

音楽隊カラ

年関連式典、

を全国に先

ラーガード隊

、知事及び

Ⅱ 

＜県政

先駆けて新設

隊が併任）

び警察本部長

安心できる

1,4

政150周年記

設 

 

長主催の重

る社会づくり

404 千円 

記念事業＞

重要行事 

 

  



 

III 次

１ 

 (1)

 ①

 ②

 

 ③

次代を担う

学習・教

学力向上

第３期ひょ

○ 兵庫

 委

 開

○ プ

教育

 作

○ 期間

 

ひょうご学

小・中

の結果等

ア 授業改

○ 新学

 教

○ 授業

 指

 内

イ 学力向

○ 内 

(拡)「ひょ

授業改

年度作成

○ 対 

○ 研 

人づくり 

育環境の充

上方策の充

ょうご教育

庫教育振興

委  員 

開催回数 

ランの作成

育関係者、

作成部数 

間 平成3

学力向上推

中学校にお

等を踏まえ

改善のため

学習指導要

教  科 

業改善研究

指定校数 

内  容 

向上実践推

 容 全

ょうごつまずき

改善を促進

成）を活用

 象 10

５

修 例 

充実 

充実 

育創造プラン

興基本計画検

25名 

３回 

成・配布 

保護者、地

2,000部

1年～平成3

推進プロジェ

おける学力の

た総合的な

の取組（3

要領を踏ま

小学校国語

究校による研

６校 

主体的・対

推進委員会の

全国学力・学

きポイント指

進するため、

した研修開

0市町（全国

５教育事務所

183 

ン策定

検討委員会

地域に周知

35年 

ェクトの実

の確実な定

な学力向上対

,132千円）

えた学力向

語・算数、

研究 

対話的で深

の設置（54

学習状況調

導事例集」活

「ひょうご

開催を支援

国学力・学

所管内の市

会の開催 

知 

実施

定着を図るた

対策を推進

 

向上に向け

中学校国語

深い学び（ア

42千円）

調査の結果

活用研修への支

ごつまずき

習状況調査

市町） 

Ⅲ

ため、全国学

進 

た授業づく

語・数学 

アクティブ

分析、効果

支援

ポイント指

査の結果等

Ⅲ 次代を担

1,0

3,6

学力・学習

くり実践研

ブ・ラーニ

果的な取組

1,5

指導事例集」

等を踏まえて

担う人づくり

000 千円 

674 千円 

習状況調査

修の実施

ング） 

の検討 

500 千円 

」（平成28

て指定する

 

 



 

 

 ④

 

 ⑤

 ⑥

 効

 指

 効

○ 事業

○ 期 

(拡)ひょう

放課後

町及び学

また、

いて、補

○放課

 事

 実

 実

 負

スーパーテ

学力向

ーティー

○ 配置

○ 訪問

○ 活動

  各学

  学習

  教員

 

学習支援ツ

WEB 上

の向上や

○補助

効果的な活

指導事例集

効果的な活

業経費 １

 間 平

うごがんば

後に地域人

学校が行う

、全国学力

補充学習時

課後における

事業内容 

実施予定数 

実施日数 

負担割合 

ティーチャ

向上に関す

ーチャーと

置人員 12

問回数 約

動内容 

学校の課題

習の基盤づ

員の指導力

ツール活用

上の学習支

や発展的な

助対象 WEB

活用事例の実

集を活用した

活用について

１市町あた

平成30～31年

ばりタイムの

人材を活用

う学力向上に

力・学習状況

時間を拡充

る補充学習

学習習慣の

案により実

295校 

（拡充）1

国1/3、県

ャー派遣事業

する課題の解

して小中学

2名 

約70回／人

題解決に向け

づくりに関す

力向上のため

用モデル事業

援ツールに

な学習等個に

B利用による

184 

実践発表

た授業公開

ての講演

り150千円

年度 

の推進

した「がん

に向けた取

況調査結果

習等の推進

の定着や学

実施 

140日程度

県2/3 

業

解消や教員

学校に派遣

けた指導・

する指導・

めの指導・

業の実施

により作成

に応じた学

る学習支援

開及び研究協

を上限 

んばりタイム

取組を促進

果を踏まえ、

学力向上に向

（59校）、7

員の指導力向

遣 

助言 

助言 

助言 

成した教材等

学習支援を充

援ツールを導

Ⅲ

協議 

ム」（補充学

５教育事

向けた意欲

70日程度

向上のため

等を活用す

充実 

導入する市

Ⅲ 次代を担

75,7

学習）を実

事務所管内の

欲的な取組

（236校） 

13,6

め、教員ＯＢ

7,9

することで、

市町 

担う人づくり

756 千円 

実施し、市

の市町にお

を、市町提

693 千円 

Ｂをスーパ

920 千円 

基礎学力

 

お

提

パ

力



 

 

 ⑦

○補 助

○補助上

○実施

○助成

(拡)小学校

小学校

校英語教

ア 地域人

○実施

○事業

○対 象

 平

イ (新)英

○実施

      

○配置

ウ (新)小

平成3

に対応

○ 指導

○ 指導

Rea

助 率 1/2

上限額 １校

施校数 110

成期間 ３年

校英語教育

校外国語活

教育の校内

人材を活用

施内容 英語

業期間 平成

象 校 600

平成30年度

英語専科教

施内容 英語

    （国加

置人数 78名

小学校外国

32年度から

した指導用

導用映像資

導用映像資

ading指導、

2以内 

校当たり75

0校（小・中

年間 

育への支援充

活動及び英語

内指導体制強

した小学校

語が堪能な

成29～31年

0校（全小学

度 200校

教員の配置

語指導時間

加配定数活

名 

国語教育指導

ら外国語の教

用映像資料を

資料作成委員

資料の作成

、音声指導

185 

5千円 

中学校）

充実

語科の早期

強化を支援

校英語教育

な地域人材

年度 

学校） 

（165,557千

間数拡充への

活用） 

導用映像資

教科化に向

を作成 

員会の設置

導、Writing

期化に伴い

援 

の支援充実

を活用した

千円） 

の対応のた

料の作成

向け、実施ま

置（６回）

g指導 

Ⅲ

（平成32年

実（10,000千

た英語授業の

ため非常勤の

（1,849千円

までの2年間

Ⅲ 次代を担

177,4

年度全面実施

千円） 

の実施 

の専科教員

円） 

間で5･6年生

担う人づくり

406 千円 

施）、小学

員を配置 

生の外国語

 

語



 

 

 (2)

＜高

 ①

 

 ②

 

県立高校

高校教育の特

(新)ひょう

急速に

るグロー

を新た

国内大学

○ 指

 

 

○ 指定

○ 内 

県立高校特色

「魅力

色を生か

○対象

○指定

教育

 

海外

芸術

特色

校の特色化

特色化＞ 

うごスーパ

にグローバ

ーバル・リ

に指定し、海

学・企業で

定 校 10

先進校枠

国内外で

発展校枠

国内外で

定期間 平

 容 ・

・

色づくり推進

力あるひょ

かした重点

象校 全県立

定類型 

区  

育課程研究指

理数 

外国語 

人文社会

技能・技

外との国際交流

術文化推進指

色ある特別活動

化の推進 

パーハイスク

バル化が進行

リーダーを育

海外大学・

での継続的

0校（県指定

枠（200万円

の調査研究

枠（100万円

の調査研究

平成30年度～

海外の大学

国際課題を

進事業～インス

うごの高校

点テーマに基

立高等学校

分 

指定校 

会 

技術 

流研究指定校

指定校 

等推進指定校

186 

クール事業

行する現代

育成するた

国際機関で

な調査研究

定・公募）

×５校）

究が全国ト

×５校）

究をより発

～31年度

学での講義や

を研究してい

スパイア・ハイ

校づくり」

基づく取組

校 

 

大学やSP
器を活用

留学や海
教育及び

企業や大
プロジェ

大学教授
資格取得

海外留学
観等を学

著名な演
座談会の

スポーツ
る専門家

合  

業の実施

代社会におい

ため、「ひょ

での調査研

究等を支援

 

ップレベル

発展的に取り

（２年間）

や実習、現地

いる大学教

イスクール～

を発展させ

組を支援 

内

Pring-8等の
用した探究活

海外での就職
び国際理解教

大学・研究機
ェクトや研究

授や専門家に
得者数向上を

学生との交流
学ぶ異文化教

演出家等によ
の開催 等

ツ系や看護・
家による実技

計 

Ⅲ

いて、将来

ょうごスーパ

究や海外交

ルとなるよ

り組む学校

地大学教授に

教授等の指導

～

せるため、学

 容 

の研究機関の
活動 等 

職を視野に入
教育の推進 

機関等の現場
究の活用 等

による検定合
を目指した指

流を通じた文
教育の充実 

よる指導や講

・福祉系の類
技指導や講演

Ⅲ 次代を担

15,0

来、国際的に

パーハイス

交流校との

よう取り組む

校 

による研究成

導による継続

74,2

学校ごとの

の設備・機

入れた英語
等 

場における
等 

合格者数・
指導 等 

文化や価値
等 

講演会及び

類型におけ
演会 等 

担う人づくり

000 千円 

に活躍でき

スクール」

共同研究、

む学校 

成果の評価

続的な実習

250 千円 

の魅力・特

校数 

109校

(25校)

(19校)

(30校)

(35校)

10校

14校

14校

147校

 



 

 ③

 

 ④

 

 

 

 

ひょうご学

教育目

学力向上

○ 対 

○ グル

グル

①

グル

②

グル

③

グル

④

グル

⑤

グル

⑥

政治的教養

高校

を検討 

○ 政治

 回

○ 政治

高校

 内

 回

学力向上サ

目標が共通

上のための教

 象 ６

ループ構成 

ループ 

① 

高度

取組

ループ 

② 

新た

研究

取組

ループ 

③ 

学力

取組

ループ 

④ 

基礎

取組

ループ 

⑤ 

学び

取組

ループ 

⑥ 

主体

改善

取組

養を高める

３年間を通

治的教養を

回  数 

治的教養を

校生を指導

内  容 

回  数 

サポート事業

通する県立高

教科指導、

グループ

度な知識を身

組内容 難関

たに実施され

究 

組内容 「大

力差が大きい

組内容 多様

礎・基本を確

組内容 基礎

び直しを通し

組内容 学び

体的・対話的

善を進める取

組内容 生徒

る教育の推進

通じた政治的

を高める教育

３回 

を高める教育

導する教員を

各校の優れ

についての

地区別５回

187 

業の推進

高校が連携

進路指導を

（44校） 

身につけ、大

関国公立大学

れる「大学入

大学入学共通

い学校におい

様な学力層に

確実に定着さ

礎・基本の定

して、生徒の

び直しに対応

的で深い学び

取組の研究

徒の主体的な

進

的教養を高

育推進協議

育に向けた

を対象とし

れた実践事

の講義 等

回（各学区

携し、合同研

を充実 

大学への進学

学２次試験に

入学共通テス

通テスト」に

いて、学力層

に対応した共

させる授業改

定着に向けた

の学習意欲を

応した共通検

びの実現に向

な学びを推進

高める教育

議会の開催

た教員実践研

した実践研究

事例の研究発

等 

区毎に１回）

Ⅲ

研究授業や共

学を実現する

に対応した共

スト」に対応

に対応した共

ごとに力を伸

共通テスト・

改善の研究 

た共通テスト

を高める取組

検定等の作成

向けて、教師

進する取組の

を推進する

研究事業 

究会を実施

発表、政治

） 

Ⅲ 次代を担

2,3

共通教材の

る取組の研究

共通テストの

応した学習・

共通テストの

伸ばす指導

・教材等の作

ト・教材等の

組の研究 

成 

の指導力向

の研究 

6

るため、効果

施 

治的教養を高

担う人づくり

347 千円 

の作成など

究 

の作成 

指導方法を

の作成 

方法の研究

作成 

の作成 

上及び授業

657 千円 

果的な方法

高める教育

 

究

法

育



 

 

＜職

 ①

 

 ②

 

 ③

 

 ④

職業教育の充

(新)地域と

県立高

科生徒に

開催 

○ 実施

○ 実施

○ 参加

「ひょうご

高校生

テストで

○ 対 

○ 招聘

「ひょうご

高校生

よる計画

○ 対 

○ 実習

○ 招聘

(拡)キャ

小中学

法を研究

めの事業

○ (新

向

充実と社会

とつなぐ産

高等学校の

に紹介する

施地域 中

施内容 各

加校数 37

ご匠の技」

生のものづ

での上位入

象 校 工

聘日数 年

ごの達人」

生の高度な

画的・実践

象 校 職

習内容 造

小

聘日数 年

リア教育の

学校におい

究するとと

業を実施 

新)小・中学

新学習指導

向けた取組を

会的自立に

産業教育フェ

の職業学科

るとともに、

中・西播磨地

各学校・企業

7校49学科

探求事業の

づくり技術

入賞に向け、

工業科を設置

年間23日 

招聘事業の

な資格取得や

践的な指導を

職業学科(農業

造園・フラワ

小型船舶操縦

年間22日 

の推進 

いて、特別活

ともに、特別

学校（1,809

導要領で示

を推進 

188 

向けたキャ

ェアの実施

と地域産業

、地域産業

地域（姫路

業ブースの

の実施

・技能の向

、高度熟練

置するすべ

の実施

やスキルア

を実施 

業､商業､水産､

ワーデザイ

縦士（水産

活動を要と

別支援学校

9千円） 

示された特別

ャリア形成

施

業の連携を密

を支える人

路駅周辺施設

の設置 

上につなが

練技能者に

べての県立全

アップを支援

､家庭)を設置

イン（農業）

産）、懐石料

したキャリ

高等部卒業

別活動を要

Ⅲ

の支援＞ 

＜地方創

密にし、地

人材を育成

設） 

がる高度な

よる実技指

全日制高等

援するため

置するすべて

）、情報処理

料理等の調理

リア教育の

業生の自立

要としたキ

Ⅲ 次代を担

3,6

創生推進交付

地域産業を広

成するための

4,1

資格取得や

指導を実施 

等学校（12校

7,4

め、各分野の

の県立高等学

理技術（商

理技術（家

13,9

の充実に向け

立と社会参加

ャリア教育

担う人づくり

647 千円 

付金事業＞

広く職業学

のフェアを

52 千円 

や技能コン

校） 

460 千円 

の専門家に

学校(22校)

商業)、 

家庭）等 

950 千円 

け、評価方

加を図るた

育の充実に

 

 

学

ン

に

方

た



 

 

 

＜国

 ①

 キ

○ (拡

 特

  就

 実

 

国際化への対

(拡)県立高

豊かな

きる人材

ア 外国人

高校

（Ａ

○ 配 

○ 配置

イ 高校生

キャリア教

・研究推進

・連絡協議

拡)特別支援

特別支援学

・構  成

就職支援コ

・配 置 校

・内  容

実践的な職

一般就労

・実習分野

・対 象 校

(拡)技能検

実践的学

意欲向上及

・内  容

・実施分野

・対 象 校

対応＞ 

高等学校に

な語学力と

材を育成す

人による英

校の英語教

ＬＴ）を配

置 校 全

置人数 13

生の留学促

教育実践研究

進校の指定

議会の実施

援学校（12,

学校就職支援

成 有識者、

コーディネー

校 県立特別

容 特別支援

職業教育 

労を目的に

野 ビルクリ

校 26校 

検定制度の実

学習で身に

及び企業の

容 技能検定

野 ビルク

（平成3

校 25校 

におけるグロ

とコミュニケ

するため、英

英語指導の充

教育の充実

配置 

全県立高等学

32人 

促進（18,86

189 

究事業 

（12校、２

（年２回）

,141千円）

援推進会議

、企業等の

ーターの配

別支援学校

援学校卒業

企業人を招

ーニング（清

実施 

につけた技能

の障害者雇用

定運営委員会

リーニング

30年度から

ローバル人

ケーション

英語授業の

充実（651,

と国際理解

学校等(国際

64千円）

２年間） 

 

 

議の開催 

の関係団体、

配置 

校２校 

業生の職場開

招聘した実

清掃）、喫茶サ

能等の水準

用を促進

会、審査基準

グ（清掃）、

ら拡充）物流

人材の育成推

ン能力を身に

の充実や、生

,686千円）

解教育を推進

際系専門学

Ⅲ

、行政 等 

開拓、企業

践的な職業

サービス（接客

準を公的に証

準委員会の開

喫茶サー

流・品出し

推進

に付け、国

生徒の海外

 

進するため

学科設置校等

Ⅲ 次代を担

業等との連携

業教育を実

客）、物流・品

証明し、生

開催、技能検

ビス（接客

し 

736,6

国際的な活躍

外留学等を支

め、外国語指

等は重点配

担う人づくり

携強化 

実施 

品出し 

生徒の就労

検定の実施

客） 

666 千円 

躍が期待で

支援 

指導助手

配置) 

 

で



Ⅲ 次代を担う人づくり 

 

190 

地方公共団体や学校、高校生の留学・交流を扱う民間団体等が主催する海

外派遣プログラムへ参加する生徒に留学支援金を給付 

○ 対 象 者 県内所在の高校に在籍している生徒 

○ 給 付 額 長期(原則１年間) 30万円／人 

短期(原則２週間以上１年未満) ６万円／人 

○ 給付人数 長期15人、短期210人 

ウ スーパーグローバルハイスクール（SGH）事業の実施（40,000千円） 

語学力とともに先進的な人文科学・社会科学分野の教育に取り組み、将来

国際的に活躍できるグローバル・リーダーを養成 

○ 指定校数 ４校（国指定） 

○ 指定期間 ５年間 

○ 内  容 ・人文科学分野等の先進的教育課程の開発・実践 

・英語による討論、課題研究、論文作成の実践等 

エ (新)ひょうごスーパーハイスクール事業の実施（再掲P186参照）（15,000千円） 

オ 国際交流のための日本の文化に関する学習会の実施（1,000千円） 

海外へ短期留学する生徒等が、日本の文化を理解し、海外の生徒に紹介で

きるよう、日本文化に関する公開講座を実施 

○ 実 施 校 48校（海外研修旅行実施校） 

○ 実施内容 ・日本の文化に関する研修（歴史・背景等） 

・専門家による体験実習（伝統文化・和装等） 

・英語によるプレゼンテーション練習 

カ 次世代育成国際交流事業の実施（10,116千円） 

  姉妹州省、およびタイ王国との間で相互に高校生・教育関係者を派遣 

○ 事業内容 ・中国広東省、海南省との高校生交流 

・中国海南省との工業高校生技術交流 

・西オーストラリア州との教員交流 

・タイ王国との教育関係者交流 

・米国ワシントン州への教員派遣 

  



 

 (3)

 ①

 

 ②

 

 ③

 

 

 

特別支援

(新)特別支

生徒の

ウンセラ

○ スク

 対

 派

○ カウ

 回

インクルー

インク

受けられ

な限り共

○ 医療

 配

高等学校に

学校生

活や学習

○ 学校

 対

 配

 配

○ 学習

 対

 配

 配

援教育の充

支援学校へ

の心理的な

ラーを派遣

クールカウ

対象校 県

派遣回数 

ウンセリン

回  数 

ーシブ教育

クルーシブ

れるように

共に学ぶ仕

療的ケアの

配置人数 

における特

生活で支援

習活動を支

校生活支援

対象生徒 

配置人数 

配置校数 

習活動自立

対象生徒 

配置人数 

配置校数 

充実 

へのスクール

な問題を解決

遣 

ウンセラーの

県立高等特別

年間27回

ングマイン

年間２回

育システムの

ブ教育システ

にするため、

仕組み）の構

のための看護

87人（H29

特別な支援を

援が必要な生

支援 

援員の配置

重度の肢体

８人 

８校 

立支援員の配

重度の発達

４人 

４校 

191 

ルカウンセ

決するため

の派遣 

別支援学校

ド研修 

（校内実施

の推進

テム（障害

、障害のあ

構築を推進

護師配置

9年度：80人

を必要とす

生徒が在籍

体不自由の

配置 

達障害のあ

セラーの設置

め、高等特別

校（４校）

施） 

者がその特

る児童生徒

進 

人） 

する生徒の支

籍する高等学

のある生徒

ある生徒 

Ⅲ

置

別支援学校

特性等を踏

徒と障害の

支援

学校に支援

Ⅲ 次代を担

1,8

校を対象にス

72,0

踏まえた十分

ない児童生

14,4

援員を配置

担う人づくり

884 千円 

スクールカ

000 千円 

分な教育を

生徒が可能

497 千円 

し、学校生

 

能

生



 

 ④

 

 ⑤

 ⑥

 

 

(新)高等学

「通

の教育

○ 県教

 運

○ 実践

 研

○ 協力

 活

(新)特別支

特別支

専門的な

○ 実施

○ 取組

 ユ

 コ

 特

 

(新)第 55

○ 期 

○ 会 

○ 主 

学校における

通級による指

育課程の編成

教委の取組

運営協議会

践研究校

研究内容 

・特別な教

・個別の指

力する特別

活動内容 

・自立活動

・高等学校

支援学校教

支援教育に

な研修を実

施校数 ４

組内容 

ユニバーサ

コミュニケ

特別支援教

回「全国聾

  日 平

 場 ウ

 催 全

 

る通級指導に

指導」の実

成を研究

組 

会、指導研究

（高等学校）

教育課程の編

指導計画の作

別支援学校の

動の指導方法

校における通

教員の資質向

に関する専門

実施 

４校（視覚障

サルデザイン

ケーション能

教育の理解啓

学校陸上競

平成30年10月

ウインク陸上

全国聾学校体

192 

に関する実践

実践研究校

究協議会の

）の取組

編成 

作成・活用

の取組 

法等の助言

通級による

向上事業の

門性を高め

障害、聴覚

ンを取り入

能力の向上

啓発 

競技大会姫路

月12日～14

上競技場

体育連盟

践研究事業の

を設置し、

の開催 

用 

言 

る指導支援ガ

の実施

めるため、教

覚障害等特別

入れた授業づ

上（手話、I

路大会」開催

4日 

（姫路市）

Ⅲ

の実施

自立活動の

ガイドライ

教科等指導

別支援学校

づくり 

ICTの活用）

への支援

Ⅲ 次代を担

3,5

の指導内容

インの作成 

2,1

導力の向上を

校） 

） 

4

担う人づくり

500 千円 

容や、特別

00 千円 

を核とした

400 千円 

 

た



 

 (4)

 ①

いじめ

(拡)悩み相

学校に

と連携

ア いじめ

○ ひ

 設

 開

 相

○ ひ

 設

 開

 相

○ ひ

 設

 開

 相

○ ひ

 開

 相

イ 学校支

学

○ チー

○ 業務

ウ (新)S

   従来

相談で

るため

○ 相談

○ 相談

・問題行動

相談体制の

におけるい

し、未然防

め等教育相

ょうごっ子

設置場所 

開設時間 

相 談 員 

ょうごっ子

設置場所 

開設時間 

相 談 員 

ょうごっ子

設置場所 

開設時間 

相 談 員 

ょうごっ子

開設時間 

相 談 員 

支援チーム

校における

ーム構成 学

精

務内容 児

SNSを活用

来の音声通

できるよう

め、モデル

談期間 ８

談受付時間

動等への対応

の構築等の総

いじめ、暴力

防止や早期発

相談の実施

子〈いじめ

ひょうごっ

24時間（1

２人 

子悩み相談

ひょうごっ

9:00～17:

（予約制、

臨床心理士

子〈いじめ

ひょうごっ

9:00～17:

学校支援チ

子「ネットい

14:00～19

２人 

ムの設置（7

る問題解決

学校関係OB、

精神科医 

児童生徒に対

した教育相

通話や面談等

うにすると

ル的にLINEに

８月下旬～1

間 毎日17:

193 

応 

総合支援

力行為、不

発見・早期

（36,234千

・体罰・子

っ子悩み相

12月28日～

（面接相談

っ子悩み相

:00 

土・日・祝

士等 

・体罰・子

っ子悩み相

:00（土・日

チーム相談

いじめ情報

9:00（月～土

78,089千円

決のため、各

、警察関係

対する相談

相談体制構築

等における

ともに、SN

による相談

11月下旬

:00～21:00

不登校等の課

期対応等に対

千円） 

子ども安全〉

相談センター

～１月３日

談） 

相談センター

祝日及び12

子ども安全〉

相談センター

日・祝日及び

談員等 

報」相談窓

土（日・祝及

円） 

各教育事務

係OB、スクー

談、学校、相

築事業（10

る相談に踏み

NS上のトラ

談窓口を設置

0（４時間）

Ⅲ

課題に対処

対応できる

〉相談24時

ー 

を除く） 

ー（教育研

2月28日～

〉相談・通

ー分室（各

び12月28日～

口 

及び12月28日

所に学校支

ールソーシ

相談機関と

0,000千円）

み切れない

ラブルを正確

置し、成果

） 

Ⅲ 次代を担

114,3

処するため、

る体制を整備

時間ホット

研修所） 

１月３日を

通報窓口） 

各教育事務所

～１月３日を

日～１月３日

支援チーム

シャルワー

との連携支援

） 

い児童生徒

確かつ容易

果と課題につ

担う人づくり

323 千円 

関係機関

備 

ライン 

を除く） 

所） 

を除く）  

を除く））

を設置 

カー、 

援 等 

が気軽に

易に把握す

ついて検証

 

関

証 



 

 

 ②

 

 ③

 

 ④

 

 ⑤

○ 相 

○ 相 

いじめ防止

いじめ

防止対策

○ 兵庫

○ 兵庫

 全

 地

○ い

キャンパス

生徒の

スカウン

○ 配 

○ 配置

(拡)市町ス

学校が

ーカーの

○ 配置

平

○ 配置

○ 資格

○ 負担

(拡)スクー

児童生

ウンセラ

○ (拡)

 小

談 員 ２

談 者 原

止対策の推

めを許さな

策を推進 

庫県いじめ

庫県いじめ

全県ネット

地域ネット

じめ防止啓

スカウンセ

の悩みの早

ンセラー

置 校 14

置回数 学

スクールソ

が抱える課

の県内全市

置の考え方

平成31年度

置人数 14

格要件 原

担割合 県

ールカウン

生徒の問題

ラーを小・

配置校数 

小学校 13

２人（２回線

原則、児童生

推進 

ない環境づ

め対策審議会

め対応ネッ

トワーク会議

トワーク会議

啓発チラシの

セラーの配置

早期発見と

（臨床心理士

47校（全県

学校当たり2

ソーシャルワ

課題の複雑化

市町への配置

方 

度までに全中

40人（140中

原則として社

県1/3（うち

ンセラーの配

題行動等の課

中学校に配

30校、中学

194 

線） 

生徒  

くりのため

会の開催

トワーク会

議 

議（教育事

の配布 

置

自殺予防の

士等）を県

県立高等学校

27回/年 

ワーカー配

化・多様化

置を促進

中学校区

中学校区×

社会福祉士

ち国庫1/3）、

配置

課題解決を

配置し、心

学校 全校配

め、地域・家

会議の開催

事務所） 

の教育相談体

県立高校等に

校及び芦屋

配置の推進

化に対応する

（政令市・

×１人） 

士・精神保健

、市町2/3

を図るため、

心の相談に対

配置 

Ⅲ

家庭の支援

体制を充実

に配置 

屋国際中等教

るため、ス

中核市を除

健福祉士の

、心の専門

対応 

Ⅲ 次代を担

1,8

援を得ながら

69,3

実するため

教育学校後

45,9

クールソー

除く）に順次

の資格を有す

465,9

家であるス

担う人づくり

841 千円 

ら、いじめ

372 千円 

、キャンパ

後期課程）

920 千円 

ーシャルワ

次配置 

する者等

983 千円 

スクールカ

 

パ



 

 

 ⑥

 

 ⑦

○ 内 

 児

 保

 教

○ 派遣

学級経営指

若手教

向上を図

○ 配置

○ 内 

高等学校問

高等学

する体制

○ 教育

○ 弁護

○ 支援

(平成29年度

 容 

児童生徒へ

保護者等に

教職員を対

遣時間 年

指導員の派

教員を中心

図るため、

置人数 ５

 容 学

問題解決サ

学校に寄せ

制を整備 

育関係OBの

護士、精神

援内容 学

度：小学校

へのカウンセ

に対する助言

対象とするカ

年間210時間

派遣 

心に、いじめ

学級経営指

５人 

学級経営、生

サポートチー

せられる相談

の配置（１人

神科医による

学校への適切

195 

校 127校、

セリング

言・援助

カウンセリ

間（１日３時

め対応など

指導員とし

生徒指導や

ームの設置

談等の早期

人（県高校

る支援（随

切な指導・

中学校 全

リングマイ

時間、週２

生徒指導の

して教員OB

や家庭との連

置

期解決を図

校教育課））

随時） 

助言、早期

Ⅲ

全校配置) 

ンド研修の

２日、35週）

の基盤とな

を小中学校

連携に関す

るため、第

 

期解決への

Ⅲ 次代を担

の実施 

） 

13,7

る学級経営

校へ派遣 

する相談・助

4,0

第三者的な立

の協力 

担う人づくり

767 千円 

営の指導力

助言 等 

030 千円 

立場で対応

 

力

応



 

 (5)

 ＜環

 ①

 

 ②

 

 ③

 

 ＜健

 ①

 

学習環境

環境の整備

県立学校施

○ 県立

県立学校の

○ 予定

○ 改修

○ 期 

(新)高校に

過疎

遠隔授業

○ 遠隔

千種

○ 事業

遠隔

を実

健やかな身体

運動部活動

専門的

遣するな

○ 専門

 派

 派

○ 指導

 競

 対

境の整備 

＞ 

施設の長寿

立高等学校

のトイレ改

定施設 24

修内容 洋

 間 平

における遠

・少子化の

業システム

隔授業シス

種高校、和

業内容 

隔授業シス

実施 

体の育成と

動活性化推

的な技術指

など、運動

門的指導力

派遣人数 

派遣回数 

導力向上研

競  技 

対  象 

寿命化 

校（宝塚東高

改修 

4校（尼崎稲

洋式化・床の

平成29年度～

遠隔授業調査

の影響が大き

ムを活用した

ステム研究校

和田山高校

ステムを活用

と健康教育

推進事業の実

指導を受け

動部活動の活

力を有する外

県立高校

42回/年

研修会 

７競技（卓

専門的な技

196 

高校、加古

稲園高校

の乾式化

～平成33年

査研究事業

きい郡部の

た教育の実

校  

用し、小規

の推進＞

実施

られない生

活性化を推

外部指導者

：55人/年

（週１回）

卓球、バレ

技術指導が

古川南高校）

等） 

年度 

業の実施

の高校にお

実証研究を実

模校と中規

生徒のために

推進 

者の派遣 

レーボール、

が困難な運動

Ⅲ

）の長寿命

ける多様な

実施 

規模校をつ

に、県立学

、サッカー

動部顧問 

Ⅲ 次代を担

1,500,0

命化改修 

2,000,0

5,7

な学びの実

ないだ遠隔

8,2

学校に外部指

ーなど） 

担う人づくり

000 千円 

000 千円 

705 千円 

実現のため、

隔合同授業

244 千円 

指導者を派

 

業

派



 

 

 ②

 

 ③

 

＜教

 ①

 

 

(新)第 69

平成3

 開

 開

 負

がん教育総

学校教

いて検討

○ がん

 構

 内

○ 学校

○ 推進

 対

 内

教職員勤務

(新)スクー

教職員

ッフをモ

○ 配置

 小

 県

○ 主な

 授

 外

 会

○ 負担

回全国学校

30年度に本

開催期間 

開 催 地 

負担割合 

総合支援事

教育全体の

討するとと

ん教育に関

構  成 

内  容 

校保健関係

進校の設置

対  象 

内  容 

時間適正化

ール・サポ

員の超過勤

モデル的に

置対象 

小中学校 

県立学校 

な業務内容

授業準備等

外部対応

会議資料の

担割合 国

校給食研究

本県で全国学

平成30年1

神戸市 

県2/3、神

事業の実施

の中でがん教

ともに、がん

関する協議会

学識経験者

がん教育の

係者に対する

置 

６校（小

発達段階ご

化＞ 

ポート・スタ

勤務縮減のた

に配置し、効

40校（全市

６校（普通

容 

等（学習プ

（欠席連絡対

の印刷、セ

国1/3、県2/

197 

究協議大会の

学校給食研

11月29日～

神戸市1/3

教育を推進

ん教育の推

会の開催

者、県医師

の具体的な

る研修会の

・中・高各

ごとに目標

タッフの配

ため、授業

効果を検証

市町） 

通科・職業

リント印刷

対応等）

ッティング

/3 

の開催

研究協議大会

～30日 

進するため、

推進体制を構

師会、学校保

な取組につい

の開催 

各２校） 

標を設定した

配置

業準備等を担

証 

業学科・特別

刷等） 

グ 

Ⅲ

会を開催 

、今後のが

構築 

保健関係者

いて検討 

た授業・講

担うスクー

別支援学校

Ⅲ 次代を担

5

1,0

ん教育のあ

者、行政関係

講演会を実施

38,6

ール・サポー

校等６校種）

担う人づくり

500 千円 

000 千円 

あり方につ

係者 

施 

640 千円 

ート・スタ

） 

 

つ



 

 ② (新)中学校

部活動

上を図

○ 配置

○ 主な

 部

 学

 部

○ 負担

○ 期 

校部活動指

動指導を担

るため、部

置人数 12

な業務内容

部活動の単

学校外での

部活動の管

担割合 国

 間 平

指導員の配置

担当する教員

部活動指導員

26名（３年

容 

単独指導（顧

の大会等への

管理運営（会

国1/3、県1/

平成30年度～

198 

置

員の負担軽

員をモデル

年間で378名

顧問） 

の単独引率

会計管理等

/3、市町1/

～32年度

軽減を図る

ル的に配置

名配置） 

率 

等） 

/3 

Ⅲ

とともに、

Ⅲ 次代を担

28,2

部活動指導

担う人づくり

224 千円 

導の質的向

 

向



 

 (6)

 ＜私

 ①

 ②

 

 ③

就学支援

私立学校経常

私立学校経

私立高

しない

○ 高等

○ 中 

○ 小 

○ 幼 

(学校

(非学

 

私立学校経

学校教

校等が実

○ 補助

生

育の

の実

○ 補助

3

○ 補助

ひょうごの

県内私

支援 

○ 私学

○ 私学

私

る場

援の充実 

常費補助＞

経常費補助

高等学校、

ものに限る

等学校  1

学 校    

学 校   

稚 園 

校法人立)

学校法人立)

経常費特別

教育の個性

実施する特

助対象事業

生徒指導の

の推進、食

実施、支援

助単価  

300千円～6

助対象校数

の私学の魅

私立学校の

学展の開催

学フェステ

私立学校の

場となる

＞ 

助 

中学校、小

る）を設置す

12,377,157

3,780,719

1,067,023

)4,498,682

)   17,327

別補助 

性化・多様化

特定の教育

業 

の充実、社会

食育の推進

援員の配置等

600千円 

数 延べ232

魅力発信&元

の魅力につい

催支援 

ティバルの開

の進学相談

「私学フェス

199 

小学校、幼

する学校法

7千円（生徒

9千円（生徒

3千円（児童

2千円（幼児

7千円（幼児

化を図る教

に対し助成

会人・補助

・防災教育

等） 

2校 

元気アップ事

いての総合

開催支援

・学校説明

スティバル

幼稚園（子ど

法人及び設置

徒１人当たり

徒１人当たり

童１人当たり

児１人当たり

児１人当たり

教育改革を一

成 

助教員等の活

育の推進、特

事業の実施

合的な情報発

明のほか、私

ル」の開催

Ⅲ

ども・子育

置者に対し

 349千円(平

 310千円(平

 305千円(平

り 195千円(平

 53千円(平

一層推進す

活用、伝統

特別支援教

施

発信を行う

私学で学ぶ

を支援 

Ⅲ 次代を担

21,740,9

育て支援新制

し、経常的経

平成29年度：

平成29年度：

平成29年度：

平成29年度：

平成29年度：

105,7

するため、私

統・文化等に

教育体制の整

5,5

う私学団体

ぶことの魅力

担う人づくり

908 千円 

制度に移行

経費を補助

347千円)）

306千円)）

301千円)）

192千円)）

 52千円)）

760 千円 

私立高等学

に関する教

整備（研修

500 千円 

の取組を

力を発信す

 

行

助 

学

教

修

す



 

 

 ＜私

 ①

 ②

 ③

 会

 時

私立幼稚園の

私立幼稚園

私立幼

準を維持

○ 事業

私立幼稚園

私立幼

も園と

○ 事業

私立幼稚園

○ 私立

私

込み

 実

 場

 時

○ 人材

転

支援

 実

○ 業務

幼

し補

会  場 

時  期 

の特色化＞

園の認定こ

幼稚園が子

持向上でき

業内容 私

に

加

 

園認定こど

幼稚園が実

しても継続

業内容 学

 

園教員確保

立幼稚園就

私立幼稚園

みの学生等

実施主体 

場  所 

時  期 

材登録セン

転居・育児

援を行う人

実施主体 

務支援シス

幼稚園教諭

補助 

阪神・神戸

平成30年

＞ 

こども園への

子ども・子育

きるよう、新

私立幼稚園を

に対し、教育

加配に必要な

ども園特色教

実施してきた

続実施でき

学校法人立の

（例）農作物

保支援事業

就職フェアの

園の教員等の

等を対象に開

(一社)私立

神戸市内

平成30年

ンターの運営

児等の事情で

人材登録セン

(一社)私立

ステム導入補

諭の業務負担

200 

戸地域 

８月（予定

の移行推進

育て支援新

新制度で財

を母体とす

育水準の維

な経費に対

教育推進事

た特色教育

るよう支援

の認定こども

物の栽培体

の開催（1,

の人材確保

開催する私

立幼稚園協

７月（予定

営支援（2,

で離職した

ンターの設

立幼稚園協

補助（23,2

担の軽減を

定） 

進補助

制度の認定

源措置され

する認定こ

維持向上を図

対して、私学

事業

育を子ども

援 

も園が実施す

体験、防災教

,000千円）

保を図るた

私立幼稚園等

協会 

定） 

,000千円）

た再就職希望

設置・運営に

協会 

220千円）

を図るため、

Ⅲ

定こども園

れていない

ども園を設

図るため、

学助成水準

･子育て支援

する特色教育

教育、ボラ

 

め、幼稚園

等就職フェ

 

望者等、潜

に対し補助

、業務支援

Ⅲ 次代を担

5,0

園としても幼

教職員の配

設置する学校

運営する園

準の範囲内で

75,0

援新制度の

育に要する経

ランティア教

26,2

園教員養成校

ェアの開催

潜在幼稚園教

助 

援システムの

担う人づくり

000 千円 

幼児教育水

配置を支援

校法人 

園の教職員

で補助 

000 千円 

の認定こど

経費を補助

教育 等

220 千円 

校を卒業見

を支援 

教諭の復帰

の導入に対

 

水

援 

員

見

帰

対



 

 

 ＜専

 ①

 

 ②

 

 ＜就

 ①

     

 補

 補

 対

専修学校等へ

専修学校等

私立専

○ 私立

○ 私立

○ 私立

○ 外

(新)ひょう

実践的

程の魅力

○ 専門

私

ィバ

 会

 時

就学支援の充

就学支援の

家庭の

帯の生徒

 ＜県立

○ 対 

○ 支給

○ 負担

○ 授業

補助基準額 

補 助 率 

対象園数 

への支援＞

等補助 

専修学校等

立専修学校高等

立専修学校専門

立各種学校

国人学校

うごの専門

的かつ専門

力を発信す

門学校フェ

私立専門学

バル」の開

会  場 

時  期 

充実＞ 

の実施 

の教育費負

徒に対し、

・市立高等

象 者 平

給方法 県

受

担割合 国

業料保護者

720千円/園

3/4 

43園（平成

＞ 

等の教育水準

等課程振興費

門課程振興費

校等振興費補

校振興費補

門学校の魅力

門的な職業教

するため、連

ェスティバル

学校で学ぶこ

開催を支援

神戸市内

平成30年

負担を軽減す

授業料に充

等学校等（9

平成26年度以

県が学校に支

受け取り、授

国10/10 

者負担額 

201 

園 

成29年度：

準の維持・

費補助 179,

費補助 130,

補助   8,

補助 265,

力発信事業

教育機関と

連合会が実

ル（仮称）

ことの魅力

８月（予定

するため、

充てるため

9,934,596

以降に入学

支給（学校

授業料に充

21園） 

向上のた

,000千円

,000千円

,000千円

,000千円

業

として重要な

実施するイ

の開催支援

力を発信す

定） 

高等学校等

めの就学支援

千円）＞

学した生徒

校設置者は生

充当） 

Ⅲ

め学校種･課

（生徒１人当

（生徒１人当

（生徒１人当

（生徒等１人

な役割を担

ベントに対

援 

る場となる

等に通う一

援金を支給

（年収約91

生徒に代わ

Ⅲ 次代を担

582,0

課程に応じ

当たり142

当たり 7～

当たり 6～

人当たり 72

2,0

担う専修学校

対し補助 

る「専門学校

14,636,8

一定の収入額

給 

10万円未満

わって就学支

担う人づくり

000 千円 

じ補助 

千円） 

～10千円）

～8千円）

～131千円）

000 千円 

校専門課

校フェステ

891 千円 

額未満の世

満の世帯）

支援金を

 

） 

世
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保護者の 

所得区分 

公立高等学校 
市立高等専門学校 

１～３年生 

全日制 定時制 通信制 全日制 

年収約 

910万円 

以上 

118,800円 32,400円

単位 

当たり 

310円 

授業料全額負担 

（234,600円） 

年収約 

910万円 

未満 

0【就学支援金】 授業料－【就学支援金】 

 

      ＜私立高等学校等（4,702,295 千円）＞ 

○ 対 象 者 平成26年度以降に入学した生徒（年収約910万円未満程度の世帯） 

○ 支 給 額  

階層別の所得基準(年収） １～３年生

生活保護世帯 
297,000円

250万円未満程度 

350万円未満程度 237,600円

590万円未満程度 178,200円

910万円未満程度 118,800円

910万円以上程度 0円
 

○ 支給方法 県が学校に支給（学校設置者は生徒に代わって就学支援金を 

受け取り、授業料に充当） 

○ 負担割合 国10/10 

  



 

 ②

 

 

 ③

 

 ④

(拡)国公立

授業料

ための給

※1

○ 負担

高等学校奨

修学を

な高校生

○ 通 

 貸

○ 通学

 貸

○ 通学

 貸

(拡)私立高

就学機

世帯に重

○ 対象

生活保

年収約250

未満世帯

立高等学校に

料以外の教

給付金を支

15歳以上23

担割合 国

奨学資金貸

を奨励し、

生等に対し

常 分 

貸与月額 

学交通費分 

貸与月額 

学用電動ア

貸与上限額 

高等学校等

機会を確保

重点化した

象生徒 

対象世

保護 

0万円

帯 

(拡)第

第２

以降

における奨学

教育費負担を

支給 

3歳未満の扶

国1/3、県2/

貸与事業の実

有為な人材

し奨学資金を

国公立 1

私 立 3

月額通学費

アシスト自転

10万円 

等の授業料軽

保するため、

た生徒の学資

世帯 

全日

定時

通信

１子 

全日

定時

通信

子 

降※ 

全日

定時

通信

203 

学のための給

を軽減する

扶養されて

/3 

実施

材を育成す

を貸与 

18,000円

30,000円

費に応じて

転車購入費

軽減

、国の就学

資負担者の

日制 

時制 

信制 

日制 

時制 (平

信制 

日制 

時制 

信制 

給付金の支給

るため、低所

ている兄弟姉

するため、経

（自宅外23,

（自宅外35,

て月額5,000

費分 

学支援金制度

の経済的負担

国公立

平成 29 年度

Ⅲ

給

所得世帯の

姉妹がいる

経済的な理

,000円） 

,000円） 

0円～45,00

度に県単独

担を軽減 

立 

32,300 

修

32,300 

80,800 

度:75,800) 教

用

当

徒

学

36,500 

129,700 

36,500 

Ⅲ 次代を担

1,272,1

生徒に対し

（単

る場合 

632,3

理由により就

00円を貸与

856,3

独加算を行い

支給の考

修学旅行費相

教科書費、教

用品費、通学

当額、校外活

徒会費、PTA

学用品費相

担う人づくり

15 千円 

して奨学の

単位：千円）

347 千円 

就学が困難

与 

332 千円 

い、低所得

考え方 

相当額 

教材費、学

学用品費相

活動費、生

A 会費、入

当額 

 

 

難

得
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 私立高校生（県内校通学者） 

 私立高校生（大阪府・京都府・岡山県・鳥取県通学者） 

 専修学校及び各種学校（高等課程相当）生徒（県内校通学者） 

○ 補助対象人数 約16,000人 

○ 平成30年度の補助受給（軽減）単価 

 拡充内容（新１年生から適用） 

県内全日制私立高校の平均授業料の上昇に伴う、国・県を合わせた補

助上限額の引き上げ（379,000円→397,000円） 

・年収590万円未満程度世帯への補助を拡充 

国において、2020年度までに授業料実質無償化（年収590万円未満

程度世帯まで）の方針が示されたことを踏まえ、年収250万円～590

万円未満程度世帯について、無償化が実現されるまでの間、県の独自

措置として、国の取組みを一部先行実施する形で段階的に授業料軽減

補助額を拡充 

 

授業料軽減補助制度の内容（平成30年度見直し後）               （単位：円） 

階層別の所得基準 
2017 

(H29) 

2018 

(H30) 

2019 

(H31) 

2018 

-2017 

2019 

-2017 

生活保護世帯 

年収 250 万円未満程度 

就学支援金(国) 297,000 297,000 297,000 － － 

授業料軽減補助(県単) 82,000 100,000 100,000 ＋18,000 ＋18,000

計 379,000 397,000 397,000 － － 

年収 250 万円以上 

350 万円未満程度 

就学支援金(国) 237,600 237,600 237,600 － － 

授業料軽減補助(県単) 82,000 95,000 108,000 ＋13,000 ＋26,000

計 319,600 332,600 345,600 ＋13,000 ＋26,000

年収 350 万円以上 

590 万円未満程度 

就学支援金(国) 178,200 178,200 178,200 － － 

授業料軽減補助(県単) 21,000 54,000 87,000 ＋33,000 ＋66,000

計 199,200 232,200 265,200 ＋33,000 ＋66,000

年収 590 万円以上 

910 万円未満程度 

就学支援金(国) 118,800 118,800 118,800 － － 

授業料軽減補助(県単) 0 0 0 － － 

計 118,800 118,800 118,800 － － 

年収 910 万円以上程度 対象外 

※2018(H30)単価は同年入学者から適用、2019(H31)単価は同年入学者から適用 

※金額は、兵庫県内の全日制私立高等学校の単価 

  



 

 ⑤

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑥

 

 ＜外

 ①

(拡)私立高

授業料

ための給

※15 歳

○ 支給

○ 負担

私立小中学校

私立小

おいて私

査を実施

○ 対象

○ 補 

○ 対象

外国人教育の

子ども多文

外国人

共生する

○ 子

年収 250 万

未満世帯

高等学校等に

料以外の教

給付金を支

歳以上 23 歳

給人数 約

担割合 国

校等に通う児童

小中学校等

私立学校を

施 

象世帯 年

助 額 10

象児童数 約

の充実＞ 

文化共生教

人児童生徒

るため、子

ども多文化

日本語指導

対象世帯

生活保護 

万円

帯 

第１子

第２子

以降※

における奨学

教育費負担を

支給 

歳未満の扶

約5,900人

国1/3、県2/

童生徒への経済

等に通う児童

を選択してい

年収400万円

00千円/年

約850人（見

教育の推進

徒の自己実現

子ども多文化

化共生サポー

導が必要な外

帯 

子 

(拡)通学制

通信制

子 

※ 

通学制

通信制

205 

学のための給

を軽減する

扶養されてい

/3 

済的支援に関す

童生徒へ授

いる理由や

円未満程度の

見込） 

現を支援す

化共生教育

ーターの派

外国人児童

金

(円

制
（29 年度

給付金の支給

るため、低所

いる兄弟姉

する実証事業の

授業料負担の

や家庭の経済

の世帯 

するとともに

育を充実 

派遣 

童生徒に対

金額 

円/年) 

52,600

89,000

度：84,000）

38,100

138,000

38,100

Ⅲ

給

所得世帯の

姉妹がいる場

の実施

の軽減を行

済状況など

に、すべて

し、コミュ

0 修学旅行費

0 教科書費、

通学用品費

用品費相当

教科書費、

当額とする
0

0 上記＋生徒

当額（ただ

教材費、学

Ⅲ 次代を担

554,9

生徒に対し

場合 

85,4

行う中で、義

どについて

89,1

の児童生徒

ニケーショ

支給の考え

費相当額 

、教材費、

費、校外活

当額（ただ

、教材費、

る） 

徒会費、Ｐ

だし通信制は

学用品費相当

担う人づくり

994 千円 

して奨学の

400 千円 

義務教育に

の実態調

31 千円 

徒が豊かに

ョンの円滑

え方 

学用品費、

動費、入学

し通信制は

学用品費相

ＴＡ会費相

は教科書費、

当額とする）

 

に

に

滑

学

は

相

相



 

 

 ②

 

 ③

化や

 派

○ 子

外国人児童

ア 高等学

日本

発する

○ モデ

○ 実

 支

 指

イ 日本語

日本

語指導

○ 日本

 対

 支

 補

○ 日本

 実

○ 日本

 実

私費外国人

県内の

ため、私

○ 支給

○ 支給

○ 支給

○ 実施

○ 負担

や学習支援

派遣校数 

ども多文化

童生徒のた

学校特別入

本語運用能

るため、モ

デル校数 

施 内 容  

支援期間 

指定期間 

語指導支援

本語指導が

導支援員を

本語指導支

対象市町 

支援内容 

補 助 率 

本語指導支

実施回数 

本語指導支

実施回数 

人留学生へ

の大学等に

私費留学生

給金額 月

給期間 １

給人員 15

施主体 (公

担割合 県

援等を行い、

157校 

化共生センタ

ための学習支

入学モデル校

能力、適応力

モデル校を指

３校 

日本語指導

入学後１年

平成28～3

援推進校事業

が必要な外国

を配置し、取

支援員の派遣

姫路市、芦

専門性の高

1/2 

支援推進校事

年３回 

支援員等研修

年１回 

への奨学金の

に在学する外

生へ奨学金を

月30千円（年

年間（アジ

50人（うち

公財)兵庫県

県1/3、国際

206 

、学校生活

ターの運営

支援

校事業（12

力等に応じ

指定して研

導、取出授

年間 

30年度 

業（6,368千

国人児童生

取出授業等

遣 

芦屋市、三

高い人材に

事業連絡協

修会の実施

の支給

外国人留学

を支給 

年360千円）

ジア新興国

ちアジア新興

県国際交流

際交流協会2

活への早期適

営（県立国際

2,020千円）

た適切な入

研究を実施

授業等（週3

千円） 

生徒に対し、

等による指導

三木市 

による日本語

協議会の実施

施 

学生の生活の

） 

国枠は２年間

興国枠 50人

流協会 

2/3

Ⅲ

適応を支援

際高校（芦

） 

入学者選抜

36時間程度

、日本語能

導を実施 

語指導（週

施 

の安定と学

間） 

人） 

Ⅲ 次代を担

援 

芦屋市）内）

18,3

抜方法や指導

度） 

能力向上のた

週４時間程度

18,0

学習活動を促

 

担う人づくり

） 等 

388 千円 

導方法を開

ため、日本

度） 

000 千円 

促進する

 

開

本



 

２ 

 (1)

 ①

 

 ②

 

 ③

 

 ④

感動体験

兵庫型

(再掲)(新)ひ

環境体験事

命の大

栽培・飼

○ 対 

○ 実施

○ 交付

学 級

交付

自然学校の

心身

触れ合

○ 対 

○ 実施

○ 交付

学 級

交付

(新)自然学

児童に

を作成 

○ 自然

感

なが

○ 作成

○ 配

を通じた人

「体験教育

ひょうごのふる

事業の実施

大切さ、命

飼育等、地

 象 全

施回数 年

付金額 学

級 数 １学

付単価 

の実施 

ともに調和

う様々な活

 象 全

施日数 ４

付金額 学

級 数 １学

付単価 2

学校活動プ

に感動体験

然学校の質

感動体験や

がる実践事

成部数 4,

布 先 全

人づくり 

育」の充実

るさと魅力発見

施 

のつながり

地域の自然

全公立小学校

年３回以上

学級数に応

学級 ２学級

76 12

和のとれた児

活動を実施

全公立小学校

４泊５日以上

学級数に応

学級 ２学級

292 47

プログラムの

験をもたらす

質的向上を図

や主体性の育

事例の紹介

000部 

全小学校 等

207 

見事業(副読本

りなどを実

と触れ合う

校３年生

じて定額交

級 ３学級

1 157

児童を育成

校５年生

上 

じて定額交

級 ３学級

9 665

の充実

す魅力的な

図る指導資

育成などこ

（例：野外

等 

の作成)(参照

実感させ、「生

う体験型環境

等 

交付 

４学級

190

成するため、

等 

交付 

４学級

772

なプログラム

資料の作成

これから求め

外炊飯など）

Ⅲ

P57)

生きる力」

境学習を実

５学級 ６学

225

、豊かな自

５学級 ６学

889 1,

ムの充実を

められる資

） 

Ⅲ 次代を担

15,6

89,8

の育成を図

実施 

(単位：千円

学級 ７学

257 2

355,4

然の中で人

(単位：千円

学級 ７学

,035 1,1

1,0

を図るため

資質・能力の

担う人づくり

681 千円 

886 千円 

図るため、

円) 

級

92

466 千円 

人や自然と

円) 

級

35

011 千円 

、指導資料

の育成につ

 

料

つ



 

 

 ⑤

 ⑥

 ⑦

青少年芸術

創造力

団による

○ わ

 対

 会

 実

○ バス

 対

 補

 

地域に学ぶ

地域や

を育成す

○ 対 

○ 期 

○ 補助

 

ふるさと貢

ふるさ

を推進

○ 高校

 ふ

 ふ

 

術体験事業～

力や感性の

る青少年鑑

くわくオー

対  象 

会   場 

実施回数 

ス利用補助

対象地域 

補 助 率 

ぶ「トライ

や自然の中

するため、

 象 全

 間 ６

助金額 定

貢献活動の

さと・ひょ

し、小中学

校生ふるさ

ふるさと貢

・対 象

・内  容

ふるさと課

・対 象

・内  容

    

～わくわくオ

の豊かな人材

鑑賞公演を実

ーケストラ教

全公立中学

（私立中学

県立芸術文

年間40回

助 

会場までの

1/3以内

イやる・ウィ

中で、生徒の

地域社会の

全公立中学校

６月または1

定額補助（神

の実施 

ょうごを愛す

学校では地域

さと貢献活動

貢献活動 

象 全県立

容 地域行

課題探求活動

象 全県立

容 学科、

  （商店

208 

オーケストラ

材を育成す

実施 

教室の実施

学校１年生

学生、国立

文化センタ

の移動距離

ィーク」の

の主体性を

の中で１週

校２年生

11月を中心

神戸市100千

する心を育

域に伝わる

動事業 

立高等学校及

行事への参加

動 

立高等学校及

部活動、授

店街の活性化

ラ教室～の実

するため、県

施 

生 等 

立中学生も参

ター 

離が全県の平

の実施

を尊重した

週間、様々な

等 

心とする１週

千円、その

育むため、高

る伝統文化に

及び中等教

加等、各校

及び中等教育

授業、グル

化などの地域

Ⅲ

実施

県立芸術文

参加可能）

平均を上回

＜地方創

体験活動を

な社会体験

週間 

の他市町150

高校３年間

に関する学

教育学校の

校のテーマに

育学校の２

ループ単位の

域課題解決

Ⅲ 次代を担

129,1

文化センタ

 

回る市町 

187,1

創生推進交付

を通じて「

験活動を実施

0千円） 

31,2

間を通した貢

学習を充実 

１年生中心

に沿った取

・３年生中

の取組 

決への協力、

担う人づくり

99 千円 

ー管弦楽

59 千円 

付金事業＞

生きる力」

施 

260 千円 

貢献活動

心 

取組 

中心  

参画等）

 

 



 

 

 ⑧

 

○ 伝統

 対

 内

ものづく

中学生

づくり体

○ もの

 実

 対

 実

○ もの

 実

 対

 実

統文化の学

対  象 

内    容 

り体験の提

生等のもの

体験館｣(姫

のづくり体

実施内容 

対 象 者 

実施校数 

のづくり体

実施内容 

対 象 者 

実施回数 

 

学びの充実事

モデル校1

伝統文化に

の連携 等

提供 

のづくりへの

姫路市)にお

体験学習 

熟練技能者

中学生（約

110校 

体験講座 

親子工作教

小中学生、

100回 

209 

事業 

12校 

に関する教

等 

の関心を高

おいて、本格

者によるプ

約15,400人

教室などの

、親子連れ

教育課程の開

高めるため、

格的なもの

プロの技の実

人） 

のものづく

れ 等 

Ⅲ

開発・実践

、県立もの

のづくり体験

実演と体験

り講座 

Ⅲ 次代を担

践、地域指導

65,9

のづくり大学

験の機会を

験指導を実施

担う人づくり

導者と 

966 千円 

学校｢もの

を提供 

施 

 



 

 (2)

 ＜豊

 ①

 

 ②

 

 ＜高

 ①

生きる力

豊かな感性

プロから学

世界の

し、総合

ことで、

を創出 

○ 対象

 平

○ 派遣

○ 負担

(拡)道徳教

ア 兵庫版

副読

の学び

施 

○ 配布

○ 配布

イ 道徳教

児童

するた

○ 道徳

 協

○ 道徳

 推

○ 道徳

○ (新

高齢者等の学

老人クラブ

高齢者

の見守

ア 子育て

力を育む教

と心を育む

学ぶ創造力

の第一線で

合的な学習

、より豊か

象校数 26

平成30年度

遣する講師 様

担割合 県

教育の推進

版道徳教育

読本を活用

びに加え、

布部数 19

布対象 小

教育の充実

童生徒の豊

ため、兵庫

徳教育実践

協議内容 

徳教育実践

推進地域 

徳教育実践

新)拠点校育

学習対策＞

ブ活動の強

者の社会参

り等の諸活

て支援・地

教育の推進

む教育＞ 

力育成事業の

で活躍する兵

習の時間等を

かな感性を働

60校（全中

度 87校 

様々な分野で

県1/2、市町

進 

育副読本の配

用した道徳教

家庭におい

9万700冊

小学校１・

実（8,527千

豊かな情操や

庫版道徳教育

践推進協議会

道徳科（「

践研究事業の

10地域 

践研修の実施

育成支援事業

＞ 

強化・推進

参加を促進す

活動に対し助

地域の見守

210 

の実施

兵庫県にゆ

を活用して

働かせ、新

中学校） 

で、世界の第

町1/2 

配布（17,1

教育を推進

いても活用

（４種類）

３・５年生

千円） 

や規範意識

育副読本等

会の設置

「道徳の時間

の実施 

施 

業の実施

するため、

助成 

り活動（84

ゆかりのあ

て、制作過程

たなアイデ

第一線で活躍

100千円）

進するため、

用できるよう

生、中学１年

識、他者への

等を活用した

間」）におけ

10地域 

単位老人ク

4,882千円）

Ⅲ

るクリエー

程等に触れ

デアを生む

躍する兵庫ゆ

、道徳科（

う、児童生

年生の全児

の思いやり

た道徳教育

ける教師の

クラブが行

） 

Ⅲ 次代を担

4,3

ーターを学校

れる講話や実

む力を身に付

ゆかりのクリ

25,6

（「道徳の時

生徒個人への

児童生徒 

などの道徳

育を全県的

授業力向上

95,8

行う子育て支

担う人づくり

350 千円 

校に招聘

実演を行う

付ける機会

エーター等

627 千円 

時間」）等で

の配布を実

徳性を育成

に推進 

上方策 等

878 千円 

支援や地域

 

会

等 

で

実

成

等 

域



 

 

 ②

○ 対象

○ 補助

○ 補助

○ 負担

イ 健康づ

○ 対象

○ 補助

  

○ 補助

○ 負担

高齢者への

高齢者

体系的な

○ いな

 

 大

 

 高

○ 阪神

 

象活動 子

ら

助対象 市

助単価 3,

担割合 県

づくり（健

象活動 健

助対象 県

   員

助単価 50

担割合 県

の学習機会

者の生きが

な学習機会

なみ野学園

４年制大学

学  科 

学年定員 

・受 講 料

大学院講座

・学年定員

・受 講 料

高齢者放送

ラジオ放

・ラジオ関

・受 講 料

神シニアカ

４年制大学

学 科 

学年定員 

開設場所 

・受 講 料

子どもとの体

らし高齢者等

市町老人クラ

500円/月

県1/2、市町

健康体操等）

健康づくり・

県老人クラブ

員数30人以上

00円/月 

県1/2、市町

会の提供

がいづくりや

会を提供 

園（加古川市

学講座 

園芸学科

100人

料 50,000円

座（２年制）

員 50人 

料 50,000円

送大学 

放送を通じて

関西 毎週土

料 6,000円

カレッジ（5

学講座 

園芸学

50人

宝塚ソリオ２

料 50,000円

211 

体験交流活

等への友愛

ラブ連合会

町1/2（政令

）の実施・

・介護予防

ブ連合会ま

上の老人ク

町1/2（政令

や地域づく

市）(25,51

科 文化学

100人

円 

） 

円 

て学習機会

土曜日 午

円（本科生）

56,715千円

学科 

人 

２学習室他 県

円 

活動等によ

愛訪問等の地

に加盟する

令市・中核市

普及促進活

のための体

または神戸市

クラブ 

令市・中核市

くり活動の人

16千円）

学科 健康づ

人 10

会を提供 

午前7:00～7

） 

円） 

健康学科

50人 

県立西宮香風高等

Ⅲ

る子育て支

地域におけ

会員数30人

市 県1/3、

活動（10,9

体操等の実施

市老人クラ

市 県1/3、

＜地方創

人材養成を

くり学科 陶

00人 

7:30 

国際

学校 尼崎市中

Ⅲ 次代を担

支援活動、

ける見守り活

人以上の老人

、市2/3） 

996千円） 

施・普及促進

ラブ連合会傘

、市2/3） 

82,2

創生推進交付

を図るため

陶芸学科 

40人 

際理解学科 

50人 

中小企業センター 

担う人づくり

ひとり暮

活動 

人クラブ

進活動  

傘下の会

231 千円 

付金事業＞

、総合的・

合  計

340人 

合計 

150人 

－ 

 

 



 

 ③

 

 ④

 

 ひ

※

ふるさとひ

地域づ

を学ぶ講

○ 講座

 定

 受

 講

 実

(新)いなみ

県、い

運醸成を

て、講演

○ 記念

 開

 開

○ ふる

 開

 内

ひと・まち

・学年定員

・受 講 料

・開設場所

※４箇所に

あわせて

 

ひょうご創

づくり活動

講座を開催

座運営（7,

定  員 

受 講 料 

講座内容 

実施場所：

み野学園 5

いなみ野学

を図るため

演会や交流

念イベント

開催場所 

開催内容 

るさと発見

開催場所 

内  容 

 

ち創造講座

員 30人 

料 25,000円

所 伊丹シ

に分散してい

て集約（整備

創生塾の実施

動のリーダー

催 

076千円）

１学年30人

30,000円

１年目：基

２年目：実

神戸クリス

0 周年プレ

学園の歴史、

め、県の高齢

流イベントを

ト 

いなみ野学

講演会、パ

県高齢者

よる演奏

見講座 

いなみ野学

兵庫県史

212 

（２年制）

円 

ョッピング

いる学習室

備年度：平

施

ーを養成す

 

人 

基礎講座、

実践活動

スタルタワ

レ事業

、活動を振

齢者大学の

を実施 

学園 

パネルディ

大学生グル

・演技 等

学園大講堂

・県政、い

 

グデパート

室を宝塚健康

平成28～30年

するため、活

演習・実習

ワー内 

振り返り、平

の拠点施設で

ィスカッシ

ループの学

等 

堂 

いなみ野学園

Ⅲ

７階（伊丹

康福祉事務

年度） 

＜地方創

活動実践に

習 

＜県政

平成31年度

である「い

ョン、高齢

習成果発表

園史 

Ⅲ 次代を担

丹市） 

務所の新庁舎

7,0

創生推進交付

に不可欠な知

1,0

政150周年記

度の50周年に

いなみ野学園

齢者とこど

表、地元幼小

担う人づくり

舎整備に

076 千円 

付金事業＞

知識・技能

000 千円 

記念事業＞

に向けた機

園」におい

もの交流、

小中高大に

 

 

能

 

機

い

に



 

３ 

 ①

大学教育

(新)新学部

社会の

力ある教

(仮称)及

ア (新)新

平成3

や情報漏

○ 構 

○ 機 

○ 総事

○ 供用

○ 事業

イ (新)国

平成3

めの国際

○ 構 

○ 機 

○ 総事

○ 供用

○ 事業

ウ 既存設

の充実 

部開設に伴

のニーズに

教育研究を

及び国際商

新教育研究

31年４月開

漏洩対策機

 造 ４

 能 サ

ラ

※

※

事業費 1,

用開始 平

業内容 

国際学生寮

31年４月開

際学生寮を

 造 ６

 能 国

国

事業費 2,

用開始 平

業内容 

設備の改修

伴う神戸商科

に的確に対応

を進めるため

商経学部(仮

究棟の整備

開設予定の社

機能を持たせ

４Ｆ建（3,3

サーバ室、デ

ラーニングコ

※１ Probl

※２ 複数の

刷物等

習スタ

328,484千

平成32年４月

（平成30年度

寮の整備（3

開設予定の国

を整備 

６Ｆ建（6,4

国際学生寮

国際交流セン

453,704千

平成31年10月

（平成30年度

修（116,516

213 

科キャンパ

［

応するとと

め、経済学

仮称)を設置

（64,367千

社会情報科

せた新教育

300㎡） 

データ演習

コモンズ※

lem-Based-

の学生が集

等）から得

タイルを可

千円 

月 

度）設計、

359,749千

国際商経学

410㎡） 

（２～６Ｆ

ンター（１

千円 

月 

度）設計、

6千円） 

パスの整備等

うち平成2

ともに、激化

学部・経営学

置するとと

千円） 

科学部（仮称

育研究棟を整

習室、共同研

２、教員研

-Learning

集まって、様

られる情報

可能にする場

建設工事

円） 

学部（仮称）

Ｆ） 

１Ｆ） 

建設工事

Ⅲ

等

9年度２月

＜県政

化する大学

学部を再編

もに、必要

称）に必要

整備 

研究室、Ｐ

究室 

様々な情報

報を用いて

場を提供す

入学生や

Ⅲ 次代を担

567,4

補正 97,

政150周年記

学間競争に勝

編し、社会情

要な施設を整

要な高度情報

ＰＢＬ※１演

報資源（電子

議論を進め

するもの 

や他学部留学

担う人づくり

473 千円 

374千円］

記念事業＞

勝ち残る魅

情報科学部

整備 

報処理演習

演習室、 

子情報・印

めていく学

学生等のた

 

 

 

魅

部

習

印

学

た



 

 

 ②

 

平成3

室を改修

○ 中規

効

を想

○ ＰＣ

新

設

エ 留学生

平成3

るための

○ 目標

○ 海外

 訪

○ 日本

オ 広報活

広報活

じめ関係

姫路工学キ

県立大

人材育成

○ 場 

○ 整備

○ 総事

○ 整備

○ 平成

 新

31年４月の

修 

規模教室の

効率的な講

想定した授

Ｃ教室の集

新学部で行

・集約し、

生確保対策

31年４月の

の、海外で

標：30名/年

外での留学

訪問予定 

本留学フェ

活動の強化

活動を総括

係者へ効果

キャンパス

大学工学部

成、地域支

 所 姫

備内容 昭

究

事業費 約

備期間 平

成30年度 

新２号館設

の新学部開設

の改修（10室

講義実施のた

授業のための

集約（２室）

行う情報処理

全体で120

策の実施（1

の国際商経学

でのＰＲ活動

年 

学説明会及び

12カ国（タ

ェアへの出展

化（10,000千

括する体制を

果的に情報が

スの整備

部・工学研究

支援の拠点を

姫路市書写2

昭和40年代前

究・先端研究

（延床面積約

約115億円

平成26～35年

設計、学生サ

214 

設に伴うカ

室） 

ため、老朽

の最新のOA

） 

理教育のた

0名の収容力

16,841千円

学部（仮称

動等を強化

び面接の実

タイ、ベト

展 

千円）（③運

を整備し、

が到達する

究科が持つ

を整備 

2167 

前半に建設

究施設等の

約34,000㎡

年度（10年

サークル会

カリキュラム

朽化した既存

A機器を整備

ため、手狭で

力のある教

円）（③運営

称）開設に向

化 

実施 

トナム、マ

運営費交付

新たに広報

るよう、広報

強みを更に

設した10施設

の６施設に集

㎡） 

年間） 

会館改修 等

Ⅲ

ム変更に対

存教室を改

備 

で散在して

教室へ改修 

営費交付金の

向けて、優

レーシア、

付金の内数）

報戦略を定

報活動を強

に生かすた

設の建替等

集約、再編

等 

Ⅲ 次代を担

対応するた

改修し、パソ

ているＰＣ教

の内数） 

優秀な留学生

インドネ

） 

定め、学生や

強化 

1,327,0

め、最先端

等を行い、教

編 

担う人づくり

め、既存教

ソコン使用

教室を移

生を確保す

シア等）

や企業をは

084 千円 

端工学研究、

教育研 

 

教

す

は



 

 ③

    ◎

○

 

○

 

○

    

 

公立大学法

公立大

要な財源

○ 標準

大

○ 特定

大

○ 就学

家

満の

 

◎学生定員

○学部   

区分 
経

学

総定員 

○大学院(博

区分 

総定員 

区分 
ｼ

学

総定員 

○大学院(博

区分 

定員 

区分 

総定員 

法人兵庫県

大学法人兵

源に充てる

準運営費交

大学等の運

定運営費交

大学が個性

学支援金等

家庭の教育

の世帯の生

（平成30年

 

経 済 

学 部 

経

学

800 

博士前期課程

経済学 

研究科 研

40 

ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ 

学研究科 研

40 

博士後期課程

経済学 

研究科 

15 

看護学 

研究科 

12 

県立大学運営

兵庫県立大学

るため、運営

交付金（6,5

運営に必要な

交付金（818

性化・特色化

等（50,461千

育費負担を軽

生徒に対し、

年４月１日現

 

経 営

学 部
工

920

程・修士課

工 学

研究科

物

300

会 計

研究科

80

程)    

経営学

研究科

1

応用情報

科学研究科

3
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営費交付金

学の大学、

営費交付金

520,172千

な毎年度の

8,169千円）

化を進める

千円） 

軽減するた

、授業料に

現在）  

工学部 理

1,408

課程・専門職

物質理学

研究科 

64

経 営 

研究科 

90

    

学 

科 

工

研究

18

報

科

ｼﾐｭﾚｰ

学研究

30

金の交付

附属高等学

金等を交付

円） 

の標準的経費

） 

る事業等の財

ため、附属高

に充てるた

     

理学部
環

学

700

職学位課程

生命理学

研究科 

34

緑環境景

観ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

研究科 

40

     

学 

究科 

物質

研

60

ｰｼｮﾝ

究科

地域

ﾏﾈｼ

研

12

Ⅲ

学校及び附

費の財源に

財源に充て

高等学校に

めの就学支

    

環境人間

学    部

看

学

810

程)    

環境人間 

学研究科 

60 

地域資源 

ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 

研究科 

24 

    

質理学

究科 

生

研

33

域資源

ｼﾞﾒﾝﾄ 

究科 

6

Ⅲ 次代を担

7,388,8

附属中学校の

に充てるた

てるために交

通う一定の

支援金等を支

 

 (

看 護 

学 部 

410 

    (単

看護学 

研究科 

50 

減災復

興政策

研究科 

24 

   (単

生命理学 

研究科 

9 

計 

213 

担う人づくり

802 千円 

の運営に必

めに交付

交付 

の収入額未

支給 

単位：人)

計 

5,048

単位：人)

応用情報

科 学 

研究科 

80

 

計 

926

単位：人)

環境人間

学研究科

18

 

 

必

未

8



 

 ○

○

 

 ④

 

○大学院(一

区分 

総定員 

○附属学校

区分 

総定員 

ＨＵＭＡＰ(

兵庫地

海外大学

○短期

 

受 

派 

○研究

 

受 

 H

留

一貫制博士課

生命理学 

研究科 

46 

校     

高等学校 

480

(兵庫・アジア

地域とアジ

学との学生

留学生に対

区

入
６か月

８日以

遣
６か月

インタ

究者交流事業

区

入 短期交

HUMAPを通じ

留学生自身が

 

課程) (単

看護学 

研究科 

10

    

中学校

0 210

ア太平洋大学

ジア・太平洋

生、研究者交

対する奨学

区 分 

月以上 12 か

以上１か月程

月以上 12 か

ターンシップ

業（5,596 千

区 分 

交流 

じた兵庫と世

が作成する留

216 

単位：人)

計 

56

(単位：人

計 

0 690

間交流ネット

洋地域を中

交流を推進

学金の支給等

人

か月以内

程度 

か月以内

プ枠 

千円） 

人

世界との繋が

留学体験記

     

区分

総定員

人) 

0

トワーク)構想

中心とした

進 

等（48,295

人 数

35 人 ８

10 人 ４

15 人 ６

10 人 ８

人 数

10 人 滞

がりをアピー

をホームペ

Ⅲ

    

大学院

員 1

想の推進

＜地方創

大学間ネッ

5 千円） 

単

万円/月 

万円・８万

～10 万円/

万円/月(県

滞在費 38.8 万

ールし、交流

ページで発信

Ⅲ 次代を担

   (単

院計 総

1,195 

53,8

創生推進交付

ットワーク

単 価  等 

万円/月 

/月（派遣地域

県立大枠５名

単 価 

万円/回 等

流を活性化

信 

担う人づくり

単位：人)

総合計 

6,243

891 千円 

付金事業＞

を基盤に、

域毎に設定）

名) 

等 

するため、

 

 

 



 

 ⑤

 

(拡)専門職

地域創

（以下、

○ 専門

 委

 分

 回

 内

○ (新

て

○ (新

 キ

地

 プ

 

職大学構想

創生に資す

、専門職大

門職大学開

委 員 数 

分  野 

回  数 

内  容 

新)基本計画

大学設置

て、基本計画

新)先行ソフ

キックオフ

但馬での

地域の人材

・開催時期

・開催場所

・開催テーマ

・内  容

プレカレッ

地元住民

講座名

対象者

参加者

開催時期

開催場所

想の推進

する産業分野

大学）の具体

開設準備委員

８人×２分

①観光・文

３回×２分

基本計画、

画等策定に向

置申請に向け

画の具体化

フト事業の実

フシンポジウ

の専門職大学

材ニーズ等を

期 平成30年

所 豊岡市内

マ アートマ

容 基調講演

ッジの実施

民に専門職大

名 
ＴＡＪ

者 

者 

期 ２ヶ月

所 

217 

野を担う専

体化を図り

員会等の開

分野 

文化分野、

分野 

、カリキュ

向けた調査

けて重要と

化に向けた調

実施（但馬

ウム 

学の開設に

を踏まえた

年９月～10

内（豊岡市

マネジメン

演、パネル

大学のイメー

ＪＭＡ観光

市民講座

一般県民

約50名

月に１回（６

豊岡市民プ

専門人材を育

、専門職大

開催（1,607

②食分野

ュラム内容の

査の実施（但

となる入学者

調査を実施

馬地域）（3

に向け、地域

た先行的な取

0月頃 

市民プラザ等

ントによる観

ルディスカ

ージを持って

・芸術カレ

６回/年） ７

プラザ・城崎

Ⅲ

＜県政

育成する新

大学の開設

7千円） 

の具体化等

但馬地域）

者、人材ニ

施 

3,548千円）

域を巻き込

取組を実施

等） 

観光・地域

ッション等

てもらうた

ッジ（短期

高校生向け

高校

約20

７～８月（５

崎アートセン

Ⅲ 次代を担

10,1

政150周年記

新たな高等教

設に向けた取

等の検討 

（5,000千

ーズ等の調

） 

込んだ取組と

施 

域振興方策

等 

ため、模擬講

体験講座）

け体験講座 

校生 

0名 

５日間程度）

ンター 

担う人づくり

55 千円 

記念事業＞

教育機関

取組を推進

千円） 

調査に加え

とするため

（仮題）

講座を開催

 

 

 

 

進 

え

、



 

IV 元

１ 

 (1)

 ＜県

 ①

＜

元気な地域

定住カム

県内企業

県内就職の促

(拡)「ひょ

＜若者と県

○ (拡

県

進す

支援

 補

 支

・

・

・

・

・

 (拡

 補

※

 実

 実

○ 県外

大

業説

 大

○ (新

域づくり 

バックの促

業への就職

促進＞ 

ょうごで働

県内企業との

拡)中小企業就

県内中小企

するため、

援 

補助対象 

支援対象者 

正社員であ

30歳未満

日本学生支

申請時点で

申請時点で

拡)支援期間 

補 助 率 

※政令市・中

実施期間 

実施方法 

外でのUJIタ

大学卒業時

説明会を開

大阪開催 

・開催時期

・開催日数

・参加企業

新)第２新卒

促進 

職支援やカム

働こう！プロ

のマッチン

就業者確保

企業の人材確

従業員の奨

本社が県内

上記企業に

あること

（申請年度

支援機構の

で県内事業

で当該企業

対象者１人

奨学金年間

中核市内に居

平成28年度

（一財）兵

ターン合同

時の地元就職

開催 

期 平成30年

数 ３回 

業 30～50社

卒者県内企業

218 

ムバック・

ロジェクト

ング＞ 

保支援事業（

確保を図る

奨学金の返

内にある中

に勤める者

 

度末時点で2

の奨学金を受

業所に勤務す

業就職後５年

人につき最

間返済額の1/

居住・勤務の

度～平成31

兵庫県雇用

同企業説明会

職と県外か

年６・10月

社程度 

業就職促進

定着の促進

ト」の展開

＜一部

（兵庫型奨学

るとともに、

済負担軽減

中小企業 

者で、以下の

29歳以下）

受給し、返

する者 

年以内 
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 新卒就職者の約３割が入社後３年以内に離職していることを踏まえ、い

わゆる第２新卒者の県内企業への誘導を促進 

 情報発信及び情報検索、発信機能の強化（4,083千円） 

・第２新卒者向け転職サイトに兵庫県特集を掲示 

（年２回、各４週間予定） 

・ひょうご・しごと情報広場ホームページのリニューアル 

 第２新卒者向け企業説明会開催（2,982千円） 

・開催場所 大阪１回（平成30年11月予定） 

・参加企業 ひょうご応援企業を中心に40社程度 

・対 象 者 第２新卒者等 

 県内企業情報発信・採用力強化セミナー（498千円） 

・実施場所 県下２箇所（神戸市・姫路市を想定） 

・内  容 

 情報発信強化コース：企業HPのブラッシュアップ、SNSの活用方法 

 採用力強化コース  ：効果的な採用活動、定着に向けた環境整備 

・参加者数 50名/コース 

・実施方法 兵庫県雇用開発協会へ委託 

○ (拡)企業魅力アップ・定着支援事業（9,761千円） 

 新規学卒者等の採用に苦労している中小企業の人材確保対策のため、採

用力・定着力強化に向けた取組みを実施する県内中小企業へ補助 

・(拡)対象地域 阪神北・東播磨・北播磨・中播磨・西播磨・但馬・丹波・

淡路の８地域（中核市除く） 

・対象企業 対象地域に本社又は主たる事業所を置く中小企業 

・補 助 率 補助対象経費の1/2 

・支援内容 

補助メニュー 補助対象経費 補助対象上限 

面接旅費助成 

企業が負担する新規学卒者、UJIターン

就職希望者（県外に居住し、採用予定時

に45歳未満の者）の面接選考時の旅費 

旅費(90千円) 

宿泊費(10千円、

一泊限り) 

転居費用助成 

企業が負担した新規学卒者、UJIターン

就職者（県外から転居した採用時に45

歳未満の者）の転居費用 

単身者100千円 

家 族 を 伴 う 者

400千円 

（新）採用活動・

助成情報発信 

民間求人メディア掲載料、民間転職フェ

ア出展料、自社HP改修費 
400千円 
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＜県内企業の魅力発信＞ 

○ 高校・大学生「兵庫就活」促進事業（26,744千円） 

 高校生対象 

高校生の県内就職を促進するため、県内企業の魅力を掲載した企業 

ガイドブックを高校２年生全員に配付し、県内企業情報を発信 

・配付対象 高校２年生等 

・発行部数 53,000部 

・掲載企業 県内に本社を置く中小企業、７区分各70社程度 

（全県共通40社、県民局管内各30社） 

※地域を代表する企業や高い技術力を誇るBtoB企業など 

 大学生対象 

大学生が県内企業への理解を深めるための情報提供、研究活動の支 

援を実施 

・大学生が県内中小企業の課題を研究、発表 

・企業ガイドブックのWeb版を作成・掲載 

※企業の採用広報解禁の３月までに公開 

○ 「ひょうご応援企業」就職支援事業（7,991千円） 

兵庫で就職を希望する若者を積極的に採用する企業を「ひょうご応援企

業」として登録し、若者と企業のマッチングを促進 

 事業内容 企業紹介HPの作成、面接会、大学内企業説明会の開催 

○ ひょうご・しごと情報広場における就職支援の実施（56,678千円） 

学生や既卒者など、主に若年層を対象にきめ細やかな就職支援・総合的

な職業相談を実施するとともに、しごと全般に関する情報提供を実施 

 総合相談・情報提供事業（43,553千円） 

・事業内容 幅広い年齢層の求職者を対象とした職業相談の実施及び 

しごと全般に関する相談・情報提供を行うとともに、必 

要に応じて他の専門機関へ誘導 

・相談時間 10:00～19:00（土日祝日は除く） 

・対 象 者 求職者全般 

・設置場所 神戸クリスタルタワー12階 

 若者しごと倶楽部運営事業（8,109千円） 
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・事業内容 個々の課題に対応するとともに、人材ニーズに合致した 

キャリア形成による早期就職を支援 

・対 象 者 大学生、若年求職者 

 年長フリーター等就職支援事業（5,016千円） 

・事業内容 人材エージェントによる求人開拓及び企業説明会を実施 

・対 象 者 年長フリーターなど不安定就労の状況にある者 

○ カムバックひょうごハローワークにおける就労相談の実施（9,137千円） 

首都圏における移住情報発信とUJIターン促進の拠点である「カムバッ

クひょうご東京センター」に職業紹介を行う「カムバックひょうごハロー

ワーク」を併設し、移住相談と就労相談を一体的に実施 

 設置場所 カムバックひょうご東京センター内 

（パソナグループ本部ビル３階〔東京都千代田区〕） 

 開 所 日 週４日（火・水・金・土） 

 内  容  

・ハローワークの求人情報等に基づく職業相談・紹介 

・首都圏大学のキャリアセンターと連携した兵庫県企業のPR 

・出張職業紹介（関係機関と連携した職業紹介、カムバックひょうご東

京センターが出展するUターンイベント等） 

・各県機関と連携した支援情報の提供（起業家支援補助金や就農相談等） 

＜大学と連携した県内企業への就職の促進＞ 

○ 県内大学と連携した就活支援事業（18,812千円） 

就職支援協定、地域創生包括連携協定の締結大学が行う取組を支援 

 県内大学への就活支援事業 

・補助対象 以下の取組を全て行う大学 

学内就職状況等の把握と県への提供 

県内企業情報の学生への提供 

インターンシップ支援 

学内企業説明会や企業見学会の実施 

卒業生に対する就職支援 

・補 助 額 

学部学生数2,000人未満 300千円 

学部学生数2,000人以上 500千円 
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部から多自

ための知識

象経費 都

等

助 率 定

定地区 ５

うご IT 事業

減対策の一

地域におい

対象地域 阪

播

た

※

助対象事業

IT技術を活

インターネ

象経費・補

対象経

賃借料 

通信回線使用

人件費 

建物改修費 

事務機器取得

助総額（３年

①～③：最

助率 1/2以

定件数 新

 

ジェクト

自然地域への

識・技能の習

都市部住民に

等に要する経

定額（上限1

５地区 

業所開設支

一環として、

いて、事業者

阪神北地域※

播磨地域※、

ただし、指定

※平成30年度

業 

活用した製品

ネットビジネ

補助上限額

費 

用料 

得費 

年間） 

最大３年、④

以内 ※人

新規８件、継
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の移住、定

習得研修、

に対する相

経費 

1,000千円）

支援事業の実

、情報通信

者が新たに

※、東播磨

但馬地域、

定都市・中

度拡充地域

品・ソフト

ネス（ネッ

補助

1,

④・⑤：事

人件費：定額

継続16件

定住等を促進

空き家情報

相談窓口の設

） 

実施

信産業の振興

に実施する

地域※、北

、丹波地域

中核市を除く

域 

トウェア・

ット通販）な

助上限額 

600千円

600千円

000千円／年

1,500

500

8,600

事業所開設時

額補助 

＜地方創

進するため

報の発信等

設置、田舎

興や地域活

IT事業所の

播磨地域※

域、淡路地域

く 

コンテンツ

などのサー

円／年

円／年

年・人

0千円

0千円

0千円

時１回限り

Ⅳ 元気な

5,1

創生推進交付

め、地域が行

等を支援 

舎暮らし習得

27,0

活性化を図る

の開設を支

※、中播磨地

域 

ツなどの開発

ービス関連事

り 

な地域づくり

00 千円 

付金事業＞

行う田舎暮

得研修 

082 千円 

るため、県

援 

地域※、西

発 

事業等 

 

 

暮

県



 

 ⑥

 

 

型 

住宅型 

事業所型 

地 域 交 流 
拠点型 

※１ 

※２ 

※３ 

   

※４ 

 

 

(拡)空き家

一戸建

る者等に

【平成 3

 事

 不

対象区域

対象住宅

対象

改修費 
（タイプ別） 

若
世

(拡)改

改修

姫路市の

改修後に

若年世帯

子育て世

市町が空

家活用支援

建てや共同

に対し、そ

0 年度拡充

事業所型の

不動産業者

域 

宅 

象経費 

一般 

若年・子育て
世帯※3 

改修費 

修費 

の旧香寺町

において、一

帯 ：夫婦の

世帯：高校卒

空き家改修に

 

援事業の推進

同住宅の空き

その改修に要

充内容】 

の改修費の補

者が関与する

政令

一戸
 
〔補

(1) 

(2) 

(3) 

対象事
（千円

戸建て 

3,000 

て 
3,000 

4,500

10,000

・安富町・

一定の耐震

の満年齢の

卒業までの

に対して補
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進

き家を住宅

要する費用

補助額をか

る空き家及

令・中核市

戸建ての空

補助対象と

空き家期

築20年以

台所、浴

れかが10

要である

事業費 
円） 

共同 

2,000
市

そ

2,000
市

そ

3,500
市

そ

7,000
市

そ

夢前町・家

震性能を有す

の合計が80歳

の子がいる世

補助するこ

宅、事業所又

用の一部を支

かさ上げ 

及び共同住宅

（

を除く市町

き家、共同

なる空き家

間が６か月

上であるこ

室、便所等

年以上更新

こと 

補助率 

市街化※4 1

の他 2

市街化※4 2

の他 3

市街化※4 1

の他 2

市街化※4 1

の他 3

家島町の区

するもの

歳未満で、

世帯で、空

とが条件

＜地方創

又は地域交

支援 

宅の空き住

下線部は平

町の区域※１

同住宅等の

家要件の改

月以上であ

こと 

等の水回り

新されてお

負担割

県 

/2 1/4 

/3 1/3 

/3 1/3 

/4 1/2 

/2 1/4 

/3 1/3 

/2 1/4 

/4 1/2 

区域は対象 

空き家の取

空き家の取得

Ⅳ 元気な

91,7

創生推進交付

交流拠点とし

住戸を対象

平成 30 年度
１ 

空き住戸※

改正〕 

ること 

設備の全部

らず、機能

割合 県

市町 
戸建

1/4 

1/3 1,

1/3 1,

1/4 1,

1/4 1,

1/3 1,

1/4 2,

1/4 5,

取得が要件

得が要件 

な地域づくり

779 千円 

付金事業＞

して活用す

に追加 

度変更部分

※2 

部又はいず

能回復が必

県補助限度額
（千円） 

建て 共同

750 500

000 666

000 666

500 1,000

125 875

500 1,166

500 1,750

000 3,500

件 

 

 

す

分） 

ず

必

0

6

6

0

5

6

0

0



 

 (2)

 ①

 

 ②

 ③

 

 ④

空き家

(拡)空き家

(新)空き家

増加す

の対策マ

○ 事業

 住

 対

 

(新)空き家

空き家

管理を支

○ 対象

 二

 空

（関

 

の

※  

○ 事業

○ 対象

○ 補助

○ 負担

(拡)古民家

既存ス

承を図る

○ 事業

 建

・空き床対

家活用支援

家対策マニ

する空き家

マニュアル

業内容 

住宅所有者

対策検討の

家管理サー

家放置によ

支援 

象住宅 次

二次的住宅

空き家特措

関係法令違

５年以上空

のために必

集落内に

業主体 政

象経費 地

助基本額 20

担割合 県

家再生の促

ストックの

るため、古

業内容 

建物調査 

対策の充実

援事業の推進

ニュアルの作

家の抑制のた

ルを作成 

者に対する

のワークシ

ービス支援事

よる地域活力

次の要件を満

宅又は賃貸

措法に基づ

違反でないも

空ける予定で

必要なもの

にある３戸以

政令市・中核

地域団体が集

00千円／市

県1/4、市町

促進支援

の有効活用、

古民家の再生

227 

進(参照 P2

作成

ため、県民

ヒアリング

ョップ 

事業

力の低下を

満たす一戸

・売買物件

く措置を受

もの） 

であるが、

と市町が認

以上の空き

核市を除く

集落単位で

市町・年 

町1/4、地域

、伝統的木

生を支援

226)

の住宅に関

グ 

を防止するた

戸建て空き家

件でないもの

受けていない

将来的に活

認めるもの

き家を包括的

く市町 

で行う管理費

域団体1/2

木造建築技術

関する意識

ため、集落

家 

の 

いもの 

活用見込み

的に継続管

費（状況確

＜地方創

術やまちな

Ⅳ 元気な

91,7

1,5

識啓発に活用

5

落単位の空き

みがあり、地

管理する場合

確認、維持管

26,2

創生推進交付

なみ景観の維

な地域づくり

779 千円 

500 千円 

用するため

500 千円 

き家の維持

地域の維持

合に限る

管理） 

253 千円 

付金事業＞

維持・継

 

持

持 

 



Ⅳ 元気な地域づくり 
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  専門家を派遣して古民家を調査し、修繕・再生の可能性について助言（予定件数：21件） 

 古民家再生提案 

 建物調査を行った古民家のうち、特に再生を推奨するものについて、 

専門家を派遣して再生提案を実施（予定件数 ７件） 

 (拡)改修工事費助成 

  再生提案した古民家のうち、地域活動や交流・宿泊体験施設及び 

店舗など地域の賑わいや地域活性化に資する施設改修に補助 

（下線部は平成30年度変更部分） 

 

 

 

 

 

 

 ※歴史的建築物に、ひょうごの近代住宅100選を追加 

   ・予 定 件 数 ５件（うち歴史的建築物分１件） 

 (新)フィジビリティ調査への支援 

改修後の施設運営計画が適切となるよう経営コンサル等へのフィジビ

リティ調査費を支援 

・対象限度額 1,000千円 

・負担割合  県1/4、市町1/4、所有者1/2 

  

対象経費区分 

（百万円） 

補助額 

一般 
 

歴史的建築物※ 

5 以上、10 未満 2,500 千円 

10 以上、20 未満

3,500 千円 

5,000 千円 

20 以上、30 未満 8,500 千円 

30 以上 10,000 千円 



 

 ⑤

    

 

(新)空き床

閉鎖さ

ため、改

区分

対 象 施

対象区

対 象 経

補 助 率

補助限

対 象 要

 ※ 促

床等活用支

された事業

改修費等に

分 

施 設  
築 2

（空

区域 県内

経 費  建物

率 等  1/2

限度額 

1,0

１回

要 件  
入居

促進地域：但

宍

 

支援事業

業用建物や、

に対して支援

空き事業用

20 年以上の

空室期間６

内全域 

物の改修費

（県 1/4、

00 千円（県

回限り 

居先での常

（促進地域

但馬、丹波

宍粟市、た
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、オフィス

援 

用建物活用

の事業用建

ヶ月以上）

用 

市町 1/4）

県負担）

用雇用者数
※６人以上

波、淡路地域

たつの市（旧

ビルの空き

用型 

物 

 

オ

①

②

建

 1

1

入

数：11 人以

上） 

域、西脇市

旧新宮町の

き床への企

空きオ

オフィスビ

（空室期間

①都市再生緊

②市街地再

北東、新長田

建物の賃借

/2（県 1/4

,000 千円

入居から１

以上 

市、多可町

のみ）、上郡

Ⅳ 元気な

10,0

企業の入居を

オフィス入居

ビルの空き床

６ヶ月以上

緊急整備地

再開発地区（

田駅南地区な

借料 

4、市町 1/

（県負担）

年限り 

町、神河町、

郡町、佐用町

な地域づくり

000 千円 

を促進する

居型 

床 

上） 

地域（三宮）

（西宮北口駅

など 80 地区）

/4） 

 

赤穂市、

町 

 



 

２ 

 (1)

 ①

 

働く場の

雇用・就

(拡)ひょう

成長が

た支援を

○(拡)対

○事業

 

(新

Io

(新

ッ

(新

す

 航

(拡

入

(新

援

(新

ー

 ロ

(拡

促

 環

(拡

ー

(拡

ギ

充実 

就業機会の

うご次世代産

が見込まれ

を重点的に

対象分野 (新

先端

業内容 

(新) AI・I

事 業

新) ものづ

oT 導入支援事

新)IoT もの

ッチング事業 

新)技術開発

す人材育成支援

航空・宇宙

事  業

拡)中小企業航

入促進事業 

新)知的財産等

援事業 

新)ものづく

ー但馬の開設 

ロボット分

事  業

拡)ロボット

促進事業 

環境・エネ

事  業

拡)水素等次

ー産業分野参入

拡)中小企業

ギー分野参入促

の確保 

産業高度化プ

れる次世代産

に展開し、安

新)AI・IoT、

端医療、雇

IoT分野 

業 名 

くり中小企

事業 

づくり企業

発力向上をめ

援事業  

宙分野 

業  名 

航空機分野参

等技術総合支

り支援センタ

分野 

業  名 

ト実用化･普及

ネルギー分野

業  名 

次世代エネル

入促進事業

業環境・エネル

促進事業 
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プロジェクト

産業分野を

安定的かつ

航空・宇宙

雇用促進 

業
①相談窓

②人手不

ト導入

マ 推進員に

導入等を

ざ 既存の従

の進出を

参 航空機産

技術者養

支
セミナー

タ
瀬戸内臨

くい但馬

くり支援

及
専門家派

野 

ギ セミナー

材育成を

ル
研修等に

ト(仮称)の推

を対象に、事

つ良質な雇用

宙、ロボッ

窓口の開設や

不足対策や生

入モデル実証

による個別マ

を支援 

従業員の能力

を支援 

産業参入に不

養成を支援

ーや個別訪問

臨海部に集積

馬地域におい

援センター」

派遣等による

ーの開催によ

を支援 

による在職研

推進

（一部法

事業の高度

用を戦略的

ト、環境・

主な内容 

やアドバイザー

生産性向上のた

証等への支援 

マッチング、商

力開発による

主な内容 

不可欠な認証取

問による指導

積する技術支援

いて、県内４か

を開設 

主な内容 

る試作を支援 

主な内容 

よる参入支援、

研究員の技能向

Ⅳ 元気な

578,7

法人県民税超

度化や新規参

的に創造 

次世代エネ

ー派遣による

ために行うI

商談会等によ

る技術革新や

取得や非破壊

・助言を実施

援機関の支援

か所目となる

、認証取得や

向上や試作を

な地域づくり

703 千円 

超過課税）

参入に向け

ネルギー、

る支援 

IoTのテス

より IoT の

や新分野へ

壊検査等

施 

援が届きに

る「ものづ

や試作・人

を支援 

 

 

け



 

 

 ②

 健

(拡

入

(新

タ

 雇

(新

(拡

(拡)産業立

地域創

立地条例

立地を促

ア 産業立

区  

雇 用

設 備

補  

外 資 系

向 け ｵ

賃 料

オ フ ィ ス

促 進 賃 料

新 産

立 地

賃 料

健康・医療

事  業

拡)医療・介

入促進事業 

新)統合的ヘ

タベース構築人

雇用促進分

事  業

新)地域次世

造推進事業 

拡)事業拡大

確保・育成支

立地促進補

創生を進め

例に基づき

促進 

立地促進補

分 

補 助 

要

 

補

補

投 資 

 助 

要

 

補

 

補

企 業 

ﾌ ｨ ｽ 

補 助 

要

補

補

ス 立 地 

料 補 助 

要

補

補

業 

促 進 

補 助 

要

補

補

療分野 

業  名 

介護機器分野参

ヘルスケアデ

人材育成 

分野 

業  名 

世代産業雇用創

大雇い入れ人材

支援事業 

補助・税軽減

め、地域経済

き、産業立地

補助の実施

要  件 県

以

    設

補助単価 新

補助限度額 ３

要  件 工

    研

補 助 率 工

    研

補助限度額 上

要  件 外

補 助 率 賃

補助限度額 20

要  件 県

人

補 助 率 賃

補助限度額 20

要  件 中

補 助 率 賃

補助限度額 20
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参
専門家に

ー
ヘルスケ

創 県民局・

代企業と

材 中小企業

伴う従業

減の実施

済の活性化

地促進補助

（本社機能

県内に住民票

以上 

設備投資額５千

新規正規雇用者

億円 

工 場 等：先端

円］

研究施設：設備

工 場 等：投資

研究施設：投資

上限なし 

外国・外資系企

賃料×1/2（県

00万円/年、

県内に住民票

人)以上  

賃料×1/2（県

00万円/年、

中核施設※２ に

賃料×1/2（県

00万円/年、

による助言や

ケアに関する

・県民センタ

と求職者のマ

業の次世代産

業員の雇い入

化と雇用機会

助、税の軽減

能以外） 

補助率

を有する新規

千万円以上 

者※１ 30万円

端事業の設備

］以上（促進

備投資額が５

資額の３％

資額の５％

企業等 

県1/4、市町1

３年間 

を有する新規

県1/4、市町1

３年間 

に入居する新

県1/4、市町1

３年間 

主な内容 

や試作を支援 

るデータベース

主な内容 

ーに推進員を

マッチングを支

産業分野への新

入れ、人材育成

会の創出を

減措置等に

率等 

規正規雇用者

（促進地域以

円/人 (促進地

備投資額が20

進地域１億円

５億円以上(促

（促進地域 

（促進地域 

/4） 

規正規雇用者

/4） 

新産業分野の企

/4） 

Ⅳ 元気な

ス構築人材を

を設置し、地

支援 

新規参入、事

成を支援 

1,588,3

を実現するた

により、県内

者※１11人(促進

以外） 

地域60万円/人

0億円［中小企

円以上、先端性

促進地域 １

５％） 

７％） 

者※１ 11人(促

企業（中小企

な地域づくり

を育成 

地域の次世

事業拡大に

381 千円 

ため、産業

内への企業

進地域６人)

人) 

企業は10億

性不要） 

億円以上)

促進地域６

企業に限る）

 

業

業
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外 資 系 企 業 

設 立 支 援 補 助 

要  件 外国・外資系企業の日本本社 

補 助 率 ①市場調査経費等×1/2 ②法人登記経費等×1/2  

補助限度額 ①100万円/社 ②20万円/社  

※１ 新規正規雇用：①新たに雇用する正規従業員、②県外から異動する正規従業員 

※２ 企業の試験研究施設等のための建物であって、産学集積群の形成の促進に寄与する産業 

の集積に資する研究支援施設または地域産業の高度化や雇用の創出に寄与する産業の集積 

に資する施設（500㎡以上の賃貸用床面積を有するものに限る） 

イ 税軽減の実施（本社機能以外） 

区  分 軽減率等 

不動産取得税 

要 件：①指定拠点地区：雇用要件なし 

②上記以外の促進地域：県内に住民票を有する新規正規雇用者※

６人以上 

軽減率：1/2軽減、限度額２億円 

法人事業税 

要 件：①設備投資額(土地代除く)が２億円(中小企業１億円)以上 

（促進地域：１億円(中小企業0.5億円)以上） 

②県内に住民票を有する新規正規雇用者※ 11人（促進地域６人）

以上 

軽減率：1/4軽減（拠点地区1/3軽減､促進地域1/2軽減） 

    いずれも５年間 

※新規正規雇用：①新たに雇用する正規従業員、②県外から異動する正規従業員 

 

○ (拡)立地促進事業等確認申請期限の延長 

 支援要件に合致する企業を幅広く支援するため、立地促進事業等の確認

申請期限を延長 

 期限：土地売買（賃貸）契約日から建築確認申請日まで 

（申請期間は１年程度に拡大） 

（現行：土地売買（賃貸）契約日から14日以内） 

  



 

 ③

 

 ④

企業誘致の

播磨科

法の活用

企業誘致

○ 立地

共通 

播磨

科学

公園

都市 

淡路

津名

地区 

※中小

（播

○ 民間

 企

 企

○ 分譲

市町と協定

県内

推進す

野産業

○ 対象

の推進 

科学公園都

用、先端科

致活動を積

地インセン

制 

割引 

地

補助 
地

制

割引 

研

進

補助 
立

助

割引 

あ

支

補助 

公

制

小企業支援ゾ

播磨：10千円

間活力の積

企業立地調

企業庁産業

譲予定面積

定して取り

内産業団地の

する観点か

業団地」を整

象地域 小

都市及び淡路

学技術基盤

積極的に展開

ンティブ一覧

度 名 

域創生割引

質等事前調

度 

究開発型企

割引制度 

地企業研究

成制度 

わじ環境未

援割引制度

共岸壁等使

度 

ゾーン制度

円／㎡、淡

積極的活用

調査員（淡路

業用地企業誘

積 9.4ha

り組む産業拠

の需給状況

ら、企業庁

整備 

小野市市場地
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路津名地区

盤や公共岸

開 

覧 

制度 

調査費助成

企業立地促

究開発支援

未来島構想

度 

使用料助成

度：県内中小

淡路：12千

路・播磨地

誘致成約報

拠点の整備

況や、企業立

庁と小野市が

地区（約40

区において、

壁など各地

内

県外から本

る企業等

20%割引(既

立地検討企

費用等 (最

SPring-8等

開発企業等

を20％割

SPring-8等

1/2を助成

省ｴﾈ、地域

する企業等

を20％割

生穂地区

頭の使用料

(最大1千

小企業に特

円／㎡）で

地域誘致担

報奨金制度

備

立地の促進

が協定を締

0ha） 

、立地イン

地区の特性

内   容 

本社機能を

に土地分譲

既存制度併

企業のﾎﾞｰﾘ

最大5百万円

等を活用す

等に土地分

引(併用は1

等の機器使

成(最大1千万

域ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ発展

等に土地分

引(併用は1

の公共岸壁

料の1/2を助

万円) 

特別価格 

で分譲（H28

当） 

進、雇用の創

締結し、産業

Ⅳ 元気な

43,0

ンセンティブ

性をPRするこ

移転す

譲価格を

併用可) 

H

ﾝｸﾞ調査

円) 

H

する研究

分譲価格

0％) 

H

使用料の

万円) 

H

展に寄与

分譲価格

0％) 

H

壁及び埠

助成 

H

8～31年度）

830,6

創出など地

業拠点「ひ

な地域づくり

004 千円 

ブや民間手

ことにより

適用期間

H28～31年度

H26年度～

H26～31年度

H18年度～

H24～31年度

H28年度～

） 

658 千円 

地域創生を

ひょうご小

 

手

、

度 

度 

度 
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○ 事業期間 平成28～33年度（予定） 

○ 分譲時期 平成31年度一部分譲開始(予定) 

○ 企業庁と小野市の主な役割分担 

 企業庁の役割 

・産業拠点整備に関する総合調整 

・産業拠点の造成及び分譲 

 小野市の役割 

・道路、上下水道、公園などの関連インフラ整備を市事業として実施 

 ・地元説明や用地交渉などの地元との協議・調整への積極的な協力 

○ 平成30年度の事業内容 造成工事、環境調査 等 

  



 

 

 (2)

 ＜職

 ①

働き方に

職場環境の整

(拡)ひょう

ワーク

仕事と生

ア 普及啓

○ ホー

○ (新

長時

ペー

イ 相談

○ ワン

○ 研修

○ 経営

成講

○ (新

中

対応

ウ (拡)仕

W

の一

○ 対象

○ 対象

・女

（

・多

（

○ 補 

○ 予定

に応じた環

整備＞ 

うご仕事と

ク・ライフ

生活センタ

啓発・情報

ームページ

新)長時間労

時間労働是

ーンを実施

・研修事業

ンストップ

修企画・実

営者協会や

講座の実施

新)健康相談

中小企業の

応する窓口

仕事と生活

WLB推進のた

一部を助成

象企業 従

象経費  

女性等様々な

（専用の更衣

多様な働き方

（事業所内託

助 率 1/

定件数 50

環境整備 

と生活センタ

フ・バランス

ター（神戸市

報発信事業

ジの運営、情

労働是正の周

是正の必要性

施 

業（64,932千

プ相談、相談

実施 

や商工会議所

施 

談窓口の設置

の経営者・労

口を開設し、

活の調和推進

ための職場

成 

従業員300人

な人材の職

衣室、女性

方を導入す

託児スペー

/2（上限2,

0件 
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ター事業の

ス（ＷＬＢ

市中央区）

（38,517千

情報誌の発

周知啓発

性・重要性

千円） 

談員等派遣

所・商工会

置 

労務担当者

、働きやす

進環境整備

場環境整備

人以下の企業

職域拡大のた

性・高齢者等

するための環

ース、在宅勤

,000千円）

の推進

）のさらな

において、

千円） 

発行、先進企

性を企業等に

遣 

会等と連携し

からの従業

すい職場環境

備支援事業

（ハード整

業 等 

ための環境

等の負担軽

環境整備

勤務システ

 

（法

なる普及を

、各種事業

企業表彰 

に啓発する

したセミナ

業員の健康

境づくりを

（58,000千

整備）を支援

境整備 

軽減補助機器

テム構築 等

Ⅳ 元気な

406,4

法人県民税超

を図るため、

業を実施 

るため、通年

ナー、キーパ

康管理に関す

を支援 

千円） 

援するため

器 等） 

等） 

な地域づくり

449 千円 

超過課税）

ひょうご

年でキャン

パーソン養

する相談に

め、整備費

 

 

ご

ン

養

に
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エ 中小企業育児･介護等離職者の再就職支援(45,000千円)  

育児・介護等の理由により離職した者の再就職を促進するため、当該離 

職者を雇用した事業主に助成 

○ 対  象  

 企業全体  300人以下 

 事業所規模 株式会社等 100人以下の事業所 

      上記以外  20人以下の事業所 

○ 支給要件  

下記に該当する対象労働者を雇用 

 過去に企業等を育児・介護等により離職した者 

 離職期間が６年未満である者、または離職理由が出産・育児の場合、 

末子を産んでから２年以内である者 

○ 支 給 額 

 正社員 500千円/人 

 短時間勤務正社員 400千円/人 

 正社員以外（フルタイムに限る） 200千円/人 

※国の両立支援等助成金（再雇用者評価処遇コース）を受給した場合は 

差額を支給 

○ 予定件数 105件 

オ (拡)中小企業育児・介護代替要員の確保支援（200,000千円）  

中小企業の育児・介護休業の取得及び育児・介護による短時間勤務制度利

用の促進のため、代替要員の雇用に要する賃金の一部を助成 

○ 対  象  

 企業全体  300人以下 

 事業所規模 株式会社等 100人以下の事業所 

      上記以外  20人以下の事業所 

○ 対象労働者 同一企業等に引き続き１年以上勤務していた者 等 

○ 支 給 額 代替要員の賃金の1/2 

学齢期の児童を養育する労働者の仕事と育児の両立を支援するため、短

時間勤務コース（育児）を拡充（子の対象年齢を概ね３歳から小学３年生

までに引上げ） 



 

 

 ②
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  休
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員共済事業
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新規加入か
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限100千円、

育児）月額

介護）月額

支援事業
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種料補助 
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催 
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者等 
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入促進 
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み）） 

 

000円） 

14,5
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対する支援を

生等入職促進
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援するため

クに求職申

（H29：156

の拡充865人

年間 

促進・人材

を図るため

を実施 

進事業（7,
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を開催 

Ⅳ 元気な

1,104,1

民間教育訓

者 

9,5

創生推進交付
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な地域づくり
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付金事業＞

や次の世代

めの訓練を

習会を開催

 

等

 

代



 

 ＜外

 ①

 ②

 

外国人技能実

(新)ひょう

平成2

え、外国

会に対す

○ 実施

○ 業務

 外

 技

○ 補助

○ 補 

○ 負担

○ 補助

 

(新)外国人

外国人

習できる

○ 技能

 内

 回

○ 技能

 内

 回

実習生への

うご外国人介

29年11月か

国人介護人

する支援を

施主体 兵

務内容  

外国送出機

技能実習生

助内容 監

助 率 定

担割合 県

助期間 平

人技能実習

人技能実習

る職場づく

能実習生日

内  容 

回  数 

能実習生受

内  容 

回  数 

 

の支援＞ 

介護実習支援

から外国人技

人材確保体制

を実施 

兵庫県社会福

機関の選定

生の受入れ斡

監理団体開設

定額 

県1/2、神戸

平成30年度、

習生等学習支

習生による介

りを支援

日本語等研修

日本語能力

４回（年

受入施設職員

送出国の概

４回（年
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援センター(

技能実習制

制整備のた

福祉協議会

・契約 

斡旋 等

設や送出機

戸市1/2 

、平成31年

支援事業の

介護人材を

修 

力評価試験

２回×２会

員研修 

概要や習慣

２回×２会

(仮称)の開設

制度に、介護

ため、神戸市

会 

機関選定等に

年度 

の実施

を確保するた

験対策（模試

会場） 

慣、効果的な

会場） 

設支援

護職が対象

市とともに

に要する経

（

ため、実習

試等） 

なＯＪＴの

Ⅳ 元気な

5,3

象となったこ

兵庫県社会

経費 

2,8

医療介護推

生が安心し

の方法等 

な地域づくり

363 千円 

ことを踏ま

会福祉協議

886 千円 

推進基金）

して技能実

 

議

 

実



 

 ＜県

 ①

ア 

○

県庁の働き方

(新)働き方

全庁を

もに、職

活の調和

超過勤務

次の手法

【手 法】

○ 全庁共

区分 

経理事務等

の見直し 

方改革＞ 

方改革の実

を挙げて超

職員の休暇

和を図り、

務の縮減に向

法により、全

・業務の廃

・業務の効

・業務の平

共通事務の見

等 財務会

ムの改

経理事

りの再

【効率化

ふるさ

理ソフ

【効率化

公有財

ステム

【効率化

債権者

の見直

部局裁

拡充【効

予算査

散化・ヒ

間の短縮

実施 

超過勤務の

暇・休業制度

県庁の働き

向けた取組

全庁的に影

廃止、統廃合

効率化（省

平準化（業

見直し 

会計システ

改修【効率化】

事務処理誤

再発防止 

化】 

と寄附金管

トの導入 

化】 

財産台帳シ

ムの改修 

化・平準化】

者登録業務

直し【効率化】

裁量予算の

効率化】 

査定業務の分

ヒアリング時

縮【平準化】
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［う

縮減に取り

度や就業支

き方改革を

組方針 

影響のある業

合（類似・

省力化、ICT

業務配分の見

テ

】

経験年

う入力

誤 ・支払

し、

代理

・契約

の作

・効率

簡略

管 寄附デ

寄附金

シ 公共施

元的に

務

】

財務会

務を効

の 一般事

事業内

事業は

分

時

 

財政課

ヒアリ

うち平成29

り組むため

援制度の充

を推進 

業務等を見

重複した業

T・アウトソ

見直し、ピ

概  要

年数の浅い職

方法を簡便

遅延防止

支払業務を

理請求し、委

保証金の徴

作成、契約書

率的なチェッ

略化、責任者

データの管理

金管理事務を

施設の劣化状

集約するこ

会計システ

効率化 

事業枠のうち

容に変更が

、経常的経

課予算担当を

ング時間を

年度２月補

め業務の見直

充実と活用

見直し、仕事

業務の統合

ソーシング

ピークカット

要 

職員でも、

便化 等 

（委員謝金

を定例化。

委員押印を

徴収漏れ防

書様式の見

ック体制の

者の明確化

理を行う専

を省力化 

状況や改修

ことにより

ムへの債権

ち政策的経

がなく、制

経費に移行

を増員・分

を短縮 

Ⅳ 元気な

184,6

補正 171,

直しに取り

促進により

事の総量を

合等） 

グの活用等）

ト） 

円滑に操作

金等の支払日

委員旅費は

を不要化） 

防止（チェッ

見直し） 

構築（決裁

化） 

専用ソフトを

修履歴の情

、業務を効

権者登録書

経費について

制度継続が見

行 

分散化した上

な地域づくり

667 千円 

415千円］

り組むとと

り仕事と生

を減らす。

 

作できるよ

日を固定化

は事務局が

ックリスト

裁ルートの

を導入し、

情報等を一

効率化 

書の入力事

て、３年間

見込まれる

上で、部局

 

 

生

化

一

事

間

局
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区分 概  要 

 議案作成システ

ムの改修【効率化】

議案作成に必要な予算データをシステムに取

り込み、入力を効率化 

予算議案及び当初

予算参考資料の作

成見直し【効率化】 

予算の歳出議案のうち、議決事項でない項目を

省略、当初予算参考資料（歳入・歳出事項別内

訳）省力化 

当初予算申入れ

回答書作成事務

の見直し【平準化】

記者発表当日に回答していた申入れ回答書を、

予算委員会の審議日までに一覧表で回答 

支出負担行為に関す

る協議区分の見直し

【効率化】 

予算執行の責任の明確化を図るため、財政課協

議・決裁区分を見直し 

公用車の管理方法

の見直し【効率化】 

保守点検の適正化及び更新手続きの見直し（リ

ース契約を基本、更新基準の見直しを検討） 

総務事務の

見直し 

超過勤務時間管理

システムの導入 

【効率化】 

超過勤務時間の管理から手当支給までをシス

テム化し、業務を効率化 

総務事務の集約

化の検討【効率化】

給与・旅費・福利厚生等の内部管理業務の効率

化を図るため、総務事務の集約化を検討 

健康管理システ

ムの導入【効率化】

職員健康診断の申込から結果通知までをシス

テム化し、業務を効率化 

企画事務等

の見直し 

照会事務の見直

し【廃止・効率化】 

各所属で照会事務を精査し、全体で概ね 100 件

程度見直し 

県議会ホームペ

ージ・メール機能

の充実【効率化】 

県議会ホームページ議員専用サイトの掲載資

料の充実、クラウド型メールの導入により、連

絡調整を効率化 

監査関係事務の

効率化【効率化】 

予備監査に限定して既存資料を活用 

本監査資料も含め、資料の削減等を推進 

書面監査の拡大 

【効率化】 

県立学校や警察署の予備監査を書面監査に変更

議事録作成業務

の簡素化【効率化】

会議後の議事録作成時間の短縮を図るため、音

声認識技術を搭載した会議録作成支援システ

ムを活用 

ファイル共有シス

テムの導入【効率化】

複数の職員が同じファイルを共同で、編集でき

るようなファイル共有システムを導入 

閉庁日の本庁舎入退庁

管理システムの導入 

【効率化】 

土日、祝日の閉庁日の入退庁管理におけるセキ

ュリティを強化 
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区分 概  要 

配車要求事務の

電子化【効率化】 

配車要求業務の効率化（配車要求書の電子化）

県庁オフィス改

革モデル事業の

実施【効率化】 

フリーアドレス型オフィスを試行的に導入し、

職員間の情報共有や意思決定を効率化 

 

○ 部局における主な見直し 

区分 概  要 

企
画
県
民
部 

調査票審査業務における

派遣職員の活用【効率化】 

就業構造基本調査における調査票審査に派遣

職員を活用（国勢調査、経済センサス等、大

規模調査で導入済み） 

データ入力作業の外部委

託【効率化】 

商品流通調査に係るデータ入力作業を民間事

業者に委託（５年毎の調査） 

関西広域連合における会

議の見直し【効率化】 

遠隔会議システムを活用し、出張回数の削減

及び会議時間を短縮 

被扶養者認定事務の見直

し【効率化】 

事務手引きの要点をまとめた簡易マニュアル

を作成 

共用会議室予約開始の前

倒し実施【効率化・平準化】 

会議室予約システムの予約開始を３か月前に

前倒しし、利便性を向上 

防犯カメラ設置補助事業

応募様式の見直し【効率化】

自由記入欄以外の部分を、マークシート方式

に変更し、入力処理を効率化 

エマージェンシーコール

システムの見直し【効率化】

大規模災害等発生時に職員を参集する「エマ

ージェンシーコールシステム」の管理業務を

委託し事務を効率化 

健
康
福
祉
部 

社会福祉統計年報の作成

業務の見直し【廃止・効率化】

「社会福祉統計年報」の掲示内容の見直し（国

と重複する内容はリンクを貼付） 

実地調査・書面調査対象箇

所数の削減【廃止】 

調査対象者の限定、調査方法の見直し 

認知症サポート医のメー

ルアドレスの登録【効率化】

認知症サポート医への情報提供等をメール対

応化し、照会や情報提供等の業務を効率化 

看護実態調査の入力作業

の民間委託【効率化】 

入力作業を民間事業所へ委託し、事務を効率

化 

感染症事務の縮減【効率化】 各種報告事務の簡素化・効率化 

 

乳及び乳製品の衛生に係

る報告事項の一部廃止 

【廃止】 

健康福祉事務所からの報告内容の簡素化 
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区分 概  要 

産
業
労
働
部 

旅券事務所窓口業務の外

部委託【効率化】 

旅券事務所の土日開庁にあたり、窓口業務の

効率的な運営のため、外部委託を実施 

類似事務の一本化【効率化】 「中小企業振興条例の実施状況報告」と「ひょうご経

済・雇用白書の報告書」を一本化し、事務を効率化 

労働情勢報告の簡素化 

【廃止・効率化】 

労働情勢冊子の作成を廃止し、必要な情報の

みを取りまとめ 

障害者雇用促進企業への登

録勧奨通知の見直し【効率化】

新たに認定要件に適合する企業及び過去３年

間に登録実績がある企業に限定して発送 

補助金等の現地確認の時

期の見直し【効率化】 

地場産業ブランド力強化促進事業補助金等の

現地確認を、繁忙期から閑散期に見直し 

新商品調達認定制度の計画

変更方法の見直し【効率化】 

名称変更など簡易な計画変更は、「承認」か

ら「届出」に見直し 

農
政
環
境
部 

地域農林水産業・農山漁村

振興施策の総合的体系的

推進制度の廃止【廃止】 

地域毎のアクションプランにより対応するこ

とにより、各農林事務所等への照会事務を見

直し 

農政環境部工事台帳シス

テムの改修【効率化】 

システムカスタマイズのための検討会を実施

し、システムを改修 

産業廃棄物収集運搬業の

許可にかかる事務作業の

簡素化【効率化】 

許可証発行事務で活用している廃棄物情報管

理システムについて、職員が入力する項目を

削減するなど作業を簡素化 

農産物直売所マップ作成

の廃止【廃止】 

直売所のＰＲについて、紙からホームページ

でのＰＲに変更し、広報を簡便化 

業務の外注促進【効率化】 積算や現場技術業務委託を積極的に推進し、

事務を効率化 

農業生産基盤整備事業の担当

者向け手引きの作成【効率化】

新規計画策定から実施に至るまでの一連の業

務を解説する担当者向け手引きを作成 

施行文書の簡素化【効率化】 台風接近時に個別に発出していた通知を総務

課で一本化して発出する方法に簡素化 

市町照会の仕組みの見直

し【効率化】 

本庁から市町への各種照会について、農林事

務所の経由を省略するなど、事務を簡素化 

卸売市場検査の役割分担

の見直し【効率化】 

日程調整や当日の検査の立ち会いなどを本庁

が一括実施し、事務を効率化 

部内担当者会議の見直し 

【効率化】 

実務担当者会議の内容を集約し、２日から１

日に短縮、指針改訂の会議資料を事前に掲示

板に貼付し会議時間を短縮 

農政環境部入札・契約事務

質疑応答集の作成【効率化】

全事務所に共通する内容を中心に取りまとめ

た担当者向けの質疑応答集を作成 
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区分 概  要 

県
土
整
備
部 

建設工事等入札参加資格

審査に係る申請方法の見

直し【効率化】 

建設工事等入札参加資格審査申請について、

平成 30 年 2 月実施の基準受付から、書面申請

を廃止し電子申請に一本化 

入札関係事務の改善 

【効率化】 

電子入札システムに質問書受付機能を追加

し、入札期間の最終日の入札書受付締切時刻

を午後４時から正午に変更 

積算基準書等の電子デー

タによる提供【効率化】 

希望者には公文書公開システムを活用した電

子データにより提供し、事務を効率化 

積算単価表関係事務の改

善【効率化】 

紙ベース（印刷・製本）で配布している積算

単価表を電子データでの提供に見直し。これ

に合わせ、単価改定事務を簡素化 

処分等の困難な公有地に

係る手続きのマニュアル

化【効率化】 

公有地の取扱いについて、過去の対応事例の

中から対応方法の共通部分について、質疑応

答集やマニュアル等として整備 

道路情報板に係る県民局

との役割区分の見直し 

【効率化】 

地域のマラソン大会など一部地域に係る道路

情報板への掲示について、道路保全課長決裁

から県民局決裁に見直し 

住宅改修業者更新登録に要す

る受付事務の見直し【効率化】

これまで申請者に来庁を求めていたものを、

郵送での申請を可能とし事務を簡素化 

特殊車両通行許可事務の

執行体制の集約【効率化】 

特殊車両通行許可の申請件数が多い４土木事

務所（西宮、加古川、加東、姫路）の執行体

制を本庁に集約し、効率的かつ集中的に処理 

 

イ 仕事と生活の調和（支援制度の拡充） 

区
分 

制 度 制度概要 

休
暇
・
休
業 

子育てのため 
の部分休暇 

小学校１～３年生までの子を、学童保育施設に出迎える場合
に２時間の範囲内で取得できる制度（取得単位：１日２時間
給与の取扱：無給） 

※平成30年度より対象となる子を小学校１年生から３年生ま
で、上限時間を１時間から２時間に拡大 

就
業
支
援
制
度

在宅勤務 

本庁において小学校修了前の子を養育する職員が、自宅にお
ける勤務を行うことができる制度 

※対象者を出先機関の職員や管理職などにも拡大できるよう
課題把握を行うため、平成 30 年度より様々な職場や職員を
選定の上、試行的に実施 

  



 

 (3)

 ＜女

 ①

女性・高

女性活躍の推

(拡)女性の

様々な

成を図る

ア ひょ

○ ひ

 開

 開

 内

○ ひ

 表

○ 先進

情

○ 女性

 配

 配

 活

○ 企業

 派

○ 育休

 開

 研

イ (拡)構

○ (新

 対

 回

 内

○ (新

 対

高齢者の活

推進＞ 

の活躍推進

な分野で活

るとともに

うご女性の

ょうご女性

開催回数 

開催場所 

内  容 

ょうご女性

表彰企業数 

進事例等の

情報発信ポ

性活躍推進

配置場所 

配置人数 

活動目標 

業への出前

派遣回数 

休復帰応援

開催回数 

研修内容 

構成団体と

新)女性活躍

対  象 

回  数 

内  容 

新)事業主行

対  象 

活躍促進 

進 

活躍する女性

に、職場の意

の活躍推進事

性の活躍推進

１回 

神戸市内

関係企業に

性の活躍企業

５社程度

の情報発信

ポータルサイ

進専門員の配

女性活躍推

２人 

協定締結企

前相談及び専

40回 

援セミナーの

４回 

タイムマネ

との連携によ

躍地域セミナ

中小企業経

１回 

女性活躍の

行動計画策定

中小企業経
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性や経済団

意識改革や

事業の推進

進会議の開

による事例

業表彰の実

イトの運営

配置 

推進センタ

企業150社

専門講師派

の開催 

ネジメント

よる女性活

ナーの開催

経営者等

の意義、先

定に向けた

経営者等

団体等と連携

や女性登用に

進（9,048千

開催 

例報告、連絡

実施 

営 

ター（県立男

を２年間で

派遣の実施

ト、コミュニ

活躍の推進

催（県商工会

先進事例 

た講座の開催

携・協働し

につながる

千円） 

絡会議の開

男女共同参

で訪問 

ニケーショ

（1,000千

会議所等と

催（兵庫労

Ⅳ 元気な

32,5

し、社会全体

る研修等を実

開催 等 

参画センタ

ョン能力の

円） 

との連携） 

労働局との連

な地域づくり

548 千円 

体の気運醸

実施 

ー内） 

向上 等 

連携） 

 

醸



Ⅳ 元気な地域づくり 
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 開催回数 １回 

 内  容 計画策定の意義・策定方法、策定演習 

○ キャリアデザインセミナーの開催（VAL21との連携） 

 対  象 女子大学生（100人程度） 

 回  数 ３回 

 内  容 就職後のキャリアデザイン・育児との両立等 

○ 女子大学生と社会人の交流会の開催 

 対  象 女性活躍の先進企業の女子社員、女子大学生（100人程度） 

 回  数 ３回 

 内  容 女性社員と女子大学生の交流会、職場見学会 

ウ (新)女性活躍推進のためのネットワークづくりの推進（2,500千円） 

○ 異業種女性交流会の開催 

 対  象 企業の女性社員等 

 開催回数 ５回 

 内  容 ワークショップ、ロールモデル座談会等 

○ 中堅女性社員リーダー研修の開催 

 対  象 中小企業の中堅女性社員等 

 開催回数 １回 

 内  容 講義、ディスカッション、企業訪問等 

○ 女性活躍推進フォーラムの開催 

 対  象 企業経営者、女性社員等 

 開催回数 １回 

 内  容 基調講演、パネルディスカッション、団体における取組成果 

報告等 

○ ホームページ等によるメッセージ発信 

 媒  体 ホームページ、新聞紙面 

 内  容 各分野で活躍する女性たちからの、次世代を含む女性たちへ 

のメッセージ集を作成し広く情報発信 

エ 市町支援（20,000千円） 

○ 女性の活躍促進のための市町支援 

 実施市町数 政令市１市、その他６市 

 補助単価 政令市5,000千円、その他市町2,500千円 



 

 ②

 

 ③

 

 ④

 

女子学生の

女子学

組めるよ

○ 対象

○ 事業

 学

 企

○ 実施

短期職場体

出産や

者を対象

 

女性の就業

再就業

た職業紹

○ 女性

○ 多様

○ チャ

のための就

学生が自身

よう、企業

象 就職活

業内容 

学生による

企業見学、

施回数 ２

体験就業事

や育児など

象に、実際

 

対 象 者 

内  容 

業サポート

業等を希望

紹介等を県

性就業支援

様な働き方

ャレンジ相

就活支援

身のキャリア

業見学や学生

活動前の女子

る実行委員会

フォーラム

２回 

事業の実施

どにより離職

際の職場での

プ

既に就業

っている者

・実際の企

程度就業

・体験後、

の合意

なる。

ト事業の実施

望する女性を

県立男女共同

援員（２人）

方応援シンポ

相談、出前チ
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アプランを

生が主体的

子学生 

会の設置、

ムの開催

職し再就職

の体験就業

レ雇用クラ

業したい業種

者 

企業の職場

業を行う。

、企業と体

意があれば本

施

を支援する

同参画セン

）・保育支

ポジウムの

チャレンジ

を考えなが

的に企画す

開催 

職に不安を持

業を通じて再

ス 

種が決ま

で２週間

 

験者双方

本採用と

るため、個別

ンター女性就

支援員（２人

の開催（１回

ジ相談の実施

＜地方創

ら企業研究

るフォーラ

（法

持っている

再就業を促

職場

まだ就業し

ていない者

・体験に先

研究やハ

方法学習

・実際の企

務の実習

（法

別相談やハ

就業相談室

人）の配置

回） 

施 

Ⅳ 元気な

1,5

創生推進交付

究や就職活動

ラムを実施 

8,9

法人県民税超

る女性や、未

促す。 

場体験クラス

した業種が

者 

先立ち、業界

ハローワー

習会を実施 

企業職場の見

習 

18,0

法人県民税超

ハローワーク

室で実施 

置 

な地域づくり

520 千円 

付金事業＞

動を取り

964 千円 

超過課税）

未就職の若

ス 

決まっ

界・企業

ク利用

見学や業

085 千円 

超過課税）

クと連携し

 

 

 

若

 

し



 

 

 ⑤

 

 ＜シ

 ①

○ 女性

 女

 女

女性起業家

地域

（第二

○対象

 起

 空

○補 助

 起

 空

○補 助

○件 

シニアの活躍

(新)ひょう

労働力

実施する

設置する

○ 兵庫

 就

区  分 

実施場所 

実施回数 

相 談 員 

相談内容 

性リーダー

女性のため

女性リーダ

家への支援

域経済の活性

二創業を含む

象経費 

起 業 経

空き家改修経

助 上 限 額 

起 業 経

空き家改修経

助 率 1/2

 数 60件

躍促進＞ 

うご生涯現

力人口の減

る国の生涯

るなど、高

庫県雇用開

就労相談窓

・設置場所

チ

県立男女共

96回(毎月第

社会保険労

再就職、起

ー登用促進事

めのステップ

ダー登用促進

援 

性化を図る

む）を目指

費：事務所

経費：水回り

1,000千円

費：1,000

経費：1,000

2 

件（うち空

現役促進事業

減少と企業の

涯現役促進地

高齢者の就労

開発協会の取

窓口の設置

所 しごと情

市町シル
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チャレンジ

共同参画セン

第１～４火

労務士、キャ

起業、在宅ワ

事業の実施

プ・アップ

進研修会の

るため、有望

指す女性起業

所開設費、

り等改修費

円（空き家

0千円 

0千円 

空き家枠６件

業の実施

の人手不足

地域連携事

労を促進

取組 

情報広場(

ルバー人材

相談 

ンター 

・木) 

リアコンサル

ワーク等に関

施 

プセミナーの

の実施（３回

望なビジネ

業家を支援

初度備品費

費 

家を活用す

件） 

足への対策

事業と連携

クリスタル

材センター

出

県内各

100回

ルタント等の

関すること 

の開催（３

回） 

（法

＜地方創

ネスプランを

援 

費、広告宣

る場合、別

（国

として、兵

して高齢者

ルタワー12階

８カ所 

Ⅳ 元気な

出前チャレン

各市町 

回 

の資格を持つ

３回） 

66,0

法人県民税超

創生推進交付

を有し、県

宣伝費等 

別途1,000千

国庫 40,000

兵庫県雇用開

者の就労相談

階〔神戸駅

な地域づくり

ンジ相談 

女性相談員

000 千円 

超過課税）

付金事業＞

県内で起業

千円） 

0 千円） 

開発協会が

談窓口を

駅前〕)、

 

 

 



 

 

 ②

 

 ③

 

 就

○ 県の

 就

シニア起業

地域経

（第二創

○ 補助

○ 対象

 起

 空

○ 補

 起

 空

○ 補

○ 件 

生きがいし

地域社

業・就業

○ 生き

・業務内容

    

就労支援事

・企業、高

・企業との

の取組 

就労相談窓

・設置場所

・業務内容

業家への支

経済の活性

業を含む）

助対象 55

象経費 

起 業 経

空き家改修経

助 上 限 額

起 業 経

空き家改修経

助 率 1/

 数 40

しごとサポー

社会貢献と

業を総合的

きがいしご

容 オンライ

 個々の就

事業の実施

高齢者向け雇

のマッチング

窓口の設置

所 神戸を除

容 オンライ

個々の就

求人情報

支援 

性化を図るた

を目指す

5歳以上の者

費：事務所

経費：水回り

額 1,000千

費：1,000

経費：1,000

/2 

0件(うち空

ートセンター

と生きがいあ

的に支援 

ごとサポー
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イン端末を

就労ニーズ

雇用促進セ

グを支援す

除く９県民

イン端末を

就労ニーズ

報の開拓

ため、有望

すシニア起業

者が代表者

所開設費、

り等改修費

千円（空き家

0千円 

0千円 

空き家枠４件

ーによる起業

ある働き方

トセンター

を活用し、求

ズに合わせた

セミナーの実

する短期就業

民局・県民セ

を活用し、求

ズに合わせた

（高齢者を雇

望なビジネス

業家を支援

者を務める

初度備品費

費 

家を活用す

件) 

業・就業支援

方を目指す

ーの設置 

求人募集情

た多様な働

実施 

業体験事業

センター 

求人募集情

た多様な働

雇用する企

（法

＜地方創

スプランを

 

中小企業

費、広告宣

する場合、別

援

コミュニテ

Ⅳ 元気な

情報等の提供

働き方への相

業 等 

情報等の提供

働き方への相

企業の掘り起

44,0

法人県民税超

創生推進交付

を有し、県

（個人を含

宣伝費等 

別途1,000

45,9

ティ・ビジネ

な地域づくり

供 

相談対応

供 

相談対応

起こし）

000 千円 

超過課税）

付金事業＞

内で起業

む） 

千円） 

957 千円 

ネスでの起

 

 

 

起



 

 

 ④

 

 設

○ 事業

 基

 定

・

 高

・

(新)生活創

生涯学

創造セン

○ 開催

○ 実施

 生

 文

 高

○事業

設置場所 

業内容 

基本的事業

・情報提供

定着・循環

・専門家派遣

高齢者対象

・高齢者向

創造センター

学習・地域

ンター等に

催時期 平

施施設 ９

生活創造セ

文化会館等

高齢者大学

業内容 各地

化、

と意

 

６か所(神

業（起業・就

供、相談業務

環事業 

遣、起業体

象の強化事業

けＣＢのセ

ー等における

域づくり活動

において、ふ

平成 30 年７

９施設 

センター（神

の

（但馬文教府

学（いなみ野

地域・施設

、③生涯学

意識醸成等
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神戸東、神戸

就業支援）

務、無料職

体験者セミ

業 

セミナー、

る地域づくり

動の活性化

ふるさと意

７月～平成

神戸生活創

の森公苑）

府、西播磨

野学園、阪

設の特色を生

学習、④地域

等について考

戸西、阪神南

 

職業紹介 等

ナー 等

講習会 等

り活動の推進

化を図るた

意識の高揚

31 年３月

造センター

・淡路文化会

阪神シニアカ

生かしなが

域づくり活

考えるイベ

南、阪神北、

等 

等 

進

＜県政

め、県政15

を図るイベ

ー､東播磨生

会館、嬉野台

カレッジ）

がら、①地域

活動、⑤参画

ベント等を開

Ⅳ 元気な

、播磨東、播

10,0

政150周年記

50周年を機

ベント等を実

生活創造セン

台生涯教育セ

 

域の歴史、

画と協働、

開催 

な地域づくり

播磨西) 

000 千円 

記念事業＞

機に、生活

実施 

ンター､丹波

センター）

②地域文

⑥ふるさ

 

 

波



 

 (4)

 ①

 

 ②

 

保護観察

保護観察対

保護観

事業者

○補助

○対象

○補助上

○予定

区

助 成

対象

(新)保護観

保護観

○支援

○対 象

○研修

○研修

 

 

 最

察対象者等

対象者等の

観察対象者

（協力雇用

助対象 刑務

象経費 雇用

上限額 80千

定件数 10件

区分 

成 額 

○人

・

・

  

象期間 

観察対象者

観察対象者

援対象 就労

保護

象 者 10名

修期間 最大

修内容  

１週間  

２週目～１

最大４ヵ月

 

等の雇用・就

の雇用導入支

者等の就労を

用主）を国制

務所出所者

用開始後最

千円/月（

件 

就労奨励

人件費 

１～６か月

７か月目以

９か月、12

各120千円

１

者等就労支援

者等に対する

労を希望す

護観察期間

名 

大４ヵ月

   ビジ

ヵ月 職場

月   就職
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就業促進

支援

を促進する

制度と一体

者等就労奨励

最大４か月分

うち70千円

励金(国) 

月 80千円/

以降 

2か月目に

年 

援プログラ

る就労支援

する保護観察

間中に支援

（雇用は１

ジネスマナ

場体験 

職支援 

るため、保護

体的に支援

励金の支給

分の給与、

円：給与、1

/月 

○人件

○研修

  

ラム事業の推

援を行うた

察対象者、

を受けた保

ヵ月） 

ナー研修 

護観察対象

給対象となっ

研修費 

10千円：研

雇用導入

件費  70

(想定賃金

修費  10

計  80

推進

め、研修や

 

保護観察期間

Ⅳ 元気な

3,2

象者等を雇用

った協力雇

研修費） 

入支援事業(

千円/月 

金 150－国奨

千円/月 

千円/月 

４か月 

6,2

や実習を実施

間終了者 

な地域づくり

200 千円 

用する民間

雇用主 

(県) 

奨励金80）

282 千円 

施 

 

間



 

３ 

 (1)

 ＜イ

 ①

 

 ②

 ③

地域産業

イノベー

イノベーシ

(新)ニュー

SPrin

えるため

○ 総事

○ 事業

○ 事業

(新)放射光

本県の

ラインに

○ 整備

(新)放射光

県主導

インフォ

○ 体制

 県

ひ

 ア

専

○ マテ

国

会

 実

の活性化 

ーションの

ョンの創造

ースバル放射

ng-８からの

めの設備を

事業費 25

業内容 

業期間 平

光次世代金

の基幹産業

に放射光科

備内容：金

光利用促進

導で戦略的

ォマティク

制の整備 

県放射光利

ひょうご経

アドバイザ

専門的助言

テリアルズ

国プロジェ

会を作り、

実務者・経

の創造と次世

造＞ 

射光施設新線

の光源に替

を整備 

50,000千円

（平成30年度

平成30年～3

金属材料開発

業である金属

科学と情報科

金属材料の測

 

進事業 

的なビームラ

クス(※)、材

利用戦略会議

経済・雇用活

ザリーボー

言を受けるた

ズ・インフォ

ェクトとの連

県内企業の

経営者向けセ

252 

世代産業の

線形加速器附

替わる、県立

円 

度）建屋整

31年 

発拠点整備

属関連産業

科学の融合

測定・分析

ライン運営

材料科学の

議の運営

活性化プラ

ドの新設

ため、有識

ォマティク

連携の下、

のレベルア

セミナーの

の育成 

附属棟整備事

［平成29年

＜地

立大学独自

整備 

備事業

［平成29年

＜地

業の活性化

合による次世

析実験室 等

営を実施し

の融合によ

ランに沿った

識者によるア

クスの活用促

マテリアル

アップ、新規

の開催 

事業

年度２月経

地方創生拠

自の入射器に

年度２月経

地方創生拠

を図るため

世代金属材

等  

、放射光科

る新技術・

た運営方針

アドバイザ

促進 

ルズ・イン

規ユーザー

Ⅳ 元気な

200,0

経済活性化対

拠点整備交付

による運転

300,0

経済活性化対

拠点整備交付

め、SPring-

材料開発拠

2,7

科学、マテ

・新材料開発

針の決定、成

ザリーボー

ンフォマティ

ーの掘り起こ

な地域づくり

000 千円 

対策補正］

付金事業＞

転に切り替

000 千円 

対策補正］

付金事業＞

-8県ビーム

点を整備

709 千円 

リアルズ・

発を促進

成果検証

ドを新設

ィクス研究

こしを実施

 

 

 

 

 

究

施 



 

 ④

 

 ⑤

 

 

 研

※膨

 

(新)金属新

本県最

ベルト

して、研

○ 研究

○ 設置

○ 整備

○ 運営

スーパーコ

「京」

展開され

○ スー

 運

○ 高度

 運

 施

 事

(再掲)(拡)ひょ

・開催回数

研究会の開

・開催回数

膨大なデータ

新素材研究

最大の産業

（播磨～神

研究・開発

究内容 硬

置場所 県

備機器 ア

走

営主体 兵

コンピュー

」の産業利

れる企業の

ーパーコン

運用主体 

度計算科学

運営主体 

施設機能 

事業内容 

ょうご次世代産業

 

数 １回 

開催 

数 ８回 

タ解析を駆

究センター開

業である金属

神戸）」の発

発拠点を設置

硬度・耐熱性

県立大学姫路

アーク溶解装

走査型電子顕

兵庫県立大学

ータ「京」の

利用を促進す

の技術高度化

ンピュータ

特定国立研

学研究支援セ

(公財)計算

研究支援機

セミナーの

プ支援、ス

 

業高度化プロジ

253 

駆使して新素

開設事業

属素材製造

発展のため、

置 

性・微細加工

路工学キャ

装置、ガス

顕微鏡 

学 

の産業利用

するため、

化やシミュ

「京」 

研究開発法

センター

算科学振興

機能、産業

の開催、FO

ステップア

ェクト(仮称)の

素材を設計

［平成29年

＜地

造・加工企業

、県立工業

工性に優れ

ャンパス 

スアトマイズ

用への支援

高度計算科

ュレーショ

法人理化学研

興財団 

業利用支援機

OCUSスパコ

アップ支援）

の推進（参照 P23

計する新たな

年度２月経

地方創生拠

業が集積す

業技術センタ

た金属材料

ズ装置、金

科学研究支

ン技術の普

研究所 

機能、普及

コンの利用提

）、スパコ

0）

Ⅳ 元気な

な手法 

491,0

経済活性化対

拠点整備交付

する「ひょう

ターのサテ

料、3D造形技

金属用3Dプ

107,0

支援センター

普及啓発等

及啓発機能 

提供（スタ

ン利用企業

578,7

な地域づくり

000 千円 

対策補正］

付金事業＞

うごメタル

テライトと

技術の開発

リンタ、

098 千円 

ーを拠点に

を支援 

タートアッ

業調査等 

703 千円 

 

 

 

ル

に



 

 ＜次

 ①

 ②

 

 ③

次世代産業の

航空産業非

本県の

成する

○ 設置

○ 主要

○ 非破

浸透

磁粉

超音

 

次世代産業

ひょ

進のため

○ 対 

○ 対象

○ 対象

○ 補助

 次

連

 具

○ 補 

○ 補助

○ 件 

最先端技術

成長産

的研究へ

○ 対 

の育成＞ 

非破壊検査

の航空関連

トレーニン

置場所 県

要設備 浸

破壊検査員

コース名

透探傷（PT

粉探傷（MT

音波探傷（

業分野での

うご経済・雇

め、新規参

象 者 事

象分野 次

象経費 事

助要件 

次世代産業

連携が行わ

具体的な事

助 率 1/

助上限 10

 数 10

術研究（CO

産業分野の

への移行を

象 者 産

査トレーニン

連産業の生産

ングセンタ

県立工業技術

浸透探傷(PT

員の養成 

受講

T） 

T） 

（UT） 

の企業間連携

雇用活性化

参入等に向け

事業化等に向

次世代産業分

事業化等に向

業分野への新

われているこ

事業化計画

/3 

0,000千円/

0社 

OE プログラ

の事業拡大

を目指す予備

産学官の共同

254 

ングセンタ

産力、競争

ーを運営

術センター

T)、磁粉探

講時間 

59時間

59時間

120時間

携による成

化プランの

けた生産体

向けて他者

分野（航空機

向けて県内

新規参入等

こと 

（取引量・

/社 

ラム）の推

・新規参入

備的、準備

同研究チー

ターの運営

争力の向上を

ー 

探傷(MT)、超

期間 

８日間

８日間

15日間

成長の促進

重点分野で

体制の整備に

者と連携を行

機、ロボット

内で行う生産

等に向けて複

売上増加

推進

入を促進する

備的な研究プ

ーム 

＜地方創

を図るため

超音波探傷

定

10

５

５

である次世

に対して支

行う県内中

ト、先端医療

産用設備機

複数の企業

目標等）が

るため、産

プロジェク

Ⅳ 元気な

14,6

創生推進交付

め、非破壊検

傷(UT) 

定員 

0人 

人 

人 

60,0

世代産業分野

支援 

中小企業（大

療、環境・エ

機器等の導入

業による効果

があること 

61,5

産学官連携に

クトに対し助

な地域づくり

654 千円 

付金事業＞

検査員を養

受講料 

250,000円

450,000円

600,000円

000 千円 

野の成長促

大企業は除く）

ネルギー）

入 

果的な 

等 

579 千円 

による本格

助成 

 

 

養

促

格



 

     

 

 ④

 

○ 対象

○ 助成

補

補

採

   ※ 

医療ともの

医療機

成果を活

○ 医産

 設

 事

○ 医療

 事

○ 医産

 医

 医

・

・

象産業 先

成内容 

区分 可

補助金額 

補助期間 

採択件数 

可能性調

のづくり産業

機関及び県

活用した、

産学連携拠

設置場所 

事業内容 

療現場にお

事業内容 

産学連携推

医産学連携

医工連携セ

医工連携セ

学術交流講

 

先端医療関連

可能性調査・

100～1,000

１年

５件程度

調査・研究

業を結ぶ医・

県内ものづ

新産業の創

拠点の運営

姫路駅サテ

医療機器等

提供、共同

おける先端医

医産学連携

医療機器等

推進の体制整

携コーディネ

セミナー等の

セミナーの

講演会（６

255 

連、次世代

・研究 

千円 

原

度 10

：共同研究

調査及び

的なレベ

産・学連携

くり企業と

創生、最先

（11,100千

テライトラ

等の開発･改

同研究開発

医療機器共

携拠点から

等の共同研

整備（12,9

ネーター等

の開催 

の開催（６回

６回）等 

代エネルギー

応用研

1,000～10,

原則１年（最

0件程度(うち

究体制の構築

び予備的実験

ベルの研究調

携拠点の形成

と連携する拠

先端医療工学

千円） 

ラボ（姫路

改良に関す

発のマッチ

共同研究開発

らのフィー

研究開発 

950千円）

等の設置 

回） 

ー・環境、

研究 

000千円 

最大２年） 

ち継続３件) 

築とともに

験を中心と

調査 

成促進

＜地方創

拠点を整備

学技術の実

ターミナル

する企業への

ング支援 

発（5,000千

ドバック情

Ⅳ 元気な

高度技術

に、先行技術

とした萌芽

29,0

創生推進交付

備し、県立大

実用化等を推

ルスクエア

の技術相談

等 

千円） 

情報を活用

な地域づくり

関連 

術や市場

的・準備

050 千円 

付金事業＞

大学の研究

推進 

４階） 

談・情報 

した先端

 

 

究



 

 ⑤

 

 ⑥

 

 ⑦

異業種交流

技術

流の取組

ア 異業種

○ 補助

○ 対象

○ 補助

○ 補助

○ 予定

イ 異業種

○ 設置

○ 事業

新事業創出

実用化

資金を無

○ 実施

○ 対象

○ 貸付

○ 貸付

○ 貸付

IT あわじ

IT産業

躍する学

流事業への

・サービス

組を支援し

種交流グル

助対象 県

興

象事業 新

を

助期間 ２

助限度額 １

定件数 40

種連携相談

置場所 (公

業内容 異

グ

進

出支援貸付

化に向けた

無利子で貸

施主体 (公

象分野 生

付限度額 40

付割合 対

付期間 ５

会議の開催

業に加え、

学識者、経

の支援 

等の分野に

し、中小企業

ループに対す

県内の商工会

興協議会、会

新分野進出、

をテーマに

２年以内 

グループ当

0件程度 

談室の設置等

公財)ひょ

異業種連携ア

グループに最

進するセミナ

付の実施

た研究開発資

貸付け 

公財)ひょ

生活・サービ

00万円～3,

対象経費の7

５年６か月

催 

ITの高度化

経営者が一堂

256 

において、

業の連携に

する補助

会議所、商

会員企業を

、新商品・

した異業種

当たり 1,

等による支

うご産業活

アドバイザ

最適な専門

ナーや交流

資金や、生

うご産業活

ビス産業、I

,000万円

70％以内

（期限一括

化による新

堂に集まり

事業連携等

による新商品

（78,238千

商工会、兵庫

を中心に活動

新サービス

種交流活動

,500千円

支援（9,539

活性化セン

ザーによる

門家や連携企

流の場の提供

生活・サービ

活性化セン

T活用、もの

括償還） 

新ビジネス等

、兵庫経済

（法

＜地方創

等の可能性

品開発や販

円） 

庫工業会、

動する異業

ス・新技術

（定額、２年

9千円） 

ター 

ビジネス化

企業の紹介

供 等 

ビス産業に

ター 

のづくり、産

等を幅広く

済活性化に

Ⅳ 元気な

87,7

法人県民税超

創生推進交付

性を発掘する

販路開拓等

兵庫県工業

業種交流グル

術開発、販路

年間） 

化に向けた助

介、異業種連

944,8

おける新規

産学連携・事

17,0

見据え、国

に資する議論

な地域づくり

777 千円 

超過課税）

付金事業＞

る異業種交

を促進 

業技術振

ループ 

路開拓等

助言、各

連携を促

835 千円 

規事業開発

事業連携 

000 千円 

国内外で活

論・意見交

 

 

 

交

発

活

交



 

 

 ⑧

 

 ⑨

換を実施

○ 開催

○ 開催

○ 実施

 

 

○ 参

国際フロン

国際的

業総合展

○ 重点

○ 事業

○ 開催

○ 開催

(拡)全国技

全国

感じとっ

○ 第3

 開

 開

 競

○ 技能

施 

催時期 平

催場所 淡

施内容  

１日目  

・ 講演 （

２日目  

・シンポジ

・政策提言

加 者 学

ンティア産

的な技術・

展示会を開

点テーマ 航

境

業内容 先

催時期 平

催場所 神

技能グラン

トップレベ

ってもらう

30回技能グ

開 催 日 

開催場所 

競技職種 

能グランプ

平成31年３月

淡路夢舞台国

（想定テーマ

り方や新産

ジウム（想定

言報告 

学識者、企業

産業メッセ

ビジネス交

開催 

航空機、ナノ

境・エネルギ

先端技術展示

平成30年９月

神戸国際展示

ンプリの開催

ベルの技能に

うため、全国

グランプリ兵

平成31年

神戸国際展

30職種（予

プリ兵庫大会

257 

月頃 

国際会議場

マ：ITの高

産業の創出

定テーマ：

業等（延べ

2018 の開催

交流による

ノ、情報通

ギー、ロボ

示会、講演会

月 

示場 

催

に触れ、も

国技能グラ

兵庫大会の

３月１日～

展示場、も

予定） 

会経費（3,

場 

度利用によ

出）  

次世代産業

べ300人程度

催

る次世代成長

通信・エレク

ボット（人工

会、セミナー

のづくりの

ランプリ等

の概要 

～４日（予定

ものづくり大

,840千円）

よる新しい

業における

度（２日間）

長産業の育

クトロニク

工知能） 

ー、出展企業

＜県政

＜地方創

のすばらし

を開催 

定） 

大学校等

 

Ⅳ 元気な

ビジネスモ

るIT技術の役

）） 

8,0

育成等を図る

クス、健康

業プレゼンテ

7,5

政150周年記

創生推進交付

さや楽しさ

（予定） 

な地域づくり

モデルのあ

役割等）

000 千円 

るため、産

・医療、環

テーション

540 千円 

記念事業＞

付金事業＞

さを身近に

 

産

環 

 

 

に



Ⅳ 元気な地域づくり 

 

258 

 選手強化、広報啓発 

○ 観光物産展の開催（700千円） 

技能グランプリ兵庫大会において観光物産展を開催 

 ブースの出展 開会式会場（神戸） 

○ ものづくり技能フェスタの開催（3,000千円） 

 開催時期 平成30年10月 

 開催場所 神戸国際展示場 

 内  容 匠の技の実演・試食、技能体験教室、選手激励会、 

競技デモンストレーション 
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※ ①～③

区分 (1

補
助
対
象
者

新たな
が可能
 

対
象
地
域

補
助
率

補
助
件
数

補
助
対
象
経
費 

・
補
助
上
限
額

※

①賃借

②通信

③人件

(高度

④建物

 空

⑤事務

補助総

 空

予
算
額

創業の促進

高度 IT 起業

経済の持続

業家等の定

カリスマの

：３年間、

 

)高度 IT 事業

なビジネス・
能な者 

1/2
(県:市

※人件費
(県:市

1

借料 

信回線料 

件費 

度IT人材) 

物改修費 

空き家加算 

務機器取得費

総額(３年間)

空き家加算 

23,5
（ 県 ：1
（市町：1

進 

業家等集積

続的成長に向

定着・集積を

の誘致、コワ

④・⑤：開

業所開設支援

イノベーショ

2以内 
市町=1:1) 
費：定額補助
市町=1:1) 

0 件 

900

600

2,000 千

5

 ＋1,0

費 5

) 11,5

 12,5

00 千円 
1,750 千円）
1,750 千円）
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積支援事業の

向け、イノ

を促進する

ワーキング

開設時１回

援事業 (2

ョン創出 国
あ
術
リ

千円/年

千円/年

千円/人年

500 千円

000千円

500 千円

500 千円

500 千円

 
 

の実施

ベーション

るため、市町

グスペースの

回限り 

2)IT カリスマ

国内外での顕著
あり、極めて
術・経営方針等

スマ的人材

全県域 

1/2 以
(県:市町

※人件費：定

２件

9

6

10,000

＋

3

3

25,000
（ 県 ：12,5
（市町：12,5

（法

ン創出が可
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の開設を支

マ誘致事業 

著な実績が
て高度な技
等を持つカ

以内 
町=1:1) 
定額補助 

件 

900 千円/年 

600 千円/年 

0 千円/人年 

500 千円 

1,000 千円 

500 千円 

35,500 千円 

36,500 千円 

千円 
500 千円） 
500 千円） 

Ⅳ 元気な

32,5

法人県民税超

可能な高度技

し、高度IT事

支援 

(3)IT 企業

ｽ開設支

IT 起業家等
たコワーキ
ス開設者 
 

1/2
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３

16,50
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な地域づくり

500 千円 
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事業所の開
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支援事業 
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キングスペー
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市町=1:1) 

３件 

－

－

－

5,000 千円
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－

00 千円 
,250 千円）
,250 千円）

 

 

す

開

ｰ

し
ー



 

 ②

 

 ③

(新)若手起

起業家

を図るた

○ 補助

○ 対象

 起

 空

○ 補助

 起

 空

○ 補

○ 件 

クリエイテ

起業家

市場を切

○ 起業

 対

 対

 補

起業家への

家に占める

ため、県内

助対象 35

象経費 

起 業 経

空き家改修経

助上限額 

起 業 経

空き家改修経

助 率 1/

 数 20

ティブ起業

家予備軍の

切り拓くク

業支援のた

対 象 者 

対象経費 

・起 業 経

・研究開発

・空き家改修

補助上限額 

・起 業 経

・研究開発

・空き家改修

の支援 

る割合が低下

内で起業（第

5歳未満の者

費：事務所

経費：水回り

1,000千円

費：1,000

経費：1,000

/2 

0件(うち空

業の創出

の裾野を拡大

クリエイティ

ための補助

クリエイテ

で起業する

 

経 費：事務

発経費：人件

修経費：水回

2,000千円

経 費：1,0

発経費：1,0

修経費：1,0
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下傾向にあ

第二創業を

者が代表を

所開設費、

り等改修費

円（空き家

0千円 

0千円 

空き家枠２件

大するとと

ィブな起業

（11,000千

ティブで成

る者 

務所開設費

件費、試作

回り等改修

円（空き家を

000千円 

000千円 

000千円 

ある若者に

を含む）を

を務める中小

初度備品費

費 

を活用する

件) 

ともに、創造

業の創出を推

千円） 

成長志向の

費、初度備品

作・開発費

修費 

を活用する

（法

＜地方創

よる起業を

目指す若手

小企業（個

費、広告宣

る場合、別途

（法

＜地方創

造性や技術

推進 

ビジネスプ

品費、広告

場合、別途

Ⅳ 元気な

22,6

法人県民税超

創生推進交付

を促進し、地

手起業家を支

個人を含む）

宣伝費等 

途1,000千

13,9

法人県民税超

創生推進交付

術・技能によ

プランを有

告宣伝費等 

途1,000千円

な地域づくり

620 千円 

超過課税）

付金事業＞

地域活性化

支援 

） 

円） 

927 千円 

超過課税）

付金事業＞

より新たな
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 補
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プ
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援 
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 起

 移

 空
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 移
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起業・移転

で起業・第

助対象 県

を
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起業・事業

移 住

空 き 家 改

助上限額 2,

起業・事業

移 住

空 き 家 改

助 率 1/

助件数 30

ザひょうご

等による起

流機能を備

置場所 サ

1/2以内

５件（うち

の実施（2,0

テーションに

ためのセミナ

若手の創業希

年４回程度

転の促進

二創業又は

県外から県内

をする者又は

業所移転経費

経 費

改 修 経 費

000千円

業所移転経費

経 費

改 修 経 費

/2以内 

0件（うち空

ごの運営

起業・創業の

備えた「起業

サンパル６階
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ち空き家枠

001千円）

によるコン

ナー等の開

希望者等

度 

は県外の事

内へ住民登

は、②県外

費：事務所

費：移転費

費：水回り

（空き家を活

費：1,000千

費：1,000千

費：1,000千

空き家枠３

の機運を高

業プラザひ

階（神戸市

枠１件） 

ンテスト形式

開催（926千

業所を県内

登録を移し、

外の事業所

所開設費、初

費 等 

り等改修費

活用する場

千円 

千円 

千円 

３件） 

高めるため、

ひょうご」

市中央区）

式の公開審

千円） 

（法

＜地方創

内に移転す

、①県内で

を県内へ移

初度備品費

場合、別途1

＜地方創

スモール

を運営 

Ⅳ 元気な

審査 

52,6

法人県民税超

創生推進交付

するＵＪＩタ

で起業・第

移転する者 

費、広告宣伝

1,000千円）

32,4

創生推進交付

ルオフィス等

な地域づくり

698 千円 

超過課税）

付金事業＞

ターンを支

二創業 

伝費等 

） 

480 千円 

付金事業＞

等の起業の

 

 

 

支
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 ⑦
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 ⑨

○ 開設

○ 料金

 基

 ワ

 ス

 

(再掲)新事

 

(再掲)(拡)ひ

(再掲)女性

(再掲)シニ

 

設時間 12

金月額 

基本会員：

ワーキング

スモールオ

事業創出支

ひょうご IT 事

性起業家へ

ニア起業家

2時～22時

5,000円

グデスク：5

オフィス：2

支援貸付の実

事業所開設支援

への支援(参

家への支援
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（一部６時

※学生等減

5,000円  

2,000円／㎡

実施(参照

援事業の実施

参照 P248)

(参照 P249

 

時～23時）

減免（半額

 席 数

㎡ 部屋数

P255)

施(参照 P225)

9)

額）措置あ

数：16席 

数：17室 

Ⅳ 元気な

り 

944,8

27,0

66,0

44,0

な地域づくり

835 千円 

082 千円 

000 千円 

000 千円 
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中小企業

経営支援の充

(拡)中小企

引き続

り円滑化

○ 融 

○ 緩や

融支

者に

役割

○ (新

大

ト保

関連

 対

 限

 利

 期

○ (新

経

者保

 対

 限

 利

 期

 担

 融

業の振興 

充実＞ 

企業向け融

続き県と神

化を支援 

資 枠 3,

やかに持ち

支援を引き

にとって、急

割を継続 

新)危機対応

大規模な経

保証の機能

連保証に対

対 象 新

認

限度額 １

利 率 年

期 間 10

新)新規開業

経営者保証

保証をとら

対 象 新

限度額 １

利 率 年

期 間 ７

担保・保証

融資枠 10

 

融資制度の運

神戸市が連携

600億円

ち直している

き続き実施す

急な資金需

応貸付の新設

経済危機、災

能強化のため

対応する貸付

新設される信

認定を受けた

企業・１組

年0.80％ 

0年以内（

業貸付（経営

証に依存しな

らない制度を

新規開業貸付

企業 ５百

年0.45％ 

７年以内（

証人 不要

0億円 
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運用

携・協調し

る本県経済

するととも

需要に迅速

設 

災害等によ

め中小企業

付を新設

信用保険法

た者 

組合 2.8億

うち据置２

営者保証免

ない融資の

を新設 

付の要件を

百万円 

うち据置１

して制度融資

済を踏まえ、

もに、業況の

に対応でき

り信用収縮

業信用保険法

法第２条第

億円 

２年以内）

免除貸付）の

の一層の促進

を満たす法人

１年以内）

（融資

資を実施し

、事業者の

の先行き悪

きるセーフ

縮が生じた

法改正によ

６項の規定

の新設 

進のため、

人 

Ⅳ 元気な

資枠 3,600

し、中小企業

前向きな取

悪化を見込む

ティネット

際のセーフ

より新設され

定に基づき

新規開業貸

な地域づくり

0 億円） 

業の資金繰

取組への金

む中小企業

トとしての

フティネッ

れた危機

市町長の

貸付に経営

 

繰

金

業

   

営



Ⅳ 元気な地域づくり 

 

264 

○ (拡)新規開業貸付等の融資限度額引上げ 

 現行 平成30年4月～ 引上げ額 

新規開業貸付 2,500万円 3,500万円 ＋1,000万円

再挑戦貸付 1,000万円 2,000万円 ＋1,000万円

無担保・無保証人貸付

1,250万円 2,000万円 ＋750万円

特別小規模貸付 

○ (拡)経営革新貸付（事業承継）の融資対象者拡充 

 経営承継円滑化法第12条第１項第１号の規定に基づき経済産業大臣の

認定を受けた中小企業者の代表者個人を融資対象者に追加 
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主な融資対象（要件等） 融資枠 融資限度額
融資利率
（％）

融資（据置）
期間

　現在の事業と異なる新しい分野に進出する者

　融資後、おおむね２年以内に売上の増加が見込まれる者

　｢経営革新計画」の県の認定を受けた者

　海外事業を展開しようとする者
設備3億円
運転1億円

　新技術創造に向けた設備投資等を行う者
2億円

(うち運転1億円)

　既存設備の更新を含む設備投資を行う者 655億円 3億円 0.70 10(2)年

　耐震化等の防災関連の設備投資を行う者 110億円
3億円

(特認15億円)
0.70

（特認0.45）
10(2)年

(特認15(2)年)

　県が指定した拠点地区に進出し､県内常用雇用者を11人(促進
地域は6人)以上雇用する者

110億円 100億円 0.75 15(2)年

　県が定める産業団地の土地を購入･賃借し､進出しようとする者 20億円
5億円

(特認10億円)
1.05 10(2)年

　商業施設等の整備を行う商店街振興組合等 10億円 3億円 0.70 10(2)年

　空き店舗または空き家を拠点に事業を行う者 5億円 3,500万円 0.45

　観光事業を営む者やﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ、分煙設備の整備を行う者 5億円 7,000万円 1.10

　県内で旅館業を営んでおり、耐震改修中の休業期間に対応す
る従業員への賃金支払いを行う者

5億円 2億円 0.15

ユ

ニ

バ
ー

サ

ル

資

金

　観光施設のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化､事業所内保育施設の設置等を行う者 5億円 2億円 0.70 10(2)年

　新たに事業を開始する者

110億円
(うち経営者保証

免除貸付

10億円)

3,500万円
(経営者保証免除貸付

500万円)
7(1)年

　個人事業主又は法人の経営者で､いったん事業を廃止し､事業
廃止から５年以内に再起業を図る者

10億円 2,000万円 10(1)年

経営円滑化貸付 　最近３か月間の売上が前年同期に比べ５％以上減少している者 1億円

（危機対応貸付）
　大規模な経済危機、災害等の事象により売上額などが前年同
期に比べて１５％以上減少している者

2億8,000万円

  倒産事業者に対して50万円以上の債権を有する者 5億円

　取引先金融機関の破綻･合併等により資金調達に支障が生じて
いる者

5億円 1.50

　中小企業再生支援協議会の支援を受け、今後の再生が見込め
る者

50億円 2億円 1.40 15(3)年

　金融機関及び認定経営革新等支援機関の支援を受け、自ら事
業計画の策定等を行う者

25億円 2億8,000万円 1.00
設備 7(1)年
運転 5(1)年

借
換

資
金

　中小企業融資制度等の既往借入金の借換により､経営の安定・
改善が見込まれる者

117億円 1億円 1.50 10(1)年

　長期の一般的な運転資金を必要としている者 525億円 5,000万円 10(2)年

　短期の一般的な事業資金を必要としている者 110億円 3,000万円
１年

又は0.5年

50億円 2,500万円 1.40

10億円

175億円

経営活性化資金 　取扱金融機関と１年以上の与信取引のある者 60億円
設備 5,000万円
運転 3,000万円

金融機関所定
設備 5(0.5)年
運転 3  (0)年

　神戸市に主たる事業所があり、事業拡張や雇用増を伴う設備投
資を行う者

3億円 1億円
(拡張･ドリ)

0.85
（雇用）0.80

拡張10（2）
ドリ7(2)

雇用10(2)、7(2)

　神戸市に主たる事業所がある者で、夏期・冬期・年度末の一時
的な運転資金を必要とする者

30億円 4,000万円 別途定める 0.5年

3億円 400万円 1.40

1億円 400万円

60億円 400万円

10億円 400万円

－ 3,600億円 － － －

※　融資利率については、市場金利の情勢により、今後改定する可能性あり

特別小規模貸付
（こうべおうえん）

借換等貸付

一
般
事
業
融
資

長期資金

こうべ挑戦企業支援貸付

こうべ季節貸付

小規模無担保貸付
（こうべ小規模）

無担保・無保証人貸付
（こうべ無担保）

小
規
模
資
金

7(1)年

0.45

7(0.5)年

7(1)年
金融変化対策貸付

連鎖倒産防止貸付

1.50

小規模無担保貸付

再挑戦貸付

空き店舗等再生貸付

第二創業貸付

1億円

470億円

設備投資促進貸付

観
光
・
商
業
資
金 旅館等雇用対策貸付

海外市場開拓支援貸付

新技術・新事業創造貸付

新
分
野
進
出
資
金

商店街活性化貸付

平成30年度　中小企業融資制度資金別一覧表

資　　金　　名

立
地
資
金

設
備
投
資

資
金

短期資金

1.20

1.10

経
営
安
定
資
金

経営力強化貸付

企業再生貸付

観光等設備貸付

事業応援貸付

新規開業貸付

産業団地進出貸付

ユニバーサル推進貸付

　常時雇用する従業員20人(商業･ｻｰﾋﾞｽ業5人)以下の者

特別小規模貸付

0.70

10(2)年

合　　　　計

無担保・無保証人貸付

経
営
安
定
融
資

開
業
資
金

事
業
展
開
融
資

防災設備促進貸付

拠点地区進出貸付

経営革新貸付

846億円 10(2)年

神
戸
市
独
自
資
金

こうべ若者支援貸付

　神戸市に主たる事業所がある者で、常時雇用する従業員20人
(商業･ｻｰﾋﾞｽ業5人)以下の者

1.20
7(1)年

0.80

5,000万円

2,000万円



 

 ②

 

 

 ③

     

 ④

中小企業設

中小企

長期割賦

センター

○ 実施

○ 対象

○ 貸付

○ 資金

＜割賦制

○ 割賦

○ 貸与

＜リース

○ リー

○ 貸与

※割

ひょうごオ

優れた

すると

○ オン

Ｈ

○ オン

 支

    

 

ひょうご中

技術力

中小企業

○ 評価

○ 評価

設備貸与の

企業におけ

賦販売及び

ーに貸付 

施主体 (公

象企業 従

付限度額 １

金負担割合 県

制度＞ 

賦損料 0.

与期間 10

ス制度＞ 

ース料 0.

与期間 10

割賦損料、

オンリーワ

た技術・ノ

ともに、オ

ンリーワン

Ｐによる情

ンリーワン

支援内容 

・補 助 率

・補助件数

中小企業技

力・成長性

業者等に対

価対象者 技

価経費 標

の実施 

ける先進機器

びリースする

公財)ひょ

従業員21人以

億円 

県1/2、セン

70％～1.9

0年以内 

95％～2.9

0年以内 

リース料率

ワン企業の創

ウハウを有

オンリーワン

ン企業への支

情報発信（

ンを目指す企

販路開拓支

率 1/2（補

数 10件 

技術・経営力

性を有してい

対し、創業後

技術力等を有

標準型 100

266 

器・省エネ

る事業に要

うご産業活

以上300人以

ンター1/2

95％ 

94％ 

率は平成29

創出支援

有し、競争

ンを目指す

支援 

日本語・英

企業への支

支援、製品

補助上限：1

力評価制度

いるが、信

後１年経過

有し、成長が期

0千円、オー

ルギー等機

要する資金

活性化セン

以下の中小

9年度の数値

争力が高いオ

す中小企業の

英語）等 

支援 

品開発・改良

1,000千円）

度の運用

信用力不足等

過の企業を対

期待される県

ーダーメイ

[貸与事

機械設備の

を(公財)ひ

ター 

小企業 等 

値 

＜地方創

オンリーワ

の販路開拓

良への支援

） 

等により、

対象に評価

県内中小企業

イド型200千

Ⅳ 元気な

事業規模 1

導入を支援

ひょうご産業

12,3

創生推進交付

ワン企業を認

拓等の取組

援 等 

6,8

融資を受け

価書を発行 

業者（創業後

千円 

な地域づくり

5 億円] 

援するため

業活性化

326 千円 

付金事業＞

認定・顕彰

を支援 

876 千円 

けられない

１年以上）

 

、

 

彰

い



 

 

 ⑤

 

 ⑥

 

 ⑦

○ 評価

○ フォ

 専

 

ひょうご専

専門人

し、民間

○ 設置

○ 業務

 相

 企

(再掲)(新

但馬地

設置 

○ 設置

○ 実施

○ 開設

(参考) 

熟練工の技

地域企

ものづ

○ 熟練

 熟

 技

価件数 10

ォローアッ

専門家派遣

一定の評

・派遣回数

専門人材相

人材に関す

間事業者と

置場所 (公

務内容 

相談対応、

企業の人材

新)ものづくり

地域のもの

置場所 但

施内容 技

設時期 平

 

ものづく

支援セン

技を取り入れ

企業が有す

くり技術の

練工の技を融

熟練工の技

技術者講習

01件 

ップの実施

遣数 26件

評価を下回っ

数３回まで企

相談センター

する相談窓

と連携して中

公財)ひょ

人材ニーズ

材戦略策定支

り支援センタ

のづくり技術

但馬技大 

技術・経営相

平成30年４月

り 

ンター 

神戸

阪神

播磨

れた産学連

する熟練工の

の向上を推進

融合した大学

技のデジタル

習会等の開催
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った企業に

企業負担1/

ーの設置・

口である「

中小企業と

うご産業活

ズの掘り起

支援、民間人

ター但馬の設

術支援拠点

相談、機器利

月 

設置場

戸 工業技

神 近畿高

磨 姫路商

連携ものづく

の技をデジ

進 

学の高度加工

ルデータ化

催（24回）

について、企

/3（４回目

運営

「ひょうご専

と専門人材の

活性化セン

起こし 

人材ビジネ

設置(P230 参

点化を目指

利用、共同

場所 

技術センタ

高エネルギ

商工会議所

くり人材育成

ジタルデー

工技術による

化技術実用化

 

企業負担を

目以降は1/2

＜地方創

専門人材相

のマッチン

ター 

ス事業者へ

参照)

し、ものづ

同研究コーデ

ター(神戸市

ギー加工技術

所（姫路市）

成事業

タ化するこ

る地元企業支

化（２分野

Ⅳ 元気な

を軽減 

2） 

24,0

創生推進交付

相談センター

ングを実施 

への人材ニー

4,7

づくり支援セ

ディネート、

市) 

術研究所(尼

） 

9,9

ことで、地域

支援（8,988

野） 

な地域づくり

072 千円 

付金事業＞

ー」を設置

ーズ提供

772 千円 

センターを

、人材養成

尼崎市) 

915 千円 

域産業界の

8千円） 

 

 

置

成 



 

 

 ⑧

 

 ⑨

     

○ 県立

 県

○ 産学

 成

小規模企業

経営革

備を長期

センター

○ 実施

○ 対象

○ 貸付

○ 資金

＜割賦制

○ 割賦

○ 貸与

＜リース

○ リー

○ 貸与

※割

(拡)がんば

小規

より、

○ 対 

○ 事業

 販

 

  

    

立大学技術

県内中小企

学連携もの

成果報告会

業者等設備

革新に取り

期割賦販売

ーに貸付 

施主体 (公

象企業 従

付限度額 １

金負担割合 中

制度＞ 

賦損料 0.

与期間 10

ス制度＞ 

ース料 0.

与期間 10

割賦損料、

ばる小規模

規模事業者の

中小企業振

象 者 経

施

業内容 

販売促進ツ

・対象経費

    

・補 助 率

術者教育への

企業インター

のづくり支援

会の開催（

備貸与支援の

組む小規模

売、リースす

公財)ひょ

従業員20人以

億円 

中小機構1/3

70％～1.9

0年以内 

95％～2.9

0年以内 

リース料率

模事業者への

の経営課題

振興条例が

経営革新計画

施する小規模

ツール作成支

費 小規模事

  （チラ

率 1/2（上
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の熟練工の

ーンシップ

援体制の強

１回） 

の実施

模企業者を

する事業に

うご産業活

以下の小規

3、県1/3、

95％ 

94％ 

率は平成29

の支援

題である営業

が掲げる小規

画または経

模事業者

支援（5,00

事業者が行

ラシ・ＤＭ

上限250千円

の技の導入

プ（派遣先

強化（391千

を支援するた

要する資金

活性化セン

規模企業者等

センター1

9年度の数値

業・販路開

規模事業者

経営力向上計

00千円）

う販売促進

・ウェブサ

円） 

（536千円）

10社） 

千円） 

[貸与事

ため、小規

金を(公財)

ター 

等 

1/3 

値 

＜地方創

開拓に対す

者の成長発展

計画に基づ

進ツールの作

サイト作成、

Ⅳ 元気な

） 

事業規模 2

規模企業者等

ひょうご産

21,2

創生推進交付

る支援を行

展を促進 

づき新たな取

作成等に必要

、広告掲載

な地域づくり

22 億円] 

等に機械設

産業活性化

272 千円 

付金事業＞

行うことに

取組を実

要な経費

載等） 

 

設

化

 



 

     

 ⑩

 

 ⑪

    

 展

 

(新)地域経

地域振

を支援 

○ 補助

○ 補助

○ 負担

○ 補助

(新)事業承

国の事

内中小企

○ 事業

 商

士等

 事

○ プッ

 コ

め細

 事

・補助件数

展示会共同

・対象経費

・補 助 率

経済交流拠

振興事業の

助対象 多

般

助対象者 洲

担割合 県

助限度額 50

承継円滑化

事業を活用

企業の円滑

業承継ネッ

商工会・商

等で構成す

事業内容 

・連絡会議

・事業者向

・事業承継

商工会

ケートを

ッシュ型支

コーディネ

細やかな事

事業内容 

・事業承継

数 20件 

同出展への支

費 大規模展

への兵庫

率 定額（2

拠点施設建設

の展開支援の

多目的ホール

般住民に開放

洲本商工会議

県1/2、団体

0,000千円

化の支援

用し、(公財

滑な事業承継

ットワーク事

商工会議所を

する事業承継

議の開催、施

向けセミナー

継診断の実施

会等支援機関

を実施、分析

支援強化事業

ネーターを設

事業承継支援

継コーディネ
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支援（16,2

展示会（６

庫県ブース

225千円）

設費の補助

のため、商

ル、展示ホ

放されるも

議所 

体1/2 

)ひょうご

継を支援

事業 

をはじめと

継ネットワ

施策の情報

ー、研修会

施 

関職員によ

析 

業 

設置し、事

援体制を整

ネーターの

272千円）

６展示会分

スとしての共

助

商工会・商工

ホール、会議

もの）等の公

産業活性化

する支援機

ワーク事務局

報提供 

会等の開催、

よる中小事業

業承継診断

整備 

の設置（１名

（平成29年

共同出展経

工会議所が

議室、交流

公共的施設

（国

化センター

機関や金融

局を活性化

、啓蒙チラ

業者2,000社

断結果等を

名） 

Ⅳ 元気な

年度：４展示

経費 

50,0

行う交流拠

流サロン、研

設 

国庫 50,000

ーが事務局と

融機関、中小

化センター

ラシ、HPの作

社/年に対

基に県内各

な地域づくり

示会分））

000 千円 

拠点の整備

研修室（一

0 千円） 

となって県

小企業診断

に設置 

作成 

面型アン

各地でのき

 

備

一

県

断



 

 

 ＜地

 ①

 ②

 

 

 

地場産業の振

じばさん兵

産地企

単独また

○ 対

○ 対象

○ 予定

○ 補

○ 補助

 

地場産業の

産地の

開のため

○ 補助

清

豊

○ 対象

ニ

の出

専門

○ 補助

 国

 事業承

や事業承

・ブロック

 商工会

・支援機関

振興＞ 

兵庫ブラン

企業等の新

たは他企業

象 者 産

象事業 ブ

の

定件数 新

助 率 1/

助限度額 10

のブランド

のブランド

めの新技術

助対象産地

清酒、ケミ

豊岡かばん

象事業  

ニーズに応

出展・開催

門能力を有

助限度額（定

国内展開4,

承継診断結果

承継計画の策

クコーディネ

会地域等に設

関職員向け研

ンドの創出支

新たなブラン

業と連携して

産地中小企業

ブランド創出

の開発・改良

新規５件程度

/2以内 

0,000千円/

ド力強化促進

ド力強化を促

術開発、人材

地(予定) 

カルシューズ

ん、淡路瓦、

応じた新製品

催、国内外市

有する人材の

定額） 

000千円・
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果による案

策定 

ネーターの

設置し、地

研修等の開

支援

ンド創出を

て行う新商

業等 

出に必要な

良、デザイ

度、継続10

/年（３年間

進

促進するた

材育成等の

ズ、真珠、

、線香 等

品・新技術

市場におけ

の育成 等

海外展開4

案件の掘り起

の設置（２名

地域の個者支

開催 等 

を支援するた

商品・新技術

な戦略の立案

イン開発・改

0件 

間 30,000千

ため、産地組

の取組を支援

播州織、三

等 

術・デザイ

けるマーケテ

等 

4,000千円

起こし、専

名） 

支援 

＜地方創

ため、産地

術の開発等

案、市場調

改良、販路

千円） 

＜地方創

組合等が行

援 

三木金物、

ンの開発、

ティング調

・人材育成

Ⅳ 元気な

専門家コーデ

33,0

創生推進交付

地の意欲ある

等を支援 

調査、新商品

路開拓 等 

35,5

創生推進交付

行う販路拡大

皮革、素麺

国内外の展

調査、ものづ

成2,000千円

な地域づくり

ディネート

000 千円 

付金事業＞

る企業等が

品・新技術

500 千円 

付金事業＞

大、海外展

麺、 

展示会へ

づくりの

円 

 

 

、

術

 

展



 

 ③

 ④

 

地場産品の

産地組

大のため

○ 補助

○ 対象

 デ

 国

 

 国

 

(新)県政

県政1

周年記念

○ 対 

○ 対象

○ 補 

○ 補助

○ 時 

のマーケッ

組合等が行

めの取組を

助対象者 産

象事業  

デザイナー

・対象経費

・補助限度額

国内外商社

・対象事業

    

・対象経費

・補 助 率

国内外での

・補助限度額

150 周年記

150周年をP

念特別意匠

象 者 酒

象事業費 特

助 率 1/

助限度額 30

 期 平

 

ット対応力強

行うマーケ

を支援 

産地組合等

ー等と連携

費 企画・デ

額 1,000千

社等でのイン

業 国内外商

 国内外の

費 海外イン

国内外の

率 1/2以内

のインターン

額 50千円/

記念酒事業の

PRし日本酒

匠を活用した

酒類販売事業

特別意匠箱作

/2以内 

00千円/件

平成30年７月
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強化

ットの需要

した新商品

デザイン料

千円（定額）

ンターンシ

商社等での

の技術学校

ンターンシ

の技術学校

内 

ンシップに

/件（定額）

の実施

酒の普及を促

た「五国の

業者等 

作成に必要

月 

要に沿った新

品開発 

料、製作費、

） 

シップ・留学

のマーケテ

校等での技能

シップ・留学

校等への留学

にあわせたサ

） 

促進するた

の酒蔵日本酒

要な経費 

（法

新商品開発

、原材料費

学 

ィングノウ

能等の取得

学に要する

学に要する

サンプルの

＜県政

＜地方創

ため、県がデ

酒セット」

Ⅳ 元気な

14,0

法人県民税超

発やさらな

費 等 

ウハウ取得 

得 

る渡航費  

る授業料 

の作成 

9

政150周年記

創生推進交付

デザインす

の作成を支

な地域づくり

000 千円 

超過課税）

る販路拡

900 千円 

記念事業＞

付金事業＞

する県政150

支援 

 

 

 

  

0



 

 ⑤

 

 ⑥

 ⑦

 

(新)日本酒

日本酒

率を図る

○ 導入

○ 導入

(拡)ひょう

新たな

れるファ

産品をコ

○ 実施

○ 実施

 

(新)ひょう

県政1

チャンス

○ 開催

○ 場 

○ 事業

 各

 各

 若

酒の品質向

酒生産過程

るため、分

入機関 県

入機器 ガ

ア

うごのファ

な市場開拓

ァッション

コーディネ

施時期 平

施場所 旧

うご地場産

150周年を機

ス創出を図

催時期 平

 所 神

業内容 

各産地の特

各産地間連

若手グルー

 

向上支援事業

程のデータを

分析機器を導

県立工業技術

ガスクロマ

アルコール分

ァッションイ

拓を行うため

ンイベント

ートしたス

平成30年９月

旧居留地周辺

産業フェア

機に歴史と

図るため、地

平成30年９月

神戸国際展示

特色・沿革

連携によるコ

ープの活動紹

272 

業

を分析・蓄

導入 

術センター

トグラフ・

分析装置

イベントへ

め、30～40

（KOBE PRE

ステージ・ブ

月（予定）

辺（予定）

(仮称)の開

と伝統に培わ

地場産業が

月（予定）

示場 ※国

・現在の取

コラボレー

紹介 

［平成29年

蓄積し、新た

ー 

フーリエ変

への出展支援

代を中心と

EMIUM NIGH

ブースを設

 

 

開催

われた地場

が一堂に会す

 

国際フロンテ

取組事例等の

ート製品の展

年度２月経

たな品質の

変換赤外分

援

＜県政

＜地方創

とした大人

HT（仮））に

設け、産地企

＜県政1

場産品の認知

するフェア

ティア産業

のＰＲ 

展示 

Ⅳ 元気な

45,0

経済活性化対

開発や生産

分光光度計

8,3

政150周年記

創生推進交付

人世代を対象

に、ひょう

企業の情報発

2,4

50周年記念

知度拡大、

アを開催 

業メッセと

な地域づくり

000 千円 

対策補正］

産工程の効

、 

320 千円 

記念事業＞

付金事業＞

象に開催さ

うごの地場

発信を支援

400 千円 

念事業＞

ビジネス

同時開催

 

 

効

 

 

援 

 



 

 ＜商

 ①

 

 ②

商店街のに

(拡)商店街

県政1

ための地

区 分 

補助対象者 

対象事業 

補助要件 

補助限度額 

件 数 

予 算 額 

商店街免税

外国人

免税店制

○ 補助

○ 対象

訪

外国

専門

ぎわい・活

街元気づく

150周年を記

地域と一体

既存

２回以上

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基礎分を

（被災地

税店拡大等

人旅行者の

制度等を活

助対象者 商

象事業  

訪日前の海外

国人観光客接

門家による相

活性化＞ 

り事業

記念し、県

体となったイ

存枠（連続イ

商店街等

上の連続イベン

を含めイベン

地は 12 回）ま

80 件

41,200 千

等による外国

の来街を促進

活用した新た

商店街・小売

外旅行者に

接遇マニュ

相談・指導

273 

県内商店街が

イベント等

イベント）

商

等が地域と一

ント事業 

ント 10 回 

まで 

件 

千円 

国人誘客促

進し、あわ

たな需要開

売市場 

に対する情報

アルの作成

導、商店街免

が行う地域

等を支援 

店街・小売市

体となって実

150 周

200 千

促進

せて商店街

開拓による商

報発信、商店

成、外国語を

免税手続一括

域の賑わい創

（新）県政

市場 

実施するイベ

周年イベント

千円（定額）

20,

街の新たな

商店街の活

店街免税店制

併記した商

括カウンター

Ⅳ 元気な

61,2

創出、魅力

政 150 周年記

ベント事業 

ト 

 

100 件 

000 千円 

8,0

魅力を創出

活性化を促進

制度活用講習

商店街マップ

ーの整備 等

な地域づくり

200 千円 

力づくりの

記念枠 

000 千円 

出するため

進 

習の開催、

プ等の作成、

等  

 

、



 

 

 ③

 ④

 

○ 補 

○ 補助

○ 補助

○ 件 

(拡)商店街

商店街

る、商店

○ (拡

 補

 対

 補

 件

○ 全県

商店

 開

 

(拡)商店街

買い物

域特性や

○ 対

○ 対象

○ 補

○ 補助

○ 補助

○ 件 

助 率 1/

助上限額 6,

助期間 最

 数 ３

街次代の担

街リーダー

店街の課題

拡)チャレン

補助対象者 

対象経費 

補 助 額 

件  数 

県交流会の

店街を越え

開催回数 

街ご用聞き

物利便性の

や住民ニー

象 者 商

象事業 ご

を

助 率 １

助限度額 3,

助期間 最

 数 ５

/2 

000千円

最長３年 

３件 

担い手支援

ーとして必要

題を踏まえた

ンジ活動支援

商店街の若

実践活動の

一連のプロ

300千円

10件（平成

の開催（1,0

えた若手商業

１回/年

き・共同宅配

の低い市街地

ーズに応じた

商店街・小売

ご用聞き・共

を高める事業

１～３年目

（市町負担

000千円

最長５年 

５件（平成2

274 

要な資質向

た魅力向上

援（3,000千

若手商業者

の企画・実

ロセスに要

（定額） 

成29年度：

000千円）

業者のネッ

配の実施

地または中

た買い物利

売市場、商

共同宅配事

業 

1/2、４

：県の1/2期

29年度：４

向上を図るた

上の実践活動

千円） 

者グループ

実施、成果発

要する経費

５件） 

ットワーク形

中山間地域等

利便性を高

商工会・商工

事業、移動販

・５年目

期待） 

４件） 

＜地方創

ため、商店

動を支援 

発表を通じ

形成と学び

等において

める取組を

工会議所、

販売事業な

1/3 

Ⅳ 元気な

4,0

創生推進交付

店街の若手商

じた振り返

びの深化を支

14,0

て商店街等

を支援 

商業者グル

など買い物

な地域づくり

000 千円 

付金事業＞

商業者によ

りまでの

支援 

000 千円 

が行う、地

ループ 

の利便性

 

 

地



 

 ⑤

 

 ⑥

 

 ⑦

新規出店

空き店

○ 補

○ 補助

○ 件 

 新

 地

商店街空き

空き店

取組を支

○ 対 

○ 対象

○ 補

○ 補助

○ 件 

商店街・小

商店街

○ 対象

 ア

 ま

○ 補 

・開業への

店舗を活用

助 率 1/

助限度額 初

 数 51

新規出店支

・通常枠 

・若者・女

地域交流促

き店舗再生

店舗を借り

支援 

象 者 商

象経費 店

す

等

助 率 1/

助限度額 １

１

※

 数 15

小売市場共

街の共同施

象事業 

アーケード

まちなみ創

助 率 1/

の支援 

用した新規出

/3 

初年度1,500

1件 

支援 

10件 

女性チャレン

促進等施設設

生支援の実施

上げ、商店

商店街・小売

店舗借上料、

するための

等（短期・週

/2 

店舗当た

年目2,000

※コンサル委

5件 

共同施設建設

施設の建設、

ド、街路灯、

創造・景観向

/3 

275 

出店や子育

0千円、２年

ンジ枠 39

設置・運営

施

店街に必要

売市場、商工

、内装工事

コンサル委

末など柔軟

り（１年未

0千円、２年

委託料：1,

設費の支援

、改修等を

、防犯カメ

向上や魅力

育て・高齢者

年目500千

9件 

営支援（２件

な業種など

工会・商工会

事費、複数の

委託費、経営

軟な形態の

未満の場合は

年目750千

,000千円

援

を支援 

メラ等の共同

力アップに資

＜地方創

者支援施設

円 

件） 

＜地方創

どの魅力あ

会議所、ま

の空き店舗

営支援のた

出店者を誘

は３ヵ月単

円、３年目

（１年目のみ

同施設の建

資するオー

Ⅳ 元気な

38,2

創生推進交付

設等の設置

11,3

創生推進交付

る出店者を

まちづくり会

舗を一体的に

めの専門家

誘致する取

単位で按分）

目350千円 

み） 

36,0

建設、改修 

ープンモール

な地域づくり

276 千円 

付金事業＞

を支援 

338 千円 

付金事業＞

を誘致する

会社 等 

に出店誘致

家派遣経費

取組も含む）

） 

000 千円 

ル化 

 

 

 

致

費 

 



 

 

 ⑧

補

対

負

補

度

補

予

 

 ⑨

 

○ 補助

○ 件 

商店街事業

商業支

に基づき

事   業 

補助対象 

対象経費 

負担割合 

補 助 限 

度    額 

補助件数 

予 算 額 

商店街共同

住宅転

○ 補

  

○ 補助

○ 件 

助限度額 8,

 数 20

業承継支援

支援マネー

き商店街が

ア 店舗承

事業

移

県 1/3

事業者

20

1,0

同施設の撤

転換を促進

助 率 通

   特

※

助限度額 5,

 数 １

 

000千円/団

0件 

援事業の実施

ージャーによ

が進める商店

継促進事業

業譲渡者 

転費用 

、市町 1/3

1/3 

00 千円 

５件 

00 千円 

撤去支援

進するため、

通常分2/3

特別認定枠

※申請時の会

体の2/3以

理由から通

000千円

件 

276 

団体 

施

よるマッチ

店街づくり

イ 承継

内

県 2

（広報

内装工

広報宣

、老朽化し

（県1/3、市

（※）9/10

会員数が建

以上の商店街

通常の補助

チングを実施

りに合致す

継店舗開業支

事業承継者

内装工事費等

広報宣伝費

2/3、事業者

報宣伝費は定

工事費等 4,00

宣伝費 1,000

２件 

10,000 千円

したアーケー

市町1/3）

0（県9/20、

建設時の1/3

街等で、市

助率を超えて

＜地方創

施し、商店

る事業承継

支援事業 ウ 

者 

等 

費 

者 1/3 

定額） 

00 千円

千円 

入居

～2

基

上限

円 

ード等共同

、市町9/20

3以下、また

市町が安全確

て支援する

Ⅳ 元気な

12,2

創生推進交付

店街の活性化

継を行う店舗

承継店舗円

事業承継

店舗賃借

実家賃の

居面積（㎡

200（円／㎡

づき算出さ

限 

２件

1,200 千

5,0

同施設の撤去

0） 

たは空き店

確保、景観

る撤去事業 

な地域づくり

200 千円 

付金事業＞

化プラン等

舗を支援

円滑化事業

継者 

借料 

の 1/2 

㎡）×1,000

㎡・月）に

された額を

件 

千円 

000 千円 

去を支援

店舗数が全

観向上等の

 

 

等



 

 ＜ま

 ①

 

 ②

事   業 

概   要 

補助対象 

対象経費 

負担割合 

補 助 限 

度    額 

補助件数 

予 算 額 

事    業 

概    要 

補助対象 

対象経費 

負担割合 

補助件数 

予 算 額 

まちづくり

まちなか再

「商店

立ち上げ

○ 事業

 ア

○ 対 

商店街の再

まちな

ア 店舗再編

事業 

再編対象の

移転を支援

再編対象店

移転、開業

移転費

県 1/3、市

事業者 1/3 

200 千

５件

1,000 千

エ 小規模再

まちなか再

る施設導入

まちなか再

調査設計計

国 1/3、県

１件 

21,000 千円

との連携に

再生協議会

店街の活性

げや「まち

業内容 

アドバイザ

象 者 ま

再編支援 

なか再生計

編促進 

の店舗

援 

複

め

託

店舗を

業する者 

再

り

費用 

市町 1/3 

千円 

件 

千円 

再開発支援事

再生計画の区

入に対して支

再生協議会 

計画費 等 

1/6、市町 1

円 

による商店

会等の運営支

性化」と「ま

ちなか再生計

ザー派遣、協

まちなか再生

計画に基づ

イ 再

（誘致支援

数店舗誘致

のコンサル

経費を支援

生協議会、ま

会社等 

コンサル委

県

8,000 千

１件

事業 

区域内で国庫

支援 

等 

1/6、協議会

277 

街活性化＞

支援

まちの再整

計画」策定

協議会等の

生協議会

く商店街再

再編店舗開業

援） 

致するた

ルへの委

店

う

援

まちづく 再

開

委託費 

県 2/3、事業

千円 

11,000 千

庫補助を受け

会等 1/3 

＞ 

整備」を総合

定を支援 

の運営支援

等 

再編について

業支援事業

（開業支

店舗の移転

う内装工事費

援 

再編対象店舗

開業する者

内装工事

業者 1/3 

4,000 千

２件

千円 

、実施され

＜地方創

合的に推進

て支援 

支援） 

開店に伴

費等を支

舗を移転、

事費等 

千円 

件 

る共同住宅や

Ⅳ 元気な

15,0

創生推進交付

進するため、

33,2

ウ 再編店舗

業 

店舗の移転

う家賃を支援

再編対象店舗

開業する者 

店舗賃

実家賃

入居面積（㎡

～200（円／

に基づき算

額を上限 

２件

200 千

や賑わい再生

な地域づくり

000 千円 

付金事業＞

協議会の

200 千円 

舗円滑化事

転開店に伴

援 

舗を移転、

賃借料 

の 1/2 

㎡）×1,000

／㎡・月）

算出された

件 

千円 

生につなが

 

 



 

４ 農

 (1)

 ＜法

 ①

 

 ②

農林水産業の

農業の経

法人化支援

(新)法人化

雇用就

するた

○ (拡

備

 (

 実

 負

○ (新

 補

 実

 負

○ (新

等

 補

 実

 負

（（新

(拡)企業の

多様な

等が出資

の基幹産業

経営基盤の

＞ 

化促進総合

就農者の受

め、農業法

拡)法人化・

新たに法

備を支援 

(拡)補助対象 

実施地区数 

負担割合 

新)法人経営

新事業に

補助対象 

実施地区数 

負担割合 

新)法人運営

法人の経

等の人材雇

補助対象 

実施地区数 

負担割合 

新）雇用就農

の農業参入

な担い手の

資して設立

業化 

の強化 

合対策事業の

受入基盤整備

法人等に対す

高度化促進

法人化等に取

組織化・法

45経営体

県1/3、経

営新ビジネス

に取り組む法

法人化及び

10経営体

県1/2、経

営プロフェ

経営管理業務

雇用を支援

法人化及び

10経営体

県1/2、経

農促進事業

入の推進

の確保等を図

立した農業法
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の実施

備、農地中

する段階に

進施設整備

取り組む経

法人化及び

経営体2/3

ス展開の支

法人が行う

び経営の高

経営体1/2

ッショナル

務、労務管

び経営の高

経営体1/2

業と一体的

図るため、

法人の経営

間管理機構

に応じた支

備の促進（6

経営体が行

び経営の高度

支援（5,000

う新技術・品

高度化に取

ルの雇用促進

理業務等に

高度化に取

に実施）（

農業参入

営安定と定着

＜地方創

構活用によ

援を実施 

61,500千円

う共同利用

度化に取組

0千円） 

品種導入の

り組む経営

進（10,000

に関する知

り組む経営

参照P288）

＜地方創

した企業や

着に向けた

Ⅳ 元気な

76,5

生推進交付

る農地集積

円） 

用農業機械

組む各経営体

実証等の取

営体 

0千円） 

知見を有する

営体 

 

4,5

創生推進交付

や、地元農家

た取組を支援

な地域づくり

500 千円 

付金事業＞

積等を促進

・施設の整

体 

取組を支援

る他業種OB

500 千円 

付金事業＞

家と企業

援 

 

 

進

整

援 

B

 



 

 

 ③

     

ア 参入定

○ 対 

○ 事業

○ 対象

 

○ 補 

イ （新）

○ 対 

○ 事業

○ 対象

○ 補 

(拡)農業経

農業経

展を目指

ア 農業経

○ 事業

○ 農業

 対

 補

 予

○ 集落

 対

 補

 予

イ 農業経

   法人

し、研

○ 事業

定着支援 

 象 農

業

業者数 ５

象経費 生

   を

助 率  1/

）経営力向

 象 農

業法

業者数 ５

象経費 新

助 率  1/

経営力の向

経営の法人

指す認定農

経営の法人

業主体 農

業経営の法

対象経費 

補 助 額 

予定件数 

落営農の組

対象経費 

補 助 額 

予定件数 

経営者のサ

人化及び経

研修等を実

業主体 農

農業参入企業

業法人 

５企業 

生産技術・経

を活用した新

/2以内（上

向上支援 

農業参入企業

法人（※新た

５企業 

新品目栽培経

/2以内（上

向上支援

人化や集落営

農業者、集落

人化等の支援

農業経営相談

法人化支援

集落営農や

る新たな法

400千円

50件 

組織化支援

集落営農の

200千円

66件 

サポート（2

経営発展・経

実施 

農業経営相談
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業(１～３年

経営ノウハ

新商品開発

上限500千円

業(4年目以

たな雇用就

経費、栽培

上限400千円

営農の組織

落営農組織

援（33,200

談所 

や複数個別

法人の立ち

（定額） 

の組織化に

（定額） 

23,155千円

経営改善を

談所 

年目)､地元

ハウ習得に要

発費 等 

円） 

以降)､地元農

就農者確保が

培指導者育成

円） 

織化を支援

織等に対し

0千円） 

別経営の法人

ち上げに要す

に要する経費

円） 

を目指す認定

元農家等が出

要する指導

農家等が出

が要件） 

成経費 等

するととも

、農業研修

人化、法人

する経費

費 

定農業者、

Ⅳ 元気な

出資して設

導者謝金、農

出資して設

等 

56,3

もに、法人化

修等を実施

人同士の統合

（法人登記費

集落営農組

な地域づくり

設立した農

農産物 

立した農

355 千円 

化や経営発

 

合によ 

費用等）

組織等に対

 

発

対



 

 

 ④

 

 ＜農

 ①

○ 事業

法

 研

 専

 法

集落営農組

集落営

に向けた

○ 集落

 設

○ 新規

集

 実

○ 後継

経

取組

 実

○ 広域

近

 実

 実

農産物の生産

(拡)ひょう

13の農

消費まで

○ 地域

地

けた

業内容 

法人化に関

研 修 会 

専門家指導 

法人化支援

組織育成総

営農組織の

たリーダー

落営農育成

設置人数 

規組織化へ

集落営農の

実施地区数 

継者育成の

経営管理や

組等を支援

実施地区数 

域連携への

近隣未組織

実施地区数 

実施内容 

産・流通の

うご元気な

農業改良普

で有機的に

域実践推進

地域の農業

た活動を県

関するセミナ

10回 

55経営体

援員の設置

総合対策の推

の新規組織化

ー育成等を支

成員の設置

６人 

への取組支援

の組織化に向

７地区（4

の取組支援

や会計知識の

援 

８地区（1

の取組支援

織集落共同で

７地区（8

先進地視察

の拡大＞ 

な「農」創造

普及センター

に連携する新

進事業（13,

業者や関係機

県の農業改良
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ナー・研修

（法人化前

（２名）（H

推進

化及び運営

支援 

（14,580千

援（494千

向けたリー

40集落）

（2,160千

の講義・研

160集落）

（1,233千

での組織化

80集落）

察等 

造事業の推

ーを核とし

新たな仕組

,000千円）

機関等との

良普及指導

修会の開催、

前後４回）

H29：１名）

＜一部

営体制の質

千円） 

円） 

ーダー育成の

円） 

研修など、組

円） 

化や既存組織

推進

して、魅力あ

組みを構築

 

の合意形成

導員が支援

、専門家に

（H29：法人

） 

部、地方創

的強化を推

の取組等を

組織の後継

織への参加

ある商品提

を図りなが

Ⅳ 元気な

による指導等

人化前２回）

18,4

創生推進交付

推進するた

を支援 

継者育成を目

加などの取組

29,0

提案を図り、

がら、将来像

な地域づくり

等の実施

） 

467 千円 

付金事業＞

め、組織化

目的とした

組を支援

000 千円 

、生産から

像実現に向

 

 

化

た

向



 

 

 ②

 

 ③

○ 地域

兵

通

○ (新

類

ニー

(拡)ひょう

環境制

○ (拡

御

 対

 事

 補

 

 

○ 次世

○ 次世

 回

ひょうご施

実需者

ネ・省力

○ 施設

 補

 補

域の「宝」

兵庫県認証

・販売促進

新)地域特産

類似特産品

ーズに即し

うごの次世代

制御技術を活

拡)統合環境

加西拠点

御機器等の

対象機器 

・耐候性ハ

・環境制御

・空調機器

［標準事

事業主体 

補助件数 

    

    

世代施設園

世代施設園

回数 10回

施設園芸産

者ニーズに

力化技術の

設園芸産地

補助対象施設 

補 助 率 

生産・流通

証食品として

進活動の支援

産品グレー

品と差別化を

した特産品づ

施設園芸モデ

活用したひょ

境制御システ

点で得られた

の導入を支援

 

ハウス［標準

御機器［標準

器等（CO2発

事業費5,000

施設園芸農

・(新)耐候

・環境制御

・空調機器

芸モデル団

園芸モデルの

回×13地域

産地の競争力

に応じた先進

の普及によ

地の面積拡大

パイプハウ

1/2または
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通拡大支援

ての生産量

援を強化し

ドアップ事

を図る付加

づくりを支

デル普及拡大

うごの次世代

テム導入支

た技術ノウ

援 

準事業費12

準事業費2,

発生装置、ヒ

0千円/件］

農家 

候性ハウス

御機器（35

器等（25件

団地運営協議

の技術普及

（普及セン

力強化

進的技術の

り、競争力

大（247,51

ウス（3,00

は1/3 

援事業（13,

量・出荷量増

し、新たな需

事業（3,000

加価値の高い

支援 

大支援事業の

代施設園芸モ

支援(180,00

ウハウを応用

2,000千円/

,500千円/件

ヒートポン

 

ス(５件)(す

5件）(うち

件）(うち５

議会が行う研

及の実施（5

ンター単位）

＜一部

の導入によ

力のある施

15千円）

0㎡以上）

,000千円）

増加を目指

需要を創出

0千円） 

い特産品や

実施

モデルの検討

00千円) 

用し、既存

/件］ 

件］ 

ンプ等） 

すべて中山間

ち５件中山間

５件中山間地

研修等への

5,198千円）

） 

部、地方創

る収量・品

設園芸農業

等 

Ⅳ 元気な

 

指して、生産

出 

や、消費者や

185,6

討、導入支援

存農家に対し

間地域分) 

間地域分) 

地域分) 

支援（500千

） 

252,5

創生推進交付

品質の向上及

業の確立を

な地域づくり

産から流

や実需者の

698 千円 

援を実施 

して環境制

千円） 

515 千円 

付金事業＞

及び省エ

推進 

 

制

 



 

 

 ④

 

 ⑤

 補

○ 県野

 補

 補

 補

農業施設貸

新規就

となる

必要な経

○ 実施

○ 対 

○ 対象

○ 補 

 施

○ 実施

 (新)農業

○ ICT

繋が

 整

棟

○ 人工

めの

 整

○ 酒米

上、

 整

補助件数 

野菜指定産

補助対象施設 

補 助 率 

補助件数 

貸与事業の

就農者や農

ことから、

経費を支援

施主体 市

象 者 新

象施設 園

助 率 

施設及び附

・新規就農

施方式 リ

業技術センタ

T等先端技術

がる最適な

整備内容 

棟） 

工知能によ

の研究を行

整備内容 

米の醸造適

、品質向上

整備内容 

３件 

産地の育成

パイプハウ

1/3 

２件 

の実施 

農業法人等が

市町・ＪＡ

援 

市町、ＪＡ

新規就農者、

園芸用ハウス

附帯設備 

農者：1/2以

ース方式ま

ター機能強

術を活用し

な栽培環境の

研究用環境

よる画像診断

行うため、農

診察・実験

適性に関する

上を図るため

酒米研修セ

282 

（5,000千

ウス（1,00

が農業を営

Ａ等が整備

等 

、農業法人

ス、付帯設

以内、農業法

または賃貸

強化事業

した環境制御

の研究を行

境制御ハウ

断技術など

農作物診断

験室棟（１

る酒造メー

め、研究・

センター

円） 

0㎡以上）、

営むにあたっ

備のうえ、新

人 等 

設備 等 

法人等：1/

貸借方式 

［平成 29 年

＜地

御技術の普

行うため、研

ウス（15棟）

どの高度な技

断・実験セ

１棟）、隔離

ーカーとの共

研修拠点

冷蔵庫、

＜地方創

っては、多

新規就農者

/3以内 

年度２月経

地方創生拠

普及拡大を図

研究・研修

）、研修用環

技術を導入

ンターを設

離温室棟（

共同研究な

を整備 

Ⅳ 元気な

包装機 等

221,9

創生推進交付

多額の初期投

者等に貸与す

685,5

経済活性化対

拠点整備交付

図り、収量

修用ハウス

環境制御ハ

入し、病害虫

設置 

２棟） 

など、酒米の

な地域づくり

等 

930 千円 

付金事業＞

投資が必要

するために

500 千円 

対策補正］

付金事業＞

量の増加に

を整備 

ハウス（１

虫診断のた

の生産性向

 

 

要

に

 

 

た

向



 

 

 ⑥

 

 ⑦

 ⑧

 

 ⑨

野菜産地元

安定的

けた取組

○ 実施

○ 事業

○ 補 

兵庫のブラ

兵庫県

○ 認証

○ 地域

 

酒米高品質

本県産

向上を図

○ モデ

 村

モデ

○ 山田

 実

 負

ひょうご花

生産量

向上、県

ア 果樹産

新技

元気アップ

的、継続的

組を支援 

施主体 Ｊ

業内容 経

助 率 1/

ランド米の

県認証食品

証食品ブラ

域推進会議

質モデルの

産山田錦等

図りながら

デル経営体

村米及び品

デル経営体

田錦の需要

実施主体 

負担割合 

花き・果樹

量が減少傾

県産花き・

産地育成強

技術・新品

プの推進

的な産地づく

Ａ、全農兵

経営改善研修

/2 

の増産対策

品制度を活用

ランド米モデ

議、情報交換

の確立支援

等の需要に対

ら、酒蔵との

体による現地

品質を重視

体を設置（1

要拡大に向け

ほんまもん

県1/9、全

樹産地好循環

傾向にある花

果樹の増産

強化事業（4

品種のモデル

283 

くりのため

兵庫 

修会の開催

用し、兵庫

デル地区の

換大会の開

対応するた

の結びつき

地実証（2,

した栽培を

16地区）

けた消費者

ん山田錦需

全農1/3、Ｊ

環構築事業

花き・果樹

産を図るた

4,877千円）

ル導入に要

め、担い手の

催、新技術

庫米の魅力向

の設置（５地

開催 

ため、集落営

きを強めるモ

,673千円）

を取り入れた

者へのＰＲの

需要拡大協議

ＪＡ1/3、酒

業の実施

樹について、

ため、各種支

） 

要する施設

＜地方創

の育成・確

・新品種の

＜地方創

向上、ブラ

地区） 

＜地方創

営農組織等

モデル経営

 

た実践農場

の実施（1,

議会 

酒造組合2/9

＜地方創

、競争力の

支援策を実

・機械等の

Ⅳ 元気な

1,4

創生推進交付

確保等や産地

の導入促進 

1,2

創生推進交付

ランド化を推

3,6

創生推進交付

等が品質の維

営体を設置 

場に取り組

,000千円）

9 

6,2

創生推進交付

の強化、生産

実施 

の整備を支援

な地域づくり

400 千円 

付金事業＞

地強化に向

等 

242 千円 

付金事業＞

推進 

673 千円 

付金事業＞

維持・ 

む 

 

200 千円 

付金事業＞

産者の所得

援 

 

 

向

 

 

 

得



 

 

 ⑩

 

 

 

○ 実施

○ 補 

イ 花き流

生産

の整備

○ 実施

○ 補 

ウ 果樹作

剪定

○ 実施

○ 補 

エ 花き新

新た

○ 実施

○ 補 

ひょうごの

消費者

低コス

ア 高品質

○ 事業

○ 補助

○ 補 

イ 安定生

○ 実施

○ 補助

○ 補 

施主体 市

助 率 1/

流通体系向

産・流通・

備を支援 

施主体 市

助 率 1/

作業受託組

定等作業を受

施主体 市

助 率 1/

新需要創出

たな消費喚

施主体 全

助 率 1/

の花づくり

者ニーズに

ト化などの

質等生産施

業主体 Ｊ

助対象 パ

助 率 1/

生産体制強

施主体 兵

助対象 研

助 率 1/

市町、ＪＡ

/3 

向上対策事業

小売におけ

市町、ＪＡ

/3 

組織育成事業

受託できる

市町、ＪＡ

/2 

出事業（265

喚起につなが

全農兵庫 等

/2 

りの推進

に対応した花

の技術導入や

施設整備事業

Ａ、生産者

パイプハウス

/3 

強化推進事業

兵庫県花卉協

研修会、検討

/2 

284 

等 

業（827千

けるコール

等 

業（231千

組織を育成

等 

5千円） 

がるＰＲチ

等 

花きを安定

や施設整備

業（３地区

者団体 等

ス、機械等

業（2,633千

協会 

討会等の開

円） 

ルドチェー

円） 

成するための

チラシ作成や

＜一部

定的に供給

備を推進 

区）（5,241千

等 

等の整備 

千円） 

開催 

ン確立に向

の技術養成講

や商談会開

部、地方創

するため、

千円） 

Ⅳ 元気な

向けた施設

講座等の開

開催等の活動

7,8

創生推進交付

高品質化

な地域づくり

・機械等

催を支援

動を支援

874 千円 

付金事業＞

化、省力化、

 

 



 

 ⑪

 

(新)ひょう

ＧＡ

地域モデ

○ ＧＡ

普

指導

 ・研

 ・地

○ ＧＡ

認

 補

 補

うごのＧＡ

Ｐ(農業生産

デルとなる

ＡＰ指導員

普及指導員

導が可能と

研修会  

地域指導 

ＡＰ認証取

認証取得に

補助単価 

・審査費用

・コンサル

・機器類整

補助件数 

 

ＡＰ拡大推進

産工程管理

る農業者を対

員の育成 

員・営農相談

となるよう育

３回 

13回 

取得の支援

にかかる審査

用   200

ル費用 350

整備  165

各10件 

285 

進加速化事

理)の取組を

対象とした

談員等に対

育成 

査費用、機

0千円/件(定

0千円/件(定

5千円/件(定

事業

を推進するた

た認証の取得

対し、研修等

機器類導入等

定額) 

定額) 

定額) 

ため、ＧＡ

得を支援 

等を通じて

等にかかる

Ⅳ 元気な

12,8

Ｐ指導員の

て、国際水準

る経費を支援

な地域づくり

800 千円 

の育成及び

準ＧＡＰの

援 

 

び



 

 ＜多

 ①

 

 

 

多様な農業の

新規就農者

ア ひょ

県外

機能を

○ 実施

○ 対 

○ 実施

イ ひょ

新規

○ 実施

○ イン

 実

 実

ウ 雇用就

就農

独立

○ 実施

○ 対 

○ 新た

 助

 実

○ 実施

 助

 新

の担い手育

者の確保・

うごde就農

外からの就

を強化 

施主体 (一

象 者 東

施内容 就

携

農

うごの農ト

規就農希望

施主体 (一

ンターンシ

実施期間 

実施予定者数 

就農者の独

農希望者が

し、新たな

施主体 (一

象 者 認

たな就農希

助 成 額 

実施予定者数  

施要件 

助成開始後

新たな就農

育成＞ 

育成加速化

農サポート事

就農希望者を

一社)兵庫県

東京及び関西

就農フェアへ

携した情報発

農情報提供

トライアル事

望者向けのイ

一社)兵庫県

シップの受入

短期受入

短期受入1

独立支援（1

が雇用就農者

な経営者とな

一社)兵庫県

認定農業者、

希望者への研

1,200千円

16人 

後３年以内に

農希望者がＵ

286 

化

事業（2,21

を確保する

県農業会議

西の就農希

への出展、

発信、首都

等 

事業（14,7

インターン

県農業会議

入 

１～７日間

00人、中期

19,200千円

者として、

なる取組を

県農業会議

、集落営農

研修費等支

円/年 

に独立就農

ＵＪＩター

14千円）

るため、東京

議 

希望者 

カムバッ

都圏大学及び

718千円）

ンシップを実

議 

間、中期受入

期受入25人

円） 

農業経営体

を支援 

議 

農組織、農業

支援 

農させるこ

ーン者であ

＜地方創

京及び関西

クひょうご

び近畿圏大

実施 

入１～６か

体等で技術

業法人 等

と 

ること 

Ⅳ 元気な

36,1

創生推進交付

西での就農

ご東京セン

大学(約400校

か月 

術等を学び

等 

な地域づくり

32 千円 

付金事業＞

サポート

ターと連

校)への就

、その後

 

 



 

 ② 農業人材の

農業従

者への支

ア 新規就

サラ

基礎

○ 実施

○ 開 

○ 開講

○ 募集

イ 農業次

青年

保す

○ 実施

○ 事業

交

単

交

ウ 就農ス

非農

の確保

○ 委 

の確保 

従事者の高

支援等を充

就農駅前講

ラリーマン

知識を習得

施主体 (公

講 数 神

講期間 ２

集人員 10

次世代人材

年の就農意

る農業次世

施主体 市

業内容 

区 分 

対象者 

交付期間 

単  価 

交付対象者 

スタートア

農家出身等

保等につい

託 先 26

高齢化や担い

充実し、次代

講座の開催

ン等が現在の

得するため

公社)兵庫み

神戸：３期

２か月程度

00人（25人

材投資資金の

意欲の喚起

世代人材投

市町（経営開

①

・就農後５

・独立、自営

歳未満 

・独立・自

・人・農地プ

ること

最

年間最

アップ支援の

等の新規就農

いて、地域の

6人（農業経

287 

い手不足が

代の本県農

（1,354千

の職業を続

の講座を実

みどり公社

（平日夜間

（計７回/期

人程度×４期

の活用促進

と就農後の

投資資金を交

開始型）、県

農

①経営開始型

年以内の新

営就農時の年

営就農であ

プランに位置

等 

最長５年間

最大1,500千

284人 

の実施（7,

農者の早期

の農業経営

経営士、認

＜一部

が深刻化して

農業を担う

円） 

続けながら、

実施 

社 

間、休日）、

期） 

期） 

進（525,002

の定着を図

交付 

県（準備型

農業次世代

型 

新規就農者

年齢原則45

あること 

置づけられ

 

千円/人 

,340千円)

期定着を図

営士等によ

認定農業者等

部、地方創

ていること

人材を育成

、就農への

明石：１期

2千円） 

るため、就

型） 

代人材投資資

・農業大

教育機

の者 

・就農予

・独立・

めざす

年

るため、経

る総合的な

等） 

Ⅳ 元気な

535,7

創生推進交付

とから、新規

成・確保 

の動機付けや

期（休日）

就農前後の所

資金 

②準備型

大学校等の農

機関、先進農

定時の年齢

自営または

すこと 等 

最長２年

年間1,500千

49人 

経営安定や好

なサポート

な地域づくり

746 千円 

付金事業＞

規就農希望

や農業の

 

所得を確

型 

農業経営者育

農家等で研修

齢原則45歳未

は雇用就農等

年間 

千円/人 

好条件農地

を実施 

 

 

望

育成

修中

未満 

等を

地



 

 

 ③

 

 ④

○ 委託

○ 事業

エ 若手地

海外

ため、

○ 研修

○ 研 

○ 派遣

○ 実施

○ 負担

(新)雇用就

雇用就

する労働

○ 実施

○ 経営

・実

・内

○ 従業

・実

○ 就農

農

ドブ

・実

(新)新規就

地域が

育成推進

○ 地域

託単価 25

業内容 栽

込

地域農業リ

外農業事情

、農業高校

修内容 大

修 先 ブ

遣人数 12

施主体 (公

担割合 研

引

就農促進事

就農希望者

働環境整備

施主体 農

営者向けセ

実施箇所 

内  容 

業員の経営

実施回数 

農希望者と

農業高校等

ブックの作

実施箇所 

就農者確保

が作成した

進フォーラ

域就農・定

50千円／人

栽培技術・経

込みサポー

ーダー育成

情を把握し、

校生等を海外

大規模農業実

ブラジル・パ

2人程度（研

公社)兵庫み

研修生旅費

引率者旅費

事業の実施

者と農業法人

備等を支援

農業経営相談

セミナーの開

5箇所 

就業規則の

営管理能力向

8回 

と経営者との

等での農業法

作成・配布

11箇所 

保・育成推進

た地域就農

ラム等を開催

定着応援プラ

288 

人 

経営・販路

ト、好条件

成研修の実

、国際的な

外へ派遣

実習、研究

パラナ州等

研修生10人

みどり公社

県1/4、公

県1/2、公

人とのマッ

談所 

開催(1,000

の作成等

向上に向け

のマッチン

法人合同就

進フォーラ

・定着応援

催 

ランの作成

路拡大に要す

件の農地探

実施（2,050

な視野を持

究機関・市場

等（日程 1

人、引率者

社 

公社1/4、研

公社1/2 

ッチングを促

0千円) 

けた研修会の

ングの支援

就職説明会の

ラムの開催

援プランの普

成 

する指導・

しの手伝い

0千円） 

った農業後

場等視察、

14日間程度

２人） 

研修生1/2 

促進するた

の開催（80

(250千円) 

の開催及び

普及のため

Ⅳ 元気な

助言、地域

い 等 

後継者の育

ホームス

度） 

2,0

ため、法人経

00千円） 

び県内農業法

4

め、新規就農

な地域づくり

域への溶け

成を図る

テイ 等

050 千円 

経営体に対

法人ガイ

463 千円 

農者確保・

 

け

対



 

 

 ⑤

県で

○ フォ

 時

 場

 参

 内

ひょうごで

若い女

援を行

ア 就業前

農業

○ 実施

○ 対 

○ 実施

（

イ 女性農

県内

○ 実施

○ 対 

○ 実施

ウ 女性農

    農業

○ 支援

○ 対象

○ 補助

○ 団体

エ 女性を

女性

○ 実施

で統一様式

ォーラムの

時 期 平

場 所 神

参加者 10

内 容 講

で輝く女性

女性の就農

うとともに

前の女性に

業分野での

施主体 (一

象 者 女

施内容 女

(再掲)ひょ

農業者ネッ

内で活躍す

施主体 (一

象 者 女

施内容 女

農業者グル

業経営・技

援対象 県

象経費 技

助上限 10

体数  13

を雇用する

性を雇用す

施主体 (一

式を作成し、

の開催 

平成31年2月

神戸市内 

00人 

講演及び事例

性農業者の活

農を促進する

に、先導的

に対する支援

の女性の就業

一社)兵庫県

女性就業希望

女性就業応援

ょうごの農

ットワーク交

する女性農業

一社)兵庫県

女性農業者

女性農業者活

ループ活動支

技術向上、地

県内３名以上

技術向上研修

00千円/団体

3団体 

る事業者に対

する事業者に

一社)兵庫県

289 

、説明会を

月（予定）

例報告 

活躍促進

るため、就

な活躍事例

援（553千

業を促進す

県農業会議

望者 

援セミナー

トライアル

交流会（43

業者の活躍

県農業会議

活躍事例Ｐ

支援（1,40

地域活動等

上で構成さ

修、食農教

体 

対する支援

に向けた労

県農業会議

を開催 

業相談やセ

例を踏まえ

円） 

するためのセ

議 

ー、女性就業

ル事業）（参

33千円）

躍事例を情報

議 

ＰＲ 

04千円）

等の取組に対

された女性農

教育活動 等

援（210千円

労働環境の改

議 

＜地方創

セミナー等

た就農後の

セミナー等

業チャレン

参照P286） 

報発信 

対して支援

農業者グル

等 

円） 

改善を啓発

Ⅳ 元気な

2,6

創生推進交付

等を通じた就

の活躍を促

等を開催 

ンジ相談、就

援 

ループ 

発 

な地域づくり

600 千円 

付金事業＞

就農前の支

進 

就業体験

 

 

支



 

 

＜農

 ①

 

○ 対 

○ 実施

事業

農地の有効活

農地中間管

農地の

有者か

ることに

○ 実施

○ 農地

○ 事業

 借

 農

農

 農

  

象 者 女

施内容  

業者スキル

活用＞ 

管理機構に

の有効利用

ら農地を借

により、農

施主体 農

地中間管理

業内容 

借受農地の

農地集約推

農地所有

農林（水産

農地中間管

評価委員

 

女性を雇用す

ルアップセ

による担い手

用や農業経営

借り受け､人

農地の集積･

農地中間管理

理機構による

の管理 

推進員の設置

有者等との調

産）振興事務

管理機構集積

員会の運営、

290 

する事業者

ミナー、農

手への農地

営の効率化

人･農地プラ

･集約化を促

理機構（(公

る集積目標

置 

調整を行う

務所）に配

積推進事業

、事業実施

者 

農業分野にお

地の集積・集

化を図るた

ランの中心経

促進 

公社)兵庫み

標  年間2

う推進員を機

配置 

業 

施地区等との

おけるＷＬ

集約

め､農地中間

経営体等の

みどり公社

2,500ha 

機構の地域

の連絡調整

Ⅳ 元気な

ＬＢの啓発 

147,0

間管理機構

の担い手へ貸

社） 

域農地管理事

整 

な地域づくり

060 千円 

構が農地所

貸し付け

事務所（各

 

各



 

 ②

 

 ③

 

 

 

人・農地プ

農地の

の話し合

を活用

○ 人

地

の市

○ 機構

区分 

対象者 

人

基づ

地を

交付 

要件 

年度

る機

定割

交付 

単価 

 
※地

への

農地

２

５

条件不利農

農地集

地も含め

○ 対象

○ 対 

○ 補助

プランによ

の集積・集

合いに基づ

した農地の

・農地プラ

地域農業の

市町等の取

構集積協力

地域集積

・農地プラン

づき、機構に

を貸し付けた

度内の一定の

機構への貸付

割合を超えて

地域の全農地面

の貸付面積の割

地の集約率(※)

割超５割以下

割超８割以下

８割超 

農地集積奨

集積を促進

めた地域内

象市町 農

象 者 農

を

助単価 20

よる農地の集

集約化を図る

づく「人・農

の集積・集約

ランの作成等

のあり方等を

取組を支援

力金の交付

積協力金 

ンの話し合い

にまとまった

た地域 

の時点にお

付け面積が一

ていること

面積に占める

割合 

 交付額

 1.5万円/1

 2.1万円/1

2.7万円/1

奨励事業の実

進するため、

内農地を借

農業振興地域

農地中間管理

を借り受けた

0千円/10a

291 

集積・集約

るため、地

農地プラン

約化に対し

等の支援

を記載した

（新規集積

経

いに

た農

①経営

②リタ

③農地

け

一

全農地

中間管

行い、

機構か

けられ

機構

10a

10a

10a

貸付

0.3～

1.0h

実施

、担い手が

り受け、規

域のうち中

理機構を通

た経営体

（悪条件地

約化の促進

地域の中心と

ン」の作成等

し、機構集積

た人・農地プ

積農地に対

経営転換協力

営転換する農

タイアする農

地の相続人

地を10年以

管理機構に貸

、かつその農

から受け手

れること 

付面積 交

～1.0ha 10万

ha以上 20万

農地中間管

規模拡大を図

中山間地域

通じて平成3

地 40千円/

となる経営

等の支援や

積協力金を

プランを作

して交付）

力金 

農業者

農業者

農

受

の

上農地

貸付を

農地が

に貸付

交

上

の

農

に

交付額 

万円/戸

万円/戸

 

 

＜地方創

管理機構を

図る取組を

を有する24

30年４月以

/10a） 

Ⅳ 元気な

311,3

営体を位置づ

や、農地中間

を交付 

作成・見直し

 

耕作者集積

農地中間管理

受農地に隣接

の所有者、耕

交付対象農地

上農地中間管

の貸付を行い

農地が機構か

に貸付けられ

１万円

28,5

創生推進交付

通じて条件

を支援 

4市町 

以降に条件不

な地域づくり

341 千円 

づけ、地域

間管理機構

しするため

積協力金 

理機構の借

接する農地

耕作者 

地を10年以

管理機構へ

い、かつその

から受け手

れること 

/10ａ 

500 千円 

付金事業＞

件の悪い農

不利農地

 

域

構

の

 

農



 

 ④

 

 ⑤

地域農地管

農地の

間地等の

ア 優良農

○ 農業

 対

 事

 補

 補

○ 人材

 不

 事

 補

○ 農地

    地

 事

 補

○ 県推

イ 中山間

○ 農地

 対

○ (再

○ (再

耕作放棄地

耕作放

○ 荒廃

 交

 対

 補

管理事業の

の有効利用

の農地の有

農地におけ

業機械の導

対象施設 

事業主体 

補 助 率 

補助上限額 

材確保への

不耕作農地

事業主体 

補 助 額 

地利用図の

地域での話

事業主体 

補 助 額 

推進事務費

間地等の農

地活用取組

対象市町 

再掲)農業機

再掲)人材確

地の活用促

放棄地の活

廃農地等利

交付対象者 

対象農地 

補助額・補助率 

の実施 

用を図るため

有効活用を進

ける不耕作農

導入支援（農

施設、附帯

ＪＡ出資法

1/3 

3,000千円

の支援（36,

地を活用し、

ＪＡ出資法

１年目：2

の作成支援

話し合いを促

ＪＡ、集落

850千円/地

費（1,460千

農地の活用対

組支援（条件

農業振興地

機械の導入支

確保への支援

促進 

活用を促進す

利活用促進交

荒廃農地を

再生可能な
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め、優良農

進める新し

農地の活用

農業施設貸

帯設備、農

法人、集落

円 

,000千円）

、作物の生

法人、集落

2,400千円、

（8,500千

促進するた

落営農法人

地域 

千円） 

対策（4,80

件不利農地

地域を有す

支援（農業

援 

するため、

交付金（3,

を再生し作

な荒廃農地

地における

しい仕組み

用対策（72,

貸与事業の拡

農業機械（農

落営農法人等

 

生産・販売

落営農法人等

、２年目：

円） 

ため、農地利

人等 

00千円）

地集積奨励事

する全34市町

業施設貸与事

担い手等に

,000千円）

作物生産を再

地等 

＜地方創

る不耕作農

を構築 

,960千円）

拡充）（27

農業機械の

等（地域農

を行うため

等（地域農

1,200千円

利用図の作

事業の拡充

町 

事業の拡充

による再生

 

再開する農

Ⅳ 元気な

77,7

創生推進交付

農地の利用促

 

7,000千円）

のみも可） 

農地管理者）

めの人材確保

農地管理者）

円 

作成を支援 

充）（4,800

充） 

3,0

生利用の取組

農業者等 

な地域づくり

760 千円 

付金事業＞

促進と中山

） 

） 

保を支援

） 

0千円） 

000 千円 

組を支援

 

 

山



 

 

 ⑥

     

 補

 事

中山間地域

中山間

農業者等

１ ４法指

 ①離島振

 ②山村振

 ③特定農

 ④過疎地

 

 

 

 

 

２ 知事特

①４法指

②中間・

③既成市

の要件

 ※ 平

○ 対象

○ 負担

 

・再 生

・重機等使

補助対象事業 

事業主体 

域等直接支

間地域等に

等への直接

対象地域

指定地域 

振興法 

振興法 

農山村法 

地域自立促進

特認地域(4法

指定地に地理

・山間農業地

市街地以外の

件を満たす地

平成27年度よ

象行為 集

農

担割合 国

利 用 活

使用、施設等

簡易な基盤

市町 

支払交付金の

において、適

接支払を実施

域 

進特別措置法

法指定地外）

理的に隣接

地域 

の地域で一定

地域 

より、田：1/

集落の将来像

農業生産活動

国1/2、県1/4
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活 動 50

等整備 1/

盤整備や重

の交付

適正な農業

施 

法

１ 急傾

 田：

 畑：

 採草放

２ 市

農用

(1)緩傾

 田：

 畑：

 採草放

(2)高齢

）

定

１ 急傾

田：

 畑：

採草放

/10以上、畑

像を明確化

動 等 

4、市町1/4

0千円/10ａ

/2以内 

重機等を要す

業生産の持

対象

傾斜農用地

1/20以上（

15度以上（

放牧地：15

町長の判断

地 

傾斜農用地

1/100～1/2

8～15度 

放牧地：8～

齢化・耕作放

傾斜農用地

1/20以上（

15度以上（

放牧地：15

畑：20度以上

化した活動計

（知事特認地

ａ 等 

する規模の再

つ多面的機

象農用地 

 

※） 

※） 

度以上 

断により対象

0 

～15度 

放棄率の高い

 

※） 

※） 

度以上 

上については

計画の下で

地域 国1/3

Ⅳ 元気な

再生作業、

771,3

機能を確保

象となる 

い農用地 

は、6,000円/

で、５年以上

3、県1/3、

な地域づくり

施設整備

346 千円 

保するため、

交付単価

(円/1

21,

11,

1,

8,

3,

21,

11,

1,

/10aを加算

上継続する

市町1/3）

 

価 

0a)

000

500

000

000

500

300

000

500

000



 

 (2)

 ①

 

 ②

都市農業

ひょうごの

全国に

の多様な

○ 都市

 補

 補

 補

○ 都市

 事

 

地域直売所

県産県

ア 生産力

直売

備費用

○ 実施

○ 補助

○ 件 

○ 負担

イ 直売施

直売

○ 実施

○ 補助

○ 件 

○ 負担

業の推進 

の都市農業

に先駆けて

な機能の発

市農業機能

補助対象 

補 助 率 

補助件数 

市農業啓発

事業内容 

    

所の整備促

県消の推進

力強化支援

売所への出

用を支援 

施主体 ３

助限度額 50

   数 13

担割合 県

施設等整備

売活動に必

施主体 生

者

助限度額 1,

 数 13

担割合 県

業応援事業の

て策定された

発揮を促進

能発揮モデル

市街化区域

等を実施す

定額（600

６件 

発事業（442

都市農業学

都市農業専

促進 

進を図るため

援事業（6,5

出荷を促進す

３戸以上の農

00千円 

3件 

県1/3、実施

備事業（13,

必要な簡易な

生産者や直売

者が組織する

000千円（

3件 

県1/3、実施

294 

の実施

た兵庫県都

ル事業（3,

域内農地に

する市町等

0千円） 

2千円） 

学習講座の

専門相談の

め、農産物

500千円）

するため、

農業者が組

施主体2/3

,000千円）

な施設、備

売所関係者

る団体、Ｊ

（中山間地域の

施主体2/3

都市農業振興

,770千円）

において、都

等 

の開催（５回

の開催（12回

物の直売所の

農産物の生

組織する団体

 

備品整備等

者等で構成す

ＪＡ 等 

の住民が都市

＜地方創

興基本計画

 

都市農業振

回） 

回） 

＜地方創

の設置等を

生産拡大に

体 等 

を支援 

する協議会

市部に設置す

Ⅳ 元気な

4,2

創生推進交付

画に基づき

振興等につな

19,7

創生推進交付

を支援 

に必要な機械

会、３戸以

る場合：1,5

な地域づくり

212 千円 

付金事業＞

、都市農業

ながる活動

780 千円 

付金事業＞

械等の整

上の農業

00千円） 

 

 

業

動

 



Ⅳ 元気な地域づくり 
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県1/2、実施主体1/2（中山間地域の住民が都市部に設置する場合）  

ウ 直売活動アドバイザーの派遣（212千円） 

○ 対 象 者 直売活動を実施または計画する農林漁業者グループ等 

○ 派遣回数 20回 

エ 直売活動研修会の開催（68千円） 

○ 対 象 者 直売活動を実施または関心をもつ者 

○ 実施回数 １回 



 

 (3)

 ①

 

卸売市場

(拡)卸売市

県内中

支援 

○ 神戸

 実

 総

 補

 整

 事

○ (新

 総

 補

 整

 事

場の活性化

市場施設の

中央卸売市

戸市中央卸

実施主体 

総事業費 

補 助 率 

整備内容 

事業期間 

新)姫路市中

総事業費 

補 助 率 

整備内容 

事業期間 

 

化 

の整備促進

市場施設の高

卸売市場（本

神戸市 

約29億円

国1/3（県

青果低温卸

平成29～3

中央卸売市場

約85億円

国1/3(県を

実施設計

平成30～3

296 

高度化を図

本場）の整

（平成30年

県を通して交

卸売場、水

33年度 

場の整備

（平成30年

を通して交

（平成30年

33年度 

図るため、国

整備 

年度：60,00

交付）、市

水産低温卸売

年度：210,7

交付)、市2/

年度） 

国交付金を

05千円） 

市2/3 

売場（平成

708千円） 

/3 

Ⅳ 元気な

72,3

を活用し、施

成30年度） 

な地域づくり

381 千円 

施設整備を

 



 

 (4)

 ①

 

 ②

 

ウメ輪紋

ウメ輪紋病

国か

うととも

○ 事業

・ 

防
除 

・
啓
発 

ウメ輪紋病

緊急防

域外での

ア 域外ウ

  防除

械・設

○ 事業

○ 負担

イ 産地復

  復興

取組を

○ 事業

○ 支援

○ 負担

 

紋病対策 

病緊急防除

らの協力指

もに、感染

業内容 

処
分 

・
補償

害虫防

調
査 

・

ウメ輪

ウメ輪

発 

病産地の復

防除区域内

のウメ、モ

ウメ・モモ

除区域外で

設備等導入

業主体 農

担割合 県

復興支援事

興までの生

を支援 

業主体 農

援対象 施

担割合 県

除対策の実施

指示書に基づ

染樹及びウイ

区分 

・処分 

防除 

輪紋病発生

輪紋病対策

復興支援

内の種苗生産

モモ生産継続

モ生産継続支

でウメ・モモ

入に要する経

農業者が組織

県1/3、団体

事業（8,660

生産者の経営

農業者が組織

施設整備、土

県1/3、団体

297 

施

づきウメ輪

イルス潜伏

生調査 

策普及・啓

産・植木・

続を支援

支援対策事

モ苗木の生

経費を支援

織する団体

体等2/3 

0千円） 

営安定のた

織する団体

土壌改良等

体等2/3 

輪紋病根絶の

伏の危険性の

感染樹等

処分 

アブラム

発生監視

適切な防

ウメ輪紋病

花木等の生

事業（340千

生産を継続す

援 

体・ＪＡ等

ため、サク

体・ＪＡ等

等 

のため、対

の高い樹木

事業

等の損失補償

ムシ防除 

視調査、根絶

防除方法等の

病対策本部の

生産技術・

千円） 

するため、

ラの盆栽や

Ⅳ 元気な

136,8

対象樹の継続

木の処分を実

業内容 

償、抜根、

絶確認調査

の普及啓発

の設置、連絡会

9,0

営農継続へ

土壌改良及

や果樹苗生産

な地域づくり

850 千円 

続調査を行

実施 

焼却等の

査 

発 

会議の開催

000 千円 

への支援や

及び機 

産等の 

 

行

や



 

 (5)

 ①

 

 ②

畜産業の

但馬牛 20

但馬牛

を支援 

○ 但馬

新規

牛舎整

ア 施

イ 家

新温

香美

洲本

畜産競争力

収益力

舎整備経

神戸

南あ

小野

洲本

 

の規模拡大

,000 頭増頭

牛20,000頭

馬牛生産基

規参入や規

整備等の費

施設整備へ

・事業主体

・補助対象

・負担割合

・予定件数

家畜導入・

事業

温泉町但馬牛

美町但馬牛ク

本市畜産クラス

合

力強化整備

力強化や規

経費を支援

事業

戸市畜産クラ

あわじ市畜産

野市畜産クラ

本市畜産クラ

合

大と協業化

頭対策の実

［うち平

頭増頭計画達

基盤の強化整

規模拡大を推

費用に対する

への支援（8

体 ＪＡ、市

象 計画全体

の増頭

合 県1/3、

数 ６か所

施設整備へ

業主体 

クラスター協

ラスター協議

スター協議会

合 計 

備事業の実施

規模拡大に取

援 

業主体 

ラスター協議

クラスター協

ラスター協議

ラスター協議

合 計 

298 

実施

成29年度２

達成に向け

整備事業

推進するた

る補助 

8,200 千円

市町等 

体で10頭以

（平成29年

事業主体2

への支援

協議会 規

議会 規

会 規

 

施

取り組む畜

議会 規

協議会 規

議会 規

議会 規

 

２月経済活

け、団体等が

ため、新規参

） 

以上（２年以

年度：10頭～

2/3 

（195,000 千

模拡大 牛

模拡大 牛

模拡大 牛

［平成 29 年

畜産クラス

模拡大 牛

模拡大 牛

模拡大 牛

模拡大 牛

性化対策補

＜地方創

が実施する

参入者等へ

以内）とな

～100頭未満

千円） 

区分 

牛舎整備、家

牛舎整備 

牛舎整備 

年度２月経

ターの中心

区分 

牛舎整備、家

牛舎整備 

牛舎整備 

牛舎整備 

Ⅳ 元気な

203,2

補正 195,

創生推進交付

増頭事業や

へ貸与する

なる５頭～

満) 

家畜導入 

486,0

経済活性化対

心的経営体

家畜導入 

な地域づくり

200 千円 

000千円］

付金事業＞

や牛舎整備

ための 

100頭未満

増頭数 

140頭

112頭

60頭

312頭

000 千円 

対策補正］

に対し、牛

増頭数 

100頭

85頭

150頭

60頭

395頭

 

 

 

備

 

牛



 

 ③

 

 ④

(拡)但馬牛

但馬牛

るととも

○ 繁殖

 補

 負

 実

○ 繁殖

 生

 実

○ (拡

実

 実

○ (新

肉

支援

 負

 予

但馬牛受精

但馬牛

植に取

○ 肥育

 受

 事

 補

○ 採卵

 事

 補

牛繁殖経営

牛繁殖雌牛

もに、繁殖

殖雌牛の増

補助単価等 

負担割合 

実施主体 

殖経営支援

生産コスト

実施主体 

拡)繁殖経営

実証展示を

実施主体 

新)肉用牛ヘ

肉用牛ヘル

援 

負担割合 

予定件数 

精卵による

牛子牛の生

り組む農家

育素牛の生

受卵牛の飼

事業主体 

補 助 額 

卵用雌牛導

事業主体 

補 助 額 

営安定対策事

牛の増頭を図

殖経営支援セ

増頭支援（3

80千円/頭

県1/2、事

市町、ＪＡ

援センターの

ト等の各種調

県、ＪＡ等

営支援センタ

を行うための

県、ＪＡ

ヘルパー組織

ルパー(相互

県1/3、事

４か所 

る「神戸ビー

生産体制を強

家に対し支援

生産拡大（2

飼養管理、受

県但馬牛受

2,160千円

導入支援（1

県但馬牛受

1,260千円

299 

事業の実施

図るため、

センターの

32,000千円

頭、800頭

事業主体1/2

Ａ、和牛振

のモデル運

調査や調査

等 

ター（小規

の運営支援

等 

織への運営

互扶助組織)

事業主体2/3

ーフ」の供

強化するた

援 

2,160千円）

受胎率向上

受精卵移植

円（県1/2）

1,260千円）

受精卵移植

円（県1/2）

施

＜一

但馬牛の増

の県内各地で

円） 

2 

振興協議会

運営推進の支

査結果の検討

規模型）の実

援、県北部農

営支援（288

)が行う作業

3 

供給力強化

ため、交雑種

） 

上に必要な新

植推進協議会

 

） 

植推進協議会

 

一部地方創

増頭に取り

での整備を

等 

支援（518千

討会、家畜

実証展示

農技センタ

8千円） 

業省略化に

＜地方創

種肉用牛等

新器具機材

会 

会 

Ⅳ 元気な

37,1

創生推進交付

組む者に対

を推進 

千円） 

畜防疫対策

（4,356千円

ーより経産

に資する機器

6,4

創生推進交付

等への但馬牛

材導入等の支

な地域づくり

62 千円 

付金事業＞

対し支援す

の実施 等

円） 

産牛を提供

器導入に

420 千円 

付金事業＞

牛受精卵移

支援 

 

 

す

供 

 

移



 

 

 ⑤

 

 

○ 県立

 作

「ひょうご

酪農経

ア 搾乳牛

○ 対象

 高

○ 実施

○ 補 

イ 個体能

○ 対象

 ＜後

 優

 高

＜個

 省

 個

○ 実施

○ 補 

ウ 次世代

○ 事業

○ 実施

エ 酪農生

○ 事業

○ 実施

立農林水産

作 成 数 

ごの酪農」

経営の維持

牛確保対策

象経費及び

高能力乳用

施主体 酪

助 率 定

能力向上支

象経費及び

後継牛確保＞

優良雌選別

高能力受精

個体能力検定＞

省力的個体

個体能力検

施主体 酪

助 率 ＜

＜

代型乳用牛

業内容 遺

高

施主体 県

生産基盤強

業内容 推

施主体 県

産技術総合セ

100個 

生産力アッ

持・発展のた

策事業（2,5

び補助単価等

用牛導入 2

酪農農業協同

定額 

支援（5,720

び補助単価等

＞ 

別精液の活用

精卵の活用

＞ 

体能力検定法

検定の推進

酪農農業協同

＜後継牛確保

＜個体能力検

牛改良法の実

遺伝子解析に

高能力牛の増

県 

強化対策（2

推進会議の開

県 

300 

センターで

ップの推進

ため、乳用

500千円）

等 

25千円、10

同組合 等

0千円） 

等 

用 2千円、

  10千円、

法の普及

・能力向上

同組合 等

保＞ 定額

定＞ 1/3

実証・普及

により優秀

増頭促進

230千円）

開催（年２

での受精卵作

進

＜一

用牛頭数の確

00頭 

等 

、800本 

、50個 

上のための指

等 

額 

及（1,500千

秀な後継牛

２回） 

作成・供給

一部地方創

確保・産乳

指導 

千円） 

を選抜する

Ⅳ 元気な

給（3,000千

9,9

創生推進交付

乳能力の向

る新技術を活

な地域づくり

千円） 

950 千円 

付金事業＞

上を支援

活用した 

 

 



 

 ⑥

 

 ⑦

 ⑧

(新)第 100

優良な

牛・神戸

○ 事業

○ 開催

 プ

 記

 

 

○ 負担

(新)第 15

平成3

成績を修

○ 大会

 開

 開

○ 事業

○ 実施

 

(新)但馬牧

但馬牛

等を強化

○ 企画

常設

 企

○ 調査

回県畜産共進

な但馬牛が

戸ビーフの

業主体 兵

催時期・場

プレイベン

・時期 平

・場所 神

記念イベン

・時期 平

・場所 神

担割合 県

回全日本ホ

32年度に開

修めるため

会概要 

開催時期 

開 催 地 

業主体 全

施内容 出

牧場公園機

牛博物館の

化 

画展の開催

設展に加え

企画展 年

査・研究活

進会記念神戸

が集い競う県

の歴史・特長

兵庫県畜産共

場所 

ント 

平成30年10月

神戸市(東遊

ント 

平成30年10月

神戸市(フル

県1/6、市1/

ホルスタイ

開催される第

め、開催３年

平成32年度

宮崎県 

全日本ホルス

出品候補牛の

機能強化事業

のリニューア

催(1,377千円

え、より積極

年２回（春

活動（2,563

301 

ビーフ情報発

県畜産共進

長の情報発

共進会100回

月中旬 

遊園地)（予

月28日 

ルーツフラ

/3、事業主

イン共進会へ

第15回全日

年前から出

度10月31日

スタイン共

の計画的作

業の実施

アルにあわ

円) 

極的な情報

・秋）開催

3千円） 

発信事業の実施

進会の100回

発信イベン

回記念イベ

予定） 

ワーパーク

主体1/2 

への出品対

日本ホルス

出品対策を実

日～11月２

共進会兵庫県

作出、飼養管

わせ、地元住

報発信及び

催 

施

＜県政

回記念開催に

トを神戸市

ベント実行委

ク) 

対策

タイン共進

実施 

日（５年に

県出品対策

管理指導の

＜地方創

住民等と協

リピーター

Ⅳ 元気な

1,0

政 150 周年記

に合わせ、

市等と連携

委員会(仮称

5

進会におい

に一度開催）

策協議会 

の実施等 

4,4

創生推進交付

協働しての情

ーの確保を

な地域づくり

000 千円 

記念事業＞

但馬 

して実施

称) 

500 千円 

て、優秀な

） 

454 千円 

付金事業＞

情報発信力

図る 

 

 

な

 

力



Ⅳ 元気な地域づくり 
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 但馬牛に関する歴史的資料の収集 

 調査研究、研究成果の発信等  

○ ファンクラブ活動（514千円） 

 会員募集・広報、但馬牛講座 

 出生雌子牛の名前の公募、ファンの集いの開催 

 会員ボランティアの育成 



 

 (6)

 ＜県

 ①

 

 ②

 ③

県産木材

県産材の安定

新ひょうご

木質バ

木供給団

○ 低コ

   木

給体

に恵

 設

○ 林内

 間

の林

 整

森林林業緊

原木を

て支援 

○ 事業

○ 補助

○ 補 

 

高性能林業

県産木

業機械等

○ 実施

○ 補 

○ 予定

 

 

材の利用拡

定供給の推

ご林内路網

バイオマス

団地の設定

コスト原木

木質バイオ

体制を確立

恵まれた概

設定団地数 

内路網の整

間伐材を低

林内路網密

整備延長 

緊急整備事

を安定的に

業主体 市

助対象 間

助 率 定

業機械等の

木材の生産

等の取得導

施主体 市

助 率 4.

定台数 ９

拡大 

推進＞ 

網 1,000km 整

ス発電向け燃

定と林内路網

木供給団地の

オマス発電の

立するため、

概ね50haの区

平成33年度

整備 

低コストかつ

密度が100m/

平成33年度

事業 

に供給する

市町、森林組

間伐、路網整

定額又は1/2

の導入による

産基盤の強化

導入を支援

市町、森林組

5/10 

９台 

303 

整備プラン

燃料を含め

網整備を推

の設定 

の稼働に伴

、間伐可能

区域を「低

度までに19

つ効率的に

/haとなる

度までに1,

事業者が行

組合、民間

整備、高性

2 

る生産基盤

化を図るた

組合、森林

ンの推進

めた木材需要

推進 

伴う木材需要

な人工林が

低コスト原木

92団地を設

に搬出するた

よう団地内

,002km（平

［平成 29 年

行う間伐材

間事業体等

性能林業機械

盤の強化

ため、低コス

林整備法人

要に対応す

要の拡大に

が多く地形

木供給団地

設定（平成3

ために、低

内を中心に路

平成30年度1

年度２月経

材の生産及び

械整備 等

スト原木生

等  

Ⅳ 元気な

1,161,0

するため、低

に向け、原木

形やアクセス

地」として設

30年度24団

低コスト原木

路網整備を

126km） 

340,0

経済活性化対

び路網整備

等 

72,6

生産に必要な

な地域づくり

000 千円 

低コスト原

木の安定供

ス等の条件

設定 

団地） 

木供給団地

を推進 

000 千円 

対策補正］

備等に対し

684 千円 

な高性能林

 

原

供

件

地

 

し

林



 

 ＜加

 ①

 

 ＜県

 ①

加工流通体制

(新)森林林

県産木

して、木

○ 整備

県産木材の利

 (新)「ひ

○ 「ひ

に

促

 事

 事

木

○ 「ひ

の

 参

 見

○ 「ひ

め

 内

 参

○ 防火

制の整備＞

林業技術セ

木材の低コ

木材利用実

備内容 木

利用促進＞

ひょうごの木

ひょうごの

県産木材を

による住宅展

促進 

事業主体 

事業内容 

ひょうご

木材の利用

・開催回

・補助要

ひょうごの

住宅の建築

の工程の見学

参加人数 

見 学 先 

ひょうごの

県民の意識

めのシンポジ

内  容 

参加人数 

火地域等県

＞  

センター機能

コスト安定供

実験棟を増改

木材乾燥試験

＞ 

木」利用拡

の木の家」建

を使用した

展示・相談

ひょうご木

ご木の匠の会

用意義と県産

回数 年間2

要件 展示・

の木」普及啓

築等を検討

学会を実施

50人×６回

兵庫木材セ

の木」利用拡

識醸成や県

ジウムを開

各分野の学

360人 

県産木材利用

304 

能強化事業

供給に向け

改築 

験施設、人

拡大事業の実

建築促進

た木造住宅建

談会開催を支

木の匠の会

会が地域ご

産木造住宅

22回（県内

・相談会に

啓発促進

討している県

施 

回＝300人

センター、

拡大シンポ

県産木材利用

開催 

学識経験者

用促進研究

業

［平成 29 年

＜地

けた製材技術

人工乾燥機等

実施

（2,200千円

建築に取り

支援するこ

会 

ごとに展示

宅をPR 

内11地区×

併せて県産

（1,320千円

県民を対象

木材市場等

ポジウム（1

用に関わる

者等の講演

究会の開催

年度２月経

地方創生拠

術や加工技

等 

＜地方創

円） 

り組む「ひ

ことで、県

・相談会を

２回） 

産木材の利

円） 

象に県産木

等 

1,000千円）

る関係者の

（500千円）

Ⅳ 元気な

300,5

経済活性化対

拠点整備交付

技術等の研究

5,0

創生推進交付

ょうご木の

産木材住宅

を開催し、県

利用意義をP

造住宅がで

） 

共通理解を

） 

な地域づくり

500 千円 

対策補正］

付金事業＞

究拠点と

020 千円 

付金事業＞

の匠の会」

宅の建築を

県民に県産

PRすること

できるまで

を深めるた

 

 

 

 

産

 

で

た



 

         

 

 ②

 ③

        防

 内

 予

CLT 活用型

CLT(※

林業会館

○ 実施

○ 事

○ 県補

○ 事業

※ＣＬ

 

技術を活か

県産木

品開発等

○ 県産

 実

 事

 補

○ 県産

 事

 事

 補

 補

○ モデ

 事

 実

 補

 補

防火地域等

内  容 

予定回数 

型先駆的モ

※)工法の活

館の建替を

施主体 兵

業 費 80

補助額 80

業期間 平

ＬＴ（クロス・

かした県産

木材の利用

等を推進 

産木材製品

実施内容 

事業主体 

補 助 率 

産木材製品

事業内容 

事業主体 

補助件数 

補 助 率 

デルルーム

事業内容 

実施主体 

補助件数 

補 助 率 

等への県産木

県産木材を

３回 

デル建築物

活用・普及

を支援 

兵庫県森林組

00,000千円

0,000千円

平成29～30年

ラミネイティッ

産木材製品開

用促進を図る

品開発事業推

製品開発の

県木材業協

県1/2 

品の開発支援

県産木材製

民間事業者

１件 

1/2 

ム等での展示

既存住宅等

民間事業者

１件 

1/2 
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木材の利用

を活用した

物の支援

及による新た

組合連合会

円 

（定額）（平

年度 

ッド・ティンバー

開発の推進

るため、県

推進協議会

の方向性検

協同組合連

援（3,172千

製品の試作

者 等 

示支援（1,

等を活用し

者 等 

用促進を図

た耐火構造部

たな木材需

会 

平成30年度

ー）板の層を各層

進

産木材が使

会の運営（3

検討 等 

連合会 

千円） 

作、製品化等

,171千円）

した製品展示

るための研

部材、不燃

需要の拡大を

度：40,000千

層で互いに直交す

＜地方創

使われてこ

374千円） 

等を支援 

 

示・ＰＲ活

Ⅳ 元気な

研究会を開催

燃内装材の調

40,0

を図るため

千円） 

するよう接着し

4,7

創生推進交付

なかった分

活動等を支援

な地域づくり

催 

調査、研究

000 千円 

め、兵庫県

た厚型パネル

717 千円 

付金事業＞

分野での製

援 

 

究 

 

製



 

 ④

 

 ＜木

 ①

 

兵庫県産木

県産木

対し低利

○ 融 

○ 融資

○ 融資

○ 利 

○ 返済

○ 据置

木質バイオ

木質バイオ

木質バ

料用木材

○ 実施

○ 予定

○ 補助

○ 負担

木材利用木

木材等の利

利融資を実

資 枠 60

資対象 ・

・

資限度額 ・

・

・

・

・

 率 １

26

済期間 25

置期間 災

マスの利用

オマス発電

バイオマス

材の仕分け

施主体 市

定箇所 ８

助限度額 45

担割合 県

 

木造住宅特別

利用拡大を図

実施 

0億円 

県産木材を

県産木材の

県産木材使

県産木材使

県産木材使

県産木材使

技術を活用

※ 環境配慮

リフォーム

※環境配慮

～25年目

6～35年目

5年以内（長

※リフォー

災害時など緊

用促進＞ 

電燃料用木材

ス発電向け燃

けやストック

市町、(公社

８か所 

50千円 

県1/2、実施

306 

別融資の実

図るため、

を50％以上

の内装材を

使用割合50

使用割合60

使用割合80

使用割合80

用した場合

慮型住宅で50

ム    

慮型住宅で200万

0.8％(フ

1.8％(フ

長期優良住宅か

ームは10年

緊急対策の場

材の作業ヤ

燃料用木材

クに必要な

社)兵庫みど

施主体1/2

実施

県産木材を

上使用した木

を30㎡以上使

0％以上60％

0％以上80％

0％以上  

0％以上かつ

合     

0万円、県産粘

     

万円、県産粘

フラット35平

フラット35平

かつ県産木材使

年以内 

場合に、３年

ヤード整備

材の安定的な

な作業ヤー

どり公社、森

を使用した

木造住宅の

使用したリ

％未満 1,

％未満  2,

   2,

つ高強度梁

   2,

粘土瓦使用で

    

粘土瓦使用で2

平均金利－

平均金利、

用割合60％以上

年間据置（

な供給体制

ドの整備等

森林組合、

Ⅳ 元気な

（融資枠 60

木造住宅の

の建設等 

リフォーム 

,500万円 

,000万円 

,300万円 

梁仕口「Taji

,500万円 

で200万円融資

500万円 

200万円融資額

－１％、固

固定） 

上の場合：35年

リフォーム

3,6

制を確立す

等に対して支

素材生産業

な地域づくり

0 億円） 

の建築等に

ima TAPOS」

資額を上乗せ

額を上乗せ

定) 

年以内）  

ム：１年）

600 千円 

るため、燃

支援 

業者 等

 

に

燃

 



 

 ＜森

 ①

     

 

 

森づくりの推

(拡)「新ひ

森林が

工林や荒

主体によ

○ (拡

 事

 実

 事

 整

 平

 (

○ (再

○ 住民

 事

     

 実

 事

 整

 平

○ 企業

 事

 実

 支

推進＞ 

ひょうごの

が持つ多面

荒廃した里

よる森づく

拡)「森林管

事業内容 

実施主体 

事業期間 

整備計画 

平成30年度 

(拡)対象事業 

再掲)広葉樹

民参画型里

事業内容 

     

実施主体 

事業期間 

整備計画 

平成30年度 

業の森づく

事業内容 

実施主体 

支援内容 

の森づくり」

面的機能を発

里山林等につ

り活動を推

管理100％作

国の公共造

に対し、県

市町 

平成24～3

間伐62,00

(森林間伐

平成26年度

追加し、間

間伐6,200

境界明確化

樹林化促進パ

里山林再生事

地域住民等

（森林・山

市町 

平成24～3

4,100ha

280ha 

り推進事業

企業が社会

森林整備保

(公社)兵庫

活動フィー

307 

」の推進

発揮させる

ついて、公

推進 

作戦」推進事

造林事業等

県・市町が

33年度 

00ha、作業

伐道850km整

度までに整

間伐面積の

0ha、作業道

化などの条

パイロット

事業（8,92

等による里

山村多面的機

33年度 

業（1,513千

会貢献活動

保全活動の

庫県緑化推

ールド・専

るため、間伐

的関与によ

事業（86,7

等による間伐

が連携して公

業道850km

整備プラン)

整備した作業

の拡大を図

道70kｍ 

条件整備を対

ト事業(災害

25千円）

山林整備活

機能発揮対策

千円） 

動の一環と

の支援 

推進協会 

専門家の斡旋

伐が必要な

よる森林管

724千円） 

伐及び作業

公的負担を

)  

業道360kmに

り、森林管

対象に追加

害に強い森づ

（10,021千

活動に対して

策交付金事業

して、所有

旋、活動計

Ⅳ 元気な

107,1

なスギ・ヒノ

管理の徹底及

業道開設の補

を実施 

に加え、49

管理を徹底 

加 

づくり)の実

千円）(参照

て資機材等を

業と一体的

有者に代わ

計画への助言

な地域づくり

83 千円 

ノキ等の人

及び多様な

補助残額

90kmを 

実施 

P410)  

を支援 

に実施）

って行う

言 等 

 

人

な

 



 

 ②

 

 ③

 

 

 (新)コン

皆伐

○ 事業

○ 整備

 コ

 苗

○ 負担

ナラ枯れ防

ナラ枯

定し、優

○ 被害

 被

○ 対策

 事

 取

 事

 負

ンテナ苗生産

・再造林の

業主体 苗

備内容 

コンテナ整

苗木保存庫

担割合 国

防止作戦の

枯れ被害の

優先的に被

害先端地市

被害先端地

【平成29年

被害発生

（神戸市、

石市、西

丹波市）

策内容 

事業主体 

取組内容 

・伐倒駆除

・粘着シー

事業量（本

負担割合 

・被害先端

・その他の

産基盤施設

際に有効と

苗木等生産組

整備(2,200個

庫(１台) 

国1/2、事業

の推進 

の拡大防止に

被害木の駆除

市町の指定

地市町 毎年

いる

（２

年度指定市

生20市町の

、西宮市、

西脇市、三

） 

市町 

 

除：被害木

ート貼付：粘

本数換算）

端地市町：国

の市町：国1

308 

設等整備事業

とされるコ

組合(県内生

個) 

業主体1/2

に向けて、

除等を行う

年９月の被

る市町のう

２年連続被害が

市町】 

のうち16市町

芦屋市、宝

三木市、加東

を伐倒し、

粘着性のあ

介するカシ

4,642本

国1/2、県1

1/2、県1/4

業

ンテナ苗の

生産者数９

重点的な対

う「ナラ枯れ

被害調査の結

うち、未発生

が減少し、被

町指定 

宝塚市、川

東市、多可町

伐倒木を薬

あるシートの

シノナガキ

（平成29年

1/2 

4、市町1/4

の生産に必

９者) 

対策を行う

れ防止作戦

結果に基づ

生の市町に

被害量100㎡を

川西市、三

町、神河町

薬剤くん蒸

の巻きつけ

クイムシを

年度：1,681

4 

Ⅳ 元気な

1,0

必要な施設整

46,1

被害先端地

戦」を展開 

づき、被害が

隣接する市

を下回るまで継

田市、猪名

町、宍粟市、

蒸又は焼却

けにより、ナ

を封じ込め

1本） 

な地域づくり

000 千円 

整備を実施

36 千円 

地市町を指

が発生して

市町を指定

継続指定） 

名川町、明

、篠山市、

ナラ菌を媒

め 

 

施 

指

て

定

媒



 

 ＜人

 ①

 

 ②

 

人材の育成

兵庫県立森

森林林

運営 

○ 専攻

 定

 受

 実

○ 研修

林

を実

緑の青年就

林業分

森林林業

○ 給付

○ 給

○ 給付

○ 対

○ 負担

＞ 

森林大学校

林業に関わ

攻科 

定  員 

受験資格 

実施内容 

・林業経営

・資格取得

修科 

林業従事者

実施 

就業準備給

分野の新規

業経営の即

付対象 兵

付 額 年

付期間 最

象 者 26

担割合 国

 

校の運営

わる人材を幅

20人/年

高等学校卒

営や森林環境

得に向けた実

者を対象と

給付金の交付

規就業者を確

即戦力となる

兵庫県立森林

年間1,500千

最長２年間

6人（森林大

国10/10 

309 

幅広く育成

（２年制）

卒業程度、

境に関する

実習や特別

した技術や

付

確保・育成

る人材に対

林大学校専

千円/人 

大学校生）

成する専修学

40歳以下

る講義 

別教育、技能

や経営の高

成するため

対し緑の青年

専攻科で技術

 

＜地方創

学校「兵庫

能講習 等

高度化へ対応

、高度な技

年就業準備

術・知識の

Ⅳ 元気な

53,7

創生推進交付

庫県立森林大

等 

応するため

39,0

技術・知識

備給付金を交

の習得を行

な地域づくり

760 千円 

付金事業＞

大学校」を

めの研修等

000 千円 

識を習得し、

交付 

う者 

 

 

等



 

 (7)

 ＜資

 ①

事業

並型

大型

増殖

 ②

 

 

 

 

豊かで美

資源培養型水

漁場整備の

海域ご

や魚介類

業種目 

型魚礁設置 

型魚礁設置 

殖場造成 

 

漁業施設貸

新規就

等が整備

○ 実施

○ 対 

 新

 複

 沖

○ 対象

○ 補 

 新

 そ

○ 実施

美しい海の

水産業の推

の推進 

ごとの主要

類の生息域

平

豊岡市、南

香住第２ 

西播磨、播

阿那賀、沼

貸与事業の

就業者等の

備のうえ、

施主体 漁

象 者 

新規就業者

複合経営に

沖合底びき

象施設 漁

助 率 

新規就業者 

そ の 他 

施方式 リ

の再生の推進

推進＞ 

要魚種を対象

域を拡大する

平成 30 年度

南あわじ市

播磨灘中西部

沼島、三尾

の実施 

の漁船等設備

新規就業者

漁協、県漁連

者 

に取り組む漁

き網漁業者

漁船、高鮮度

1/2 

1/3 

ース方式ま

310 

進 

象に産卵親

る魚礁漁場

度計画 

市 

部三ツ頭島第

尾、香住沖

備投資に対

者等に貸与

連 

漁業者 

度保持等施

または賃貸

親魚の保護、

場の整備を推

平

豊岡

家島

香住

第２、加島

福良

対する負担

与するために

施設 

貸借方式 

、稚魚の育

推進 

平成 31 年度

岡市第２、南

島第２ 

住第３～第

島南、一宮

良、沼島第

＜地方創

を軽減する

に必要な経

Ⅳ 元気な

927,0

育成の場とな

度以降新規着

南あわじ市

６ 

宮、五色、湊

２ 

94,5

創生推進交付

るため、漁業

経費を支援 

な地域づくり

017 千円 

なる増殖場

着手予定

市第２、 

湊、丸山、

500 千円 

付金事業＞

業協同組合

 

場

 

合



 

 ③

 

 ④

 

 ⑤

 

 

漁業就業者

次代を

指す者を

○ 実施

○ 事業

 実

 研

○ 助成

ローカルサ

より高

養殖を振

○ 事業

 本

 養

○ 実施

県産極上ア

アサ

を推進 

○ 事業

 選

○ 実施

者ステップ

を担う漁業

を対象とし

施主体 県

業内容 

実践研修 

・ 対 象 者

・ 研修期間

研修会の開

成件数 ６

サーモン養

高品質な県

振興 

業内容 

本県環境に

各魚種・

養殖サーモ

より効率

施主体 県

アサリ養殖

リ養殖の生

業内容  

選抜育種に

施期間 平

プアップ研修

業者の育成

した研修を実

県漁連 

者 中核的担

間 ２年

開催 流通、

６人（２年

養殖の振興

県産種苗の確

に適したサー

品種の特性

モンの高品質

率的な給餌方

県、漁協 

殖の生産拡大

生産拡大とブ

による良形質

平成26～30年

311 

修への支援

・確保等を

実施 

担い手（原則

、加工、６

目のみ）

確保と成体

ーモンの系

性、本県環

質化 

方法の開発

大

ブランド化

質種苗の生

年度 

援

を図るため、

則45歳未満で組

６次産業化等

体品質の向上

系統評価 

環境への適応

発・肉質評価

化を図るた

生産（県水産

＜地方創

、複合経営

組合長が推薦

等の知識習

＜地方創

上を目指し

応を評価 

価を実施 

め、良形質

産技術セン

Ⅳ 元気な

10,0

創生推進交付

営、６次産業

薦する者） 

習得 

3,3

創生推進交付

し、ローカル

7

質種苗の生産

ンター） 

な地域づくり

000 千円 

付金事業＞

業化等を目

305 千円 

付金事業＞

ルサーモン

766 千円 

産技術開発

 

 

 

ン

発



 

 ⑥

 

 ⑦

ノリ品種の

漁場の

作付けを

○ 事業

 ノ

 養

 特

○ 事業

○ 負担

(拡)内水面

近年の

協の自主

○ 強い

 事

 事

 負

○ 渓流

 事

験

 事

 負

○ (新

 事

 

 事

の特性把握

の栄養塩環

を適正に行

業内容 

ノリ漁場の

ノリ漁場の

養殖技術研

ノリ品種の

特性把握等

ノリ品種の

業主体 県

担割合 県

面資源増殖

の河川環境

主的取組を

いアユ種苗

事業内容 

事業主体 

負担割合 

流魚の発眼

事業内容 

験を実施 

事業主体 

負担割合 

新)アユ緊急

事業内容 

    

事業主体 

握と品質向上

環境やノリ品

行い、兵庫ノ

環境把握

の栄養塩・

研修会 

の特性や海

による品質

の特性把握、

県漁連 

県1/2、県漁

殖対策の推進

境の悪化等に

を支援し、ア

苗生産試験

県下河川環

県、県内水

県1/2、漁

眼卵放流効果

稚魚放流を

県 

県10/10 

急放流事業

アユ資源増

に実施 

県 

312 

上の推進

品種の特性

ノリの品質

水温モニタ

海域環境にあ

質向上 

株配合の最

漁連1/2 

進

によりアユ

アユや渓流

（1,500千

環境に適応

水面漁連 

漁連1/2 

果試験(2,0

を発眼卵（

（1,500千

増殖の効果

性を適正に把

質向上を図

タリングを

あわせた養

最適化を通じ

ユや渓流魚が

流魚の増殖

円） 

応するアユの

000千円)

（渓流魚の卵

円） 

果が見込まれ

＜地方創

把握し、環

る取組を支

を実施し、漁

養殖技術向上

じて、兵庫ノ

＜地方創

が減少して

を推進 

の生産を支

卵）放流に

れる産卵親

Ⅳ 元気な

2,0

創生推進交付

環境にあった

支援 

漁業者に周

上研修を実

ノリの品質向

5,0

創生推進交付

ていること

支援 

に換算するた

親魚の放流を

な地域づくり

090 千円 

付金事業＞

た株配合や

周知 

実施 

向上を推進

000 千円 

付金事業＞

から、各漁

ための試 

を試験的

 

 

や

 

漁

  



 

 ⑧

 ⑨

 ⑩

 

 ⑪

沖合底びき

高鮮度

○ 実施

○ 対象

○ 補 

○ 助成

 

(新)但馬水

安価で

修拠点

 整

 

(新)水産技

淡水魚

開発に必

 整

 (拡)ひょ

新鮮で

普及と県

○ 事業

 魚

 

 量

 

き網漁獲物

度な水産物

施主体 漁

象経費 船

度

助 率 1/

成期間 ３

水産技術セ

で効率的な

を整備 

整備内容 

技術センタ

魚育種の推

必要な研究

整備内容 

ょうごのさか

で安全・安

県内生産者

業内容 

魚食推進事

料理講習

量販店等販

スーパー

物高鮮度流通

物供給に向け

漁協 

船内急速凍結

度流通の実証

/2（上限20

３年間 

センター機能

な漁業経営を

研究・研修

ター機能強化

推進や二枚貝

究施設を整備

循環飼育シ

かな普及の

安心な県産魚

者自らの販売

事業 

習会の開催

販売促進事業

ー等の店頭に

313 

通の促進支

けた実証試

結機、保冷

証経費 

0,000千円）

能強化事業

を行うため

修拠点 

化事業

貝種苗の安

備 

システム、

の推進

魚介類の消

売力の強化

（一般向け

業 

において、

支援

試験に取組む

冷機能付き活

） 

業

［平成 29 年

＜地

めの漁具の研

［平成 29 年

＜地

安定生産のた

飼育培養室

消費拡大を図

化を図る取組

け、小中学校

消費者へ美

む団体に対

活魚水槽等

年度２月経

地方創生拠

研究開発を

年度２月経

地方創生拠

ため、最新

室、海水濾

＜地方創

図るため、

組を支援 

校向け）等

美味しい食

Ⅳ 元気な

28,0

対し支援 

等の導入に

120,0

経済活性化対

拠点整備交付

を行うため

162,0

経済活性化対

拠点整備交付

新の種苗生産

濾過槽 

4,0

創生推進交付

県内消費者

等 

食べ方を提案

な地域づくり

000 千円 

よる高鮮

000 千円 

対策補正］

付金事業＞

、研究・研

000 千円 

対策補正］

付金事業＞

産技術等の

000 千円 

付金事業＞

者への魚食

案 

 

 

 

研

 

 

 

食



 

 

 ⑫

 

 ＜豊

 ①

 産

 ブ

 

○ 実施

○ 負担

(新)「豊か

県水産

を漁業関

○ メイ

 時

 場

 内

○ パー

 水

豊かな海の再

(拡)豊かで

瀬戸内

るよう、

ア 地域団

○ 補助

新

に補

 補

 補

産地育成事

ブランド化

・県外プロ

・海外プロ

(新)お魚普

・料理講師

施主体 県

担割合 県

かな海」発

産業の歴史

関係団体と

インプロジ

時  期 

場  所 

内  容 

ートナープ

水族館や県

再生＞ 

で美しい瀬

内海を水質

、その価値

団体等によ

助事業  

新たな藻場

補助 

補助対象 

補 助 額 

事業 新商品

化推進事業

ロモーション

ロモーション

普及員養成事

師９人、産地

県漁連、漁協

県1/2、実施

発信プロジェ

史や魚の魅力

との協働によ

ジェクトの開

平成30年

須磨海浜公

シンポジウ

プロジェク

県内各地で行

瀬戸内海の創

質が良好な状

値及び機能が

よる藻場・干

場等の再生

地域団体等

上限50万円

314 

品開発の取

ン（３団体

ン（１団体

事業 

地見学スタ

協女性部

施主体1/2

ェクト（仮

力、その恵

より実施

開催 

９月 

公園等 

ウム、パネ

トの実施

行われるイ

創生

状態で維持

が最大限に

干潟再生創

・創出及び

等（県内で

円（定額）

取組支援（

体） 

体） 

タッフ12人程

等 

仮称）の実施

みを将来に

ネル展示、地

イベントと連

持し、生物の

に発揮された

創出支援事業

調査活動等

で活動を行

 

２団体） 

程度 

施

＜県政

＜地方創

に引き継い

地引き網体

連携した情

の多様性及

た「豊かな

業（2,700千

等の実践活

うＮＰＯ等

Ⅳ 元気な

4,7

政 150 周年記

創生推進交付

でいくプロ

体験等 

情報発信等 

15,9

及び生産性が

な海」を実現

千円） 

活動を行う地

等） 

な地域づくり

700 千円 

記念事業＞

付金事業＞

ロジェクト

937 千円 

が確保され

現 

地域団体等

 

 

 

れ

等



 

 ②

 

 補

○ ネッ

地

開催

イ (新)民

民

ため

 勉

ウ 豊かで

既

塩管

 事

エ (新)生

栄

 

瀬戸内海環

平成2

保全協議

○ 播磨

 構

 内

補助団体数

ットワーク

地域団体等

催し活動団

民間事業者

民間事業者

めの意識を

勉強会（１

で美しい瀬

既存データ

管理のあり

事業期間 

生態系維持

栄養塩供給

環境保全県

28年10月に

議会を運営

磨灘等環境

構成員 学

内 容 県

い

 

数 ５団体

ク化事業 

等による活動

団体等のネ

者の沿岸海域

者が自社の護

を啓発 

回）、フォ

瀬戸内海再生

タの解析及び

方について

平成28年度

持水質の確保

給量増加手法

県計画の推進

に策定した県

営 

境保全協議会

学識経験者、

県計画の進捗

いての意見交

315 

動の連携や

ットワーク

域改善取組

護岸等に生

ォーラム（

生に向けた

び不足デー

て検討 

度～30年度

保に向けた

法及び海域

進

県計画を円

会 

、関係機関

捗状況や豊

交換 等

や情報交換等

ク化を促進

組の推進（2

生物が生息

１回）の開

た総合的なデ

ータの調査結

度 

た調査・検討

域への影響に

円滑に進め

関（国､関係

豊かな瀬戸内

等を行うた

202千円） 

しやすい環

開催 

データ解析

結果を踏ま

討（9,035千

について調

るため設置

係市）、漁業

内海の再生

Ⅳ 元気な

ための活動報

環境整備を促

析(4,000千

まえ、海域ご

千円） 

調査・検討

1

置した播磨灘

業関係者、事

生に向けた取

な地域づくり

報告会を

促進する

円) 

ごとの栄養

を実施 

80 千円 

灘等環境

事業者  

取組につ

 

養



 

 (8)

 ①

 

「農」に

田舎暮ら

地域創

機会を創

ア 田舎暮

二地

○ 補助

 遊

 遊

 遊

○ 対象

○ 補助

○ 補 

○ 補助

○ 実施

イ 但馬楽

但馬

農講座

○ 定 

○ 対 

○ 実施

○ 受 

○ 委 

に親しむ楽

し楽農生活

創生を推進

創出 

暮らし農園

地域居住を

助対象者 

遊休農地等

遊休農地等

遊休農地等

象施設 農

空

助上限額 農

空

助 率 農

空

助要件 農

空

施地区 農

楽農講座開

馬地域での

座」を朝来

 員 20

象 者 但

域

施内容 座

実

講 料 20

託 先 都

楽農生活等の

活応援事業の

進するため、

園施設整備支

を促進するた

等を農園と

に農業体験

等を利用させ

農園利用施設

空き家等改修

農園利用施設

空き家等改修

農園利用施設

空き家等改修

農園利用施設

空き家等改修

農園利用施設

開設事業（2

の作物栽培技

来市山東町与

0人  

但馬地域の二

域居住を志向

座学：作物栽

実学：作物栽

0千円及び実

都市農村交流

316 

の推進 

の実施

、二地域居

支援事業

ため、農園

して利用す

験農園を設置

せる計画を

設：農機具

修：水回り

設整備：75

修：1,000千

設整備：1/

修：1/3相当

設整備：遊

修：戸建て

設整備：６

2,272千円）

技術や農山

与布土地区

二地域居住

向する者

栽培、田舎

栽培技術習

実費５千円

流施設運営

居住を促進す

（12,878千

利用施設整

する者 

置し、新た

を持った農地

具庫、ユニ

り整備、内外

50千円 

千円 

/2相当 

当 

遊休農地等

て住宅（市街

６地区、空

） 

山村での暮

区で開設 

住実践者、但

 等 

舎暮らしの講

習得、加工実

円 

営団体 

＜地方創

するととも

円） 

整備や空き

に農業体験

地所有者 

ットハウス

外装、屋根

を活用 

街化区域を

き家等改修

らしのノウ

但馬地域居

講義 

実習 

Ⅳ 元気な

15,1

創生推進交付

もに、「農」

家等改修に

験民宿を開設

ス 等 

根等改修工事

を除く） 

修:８地区 

ウハウ等を学

居住の帰農者

な地域づくり

50 千円 

付金事業＞

に親しむ

に対し支援

設する者

事全般 

学ぶ「楽

者、二地

 

 

援 



 

 ②

 

 ③

ひょうご市

農業体

タイル

○ レベ

 事

 実

 

 

 

○ 公社

 事

○ 大規

 事

 実

○ 県

(拡)楽農学

生きが

○ 生き

生

 募

 実

 受

○ 就農

本

 募

 実

 受

市民農園の

体験や農山

「楽農生活

ベルアップ

事業内容 

実施主体 

    

    

    

社型（５地

事業内容 

規模型（３

事業内容 

実施主体 

・市町推進

学校事業の

がいとして

きがい農業

生きがいと

募集人数 

実施期間 

受 講 料 

農コース

本格的に就

募集人数 

実施期間 

受 講 料 

の整備 

山村地域との

活」の実践の

プ型（８地区

小規模市民

市町、ＪＡ

（市街化区

農業者、社

任意団体等

地区）（7,50

(公社)兵庫

備に対する

３地区）（58

大規模の

憩室・更衣

市町、ＪＡ

進事業（開設

の実施 

ての農業か

業コース（1

として農業を

116人（58

６か月・週

30千円及び

（10,731千円

就農を目指す

20人 

１年（最大

120千円及

317 

の交流を通

の場となる

区）（6,000

民農園・農

Ａ、農業者

区域内に限

社会福祉法

等 

00千円）

庫みどり公

る補助 

8,600千円）

日帰り型・

衣室等）に

Ａ、農業者

設希望者向

ら新規就農

1,327千円）

を楽しみた

8人×２期）

週２日（土

び実費５千

円） 

す人を対象

大２年間）

及び実費30千

通じ、県民が

る、市民農園

0千円） 

農業体験農園

者が組織す

限り、以下の

法人等非営利

公社が先導役

） 

滞在型市民

に対する補助

者が組織す

向け市民農園

＜一部

農まで、幅広

） 

たい人を対象

） 

土、日曜日）

千円 

象とした総合

・週５日

千円 

が食と「農

園の整備に

園の整備に

る団体、Ｎ

の実施主体

利法人、民

役として整

民農園の整

助 

る団体、Ｎ

園研修会等

部、地方創

広い対象に

象とした基

） 

合的な農業

Ⅳ 元気な

72,6

農」に親しむ

に対し助成 

に対する補助

ＮＰＯ法人 

体を含む） 

民間企業等

整備する市

整備（区画整

ＮＰＯ法人 

等）（541千

13,9

創生推進交付

に応じた講座

基礎的な技術

業技術研修 

な地域づくり

641 千円 

むライフス

助 

等 

営利法人

民農園整

整備、休

等 

円） 

910 千円 

付金事業＞

座を開催

術の研修

 

 



 

 

 ④

 

 

○ (拡

本

 募

 実

 受

○ 実施

親子農業体

楽農生

のもと、

ア 稲作体

○ 募集

○ 体験

○ 実施

○ 参加

イ 黒大豆

○ 募集

○ 体験

○ 実施

○ 参加

拡)楽農生活

本格的な有

募集人数 

実施期間 

受 講 料 

施場所 兵

体験教室の

生活センタ

、親子を対

体験（1,30

集人数 10

験内容 稲

施期間 平

加者負担 13

豆栽培体験

集人数 40

験内容 黒

施期間 平

加者負担 7,

 

活有機農業コ

有機農業経営

５人 

１年（最大

120千円及

兵庫楽農生活

の実施 

ターのほ場で

対象とした稲

00千円）

00家族400人

稲作体験（田

平成30年６～

3,000円/１

験（300千円

0家族160人

黒大豆栽培

平成30年６～

500円/１家

318 

コース（1,

営に向けた

大２年間）

及び実費30千

活センター

で、地元農

稲作体験教

人 

田植～稲刈

～11月（全

１家族 

円） 

人 

・加工体験

～12月（全

家族 

,852千円）

た技術習得

・週５日

千円 

ー（神戸市西

家や楽農生

教室及び黒大

刈、試食）

全５回） 

験 

全４回） 

 

を目指す人

西区） 

＜地方創

生活インス

大豆栽培体

Ⅳ 元気な

人を対象と

1,6

創生推進交付

トラクター

体験教室を実

な地域づくり

した研修

600 千円 

付金事業＞

ー等の指導

実施 

 

 

導



 

５ 

 (1)

 ＜海

 ①

     

 

 ②

兵庫ブラ

県産ブラ

海外向けブ

ひょうごの

県産農

となり、

○ 実施

○ 負担

○ プロ

 中

 Ｅ

    

 中

 

 ひ

外

「KOBE BE

国内外

の牛肉ブ

○ 事業

 海

 美

ンドの育成

ランドの育

ランド戦略

の「農」「食

農林水産物

、県産農林

施主体 ひ

担割合 県

ロモーショ

中国（香港

・香港フー

ＥＵ（パリ

・SIAL（シ

中東（ドバ

・Gulfood

(拡)東南ア

・(新)営業

・百貨店等

ひょうご農

商社・貿

外商談会等

EEF」「TAJI

外での神戸

ブランドと

業内容 

海外・国内

美味しさ成

成 

育成・発信強

略の展開＞

食」輸出拡

物の新たな市

林水産物等の

ひょうごの美

県1/2、協議

ョン内容 

港） 

ードエキスポ

） 

シアル）への

バイ） 

(ガルフー

アジア（シン

業活動の実施

等でのテス

農畜水産物

貿易会社等が

等の情報提供

IMA BEEF」

戸ビーフの需

との差別化を

プロモーシ

成分の測定、
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強化 

 

拡大の促進

市場拡大を

の輸出を推

美味し風土

議会1/2 

ポへの出展

の出展 

ド)への出展

ンガポール

施（３ヶ月

ト販売の実

・加工食品

が参画する

供、情報交

の流通拡大

需要拡大を

を推進 

ションの実施

、研修会の

を図るため、

推進 

土拡大協議会

展 

展 

ル） 

月） 

実施（３ヶ月

品輸出促進ネ

る輸出促進ネ

交換会等を実

大

を図るため、

施（中東アジ

の実施 

＜地方創

、生産者・

会 

月） 

ネットワー

ネットワー

実施 

＜地方創

、但馬牛の

ジア、中国

Ⅳ 元気な

15,7

創生推進交付

企業・行政

ークの構築 

ークを構築

2,1

創生推進交付

の特長をPRし

国、首都圏）

な地域づくり

707 千円 

付金事業＞

政等が一体

し、国内

34 千円 

付金事業＞

し、他県産

（予定） 

 

 

体

 

産



 

 

 ③

 

 ④

 

 

○ 実施

○ 負担

(新)但馬牛

但馬牛

戸市内に

○ 事業

○ 負担

○ 事業

 場

 時

※

(新)ひょう

兵庫の

めＩＷＣ

○ ＩＷ

○ ＩＷ

○ 人的

誘致

 時

 場

 参

施主体 神

担割合 県

牛・神戸ビ

牛・神戸ビ

に、情報発

業主体  

担割合  

業内容  

場  所 

時  期 

※数年後の

それまで

○ 本格

 

 

うごの酒米

の酒米の情

Ｃ2020兵庫

ＷＣ2018

ＷＣ2018表

的ネットワ

致に係るキ

時  期 

場  所 

参 加 者 

神戸肉流通推

県1/2、協議

ビーフ発信力

ビーフの情報

発信と食体験

但馬牛・神

10/10又は

情報発信拠

神戸市中央

平成30年度

の本格的なオ

での間、暫定

格オープン

時  期

内  容

米海外戦略推

情報発信を行

庫開催の誘致

（山形県）で

表彰式が行わ

ワークの強化

キーパーソン

平成30年9

三木市周辺

ロンドン
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推進協議会

議会1/2 

力の強化

報発信力を

験機能を備

神戸ビーフ

は1/2 

拠点の内装

央区（予定

度下半期

オープンに

定的にオー

期 平成35年

容 情報発信

推進事業

行い、日本

致を実施

でのプロモ

われるロン

化 

ンを対象と

9月 

辺 

日本酒等教

会 

を強化するた

備える拠点

フ情報発信協

装工事、展示

定） 

に向けて、候

ープンする

年頃 

信、食の提

本酒の輸出拡

モーション

ンドンでのプ

とした「山田

教育機関 審

＜県政

ため、多く

を暫定的に

協議会（仮

示物作成等

候補地等を

提供 

＜地方創

拡大、酒米

プロモーシ

田錦生誕地

審査委員等

Ⅳ 元気な

27,2

政150周年記

の集客が見

にオープン 

仮称） 

等 

を検討する

3,0

創生推進交付

米の需要拡大

ション 

地体感ツアー

等 

な地域づくり

225 千円 

記念事業＞

見込める神

こととし、

000 千円 

付金事業＞

大を図るた

ー」を実施

 

 

神

 

 

た

施 



 

 ⑤

 

 ＜国

 ①

 ②

ひょうごの

ひょ

を目指

○ 補助

○ 補助

○ 補 

国内向けブ

ひょうご食

安全

及び加工

ょうご安

○ひょ

 ひ

 ひ

 

(拡)認証食

安全

需要拡大

○ (拡

 マ

 グ

 認

 

○ 登録

認

の「酒」輸

ょうごの「酒

指すため、海

助対象者 灘

（

助対象経費 出

助 率 定

ランド戦略

食品認証制

・安心な県

工食品のう

安心ブラン

ょうご食品認

ひょうご安心

・対象：減

ひょうご推奨

・対象： 生

食品の需要

・安心な県

大等に向け

拡)登録飲食

マッチング

グルメフェ

認証食品フ

(新)保育園

録販売店の

認証食品販

輸出拡大の促

酒」を海外

海外展示会

灘五郷酒造組

29年度：県

出展料、渡航

定額 

略の展開＞

制度の推進

県産食品の生

うち、安全・

ンド、ひょ

認証事業

心ブランド

減農薬等に取

奨ブランド

生産方法、品

要拡大 

県産食品の生

けた取組を実

食店の需要拡

グ商談会の開

ェアの開催

フェスティバ

園における

の需要拡大

販売コーナー

321 

促進

外へ積極的に

会への出展等

組合ほか海外

県酒造組合連

航経費等

 

生産、流通

安心で個性

うご推奨ブ

ド（744品目

取り組む生産

ド（1,181品

品質等の個性

生産、流通

実施 

拡大及び消

開催（２回

（４回）

バルの開催

ＰＲプロジ

（183千円）

ーを設けた

にPRし、県

等に支援

外展開への関

連合会、灘五

通、消費の拡

性・特長の

ブランド）

（平成29年

産者が生産す

目（平成29

性・特長が

通、消費の拡

消費者への認

回） 

催（１回）

ジェクト 

） 

たモデルシ

＜地方創

県内清酒製造

関心が高い各

五郷酒造組合

拡大のため

ある食品を

として認証

年12月末現在

する農林水産

年12月末現

がある農林水

＜地方創

拡大のため

認知度向上

ョップの展

Ⅳ 元気な

8,5

創生推進交付

造業のさら

各地域の酒造

合） 

11,3

め、県産の農

を兵庫県認証

証 

在）） 

産物等 

現在）） 

水産物等 

4,4

創生推進交付

め、兵庫県認

上（2,784千

展開 

な地域づくり

500 千円 

付金事業＞

らなる発展

造組合 

345 千円 

農林水産物

証食品（ひ

430 千円 

付金事業＞

認証食品の

千円） 

 

 

物

ひ

 



 

 ③

 ④

 

 

 

 

○ 認証

コ

○ イオ

首

回

 

(新)全国有

有機農

○ 時 

○ 場 

○ 参加

○ 内 

 

ひょうご五

県産農

全国への

○ 事業

○ 事業

 流

 

 全

 

証食品使用

コンビニ等

オンリテー

首都圏及び

、県内12回

有機農業フ

農業の拡大

期 平成

所 シー

加者 生産

容 基調

五国のめぐ

農林水産物

の情報発信

業主体 ひ

業内容 

流通のプロ

流通のプ

との個別商

全国最大食

スーパー

・開催時期

・開催場所

用商品の開発

等と連携し、

ール(株)と連

び県内のイオ

回) 

フォーラム

大の加速化を

成30年7月26

ーサイドホテ

産者、消費者

調講演、事例

ぐみ首都圏発

物・加工食品

信を強化 

ひょうごの美

ロ活用型（3

プロ（食品流

商談による密

食品展示商談

ーマーケッ

期 平成31年

所 幕張メ
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発及びコン

、認証食品

連携した県

オン店舗で

in ひょう

を図るため

6日（木）

テル舞子ビ

者、実需者

例報告、参

発販路拡大

品の全国ブ

美味し風土

3,225千円）

流通関係商

密度の高い

談会活用型

トトレード

年２月中旬

ッセ（予定

ンビニ等での

品を使った新

県内外での認

での「認証食

ごの開催

め、全国有機

ビラ神戸 

者等 500名

参加者交流会

大の実施

ブランド化

土拡大協議会

） 

商社経験者等

い販路開拓

型（2,964千

ドショーへの

旬 

定） 

の需要拡大

新商品を企

認証食品の

食品フェア

＜県政

機農業フォ

名 

会 

＜地方創

・販売促進

会 

等）による

とブランド

千円） 

の出展 

Ⅳ 元気な

大（376千円

企画・商品化

の販売（1,0

ア」の実施

2,0

政150周年記

ォーラムを

6,1

創生推進交付

進のため、首

流通のキー

ド発信 

な地域づくり

円） 

化 

087千円）

(首都圏１

000 千円 

記念事業＞

開催 

89 千円 

付金事業＞

首都圏から

ーパーソン

 

 

 

ン



 

 ⑤

 

 ⑥

 ⑦

兵庫県産野

県産野

（ひょ

と消費者

○ 産地

ひ

の価

○ 「県

○ 産地

「兵庫丹波

全国ブ

促進 

○ 地域

 箇

○ 高品

 実

○ 研修

○ 事業

 

ひょうご

新規就

通ビジネ

ビジネス

○ 事業

○ 補助

 

 

○ 補助

○ 補助

 生

 マ

 農

野菜バリュ

野菜の有す

うごの野菜

者が価値で

地と消費を

ひょうごの

価値を伝達

県産野菜テ

地と実需者

波黒」グレ

ブランドで

域推進会議

箇 所 数 

品質多収・

実践農場の設置 

修会の開催

業期間 平

「農」産物

就農者の早

ネス（NDB

スの構築に

業主体 農

助上限額  

１年目：2,

２年目：1,

助件数 ８

助対象経費 

生産情報の

マッチング

農産物品質

ューチェーン

する価値を、

菜伝道師）を

で結びつくバ

をつなぐ価値

の野菜伝道師

達 

テキスト」ダ

者のマッチン

レードアップ

である兵庫県

議の開催 

５か所・各

省力生産技

５ほ場 

催、需要拡大

平成28～30年

物 NDB の構築

早期経営安定

：ニュー・

に向けた研究

農業者、飲食

500千円以

250千円以

８件(うち新

の収集及び整

グの場の設定

質保持研究会
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ンの構築

、食の魅力

を介して消

バリューチ

値の伝達

師を百貨店

ダイジェス

ング 

プ事業の実

県産丹波黒

各２回 

技術モデル

大ＰＲ活動

年度 

築

定及びこだ

ディスト

究・実証事

食業者等に

以内 

以内 

新規３件）

整理 

定 

会の開催

力に関して訴

消費者に確実

チェーンを構

店やホテル等

スト版の作成

実施

黒大豆の生産

ルの確立 

動の実施 

だわり農産物

リビューシ

事業をモデル

により構成

等

訴求力・行

実に伝達す

構築 

等の実需者

成等 

産力向上、

＜地方創

物の生産拡

ション・ビジ

ル実施 

された協議

Ⅳ 元気な

3,2

行動力のある

することによ

者に派遣し

9

最高級品質

13,7

創生推進交付

拡大のため

ジネス）新

議会 

 

な地域づくり

297 千円 

るキーマン

より、産地

、県産野菜

936 千円 

質の生産を

750 千円 

付金事業＞

、新しい流

新しい流通

 

ン

地

菜

 

流



 

 ＜新

 ①

 

 ②

新品種・新商

「農」イノ

農林水

究機関

ア 「農」

○ 「農

 内

 対

イ フォロ

プロ

新サ

○ ビジ

ウ 研究開

産学

○ 先導

○ 実用

エ 新ビジ

○ 実施

○ 事業

 新

 

 整

農林漁業者

県産農

施する

○ 農林

農

商品の開発

ノベーショ

水産業の競

との交流連

」イノベー

農」イノベ

内  容 

対  象 

ローアップ

ロジェクト

ービスのビ

ジネスプラ

開発プロジ

学官の共同

導的研究枠

用化研究枠

ジネス創出

施主体 六

業内容 

新商品開発

 多様な業

整備事業

６次産業

者の６次産

農林水産物

６次産業化

林漁業者へ

農林漁業者

発促進＞ 

ョンひょうご

競争力を強化

連携を通じ、

ーションひ

ベーション創

「食」や

の創出を支

農林漁業者

プ強化事業

トが抱える個

ビジネス化

ラン化目標数

ジェクト支援

同研究チーム

枠 補助単価

枠 補助単価

出に向けた支

六次産業化

発等支援事業

業種が連携

（国1/2、事

業化等の取組

産業化の推進

物の競争力を

化の取組をサ

へのサポー

者のニーズに

324 

ごの推進

化するため

、新技術・

ょうご推進

創出セミナ

「農」をめ

支援する

者、企業等

（1,872千

個別の課題

化を加速 

数 10プロ

援（7,783千

ムによる調

価： 800千

価：1,700千

支援（163,

・地産地消

業（国1/3、

して実施す

事業者1/2）

組に必要な

進

を高めブラ

サポートす

ト活動 

にあった専

＜一部

め、農林漁業

新商品等の

進協議会の運

ナー・交流会

ぐる動向を

等の商品企画

円） 

題に応じた専

ロジェクト

千円） 

調査研究開発

千円、件数

千円、件数

,035千円）

消法の認定事

、事業者2/

する新商品開

 

な加工施設

ランド化を推

する専門家

専門家（６次

部、地方創

業者と様々

の開発を支

運営（1,82

会（５回）

を学び、新

画担当者

専門家を派

発を支援 

数：３件程度

数：３件程度

 

事業者等 

/3） 

開発、販路

・機械等の

推進するた

を派遣 

次産業化プ

Ⅳ 元気な

174,5

創生推進交付

々な分野の事

支援 

22千円） 

 

新たなイノベ

（50人） 

派遣し、新

度 

度 

路開拓を支援

の導入を支援

14,5

ため、農林漁

プランナー）

な地域づくり

512 千円 

付金事業＞

事業者、研

ベーション

商品・ 

援 

援 

532 千円 

漁業者が実

）を派遣

 

 

研

ン

実



 

 ③

 

 人

 現

○ 交流

 開

○ ネッ

HP、

 

主食米のた

新たな

って、本

○ 事業

米

 電

 ゲ

○ 事業

人  数 

現地指導 

流会の開催

開催回数 

ットワーク

、SNSを活用

ための新た

なブランド

本県オリジ

業内容 

米の新品種

電気泳動装

ゲル電気泳

業期間 平

 

25人（中小

115件×３

催 

３回 

ク推進員の設

用した情報

たな品種対策

ド米を育成す

ジナル品種を

種育成のため

装置 

泳動撮影装置

平成28年度～

325 

小企業診断

３回 

設置 

報発信 

策事業

するため、

を開発 

めの研究備

置 

～平成32年

断士、大学教

JAグループ

備品を整備

年度 

教授等） 

プ、生産者

Ⅳ 元気な

1,9

者、実需者と

な地域づくり

975 千円 

と一体とな

 



 

 (2)

 ①

 ②

 

海外展開

ひょうご海

県内企

運営する

等ともに

ア ひょ

法務

海外事

○ 場 

イ ひょ

○ 場 

○ 機 

ウ ひょ

○ 内 

○ 回 

エ JICA

○ 内 

○ 講 

○ 回 

オ 新興国

県内

い新興

○ 訪 

○ 内 

広州法律事

平成3

の投資促

開の支援 

海外事業展

企業の海外

るとともに

に連携しつ

うご海外ビ

務・労務・

事務所との

 所 

うご国際ビ

 所 中

イ

コ

 能 海

うご海外事

 容 海

 数 ４

と連携した

 容 企

の

 師 JI

 数 ３

国ビジネス

内企業等の

興国へビジ

問 先 新

  容 現

 

事務所主催

30年４月開

促進のため

 

展開支援プロ

外展開を支援

に、「ひょう

つつ、ASEAN

ビジネスセン

会計等の専

の連携のも

（公財）ひ

ビジネスサポ

中国（広州

ンド（デリ

コク）、シン

海外ビジネス

事業展開支援

海外事業展開

４回程度 

た企業支援セ

企業の開発途

の紹介 等

ICA、金融機

３回程度 

スミッション

の海外展開に

ジネスミッシ

新興国（イン

現地経済団体

催対日投資セ

開催予定のセ

めPRを実施

326 

ロジェクト

援するため

うご国際ビジ

N等地域にお

ンターの運

専門家やひ

と、県内企

ょうご産業

ポートデス

・上海・大

リー）、イ

ンガポール、

ス情報提供

援セミナー

開の進め方

セミナーの

途上国進出

機関、事例

ンの派遣

に向けた市

ションを派

ンドネシア

体・企業と

セミナーへ

セミナーに

トの推進

め、「ひょう

ジネスサポ

おける企業

運営（12,14

ひょうご国際

企業の海外展

業活性化セ

スクの運営

大連）、ベト

ンドネシア

フィリピン

供、現地専門

ーの開催（2

方・留意点、

の開催（200

出に向けたJ

例企業 等

（1,270千円

市場調査を支

派遣 

ア 等） 

との意見交換

への参加 

に香港経済交

うご海外ビジ

ポートデスク

業支援体制を

40千円） 

際ビジネス

展開をワン

ンター内

（7,010千

トナム（ホ

ア（ジャカ

（セブ） 計

門家の紹介

213千円） 

、成功事例

0千円） 

JICAの支援

円） 

支援するた

換、経済セ

交流事務所

Ⅳ 元気な

20,8

ジネスセン

ク」を設置

を強化 

スサポートデ

ンストップ

（神戸市中央

円） 

ーチミン・

カルタ）、タ

計10ヶ所 

介 等 

例の紹介 等

援制度紹介

ため、経済成

セミナーの

所から出席

な地域づくり

833 千円 

ンター」を

置し、JICA

デスク、

で支援 

央区） 

・ハノイ）、

タイ（バン

等 

、成功事例

成長著し

開催 等 

し、県内へ

 

ン

例

へ



 

 ③

 

 ④

 

新興国等と

ア 経済連

○ ベ

友好

るため

 開

 開

○ 広東

 友

「

 開

 開

イ 中小企

○ 事業

○ 対象

○ 補 

○ 補助

県内企業海

県内企

し県内企

○ 留学

 大

 外

○ 日本

 ビ

との経済交

連携を通じ

トナム・ホー

好提携先の

め、「兵庫

開催時期 

開催場所 

東省との経

友好提携先

日本広東経

開催時期 

開催場所 

企業海外展

業内容 ア

外

象企業 県

助 率 1/

助限度額 1,

海外展開の

企業の留学

企業への就

学生インタ

大学と企業

・参 加 者

・回  数

外資系企業

本語ビジネ

ビジネス日

 

交流の強化

じたアジア等

ーチミン市と

のベトナム

庫県・ホーチ

平成30年

ベトナム

経済連携プロ

先の広東省

経済促進会」

平成30年1

中国・広東

展開支援助成

アジア新興国

外事業展開

県内中小企業

/2以内 

000千円

のための留学

学生を活用

就職を促すた

ターンシップ

業の情報交換

者 大学、イ

数 ４回 

業によるグロ

ネス能力向上

日本語講座、
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等との友好

との新たな経

・ホーチミ

チミン市経

９月（予定

・ホーチミ

ロジェクト

との経済交

」を開催

11月（予定

東省 

成金事業

国等への海

に関する基

業30社程度

学生活用の

した海外事

ため、イン

プ等の実施

換会等の開

インターン

ローバル人

上等支援

、日本語能

好交流（3,2

経済連携プロ

ン市との経

経済促進会議

定） 

ミン市 

トの推進（1

交流、双方

定） 

（15,741千

海外進出を

基礎及び実

度 

の促進

事業展開を支

ンターンシ

施（8,455千

開催 

ンシップ受入

人材育成セ

（1,615千円

能力試験Ｎ

219千円） 

ロジェクト

経済交流、

議」を開催

1,502千円）

の企業活動

円） 

目指す県内

証調査の経

支援すると

ップ等を支

千円） 

入企業等 

ミナーの開

円） 

１集中講座

Ⅳ 元気な

18,9

（1,717千円

企業活動の

催 

） 

動の促進を

内中小企業

経費に対し

10,0

とともに、留

支援 

開催等 

座の実施等 

な地域づくり

960 千円 

円） 

の促進を図

図るため、

に対し、海

て助成 

070 千円 

留学生に対

 

図

海

対



 

６ 

 (1)

 ＜海

 ①

 

 ②

 

交流の拡

国内外か

海外からの誘

(拡)国際観

本県へ

設置し、

特に、

○ 設置

○ 実施

 現

 現

 本

○ プロ

現

等プ

か

ツーリス

海外市

対応、海

○ 配置

○ 配置

大 

からの誘客

誘客促進＞

観光デスク

へのインバ

、きめ細や

、台湾・香

置国・地域 韓

施内容  

現地メディ

現地旅行博

本県への旅

ロモーショ

現地メディ

プロモーシ

らの誘致を

ト・インフ

市場への観

海外旅行エ

置人数 ４

置場所 (公

 

客対策 

＞ 

クの設置

バウンド観光

やかなプロモ

香港デスクの

韓国、台湾、

ィアへのPR、

博覧会等への

旅行商品の造

ョン強化内容

ィアを活用

ションに重点

を促進 

フォメーシ

観光プロモー

エージェン

４人（英語、

公社)ひょ
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光の現地窓

モーション

のプロモー

、香港、タ

、SNS等に

の出展プロ

造成促進・

容 

した台湾・

点的に取り

ョン・デス

ーションを

ト等による

、中国語、

うごツーリ

窓口として

ンによる誘客

ーションを強

タイ 

よる情報発

ロモーショ

販売支援

広東省（広

り組み、台湾

スクの運営

を行う専門員

る県内招聘取

韓国語、

リズム協会

＜地方創

「ひょうご

客を促進 

強化 

発信 

ン 

等 

広州、深圳

湾や華南地

＜地方創

員を配置し

取材のアテ

フランス語

Ⅳ 元気な

4,0

創生推進交付

ご国際観光デ

圳）等での雑

地域を中心と

12,4

創生推進交付

し、外国語に

テンド等を実

語 各１人）

な地域づくり

060 千円 

付金事業＞

デスク」を

雑誌・SNS

とする中国

436 千円 

付金事業＞

による相談

実施 

） 

 

 

国

 

談



 

 ③

     

 (拡)ひょ

ひょ

の３拠点

地域も含

ア (新)

○ エク

エク

観光情

ション

イ (新)

   ○“体

体験

点か

○ 体験

外国

▪対

▪補

▪補

ウ ジャ

パ

を派遣

エ (新)

県内

遊のガ

オ 外国

神戸

アー造

ょうごゴール

うごゴール

点を中心に

含めた周遊

) 世界的な

クスペディ

クスペディ

情報を発信

ン等を展開

) 体験型観

体験・兵庫”

験型プログ

ら丹波・淡

験観光促進

国人旅行者

対象事業 体

専

海

補 助 率  1

補助眼度額  

ャポニスム2

リで開催さ

遣し、淡路地

) ひょうご

内在住の全

ガイド能力を

国人クルーズ

戸港等に寄

造成に対して

ルデンルー

ルデンルー

に据えた外国

遊拡大に向け

な事業者と連

ィア社との連

ィア社（世界

信するほか、

開 

観光・日本遺

”発信事業

グラムや日本

淡路も含めた

進支援事業

者向け体験プ

体験型プロ

専門家・エ

海外ブロガ

1/2 

１団体あた

2018での日

される日本文

地域の誘客

ごゴールデン

全国通訳案内

を高める研

ズ客の県内

寄港する大型

て神戸市と
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ートの推進

ト推進の２

国人個人旅

けた事業を

連携したプ

連携プロモ

界最大のオ

、同社ビッ

遺産を活用

業（3,000千

本遺産を活

た周辺観光

（7,000千

プログラム

ログラム創出

エージェン

ガー招聘に

たり1,000千

日本遺産プ

文化紹介行

客をプロモー

ンルート周

内士に、ひ

研修を実施

内観光促進

型クルーズ

と協調して支

２段階目と

旅行者誘客の

を展開 

プロモーシ

モーション事

オンライン旅

ッグデータを

用した周遊促

千円） 

活用し、ひょ

光をオンライ

円） 

ム創出の取組

出のための

トを交えた

よるモデル

千円 

ロモーショ

行事ジャポニ

ーション

周遊ガイドの

ょうごゴー

（2,000千

ズ船の外国人

支援 

＜県政

＜地方創

して、神戸

の強化、３

ョン 

事業（4,80

旅行社）の

を活用した

促進 

ょうごゴー

イン情報誌

組に対して

のマーケッ

たワークシ

ル体験の実施

ョン（8,102

ニスム2018

の育成（4,

ールデンル

円） 

人客を対象

Ⅳ 元気な

29,5

政150周年記

創生推進交付

戸、姫路城、

拠点から丹

00千円） 

海外ウェブ

た宿泊分析

ールデンルー

誌でPR 

て支援 

ト調査 

ョップでの

施  等 

2千円） 

8に淡路人形

,605千円）

ルートなど県

象とした県

な地域づくり

507 千円 

記念事業＞

付金事業＞

城崎温泉

丹波・淡路

ブサイトで

・プロモー

ートの３拠

の検討 

形浄瑠璃

 

県内広域周

内観光ツ

 

 

 

泉

路

で

ー

拠



 

 ④

 

 ⑤

 

 ⑥

 ⑦

 

WeChat 等

WeCha

ァンづ

関西連携海

海外か

事業を実

○ 内 

○ 実施

(新)「ミシ

平成2

ト配信を

 

ビジット

アジア

民間事業

力をPR 

○ テー

タ

台

を活用した

at等のSNSを

くりを推進

海外観光プ

からの旅行

実施 

 容 関

施場所 未

シュランガ

27年度に開

を延長し、

Hyogo 連携

アのリピータ

業者等と連携

ーマ設定、

ーゲット国

台湾・韓国

米  国

台 湾 

欧   

た中国プロ

を活用し、

進 

プロモーシ

行者を本県に

関西広域連合

未定 

ガイド」での

開設した「

引き続き兵

携の促進

ター市場や

携したテー

連携先等

国・地域

・タイ 瀬

国 食

等 温

州 滞
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モーション

中国向けに

ョンの実施

に取り込む

合のトップ

の観光情報

ミシュラン

兵庫の「食

や欧米等の戦

ーマ設定に

テーマ

瀬戸内の魅力

食・体験型コ

温泉地とスキ

滞在型広域観光

ン事業

に観光情報

施

むため、関西

ププロモーシ

報発信

ンガイド兵

食」「滞在」

戦略市場を

よるプロモ

マ設定 

力 

コンテンツ

キー 

光周遊ルート

＜県政

＜地方創

報を発信す

西広域連合

ションによ

＜県政

＜地方創

庫2016特別

の魅力を発

＜県政

＜地方創

をターゲッ

モーションを

岡山県、

徳島県 

民間事業

ト 
神戸市な

局 等 

Ⅳ 元気な

4,0

政150周年記

創生推進交付

るとともに

7

合と連携して

よる関西の

1,0

政150周年記

創生推進交付

別版」の英

発信 

4,0

政150周年記

創生推進交付

トに、国、

を展開し、

連 携 先

、JR等 

業者等 

など県内市

な地域づくり

000 千円 

記念事業＞

付金事業＞

に兵庫のフ

700 千円 

て誘客促進

ＰＲ 

000 千円 

記念事業＞

付金事業＞

英語Webサイ

000 千円 

記念事業＞

付金事業＞

他府県、

兵庫の魅

先 

、大阪観光

 

 

 

進

 

 

 

 



 

 ⑧

 

 ⑨

 

 ⑩

３府県広域

兵庫・

海側地域

促進 

○ 事業

○ 事業

○ 負担

インバウン

瀬戸内

うち観光

客を促進

○ 事業

 デ

 独

 海

 瀬

開

※ＤＭ

○ 構 

 (新)商店

外国人

ォン決済

○ キャ

（平

  補

・

・

 対

域連携等に

京都・鳥取

域の観光資源

業内容 海

業規模 6,

担割合 国

ンド対策推

内地域の７

光推進機構

進 

業内容 

デジタルマー

独自インター

海外市場別

瀬戸内の魅

開発、販売

ＭＯ（デステ

観光地

成 県 兵

店街における

人観光客の

済の導入な

ャッシュレ

平成30年度に

補助対象者 

商店街、小

小売業者、

対象事業 

による誘客促

取の３府県

源をプロモ

海外旅行エー

000千円

国1/2、地方

推進に向けた

７県及び民間

構における広

ーケティング

ーネットメデ

別プロモーシ

魅力（クルー

売促進に向け

ィネーション

地を活性化さ

兵庫県､岡山

キャッシュ

の買い物利便

などキャッシ

レス対応機器

にモデル的

 

小売市場

、飲食店等

Wechat Pa

設定に関す
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促進

県が連携し、

モーションす

ージェント

方1/2（３府

た DMO への

間事業者に

広域連携の

グ（YouTube

ディア「瀬戸

ションの実

ーズ・食・

けたプロモ

ン・マネージ

させて地域全

山県､広島県

レス対応機

便性の向上

シュレス対

器の導入補

的に実施）

等（商店街に

y・アリペ

する経費

、山陰海岸

することに

ト・メディア

府県で均等負

の参画

によりDMO(

の取組に参画

e）動画配信

戸内Finder」

実施や受入環

サイクリン

モーションの

ジメント／マー

全体を一体

県､山口県､徳

機器等の導入

上を図るた

対応を促進

補助（1,000

に加盟して

イのモバイ

＜地方創

岸ジオパーク

により、当該

ア、ブロガ

負担） 

※)として発

画すること

信等による行

による多言

環境整備の

ング・アー

の実施 等

ーケティング

体的にマネジ

徳島県､香川

入促進

め、商店街

0千円） 

ている店舗）

イル決済端

Ⅳ 元気な

1,0

創生推進交付

クを中心と

該エリアへ

ガー等の招聘

16,6

発足した(

とにより、本

行動分析の実

言語情報発信

の促進 

ート等）に応

等 

グ・オーガニ

ジメントして

川県､愛媛県

1,2

街におけるス

） 

端末の購入、

な地域づくり

000 千円 

付金事業＞

とした日本

への誘客を

聘 

650 千円 

(一社)せと

本県への誘

実施 

信 

応じた商品

ゼーション）

ていく組織

県 

200 千円 

スマートフ

設置及び

 

 

誘

品

 

び



 

 

 ⑪

 

 ⑫

 負

 補

 件

○ ＱＲ

○ モバ

 開

(拡)インバ

多言語

外国人旅

○ 外国

 対

 補

 補

○ Wi-

 対

 対

 補

○ (再

外国人ドラ

山陰

の利用促

タカー旅

○ 実施

負担割合 

補助上限額 

件  数 

Ｒコード型

バイル決済

開催回数 

バウンド受

語観光PRツ

旅行者向け

国人観光客

対象事業 

補 助 率 

補助限度額 

-Fi環境整備

対象施設 

対象経費 

補 助 率 

再掲)(新)体

ライブ旅行

・瀬戸内・四

促進のため

旅行の普及

施内容 

県1/3、市

10千円（１

100件 

型決済の普及

済導入事例研

３回 

受入体制の整

ツールや無料

け体験型プロ

客受入基盤整

観光案内所

設等の多言

動画、パ

公衆トイ

対象経費の

１団体当た

備支援事業

観光拠点施

無線LAN機

民間施設

体験観光促進

行の促進

四国10県に

めのキャンペ

及を図り、誘

332 

市町1/3、団

１店舗当た

及促進 

研修会（20

整備

料Wi-Fi環境

ログラム創

整備事業

所の整備

言語観光案

ンフレット

レの洋式化

の1/2 

たり5,000千

業（10,000千

施設（観光案

機器購入費、

2/3（補助

進支援事業

において、ド

ペーンを展

誘客を促進

団体1/3（市

たり） 

00千円）

境の整備等

創出の取組に

（20,000千

（デスク、カ

案内看板等

トの作成、

化、おもて

千円 

千円） 

案内所、博物

、設置工事

助上限：１

業（参照P32

ドライブパス

展開するこ

進 

市町随伴期待

＜県政

等の取組に

に対して支

円） 

カウンター

の整備、多

通訳サービ

なし研修の

物館・美術

事費 

１施設当た

29） 

＜県政

＜地方創

ス（高速道

とにより、

Ⅳ 元気な

待） 

37,0

政150周年記

対する支援

支援 

ーの設置等）

多言語Ｗｅ

ビスシステ

の実施 等

術館、文化財

り200千円）

5

政 150 周年記

創生推進交付

道路の定額乗

外国人旅行

な地域づくり

000 千円 

記念事業＞

援とともに

）、観光施

ｂサイト・

ムの導入、

財、寺社等）

） 

500 千円 

記念事業＞

付金事業＞

乗り放題）

行者のレン

 

 

に、

 

 

 

ン



 

 

 ⑬

 

 ⑭

 

 ⑮

 

 

 

○ 対象

○ 事業

(新)県内事

県内事

より、外

○ 事業

 イ

 巡

訪日教育旅

若年層

外からの

ンフレッ

○ 配置

○ 配置

(新)医療機

医療機

ィネータ

支援 

○ 補助

○ 対象

  

○ 補 

○ 補助

レンタカー

ドライブクー

象国・地域 香

業主体 国

事業者イン

事業者に対

外国人旅行

業内容 

インバウン

巡回訪問に

旅行誘致・

層の交流拡

の教育旅行

ットを作成

置人数 ３

置場所 (公

機関におけ

機関におけ

ターの配置

助対象 市

象経費 医

   遠

助 率 県

助上限額 2,

ーを活用した

ーポンブッ

香港、韓国、

国、山陰・瀬

ンバウンド展

対し、インバ

行者獲得機運

ンド事情や先

による、イン

受入促進

拡大による国

行の誘致・受

成 

人（学校コー

公財)兵庫県

る外国人患

ける外国人患

置を支援する

市町国際交流

医療通訳コー

遠隔地通訳シ

県国際交流協

000千円

333 

た観光モデ

ック等の作成

、台湾、欧

瀬戸内・四国

展開の支援

バウンドの

運を高めて

先進事例に

ンバウンド

国際理解の

受入を推進

ーディネーター

県国際交流

患者受入環境

患者の受入

るとともに

流協会、NP

ーディネー

システム構

協会（国際

デルルートの

成（5,000千

欧米 等 

国10県、観光

援

セミナーや

て誘客を促進

についてのセ

ド関連情報の

の増進とリ

進する専門員

ー１人、学校交

流協会 

境整備事業の

入れ環境を整

に遠隔地で通

PO等 

ーター配置費

構築費 

際交流基金

の提案 

千円/10県 本

光関連団体、

＜県政

＜地方創

や巡回訪問

進 

セミナー・

の提供、個

ピーターづ

員を配置す

交流プランナー

の実施

整備するた

通訳ができ

費 

を活用）1/

Ⅳ 元気な

本県負担額：

高速道路会

3,6

政150周年記

創生推進交付

問等を実施す

・相談会の

個別相談対応

8,6

づくりを図

するとともに

ー２人（中国語

4,0

ため、医療通

きるシステ

/2、市町1/

な地域づくり

500千円）

会社の協議会

678 千円 

記念事業＞

付金事業＞

することに

開催 

応 等 

639 千円 

るため、海

に、ＰＲパ

語・英語）） 

000 千円 

通訳コーデ

ム構築を

/2 

 

 

会 

 

 

に

海

パ

デ



 

 ＜地

 ①

 

 ②

 

 ③

地域ツーリズ

「あいたい

県政1

モーシ

○ 実施

○ 重点

○ テー

○ 実施

(新)伊丹空

国内観

おいて、

○ 設置

○ 設置

○ 事業

 デ

 ひ

 観

 観

(新)「つな

地域遺

庫遺産街

○ モデ

 現

○ デジ

ズムの推進

い兵庫キャ

150周年を迎

ョンを展開

施主体 兵

点期間 平

ーマ案 歴

施内容 ガ

モ

交

空港における

観光客の本

、県観光・

置場所 伊丹

置時期 平成

業内容  

デジタルサ

ひょうご特

観光案内ロ

観光情報提

ながる・め

遺産（日本

街道」のモ

デルルート

現況調査、

ジタルキャ

進＞ 

ャンペーン

迎えること

開 

兵庫県・(公

平成30年10～

歴史･遺産等

ガイドブック

モーション、

交通事業者

る県観光・物

本県への誘客

物産情報等

丹空港ター

成30年４月

サイネージに

特産品自動販

ロボットの設

提供・相談

めぐる兵庫遺

遺産、城な

モデルルー

ト化の推進

ルート化、

ャンペーンラ

334 

2018」の実

とから、県の

公社)ひょう

～12月 

等にスポッ

ク･ポスター

、オンライ

と連携した

物産情報コー

客を促進す

等を発信

ーミナルビル

月中旬 

による観光

販売機 

設置 

・案内 

遺産街道の

などの文化財

ト化を推進

、Webページ

ラリーの実

実施

の歴史・遺

うごツーリズ

トをあてた

ーやSNS等ネ

イン旅行社

た誘客、その

ーナーの運営

するため、国

ル２階到着

光案内 

の旅」の推進

財等）や景観

進 

ジ作成 等

実施 

＜県政

＜地方創

遺産等にスポ

ズム協会 

たテーマを設

ネットツー

と連携した

の他年間を

営

＜県政

国内基幹空

着口正面付近

進

＜県政

観ビューポ

等 

Ⅳ 元気な

43,0

政150周年記

創生推進交付

ポットをあ

設定 

ールを活用

た宿泊プラ

を通したプ

14,9

政150周年記

空港である伊

近 

6,5

政150周年記

ポイントをつ

な地域づくり

000 千円 

記念事業＞

付金事業＞

あてたプロ

したプロ

ン造成、

ロモーショ

952 千円 

記念事業＞

伊丹空港に

500 千円 

記念事業＞

つなぐ「兵

 

 

 

ョン 

 

に

  

兵



 

 ④

 

 ⑤

 

観光地魅力

交流人

観光や着

新しい取

○ 事業

○ 補助

○ 補

○ 限

(拡)県民交

県政へ

ス借上料

(新

都市

(拡

 

 

 う

そ

しご

エコ

※１ 

①対

②航

※２ 

力アップ支

人口拡大に

着地型観光

取組を支援

業内容 交

在

助対象 観

団

助 率 対

度 額 2,

交流バスの

への理解促

料の一部を

区

)県民交流

市農村交流

)ひょうご

うち海外分

うち兵庫遺

うち山陰海岸ジオ

うち六甲山

その他 

ごとツーリ

コツーリズ

走る県民

対象要件の

航空機(但馬

兵庫遺産等

支援事業

による地域の

光、広域観光

援 

交流人口の拡

在型観光を促

観光協会､公

団体・企業が

対象経費の1

000千円

の推進 

促進、地域間

を補助 

区  分 

バス※１ 

バス 

ツーリズム

分(ゴールデンルー

遺産等周遊

オパーク等但馬地

山地域周遊分

ズムバス

ムバス 

計 

民教室からの

の緩和（県施

馬～伊丹)利

等周遊分＋1

335 

の活性化や

光の推進の

拡大に向け

促進する事

公益法人、第

が参画する

1/2 

（下限500千

間交流、兵

ムバス※２

ート分含む) 

遊分  

地域周遊分 

分 

の拡充内容

施設等２ヶ

利用加算の

100台、山陰

や観光産業の

のほか、特産

けた誘客促進

事業等 

第三セクタ

る協議会 等

千円） 

兵庫の魅力の

台  数

2,000台

500台

1,950台

400台

200台

400台

50台

900台

450台

300台

5,200台

容 

ヶ所以上見学

の創設50台

陰海岸ジオパ

の育成強化

産品の振興

進事業、兵

ター､商工会

等 

＜地方創

のPR等を促

日 帰

台 2

台 2

台

台

台

台

台

台

台 2

台 2

台

学→１ヶ所

(加算額:片道

パーク等但馬

Ⅳ 元気な

10,0

化を図るた

興など地域の

兵庫遺産を活

会議所及び

131,5

創生推進交付

促進するため

助 成 額

帰 り 

25千円 

25千円 

15千円 

－ 

15千円 

15千円 

15千円 

15千円 

25千円 

25千円 

－ 

所以上見学）

道10千円､往

馬地域周遊分

な地域づくり

000 千円 

め、滞在型

の主体的な

活用した滞

これらの

552 千円 

付金事業＞

め、県がバ

額 

１泊２日

50千円

50千円

30千円

30千円

30千円

30千円

30千円

30千円

－

50千円

－

） 

復:20千円)

分＋100台 

 

型

な

 

バ



 

 ⑥

 

 ⑦

 

 ⑧

 

 ⑨

ひょうごツ

日本海

観光船等

○ 補助

○ 補助

○ 予定

ひょうごロ

映画

フィルム

○ ホー

○ 全国

○ ロケ

観光産業の

観光産

に、就職

○ ひ

 

 

○ 観光

 学

 モ

  

ユニバーサ

今後拡

加できる

○ 理解

ツーリズム

海、瀬戸内

等を活用し

助対象 県

た

助限度額 ツ

定件数 40

ロケ支援 N

・テレビ等

ムコミッシ

ームページ

国ロケ地フ

ケ適地の相

の人材確保

産業のやり

職説明会へ

ょうごの観

「旅館の魅

「兵庫の旅

光産業の人

学生向け視

モチベーシ

就職説明会

学生向け・

サルツーリ

拡大が見込

るユニバー

解促進・気

ムシップの実

内海、太平洋

したクルーズ

県内の港で乗

たクルーズツ

アー１回当

0件 

et の推進

等のロケ地を

ションや市町

ジ（４か国語

フェア等各種

相談、地元関

保・育成

がいや魅力

への合同参加

観光産業のイ

魅力を伝え隊

旅館で働こ

人材確保・育

視察バスツア

ション向上等

会への合同

・転職者向

リズムの推進

込まれる高齢

ーサルツー

気運醸成セ

336 

実施

洋に面する

ズを組み込

乗船または

ツアーを実

当たり上限

をツーリズ

町等と連携

語）による

種イベント

関係者との

力の情報発

加やインタ

イメージア

隊」による

う！」PR媒

育成に向け

アー、イン

等支援事業

同参加 

けを実施

進

齢者等の本

リズムを推

ミナーの開

本県の地理

込んだツアー

は下船する、

実施する事業

限30千円、事

ズム資源と

携してロケ

るロケ地情報

トにおける

の調整等の

発信を行い、

ターンシップ

アップ大作戦

るプロモーシ

媒体を活用

けた取組の充

ンターンシ

業の実施 

等 

本県への誘客

推進 

開催 

理的特性を

ーに対し助

、船舶を使

業者等 

事業者当た

した観光Ｐ

を誘致・支

報発信 

ロケ誘致活

ロケハン・

＜地方創

、イメージ

プ等を推進

戦の展開 

ション 

した情報発

充実 

ップ等の実

客促進に向

Ⅳ 元気な

1,2

を生かし、観

助成 

使用し、宿泊

たり上限300

1,4

ＰＲを推進

支援 

活動 

・ロケ支援 

10,0

創生推進交付

ジアップを図

進 

発信 

実施 

1,4

向け、誰もが

な地域づくり

200 千円 

観光船等の

泊を伴っ

0千円 

431 千円 

進するため、

等 

000 千円 

付金事業＞

図るととも

475 千円 

が気軽に参

 

 

参



 

 ⑩

 

○ 普及

○ 県外

○ ユニ

○ 観光

「五つ星ひ

兵庫県

星ひょ

○ 首都

○ ウェ

及啓発フォ

外旅行業者

ニバーサル

光施設のバ

 

ひょうご」

県特産品の

うご」とし

都圏での県

ェブサイト

 

ォーラムの開

者等を対象

ルツーリズム

バリアフリー

プロモーシ

のブランドイ

して選定し、

県政150年イ

トやPR冊子等

337 

開催 

とした招聘

ムマップの

ー情報等を

ション事業

イメージの

、全国に向

イベント等で

等を活用し

聘事業の実施

の作成 

を掲載する特

業の実施

の定着を図

向けた魅力

での展示販

した情報発信

施 

特設サイト

＜県政

るために、

を発信 

販売等の実施

信 等 

Ⅳ 元気な

トの運営、維

24,0

政 150 周年記

本県特産品

施 

な地域づくり

維持 

000 千円 

記念事業＞

品を「五つ

 

 

つ



 

 (2)

 ①

 

 ②

 

 ③

 

国際交流

(新)ワシン

ワシン

促進 

○ 友好

 時

 訪

 内

(新)日伯交

ブラジ

本県代表

○ 訪問

 時

 訪

 内

ロシア・ハ

姉妹都

国際交流

○ 少年

 時

 人

 内

○ 青少

 時

 人

 内

流と経済連

ントン州友

ントン州友

好訪問団の

時  期 

訪 問 先 

内  容 

交流年・ブ

ジルに日本

表団を派遣

問団の派遣

時  期 

訪 問 先 

内  容 

ハバロフス

都市交流協

流団が訪問

年少女交流

時  期 

人  数 

内  容 

少年スポー

時  期 

人  数 

内  容 

連携の深化

友好提携 55

友好提携55周

の派遣 

平成30年

ワシントン

ワシントン

ブラジル移住

本人が移住を

遣することで

遣 

平成30年

サンパウロ

記念式典へ

スクとの交流

協定を結ぶハ

問 

流事業（訪問

平成30年

16人（児童

自然・歴史

ーツ交流事業

平成30年

15人（選手

スポーツを

338 

5 周年記念事

周年を記念

９月（予定

ン州（シア

ン州との交流

住 110 周年

を開始して

で交流を一

７月（予定

ロ州、パラ

への参加、

流推進

ハバロフス

問） 

８月（７泊

童生徒12人

史・環境学

業（訪問）

８月（５泊

手11人、引

を通じた国

事業の実施

念して、友好

定） 

アトル等）

流協議、県・

年記念事業の

て110周年を

一層促進 

定） 

ラナ州 

パラナ州政

スク地方の少

泊８日） 

人、引率者

学習への参加

 

泊６日） 

引率者４人）

国際交流、

施

＜県政

好訪問団の

民間交流事

の実施

＜県政

を迎えるにあ

政府との交

少年少女と

４人） 

加、交流 

） 

ロシア文化

Ⅳ 元気な

4,1

政150周年記

の派遣を行い

事業への参加

6,2

政150周年記

あたり、記

交流協議 等

2,5

と交流を深

等 

化体験 等 

な地域づくり

40 千円 

記念事業＞

い、交流を

加 等 

293 千円 

記念事業＞

記念式典に

等 

510 千円 

深めるため、

 

 

 



 

 ④

 

 ⑤

 

ひょうご

在関西

施 

○ 負担

○ 開催

○ 場 

○ テ

 

(新)旅券事

平成3

体制と

○ 時 

○ 場 

 神

 但

・申

・神戸国際

西領事等が

担割合 県

催時期 平

 所 神

ー マ 関

   関

事務所の土

30年４月１

し､全国初

 期 平

 所 

神戸本所、

申請 水･

交付 水･

但馬空港窓

申請・交付

 

際サミットの

が一堂に会

県、神戸市、

平成30年７月

神戸市内 

関西領事団設

関西領事団が

土日開庁

日より､土

となる旅券

平成30年４月

尼崎出張所

･木･金･土･

･金･土･日

窓口 

付 水･木･金

339 

の開催

し、兵庫・

、神戸商工

月（予定）

設立150周年

が果たして

土日に旅券

券事務所の土

月１日（日

所、姫路出

･日 9:00～

9:00～16

金･土･日

神戸地域の

工会議所＝

 

年を迎えて

てきた役割、

（パスポー

土日開庁を

日）から 

出張所 

～16:30 

6:30、木

9:15～15

＜県政

の活性化に

２：２：１

て 

、成果の振

ート）の申請

を実施 

9:00～18

:00（12:00

Ⅳ 元気な

7

政150周年記

向けて情報

１ 

振り返り 等

216,5

請受付･交付

:30 

0～13:00は

な地域づくり

740 千円 

記念事業＞

報交換を実

等 

580 千円 

付ができる

は閉所） 

 

  

実



 

７ 

 (1)

 ＜美

 ①

芸術文化

芸術文化

美術館等＞ 

県立芸術文

心の復

創造する

○ 創造

 プ

 招

 普

○ 新国

 新

 公

 公

○ 「ジ

国

た特

 公

・スポーツ

化の振興 

文化センタ

復興・文化

るパブリッ

造・公演事

プロデュー

10事業24

招聘・提携

107事業1

（プラハ交

普及・交流

16事業29

国立劇場と

新国立劇場

公演内容

(赤道の下

公 演 日 

ジャパン・ヴ

国内プロオ

特別編成の

公演時期 

ツの振興 

ター 

化の復興のシ

ックシアター

事業の実施

ース事業 

4公演(プロ

携・共催事業

152公演 

交響楽団ヴァイ

流公演事業の

9公演（「ワ

との連携公演

場が制作した

（５演目11公

下のマクベス

平成30年

日、８月４

ヴィルトゥオ

オーケストラ

のオーケス

平成31年

340 

シンボルと

ーとして、

（375,000千

ロデュースオ

業の実施

イオリン樫本

の実施 

ワンコイン

演（20,000

た優れた作

公演） 

ス、1984、

４月５日～

４日、12月

オーゾ・ニュ

ラのコンサ

トラによる

１月 

として、また

様々な事業

千円） 

オペラ、ジル

本大進、ベルリ

・コンサー

0千円） 

作品を関西の

夢の裂け

～６日、５月

月27日～28

ーイヤーコン

サートマス

る夢のコンサ

＜県政

た、自ら創

業を実施 

ルヴェスタ

リン・コーミ

ート」等） 

の拠点劇場

目、消えて

月16日～17

日 

ンサート」の

ター、首席

サート（第

Ⅳ 元気な

400,0

政150周年記

創造し、県民

ー・コンサ

ッシェオーパ

場として上演

ていくなら朝

7日、６月2

の開催（5,0

席演奏者を

第７回兵庫公

な地域づくり

000 千円 

記念事業＞

民とともに

サート等)

パ－魔笛等）

演 

朝 等) 

27日～28

000千円）

中心とし

公演） 

 

 

に



Ⅳ 元気な地域づくり 
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平成30年度事業計画（主なもの） 

区 分 事  業  名 日  程 概  要 

KOBELCO 
大ホール 

県政150周年記念公演 

佐渡芸術監督プロデュースオ

ペラ「魔弾の射手」 

７月20日～29日 

（８公演） 

国内外トップクラスのスタッフ、キ

ャストによるウェーバー作曲「魔弾

の射手」を８公演実施。オペラ公演

のプレイベントとしてハイライト・

コンサートを当センター含め県内５

市町へ展開。 

県政150周年記念公演 

佐渡芸術監督プロデュース 

「ジルヴェスター・コンサート」

12月31日 

（１公演） 

大晦日に実施する名物コンサート。

30年度は作曲家バーンスタイン関連

のガラ・コンサート。 

ヴァシリー・ペトレンコ指揮 

ロイヤル・リヴァプール･フィ

ルハーモニー管弦楽団 

５月12日 

（１公演） 

ヴァシリー・ペトレンコ指揮の英国

名門管弦楽団の公演。日本中の注目

を集めるソリスト、三浦文彰(ｳﾞｧｲｵﾘ

ﾝ)と、辻井伸行(ﾋﾟｱﾉ)が競演。 

英国バーミンガム・ロイヤル・

バレエ団「眠れる森の美女」 

５月11日 

（１公演） 

英国が誇るバレエ団の豪華で重厚感

に満ちた舞台。ロイヤルの十八番と

言われる演目でバレエの真髄を。 

ジャパン・ヴィルトゥオーゾ・

シンフォニー・オーケストラ公

演 

平成31年１月４日 

（１公演） 

国内のオーケストラのコンサートマス

ター、首席演奏者を中心に特別編成さ

れたオーケストラ公演。 

ワンコイン・コンサート 
4月24日 ほか 

（10事業15公演） 

ワンコイン（500円）で楽しめる兵庫、

関西ゆかりの若手音楽家による当セ

ンター好評のコンサート。 

県政150周年記念公演 

兵庫芸術文化センター管弦楽

団定期演奏会 

４月20日 ほか 

（27公演） 

佐渡芸術監督や客演指揮者によるコ

ンサート。 

青少年芸術体験事業 

「わくわくオーケストラ教室」

６月５日 ほか 

（40公演） 

県内の全中学１年生を対象に本格的

なオーケストラ演奏に親しむ機会を

提供（教育委員会事業）。 

 

阪  急 
中ホール 

「Le Pere 父」 

平成31年３月16日～ 

17日 

（２公演） 

東京芸術劇場と共同制作。東京、兵

庫の他に４公立劇場へ巡演。フロリ

アン・ゼレール作の日本初演。 

橋爪功等の出演。 

落語「柳家花緑・桂春蝶 二人

会」 ほか 

４月８日 ほか 

（１公演） 

芸術文化センターで好評の落語シリ

ーズ。上方から江戸落語まで幅広い

落語会の開催。 

県政150周年記念公演 

「文楽 ｉｎ Ｈｙｏｇｏ」  

５月６日 

（１公演） 

河内特別参与企画による地元人材・

題材による古典芸能シリーズ。 

第１部は人間国宝の吉田和生のトー

ク、第２部は文楽「恋女房染分手綱」。

「はじめての日本舞踊」 
10月20日～21日 

（２公演） 

毎回好評のオリジナル公演企画「は

じめて」シリーズ。「はじめての日本

舞踊」は第４弾。 

新国立劇場等との連携公演 

演劇「赤道の下のマクベス」 

ほか 

４月５日～６日ほか

（２公演） 

新国立劇場、世田谷パブリックシア

ター等が制作した優れた演劇作品を

関西の拠点劇場として上演。 

神戸女学院 
小ホール 

「古楽の愉しみ」シリーズ 

ほか 

４月25日  ほか 

（１公演） 

室内楽リサイタルなど、内外一流の

音楽家による幅広いジャンルの公演。

兵庫芸術文化センター管弦楽

団室内楽演奏会 

５月12日  ほか 

（３公演） 

オーケストラ公演とは違った、兵庫

芸術文化センター管弦楽団のアンサ

ンブルの魅力をアピール。 

 



 

 ②

 

 ③

     

県立美術館

ア 魅力あ

○ 平成

プラ

－ベ

サヴ

パリ

現代

と－

ら考

称) 

「河

－」

イ 県立美

県内

元気づ

○ ギャ

 

 若

○ こ

 団

 美

 出

○ アウ

 出

○ 屋外

 建

横尾忠則現

横尾忠

会や公開

ア 企画展

館－「芸術

ある展覧会

成30年度特

展覧会名

ド美術館展 

ラスケスと絵

ィニャック 

にかけたポス

美術にみるヒ

美術・漫画・

える日本の 2

鍋暁斎とその

展（仮称） 

美術館の元

内外を問わ

づくりを推

ャラリー棟

「ＫＥＮ－

若手作家発

どもの来館

団体観賞用

美術鑑賞の

出張こども

ウトリーチ

出張アート

外アートや

建築や屋外

現代美術館

忠則氏の作

開制作など

展の開催

術の館」－

会の開催（2

特別展開催計

（仮称） 

画の栄光－

ターの魔法展

ーロー＆ひと

アニメ・特撮

20 世紀－展(

時代－眼の思

元気づくり事

わず、多くの

推進 

棟の更なる活

Ｖｉ文化セ

発掘育成事業

館促進 

用教材の作成

の出前授業の

もイベント

チ活動の充実

トトークの開

や建築芸術

外彫刻ガイ

館 

作品を通じて

ど多彩な事業

（24,000千円

342 

241,013千

計画 

期間

平成30年

～

展 

平成30年

～

び

撮か

仮

平成31年

～

思索 平成31年

～

事業の実施

の人々の来

活用 

セミナー」

業（展覧会

成 

の実施 

（制作・体

実 

開催（県内

としての美

ドツアーの

て、現代美

業を展開

円） 

円） 

（予定） 

年６月13日

～10月14日

"

の

デ

ッ

年10月27日

～12月24日

2

な

ク

年１月12日

～３月17日

歴

ャ

し

や

年３月30日

～５月12日

幕

響

作

施（7,280千

来館を促進す

の開催（年

会の開催）

体験）の実施

内文化施設等

美術館の鑑賞

の実施 

美術に触れる

"スペイン絵画

の名作を中心に

ディエゴ・ベラ

ッパ美術の粋に

20世紀後半の

なポスター作家

クの生誕 110 年

歴史的評価を受

ャーやサブカル

し、ヒーローと

や関係性に焦点

幕末・明治にお

響を与えた日本

作品群を紹介す

千円） 

するため、

年２回） 

施 

等で出張解

賞促進 

＜県政

ることので

Ⅳ 元気な

248,2

概   要 

画の黄金時代で

に構成する展覧

ラスケスをは

に触れる" 

フランスにお

家レイモン・

年を記念する回

受けつつある

ルチャーの分野

とそれ以外の人

点をあてる展覧

おいてその時代

本画家・河鍋

する展覧会 

県・地域

解説会を実施

24,0

政150周年記

できる場とし

な地域づくり

293 千円 

である17世紀

覧会 

じめ、ヨーロ

ける最も有名

サヴィニャッ

回顧展 

ポップカルチ

野の作品を通

人々の在り方

覧会 

代に大きく影

暁斎の多様な

・美術館の

施） 

000 千円 

記念事業＞

して、展覧

 

 

覧



 

 

 ④

     

○ 平成

展

第１期

県政15

横尾忠

第２期

県政15

横尾忠

第３期

横尾忠則

～本日、

(拡)兵庫陶

陶芸に

陶芸をテ

ア 展覧会

○ 平成

 

テ
ー
マ
展 

丹

丹

業

内

－

モ

企
画
展 

弥

－

成30年度企

覧会名(仮

期企画展 

50周年記念展

忠則 画家の肖

期企画展 

50周年記念展

忠則 自画自賛

期企画展 

則 大公開制作

美術館で事件を

陶芸美術館

に関する県

テーマとし

会の開催

成30年度展

展覧会名

丹波焼の世界 

丹波の民藝 生

業（仮） 

内田鋼一展 

－その手と眼か

モノ（仮）－ 

弥生の美 

－土器に宿る造

企画展開催計

称) 

展 

肖像 

平

展 

賛展 

平

作劇場 

を起こす～

平

館 

県民の教養を

した展覧会等

（85,000千円

展覧会等開催

名(仮称) 

生田和孝の陶

から生まれる

造形と意匠－

343 

計画 

期間(予定

平成30年５月
～８月

平成30年９月
～12月

平成31年１月
～５月

を高めると

等を開催

円） 

催計画 

期間

平成30年
～31年

陶 平成30年
～

平成30年
～31年

平成30年
～

定) 

月26日
月26日

横尾

る自

この

て作

横尾

作品

月15日
月24日

横尾

ンす

の企

品を

あげ

月26日
月６日

観客

横尾

る。

た公

よっ

公開

示す

とともに、陶

（予定） 

年４月１日
年３月31日

年６月９日
～９月９日

年12月22日
年２月17日

年３月10日
～５月27日

尾忠則にとっ

自身の肖像は特

の展覧会では

作品の変遷を探

尾が影響を受

品を展示する。

尾自身が自ら

するという、公

企画。作者自身

を選択し、ひ

げる。 
客の存在を前提

尾にとって一種

本展では、横

公開制作を作

って再構築す

開制作を行い

する。 

＜県政

＜地方創

陶芸文化の

日本遺産に

つに数えら

丹波焼。変

波焼の世界

戦後、民藝運

事し、その後

田和孝の陶業

世界の窯業

技を活かし

建築とのコ

活動で注目

と審美眼に

平成20年開

と意匠－」

弾。全国の

優品をとお

ンプルな造

を伝える。

Ⅳ 元気な

概要 

て、主観と客

特別なテーマ

、横尾自身の

探る。また、

けた画家の肖

。 
の個展をキュ

公立美術館で

身が、独自の

とつの展覧会

提とする公開

種の演劇的空

横尾がこれま

品、写真、映

るとともに、

、作品制作の

90,9

政150周年記

創生推進交付

発展に寄与

概   

に認定された

られ、800年以

変化しながらも

界を紹介する。

運動の中心人物

後に丹波で生涯

業を紹介する。

業地を渡り歩き

し、生活器から

ラボレーショ

目を集める内田

に迫る。 
開催の「縄文－

展に続く、土

遺跡から出土

おして、縄文土

造形と洗練され

 

な地域づくり

客観が混在す

マであった。

の肖像を通し

第二部では、

肖像や模写

ュレーショ

では初めて

の視点で作

会をつくり

開制作は、

空間であ

までに行っ

映像などに

本展でも

の軌跡を展

908 千円 

記念事業＞

付金事業＞

与するため

要 

日本六古窯の

上の歴史を持

現代まで続く

 
物河井寛次郎に

涯制作を続けた

 

き身につけた

ら、インテリア

ンなど、多彩

田鋼一の美意

いにしえの造

土器シリーズ第

土した弥生土器

土器とは異なる

れた意匠の魅

 

す

し

 

 

、

一

持つ

丹

に師

た生

陶

ア、

彩な

意識

造形

第２

器の

シ

魅力



Ⅳ 元気な地域づくり 

 

344 

企 

画 

展 

県政150周年記念事業 

ひょうごのやきもの150年展 

平成30年６月９日
～９月９日

兵庫県が始まった明治から現代までの

県内陶磁を、輸出陶磁から兵庫県文化

賞・芸術奨励賞を受賞した陶芸分野の作

家等の作品をとおして紹介する。 

県政150周年記念事業 

没後50年 河井寬次郎展 

－過去が咲いてゐる今、未来

の蕾で一杯な今－ 

平成30年９月22日
～12月９日

丹波焼が注目される契機となった民藝

運動の中心人物であり、日本の近代陶芸

を代表する陶芸家である河井寬次郎の

没後50年を記念し、その仕事の全貌と深

い精神世界を辿る。 

やきものを分析する 

－装飾編－ 

平成30年12月22日
～31年２月24日

「やきものを分析する－釉薬編－」に続

く第２弾。うつわに施された装飾の歴史

や特徴を、当館のコレクションをとおし

て紹介する。 

瀬戸ノベルティの魅力 

－世界に愛されたやきもの

たち－ 

平成31年３月16日
～５月26日

愛知県瀬戸で「ノベルティ」と呼ばれて

いる陶磁器製の装飾品。欧米をはじめと

する海外に輸出され、戦後に瀬戸の一大

産業としてその地位を確立した「ノベル

ティ」の魅力にせまる。 

イ (拡)日本遺産をつなぐ兵庫陶芸美術館・篠山方面直通バス事業（5,908千円） 

○ (拡)篠山方面直通バスの運行（2,086千円） 

篠山市内の２つの日本遺産｢丹波篠山デカンショ節（篠山市街地）｣

と｢恋する六古窯（立杭の郷）｣をつなぐ直通バスを篠山市と共同で運行 

 ル ー ト 篠山市街地～ＪＲ篠山口駅～薬師温泉～陶芸美術館 

 運行期間 計45日間（14便/日）※４、５、９、10、11月の土・日・祝 

 負担割合 県1/2、市1/2 

○ (拡)陶芸美術館⇔相野駅便の増便（3,822千円） 

美術館の最寄り駅であるＪＲ相野駅とのアクセス改善と、直通バスと

の相乗効果による地域の周遊性向上のため、相野駅便を増便し、概ね１

時間に１本を確保 

  



 

 ⑤

 

考古博物館

ア 特別

○ 平成

展

「兵

「装

県政

「

ま

「

201

イ 考古

考古

展

吉祥

唐王

海獣

干支

日本

館 

別展・企画展

成30年度特

展覧会名（

兵庫山城探

装飾大刀と

政150周年記

ひょうご五

りを探る」

ひょうご

19－調査研究

古博物館加西

古博物館加西

展覧会名（

祥の図像 

王朝の彩り

獣葡萄鏡の

支 亥 

本に渡って

○ 

 

展の開催

特別展等開催

（仮称） 

探訪」 

と日本刀」

記念事業

五国の始

 

ご の 遺 跡

究速報－」

西分館(古代

西分館にお

（仮称） 

り 

の世界２ 

てきた鏡 

料金体系

345 

（12,500千

催計画 

期間（予

平成30年４
～６

平成30年1
～1

平成30年７
～９

平成31年
～３

代鏡展示館

おいて古代

期間（予

平成30年３
～９

平成30年９
～

平成31年３

平成30年７
～９

平成31年
～３

平成31年３
～９

系 大学生以

円） 

予定） 

４月21日
６月24日

兵

て

徴

の

10月６日
12月２日

金

装

を

７月21日
９月２日

奈

成

紹

１月19日
３月24日

考

研

館)における

中国鏡の魅

予定） 

３月15日
９月11日

鏡

幸
９月14日

３月12日

唐

む

７月19日
９月11日

東

の

１月２日
３月12日

干

介

３月15日
９月10日 本

以上：100

＜県政

兵庫県内の

ている山城

徴、城内で

の成果を盛

金や銀で飾

装飾大刀を

ら現代まで

をたどる 

奈良時代に

成り立ちを

紹介する 

考古博物館

研究事業の

ら最新の資

る企画展の開

魅力を伝え

鏡の図像に

幸福感や人

唐建国1400

む宮廷文化

東西文化の

の多様性を

干支にちな

介 

日中の鏡を

本の鏡文化

円、高校生

Ⅳ 元気な

15,1

政 150 周年記

概 要 

の国指定史

城の歴史や

での生活な

盛り込んで紹

飾られた古

を中心に弥

でつづく刀

に成立した

を、出土遺物

館が行って

の近年の成

資料を紹介す

開催(2,606

る企画展を

概 要 

に現れた古代

人生観を紹介

0年にちなみ

化の一端を紹

の交流を反映

を紹介 

なんだ十二支

を比較する

化を再発見 

生以下：無料

な地域づくり

06 千円 

記念事業＞

史跡となっ

や遺構の特

ど最新研究

紹介する

古墳時代の

弥生時代か

刀剣の文化

た旧五国の

物を通じて

ている調査

成果の中か

する 

6千円) 

を実施 

代中国の

介 

み、鏡を囲

紹介 

映した鏡

支鏡を紹

ことで、日

料 

 

 

っ

特

究

の

か

化

の

て

査

か

囲



 

 ⑥

     

 

歴史博物館

ア 特別展

○ 平成

展

線路

－

庫五

ふ

ージ

－兵

館

ミュ

ほろ

－酒

姫路

イ ひょ

兵

る事

○ 研

に

○ 研

○ 成

    

館 

展・企画展

成30年度特

展覧会名（

路はつづく

レ－ルでた

五国の鉄道

しぎジオラ

ジアム 

兵庫県立歴

×海洋堂フ

ュージアム

ろよい・ひ

酒と人の文

路 今むか

ょうごの歴史

兵庫県を語る

事象など、重

研究室の概要

研究コーデ

に沿って調査

研究テーマ 

播磨国風土

成果の発表 

公開講座

 

展の開催（3

特別展等開催

（仮称） 

く 

たどる兵

道史－ 

ラマミュ

歴史博物

フィギア

ム黒壁－ 

ひょうご 

文化史－ 

しPartⅢ

史研究の推

るうえで欠

重要なテー

要 

ディネーター

査・研究を

土記、赤松

（月１回）、

346 

30,000千円

催計画 

期間（予

平成30年４

～６

平成30年７

～９

平成30年1

～1

平成31年

～３

推進（11,76

欠くことの

ーマについて

ーが中心と

を実施 

松氏と播磨の

、フォーラ

円） 

予定） 

４月28日

６月17日

県

い

の

資

す

７月14日

９月９日

当

光

ィ

て

10月６日

11月25日

県

つ

化

１月26日

３月24日

姫

写

資

こ

現

63千円）

できないテ

て調査研究

なり、博物

の山城、た

ラムの開催

＜県政

県内各地に

いレールを

の歩みをた

資料により

する県民の

当館蔵「入

光学玩具・

ィギュアミ

「ボックス

て、ジオラ

県内の酒造

ついて地域

ら紹介し、

化的な側面

姫路の今昔

写真を中心

資料と接す

ことで、自

現在を結び

テーマや、

究を実施 

物館内外の

たたら製鉄

（年１回）

Ⅳ 元気な

41,7

政 150 周年記

概 要 

に保存され

を展示し、兵

たどるとと

り鉄道網の

のまなざしに

入江コレクシ

組上絵と、

ミュージア

スジオラマ

ラマの歴史

造りの歴史

域の特色を

酒と人との

面から考え

昔の変遷につ

心とした身

する機会を

分史の中で

びつける 

地域の特色

研究者が研

と千種鉄 

等 

な地域づくり

763 千円 

記念事業＞

れている古

兵庫の交通

もに、関連

の発達に対

にふれる

ション」の

、海洋堂フ

アム黒壁の

マ」を通じ

をたどる

史と文化に

を交えなが

の関係を文

る 

ついて、古

身近な生活

を提供する

での過去と

色を象徴す

研究テーマ

 

 

古

通

連

対

じ

に

文

古

活

す

 



 

 ⑦ (拡)県立尼

青少年

彩な事業

ア 鑑賞劇

観 

体験

学

使 

イ ピッコ

区

本 

ファ

劇

小学

公

アウ

活

ウ ピッコ

県内

 公

エ ピッコ

生の

による

尼崎青少年

年の自由な

業を実施 

劇場等事業

区  

 る 

鑑

文

験する 

学ぶ 

実

ピ

演

ピ

舞

 う ホ

コロ劇団の

区 分 

公 演 

ァミリー 

劇 場 

学校向け 

公 演 

ウトリーチ 

活 動 

コロわくわ

内の中学生

公演回数 

コロ劇団県

の演劇に触

る公演を実

年創造劇場

な創造活動を

業の実施（2

  分 

鑑 賞 劇

文 化 セ ミ ナ

実 技 教

ピ ッ コ

演 劇 学

ピ ッ コ

舞 台 技 術 学

ホ ー ル 利

の運営（主な

演

蒲団と達磨

小さなエイ

さらばドラ

星のカンタ

あつまれ

等 

わくステージ

生を対象に、

20公演（4

県内市町ホー

触れる機会が

実施 

347 

・ピッコロ

を促進し、

26,127千円

場
文学

演、

ナ ー
舞台

や解

教 室 ピッ

ロ

学 校

毎週

 本

研

ロ

学 校

毎週

 講

利 用

大ホ

中ホ

小ホ

練習

なもの）

演劇公演内容

磨 

イヨルフ

ラキュラ

タータ 

れ！ピッコ

ジの開催

、ピッコロ

40校） 

ール公演

が少ない地

ロ劇団の運営

あわせて県

円） 

学座公演「

ピッコロ

台芸術に関

解説等を聞

ッコロ実技

週火・木曜

本 科：基

研究科：台

週水・金曜

講義による

ホール：21

ホール：5,

ホール：3,

習室利用：

容 

ロひろば

（15,725千

ロ劇団の公演

（3,450千円

地域の市町ホ

営

＜県政

県民文化の

内    

女の一生」

寄席、シア

関する様々

く教養講座

教室「ちゃ

日18:40～2

基礎レッスン

本研究、応

日18:40～2

舞台基礎か

,600円～8

600円～21

600円～15

900円～4,

作・演出

作   

演  出

作   

演  出

原   

台本・演

ば 小学生を

ークショ

円） 

演を実施 

円） 

ホールを活

Ⅳ 元気な

327,7

政150周年記

の高揚を図る

 容 

、いいむろ

アタースタ

な分野の方

座 

ゃっと！狂

20:40、土

ン、トレー

応用演技等

20:40、土

から実習、

88,600円 

1,600円 

5,200円 

900円 

劇作家等

出    

（ピ

 イ プ

出 鵜 山

 早  

出 平 井

（ピッ

作 三 

演出  原

（ピッ

を対象にし

ョップ等 

活用し、ピッ

な地域づくり

716 千円 

記念事業＞

るため、多

ろなおき公

ート等 

方々の芸談

狂言」等 

日(年数回)

ーニング等

等 

日(年数回)

公演まで

等 

岩松 了

ピッコロ劇団代表

プ セ ン

  仁 

船  聡

井 久美子

コロ劇団員）

木  卓

 竹 志

コロ劇団員）

した演劇ワ

ッコロ劇団

 

 

多

公

談

)

)

表）

ワ

団



 

 

 ⑧

 

 

 入

 費

 開

 公

オ (新)

県政

とする

 開

 会

県立美術館

県民が質

術館・博物

で、県民が

○ 各館

施

県立

歴史

人と

博物

コウ

の郷

考古

兵庫

美術

横尾

現代

入 場 料 

費用負担 

・県負担 

・市町負担  

開催地域 

公演回数 

)ピッコロシ

政150周年

る様々な方

開催時期 

会  場 

館・博物館

質の高い芸

物館が館の

が美術館・

館取組内容

施 設 名 
(

立美術館 

史博物館 

と自然の 

物館 

ウノトリ

郷公園 

古博物館 

庫陶芸 

術館 

尾忠則 

代美術館 

一般：1,0

 

公演に要す

出前公演実

西播磨地域

２公演 

シアター開

とピッコロ

方々を対象

平成30年８

ピッコロシ

館の魅力発見

芸術文化を身

の特色を活か

博物館に親

容 

金額 

(千円） 

500 県政

200 
特別

ギャ

300 
移動

kid

200 
「ま

リの

200 出前

300 

丹波

アム

「美

200 
横尾

魅力

348 

000円、こど

する経費

実施に伴う

域 

開館40周年記

ロシアター

とした体験

８月 

シアター全

見事業

身近に感じ

かしながら

親しみ、楽

事 業 名（仮

政150周年記念

別展の魅力を

ャラリー・ト

動博物館「か

sキャラバン

まるごと県立

の郷公園」in

前考古博物館

波焼の里エコ

ム地域セミナ

美術館からの

尾忠則現代美

力ｱｯﾌﾟ事業

ども：無料

（市町負担分

うピッコロ劇

記念祭の開

開館40周年

験参加型中心

全館 

じられる地域

ら、企画展の

楽しむ機会

仮称） 

念講演会 

を紹介する

ーク 

かんちょう

ン」 

立コウノト

n三田 

館 

コミュージ

ナー 

のTANBA学」

美術館 

料 

分を除く）

劇団出張経

開催（1,500

年を記念し

心のイベン

域づくりを

の見所、魅

を創出 

県政150周年

招聘し、様々

特別展の内

を招聘し、専

所を紹介 

幼稚園・保

研究員が昆

ワークショ

園長による

ークの実施

く周知 

県内外で館

体験を主に

ることによ

丹波焼や丹

を広く学び

ーを開催 

横尾忠則氏

館館長との

の活躍を情

Ⅳ 元気な

 

経費の1/2 

0千円） 

、地域住民

ントを開催 

1,4

を目指すた

魅力等を紹介

事業内容 

年記念として

々なテーマで

内容に関連を持

専門分野から

育園児を対象

昆虫や化石の訪

ップを実施 

講演、参加者

施等により、園

館長による講演

にしたイベン

り、館の魅力

丹波焼の里に関

び、発信するた

氏と親交の深い

の対談等を実施

情報発信 

な地域づくり

民をはじめ

400 千円 

め、県立美

介すること

て、著名人を

で館長と対談

持つ著名人

ら特別展の見

象に、館長と

訪問展示や

者との交流ト

園の取組を広

演会や古代

トを開催す

力を発信 

関する魅力

ためのセミナ

い他の美術

施し、横尾氏

 

美

談

見

広

ナ

氏



 

 ⑨

 

 ⑩

 

 ⑪

 

 ⑫

(新)県立美

県政1

○ 県立

○ 県立

○ 県立

○ 県立

○ 県立

○ 県立

○ 兵庫

○ 横尾

(新)県政 1

県政1

等が連携

○ 実施

○ 参加館

○ 事業

(再掲)(新)県

(新)図書館

耐震工

帰・拡大

○ リニ

○ 著名

専

美術館・博物館

150周年を記

立美術館 

立図書館 

立歴史博物

立人と自然

立コウノト

立考古博物

庫陶芸美術

尾忠則現代

50 周年記念

150周年の

携しスタン

施時期 平

館（予定） 兵

県

県

業内容 一

回

県政 150 周年記

館リニュー

工事に伴う

大を図るた

ニューアル

名な講師を

専門的・学

館における県

記念し、県

県政150周

ひょうご1

物館 ひょ

然と博物館

トリの郷公園

物館 県政1

術館 県政1

代美術館 

念事業県立ミ

ＰＲ、県内

ンプラリーを

平成30年７月

兵庫陶芸美術

県立歴史博物

県立考古博物

一定以上の来

回答者の中か

記念県立美術館

ーアル記念連

うリニュー

ため、企画展

ルオープン

を迎えた連続

学術的・郷土
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政 150 周年記

県立美術館

周年記念 県

150年－本の

うごの歴史

企画展

園 県政15

150周年記念

150周年記念

県政150周

ミュージアム

内外の人々

を実施 

月～12月

術館、県立

物館、県立

物館、円山

来館者には

から抽選で

館・博物館無料

連続講座の

アル後の図

展示と併せ

平成30年

続講座 

土資料等の

記念イベント等

・博物館に

県立美術館ス

の中の記憶

史文化普及事

「ひょうご五

50周年及び

念 ひょう

念 陶芸ふれ

周年記念 オ

ムスタンプラ

の来館促進

立美術館、横

立人と自然の

山川公苑、県

は、記念グ

で協賛社提供

料開放事業(参

の展開

図書館を広

せた記念連続

年７月１日

の企画展示

等の実施

＜県政

において各種

スペイン音

憶 

事業 

五国の自然

び開園20周年

ご五国の始

れあい交流

オープンスタ

ラリー

＜県政

進のため、

横尾忠則現

の博物館、

県立図書館

ッズやアン

供のプレゼ

照 P60)

広く県民に周

続講座を実

と関連講座

Ⅳ 元気な

8,0

政 150 周年記

種イベント

音楽会 

然展」 

年プレイベ

始まりを探

流事業 

タジオミニ

1,7

政 150 周年記

県立美術館

現代美術館

 

館（講座受講

ンケート等

ゼントを贈呈

8

5

周知し、利

実施 

座を実施 

な地域づくり

000 千円 

記念事業＞

トを実施 

ベント 

る 

ニライブ 

717 千円 

記念事業＞

館・博物館

、 

講者） 

等を配布し、

呈 

895 千円 

500 千円 

利用者の回

 

 

 

館

 

回



 

 

 ⑬

 
 ＜芸

 ①

 県

 ふ

 課

(新)兵庫県

県政1

○ 実施

○ 実施

○ 内 

芸術文化の振

(拡)ひょう

芸術文

団体等の

ア 芸術文

○ 地域

 ひ

 新

○ ひ

 芸

県民の教育

ふるさと意

課題解決支

県公館所蔵

150周年を記

施期間 平

施場所 兵

 容 県

振興＞ 

うご芸術文

文化活動の

の活動を支

文化活動へ

域アーティ

ひょうごア

コーディ

新進・若手

新進美術

ょうごの芸

芸術文化活

・対 象 者

・対象分野

・補助限度額

育と文化の発

意識の醸成

支援への貢献

蔵品展 

記念して、

平成30年７月

兵庫県公館

県文化賞受賞

文化の普及

の活性化及び

支援すると

への支援（3

ィスト情報発

アーティス

ィネーター及

手アーティス

術家作品展

芸術文化育成

活動支援事業

者 県内に拠

個人、グ

野 音楽、演

発表、文

額 150千円

100千円

50千円
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発展への寄

献 

公館が所蔵

月７日（土

賞者の絵画

・振興

び伝統文化

ともに、県

39,268千円

発信支援事

トサロン

及び顧問に

スト等の育

、ロビーコ

成・支援事

業（6,150千

拠点を有し

グループ

演劇等の公

文芸作品出

円（対象経費

円（対象経費

円（対象経費

寄与 

蔵する150点

土）～８月1

画、書、彫刻

化の継承・発

県民が芸術文

円） 

事業（8,738

（兵庫県民会

によるアドバ

育成・支援

コンサート

事業（6,900

千円） 

し、一定の芸

公演、美術作

出版 等 

費500千円以

費200千円以

費100千円以

＜県政

点の芸術作

11日（土）

刻等を展示

＜県政

＜地方創

発展を促進

文化を鑑賞

8千円） 

会館１階）

バイス、発

等を開催 

0千円） 

芸術文化活

作品の展示

以上の事業

以上500千

以上200千

Ⅳ 元気な

1,5

政 150 周年記

作品の展覧会

の36日間 

示 

150,3

政150周年記

創生推進交付

進するため、

賞する機会

の運営 

発表機会の提

活動の経歴

示、メディ

業） 

円未満の事

円未満の事

な地域づくり

500 千円 

記念事業＞

会を開催

373 千円 

記念事業＞

付金事業＞

、芸術文化

を創出 

提供等 

を有する

ア芸術の

事業） 

事業）  

 

 

 

 

化
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30千円（対象経費60千円以上100千円未満の事業） 

・予定件数 72件 

 新進アーティスト育成事業（750千円） 

・対 象 者 概ね35歳以下の県内在住の新進芸術家（個人・グループ） 

・対象分野 音楽、演劇等の公演、美術作品の展示、メディア芸術の発表 

・補助限度額 150千円（対象経費400千円以上） 

100千円（対象経費150千円以上400千円未満の事業） 

 50千円（対象経費75千円以上150千円未満の事業）  

 ・予定件数 ８件 

○ 県域文化団体の活動支援事業（14,270千円） 

 対 象 者 県域を対象に流派等を超えて組織された芸術文化の振興  

に寄与する団体 

 芸術文化事業 

・補助限度額 450千円（対象経費450千円以上の事業） 

200千円（対象経費200千円以上450千円未満の事業） 

・予定件数 32件 

 伝統文化継承事業 

・補助限度額 160千円（３地域以上で実施する事業） 

120千円（２地域で実施する事業） 

・予定件数 8件 

○ ふるさと文化の伝承・発信サポート事業（4,950千円） 

 対 象 者 県内に拠点を有する芸術文化団体、実行委員会、グループ 等 

 対象事業 地域固有の文化資源を生かして行われる芸術文化活動 

 補助限度額 150千円（対象経費150千円以上の事業） 

 対象期間 ３年以内 

 予定件数 33件 

○ 文化会館等を核とした地域文化力促進事業（4,410千円） 

県内各地域の芸術文化拠点で組織される実行委員会が実施する芸術文

化事業（音楽祭、展覧会等）を支援 

 補助限度額 630千円（対象経費630千円以上の事業） 

 地 域 数 ７地域 
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イ (拡)伝統文化の普及・振興（10,677千円） 

○ (拡)伝統文化体験フェスティバル等の開催（2,277千円） 

区 分 伝統文化体験フェスティバル 伝統文化体験教室 

時 期 平成30年度内の土日(２日間) 通 年 

場 所 兵庫県公館 兵庫県公館（和風会議室） 

対 象 
児童、生徒、親子連れ 等 

(新)外国人向け体験ツアー（フェスティバルのみ） 

参加団体 

(講師、演者) 

・県域文化団体(15団体)〈いけばな、書作家、吟詠、民俗芸能 等〉 

・ゲスト（兵庫県水墨画協会、むかしあそび研究会 等） 

○ (拡)子ども伝統文化わくわく体験教室（8,400千円） 

 事業内容 県域文化団体が講師を派遣し、学校において子どもたちが 

生活に根付いた伝統文化を体験する事業を支援 

 対  象 小・中・高 60校（平成29年度：45校） 

 対象事業 いけばな・茶道・書道・邦楽・日本舞踊・能楽  

ウ (拡)芸術文化鑑賞機会の提供（93,761千円） 

○ (拡)県民芸術劇場の開催（50,738千円） 

県内各地で開催する児童・生徒、一般県民を対象に気軽に楽しめる参加

体験、鑑賞などの芸術文化事業を拡充して実施 

 実施内容 オペラ、オーケストラ、バレエ、ミュージカル、演劇、邦楽 等 

 公演回数 129件 

 負担割合 県1/2、市町等1/2 

○ (拡)ふれあいの祭典文化イベントの実施（42,063千円） 

県内全域に文化のすそ野を拡大するため、様々な分野の芸術文化事業を

県政150周年を記念して発展・拡充し実施 

 実施事業 ひょうご名流舞踊の祭典等、計23事業 

 実施主体 各事業別実行委員会（県域文化団体、開催市町及び芸術文化協会等）  

 拡 充 額 広報拡充分 50千円/事業 

               県政150周年記念事業拡充分 100千円から700千円/事業 

 拡充内容 兵庫ゆかりの著名演出家の招聘、五国に関連した演目 等 

○ 芸術文化にふれるきっかけづくり応援事業（960千円） 

 対 象 者 地域住民に芸術文化鑑賞の機会を提供する県内の病院、福 

祉施設、市民会館など公共施設 等 

 対象分野 音楽等の舞台芸術の公演 
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松帆銅鐸等

平成2

ことで、

○ 銅

 実

 実

○ 現

○ (新

ひょうごの

「日本

認定を

○ ひ

 回

 体

○ 市町

 市

 外

 広

補助限度額 

予定件数 

芸術祭の連

拡)アートde

地域で特色

口増加や地

アートde元

た魅力発信

・構 成 員

(新)芸術祭

イベント出

・イベント

・各芸術祭

等埋蔵文化

27年４月出

、地域振興

銅鐸現物調査

実測、科学

実施主体 

現地調査の実

新)展示施設

の遺産魅力

本遺産」の認

目指す市町

ょうごの歴

回  数 

体  制 

町への支援

市町設置の

外部研究員

広域的な視

32千円 

30件 

連携・発信

e元気ネッ

色ある芸術祭

地域活性化を

元気ネットワ

信事業 

員 芸術祭代

祭の魅力向上

出展などによ

ト出展による

祭における県

化財を活用

出土の松帆銅

興や地域の活

査の実施

学的分析 

南あわじ市

実施 

設改修検討

力発見事業の

認定件数増

町を支援 

歴史調査研究

年４回 

外部研究員

援（644千円

連携協議会

による現地

視点からの助

353 

（6,667千円

トワークin

祭等が連携

を推進 

ワークひょ

代表者、学

上<県政150

より各芸術

る魅力発信

県政150周年

した地域振

銅鐸につい

活性化を推

市 

討への支援

の実施

増のため、広

究委員会の

員２人 

円） 

会の支援 

地調査 

助言 

円） 

n兵庫・神戸

携し、県内外

うご推進会

学識経験者、

0周年記念事

術祭の魅力

信・誘客促進

年PRの実施

振興への支援

いて、調査研

推進 

広域的な視

の実施（202

戸推進事業

外への情報

会議の開催

、県 

事業> 

をさらに広

進 

施 

援

研究を県市

点で調査研

2千円） 

Ⅳ 元気な

業（6,667千

報発信力を高

催、情報誌等

広くPR 

5,9

市一体となっ

8

研究を行う

な地域づくり

千円） 

高め、交流

等を活用し

996 千円 

って進める

846 千円 

とともに、

 

流
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ケジュール

平成29年度
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事調査の実施

れている伝統

もに、観光資

平成29年度～
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：基礎調査

：実地調査

：報告書作
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施

統的な祭り

資源として

～平成31年

査 

査 

作成・刊行

り・行事の実

て活用を促進

年度） 

行 

実情を調査

進 

Ⅳ 元気な
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査し、保護施

な地域づくり

000 千円 
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スポーツ

神戸マラソ

スポー

の魅力を

○ 開 
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○ テ 
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県ひょ

○ 推進

ク

○ 全県

ス

○ 「ス

大

域イ

(新)尼崎ス

東京オ

ートタグ

○ 台数

ツの振興 

ソンの開催

ーツの振興

を国内外に

催 日 平

加者数 約

ー マ 

ツ立県ひょ

ポーツクラ

うご」の実

進会議の開

クラブの現

県スポーツ

スポーツク

スポーツ立

大学や企業

イベント等

スポーツの

オリンピッ

グ付スター

数 22台 

 

催 

興を図り、震

発信するた

平成30年11月

約２万人 

「感謝と友情

ょうご」創出

ラブ21ひょ

実現を支援

開催 

現状及び課題

ツサミットの

クラブ代表者

立県ひょうご

業、障害者ス

等を支援 

の森屋内プー

ック・パラリ

ート台を設置
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震災の復旧

ため、第８回

月18日(日)

情」 

出プロジェ

うご」の発

題解決に向

の開催 

者等の情報

ご」創出プ

スポーツ等

ールスター

リンピック

置 

・復興にお

回神戸マラ

)（予定）

ェクト事業

発展的な取

向けた協議

報交流 等

プロジェク

と連携した

ート台の設置

事前合宿誘

ける支援へ

ソンを神戸

り組みを促

ト 

た事業展開

置

誘致のため

Ⅳ 元気な

67,8

への感謝、兵

戸市と共同

2,9

促進し、「ス

を誘導する

31,9

め、最新のバ

な地域づくり

800 千円 

兵庫・神戸

で開催 

921 千円 

スポーツ立

るための地

936 千円 

バックプレ

 

戸

地
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 県
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大会
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○ APM

 大

 シ

ボ

イ  ひ

W

ーツ

○ 準備

ドマスター

021 関西の

021関西の機

2021関西兵

種会議の開

行委員会総

報 

ぼりの掲示

00日前イベ

県実行委員

・全体イベ

著名なプ

・競技団体

既存の競

市町実行委

大会のPRイ

・対  象

・負担割合

ジアパシフ

会）視察及

大会視察及

MG2018ペナ

大会広報及

シンボルア

WMG2021関

ボルアスリ

ひょうご女性

WMG2021関西

ツ人口の増

備委員会の

ーズゲームズ

参加促進

機運醸成及

兵庫県実行委

開催 

総会、専門委

示やホームペ

ベントの実施

員会 

ベント 

プロ選手等に

体との連携イ

競技大会を活

委員会 

イベントや開

象 10市町

合 県1/2、

フィックマス

及びＰＲ活動

及びWMG2021

ナン大会への

及び県内競技

アスリートの

関西兵庫県

ートを派遣

性スポーツ

西への参加

増加を目指

の開催 

356 

ズ 2021 関西

及び参加促進

委員会の運

委員会、合

ページ等に

施 

によるスポ

イベント

活用した、

開催競技の

（300千円/

市町1/2

スターズゲ

動 

1関西兵庫県

の県民の参

技団体等へ

の派遣 

県開催競技へ

遣 

ツの会（仮称

加を促進し、

し、ひょう

西（WMG202

進に向けた

運営（22,30

合同連絡会の

による大会広

ポーツ教室や

（10競技）

各競技での

の体験会等の

/市町） 

ゲームズ201

県開催競技

参加促進 

への大会周知

への参加者

称）の設立

、女性のス

うご女性スポ

21 関西）の

（一部法

た取組を実施

01千円） 

の開催 

広報 

や講演会を

のスポーツ

の開催を支

18ペナン大

技種目のＰ

知 

者増加に向け

立（2,000千

スポーツ環境

ポーツの会

Ⅳ 元気な

の機運醸成

39,3

法人県民税超

施 

を開催 

ツ教室等の

支援 

大会（APMG2

Ｒ活動 

けて、８種

千円） 

境の向上、

会（仮称）

な地域づくり

成 

301 千円 

超過課税）

開催 

2018ペナン

種目のシン

女性スポ

を設立 

 

 

ン



 

 

 ②

 構

 開

○ 設立

 構

 設

ウ  WM

W

ラブ

競技

○ 企業

企

 補

 補

 補

○ WMG

S

会開

 補

 補

 補

(新)近畿宝

ワール

よる支援

○ 発

○ 発売

○ 支援

構 成 員 

開催時期 

立総会の開

構 成 員 

設立時期 

MG2021関西

WMG2021関西

ブ21ひょう

技の新チー

業・大学と

企業・大学

補助対象 

補助要件 

補助件数 

G2021関西の

SC21会員が

開催団体競

補助対象 

補助要件 

補助件数 

宝くじによ

ルドマスタ

援を実施 

売 期 間 

売計画額 

援目標額 

 

 

 

20人 

平成30年

開催 

35人 

平成30年1

西参加促進事

西への県民

うご（SC21）

ーム設立支援

とSC21の連携

学に所属する

運動用具等

WMG2021関

25チーム

の開催競技

が、現在取

競技に取り組

運動用具等

WMG2021関

50チーム

※新チーム

よる「WMG20

ターズゲーム

平成29年度

各年度３億

５億円 

357 

４月～ 

12月 

事業（15,0

民参加促進の

）との連携

援等を実施

携強化及び

る社会人と

等経費（上

関西への大会

技人口増加に

り組んでい

組む場合の

等経費（上

関西への大会

ムの設立支

021 関西」

ムズ2021関

度～平成33

億円 

000千円）

のため、地

携チーム設立

施 

びSC21新規会

とSC21によ

上限200千円

会参加 

に向けた取

いる競技とは

の新チーム設

上限200千円

会参加 

支援は１ク

の支援

関西の開催に

3年度（５年

（法

地域企業及び

立支援やWM

会員獲得支

る混合チー

円） 

取組（10,00

は別に、新

設立を支援

円） 

ラブにつき

に対して、

年間） 

Ⅳ 元気な

法人県民税超

び大学とス

MG2021関西

支援（5,000

ーム設立を支

00千円） 

新たにWMG20

援 

き、１チー

100,0

近畿宝くじ

な地域づくり

超過課税）

スポーツク

西開催団体

0千円） 

支援 

021関西大

ムに限る

000 千円 

じの発行に

 

 

に



 

 ③

 ④

 

 ⑤

 

WMG2021 関

生涯ス

関西ＷＭ

 

「関西マス

WMG20

○ 総合

 開

 会

○ 各競

○ スポ

○ WMG

(新)第２回

第２回

○ 開催

卓球

サッ

グラ

ゲー

テニ

ソフ

ペタ

○ 開催

関西の開催

スポーツの

ＭＧ2021組

スターズス

021関西開催

合開会式 

開 催 日 

会  場 

競技別大会

ポーツ体験

G2021関西に

回関西シニ

回関西シニ

催場所 

競技 

球 

ッカー 

ラウンドゴ

ートボール

ニス 

フトテニス

タンク 

催時期 平

 

準備 

の国際総合競

組織委員会に

スポーツフェ

催に向け、

平成30年

神戸しあわ

会 51競技

験コーナーの

に向けた広

ニアマスター

ニアマスター

神戸

県立

ゴルフ ユニ

ル 姫路

神戸

ス 神戸

宝塚

平成30年９月

358 

競技大会で

に負担金を

ェスティバ

オープン型

５月26日

わせの村

（予定）

の設置 等

広報 

ーズ大会兵

ーズ大会兵

戸市立中央

立三木総合

ニバー記念

路市立球技

戸総合運動

戸総合運動

塚市立スポ

月～平成30

であるWMG20

を拠出 

バル」の開催

型ひょうご

（予定） 

（予定） 

等 

兵庫大会の開

兵庫大会を関

場所

央体育館 

合防災公園陸

念競技場補助

技スポーツセ

動公園テニス

動公園テニス

ポーツセンタ

0年11月 

021関西を開

催

ご生涯スポー

開催

関西広域連

所（予定）

陸上競技場

助競技場 

センター球

スコート 

スコート 

ター多目的

Ⅳ 元気な

16,0

開催するた

7,2

ーツ大会を

6,6

連合と共同

 

場・第２陸上

球技場 

的グラウン

な地域づくり

023 千円 

ため、（一財

263 千円 

を実施 

650 千円 

で開催 

上競技場

ド 

 

財）



 

 (4)

 ①

東京オ

(拡)第２期新兵

トップ

向上を図

ア 選手強

○ 重点

 特

 一

 ジ

○ 選手

大

○ 指導

○ (新

国

る他

イ 選手育

○ タ

 ひ

発

○ 育成

 小

○ 若手

○ ジュ

 将

等

ウ オリン

○ 指導

 オ

競

○ オ

リンピック

兵庫県競技力向上

プアスリー

図るため、

強化事業（

点競技強化

特別強化対

ウエイト

一般強化事

ジュニア特

手サポート

大学研究機

導者養成プ

新)国民体育

国体団体競

他府県の強

育成事業（

レント発掘

ひょうごジ

発・育成プ

成・すそ野

小中学校を

手指導者の

ュニア層を対

将来、国体

等からの集

ンピック関

導者養成

オリンピッ

競技実績を

リンピック

ク・パラリン

上事業（世界に

ート層の拡大

系統的な指

（118,621千

化事業（98,

対象競技（1

トリフティン

事業 

特別強化 

トプログラム

機関と連携

プログラム等

育大会団体競

競技の強化を

強豪チームと

（52,827千円

掘事業等（8

ジュニアスポ

プログラム、

野拡大事業

を対象とした

の育成等（7

対象としたト

体等での活躍

集中的なレ

関連事業（9

（4,700千円

ックを目指

を誇る国等へ

ク種目強化事

359 

ンピックに

はばたけ兵庫プ

大、ジュニ

指導体制の

千円） 

,624千円）

13競技）

ング、サッ

ム（1,396千

した能力ト

等（1,497千

競技強化プ

を図るため

との強化試合

円） 

8,229千円）

ポーツアカ

、競技体験

（22,082千

たスポーツ

7,396千円）

トップアスリ

躍が期待さ

ッスンによ

9,100千円）

円） 

して世界の

へ指導者を

事業（4,40

に向けた競技

プロジェクト）の

ニア選手の発

の構築を支援

 

ッカー、陸上

千円） 

トレーニン

千円） 

プロジェク

め、国体競技

合・合宿や

） 

カデミー（大

験プログラム

千円） 

ツ教室の開催

） 

ート等によ

される中学生

よる特別強化

） 

の第一線で活

を派遣し、調

00千円）

技スポーツ

の実施

発掘・育成

援 

上競技 等 

グの開発及

ト（17,104

技別総合成

や県内練習会

大学関係者

ムを実施）

催 

る特別強化事

生を対象に

化を実施 

活躍する選

調査・研究

Ⅳ 元気な

ツの強化 

180,5

成や若手指導

及び測定の実

4千円） 

成績で常時入

会の実施に

者等と連携し

 

事業（15,12

に、トップア

選手輩出に

究を実施 

な地域づくり

548 千円 

導者の資質

実施 

入賞してい

対して支援

し、能力開

20千円） 

アスリート

向け、高い

 

質

い

援 

開

い



 

 

 ②

 

 ③

 強

未来のスー

トップ

案型によ

○ スー

 事

 補

 募

○ 医

 事

 補

 募

○ 能力

 事

 補

 募

(拡)オリン

教育推

ともに、

○ オ

 指

 事

 派

○ オ

 設

 業

強化対象競

レスリン

自転車女

ーパーアス

プアスリー

よる主体的

ーパーアス

事業内容 

補助上限額 

募 集 数 

・科学サポ

事業内容 

補助上限額 

募 集 数 

力発掘（4,

事業内容 

補助上限額 

募 集 数 

ンピック・パ

推進校を指

、国際理解

リンピック

指定校数 

事業内容 

派遣講師 

リパラ教育

設置人数 

業務内容 

競技（５競技

ング女子、

女子、ラグ

スリート支援

ート層の新た

的な選手の発

スリート養成

海外トップ

１競技当た

９競技 

ポート（5,0

フィジカル

１競技当た

５競技 

500千円）

埋もれた能

１競技当た

３競技 

パラリンピッ

指定し、オリ

解や共生社会

ク・パラリン

市町立学校

県 立 学 校

講演会、体

兵庫県にゆ

育推進専門員

１人 

オリンピ

ーツ庁との

360 

技） 

トライアス

ビー女子

援事業の実

たな育成・

発掘からト

成（36,000

プチームと

たり4,000千

000千円）

ルトレーニ

たり1,000千

 

能力を他競

たり1,500千

ック・ムーブ

リンピック

会等への理

ンピック教

校 ６校

校 ７校

体験学習 等

ゆかりのあ

員の設置

ック・パラ

の連携促進

スロン、ウエ

実施

強化事業を

トップアス

0千円） 

との合宿・練

千円 

ニング、栄養

千円 

競技に活か

千円 

ブメントの展

・パラリン

理解を深め

教育推進校の

等 

あるオリン

（1,124千円

ラリンピック

進 等 

エイトリフ

を推進する

リート育成

練習会 等

養学の直接

し、新たな

展開

ンピックへ

る教育を推

の指定（2,

ピアン・パ

円） 

ク教育に関

Ⅳ 元気な

フティング女

45,5

るため、競技

成を支援 

等 

接指導等 

な可能性を発

4,0

への気運醸成

推進 

,958千円）

パラリンピ

関する指導助

な地域づくり

女子、 

500 千円 

技団体の提

発掘 

082 千円 

成を図ると

 

アン 

助言、スポ

 

提

ポ



 

 ④

 

(拡)東京オ

東京オ

アーを開

○ 国内

○ 海外

 対

フ

○ (新

 

 内

 

○ (新

オリンピック

オリンピッ

開催するな

内各種国際

外からの視

対象国 ４

フランス・

新)フラッグ

日 時 平

内 容 フ

   県

新)聖火リレ

 

ク・パラリン

ック・パラリ

など県のスポ

際競技大会で

視察受入れ

４カ国（姉妹

ニュージー

グツアーの開

平成30年７月

フラッグ歓迎

県内フラッグ

レー実行委員

361 

ンピック応援

リンピック

ポーツ振興

での広報活

（9,175千

妹・友好提

ーランド・

開催（312千

月26日～８

迎イベント

グ巡回展示

員会の設立

援事業の実施

事前合宿を

興や地域活性

活動 等（3

円） 

提携を行って

ブラジル

千円） 

８月23日 

ト 

示 

立（499千円

施

を積極的に

性化等を推

393千円） 

ている都市

・アメリカ

円） 

Ⅳ 元気な

10,3

に招致し、フ

推進 

市がある国）

カ 

な地域づくり

379 千円 

フラッグツ

） 

 



 

８ 

 (1)

 ①

 

 ②

ふるさと

多様性を

首都圏にお

首都圏

もに、ゴ

○ 実施

○ 実施

『ひょうご

兵庫の

化を図

○ 首都

東京

○ 「ひ

 開

 開

 事

○ 多彩

 マ

 首

 首

○ 地域

兵庫の魅力

を活かした

おけるひょ

圏において

ゴールデン

施場所 Ｊ

施期間 観

ご五国の地

の地域創生

りつつ兵庫

都圏でのプ

京兵庫県人

ひょうご博

開催場所 

開催時期 

事業内容 

彩なマスメ

マスメディ

首都圏等で

首都圏・関

（デジタル

域創生ユー

力再生 

た魅力の発信

ょうごの食

て、生産者自

ンルート等の

Ｒ東京駅丸

観光シーズン

地域創生』の

生に向け、訴

庫への移住

プロモーシ

人会、各種同

博覧会in大阪

大阪市内の

２日間（平

・兵庫ゆか

・音楽、よ

・五つ星ひ

・移住相談

メディアの活

ィアのロケ

でのフリーペ

関西圏の主要

ルサイネージ

ースチームに

362 

信 

・旅・遊の

自らが地域

の魅力を発

丸の内南口

ン前の７日

の広報展開

訴求対象別

・定住に直

ョン活動

同窓会等に

阪」の開催

のイベント

平成30年５

かりの著名

よさこいラ

ひょうご等

談コーナー

活用による

・取材誘致

ペーパー・

要な鉄道・

ジ活用）

による魅力

の魅力発信

域の食材・加

発信 

口前KITTE B

日間程度 

開

別や地域別の

直結する効果

（751千円）

における情報

催（18,909千

ト会場 

５月～７月の

名人による

ライブ、有名

のグルメ、

ーでの相談受

る広報展開

致 

ＷＥＢ広告

空港にお

等 

力発信事業

＜地方創

加工品等を

B1 

＜県政

＜地方創

のＰＲによ

果的な広報

 

報提供等 

千円） 

の土日（予

トークセッ

名パティシ

観光・ＵＪ

受付 

（23,898千

告の活用 

けるプロモ

（3,000千

Ⅳ 元気な

8,0

創生推進交付

を販売・ＰＲ

46,5

政150周年記

創生推進交付

より、他府県

報展開を実施

予定）） 

ッション 

シエのスイ

ＪＩターンの

千円） 

モーション 

円） 

な地域づくり

000 千円 

付金事業＞

Ｒするとと

558 千円 

記念事業＞

付金事業＞

県との差別

施 

ーツ実演

のＰＲ 等

 

 

 

 

別



 

 

 ③

 

概

スチ

ょ

 構

ひょうご五

県民の

生かした

○ 若者

学生

○ ふる

 作

概ね35歳以

チーム」を

うごの魅力

構 成 員 

五国の魅力

のふるさと

た五国の地

者等による

生等による

るさとひょ

作成本数 

 

以下の県・市

を結成し、Ｓ

力を発信 

40～50名で

力づくり事業

と意識の醸成

地域遺産の発

る地域資源の

る現地ヒア

ょうご五国物

３本 

363 

市町職員、

ＳＮＳ、ポ

で構成 

業

成を図るた

発見やスト

の発掘・魅

リング等に

物語の作成

県内大学生

ータルサイ

ため、県政1

トーリー映像

魅力継承事業

により、地域

成 

生等で構成

イト等を通

＜県政

＜地方創

150周年を機

像を発信 

業 

域資源を発

Ⅳ 元気な

成する「地域

通じて若者目

14,0

政150周年記

創生推進交付

機に、若者

発掘、データ

な地域づくり

域創生ユー

目線からひ

000 千円 

記念事業＞

付金事業＞

者の視点を

タベース化

 

ー

ひ

 

 

化 



 

 (2)

 ＜地

 ①

 

 ②

 

 ＜六

 ①

地域資源

地域の個性

(新)地域遺

市町

に活用で

○ 検討

 開

 委

文化会館等

文化会

体等が参

○実施

○事 業

○事 業

但馬

西播

淡路

嬉野

六甲山の活性

(拡)六甲山

県民

みづく

○六甲

六

ため

する

関す

源を活用し

あふれるプ

遺産活用指

・個人・事

できるガイ

討委員会の

開催回数 

委 員 数 

等の活性化(ふ

会館等にお

参画し、協

施方法 文化

造活

業 費 3,0

業 例  

施設名

馬文教府 

播磨文化会館

路文化会館 

野台生涯教育

性化の推進

山地域の活

・企業・行

りと施策推

甲山再生委員

六甲山地域の

め、六甲山

るとともに、

する課題の整

した魅力づ

プロジェク

指針（仮称）

事業者等様々

イドライン

の開催 

３回  

12人 

ふるさと創生

おいて日常的

協働する活性

化団体、地

活動グルー

000千円（1

名 

館 

育センター 

進＞ 

活性化 

政等の協働

推進により、

員会環境部

のさらなる

のグランド

、部会やワ

整理や今後

364 

くり 

トの推進＞

）の策定

々な主体が

となる地域

生推進費(再

的・継続的

性化事業を

地域団体、高

ープ、ＮＰ

1施設あた

ふるさと芸

キッズフェ

国生みの島

北播磨ふる

働による六

、「人が集い

部会の設置

る活性化に向

ドデザイン

ワーキング

後の取組を検

＞ 

が、地域遺産

域遺産活用指

再掲 P63 参照

的な賑わいを

を実施 

高齢者大学

Ｏ等と協働

り） 

芸術文化祭、

スティバル、

元気っ子フ

るさと発見講

甲山地域の

い、街とつ

・運営（1,

向けた六甲

などを策定

グループ

検討 

産を活用し

指針（仮称

照))

を創出する

学生・ＯＢ会

働で企画・実

内容 

親子ふれあ

、播磨「歴史

ェスティバル

講座 等 

のブランド

つながる魅力

,000千円）

甲山の魅力、

定する六甲

（WG）を設置

Ⅳ 元気な

7

た取り組み

称）を策定 

12,0

るため、地域

会、友の会

実施 

あいフェスタ

史・地域学」

ル、地域公開

23,8

ド力向上に向

力的な山」

 

、ブランド

山再生委員

置し、六甲

な地域づくり

700 千円 

みを行う際

000 千円 

域の各種団

会、生活創

タ 等 

講座 等

開講座 等

800 千円 

向けた仕組

を実現 

ド力向上の

員会に参画

甲山地域に

 

際

団

組

画



 

 ②

 

 ＜篠

 

 六

○(拡)

観

ため

区

対象

補

補助

箇

※一般

○(新)

六

(新)六甲山

平成3

に向けた

○新た

 開

 民

 芝

○リニ

平

 記

 イ

六

篠山層群化石

篠山層群化石

篠山層

ンティア

○剖出

六甲山にお

)六甲山遊休

観光客の利便

め、六甲山上

区  分 

象事業費 

助 率 

助上限額 

所 

般改修と耐

)ローリング

六甲山地区で

山ビジターセ

30年４月の

た仕組みを

たな取組（2

開館期間の

民間事業者

芝生交流広

ニューアルセ

平成30年４月

記念式典 

イベント 

六甲山ハイ

石の活用＞

石を活用した

層群化石の

アなどの地

出作業等の推

おけるロー

休施設の利

便性向上や

上にある遊

一般改

13,200

8,800千

３件

耐震改修に対

グ族等騒音

での可搬式

センターを核

のリニューア

を構築 

2,516千円）

の延長（通年

者との連携に

広場やグラス

セレモニー

月のリニュ

イキング、草

＞ 

地域活性化を

の調査・研究

地域人材を育

推進（17,9

365 

リング族等

利活用への支

や自然公園の

遊休施設の

改修支

改修 

千円 

2/3（国

千円 

件 

対する支援

音対策の実施

式オービスの

核とした六甲

アルオープ

） 

年開館）

による事業

スパーキン

ーの開催（1

ューアルオー

草花等を用

を目指す人材育

究を推進す

育成するシ

15千円）

等騒音問題対

支援(12,00

の魅力向上

改修費用等

援 

耐震改修

4,800千

国3/9、県1

3,200千

３件

援は、併用可

施(10,800千

の設置 

甲山活性化対

プンを機に、

業展開（冬の

ングの整備

1,000千円）

ープンを記

用いたクラ

育成システム

するため、剖

システムを構

対策検討会

00千円) 

上など六甲山

等を支援 

修 

円 

1/9、市2/9

円 

可能 

千円) 

対策

、六甲山地

の自然体験会

）<県政150

記念してセレ

フト教室 

ムの構築

剖出作業等

構築 

Ⅳ 元気な

会（WG）の設

山の賑わい

建替支

18,000

9）以内 

12,000

３件

3,5

地域のブラン

会、星空観

0周年記念事

レモニーを

等 

18,

等に必要な技

な地域づくり

設置 

いづくりの

支援 

千円 

千円 

件 

516 千円 

ンド力向上

観察会など）

事業> 

を開催 

550 千円 

技師やボラ

 

 

上

 



 

 ②

 

 ③

ボ

 恐

 化

○市民

  ボ

 

(新)篠山層

平成2

めて発掘

○発掘

 事

 調

 発

篠山層群化

丹波で

み出した

○国際

 実

 実

 講

ボランティア

恐竜化石総

・配置人数

・配置期間

化石剖出技

・配置人数

民参加型発掘

ボランティア

層群恐竜・

27年に丹波

掘調査を実

掘調査（平成

事業期間 

調査準備工事 

発掘調査 

・場  所

・調査体制

・発掘規模

化石を活用

で発見され

た地域資源

際シンポジウ

実施場所 

実施時期 

講  師 

アに技術指

総合ディレク

数 １人 

間 ３年間

技師の配置

数 ６人 

掘調査の実施

アを活用し、

鳥類卵化石

波竜発掘現場

実施 

成30年度）

平成30年1

平成30年1

平成31年

所 丹波市山

制 人博研究

掘調査ボ

模 16㎡ 

用した地域活

れた恐竜化石

源についての

ウムの開催

ホロンピア

平成30年1

世界的に著

366 

指導を行い、

クターの設

施（635千

、篠山層群

石発掘調査

場近くから

 

12月～平成

2月（１ヶ

１月～２月

山南町下滝

究員、恐竜

ボランティ

活性化

石等を中心

のふるさと

催 

アホール

12月（予定

著名な研究

、剖出技術

設置 

円） 

群で発掘され

査の実施

ら発見された

成31年３月

月間） 

月（２ヶ月間

滝 

竜化石総合デ

ィア 

心に、兵庫県

とひょうごの

（予定） 

定） 

究者 等 

術を持った人

れた岩石の

＜地方創

た卵化石の

間） 

ディレクタ

＜県政

＜地方創

県の多彩な

の魅力を広

Ⅳ 元気な

人材を育成

調査（石割

18,3

創生推進交付

の密集体につ

ター、研究協

5,0

政150周年記

創生推進交付

自然環境や

広く発信 

な地域づくり

成 

割）を実施

350 千円 

付金事業＞

ついて、改

協力者、発

000 千円 

記念事業＞

付金事業＞

や自然が生

 

 

改

発

 

 

生



 

 

 ＜コ

 ①

○子ど

キ

 実

 場

 対

 講

○移動

 実

 講

コウノトリ

(新)県立コ

平成3

ア等を整

ア 整備

○西エ

 

 

○東エ

 観

 東

○非公

 ケ

○施設

 東

 入

○附属

 約

どもたちの古

キャンプの開

実施時期 

場  所 

対 象 者 

講  師 

動展示の実施

実施場所 

講  師 

を活かした

コウノトリ

31年度に20

整備し、郷

備事業（83

エリア 

自然観察路

自然観察路

エリア 

観察サイト

東自然観察

公開エリア 

ケージの設

設環境の充実

東屋、ベン

入り口案内

属飼育施設コ

約束のケー

古生物学入

開催（２泊

平成30年

丹波地域

小学生～中

人博の研究

施 

学校・幼稚

人博の研究

た魅力向上

リの郷公園魅

0周年を迎え

郷公園の魅力

3,405千円）

路の補修 

路展望箇所等

ト屋上整備

察路の補修、

設置 

実 

ンチ整備（

内板やサイン

コウノトリ

ージ改修 

367 

入門 

泊３日） 

５月 

中学生 

究員 

稚園・保育

究員 

＞ 

魅力向上事

える県立コ

力をさらに

） 

等に東屋設

、再整備

３箇所）

ン等の設置

リ保護増殖セ

育所 

事業

コウノトリの

に高める取組

設置 

置 

センター

【

＜県政

＜地方創

の郷公園の

組を推進 

コウノトリの

（写真は 1

Ⅳ 元気な

83,9

政 150 周年記

創生推進交付

の里山観察

の本格的野生

00 羽目とな

な地域づくり

905 千円 

記念事業＞

付金事業＞

・体験エリ

生復帰の推進

ったヒナ）

 

 

  

】



 

 

 ②

 

 ＜あ

 ①

倒

まで

創出

イ 魅力

改

した

○約束

 回

 内

コウノト

コウノ

加に対応

○獣医

 配

○医療

 導

あわじ環境未

(拡)あわ

住民、

めざす

合特区に

ア (拡)

○補助対

○補助

   

○補助

倒壊防止、

で郷公園が

出し、長く

力向上に向

改修後の施

た講座開催

束のケージの

回  数 

内  容 

・約束のケ

・飼育施設

・保護・増

リ獣医療セ

ノトリの野

応するため

医看護師の配

配置人員 

療機器新規導

導入機器 

未来島構想

じ環境未来

、地域団体

「あわじ環

に指定） 

ＥＶ、レン

対象者 淡路

助金額 購 

    リー

助台数 各

特別公開

が取り組んで

保存 

向けた取組

施設を活用

催等、国内外

の特別公開

５回程度

ケージ見学

設の案内 

増殖の取組み

センター機能

野外個体数の

め、獣医看護

配置 

１名（週2

導入 

デジタル式

想等の推進

来島構想の推

体、NPO、大

環境未来島構

ンタカー導入

路島内のタ

入 500千

ース 720千

５台 

368 

（年５回程

できた保護

（500千円）

した環境学

外に広く発

開及び講座ツ

みについて

能整備事業

の増加に伴

護師を配置

29時間）

式レントゲ

＞ 

推進

大学、企業等

構想」を推

入補助（6,

タクシー、

千円/台（通

千円/台（通

程度）のため

護･増殖の歴

） 

学習等の実施

発信 

ツアーの実

ての関連展示

業

伴う、人為的

置するとと

ゲン現像装置

等と協働し

推進（平成2

,100千円）

レンタカー

通常車両との

通常車両との

めの改修を

歴史とともに

施や、郷公

実施 

示 

的な原因に

もに、医療

置 

して、持続

23年12月に

 

ー事業者 

の差額） 

の差額） 

Ⅳ 元気な

を行うととも

に、文化財

公園の研究成

2,5

よる怪我や

療機器を充実

19,3

続可能な地域

に、国の地域

な地域づくり

もに、これ

財的価値を

成果を活用

596 千円 

や疾病の増

実整備 

330 千円 

域づくりを

域活性化総

 

れ

増

総



 

 ②

 

 ③

イ 電気

○対象

○対象

○補 助

○設置

ウ あわ

○対 象

○対象

○補 助

○要 

エ (拡)家

○対 象

○補 助

○補助

オ (新)地

カ あわ

 

北淡路花緑

北淡路

○北淡

ゲス

・開

○フラ

期間

・運

・運

県立公園あ

あわ

度に着

気自動車用充

象施設 淡路

象経費 普通

助 率 対象

置箇所 10箇

わじ竹資源エ

象 者 島内

象事業 竹チ

助 率 1/2

 件 竹林

家庭用蓄電

象 者 淡路

庭用

助 額 設備

助件数 30件

地域新電力

じ環境未来

緑ネットワ

路に立地す

淡路花緑ネ

ストスピー

開催回数 

ラワーリング

間限定で各

運行期間 

運行回数 

あわじ花さ

じ花さじき

目し、設置

充電器設置

路島内の民

通充電器（2

象経費の1/

箇所（１箇

エネルギー

内３市 

チップを供

2（上限500

林整備と竹

電池の導入支

路島内で住

用蓄電池を

備費15千円

件 

力事業による

来島構想推進

ワークの推進

る花緑関連

ットワーク

ーカーを招聘

６回 

グバスの運

各施設を巡る

春の休日

23便/１日

さじき(仮称

きが県下一

置管理条例

369 

置補助（500

民間施設 

200Ｖコンセ

/2（補助上

箇所につき

ー化の支援

供給するため

0千円） 

竹の供給は

支援（4,50

住宅用太陽光

を設置する者

円/kwh（上限

る電力の地

進協議会の

進

連施設をネッ

ク会議等の開

聘し、勉強

運行（1,203

るネットワ

（２か月程

日程度 

称)の整備

円にもたら

に基づく県

0千円） 

セントタイプ

上限５万円/

２基） 

（3,000千円

めの竹林整

３年間継続

00千円）

光発電設備

者 

限150千円）

地産地消に向

の運営等（5

ットワークで

開催（298千

強会を開催

3千円） 

ワークバス

程度） 

らす経済効果

県立公園と

プ）の充電器

/箇所） 

円） 

整備やスト

続すること 

備が設置され

） 

向けた検討

5,080千円）

で連携し、交

千円） 

を運行 

果や地域活

して整備 

Ⅳ 元気な

器本体、設置

ックヤード

れている住

討会の開催

） 

1,5

交流人口の

722,0

活性化への

な地域づくり

置工事費 

ド整備 

住宅に、家

（150千円）

501 千円 

の拡大を推進

033 千円 

高い貢献

 

 

進 



 

 ④

 

 ⑤

○整備

 カ

 

 展

○スケジ

 平

平

 

(新)淡路景

開学2

○開催

○実施

○開催

(新)淡路景

開学2

キュラム

○国際

 開

 実

 開

○海外

 

 米

○独自

 先

 伝

 社

○学校

備概要 

カフェレス

トイレ、駐

展望デッキ

ジュール  

平成29～30

平成31年春

景観園芸学

20周年を記

催場所 淡路

施内容 記念

催時期 平成

景観園芸学

20周年の節

ムの再構築

際シンポジウ

開催場所 

実施内容 

開催時期 

外先進事例調

ＬＳＵラン

米国内８都

自実践カリキ

先端的知識

伝統的知識

社会人向け

校附属ガーデ

スト、直売所

駐車場の改修

キの拡充 等

0年度 実施

春   供用

学校 20 周年

記念し、これ

路夢舞台国

念式典、国

成30年10月

学校新展開の

節目を迎え、

築と実践教育

ウムの開催

夢舞台国際

基調講演、

平成30年

調査 

ンドスケープ

都市 

キュラム創

識・技術フィ

識・技術フィ

けリカレン

デンのリニ

370 

所の整備

修 

等 

施設計・整

用開始 

年記念式典の

れまでの取

国際会議場

国際フォー

月 

の推進

、今後も時

育の充実に

催 

際会議場

、研修報告

４月 

ププロジェ

創設 

ィールドワ

ィールドワ

ト講座 

ニューアル

整備工事 

の開催

取組成果等

ラム、記念

時代を先導す

に向けた取組

告、集団討論

ェクト 

ワーク 

ワーク 

＜県政

を国内外に

念冊子の作成

する人材を

組を実施 

論 

Ⅳ 元気な

1,1

政150周年記

に情報発信

成 

35,0

を輩出するた

な地域づくり

00 千円 

記念事業＞

 

087 千円 

ため、カリ

 

 



 

 

 ⑥

 

 ⑦

 

魅

めた

 整

(新)北淡路

官民連

供し、マ

として、

公園に整

○アニ

野

演出

○施設

淡路夢舞台

開館後

引き続き

○外部

 回

 内

○図面

○現植

魅力あるキャ

た日本文化の

整備内容 

路地域活性

連携により

マルチタス

、芸能活動

整備 

ニメコンテン

野外ステージ

出するシアタ

設管理者  

台温室リニ

後17年が経

き推進 

部検討委員会

回  数 

内  容 

面、パース図

植栽樹木の生

 

ャンパス環

の発信・体

光の庭、茶

性化プロジェ

、「芸能」

ク人材の育

の実践フィ

ンツシアタ

ジ及び周辺

ターを整備

(株)ニジ

ニューアルの

経過している

会の開催

３回 

リニューア

図等関係資

生育状況調

371 

環境の創出

体験の機会

茶庭、草庵

ェクト

「観光」「農

育成による

ィールドと

ター[仮称]の

辺エリアを改

備 

ジゲンノモ

の推進

ることから

アルの具体

資料の作成

調査 

と海外留学

を提供する

庵 

［平成 29 年

＜地

農業」を組

る地域の生産

して活用す

の整備 

改良し、ア

リ 

ら、次の20年

体的な内容

学生等に対

るため、リニ

年度２月経

地方創生拠

組み合わせた

産性革命を

するシアタ

アニメの世界

年に向けた

Ⅳ 元気な

して、日本

ニューアル

900,0

経済活性化対

拠点整備交付

た多様な働

を誘導する。

ー施設を県

界観をキャ

1,5

温室リニュ

な地域づくり

本庭園を含

ルを実施 

000 千円 

対策補正］

付金事業＞

働き方を提

。その一環

県立淡路島

ャスト等が

500 千円 

ューアルを

 

 

 

環

島



 

 (3)

 ＜集

 ①

 

 ＜「

 ①

 

 ②

 ③

魅力と活

集落再生支援

集落再生へ

集落活

地域内外

○ ア

住

 派

 検

 予

○ トラ

集

 補

 予

「がんばる地

(再掲)戦略

広域的地域

広域的

的資源管

○ 補 

○ 予定

 

「がんばる

地域が

活動等に

○ 地域

 補

活力のある

援事業＞ 

への支援 

活動を維持

外の合意形

ドバイザー

住民意識の

派 遣 者 

検討内容 

予定地区 

ライやる事

集落等が主

補 助 率 

予定地区 

地域」応援

略的移住推

域運営組織

的な課題に

管理等にあ

助 率 定

定地区 10

る地域」交

が自主的に

に必要な費

域の活動支

地域が企

補 助 率 

るむらづく

持・継続す

形成や地域活

ーの派遣 

醸成、運営

まちづく

集落が支え

25地区（

事業の支援

体的に行う

定額（上限

17地区（

援事業＞ 

推進モデル事

織への支援

に対応するた

あたっての役

定額（上限1

0地区 

交流・自立応

に企画・提案

費用の一部を

支援（ソフ

企画・提案す

小規模集落

372 

り 

るための支

活動の試行

営方針の検討

りコンサル

え合うしく

うち新規15

地域活動の

限200千円）

うち新規10

事業の実施

ため、周辺

役割分担な

1,000千円）

応援事業の

案する地域

を助成 

ト） 

する地域活

落等   

支え合うし

行的取組を支

討などを進め

ルタント、農

くみづくり、

5地区） 

の持続性を高

） 

0地区） 

施(参照 P22

辺集落と連携

などの計画策

） 

の実施

域活性化に資

活性化に資す

   定額

くみづくり

支援 

めるための

農業分野等

、将来構想

高めるため

24)

携した運営

策定を支援

資する活動

する活動に

（上限 50

Ⅳ 元気な

9,7

り等を推進

のアドバイザ

等の専門家

想づくり 等

の試行的取

18,5

10,4

営組織を設置

援 

59,9

動を行う場合

に対し助成 

00千円） 

な地域づくり

760 千円 

進するため、

ザーを派遣

など 

等 

取組を支援

504 千円 

402 千円 

置し、広域

928 千円 

合に、その

 

域



 

 ④

 

 ⑤

 

 ⑥

   

 予

○ 地域

 補

 補

 予

○ 遊休

拠

画策

 計

 拠

    

 

地域おこ

生活交

りを進め

○ 補 

○ 予定

(再掲)田舎

ふるさとに

活力が

域再生へ

実施 

     

予定地区 

域の活動拠

地域活動

補 助 額 

補 助 率 

予定地区 

休施設整備

拠点となる

策定、改修

計画策定 

・補 助 率

・予定地区

拠点整備 

・補 助 額

・補 助 率

     

・予定地区

し協力隊等

交通、買い

めるため、

助 率 定

定地区 14

舎へ帰ろう

にぎわい拠

が低下しつ

への効果が

地域協議会

27地区（

拠点整備支援

動に必要な活

上限5,000

県1/2、市

５地区 

備支援（ソフ

る遊休施設

修に対し助

率 定額（上

区 ３地区

額 上限 10

率 市町所有

 民間所有

区 １地区

等起業化モデ

い物支援など

地域が地域

定額(１年目

4地区（うち

うプロジェク

拠点の整備

つつあるふる

が期待できる

373 

会等（小学校

うち新規20

援（ハード

活動拠点の

0千円 

市町1/4（随

フト・ハー

を活用した

成 

上限 1,000

0,000 千円

有施設 県

有施設 県

デル事業の

ど、多様な

域おこし協

目：上限1,0

ち新規５地

クト(参照

るさとのま

る先導的で

区） 定額

0地区） 

ド） 

の整備・改修

随伴期待）

ード） 

た稼ぐしく

0 千円） 

県 1/2、市町

県 1/2、市町

の実施

集落活動サ

協力隊等と協

000千円、

地区） 

P225)

まちなかの賑

で大規模なプ

（上限 1,0

修に対し助

みづくりを

町 1/4（義務

町 1/4（随伴

サービスが

協力して行

２・３年目

賑わいを再

プロジェク

Ⅳ 元気な

000 千円） 

助成 

を構築する

務随伴） 

伴期待） 

10,4

利用できる

行う起業化

目：上限500

5,1

77,3

再生させる

クトに対し支

な地域づくり

るための計

469 千円 

る地域づく

を支援 

0千円) 

00 千円 

350 千円 

ため、地

支援を

 

計



 

 

 ⑦

 

 ⑧

 補

 補

 予

中山間“農

魅力が

のマッチ

ア ふるさ

中山

ボラン

○ 農村

○ ボラ

イ 農山漁

都市

企画立

○ 対象

 補

 予

○ フォ

 実

 参

(拡)地域運

持続可

○ 対象

○ 補 

○ 補助

○ 予 

補 助 額 

補 助 率 

予定地区 

農の再生”

があり活気

チングや交

さとむら活

山間地域の

ンティアを

村ボランテ

ランティア

漁村活性化

市部住民の

立案者が実

象事業 都

補助上限額 

予 定 数 

ォローアッ

実施回数 

参加人数 

運営組織法

可能な地域

象経費 計

法

法

助 率 定

助期間 ３

定 数 ５

上限50,00

県1/2、市

５地区 

推進対策の

気あふれる農

交流活動、フ

活動の支援

の農村集落の

を育成し、ふ

ティア事務局

アの募集・登

化応援（2,7

の流入を促進

実施する都市

都市と農山漁

250千円/企

10企画 

ップ研修の実

１回 

20人程度

法人化推進事

域運営モデル

計画策定支援

法人化の支援

法人が行う事

定額（上限1

３年間 

５地区 

374 

00千円（３

市町または地

の実施

農山漁村づ

フォローア

（1,957千

の活性化を

ふるさとむ

局の設置

登録・育成

791千円）

進し地域の

市農村交流

漁村の交流

企画 

実施 

事業

ルを構築す

援（ｱﾄﾞﾊﾞｲ

援（コンサ

事業の起動

1,000千円）

３か年） 

地域1/2 

づくりを目指

アップ研修の

円） 

を図るため、

むら活動を支

（（公社）兵

成・更新 

の活性化を

流事業を支援

流、地域の活

するため、地

ｲｻﾞｰ経費、先

サルティン

動時にかか

） 

指すため、

の実施を支

、農作業等

支援 

兵庫みどり公

図る事業提

援 

活性化を促

＜地方創

地域運営組

先進地視察

グ経費等）

る経費 等

Ⅳ 元気な

4,7

都市住民と

支援 

等の支援を行

公社内） 

提案を募集

促進する企画

5,1

創生推進交付

組織の法人化

察、計画書作

 

等 

な地域づくり

748 千円 

と農山漁村

行う農村

集・選定し、

画 

34 千円 

付金事業＞

化を支援

作成費等）

 

村

 

 

 



 

 ⑨

 ＜地

 ①

 

大学等との

地域

圏域ご

○ 拠点

 事

 対

 補

 予

○ 拠点

 事

 対

 補

 予

○ 拠点

 事

 対

 補

 予

○ ひ

 地

議を

 

地域再生促進

多自然地域

多自然

と農村の

○ 支援

ア

の連携によ

・行政・大

とに設置す

点形成支援

事業主体 

対象経費 

補 助 率 

予定地区 

点活動支援

事業主体 

対象経費 

補 助 率 

予定地区 

点を活用す

事業主体 

対象経費 

補 助 率 

予定地区 

ょうご地域

地域創生拠

を開催 

進事業＞ 

域アンテナ

然地域の農

の交流の推

援内容  

アンテナシ

よる地域創生

大学・専門家

するとともに

援（7,000千

県内大学等

拠点設置に

定額（上限

２地区 

援（10,000千

拠点形成支

地域創生に

定額（上限

10地区 

する他大学等

大学等の研

地域創生に

定額（上限

10地区 

域創生ネッ

拠点と関係機

ナショップの

農産物や加工

推進や多自然

ショップ店舗

375 

生拠点形成

家等が連携

に、大学連

千円） 

等の研究室

に要する経

限3,500千

千円） 

支援により

に資する活

限1,000千

等の活動支

研究室、サ

に資する活

限250千円）

トワークの

機関の連携

の運営支援

工品等を都

然地域の移住

舗賃借料補

成への支援

携し、地域創

連携による地

室、当該研究

経費 

円） 

り拠点を設置

活動に要す

円） 

支援（2,500

サークル 等

活動に要す

） 

の形成（691

携体制を形成

援

都市部で販売

住情報の発

補助、アンテ

＜地方創

創生に資す

地域創生活

究室と連携

置した研究

る経費 

0千円） 

等 

る経費 

1千円） 

成するため

＜地方創

売・展示す

発信力を強化

テナショッ

Ⅳ 元気な

20,1

創生推進交付

する活動の拠

活動等を支援

携する地域

究室、地域

めのネット

62,9

創生推進交付

することによ

化 

ップへの出

な地域づくり

91 千円 

付金事業＞

拠点施設を

援 

団体 

団体 

ワーク会

942 千円 

付金事業＞

より、都市

品支援 

 

 

 

市



 

 

 ②

 

○ アン

名 

開設

商品

仕入

面 

運営

○ 支援

(拡)ひょう

地域再

落の元気

○ 交流

 地

 

○ 冊子

地域

ンテナショ

称 元町

設日 平成

品の 

入先 

但馬

淡路

積 35 ㎡

営者 地域

アン

営協

援期間 平

うご元気ム

再生大作戦

気づくりを

流会 

地域版（６

・開催回数

・連携テーマ

(新)研修交

県内・県

流会を開催

・実施時期

・参 加 者

・実施内容

子作成 

域再生大作

 

ョップの概要

町マルシェ

成 26 年６月

馬、丹波、西

路等の集落等

㎡ 

域再生大作戦

ンテナショッ

協議会 

平成30年度ま

ムラ大交流会

戦に取り組む

を推進 

６県民局）

数 １地域当

マ 取組事例

交流会 

県外の活動

催 

期 平成30年

者 県外先進

容 県内外優

交流と相

作戦10周年記

376 

要 

北播

22 日 平成

西播磨、

等 

北播

直売

93

戦応援

ップ運

北播

運営

まで 

会の開催

む集落と都

当たり２回

例の発表、

動団体の発表

年10月の２

進取組地域

優良事例の

相互のレベ

記念冊子の

播磨おいし

成 24 年４月

播磨地域の

売所、加工

㎡ 

播磨おいし

営協議会 

都市部との交

回程度 

出展地域の

表の場及び

２日間（金

域団体 

の発表、ブー

ベルアップ

の作成 

んぼ館 西

月１日 平

の農産物

団体等

西

90

んぼ館 西

“

営

＜県政

交流を促進

の魅力の発

び意見交換な

・土） 

ースでの交

を促進 

Ⅳ 元気な

西播磨ふるさ

平成 25 年３

西播磨地域の

0㎡ 

西播磨ふる

“好きや de

営協議会 

3,0

政150周年記

進すること

発信 等 

などを行う

交流をとおし

な地域づくり

さと特産館

月 23 日 

の集落等 

さと特産館

西播磨”運

000 千円 

記念事業＞

により、集

研修・交

し、更なる

 

館

運

 

集



 

 

 ③

 

 ④

(拡)ひょう

多自然

実践でき

○ 回 

  

○ 実施

○ 実施

○ 受 

(拡)交流を

平成3

催するこ

○ プ

県

○ 全国

平

会担

 開

うご地域再

然地域の地

きるリーダ

 数  

   (拡

施場所 西

施内容 地

講 者 市

を通じた地

31年度に地

ことから、

レ大会（研

県内地域づ

国研修会等

平成31年度

担当団体を

開 催 地 

再生塾の開催

地域づくりに

ダー人材を育

 基礎研修

拡)専門研修

西播磨地域、

地域間交流や

市町から推薦

地域づくり活

地域づくり団

機運醸成を

研修交流会）

づくり団体の

等への派遣

度兵庫大会へ

を派遣 

福島県

377 

催

に関する研

育成 

修（４回）

修（２回）

、但馬地域

や起業化、

薦のあった

活動の支援

団体全国協

を図るため

） 

の受入れ機

への引き継

研修を実施

 

 

域、丹波地域

法人化に向

た人材（各回

援

協議会と共催

め、プレ大会

機運を醸成

継ぎ、兵庫大

し、地域資

域、淡路地

向けた講義

回30人程度

＜県政

催で全国交

会として研

大会の告知

Ⅳ 元気な

7

資源を生かし

地域 

義 

度） 

2,4

政150周年記

交流会兵庫大

研修会を実施

知、視察のた

な地域づくり

715 千円 

した取組を

450 千円 

記念事業＞

大会を開

施 

ため、分科

 

 

科



 

V 社

１ 

 (1)

 ＜津

 ①

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会基盤の

防災・減

地震・津

津波対策＞ 

津波防災イ

南海

２つの

かつ重要

○ 平成

南あ

洲

尼

西

○ 津波

  

 レベ
ア

 

イ
レベ
ウ

 

エ

 

の充実 

災対策の強

津波対策 

インフラ整

トラフ地震

レベルの津

要な津波対

成30年度の

重点整

あわじ市 

洲本市 

尼崎市 

西宮市 

波防災イン

 

ベル１津波
ア）津波防御

(1)防潮
(2)防潮
(3)陸閘

イ）避難支援
ベル２津波

ウ）既存施設
(1)防潮
掘対策)
(2)防潮
(3)防潮

エ）津波被害
(1)防潮
(2)排水

強化 

整備計画の推

震による最大

津波を対象に

対策を計画的

の主な事業箇

整備地区名

福良港

阿万港

沼島漁港

洲本地区

尼崎西宮芦

尼崎西宮芦

ンフラ整備計

事
波対策（津
御対策

潮堤等の高さ
潮堤等の健全
閘等の迅速か
援対策（レ

波対策（津
設強化対策

潮堤等の越流
 

潮堤等の沈下
潮水門の耐震
害軽減対策

潮水門の下流
水機場の耐水

378 

推進

大クラスの

に、防潮堤

的に推進

箇所 

港 

港 

港 

区 

芦屋港 

芦屋港 

計画（平成

事業内容
波の越流を

さの確保 
全性の確保
かつ確実閉
レベル２津
波の浸水被

策
流対策・引

下対策
震対策
策
流への移設
水化

計 

の津波に備

等の沈下対

・湾口防波堤

・陸閘等の自

・防潮堤の越

・本庄川水門

・防潮堤の整

・港口水門本

・防潮堤の沈

・防潮堤の整

・陀仏川樋門

・防潮堤の沈

・防潮堤の沈

成26～35年度

を防ぐ）

保
閉鎖
波にも対応

被害を軽減

引波対策(基

設 

えるため、

対策や防潮

主な対策

堤工事 

動閉鎖化 

越流対策・引波

門本体工事 

整備 

本体工事 

沈下対策 

整備［洲本市施

門本体工事 

沈下対策 

沈下対策 

度）全体計

応）
する）

基礎部洗

Ｖ 社会

6,900,0

発生頻度を

潮水門の整備

策内容 

波対策（基礎部

施工］ 

計画 

概算事業費

会基盤の充実

000 千円 

を踏まえた

備など緊急

部洗堀対策）

費(億円)

２５７
１２２
１１５

２０
３

３３７

６７

２４０
３０
２５

２５

約６２０

実 

た

急



 

 ② (新)日本海

平成2

踏まえ、

○ 事業

 事

 効

 

海津波対策

29年度に実

、「(仮称)

業内容 

事前調査・

・対象箇所

効果把握 

・対策後の

策の検討

実施してい

日本海津波

ハード対策

所の抽出、対

の浸水シミュ

379 

る日本海側

波防災イン

策の概略検

対策の概略

ュレーショ

側の津波浸

フラ整備計

検討 

略検討 

ョン 

浸水シミュ

計画」を策定

Ｖ 社会

50,0

レーション

定 

会基盤の充実

000 千円 

ンの結果を

実 

を



 

 ＜建

 ①

 

 ②

建築物耐震化

ひょうご住

地震に

改修工事

※ひ

るた

ア 耐震改

○ 実施

○ 対象

○ 対象

○ 補

○ 負担

○ 予定

イ 耐震改

○ 実施

○ 対象

○ 対

○ 対象

○ 補

○ 負担

○ 予定

ひょうご住

部分的

ア 簡易耐

化等の推進

住まいの耐

に対する十

事を実施す

ょうご住ま

ため、業者

改修計画策

施主体 市

象住宅 昭

加

象経費 耐

助 率 戸

共

担割合 国

定戸数 戸

改修工事費

施主体 市

象住宅 耐

象 者 所

象経費 耐

助 率 戸

共

担割合 国

定戸数 戸

住まいの耐

的な耐震改修

耐震改修工

5

1

2

3

進＞ 

耐震化の促進

十分な安全性

する県民等に

まいの耐震化

者による代理

策定費補助

市町 

昭和56年５月

加入している

耐震改修計画

戸建住宅：2

共同住宅：2

国1/2、県1/

戸建住宅：2

費補助（171

市町 

耐震改修計画

所得1,200万

耐震補強工事

戸建住宅：定

 

 

 

共同住宅：1

国1/2、県1/

戸建住宅：2

耐震化の促進

修工事によ

工事費補助

工

50 万円以上

100 万円以

200 万円以

300 万円以

380 

進（住宅耐

性を確保す

に対し助成

化促進事業

理受領も可

（71,820千

月以前着工

る住宅また

画の策定と

2/3（上限2

2/3（上限1

/2 

243戸、共同

1,400千円）

画策定費補

万円以下の県

事、耐震改

定額（上限

1/2（上限4

/2 

250戸、共同

進（部分型

り、安価で

（16,250千

工事費 

上 100 万円

以上 200 万円

以上 300 万円

以上 

耐震化補助）

するため、所

成 

業は、申請者

可能 

千円） 

工の住宅で、

たは加入す

とそれに伴

20万円）、

12万円/戸）

同住宅：79

） 

補助と同じ

県民（個人

改修を伴う室

限下表のとお

40万円/戸）

同住宅：23

型耐震化補助

で簡易な耐震

千円） 

補

円未満 

円未満

円未満

）

所有する住

者の一時的

、兵庫県住

る住宅 等

う耐震診断

） 

92戸 

人） 

室の内装工

おり） 

） 

32戸 

助）

震化を実施す

補助額(定額

30 万

50 万

80 万

100 万

Ｖ 社会

243,2

住宅の改修計

的な費用負担

住宅再建共済

等 

断に要する経

工事に要す

21,2

する県民に対

額) 

万円 

万円 

万円 

万円 

会基盤の充実

220 千円 

計画策定や

担を軽減す

済制度に

経費 

る経費 

250 千円 

対し助成 

実 

や

す



 

 

 ③

○ 実施

○ 対象

○ 対 

○ 対象

○ 補 

○ 負担

○ 予定

イ シェル

○ 実施

○ 対象

○ 対 

○ 対象

○ 補 

○ 負担

○ 予定

ひょうご住

所有す

県民に対

○ 実施

○ 対象

○ 対

○ 対象

○ 補 

施主体 市

象住宅 昭

が

象 者 所

象経費 耐

耐

助 額 50

担割合 国

定戸数 65

ルター型工

施主体 市

象住宅 昭

が

昭

評

象 者 所

象経費 家

る

屋

助 額 50

担割合 国

定戸数 40

住まいの耐

する住宅の

対し助成 

施主体 市

象住宅 昭

性

象 者 所

象経費 建

助 額 10

市町 

昭和56年５月

が0.7未満の

所得1,200万

耐震改修計画

耐震改修工事

0万円（定額

国1/2、県1/

5戸 

工事費補助、

市町 

昭和56年５月

が1.0未満の

昭和56年５月

評点が0.7以

所得1,200万

家屋が倒壊

る経費（シェ

屋根を軽量化

0万円（定額

国1/2、県1/

0戸 

耐震化の促進

の安全性を改

市町  

昭和56年５月

性が低いと判

所得1,200万

建替え及び除

00万円（定

381 

月以前着工

のもの 等

万円以下の県

画の策定と

事に要する

額） 

/2 

、屋根軽量

月以前着工

のもの 等

月以前着工

以上1.0未満

万円以下の県

しても一定

ェルター型

化する工事

額） 

/4、市町1/

進（住宅建

改修工事で

月以前着工

判断された

万円以下の県

除却に要す

定額） 

工の戸建住宅

県民（個人

とそれに伴

る経費 

量化工事費補

工の戸建住宅

（シェルタ

工の木造戸建

満のもの（屋

県民（個人

定の空間を確

型） 

事に要する経

/4 

建替補助）

ではなく、建

工の戸建住宅

たもの 等(現

県民（個人

する経費 

宅で、耐震

人） 

う耐震診断

補助（5,00

宅で、耐震

ター型） 

建住宅で、

屋根軽量化

人） 

確保できる

経費（屋根

建替えによ

宅で、耐震

現地で建て

人） 

Ｖ 社会

震診断の結果

断に要する経

00千円） 

震診断の結果

耐震診断

化） 

る装置の設置

根軽量化） 

18,7

り確保しよ

震診断の結果

て替える場合

会基盤の充実

果、評点

経費 

果、評点

の結果、

置に要す

750 千円 

ようとする

果、耐震

合に限る)

実 



 

 

 ④

 

 ⑤

 

 ⑥

 

 ⑦

○ 負担

○ 予定

ひょうご住

耐震化

活動を支

○ 実施

○ 対象

○ 補 

防災ベッ

大地震

○ 実施

○ 対象

○ 対

○ 対象

○ 補 

○ 負担

○ 予定

簡易耐震診

住宅の

市町が実

○ 実施

○ 対象

○ 補助

○ 負担

老朽危険空

居住環

がある空

担割合 国

定戸数 75

住まいの耐

化への意識

支援 

施主体 市

象経費 出

テ

助 率 1/

ド等の設置

震時に人命

施主体 市

象住宅 昭

性

象 者 所

象経費 防

助 額 10

担割合 国

定台数 40

診断の推進

の安全性に

実施する簡

施主体 市

象住宅 昭

助基本額 戸

担割合 申

空き家の除

環境の整備

空き家の除

国1/2、県1/

5戸 

耐震化の促進

識啓発活動を

市町 

出前講座、相

ティングなど

/4（上限25

置の促進

命を守る防災

市町  

昭和56年５月

性が低いと判

所得1,200万

防災ベッド等

0万円/台

国1/2、県1/

0台 

進 

に対する県民

簡易耐震診断

市町 

昭和56年５月

戸建住宅：3

申請者負担

除却支援の実

備や改善等を

除却を支援

382 

/4、市町1/

進（意識啓

を充実させ

相談会、現

ど市町が行

50千円/市町

災ベッド等

月以前着工

判断された

万円以下の県

等の設置に

（定額） 

/4、市町1/

民の意識を

断推進事業

月以前着工

30.9または6

１割、残り

実施

を図るため

/4 

啓発補助）

せるため、市

現地見学会の

う草の根的

町） 

等を設置す

工の戸建住宅

たもの 等

県民（個人

に要する経費

/4 

を高め、耐震

業を支援 

工の民間住宅

62.4千円、

りを国1/2、

め、倒壊等に

市町が行う

の開催、耐

的な意識啓発

る県民に対

宅で、耐震

人） 

費 

震化への動

宅 

共同住宅：

県1/4、市

により周辺

Ｖ 社会

7,1

草の根的な

耐震化イベン

発活動に要

1,0

対し助成 

震診断の結果

20,8

動機付けを

：62.4～315

市町1/4 

12,0

辺に危険が及

会基盤の充実

28 千円 

な意識啓発

ント、ポス

要する経費

000 千円 

果、耐震

856 千円 

行うため、

5千円/棟

055 千円 

及ぶ可能性

実 

発

性



 

 

 ⑧

○ 補助

○ 補助

対

対

補

補

負

そ

件

大規模多数

耐震改修

物等の

※  国の

手した

ア 大規模

○ 実

○ 対象

 建

 規

  

  

○ 補助

 補

  

  

 改

助対象 市

助率等 

区 分 

対象要件 

対象経費 

補 助 率 

補 助 額 

負担割合例 

そ の 他 

件  数 

数利用建築

修促進法によ

の耐震改修工

の耐震対策緊

たところが対

模多数利用

施 主 体 

象建築物 

建築年次 

規模・用途 

    

    

助対象限度額 

補強設計 

    

    

改修工事 

市町（市町が

通

以下の全て

① 不良住

庫補助事

② 倒壊等

家等対策

指導また

老朽危険空

かつ市町が

333

国1/
市町1/

築物等の耐震

より、耐震

工事等を支

緊急促進事

対象となる

用建築物等耐

市町 

昭和56年

物販店、旅

小 ・ 中

幼稚園、保

物販店、旅

小 ・ 中

幼稚園、保

物販店、旅

383 

が空き家所

通  常 

ての要件を満

住宅等の除却

事業）を活用

等により周辺

策の推進に関

たは助言等を

空き家の除却

1/6 
が助成する額

3千円以内

/3、県1/6、
/6、所有者1

－ 

35件 

震化の促進

震診断が義務

支援 

事業の支援が

るため、所有

耐震化助成

５月以前着

旅館等：３

学 校：２

保育所：２

旅館等： 1

学 校：  

保育所：  

旅館等：37

所有者に対

満たす空き家

却を目的とし

用すること

辺に危険が及

関する特別措

を行っている

却工事の実施

額の1/4

 
1/3 

一

進

務づけられ

が、平成30

有者に早期

成事業（62,

着工の民間建

階かつ5,0

２階かつ3,0

２階かつ1,5

12,350千円

9,260千円

6,940千円

77,000千円

して実施す

家 

した空き家再

及ぶおそれが

措置法や市町

ること 

施に要する経

かつ市町が

400

国2/
市町1/

一部損壊以上

れた民間の大

0年度までに

期の耐震化を

,900千円）

建築物 

000㎡以上 

000㎡以上 

500㎡以上 

円 

円 

円 

円 

Ｖ 社会

する補助へ

被災特例 

再生等推進

があり、市

町条例等に

経費 

1/5 
が助成する額

0千円以内 

/5、県1/5、
/5、所有者1

上の被災した

１件 

247,9

大規模多数

に耐震補強

を促してい

 

等 

会基盤の充実

の支援）

事業（国

町が空き

基づき、

額の1/4 

 
1/5 

た空き家

949 千円 

数利用建築

強設計に着

いく 

実 
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○ 負

○ 予

イ 大規模

○ 実

○ 対象

○ 補助

  

○ 負

   

○ 予

中規模多数

耐震改

の耐震診

ア 中規模

○ 実

○ 対象

 建

 規

    

  

○ 補助

   

   

○ 負

○ 予

イ 中規模

○ 実

○ 対象

    

    

担 割 合 

定 棟 数 

模避難施設

施 主 体 

象建築物 

助対象限度額 

    

担 割 合 

        

定 棟 数 

数利用建築

改修促進法

診断、耐震

模多数利用

施 主 体 

象建築物 

建築年次 

規模・用途 

     

    

助対象限度額 

     

     

担 割 合 

定 棟 数 

模避難施設

施 主 体 

象建築物 

小 ・ 中

幼稚園、保

補強設計

改修工事

補強設計

設耐震化助成

市町 

大規模多数

なホテル

補強設計

改修工事

補強設計

改修工事

補強設計

築物の耐震化

法に基づく指

震改修工事

用建築物耐震

市町 

昭和56年

物販店、旅

小 ・ 中

幼稚園、保

物販店、旅

小 ・ 中

幼稚園、保

国1/3、県

耐震診断

設耐震化助成

市町 

中規模多数

384 

学 校：22

保育所：11

国4/9、県

国33.3％

：１棟、改

成事業（18

数利用建築

・旅館等で

補助対象

補助対象

国1/2、県

国2/5、県

：６棟、改

化の促進

指示対象と

（建替えも

震診断助成

５月以前着

旅館等：３

学 校：２

保育所：２

旅館等：5,

学 校：4,

保育所：2,

県1/6、市町

６棟 

成事業（18

数利用建築

26,000千円

13,000千円

県1/9、市町

％、県5.75％

改修工事：

85,049千円

築物のうち、

で、県または

象面積×㎡単

象面積×㎡単

県1/6、市町

県1/6、市町

改修工事：

となる建築物

も含む）等

成事業（1,8

着工の民間建

階かつ2,0

２階かつ1,5

２階かつ750

,140千円

,370千円

,700千円

町1/6、事業

8,566千円）

築物のうち、

円 

円 

町1/9、事業

％、市町5.

５棟 

円） 

、避難所と

は市町と協

単価(1,030

単価(50,30

町1/6、事業

町1/6、事業

３棟 

物（中規模

を支援 

800千円） 

建築物 

000㎡以上 

500㎡以上 

0㎡以上 等

業者1/3 

） 

、避難所と

Ｖ 社会

業者1/3 

.75％、事業

としての活用

協定を締結

0円/㎡)＋4

00円/㎡) 

業者1/6 

業者4/15 

20,3

模多数利用建

等 

としての活用

会基盤の充実

業者55.2％

用が可能

したもの

4,620千円

366 千円 

建築物）

用が可能

実 

％ 
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○ 補助

 補

 改

○ 負

○ 予

小規模多数

大・中

断を支援

○ 実

○ 対象

 建

 規

    

  

○ 補助

  

  

○ 負

○ 予

多数利用建

「防災

利用建築

○ 対 

○ 限 

○ 利 

○ 期 

助対象限度額 

補強設計 

改修工事 

担 割 合 

定 棟 数 

数利用建築

中規模多数

援 

施 主 体 

象建築物 

建築年次 

規模・用途 

     

    

助対象限度額 

    

    

担 割 合 

定 棟 数 

建築物の耐

災設備促進

築物に対し

 象 全

度 額 15

 率 0.

 間 15

なホテル

 5,140千

100,600千

国1/3、県

補強設計

築物の耐震診

数利用建築物

市町 

昭和56年

物販店、旅

小 ・ 中

幼稚園、保

物販店、旅

小 ・ 中

幼稚園、保

国1/3、県

７棟 

耐震診断等へ

進貸付〔知事

して優遇した

全ての多数利

5億円 

45％ 

5年（据置

385 

・旅館等で

千円 

千円 

県1/6、市町

：６棟、改

診断の促進

物への支援

５月以前着

旅館等：３

学 校：２

保育所：２

旅館等：3,

学 校：3,

保育所：1,

県1/6、市町

への金融支

事特認〕」に

た限度額・

利用建築物

２年） 

で、県または

町1/6、事業

改修工事：

進

援に加え、小

着工の民間建

階かつ1,0

２階かつ1,0

２階かつ500

,600千円 

,600千円

,800千円

町1/6、事業

支援

について、

利率を適用

物 

は市町と協

業者1/3 

１棟 

小規模多数

建築物 

000㎡以上 

000㎡以上 

0㎡以上 等

業者1/3 

中・小規模

用 

Ｖ 社会

協定を締結

1,0

数利用建築物

等 

模を含む全

会基盤の充実

したもの

050 千円 

物の耐震診

 

全ての多数

実 

診
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緊急輸送道

大規模

道の民間

○ 実施

○ 対象

 建

 位

 規

○ 補助対

○ 負担

○ 予定

鉄道駅の耐

喫緊の

し、沿線

○ 補助対

○ 実 施

○ 事業

○ 負担

道路沿道建

模災害時の

間建築物の

施主体 市

象建築物 

建築年次 

位  置 

規  模 

対象限度額 耐

改

担割合 国

定棟数 耐

耐震化の推

の課題であ

線自治体と

対象駅 以下

・南

・乗

施 駅 神戸

業内容 駅構

担割合 国1

 

建築物の耐震

の緊急物資の

の耐震診断や

市町 

昭和56年

兵庫県地域

高さが前面

（前面道路幅

耐震診断、補

改修工事  

国1/3、県1/

耐震診断：６

推進 

ある南海トラ

とともに、鉄

下の要件を

南海トラフ

乗降客数が

戸電鉄岡場

構内の柱補

1/3、県1/6

386 

震化の促進

の輸送・避

や耐震改修

５月以前着

域防災計画

面道路幅員

幅員が12ｍ以

補強設計

    

/6、市町1/

棟、補強設計

ラフ地震対

鉄道事業者

を満たす高架

フ地震で震度

が１日１万人

場駅 

補強 等 

6、市町1/6

進

避難路の確保

修工事等を支

着工の民間建

画に定める緊

員の1/2を超

以下の場合は

 7,710千

151,000千

/6、事業者

計：２棟、改

対策を推進す

者が実施す

架駅・橋上

度６強以上が

人以上であ

6、事業者1

保を図るた

支援 

建築物 

緊急輸送道

超えるもの 

は高さ６ｍを

千円 

千円 

者1/3 

改修工事：１

するため、

る耐震化対

上駅・地下駅

が想定され

あること 等

1/3  

Ｖ 社会

25,3

ため、緊急輸

道路の沿道 

を超えるもの

１棟、建物除

16,6

国の補助制

対策を支援 

駅(ＪＲ西日

れる地域内に

等 

会基盤の充実

318 千円 

輸送道路沿

の） 

除却：１棟

667 千円 

制度を活用

本を除く)

にあること

実 

沿
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 ＜山
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 ②

 

 

 

 

風水害対

山地防災・土

(拡)第３次

「第

量を増加

山地防災

○ 第

〈着手

人 家

流木･土

災害に強

合

○ 平成

 砂

 治

 緊

河川中上流

河川中

治水安全

○ 事業

○ 整備

○ 総事

区

調査

対

対策 

土砂災害対

次山地防災

３次山地防

加して、治

災･土砂災害

３次山地防

手箇所数〉 

等 保 全

土砂流出防止

強い森づく

合 計 

成30年度の

砂防  砂

擁

治山   

緊急防災林整備

流部治水対

中上流部の

全度向上対

業期間 平

備箇所 51

事業費 20

区 分 

査・設計 

策実施 

対策等の推

災・土砂災害

防災・土砂災

治山ダムや砂

害対策を強

防災・土砂災

事業

全 
治山

砂防

止 治山

り 緊急防災林

 

の主な事業箇

砂防堰堤工

擁壁工   

     

備（渓流対策）

対策５箇年計

のうち治水安

対策を、５箇

平成28～32年

1箇所（平成

0億円（各年

H28 

20箇所

 9箇所

387 

進＞ 

害対策計画

災害対策計

砂防堰堤等

強力に推進

災害対策計

Ｈ30 Ｈ

73

65

40

林 19

197

箇所 

：田口
た ぐ ち

谷
たに

：茶間
ち ゃ ま

地

：中村地

）：小畑地

計画の推進

安全度の低

箇年の緊急

年度（５箇

成30年度：

年度４億円

H29 

20箇所

 10箇所

画の推進

計画（平成3

等の重点整備

計画 

Ｈ31 Ｈ32

73 73

65 65

40 40

19 －

197 178

谷
に

川〔福崎町

地区〔淡路市

地区〔多可町

地区〔市川町

進

低い箇所にお

急対策として

箇年） 

10箇所）

円） 

H30 

11箇所

10箇所 1

30～35年度

備、災害に

Ｈ33 Ｈ

73

65

40

－

178

町〕、朝
あ

阪
さか

谷
た

市〕、口
くち

田路
と う

町〕、新田地

町〕 

おいて、現

て推進 

H31 H3

－ 

1箇所 11

Ｖ 社会

15,172,9

（一部県民

度）」を策定

強い森づく

Ｈ34 Ｈ35

73 7

65 6

40 40

－ －

178 178

谷
たに

川〔丹波

路
う じ

地区〔朝

地区〔神河

400,0

現地の状況を

32 計

－ 51箇

1箇所 51箇

会基盤の充実

957 千円 

民緑基金）

定し、整備

くりによる

5 合計 

3 438

5 390

0 240

－ 38

8 1,106

波市〕 

朝来市〕 

河町〕 

000 千円 

を踏まえた

計 

箇所

箇所

実 

 

た
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 ④

 

千苅ダム治

総合的

(神戸市

○ 所

○ スケ

 平

 

県民緑税を

ア 緊急

危険

間伐木

○ 実施

 渓

 斜

○ 対象

 渓

 斜

○ 事業

 渓

 

 

 

  

 

 斜

○ 事業

治水活用に

的な治水対

市水道局)に

在 地 神

ケジュール 平

平成30年度

    

を活用した

急防災林整備

険渓流域の

木を利用し

施主体 

渓流対策 

斜面対策 

象森林 

渓流対策 

斜面対策 

業内容 

渓流対策 

・基本計画

・渓流内の

・災害緩衝

危険木伐

・簡易流木

斜面対策 

業期間 第

に向けた取組

対策の一環

において、神

神戸市北区

平成29～33年

度 ・水質監

 ・放流設

た災害に強い

備事業（64

の森林を対象

した土留工の

県（(公社

市町、森林

谷上流部に

満の危険渓

シカ食害等

生以下の間

画調査（森林

の危険木（倒

衝林の整備

伐採跡地への

木止め施設

間伐木を利

第３期：平成

388 

組

として、武

神戸市の協

年度 

監視装置設

設備設置工

い森づくり

48,957千円

象に、渓流

の設置等を

社)兵庫みど

林組合 等

に勾配30度

渓流沿いの

等により下

間伐対象林

林現況調査

倒木、流木

（劣勢木等

の深根性広

（鋼製）等

利用した土

成28～32年

武庫川流域

協力を得て、

設置工事 

工事 

りの推進

） 

沿いの危険

を実施 

どり公社に委

等 

度以上の凹型

の人工林 

下層植生が衰

林 

査、森林整備

木）の伐採

等の間伐に

広葉樹の植栽

等の設置 

土留工の設置

年度(５か年

にある利水

治水活用

険木の除去

委託） 

型斜面があ

衰退した勾

備計画の策

・搬出 

よるスギ・

栽） 

置、シカ不

年) 

Ｖ 社会

300,0

水専用の「

に向けた取

1,849,6

（県民

去や災害緩衝

ある渓流勾配

勾配30度以

策定等） 

・ヒノキの

不嗜好性樹種

会基盤の充実

000 千円 

千苅ダム」

取組を推進

662 千円 

民緑基金）

衝林の造成

配15度未

上の60年

大径木化、

種植栽 

実 

進 

 

成、

 



Ｖ 社会基盤の充実 

 

389 

○ 実施規模 

区 分 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度 計 

渓流対策 

(ha) 

調査 27 38 38 38 － 141

整備 － 27 38 38 38 141

斜面対策(ha) 1,139 900 900 900 900 4,739

事業費(千円) 391,600 579,309 648,957 645,280 597,980 2,863,126

イ 針葉樹林と広葉樹林の混交整備事業（290,000千円） 

樹種、樹齢が異なる水土保全能力の高い森林をつくるため、県民緑税を活

用し、高齢人工林を部分伐採し、その跡地へ広葉樹の植栽等を支援 

○ 実施主体 市町 

○ 対象森林 風倒木被害等の気象災害、土砂災害の危険性が特に高い高齢 

人工林 

○ 事業内容 計画調査・設計、作業道開設、広葉樹植栽 等 

○ 事業期間 第３期：平成28～34年度(７か年) 

○ 実施規模 

（第３期） 

区分 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 計 

調査設計(ha) 183 217 200 200 200  1,000

作業道開設(ha)  183 217 200 200 200 1,000

広葉樹植栽(ha)  183 217 200 200 200 1,000

事業費(千円) 26,904 159,717 290,000 299,000 289,096 255,000 125,200 1,444,917

ウ 里山防災林整備事業（508,000千円） 

集落裏山にある里山林の山地災害防止機能向上のため、県民緑税を活用し、

危険木伐採などの森林整備や簡易な防災施設の整備を実施 

○ 実施主体 県（(公社)兵庫みどり公社に委託） 

○ 対象森林 斜面勾配30度以上で、倒木・崩壊の危険性が特に高い人家裏山 

○ 事業内容 基本計画調査、森林整備（危険木伐採等）、簡易防災施設 

（丸太柵の設置等）、管理歩道・案内板の設置 等 

○ 事業期間 第３期：平成28～33年度(６か年) 

 

 



Ｖ 社会基盤の充実 

 

390 

○ 実施規模 

区分 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 計 

調査

(ha) 
278 200 200 200 200  1,078

造成工事(ha) 278 200 200 200 200 1,078

事業費(千円) 142,800 508,000 508,000 508,000 508,000 365,200 2,540,000

エ (拡)野生動物共生林整備事業（317,205千円） 

野生動物との棲み分けを図るバッファーゾーンを設置するとともに、公益

的機能の低下した広葉樹林を整備し、野生動物の生息環境を整備 

   ＜バッファーゾーン＞ 

○ 実施主体 県（(公社)兵庫みどり公社に委託） 

○ 対象地域 農作物被害が深刻な地域、クマの目撃頻度が高い地域 等 

○ 事業内容 基本計画調査、バッファーゾーン整備、管理歩道の設置 等 

○ 事業期間 第３期：平成28～33年度(６か年) 

○ 実施規模 

区 分 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 計 

基本調査(ha) 298 330 300 300 300  1,528

造成工事(ha) 298 330 300 300 300 1,528

事業費(千円) 74,826 251,333 244,097 228,487 228,487 156,097 1,183,327

 

＜共生林整備＞ 

○ 事業概要 

区分 広葉樹林整備 (新)人工林の広葉樹林化 

実施主体 
県 

（(公社)兵庫みどり公社に委託） 
市町 

対象地域 
野生動物による被害が深刻な

地域の広葉樹林等 

奥地条件不利地の人工林 

事業内容 

基本計画調査、森林整備（広葉

樹植栽、防護策設置）、管理歩

道の設置等 

人工林伐採、簡易土留工設置、

森林整備（広葉樹植栽、防護策

設置） 

事業期間 第３期：平成28～33年度(６か年) 
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○ 実施規模 

区分 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 計 

広 

葉 

樹 

林 

整 

備 

基本調査 

(ha) 
30 50 50 50 50 230

造成工事 

(ha) 
30 50 50 50 50 230

人工林の広葉

樹林化(ha) 
- - 8 8 8 - 24

事業費（千円） 12,979 66,374 73,108 73,108 73,108 38,744 337,421

オ 住民参画型森林整備事業（25,500千円） 

参画と協働による災害に強い森づくりを促進するため、県民緑税を活用し、

地域住民やボランティア等による自発的な森林整備活動を支援 

○ 実施主体 市町 

○ 事業内容 

 里山防災林整備、野生動物共生林整備、放置竹林整備の活動に必要な 

資機材費等の補助 

 大型機材の複数年リースの補助 

 森林ボランティア養成講座の実施 

○ 事業期間 第３期：平成28～34年度(７か年) 

○ 実施規模 

区 分 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 計 

整備面積(ha) 22 20 20 20 20 20 － 122

事業費(千円) 24,620 23,660 25,500 25,500 25,500 25,500 650 150,930

 

カ 都市山防災林整備事業（60,000千円） 

平成26年８月豪雨災害により、六甲山系の風化花崗岩地帯及び松枯れ跡地

で崩壊が多発したことを受け､同地域における斜面崩壊防止対策等を実施 

○ 実施主体 市町 

○ 対象森林 

 平成26年８月豪雨により災害が多発した森林 

 治山ダム等が未整備の危険流域 

 放置され生長の悪い森林 
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※私有林のみ対象（市有林等は対象外） 

○ 事業内容 

基本計画調査の策定 

間伐、高齢大木の伐採等 

○ 事業期間 第３期：平成28～33年度（６か年） 

○ 実施規模 

区 分 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 計 

基本調査(ha) 42 40 40 40 40  202

整備面積(ha)  42 40 40 40 40 202

事業費(千円) 13,049 60,000 60,000 60,000 60,000 39,000 292，049

キ 広葉樹林化促進パイロット事業(災害に強い森づくり)の実施（10,021千円） 

森林の公益的機能を発揮し、野生動物の生息環境保全に配慮した森林へ誘

導するため、伐採の進まない高齢人工林を伐採し、広葉樹林化を促進 

○ 実施主体 市町 

○ 事業内容 国の公共造林事業による更新伐・植栽及び作業道開設等に対 

する追加補助 

○ 負担割合 

造林事業（国庫補助事業） 広葉樹林化促進パイロット事業 

国庫補助金 

51% 

県 

17% 

県 

7.5% 

市町 

24.5% 

○ 実施規模 更新伐17ha、作業道開設1,700m（平成30年度） 

○ 事業期間 平成24～33年度（10か年） 
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災対策＞ 

池保全対策

新)ため池管

特定ため池

設置を支援

事業主体 
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業務内容 

支援期間 
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事業主体 

負担割合 

事業内容 
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急整備事業
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適正な管理
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35)の修繕

年計画」に基

え方 

損傷等があ

平成35年度

橋梁、トン

排水機場等

約2,400億

の主な事業箇

県道東古

県道香美

留施設 姫

ラ・メンテナ

施     

ネル 
覆工

設備

ダーパス 

歩道等 
横断歩

組立歩

附属物(照明

法面施設 

機場 

堰 

陸閘 

護岸 

施設 

堤 

等係留施設

堤等外郭施設

設備 

べり防止施設

斜地崩壊防止

道 
下水道

管渠

施設 

路 

他(雨量計､水

点検業務の中

398 

ス 10 箇年計画

・更新計画

基づき、計

あり、計画

度までに対

ンネル等の

等の機械・

億円 

箇所（施設

古瀬穂積線

美久美浜線

姫路港中島地

ナンス10箇

設 

歩道橋 

歩道 

灯等) 

設 

設 

止施設 

道施設 

水位計､除雪

中で施設の異

画の推進

画をとりま

計画的･効率

画的な対策が

対策を概ね完

の土木構造物

電気設備は

設の修繕・更

明治橋 修

今子トンネ

地区 -5.5ｍ

箇年計画（平

単位 

橋 

Km 

箇所 

箇所 

箇所 

箇所 

Km 

基 

箇所 

箇所 

箇所 

箇所 

Km 

箇所 

Km 

施設 

施設 

箇所 

箇所 

箇所 

処理場 

Km 

公園 

m2 

雪機械等) 

異常や損傷を

とめた「ひ

率的な老朽化

が必要な要

完了 

物は５年毎

は毎年実施

更新） 

修繕（加東市

ネル 修繕

ｍ岸壁 更新

平成26～35年

総数 

4,654 

4,100 

99 

91 

16 

207 

12.1 

18,386 

16,285 

49 

56 

1,817 

92.4 

18 

193.4 

420 

602 

2,412 

87 

822 

8 

51.8 

14 

53,300 

を把握し､そ

Ｖ 社会

17,895,0

ひょうごイ

化対策を推

要対策(Ａ)施

毎に実施 

施 

市） 

（香美町）

新（姫路市

年度）対象施

10 年間で

老朽化対策

その都度対策

会基盤の充実

000 千円 

ンフラ･メ

推進 

施設は、

 

市） 

施設一覧）

で取り組む 

策実施箇所数

324

1,700

66

36

10

96

3.0

1,794

384

46

51

341

13.0

18

13.5

21

126

99

34

96

8

0.72

14

16,600

策 

実 

 



 

 ④

 

 

(新)本庁舎

昭和4

調査を実

○ 本庁

敷

建築

建

延

○ 県庁

舎耐震調査

40年代に整

実施 

庁周辺庁舎

区分 

敷地面積(㎡)

築年次(IS 値

建築面積(㎡)

延床面積(㎡)

庁南駐車場

 

査の実施

整備された本

舎の状況 

) 

値) 
昭和

) 

) 3

場面積2,430

399 

本庁舎（１

１号館 

8,310 

和 41 年３月

(0.60) 

1,914 

30,836 

0㎡  

号館）につ

(２・３号

県民オ

昭和

ついて、平

２号館 
10,807 

号館・議場棟

オアシス含む

45 年 12 月

(0.60) 

1,285 

15,937 

Ｖ 社会

40,0

平成30年度に

神戸

棟・ 

む) 

 昭和

会基盤の充実

000 千円 

に耐震診断

戸総合庁舎

1,672 

38 年 12 月

(0.60) 

1,107 

5,715 

実 

断



 

 (4)

 ＜災

 ①

災害への

災害時要援護

(拡)災害時

○ (新

実効

 市

 福

 当

○ (新

モデ

施 

 防

 防

 

の備えの強

護者対策＞

時要援護者

新)災害時要

効性のある

市町職員向

・対 象 者

・実施内容

・開催場所

福祉専門職

・対 象 者

・実施内容

・開催場所

当事者団体

・対 象 者

・実施内容

新)防災と福

デル市町で

防災・福祉

・モデル市町

・実施内容

防災と福祉

・参 加 者

・開催場所

・開催時期

・実施内容

強化 

＞ 

者対策事業

要援護者支援

る個別支援計

向け研修 

者 市町職員

容 個別支援

市民向け

所 神戸 

職向け研修

者 ケアマネ

容 災害法制

具体事例

所 神戸（

体向け研修

者 高齢者

容 名簿情報

個別支援

福祉の連携促

で自主防災組

祉連携促進実

町 ２市町

容 自主防災

行政、自

祉の連携促進

者 市町、

所 神戸市内

期 平成31年

容 モデル

実効性あ

400 

援人材育成

計画策定の

員（防災・

援計画策定

け研修会の

ネジャー、

制、福祉施

例に基づく

２回）、阪神

・障害者当

報を地域で

援計画等策

促進事業

組織と地域

実証事業

災組織や避

自主防災組

進シンポジ

自主防災組

内 

年３月 

２市町から

ある要援護者

 

成事業（1,7

のため、対象

福祉部局）

定に関する課

の進め方 

居宅介護事

施設の事業継

くケーススタ

神、姫路、

当事者団体

で共有する意

策定の重要性

（2,993千円

域の福祉関係

避難支援者

組織、福祉事

ジウム 

組織、福祉専

らの事例発表

者対策や計画

771千円） 

象者別の研

） 

課題の抽出

事業所職員

継続計画 

タディ 

但馬 

意義 

性 

円） 

係者等を結

を対象とし

事業所等に

専門職 等 

表 

画策定に向け

Ｖ 社会

4,76

研修を実施 

出 

員 等 

結びつける事

した福祉理解

よる連携会

200名 

けたディスカ

会基盤の充実

64 千円 

事業を実

解研修 

会議の開催

カッション

実 

催 



 

 ＜地

 ①

 

 ②

 

 ③

地域防災力の

(新)自主防

「自主

防災組織

○ 補助

○ 補助

＜加

 災

 

○ 補

○ 補

○ 事

(新)「自主

平成2

正や災害

○ 検討

 開

 構

○ 冊子

 作

 配

ひょうご防

地域や

る知識や

ア ひょ

○ 対 

○ 開催

○ 開催

○ 講座

 座

 演

の強化＞ 

防災組織体

主防災組織

織等の活性

助対象者 

助対象事業 

加算支援＞

災害時要援

３以上の自

助 単 価 

助 件 数 

業 期 間 

主防災組織

25年度に作

害事例を踏

討委員会の

開催回数 

構成委員 

子の作成・

作成部数 

配 布 先 

防災リーダ

や企業の防

や技術を習

うご防災リ

象 者 自

催場所 県

催日数 12

座内容 

座学（災害

演習（応急

体制強化推進

織体制強化等

性化を図るた

市町 

２以上の

＞ 

援護者支援訓

自主防災組織

40千円/件

40件、（加

平成30年度

織活動手引き

作成した「自

踏まえて改訂

の開催 

３回 

有識者、

配布 

10,000部

自主防災組

ダー活動の推

防災の担い手

習得するため

ーダー講座

自主防災組織

県広域防災セ

2日 

害のメカニズ

急手当・救助

401 

進事業

等モデル事

ため、複数

自主防災組

訓練を行う

織で行う場

件、（加算支

加算支援）

度～平成34

きと事例」

自主防災組

訂 

自主防災組

組織、ひょ

推進

手として活

めの講座等

座の実施

織のリーダ

センター

ズム、防災

助方法実習

事業」の成果

数の自主防災

組織が連携

う場合 

場合 

支援）20千

20件 

4年度（５年

作成事業

組織活動手引

組織、市町

ょうご防災

活動する人材

等を実施 

（1,373千円

ダー、消防団

（三木市）

災のしくみ

習、心肺蘇生

果を踏まえ

災組織で行

して行う防

千円/件 

年間） 

引きと事例

等 

リーダー 等

材を育成す

円) 

団ＯＢ 等

等） 

生法、図上

Ｖ 社会

2,0

え、活動が低

行う訓練に対

防災訓練 

1,7

例」について

等 

3,39

するため、防

（120人） 

上訓練 等）

会基盤の充実

000 千円 

低調な自主

対し補助

752 千円 

て、法令改

97 千円 

防災に関す

） 

実 

主

改

す



 

 

 ④

イ 地域版

地域

○ 実施

○ 募集

○ 実施

ウ フォロ

地域

ップ研

○ 実施

 県

 中

(拡)消防団

市町や

○ 消防

消防

 実

 補

 補

 補

 予

○ (拡

基本

織等を

団員へ

 実

 補

 補

 補

 (拡

○ 女性

女性

堂に集

版ひょうご

域偏在を解

施場所  阪

集人員 １

施日数 ６

ローアップ

域の防災リ

研修を実施

施場所 

県広域防災

中播磨、西

団活性化の

や県消防協

防団活性化

防団が自主

実施主体 

補助対象 

補 助 額 

補 助 率 

予定件数 

拡)企業等連

本団員によ

を市町の消

への採用を

実施主体 

補助対象 

補 助 額 

補 助 率 

拡)予定件数 

性消防団員

性消防団員

集う大会を

ご防災リーダ

解消するため

阪神・但馬地

地域当た

６日 

プ研修の実施

ーダーの継

施 

災センター

西播磨、但馬

の支援 

協会と協働

化支援事業

主防災組織等

市町 

訓練等の開

１消防団当

県1/2、市

62件 

連携機能別消

よる消防団員

消防分団とす

を支援 

市町 

安全装備品

500千円

県1/2、市

７件（平成

員活性化大会

員の更なる確

を開催 

402 

ダー講座の

め、地域版

地域 

り50人 

施（835千

継続的な活

（200人）

馬、丹波、

し、消防団

（3,100千

等と連携し

開催経費及

当たり50千

市町1/2 

消防分団導

員確保が困

する取組や

品、訓練機

（上限） 

市町1/2 

成29年度：

会の開催

確保と活動

の実施（1,1

版ひょうご防

円） 

活動を支援す

淡路地域

団活動の充実

円） 

して行う実践

及び必要資材

千円 

導入促進事業

困難である市

や消防職・団

機器等の購入

４件） 

（500千円）

動充実を図

189千円） 

防災リーダ

するため、

（50人×５

実強化に向

践的な訓練

材購入費 

業（3,500千

市町に対し

団員ＯＢ又

入費 

 

るため、県

Ｖ 社会

ダー講座を実

定期的なフ

５地域） 

8,1

向けた取組

練や研修を支

千円） 

し、企業の自

又は大学生等

県下の女性団

会基盤の充実

実施 

フォローア

00 千円 

を支援 

支援 

自衛消防組

等の機能別

団員等が一

実 

組

別

一



 

 

 ⑤

     

 実

 実

 補

○ 消防

消

町の消

支援 

 実

 補

 補

 補

 予

総合防災

○ 総合

県

もに

 主

 実

 参

 負

 訓

○ 津波

南

を関

 実

 参

 開

    

実施内容 

実施方法 

補 助 額 

防活動支援

防団員数が

消防防災活

実施主体 

補助対象 

補 助 額 

補 助 率 

予定件数 

・津波一斉

合防災訓練

県民の防災

に実動組織

主  催 

実施時期 

参加機関 

負担割合 

訓練内容 

波一斉避難

南海トラフ

関係市町と

実施時期 

参加機関 

開催場所 

     

先進事例発

(公財)県消

500千円

援隊導入促進

が概ね充足

活動を支援す

市町 

隊員装備品

１人当た

県1/2、市

４件 

斉避難訓練の

練の実施（3

災意識の更な

織間の連携強

兵庫県、但

平成30年

県、豊岡市

警察、自衛

県1/2、市

救出・救助

難訓練の実施

フ地震の発生

と連携して一

平成30年1

県、14市１

施設 等

南海トラフ

(※)神戸市

高砂市

403 

発表、講演

消防協会へ

進事業（1,

している市

する専門ボ

品購入費

り５千円

市町1/2 

の実施

3,083千円）

なる高揚を

強化を図る

但馬県民局

９月（防災

市、養父市

衛隊、医療

市町1/2 

助、応急救

施（1,000千

生に備え、

一斉に実施

11月（世界

１町、消防

（平日実施に

フ地震津波

市、尼崎市、

市、播磨町、

演 等 

へ補助 

,000千円）

市町に対し

ボランティア

（上限） 

） 

を図り、地域

るため、よ

局管内３市

災の日(９月

市、朝来市、

療関係機関、

救護所設置

千円） 

県内浸水想

施 

界津波の日

、警察、自

により、学

波浸水想定

、西宮市、

、姫路市、

 

、大規模災

ア組織の導

域防災力の

り実践的な

２町 

月１日)前後

、香美町、

、自主防災

・運営、津

想定区域に

(11月５日)

主防災組織

学校・企業等

区域の全域

芦屋市、明

相生市、た

Ｖ 社会

災害等の発

導入に要す

4,0

の向上に資す

な訓練を実施

後） 

新温泉町

災組織 等 

津波避難 等

おいて津波

)前後） 

織、学校、企

等の参加を促

域（※） 

明石市、加

たつの市、

会基盤の充実

発生時に市

る経費を

083 千円 

するとと

施 

、消防、

等 

波避難訓練

企業、福祉

促進） 

加古川市、

赤穂市、

実 

練

祉 



 

 

 ⑥

 

 ⑦

 

 ＜震

 ①

 

 

 

 訓

(新)南海

住民の

内容、効

○ 再生

○ 活用

 Y

 人

ン

(再掲)(新)

震災の経験

「ひょうご

阪神

推進する

○ 「ひ

総会

 構

○ 「ひ

 実

 行

訓練内容 

・緊急速報

・津波避難

・防潮門扉

トラフ地震

の減災の取

効果などを

生時間 15

用方法  

YouTubeやI

人と防災未

ント等で放

)スマートフ

・教訓の継

ご安全の日

・淡路大震

るため、ひ

ひょうご安

会（１回）

構成団体 

ひょうご安

実施時期 

行事内容 

メモリア

洲本市

 

報メールの配

難・安否確認

扉閉鎖訓練

震・津波対策

取組を推進す

をわかりやす

5分～20分程

Instagram等

未来センター

放映 

フォン向け防

継承、発信

日」の推進

震災の経験や

ひょうご安全

安全の日推進

及び企画委

133団体・

安全の日のつ

平成31年

アルウォーク

404 

市、淡路市、

配信 

認訓練 

等 

策啓発動画

するため、

すく伝える

程度 

等Web上で配

ー、広域防

防災アプリの

＞ 

や教訓を忘

全の日のつ

進県民会議

委員会（２

個人 

つどい」の

１月17日

ク、1.17の

、南あわじ

画の作成

南海トラフ

る動画を作成

配信 

防災センター

の開発(参照

忘れることな

つどい等を実

議」 

２回）の開催

の実施 

のつどい（追

じ市の14市

＜県政

フ地震・津

成し発信 

ー、県・市

P147）

なく、安全

実施 

催 

追悼行事）、

Ｖ 社会

１町 

4,1

政150周年記

津波の規模や

市町の関連施

24,2

6,7

全安心な社会

、防災訓練

会基盤の充実

61 千円 

記念事業＞

や取り組み

施設、イベ

200 千円 

721 千円 

会づくりを

練 等 

実 

 

み

ベ



 

 ②

 

 ③

 

 

人と防災未

人と防

えの重要

○ 実施

○ 内 

・震

・被

・防

(拡)兵庫県

相互

加入促

○ 給付

（住

建

 ※

（家

購

○ 兵庫

○ (拡

 

防

P

 イ

会

 加

未来センタ

防災未来セ

要性を広く

施場所 東

 容 

震災の映像、

被害状況、復

防災グッズ等

県住宅再建

互扶助の仕組

促進の取組を

付対象及び

住宅再建共

区分 

建築・購入

補修 

※ 一部損

家財再建共

区分 

購入・補修

庫県住宅再

拡)兵庫県住

(新)新聞等

防災士会等

PR、出前受

インターネ

会社と連携

加入促進員

 

ター県外巡回

センターの知

発信するた

東京等２か所

、写真、現

復興の歩み

等の展示

建共済制度の

組みである

をより一層

び共済給付金

共済） 

全壊

入 

200万

損壊特約加入

共済） 

全壊

修 50万

再建共済制度

住宅再建共済

等への全面広

等の防災関係

受付等による

ネットを活用

携した地震保

員の配置 1

405 

回展示の実

知見や阪神

ため、県外

所 

現物資料 

み 

等 

の普及促進

る兵庫県住宅

層推進 

金（定額）

壊 
大規

壊

600万

円 100万

入者のみ

壊 大規

円 3

度の運営

済制度の加

広告の掲載

係団体、市

る普及啓発

用した都市

保険とフェ

10人 

実施

神・淡路大震

外での巡回展

進

宅再建共済

 

模半

壊 
半

万円 

万円 50

規模半壊

35万円 

加入促進に向

載による大々

市町等と連携

発を推進 

市部住民に対

ェニックス共

震災の経験

展示を実施

済制度の更

半壊 

0万円 

半壊 

25万円 

向けた取組

々的な普及

携し、防災

対するアプ

共済のセッ

Ｖ 社会

1,3

験と教訓、災

施 

127,2

なる普及を

損害割合1

20％未満

25万

床上

15万

組の実施  

及啓発の実施

災訓練、地域

プローチや

ット加入を促

会基盤の充実

344 千円 

災害への備

278 千円 

を図るため

0％以上 

満(※) 

万円 

浸水 

万円 

施（年４回

域行事での

、損害保険

促進 

実 

備

、

回）

険



 

 (5)

 ①

 

 ②

 

 ③

防災・教

(新)県政 1

震災の

歴史をH

信する

○事業

・日 

・場 

・テー

(新)広域防

開設後

にするた

○ 整備

 災

気

 地

災

Ｅ-ディフ

今後発

設（Ｅ

○ 事業

○ 研究

委員

研究

Ｅ‐

教育研究拠

150 周年記念

の経験と教

HAT神戸に集

とともに、

業内容 

程 平成3

所 神戸市

ーマ 国際防

防災センタ

後13年が経

ため、防災

備内容 

災害情報検

気象庁や県が

地域防災ブ

災害の状況

フェンスを活

発生が危惧

‐ディフェ

業内容 実

究スケジュ

項  

員会の運営

究、予備実

‐ディフェ

拠点の形成

念 国際防災

教訓の風化を

集積する国

県政150周

30年７月下

市内 

防災におけ

ター展示施設

経過した展示

災情報の取扱

検索ブース

が発信する各

ブース 

況や危険情報

活用した減

惧される地震

ェンス）を活

実験の検討

ュール 

目 

験等 

ンス実験

406 

 

災関係機関ｼ

を防ぎ、国

国際防災機関

周年PR展示

下旬(予定)

ける兵庫県の

設のリニュ

示施設を、

扱等を発信

 

各種危険情報

報を映像で

減災対策の研

震災害に対

活用し、減

・評価、加

平

実験テー

実験の企

予備実験

－ 

ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑの開

際防災拠点

関の活動紹

を実施 

の役割（仮

ューアル

近年発生し

信する展示施

報の見方・扱

で紹介する設

研究推進

対応するた

減災技術の研

加震実験 等

成30年度

マの選定

画検討 

､設計図書

開催

＜県政

点として取

紹介と併せ、

仮題） 

＜県政

した災害の

施設にリニ

扱い方を学べ

設備へ改修

め、実大三

研究開発を

等 

実験

作成 試験

加震

Ｖ 社会

2,0

政 150 周年記

取り組んでき

、広く一般

6,3

政 150 周年記

教訓を踏ま

ニューアル 

べるコンテ

修 

7,6

三次元震動破

を促進 

平成31年

験の検討・

験体製作、

震実験 

会基盤の充実

000 千円 

記念事業＞

きた成果と

般県民に発

376 千円 

記念事業＞

まえた内容

ンツへ改修

14 千円 

破壊実験施

年度 

評価 

検証 

実 

 

 

容

施



 

 ④

 

 ⑤

 

(新)消防防

神戸市

ヘリポー

○ 整備

○ 供用

○ 費用

(新)人と防

人と防

有識者に

○検討

 ・人

 ・展

 ・県

防災航空隊

市と共同運

ートが廃止

備内容 格

用開始 平

用負担 整

わせ

防災未来センタ

防災未来セ

による検討

討委員会にお

人と防災未来

展示コンセプ

県立大学大学

 

隊基地の移転

運航している

止されるこ

格納庫・事務

平成30年４月

整備主体であ

せ負担 

ター 展示改修

センターの今

討委員会を設

おける審議

来センター

プトや空間

学院減災復

407 

転

る消防防災

とから、神

務所、駐機

月 

ある神戸市

修検討委員会

今後の展示

設置 

議項目 

ーの今後の展

間デザイン等

復興政策研究

災航空隊につ

神戸空港に新

機スポット等

市に対し、整

会(仮称)の設置

示改修のあ

展示改修の

等の意匠設

究科等との

ついて、現

新基地を整

等 

整備費用の

置

＜県政

り方等につ

のあり方 

設計のあり方

の連携強化の

Ｖ 社会

16,6

現基地が所在

整備 

の1/2を市債

1,0

政 150 周年記

ついて検討

方 

のあり方 

会基盤の充実

669 千円 

在する神戸

債償還に合

000 千円 

記念事業＞

討するため、

等 

実 

戸

 



 

 (6)

 ①

 

 ②

 

 ③

東日本大

復興業務を

被災地

経験者を

の県職員

また、

庫県か

東
日
本
大
震
災

熊
本
地
震 

九
州
北
部
豪
雨 

コミュニテ

住民主

○ 復興

阪

実施

様な

健康・ここ

こころ

きがいづ

○  園

大震災、熊

を支援する

地の早期復

を任期付職

員を被災地

、県内市町

ら合計127人

派遣

宮

宮城

熊

熊本

福

福岡

合計

ティの活性化

主体のまち

興サポート

阪神・淡路

施するコミ

な実践活動

ころのケア

ろのケアを

づくりを含

園芸療法等を

熊本地震被災

る職員の派遣

復興に向け、

職員として採

地へ派遣 

町からの派遣

人を被災地

遣先 

宮城県 

県内市町

小計 

熊本県 

県内市町

小計 

福岡県 

県内市町

小計 

計 

化・まちづく

ちづくり、コ

ト事業 

大震災等で

ミュニティの

動を支援 

アの充実

を要する被災

含めたスト

を活用した

408 

災地及び九

遣

、正規職員

採用し、89

遣職員38人

地に派遣 

くりへの支援

コミュニテ

で活動実績

の再生支援

災地の子ど

レス対策等

た被災者支援

九州北部豪雨

員に加え、行

9人（東日本

人（東日本3

県職員 

3

82

85

3

0

3

1

0

1

89

援

ティ再生への

のある団体

援、被災児童

どもの様々な

等を支援 

援（1,999千

雨への継続

行政機関及

本85人、熊

36人、熊本

市町職

3

2

5

3

0

3

1

0

1

9

(復興基

の支援を実

体等が東日

童等のここ

な症状に対

千円） 

Ｖ 社会

続支援 

及び民間企業

熊本３人、

本２人）をあ

職員 

0 

36 

36 

0 

2 

2 

0 

0 

0 

38 

基金 16,00

実施 

本大震災の

ろのケアと

1,9

対応すると

会基盤の充実

 

業での実務

福岡１人）

あわせ、兵

（単位：人）

計 

3

118

121

3

2

5

1

0

1

127

00 千円) 

の被災地で

といった多

999 千円 

ともに、生

実 

務

兵

 

で

多

生



 

 

 ④

 

 ⑤

花

法士

 実

 派

ボランティ

被災地

ア 被災地

○ 事業

 ボ

要

 被

イ がんば

被災

地での

○ 派遣

○ 補助

○ 負担

県内避難者

県内へ

○ 民間

兵

仮設

○ 被災

本

学費

 

花と緑を育む

士会と連携

実施内容 

派遣回数 

ィア活動の

地の復旧・

地「絆」ボ

業内容 

ボランティ

要する経費

・助 成 額

被災地での

リープラザ

・派遣台数

ばろう東日

災者のここ

の活動や、

遣団体数 ５

助上限額 30

担割合 県

者の生活復

へ避難した

間賃貸住宅

兵庫県住宅

設住宅とし

災児童生徒

本県に避難

費用を援助

むことを通

し、被災地

園芸療法セ

３回 

の促進 

復興に向け

ボランティア

ィアグループ

費を助成 

額 東日本

のボランティ

ザ（県社会福

数 東日本

日本！アー

ころの復興を

県内での交

５団体 

00千円 

県1/2、芸術

復興 

た被災者の生

宅借上提供事

宅供給公社が

して借上げ、

徒就学支援等

難している幼

助（支援対象

 

409 

通して被災者

地へ園芸療法

セミナーの

けた各フェ

ア活動支援

プやNPO等が

・熊本：各

ィア活動に

福祉協議会

：31台程度

ト支援助成

を支援する

交流事業に

術文化協会1

生活、就学

事業（620千

が民間から

、県公社と

等事業（5,

幼児の保育

象 62人）

者の心の癒

法士を派遣

の開催、花

ェーズに応

援事業（40,

が企画・運

各10台程度

に対する支援

会内）がボ

度、熊本：1

成事業（750

るため、県内

に要する経費

1/2 

学等について

千円） 

ら借上管理

と連携し避難

,633千円）

育料等を軽減

 

癒しを図るた

遣 

と緑を活用

じたボラン

,000千円）

運行するボ

援として、

ランティア

10台程度 

0千円） 

内の芸術文

費の一部を

て支援を実

している賃

難者に提供

 

減するとと

Ｖ 社会

ため、兵庫

用した緑化支

40,7

ンティア活動

 

ランティア

ひょうご

アバスを派遣

文化団体が行

を助成 

6,2

実施 

賃貸住宅を

供(１世帯) 

ともに、児童

会基盤の充実

庫県園芸療

支援 

750 千円 

動を支援

アバス等に

ボランタ

遣 

行う、被災

253 千円 

、県が応急

童生徒の就

実 

災

急

就



 

２ 

 (1)

 ＜野

 ①

 

 ②

エネルギ

野生動物

野生動物の

(拡)シカ捕

農林業

○ 年間

事

有 

害 

捕 

獲 

シ

促

シ

専

業

一

(

家

る

狩 

猟 

狩

捕

ストッ

※１ 

※２ 

○ 負担

県

(新)捕獲専

狩猟者

っての捕

ー・環境対

物との共生

との共生＞

捕獲総合対

業被害を軽

間捕獲総目

事 業 名 

シカ有害捕

促進支援事業

シカ有害捕

専任班支援

業 

一般有害捕獲

新)捕獲専

家チームに

る有害捕獲 

狩猟期シカ 

捕獲拡大事業

ップ・ザ・獣

( )内は予

( )内は平

担割合 

県：市町実

専門家チー

者が少ない

捕獲を促進

対策の充実

生社会づく

＞ 

対策の実施

軽減するため

目標数 46,

獲

業 

シカの

のため

動を支

獲

事

銃猟技

者で構

任班に

支援 

獲 

農林業

め、わな

を支援

門

よ

県が捕

を編成

請によ

（詳細

業 

狩猟期

/15）に

捕獲行

獣害 

集落に

するた

による

合  計

予算額 

平成29年度単

実負担（特別

ームによる有

いなど、捕獲

進するため、

410 

 

り 

め、広域的

,000頭 

概  要

の分布拡大防

め、銃による

支援 

技能に秀でた

構成された捕

による捕獲活

業被害の防止

なによる捕

援 

捕獲専門家チ

成し、市町か

る代行捕獲

細は、②）

期間（11/1

に、狩猟者

行為を支援

による捕獲

ため、捕獲指

技術指導等

単価 

別交付税措

有害捕獲の

獲体制が脆

、県主導で

的なシカ捕獲

捕

防止等

捕獲活
(5

た狩猟

捕獲専

活動を (1

止のた

獲活動
(1

チーム

らの要

獲 (3

15～３

が行う
(1

を推進

導員等

等 
(2

(4

措置除く）

の強化

脆弱な市町や

で捕獲を実施

獲対策を実

捕獲目標 

※１ 

6,000頭 

0,255千円) 

1,500頭 

5,750千円) 

12,500頭 

81,399千円) 

1,000頭 

3,655千円) 

25,000頭 

87,500千円) 

1,400千円) 

46,000頭 

89,959千円) 

＝１：１ 

や市町境等

施 

Ｖ 社会

489,9

実施 

捕獲単価

搬入なし 

16,000 

(16,000)

24,000 

(24,000)

8,000 

(8,000)

24,000 

(  －  )

7,000 

(5,000)

33,6

等の複数市町

会基盤の充実

959 千円 

価(円)※２

搬入有り

18,000

(18,000

26,000

(26,000

10,000

(10,000

26,000

(  －  

9,000

(7,000

－ 

655 千円 

町にまたが

実 

り 

0 

0)

0 

0)

0 

0)

0 

)

0 

0)



 

 

 ③

＜捕獲目

○ 「捕

県

人程

 実

 報

○ ＩＣ

県

遠隔

 実

(拡)シカ丸

捕獲

用できな

＜拠点施

○ シカ

食

 事

 対

 予

○ 減容

活

 事

 事

○ ス

捕

ト

 事

 対

 予

＜処理加

目標：シカ1

捕獲専門家

県が狩猟技

程度)を編成

実施主体 

報償金単価 

ＣＴを用い

県が編成し

隔操作等に

実施主体 

丸ごと１頭

したシカの

ない個体の

施設の整備推

カ肉処理加

食肉・ペッ

事業主体 

対象経費 

予 定 数 

容化施設の

活用できな

事業主体 

事 業 費 

トックポイ

捕獲したシ

として設置

事業主体 

対象経費 

予 定 数  

加工施設への

1,000頭(銃

家チーム」編

技能に秀でた

成し、県が

県（市町の

銃24,000円

いた大型捕獲

した「捕獲専

により広範囲

県（県が

頭活用大作戦

の地域資源

の適正処理を

推進＞ 

加工施設の整

ットフード併

市町 

中核施設

一次処理加

９箇所 

の整備支援

ない捕獲個体

市町 

10,000千円

イント（コン

シカをシカ

置するコンテ

市町 

2,000千円

２箇所 

の搬入促進

411 

銃)､イノシシ

編制による

た自衛隊や

が有害捕獲

の代行実施

円/頭、わな

獲オリによ

専門家」がI

囲において

リースして

戦

としての利

を推進（年

整備支援

併用型のシ

    

加工施設

（52,560千

体を効率的

円/箇所 

ンテナ型）

肉処理加工

テナ型冷凍

円/箇所 

進対策＞ 

シ500頭(銃

る有害捕獲の

や警察のＯ

を実施 

施） 

な8,000円/

よる捕獲拡大

CTを用いた

て効率的に大

て「捕獲専門

利用拡大を図

年間処理目標

（87,600千円

シカ肉処理加

40,000千

10,000千

千円） 

的に処分す

の整備支援

工施設等で処

凍・冷蔵庫

銃100､わな4

の強化（32

Ｂ等も活用

/頭 

大（1,600千

た自動感知

大量捕獲を

門家チーム

図るための

標頭数：7,

円） 

加工施設の

円/箇所 

円/箇所 

る減容化施

援（400千円

処理するた

の設置経費

Ｖ 社会

400)＞ 

2,055千円

用した捕獲

千円） 

知式オリ等を

を行う。 

ム」に貸与）

174,5

の仕組みづ

,000頭） 

の整備を支

施設の整備

円） 

ため、ストッ

費を支援 

会基盤の充実

） 

チーム(10

を活用し、

） 

511 千円 

くりや活

援 

を支援 

ックポイン

実 

ン



Ｖ 社会基盤の充実 

 

412 

○ シカ肉処理加工施設等への搬入支援（1,594千円） 

狩猟者が捕獲したシカを、シカ肉処理加工施設やストックポイント、減

容化施設等に搬入する運搬費に対して支援 

 事業主体 市町 

 対象経費 運搬経費（人件費、燃料代等）   2,000円/頭以内 

※捕獲個体の搬入義務化を行う市町 3,000円/頭以内 

 予 定 数 6,520頭 

○ シカ肉処理加工施設の回収支援（340千円） 

捕獲したシカをシカ肉処理加工施設が捕獲場所又はストックポイント

から回収するための経費に対して支援 

 事業主体 市町 

 対象経費 回収経費(人件費､燃料代等)  

・捕獲場所から回収 4,000円/頭以内 

・ストックポイントから回収 2,000円/頭以内 

 予 定 数 1,140頭 

○ 冷凍・冷蔵車・移動式解体車の導入支援（3,095千円） 

狩猟者が捕獲したシカの運搬に使用する冷蔵・冷凍車のリース代・購入

費及び移動式解体車の購入費を支援 

 事業主体 市町、シカ肉処理加工施設 

 対象経費 リース代 77千円/月・台以内 

購 入 費 1,750千円/台以内 

移動式解体車購入費 16,000千円/台以内 

 予 定 数 ６台 

○ (新)シカ回収車に対する支援（3,943千円） 

ペットフードとして活用できる捕獲シカを回収するシカ回収車の運営

を支援 

・事業主体 市町（４市町） 

・事 業 費 シカ回収車 6,857千円/市町（リース料、燃料代等） 

      シカ回収ポスト 2,000千円/箇所×６箇所 

○ (新)シカ肉処理加工施設の個体管理支援（22,000千円） 

狩猟期に処理加工施設に搬入された個体を管理する経費を支援 



 

 

 ④

 事

 予

 対

＜廃棄物

○ 捕獲

狩

適正

 事

 対

＜シカ肉

○ 「ひ

シ

 事

○ (新

 場

 対

 内

鳥獣被害の

鳥獣に

○ 鳥獣

市

総合

 支

ハ

事業主体 

予 定 数 

対象経費 

物処理対策＞

獲個体の適

狩猟者の適

正処理に要

事業主体 

対象経費 

肉等有効活用

ひょうごニ

シカ肉のＰ

事業主体 

新)ひょうご

場  所 

対  象 

内  容 

の防止対策

［一

による農作

獣被害防止

市町が作成

合的に支援

支援メニュ

区 分 

ソフト対策

ハード対策

県 

11施設 

2,000千円

＞ 

適正処理の促

適正処理を促

要する経費

市町 

適正処理経

用対策＞

ニホンジカ推

ＰＲ活動、販

ひょうごニ

ごジビエの

神戸市内

一般県民

シカの農林

策に取り組む

一部、平成

作物等の被害

止総合対策事

成する被害防

援 

ュー 

策 

・地域

生息調

専門人

・有害捕

策 
被害防止

施設 

413 

円（上限）/

促進に向け

促進するた

を支援 

経費 1,00

推進ネット

販売流通業

ニホンジカ

日シンポジ

林業被害の

む市町への

成 29 年度２

害防止を強

事業（803,

防止計画に

対象

ぐるみの被

調査、捕獲

人材育成、

捕獲 

止施設（侵

/施設 

けた支援（1

ため、腐敗等

00円/頭以内

トワーク」へ

業者とのマ

カ推進ネッ

ジウムの開催

の状況、シカ

の支援

２月経済活性

強化するた

,656千円）

に基づく個体

象事業内容

被害防止活

獲機材の導

緩衝帯整

侵入防護柵

1,250千円）

等で搬入で

内 

への支援

ッチングを

トワーク 

催（229千円

カ肉料理の

性化対策補

め、総合的

 

体数調整、

容 

動 

入、追い払

備 等 

柵等）、処理

Ｖ 社会

） 

できない個体

（1,500千円

を支援 

円） 

の試食 

853,6

補正 113,0

的な対策を実

被害防除等

平

払い、 18

（再

理加工
62

会基盤の充実

体の埋却等

円） 

656 千円 

000 千円］

実施 

等の取組を

平成30年度

予算額 

81,399千円

再掲P410参照）

22,257千円

実 

等

 



 

 ⑤

 ⑥

 事

○ 野生

国

県単

 事

 

(拡)イノシ

生活被

シ等の捕

○ イノ

 事

 実

 対

 負

 捕

○ イノ

森

没対

○ (新

狩

図

 事

 捕

 単

 負

 実

 

ツキノワグ

ツキノ

もに、個

○ 捕獲

 有

事業主体 

生動物防護

国の鳥獣被

単独で支援

事業主体 

シシ被害対

被害が拡大

捕獲を支援

ノシシ生活

事業主体 

実施地区 

対象経費 

負担割合 

捕獲頭数 

ノシシ対策

森林動物研

対策に関す

新)狩猟期イ

狩猟期に行

る 

事業主体 

捕獲時期 

単  価 

負担割合 

実施期間 

グマ被害対

ノワグマに

個体数を適

獲対策（2,

有害捕獲の

地域協議会

護柵集落連携

被害防止総合

援 

市町 等

対策の推進

大・増加して

援 

活被害防止対

市町 

６地区 

わな見回

県：市町実

240頭 

策指導（576

研究センター

する指導を実

イノシシ捕獲

行うイノシシ

市町 

11月15日～

7,000円/頭

県：市町実

平成30年～

対策の推進

による人身事

適正に管理す

719千円）

の強化 

414 

会 等 

携設置事業

合対策事業

ている地区

対策（2,16

り費 

実負担（特

6千円） 

ーが、市、

実施 

獲拡大事業

シの捕獲行

～３月15日

頭（３頭以

実負担（特

～平成32年

事故の防止

するため、

 

業（50,000千

業が活用困難

区を対象に、

60千円）

特別交付税措

猟友会、地

業（84,000千

行為に対し

日 

上捕獲した

特別交付税措

年 

止など、住民

有害捕獲や

千円） 

難な防護柵

地元猟友

措置除く）

地元関係者

千円） 

、報償金を

た者に対し

措置除く）

民の安心・

や追い払い

Ｖ 社会

柵の復旧等

86,7

友会による加

＝１：１ 

者に対し捕獲

支給して捕

て捕獲１頭

＝１：１ 

10,9

安全を確保

い対策等を実

会基盤の充実

等について、

736 千円 

加害イノシ

獲方法や出

捕獲拡大を

頭から支給

965 千円 

保するとと

実施 

実 

シ

出

給） 



 

 

 ⑦

 

 ⑧

 狩

○ 被害

 追

火

 錯

れ

 生

サル出没対

サル被

応じた適

○ サル

サ

 事

 配

○ サル

追

 事

 対

 捕

(拡)カワウ

内水面

る繁殖抑

○ カワ

集落周辺

狩猟による

狩猟によ

害防止対策

追い払い対

集落に近

火・轟音玉

錯誤捕獲対

シカ・イ

れた山中に

生息数推定

ツキノワ

・追跡頭数

対策の推進

被害の軽減

適切な捕獲

ル監視員配

サル監視員

事業主体 

配 置 数 

ル有害捕獲

追い払い効

事業主体 

対象経費 

捕獲頭数 

ウ対策の実

面漁業被害

抑制等を実

ワウ対策連

辺での有害捕

る捕獲モニタ

より捕獲され

策・個体数管

対策 

近づくこと等

玉等を使用

対策 

イノシシ捕獲

に放獣 

定の精度向上

ワグマにGPS

数 20頭（

進 

減と地域個体

獲活動等を支

配置支援事業

員配置に要す

市町 

５人 

獲支援事業

効果のない個

市町 

捕獲、安楽

100頭（銃

実施 

害を解決する

実施すると

連絡協議会の

415 

捕獲を強化

タリング

れた個体の

管理対策

等の危険性

した追い払

獲用のわな

上調査 

Sを装着して

平成29年度

体群の存続

支援 

業（1,203千

する経費を

（492千円）

個体に対す

楽死処分経

銃器60頭、わ

るため、繁

ともに、市

の運営（42

化し、個体情

の情報収集

（8,246千円

性を学習させ

払い対策を実

なに錯誤捕獲

て行動範囲

度：10頭、

続を両立させ

千円） 

を支援 

） 

する捕獲等

経費 

わな40頭）

殖時期にお

市町の被害防

26千円）

情報を収集

を行い、生

円） 

せるため、

実施 

獲された個

囲や繁殖地状

平成30年度

せるため、

を支援 

 

おける一斉

防止計画策

Ｖ 社会

集 

生息調査に活

追い払い対

個体を、民家

状況等を調

度：10頭）

1,6

群ごとの生

9

斉捕獲や擬卵

策定を支援 

会基盤の充実

活用 

対策用の花

家から離

調査 

 

695 千円 

生息状況に

924 千円 

卵置換によ

実 

花

に



 

 

 ⑨

県

策や

 事

 開

 構

○ (新

カ

 事

 内

○ カワ

空

 事

 捕

 実

○ 繁殖

繁

 事

 実

 実

○ 立木

被

 事

 実

［参

揖保

庁事

指定管理鳥

深刻な

イノシシ

 事

県内水面漁

や効果的な

事業主体 

開催回数 

構成員数 

新)カワウハ

カワウの生

事業主体 

内  容 

ワウハンテ

空気銃を使

事業主体 

捕獲場所 

実施時期 

殖抑制対策

繁殖抑制効

事業主体 

実施場所 

実施期間 

木伐採（ね

被害が大き

事業主体 

実施場所 

参考］ 

保川、加古川

事業によりカ

鳥獣捕獲等

な農林業被

シ）を対象

事業主体 

漁連、県猟友

な捕獲等の協

県 

３回 

28団体 

ハンティング

生態知識や空

県 

座学研修

ティングチー

使用したハ

市町 

赤穂市尾崎

４月～６月

策（98千円）

効果の高い擬

市町 

伊丹市昆陽

４月～６月

ねぐら・コロ

きい地域周辺

市町 

伊丹市昆陽

川、市川な

カワウの追

等の推進

被害や自然生

象に、生息密

県 

416 

友会等の専

協議・検討

グチーム捕

空気銃によ

（１回）、現

ームによる

ンティング

崎地区 等

月頃（カワ

） 

擬卵置換を

陽池公園

月（カワウ

ロニー対策

辺のねぐら

陽池公園

などにおいて

追い払い等を

生態系への

密度の高い

専門家で構成

討を実施 

捕獲技術養成

よる捕獲技術

現地研修

る捕獲（204

グチームに

等 

ワウ繁殖期）

を営巣数の多

ウ繁殖期）

策）（100千

らやコロニ

ては、別途

を直接実施

の影響を及ぼ

い地域で県が

成する協議

成研修（96

術向上のた

（３回） 

4千円） 

よる繁殖期

） 

多い箇所で

千円） 

ーとしてい

途、内水面漁

施 

ぼしている

が捕獲事業

Ｖ 社会

議会において

6千円） 

ために研修

期一斉捕獲

での実施を

いる立木伐

漁業協同組

24,0

る指定管理鳥

業を直接実施

会基盤の充実

て、被害対

を実施 

を支援 

支援 

採を支援

組合が水産

000 千円 

鳥獣（シカ

施 

実 

対

、



 

 

 

 ⑩

 ⑪

 事

 負

(拡)特定外

外来生

費等に対

○ 捕獲

 事

 対

 対

 助

○ (新

生

 ア

 都

 

 

 わ

 都

 

 

 

 

(新)生物多

生物の

外来生物

○ 生物

 対

 内

 時

事業内容 

負担割合 

外来生物被

生物による

対し助成 

獲対策（10

事業主体 

対象経費 

対象頭数 

助成単価 

新)住民参加

生活被害が

アライグマ

都市住民に

・実施市町

・実施回数

わな購入費

都市住民が

・事 業 主

・わな購入

・負 担 割

多様性普及

の多様性の

物の情報を

物多様性シ

対  象 

内  容 

時  期 

捕獲場所や

国1/2、県

被害対策の推

る農業被害、

0,500千円）

市町 

アライグマ

7,000頭

3,000円/頭

加型捕獲対策

拡大増加し

マ等捕獲指導

に対し捕獲

町 神戸市

数 24回 

費支援 

が使用する

主 体 市町

入数 50基

割 合 県：

及啓発推進事

の保全に関す

を発信 

シンポジウム

県民、市町

生物多様性

平成30年1

417 

や生息環境

県1/2等 

推進

、生活環境

） 

マ、ヌート

頭（捕獲）

策（2,164千

している都市

導者設置

指導者によ

、西宮市、

わな購入経

町 

基 

市町実負担

事業

する県民の

ムの開催

町、事業者

性の移り変

10月（予定

境等の調査、

境被害の低減

トリアの捕獲

、3,000円

千円） 

市部を対象に

よる技術指

宝塚市、

経費を支援

担（特別交

の意識の向上

（134千円）

者等 

変わりの振

定） 

、捕獲の実

減を図るた

獲、安楽死

円/頭（安楽

に住民によ

導 

芦屋市、加

 

付税措置除

＜県政1

上や健康被

 

り返り等 

Ｖ 社会

実施 

12,6

ため、捕獲及

死等処分費 

楽死等処分）

る捕獲活動

加古川市 

除く）＝１

5

50周年記念

被害を及ぼす

会基盤の充実

664 千円 

及び処分経

） 

動を支援 

：１ 

541 千円 

念事業＞

す未定着

実 

経

 



 

 ⑫

○ 未定

 作

 一

狩猟後継者

狩猟の

ることな

○ シュ

銃

シ

体験

 事

 実

○ 狩猟

今

 事

 補

○ わな

わ

 事

 補

○ 狩猟

県

 事

 実

 受

 補

○ 銃猟

定着外来生

作成委員会

・委  員

・開催回数

一般県民向

・作成部数

 

者の確保・

の楽しみや

などにより

ューティン

銃猟への関

ミュレータ

験を実施 

事業主体 

実施回数 

猟体験会の

今後、狩猟免

事業主体 

補 助 率 

な捕獲技術

わな捕獲技

事業主体 

補 助 率 

猟免許講習

県猟友会が

事業主体 

実施回数 

受講者数 

補 助 率 

猟初心者講

生物パンフ

会の開催 

員 学識者1

数 ２回 

向けパンフ

数 360部

育成 

や公益性を県

、野生動物

ングシミュ

関心を高め、

ターを活用

県（(一社

７回/年

の開催支援

免許の取得

市町 

100千円/市

術アップ講習

技術向上のた

市町 

10千円/市

習会支援事業

が狩猟免許試

(一社)兵庫

年３回 

400人 

1/2 

講習会支援事

418 

レットの作

10名 

レットの作

県民にＰＲ

物の保護管

レーター活

、狩猟入門

し、研修会

社)兵庫県猟

（1,000千

得を目指す者

市町（定額

習会の開催

ための講習

市町（1/10）

業（342千

試験受験希

庫県猟友会

事業（298千

作成（407千

作成 

Ｒし、狩猟者

管理の担い手

活用事業（3

門者の裾野を

会、各種イベ

猟友会に委託

円） 

者を対象に行

額） 

催支援（100

習会の開催を

） 

円） 

希望者を対象

会 

千円） 

千円） 

者の社会的

手である狩

302千円） 

を広げるた

ベント等に

託） 

行う狩猟体

0千円） 

を支援 

象に実施す

Ｖ 社会

3,0

的価値の理解

狩猟者を育成

ため、シュー

において、銃

体験会等の開

する講習会へ

会基盤の充実

042 千円 

解を促進す

成 

ーティング

銃猟の模擬

開催を支援

への助成

実 

す

グ

擬

 



 

 

 ⑬

 ⑭

新

会を

 事

 実

 受

 補

○ 狩猟

銃

 事

 対

 補

有害鳥獣捕

狩猟者

成に取

○ 有害

新た

 事

 実

 受

○ 有害

狩猟

よるマ

 事

 受

 

(新)GIS シ

対策の

するシス

○ 獣害

獣害

新たに猟銃

を開催 

事業主体 

実施回数 

受講者数 

補 助 率 

猟技能向上

銃猟技能向

事業主体 

対象経費 

補 助 率 

捕獲狩猟者

者のうち有

り組み、安

害鳥獣捕獲

たに有害鳥

事業主体 

実施内容 

受講者数 

害鳥獣捕獲

猟免許を所

マンツーマ

事業主体 

受講者数 

システム活

の立案や効

ステムを開

害対策GISシ

害対策関連

銃免許を持っ

(一社)兵庫

１回 

50人 

1/2 

上促進事業

向上のための

(一社)兵庫

射撃訓練に

1/2 

者育成プロジ

有害鳥獣捕獲

安定的な有害

獲入門講座運

鳥獣捕獲活動

県（(一社

初年度：講

30人（県下

獲実践研修

所有し、一定

マン技術指導

(一社)兵庫

40人 

用による獣

効果検証に活

開発 

システムの

連データをク

419 

った者を対

庫県猟友会

（1,000千

の射撃訓練

庫県猟友会

に必要な経

ジェクト

獲に従事し

害鳥獣捕獲

運営（新人

動に従事す

社)兵庫県猟

講義・実習を

下２地区で

（中堅の育

定の捕獲経

導を実施

庫県猟友会

獣害対策の

活用するた

の開発 

クラウドで

対象に、猟銃

会 

円） 

練を支援 

会 

経費 

しようとす

獲実施体制の

人の育成）

する者を対象

猟友会等に一

を９日程度、

で開講（各1

育成）（1,60

経験のある者

会支部 

の強化

ため、獣害対

で一元管理す

銃の取扱い

る者を対象

の構築を推

（10,556千

象に、入門

一部委託）

次年度：実

15人）） 

00千円） 

者等に対し

対策に関す

するシステ

Ｖ 社会

等の講習や

12,1

象に、技術等

推進 

円） 

門講座を運

 

実習中心に

して、熟練狩

41,8

するデータを

テムを開発 

会基盤の充実

や銃猟見学

56 千円 

等の人材育

営 

８日程度

狩猟者に

847 千円 

を一元管理

実 

学

育

理



 

 ⑮

 
 ＜動

 ①

 

狩猟者育成

狩猟知

ンター

○ 事業

○ 実施

動物愛護セ

(新)犬猫の

犬や猫

実施 

○ 愛護

 内

 

○ 猫の

 動

 譲

 動

 

成センター

知識・技術

（仮称）整

業主体 県

施内容 土

ンターの機

の「殺処分

猫の殺処分

護館展示コ

内容 

・猫の屋内

家庭の居

・啓発・レ

の適正飼養

動物愛護推

・セミナー

・愛護推進

譲渡候補猫

・SNSを活用

動物愛護イ

・20周年記

どうぶつラ

 

ー(仮称)の整

術の習得、銃

整備に向けた

県 

土壌及び水質

機能強化＞

分ゼロ」を目

分のゼロを

コーナー等

内飼養モデル

居間を再現

レクチャーコ

養啓発強化

推進員等の育

ー等を実施で

進員に対する

猫ライブ配信

し、猫舎など

イベントの開

記念フェア

ライブラリー

420 

整備の検討

銃猟による

た調査等

質等の環境

 

目指した取

目指すため

リニューア

ルルーム設

し、猫の屋

コーナー、

（4,500千

育成・質の

できる人材

る研修内容

信 

どに備え付けた

開催 

として複数

ーの蔵書充

討

捕獲技術向

境調査 

取組の推進

め、適正飼養

アル（41,90

設置 

屋内飼養をイ

ふれあい館

円） 

の向上 

材・ボランテ

容等の充実

た小型カメラ

数地域で愛護

充実（ひょ

向上を目的

養や動物愛

03千円） 

イメージし

館、ふれあ

ティア団体

・民間団体

で猫の様子を

護イベント

うごふるさ

Ｖ 社会

1,7

的とした狩猟

46,4

愛護思想の普

しやすく展示

あい広場改修

体等の育成 

体に対する研

をリアルタイム

トを開催 

さと寄附金事

会基盤の充実

742 千円 

猟者育成セ

403 千円 

普及啓発を

示 

修 

研修実施

ム配信 

事業） 

実 



 

 (2)

 ＜次

 ①

 

 ②

 

次世代エ

次世代エネル

(拡)次世代

エネル

えたエネ

○  (拡

水

 水

 

 

○ 播磨

エ

ルギ

○ 日本

 北

 研

 国

○ 海洋

但

促進

 海

 広

(新)水素ス

水素ス

○ 対象

○ 補助

エネルギー

ルギーの開

代エネルギ

ルギー分野

ネルギー対

拡)水素エネ

水素をエネ

水素社会戦

(新)水素社

(新)水素受

磨臨海エネ

エネルギー

ギー利用を

本海側での

北近畿にお

研究会の開

国への整備

洋エネルギ

但馬沖にお

進するとと

海洋エネル

広報活動

ステーショ

ステーショ

象経費 水

助限度額 以

・

・

ーステーシ

開発促進＞

ギーの開発促

野における新

対策を実施

ネルギーの

ネルギーと

戦略研究会

社会推進構想

受入基地立地

ネルギー自立

ー多消費型産

を構築するた

のエネルギー

おける広域ガ

開催 

備提案に要す

ギー資源開発

おけるメタン

ともに、開発

ルギー資源開

（メタンハイ

ョン整備促進

ョンの県内へ

水素ステーシ

（設計費、設

以下のいずれ

50,000千円

対象経費か

421 

ョンの活用

 

促進

新たな課題

の普及促進

して利用す

・ワーキン

想（仮称）

地の具体化

立圏構想の

産業が集積

ための事業

ーセキュリ

ガスパイプ

する調査の

発の促進

ンハイドレ

発に向けた

開発促進日

イドレート

進補助事業

への整備促

ションの設

設備機器費

れか小さい

円 

から国補助

用と地球環境

題・動向に対

（5,278千

する水素社会

ンググループ

の策定 

化に向けた調

の推進（498

積する播磨臨

業化可能性等

リティの促進

プラインの整

の実施 

（1,670千円

レートの早期

た気運を醸成

日本海連合へ

ト開発に向

業

促進を図るた

設置に要す

費、設備工事

い額 

助金と100,0

境の調和 

対して、本

円） 

会に向けた

プの開催 

調査 

8千円） 

臨海部にお

等を事業者

進（3,336千

整備等につ

円） 

期実用化に

成 

への参画 

けた取組状

ため、整備

る経費 

事費等） 

000千円を控

Ｖ 社会

10,7

本県の地域特

た取組の推進

おいて、効率

者と共同で検

千円） 

ついて検討 

に向けた研究

状況等の情報

50,0

備費の一部

控除した額

会基盤の充実

782 千円 

特性を踏ま

進 

率的なエネ

検討 

究開発を

報発信）

000 千円 

を補助 

額 

実 



 

 ③

 

 ＜再

 ①

 

 ②

(新)将来の

県政

県におけ

○ 全県

 開

 開

 参

 内

○ ワー

 開

 内

再生可能エ

(拡)住宅用創

創エネ

ー・省エ

○ 融資

○ (拡)

※V

○ 融資

○ 償還

○ 融資

○ 融 

(新)スマー

電力の

費用の補

の CO2フリー社

150 周年を

ける CO2フ

県フォーラ

開催時期 

開催場所 

参 加 者 

内  容 

ークショッ

開催場所 

内  容 

ネルギーの

創エネルギー・

ネルギー・

エネルギー

資対象者 県

を

対象設備 住

30年

V2H：電気自

資利率 0.

還期間 10

資限度額 5,

資 枠 46

ートライフ

のピークカ

補助を実施

社会の実現に向

を記念し、1

リー社会の

ラム 

平成31年

神戸市内

200名 

基調講演、

ップ 

県内各地

地域に根

い、意見を

の活用促進

省エネルギー設

省エネルギ

ー設備の導入

県内で自ら居

を設置する者

住宅用太陽光

年度からV

自動車等の電

8％ 

0年以内 

000千円(複

6億円 

フの普及促進

カットや自己

施 

422 

向けた県民フ

150 年前、

の実現に向

１～２月頃

、パネルデ

(10か所程度

ざしたCO2フ

を全県フォ

と地域環境

設備設置特別融

ギー設備の

入に対し、

居住する住

者のうち、

光発電設備

2H※も対象

電力を家庭用

複数設備を

進

己消費の拡

ォーラムの開

50 年前、現

けた道筋を

頃 

ディスカッシ

度を予定)

フリー社会

ォーラムの講

境との調和

融資の実施

の普及を図

低利な融資

住宅に創エネ

「うちエ

備、家庭用燃

象）、断熱化

用の電力供給

をあわせた融

拡大に資す

開催

＜県政

現在を比較

を示す全県

ション 

会の実現に向

講演内容に

＞ 

るため、住

資を実施 

ネルギー・

コ診断」を

燃料電池、

化工事、省

給源とするこ

融資の場合

る家庭用蓄

Ｖ 社会

1,0

政 150 周年記

較しながら、

県フォーラム

向けた意見

に反映 

3,686,9

住宅への創

省エネル

を受診した者

家庭用蓄電

エネ化工事

ことを可能に

合は合計額

10,0

蓄電システ

会基盤の充実

000 千円 

記念事業＞

将来の本

ムを開催 

見交換を行

964 千円 

エネルギ

ギー設備

者 

電池（平成

事 等 

にする設備

の上限) 

000 千円 

ムの導入

実 

 

本

成



 

 

 ③

 

 ④

○ 補助

 

 

○ 補助

○ 補助

環境保全

県内中

証協会及

○ 融 

○ 融資

○ 融資

○ 償還

○ 融資

(拡)地域創

バラン

可能エネ

○ 再生

 貸

 事

 貸

 貸

 貸

 貸

○ (拡

 立

助対象者  

自ら居住す

「うちエコ

助対象経費 設

助単価 1.

・グリーン

中小企業の

及び金融機

資 枠 ９

資対象者 県

資利率 0.

還期間 10

資限度額 １

創生！再エ

ンスのとれ

ネルギー発

生可能エネルギ

貸付対象 

事業主体 

貸付限度額 

貸付期間 

貸付利息 

貸付団体数 

)再生可能エネ

立ち上げ時

・補助対象経費

・対象団体

・補助上限額

する県内の住

コ診断」を受

設備購入に要

5万円/kWh

ンエネルギー

の環境保全、

機関との協調

９億円 

県内に工場等

7％ 

0年以内 

億円／１企

エネ発掘プロ

れた再生可能

発電設備の導

ギー発電設備

小水力発電、

地域団体等

30,000千円

20年以内

無利子 

２件 

ネルギー発電

時の取組支援

費 勉強会、

体 小水力発

検討して

額 300千円

423 

住宅に対象

受診した者

要する経費

h（上限150

ー設備設置

、グリーン

調融資を実

等を有する

企業・組合

ロジェクト

能エネルギ

導入等を支

備導入に対する

小型バイオマス

等 

円/件 

電事業の地域住

援 

、現地調査

発電、小型

ている地域

円（定額）

象設備を購入

者 

費 

0千円） 

置融資の実施

ンエネルギー

実施 

る中小企業者

合当たり 

トの展開

ギーの導入

支援 

る無利子貸付

ス発電、小型風

住民立ち上げ

査、先進地視

型バイオマス

域団体等 

入し設置す

施

ー等の導入

者 等 

を促進する

事業（審査会

風力発電、太陽光

時の取組等の

視察等に要

ス発電、小

Ｖ 社会

するもの 

536,9

入促進のため

6,8

るため、先進

会等経費236千

光発電（先進モ

の支援（6,60

要する経費 

小型風力発電

会基盤の充実

980 千円 

め、信用保

844 千円 

進的な再生

千円） 

モデルに限る）

08千円）

電の導入を

実 

保

生



 

 ⑤

 

 ⑥

 
 

 基

 

(新)食品残

食品廃

を実施 

○ 事業

 メ

○ 実施

○ 事業

(拡)企業庁

○ 企業

再

備

 施

 発

○ (新

 電

谷ダ

 対

・箇 所 数

基本調査等

・補助対象経費

・対象団体

・補助上限額

・補 助 率

・箇 所 数

残渣等小規模

廃棄物等を

業内容  

メタン発酵

・食品廃棄

・メタン発

施主体 ひ

業期間 平

庁による再

業庁メガソ

再生可能エ

した大型太

施 設 数 

発電出力 

新)神谷ダム

電力量の削

ダム小水力

対  象 

 

数 ５か所

等補助 

費 事業性評

体 小水力発

検討して

額 5,000千

率 1/2 

数 ２か所

模地産エネル

を活用した再

酵事業の実証

棄物等の発生

発酵施設の技

ひょうごエコ

平成30年～平

再生可能エネ

ソーラープロ

エネルギー普

太陽光発電施

12箇所 

29,600kw 

ム小水力発電

削減や地球温

力発電の増強

神谷ダム小

424 

評価に必要

発電、小型

ている地域

千円 

ルギー導入促

再生可能エ

証調査 

生抑制 

技術動向

コタウン推

平成31年

ネルギーへ

ロジェクト

普及拡大へ

施設の効率

 

電の増強(9

温暖化防止

強を推進

小水力発電

要な調査等に

型バイオマス

域団体等 

促進事業の実

エネルギー導

推進会議 

への取組

ト(1,238,29

への貢献、保

率的な維持管

9,500千円)

止対策（CO2

電施設 

に要する経

ス発電、小

実施

導入を促進

90千円) 

保有資産の

管理に努め

) 

2削減）を更

Ｖ 社会

経費 

小型風力発電

14,9

進するため

1,247,7

有効活用を

め、売電収入

更に進める

会基盤の充実

電の導入を

940 千円 

、実証調査

790 千円 

を目的に整

入を確保

るため、神

実 

査

整



 

 ＜省

 ①

 

 ②

 

 ③

省エネの推進

(拡)うちエ

家庭部

案する

○ うち

診

診断

○ 融資

住

 件

○ (新

資

 場

(新)中小事

省エネ

に、省エ

を支援 

○ 対象

○ 対象

○ 補 

(新)ひょう

ひょ

を開催 

○ 県民

ひ

発に

○ シン

進＞ 

エコ診断の

部門からの

「うちエコ

ちエコ集団

診断士が地

断を実施 

資制度利用

住宅用創エ

件  数 

新)うちエコ

資格取得者

場  所 

事業所省エ

ネ診断等を

エネ設備へ

象事業所 エ

を

象設備 事

助 率 1/

うご健康・

うご健康・

民会議の設

ひょうご健

に取り組む

ンポジウム

の推進 

のCO2排出削

コ診断」を実

団・個別診断

地域の公民館

用者に対する

エネルギー

240件 

コ診断士資格

者増につなが

３か所 

エネ設備導入

を受診し、専

への更新や

エコアクシ

を含む)県内

事業所やビル

/3（上限1,

省エネ住宅

省エネ住宅

設立（平成3

健康・省エネ

む 

ムの開催 

425 

削減を図るた

実施 

断（1,184千

館や企業の

る診断（93

・省エネル

格取得促進

がるよう、

入等の促進

専門家から

EMS（エネ

ョン21また

内の中小事

ル等に設置

,000千円）

宅シンポジ

宅を推進す

30年４月）

ネ住宅を推

ため、ライ

千円） 

の会議室等

34千円）

ルギー設備設

進講座（63千

県内各地

進

設備更新の

ルギーマネ

たはISO1400

業所等 

置する省エネ

 

ジウムの開催

する県民会議

 

推進するため

フスタイル

での集団診

設置特別融

千円） 

で講座を開

の提案を受

ネジメント

01の認証・

ネ設備（更

催

＜県政

議を設立し

め、県民会

Ｖ 社会

2,1

ルに応じた

診断や家庭

融資制度の

開催 

40,0

受けた事業所

システム）

登録を受

更新）及びE

7

政 150 周年記

し、設立シン

会議を設立し

会基盤の充実

81 千円 

た対策を提

での個別

借入要件

000 千円 

所等を対象

の設置等

けた(予定

EMS 

700 千円 

記念事業＞

ンポジウム

し、普及啓

実 

象

等

 

啓



 

 ④

 

 ⑤

 

 記

 

(拡)ひょう

環境事

動発表及

○ 対 

○ 開催

○ 開催

○ 内 

(拡)幼児期

幼児期

ワーク化

○ 「う

を作

 作

○ 専門

 対

 派

記念講演、

うご環境担

事業の横展

及び意見交

 象 学

催時期 平

催場所 神

 容 基

期等の環境

期等の環境

化を推進 

うちエコキッ

「うちエコ

作成 

作成部数 

門家等派遣

対  象 

派遣回数 

 

パネルディ

担い手サミッ

展開に向けた

交換を実施

学生・企業

平成30年12月

神戸市内（予

基調講演、グ

境学習ネッ

境学習を支援

ッズ」を活用

コキッズ」を

4,800部（

遣事業の実施

環境学習に

30回程度

426 

ィスカッシ

ット開催事

た交流を促

・ＮＰＯ・

月頃 

予定） 

グループデ

トワーク化

援するため

用した授業実

を普及させ

（県内全小学

施（500千

に取り組む

ション 

事業

促進するた

地球温暖化

ディスカッシ

化推進事業

め、環境体験

実施のための

るため、授

学校750校、教

円） 

む幼稚園、保

＜県政

め、環境保

化防止活動

ション 

験事業を通

のマニュアル

業での活用

教育事務所、

保育園、認

Ｖ 社会

1,0

政 150 周年記

保全活動の担

動推進員な

9

通じて形成し

ル作成（432

用手引（マニ

、市町教委等

認定こども

会基盤の充実

000 千円 

記念事業＞

担い手の活

ど 

932 千円 

したネット

2千円） 

ニュアル）

等に配布）

園 

実 

 

活
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 ①

 

 ②

 

 ③

 

 

 

快適な生

(新)第12回世

エメッ

おける国

○ エメ

 開

 開

 本

○ エメ

(新)環境基

千苅水

実施 

○ 調査

○ 調査

低公害車等

ディー

境の改善

○ 低公

 補

 対

 対

○ 運送

 補

 

 対

 対

生活環境の

世界閉鎖性海域

ックス会議

国際貢献を

メックス12

開 催 時 期

開 催 場 所

本県参加者

メックス12

基準未達成

水源池の環

査地点 10

査回数 年

等の導入促

ーゼル車等

善を図るた

公害車導入

補 助 額 

対 象 者 

対象車種 

送事業者へ

補助基準額 

    

対 象 者 

  

対象車種 

の構築 

域環境保全会議

議の提唱者

を推進 

2への参加

期 平成30年

所 タイ王国

者 ５名 

2日本委員会

成湖沼の汚濁

環境基準達成

0地点 

年６回（晴天

促進 

等から排出

ため、低公害

入補助事業

通常車両価

低公害車（白

ハイブリ

への低公害車

新車導入

改  造

低公害車

車リース事

天然ガス、

427 

議（エメックス

として、日

（1,871千

年11月４日

国・パタヤ

会への参画

濁負荷調査

成に向けた

天時４回、

される窒素

害車等の導

（6,697千

価格との差

白ナンバー）

ッド（バス

車普及促進

通常車両価

改造費の

（緑ナンバ

事業者、そ

、ハイブリ

ス12）開催協力

本委員会へ

円） 

日～８日（

ヤ 

画（700千円

査の実施

た原因究明の

雨天時２回

素酸化物及び

導入を支援

円） 

差額の1/2

を導入する法

ス・トラッ

進補助事業

価格との差額の

の1/3 

バー）を導入

それらに補助

リッドのバス

力事業

への参画を

５日間） 

円） 

のため、流

回） 

び粒子状物

（上限1,000

法人・個人事業

ク）、電気、

（21,585千

の1/3 

入する民間

助する市町

ス、トラッ

Ｖ 社会

2,5

を通じて、環

5

流入河川の水

28,2

物質を削減

0千円） 

業者に補助す

、燃料電池

千円） 

間運送事業者

町 

ック 

会基盤の充実

571千円 

環境分野に

500 千円 

水質調査を

282 千円 

し、大気環

する市町 

池 

者、自動

実 

に

環



 

 ④

 

 ⑤

 

(新)次世代

大気環

自動車シ

○ 期間

○ 場所

○ 主催

○ 内容

微小粒子状

高濃度

に対して

○ 広東

 内

○ ＰＭ

 兵

○ 民間

 技

 

代自動車普

環境改善を

シンポジウ

間 平成30

所 神戸コ

催 (一財)

容 学術発

状物質（Ｐ

度のＰＭ2.

て大気汚染

東省政府関

内容：講義

Ｍ2.5共同調

兵庫県環境

間企業の技

技術交流ワ

 

普及促進事業

を図るため、

ウム＆展示会

0年９月30

コンベンシ

)日本自動車

発表、展示会

ＰＭ2.5）対

5が問題と

染対策に関す

関係者訪日研

義、分析等研

調査研究

境研究センタ

技術交流 

ワークショ

428 

業の実施

、次世代自

会）に展示

日～10月３

ョンセンタ

車研究所

会 

対策の国際協

となってい

する技術交

研修の実施

研修、企業

ターと広東省

ップ開催等

自動車の啓発

示ブースを出

３日 

ター 

（JARI） 

協力事業の

る中国につ

交流・協力

施 

業研修 

省関係機関

等により大気

＜県政

発として、

出展 

の実施

ついて、友好

を実施 

が中心とな

気汚染防止

Ｖ 社会

5

政150周年記

ＥＶＳ31

3,1

好関係にあ

なり共同調査

止技術の交流

会基盤の充実

569 千円 

記念事業＞

（国際電気

40 千円 

ある広東省

査を実施

流を促進

実 

  

気



 

 (4)

 ①

 

 ②

 ③

 

廃棄物対

(新)海ごみ

海洋環

回収処理

○ 事業

 役

 漂

○ 負担

(新)災害廃

市町の

ターを設

○ 設置

○ 事業

 災

 災

 災

 

(新)解体工

アスベ

ト飛散防

○ アス

携

ロー

対策の強化

み回収・処

環境の保全

理を促進 

業内容 

役割分担・

漂流ごみや

担割合 国

廃棄物処理

の円滑な災

設置 

置場所 

業内容 

災害廃棄物

災害廃棄物

災害廃棄物

工事等アス

ベスト使用

防止の徹底

スベストス

携帯型アス

ール時等に

 

化 

処理システム

全を図るため

処理ルー

や海底ごみな

国7/20、県3

理サポートセ

災害廃棄物処

（公財）ひ

物処理施設の

物対策研究会

物対策研修

スベスト対策

用建築物の解

底を図るため

スクリーニン

スベストアナ

に活用 

429 

ムの構築

め、対策に

トの確立

などの回収

3/20、市町

センターの

処理を促進

ょうご環境

の情報整理

会の設置

（図上演習

策の実施

解体件数が

め、解体工

ング調査

ナライザー

に必要な役

収・処理 

町3/20 

の設置

進するため、

境創造協会

理 

習）の実施

が今後ピー

工事現場でア

ーを試験的に

割分担・処

、災害廃棄

クを迎える

アスベスト

に導入し、

Ｖ 社会

5

処理ルート

1,0

棄物処理サポ

7

ることから

ト含有調査

解体工事の

会基盤の充実

542 千円 

を確立し、

000 千円 

ポートセン

778 千円 

、アスベス

を実施 

の監視パト

実 

ン



 

３ 

 (1)

 ①

 

 ②

 

 ③

 

 ④

交流・生

基幹道路

名神湾岸連

早期事

○ 平成

 将

 交

播磨臨海地

国が実

○ 平成

 将

 有

 道

 環

北近畿豊岡

北近畿

踏まえ、

○ 平成

 地

 

新名神高速

平成3

槻ＪＴＣ

ック効果

 調

 内

  

 

活基盤の整

路の整備 

連絡線事業

事業着手に

成30年度事

将来交通量

交差点飽和

地域道路計

実施する計

成30年度事

将来交通量

有料道路事

道路予備設

環境調査等

岡自動車道

畿豊岡自動

、北近畿豊

成30年度事

地形測量 

ＩＣアクセ

速道路のス

30年３月18

Ｃ・ＩＣ間

果を把握す

調査時期 

内  容 

    

整備 

業評価調査の

に向け、関連

事業内容 

量推計 

和度・騒音予

計画調査の実

計画段階評価

事業内容 

量推計 

事業の導入検

設計 

等 

道関連調査の

動車道と山陰

豊岡自動車道

事業内容 

セス道路の予

ストック効果

8日に神戸

間は平成29年

するための調

平成29～3

新名神高速

大阪府、京

430 

の実施

連調査を実

予測等算出

実施

価にあわせ

検討 

の実施

陰近畿自動

道の関連調

予備設計

果共同調査

ＪＣＴ～高

年12月に開

調査を実施

30年度 

速道路開通

京都府と共

実施 

出 

せ、関連調査

動車道の接続

調査を実施

査の実施

高槻ＪＣＴ

開通済）する

施 

通前後の交通

共同で実施

査を実施 

続部でのル

・ＩＣ間が

ることから

通量調査を

Ｖ 社会

10,0

50,0

10,0

ルート帯検討

3,9

が開通（川西

ら、渋滞解消

を国、ＮＥ

会基盤の充実

000 千円 

000 千円 

000 千円 

討結果を

900 千円 

西ＩＣ～高

消などスト

ＸＣＯ、

実 

高



 

 ⑤

 ⑥

 

 ⑦

 

 ⑧

ひょうご基

地域創

あり方」

○ 事業

○ 平成

 

(新)地域と未来

基幹道

ポジウム

○ 開催時

○ 対 

○ 定 

○ 内 

(新)大鳴門

サイク

大鳴門橋

○ 検討

 暴

 部

 橋

○ 負担

(新)神戸淡

平成

用による

○ 記念

 時

基幹道路ネッ

創生の実現

」をもとに

業期間 平

成30年度事

「ひょうご

 

来をつなぐ“ひょ

道路ネットワ

ムを開催し、

時期・場所  

象 者  

 員  

 容  

門橋自転車

クリングコ

橋への自転

討内容 

暴風時の応

部分模型を

橋梁全体の

担割合 兵

淡路鳴門自

30 年４月

る連携・交

念フォーラ

時  期 

ットワーク整

現に向け、平

に、長期的な

平成29～30年

事業内容 

ご基幹道路ネ

ょうご基幹道路ネ

ワークにつ

、基幹道路

夏～秋（神

県内在住

各300名

講演、パネ

車道設置の検

コースとして

転車道設置の

応力解析を実

を作成し、風

の耐風安定性

兵庫県1/2、

自動車道全通

５日に全通

交流促進のた

ラム 

 平成30年

431 

整備基本計画

平成 29 年

な基幹道路

年度 

ネットワー

ネットワーク”

ついて幅広

路のミッシ

神戸・姫路

・在勤・在

ネル展示等

検討

て高い評価

の実現可能

実施 

風洞実験を

性を解析

徳島県1/2

通 20 周年記

通 20 周年を

ため、記念

年７月29日

画(仮称)の策

度にとりま

路ネットワー

ーク整備基本

シンポジウム

く情報発信

ングリンク

路・但馬）

在学の方、経

等 

価を受ける淡

能性を検討

を行い、耐風

2 

記念事業の

を迎えるこ

念事業を実施

日（予定）

策定

まとめる「

ークの整備

本計画（仮

＜県政

信するため、

ク早期解消に

経済界関係

淡路地域の

風安定性を

の実施

 ＜県政

とを契機に

施 

Ｖ 社会

4,5

「ひょうご基

備基本計画

仮称）」策

2,9

政 150 周年記

、県内３箇

に向けた機

係者、行政

23,0

の振興を図

を確認 

1,8

政150周年記

に、利用促進

会基盤の充実

500 千円 

基幹道路の

を策定 

定 

900 千円 

記念事業＞

箇所でシン

機運を醸成

関係者等

000 千円 

るため、

800 千円 

記念事業＞

進や道路活

実 

 

 

活 



 

 

 ⑨

 場

 内

 負

○ 各種

各イ

大阪湾岸道

大阪湾

○ 大阪

 区

 延

 車

場  所 

内  容 

負担割合 

種記念イベ

イベントを

道路西伸部

湾岸道路西

阪湾岸道路

区  間 

延  長 

車 線 数 

 淡路夢舞

 基調講演

 兵庫県1

ベントのＰＲ

を集約したガ

部整備への支

西伸部整備の

路西伸部の概

六甲アイラ

14.5km 

６車線 

432 

舞台国際会

演、パネル

1/3、徳島県

Ｒ 

ガイドブッ

支援

の国直轄事

概要 

ランド北

会議場 

ルディスカ

県1/3、本

ック・ポス

事業におけ

（神戸市東灘

ッション 

四高速（株

ター・チラ

る神戸市負

灘区）～駒

Ｖ 社会

等 

株）1/3 

ラシ・ＨＰ等

16,8

負担の1/2を

駒栄（同市長

会基盤の充実

等の作成

839 千円 

を市へ補助

長田区）

実 



 

 (2)

 ①

 

 ②

 

 ③

 

港湾・空

姫路港旅客

旅客船

るリニュ

所に至る

○ 実施

 地

 旅

コンテナ貨

内航フ

量の増加

○ 内航

 助

 助

(拡)姫路港

陸上輸

における

○ (新

 実

 

 実

空港の有効

客ターミナ

船利用者の利便

ューアル基本

るエリアの調査

施内容 

地形・用地

旅客船ター

貨物取扱量

フィーダー

加を促進す

航コンテナ

助 成 先 

助 成 額 

港におけるモー

輸送から海

る内航フィ

新)トライア

実施内容 

    

実施時期 

 

効活用 

ナルエリアの

利便性、快適性

本計画を踏まえ

調査・設計を実

地測量、地質

ーミナル・浮

量増加に向け

ー網の充実強

するため、内

ナ貨物助成事

姫路港等の

コンテナ貨

３千円/Ｔ

ーダルシフト

海上輸送への

ィーダー航路

アル輸送の実

内航船社等

可能性を検

平成30年

433 

のリニュー

性の向上とに

え、ポートセ

実施 

質調査 

浮桟橋の概

けた取組

強化を図り

内航コンテ

事業 

の公共埠頭

貨物輸送を

ＴＥＵ（20

に向けたトラ

のモーダル

路の開設に

実施 

等にコンテ

検証 

７月～10月

ーアル

にぎわいの創

センターから

概略設計等

り、阪神港へ

テナ貨物助成

頭と阪神港

を行う荷主企

フィートコ

ライアル輸送の

ルシフトを強

に向けたト

テナ貨物の輸

月頃 

創出を図るため

旅客船ターミ

への集貨及

成事業によ

との間で内

企業 等 

コンテナ換算

の実施

強化するた

ライアル輸

輸送を委託

Ｖ 社会

54,0

め、平成29年

ミナル、クル

29,5

及びコンテナ

よる支援を実

内航船を利用

算） 

27,1

ため、姫路港

輸送を実施 

託し、航路開

会基盤の充実

000 千円 

年度に策定す

ルーズ船発着

567 千円 

ナ貨物取扱

実施 

用して 

12 千円 

港－神戸港

開設の実現

実 

す

着

扱

港

現 



 

 ④

 

 

 

 

 

 ⑤

     

 

 ⑥

尼崎西宮芦

フェニ

ざし、必

○ 整備

○ 事業

但馬路線の

機材の

アコミュ

○ 機材

    

○ 全体

 

料

(新)「但馬

新型機

拡大の取

尼崎

芦屋港フェ

ニックス事

必要なイン

備内容 雨

業期間 平

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の機材更新

の経年化が

ューター(株

材購入者 

     

体事業費 

日本エアコ

料をTACへ毎

馬空港×ATR

機就航によ

取組を展開

崎西宮芦屋港フェ

分譲予

(平

ェニックス事

事業用地にお

ンフラを整備

雨水排水、区

平成22～35年

新 

が進む但馬路

株)の機材更

但馬空港タ

※ TACが機

27.3億円

コミューター

毎年度支払

機」スター

よる座席増

開 

ェニックス事業

H29 整

予定地 

メガソーラー発

平成 26 年 12 月売

434 

事業用地の

おいて、地

備 

区画道路の

年度 

路線の安全

更新計画に

ターミナル

機材を購入

ー(株)は、

払 

ートダッシュ

(36席→48席

用地

整備箇所

発電 

売電開始) 

分

の整備

域経済を牽

の整備 

全で安定的な

にあわせて、

ル(株)（TAC

入し、日本エ

但馬路線以

ュ利用拡大事

席)を活かす

フ

管

分譲予定地 

-1
2ｍ

牽引する優

な運航を維

、新型機材

C） 

エアコミュ

以外の利用

事業

＜県政

すため、こ

ェニックス平

安定型
管理型 

耐
震
岸
壁

ｍ
岸
壁
　
２
ﾊﾞ
ｰｽ

　
Ｌ
=4
80
ｍ

-7

Ｖ 社会

329,0

優良な企業の

57,4

維持するた

材（ATR機）

ューター(株

に要する機

3,6

政150周年記

の機をとら

平面図 

型 

7.
5ｍ

岸
壁

Ｌ
=1
30
ｍ

会基盤の充実

000 千円 

の立地をめ

401 千円 

め、日本エ

を導入 

株)へ貸与

機材リース

600 千円 

記念事業＞

らえた利用

H30 整備箇所

実 

エ

 

所 



 

 

 ⑦

 

 ⑧

 

○ 首都

航

ス等

助成

○ ATR

就

○ 負担

(新)但馬空

新型機

大を図る

○ 実施

○ 事業

※但

但馬－羽田

但馬－

利用を促

○ 事業

○ 事業

 個

 但

 羽

○ 負担

都圏からの

航空券と宿

等をセット

成 

R機初利用キ

就航後期間

担割合 県

空港 ATR 機

機の就航及

るため、初

施時期 平

業主体 県

但馬空港推

田直行便の

－羽田直行

促進 

業主体 但

業内容 

個人旅行商

但馬誘客の

羽田乗継便

担割合 県

 

の団体旅行商

宿泊施設に加

トにした首都

キャンペー

限定で、AT

県1/2、但馬

機就航記念事

及び但馬路線

初就航記念式

平成30年５月

県 

推進協議会及

の実現に向け

行便の実現に

但馬空港推進

商品への助成

のための魅力

便利便性周知

県1/2、但馬

435 

商品の開発

加え、但馬

都圏からの

ーンの実施

TR機利用者

馬空港推進協

事業の実施

線を県内外

式典を開催

月７日 

及び但馬空

けた取組

に向け、首

進協議会

成等（但馬

力発信（羽

知（雑誌・

馬空港推進協

発(2,600千

空港から観

の団体旅行

(1,000千円

者に記念品を

協議会1/2

施

外に広く周知

催 

空港ターミナ

都圏での観

馬⇔羽田個人

羽田空港ラ

ネット広告

協議会1/2

円) 

観光地等を

商品を開発

円) 

を進呈するキ

＜県政

知し、但馬

ナル(株)と

観光ＰＲな

人旅行商品

ッピング広

告、乗継キ

Ｖ 社会

周遊するマ

発し、利用拡

キャンペー

2,0

政150周年記

馬路線の一層

と連携 

6,3

どによる羽

品への助成等

広告等） 

キャンペー

会基盤の充実

マイクロバ

拡大のため

ンを展開 

000 千円 

記念事業＞

層の利用拡

300 千円 

羽田乗継便

等） 

ン等） 

実 

バ

 

拡

便



 

 (3)

 ①

 

 ②

 

 ③

 

 ④

地域交通

(新)米子

今後の

崎温泉間

○ 事業

 現

列

 列

○ 事業

○ 負担

鉄道軌道安

安全輸

○ 神戸

 事

○ 北条

 事

○ 北近

 事

北神急行電

北神急

○ 支援

○ 事業

○ 負担

北近畿タン

上下分

維持する

○ 支援

通の充実 

・鳥取－城

の山陰本線

間の特別列

業内容 

現在直通列

列車を運行

列車運行は

業主体 兵

担割合 県

安全輸送設

輸送の確保

戸電鉄（15

事業内容 

条鉄道（3,

事業内容 

近畿タンゴ

事業内容 

電鉄安定運

急行の運賃

援期間 ５

業内容 車

担割合 国

ンゴ鉄道の

分離方式の

るために必

援期間 10

城崎温泉間の

線の高速化

列車をデモン

列車が運行

行 

は貸切利用

兵庫県、豊岡

県2/3、市町

設備の整備推

保を図るため

50,000千円

車両更新、

250千円）

枕木の交換

ゴ鉄道（6,5

車両検査、

運行対策への

賃を維持する

５年間（平成

車両設備更新

国1/3、県1/

の基盤管理へ

の導入によ

必要な基盤管

0年間（平成

436 

の特別列車

・特急延伸

ンストレー

していない

とし、停車

岡市、香美

町1/3  

推進

め、国の補

円） 

、レール交

 

換、軌道道

524千円）

、車両更新

の支援

るため、集

成26～30年

新、保安通

/6、神戸市

への支援

り経営改善

管理費につ

成27～36年

車の運行

伸の可能性を

ーション運行

い米子・鳥取

車駅等で山陰

美町、新温泉

補助制度を活

交換 等 

道床の砕石化

新 等 

集中的な老朽

年度） 

通信設備更新

市1/6、事業

善を行う北近

ついて関係

年度） 

＜県政

を高めるた

行 

取－城崎温

陰ゆかりの

泉町を主体

活用した施

化 等 

朽化対策を

新 等 

業者1/3 

近畿タンゴ

自治体と協

Ｖ 社会

6,4

政150周年記

ため、米子

温泉間におい

のイベント等

体とする実行

159,7

施設整備を支

135,0

を支援 

17,6

ゴ鉄道に対

協調して支援

会基盤の充実

400 千円 

記念事業＞

・鳥取－城

いて、特別

等を実施

行委員会

774 千円 

支援 

000 千円 

660 千円 

し、鉄道を

援 

実 

 

城

別



 

 

 ⑤

○ 支援

(拡)生活交

免許返

通機関

路線バス

ア 路線バ

○ 路線

○ 対象

○ 負担

イ 路線バ

○ 路線

○ 対象

○ 負担

ウ コミ

○ 運行

 対

  

 対

 負

○ 自主

 立

援内容 線

交通バスへの

返納後の高

として重要

スやコミュ

バスに対す

線要件 複

象路線 36

担割合（見

現市町域で

旧市町域で

バスに対す

線要件 複

象路線 76

担割合（見

現市町域

旧市町域で

ュニティバ

行への支援

対象となる

    

対象路線 

負担割合 

主運行バス

立ち上げに

・支援内容

線路・電路な

の支援(高齢

高齢者の移動

要な役割を果

ュニティバス

する支援（国

複数市町にま

6系統（見込

見直し） 

区 分

で複数市町に

で複数市町に

する支援（県

複数市町にま

6系統（見込

見直し） 

区 分

で複数市町

で複数市町に

バスに対す

援 

る運行形態

     

369系統

県1/3、市

（地域立法指

スへの支援

に対する支援

容 認定講習

ち上げに

437 

など基盤管

齢者等の移動

動環境の確

果たしてい

スの運行を

国庫協調補

またがるこ

込） 

分 

にまたがる

にまたがる

県単独補助

またがるこ

込） 

分 

町にまたがる

にまたがる

する支援（6

事業者委

(拡)公共

（見込） 

市町(特別交

指定区域等

援 

習受講費、

に要する費

管理に要す

手段の充実

確保などと

いる生活交

を支援 

補助）（22,8

こと、１日の

系統 
(特

系統 
(特

助）（47,287

こと、１日の

る系統
(特

系統 
(特

60,943千円

委託、市町村

共交通空白地

交付税措置除

等 県1/2、

車体表示作

費用（(拡)導

る費用 

)

して、住民

通バスを維

862千円） 

の運行回数

負

県：市

特別交付税措

県：市

特別交付税措

7千円） 

の運行回数

負

県：市

特別交付税措

県：市

特別交付税措

） 

村有償運送

地有償運送

除く)2/3 

市町(特別

作成費など

導入検討時

Ｖ 社会

131,0

民の最も身近

維持・確保

数３回以上 

負担割合 

市町実負担 

措置除く)＝

市町実負担 

措置除く)＝

数10回以下 

負担割合 

市町実負担 

措置除く)＝

市町実負担 

措置除く)＝

送、 

送 

別交付税措置

ど自主運行バ

時の実証実験

会基盤の充実

092 千円 

近な公共交

保するため、

等 

＝２：１ 

＝１：２ 

等 

＝２：１ 

＝１：２ 

置除く)1/2

バスの立

験費用を

実 

交

2） 



 

 

 ⑥

 車

(新)兵庫の

将来の

び道路

トンネル

び施設マ

○ 作成

○ 発行

○ 配 

 

・負担割合

・補助限度額

・予定地域

車両購入に

・支援内容

・負担割合

・補助限度額

・予定台数

の橋梁・ト

の社会基盤

トンネル約

ルを150箇所

マップ）を

成部数 1,

行時期 平

布 先 県

支援対象

合 県1/3、

額 1,000千

域 ４地域

に対する支援

容 車両購入

合 県1/3、

（地域立法

除く)1/

額 500千円

数 10台 

トンネル名選

盤のあり方を

約400本から

所選定し、

を作成・配布

500部 

平成31年３月

県内小・中

 

438 

象に追加）

市町2/3（地

千円 

援 

入費用（更

市町(特別

法指定区域

/2） 

円 

選 150 事業

を考えるき

ら景観上、技

「兵庫の橋

布 

月 

・高等学校

 

地域立法指定

更新含む）

別交付税措置

域等 県1/2

業の実施

きっかけと

技術的に優

橋梁・トンネ

校、公立図書

定区域等 県

置除く)2/3

2、市町(特

＜県政

＜地方創

して、県下

れているな

ネル名選15

書館 

Ｖ 社会

県1/2、市町

3 

特別交付税措

2,8

政 150 周年記

創生推進交付

下の道路橋約

など特長の

50」冊子

会基盤の充実

町1/2） 

措置 

854 千円 

記念事業＞

付金事業＞

約３万橋及

ある橋梁、

（写真集及

実 

 

 

及



 

 (4)

 ＜地

 ①

 ②

 ③

住みよい

地域の活力

(拡)公共交

公共性

ア (拡)鉄

県の

千人以

○ 整備

○ 負担

（平成3

イ ノンス

○ 導入

※導

○ 負担

 

(再掲)(拡)生活

 

市街地再開

既成市

基づく土

○ 整備

 垂

 北

い都市環境

を生み出す

交通バリア

性が高い鉄

鉄道駅舎エ

の福祉のま

以上の駅舎

備予定 ７

担割合 国

30年度～）

ステップバ

入予定 39

導入率が低

担割合 国

活交通バスへの

開発事業の

市街地の健

土地の合理

備箇所  

垂水中央東

北鈴蘭台駅

境の充実 

すまちづく

アフリー化の

鉄道駅舎のバ

エレベーター

まちづくり基

舎について、

７駅   阪

阪

阪

山

山

神

神

国1/3、県1/

エレベータ

スロープ

上限額撤廃

バス等購入補

9台（新車3

低い北播磨、

国1/2、県1/

の支援(高齢者等

の推進 

健全なまちづ

理的かつ健全

東地区 

駅前地区 

439 

り＞ 

の促進

バリアフリ

ー等設置補

基本方針を

、バリアフ

阪 急 花 隈

阪 急 園 田

阪神西元町

山陽尾上の松

山 陽 大 塩

神 鉄 長 田

神鉄唐櫃台

/6、市町1/

ター150,000

・階段昇降

廃 

補助（25,3

37台、中古

、西播磨、

/4、市町1/

等の移動手段の

づくりを図

全な高度利

ー化とノン

補助（181,6

を踏まえ、１

フリー化を実

隈 駅（エレベ

駅（エレベ

町駅（エレベ

松駅（エレベ

塩 駅（エレベ

駅（エレベ

台駅（スロー

/6、事業者

0千円/基、

降機50,000千

399千円）

古車2台※）

但馬、丹波

/4（通常車

の充実)(参照 P43

図るため、都

利用と都市機

ンステップバ

601千円） 

１日当たり

実施 

ベーター）

ベーター、

ベーター、

ベーター、

ベーター、

ベーター、

ープ、音声

者1/3 

エスカレー

千円/駅の補

波、淡路地

車両との差額

37)

都市計画法

機能の更新

Ｖ 社会

207,0

バスの導入

の平均乗降

 

多機能トイ

多機能トイ

多機能トイ

多機能トイ

多機能トイ

声案内装置）

ーター50,00

補助対象事

地域限定 

額に対して

131,0

148,2

法及び都市再

新を推進 

会基盤の充実

000 千円 

入を促進 

降客数が３

イレ） 

イレ） 

イレ） 

イレ） 

イレ） 

） 

00千円/基、

事業費の 

て補助） 

092 千円 

200 千円 

再開発法に

実 

 

に



 

 

 ④

 ⑤

 

 ⑥

 J

○ 負担

(新)三宮東

神戸

（雲井

り、サ

へ出資

○ 新バ

三宮

バスタ

 

新長田駅南

震災被

を図るた

○ 面積

○ 移転

 

 

 

 

○ 移 

○ スケ

(拡)オール

地域住

ることで

ア (新)

○ 住み

・

・

・

JR西宮駅南

担割合 国

東再整備事

戸市が進める

井通5丁目）

サンパルの地

資 

バスターミ

宮周辺に分

ターミナル

南地区再開

被害を受け

ため、県と

積規模 建

転機関 

転 先 神

ケジュール 平

ルドニュータ

住民組織に

で、地域主

)ヒト・モノ

み替え相談

兵庫

神戸県民セ

（県民交流

住宅供給公

神戸生活創

南西地区 

国1/3、県1/

事業 

る新バスタ

を再開発会

地権者であ

ミナルビル整

分散している

ルを再開発

開発エリアへ

け、まちのに

神戸市が協

建築面積：約

神戸市長田区

平成29年度

31年度

タウン再生モ

による自主的

主体の再生モ

ノ・サービ

談窓口の運営

庫県（約30

センター  

流室、県税事務

公社 神戸事

創造センター

440 

/6、市町1/

ターミナル

会社施行の

ある企業庁

整備の概要

る中、長距

ビルと併せ

への県・神

にぎわいが

協調・連携

約2,800㎡、

区二葉町５

着工 

供用開始

モデル事業(

的運営の実

モデルの一

ビス循環シス

営 

00名） 

務所） 

事務所 

ー 

/6、事業者

を併設する

市街地再開

として（仮

要 

距離バス乗降

せて整備 

神戸市関係機

戻っていな

携し、県市関

、延床面積

５丁目（アス

始・順次、機

(明舞団地)の

実現に向け、

一つとして他

ステム支援

・本

・各

・（

 

者1/3 

る再開発ビル

開発事業と

仮称）雲井通

降場を集約

機関の共同

ない新長田

関係機関を

積：約19,50

スタくにづ

機関移転 

の実施

＜地方創

、明舞団地

他のニュー

援事業（1,1

神戸市

本庁税務部門

各区市税事務

一財）神戸

Ｖ 社会

1

ル整備のう

して整備す

通５丁目再

約した西日本

同移転 

駅南地区の

合同庁舎に

00㎡ 

づか５番館南

2,2

創生推進交付

地をモデルと

ータウンへ普

179千円） 

市（約750名

門 

務所 

戸すまいまち

会基盤の充実

50 千円 

うち、Ⅰ期

するにあた

再開発会社

本最大級の

の活性化等

に共同移転

南棟 東側）

242 千円 

付金事業＞

として進め

普及 

名） 

ちづくり公社

実 

た

 

等

転 

 

 



 

 

 ⑦

○ 明舞

イ 地域の

○ 明舞

○ 学生

ウ 明舞団

○ まち

郊外型住宅

ニュー

実施する

［対象地

ア 普及

○ コー

派

○ 再生

 対

 補

 負

イ 転入

○ 対 

○ 対象

○ 対象融

○ 利子

○ 負担

ウ 子育て

○ 対 

○ 対象

○ 補助

○ 負担

舞リノベ学

の魅力創出

舞団地魅力

生シェアハ

団地におけ

ちづくり委

宅団地再生

ータウンの

る再生に向

地域：政令

いる

及啓発及び再

ーディネー

派遣人数 

生計画策定

対 象 経 費

補助基本額

負 担 割 合

入者住宅改修

象 者 団

象工事 耐

融資限度額 10

子補給率 1.

担割合 県

て向け賃貸

象 者 事

象経費 改

助基本額（改

（買

担割合（改

学校の開催

出支援事業

力創出事業

ハウスの入居

ける再生の促

委員会の運営

生の先導的支

の再生に向け

向けた取組に

令市及び中核

るオールドニ

再生計画策

ーター派遣事

２人/地区

定等支援事業

費 再生計画

額 2,000千

合 県1/2、

修工事利子

団地内の既存

耐震性がある

0,000千円

00％（最長

県1/2、市町

貸住宅供給支

事業者等 

改修費及び買

改修費） 2,

買取費）13,

改修費）県

441 

（839千円）

居者募集

促進（224千

営 

支援

けた取組を

に対して支

核市を除く

ニュータウ

策定等への支

事業 

区（３回まで

業 

画策定等に

千円 

市町1/2

子補給事業

存住宅を取

る住宅にお

長３年間）

町1/2 

支援事業

買取費 

,700千円

,320千円

1/4、市町

） 

千円） 

を普及・啓発

支援 

く区域で、人

ウンを原則

支援（5,98

で） 

に必要なコ

（最長３年間

(250千円）

取得し転入す

おいて実施す

 

（5,335 千

町 1/4、事業

＜地方創

発するとと

人口減少や

とする〕 

84千円） 

ンサルタン

間） 

 

する者 

する改修工

円） 

業者等  1/

Ｖ 社会

9,2

創生推進交付

ともに、地域

や高齢化が

ント委託経費

工事 

/2 

会基盤の充実

234 千円 

付金事業＞

域や市町が

進展して

費 

実 

 



 

 

 ⑧

 

エ 高齢者

○ 対 

○ 対象

○ 補助

○ 負担

オ 域学連

○ 対 

○ 対象

○ 補助

○ 負担

既存住宅へ

インス

や「ひょ

安心な既

○ イン

 対

 対

 補

 補

○ ひ

 対

 対

 補

 補

（買

者住み替え

象 者 自

象経費 改

助基本額 3,

担割合 県

連携促進事

象 者 地

象経費 一

助基本額 50

担割合 県

へのインス

スペクショ

ょうごあん

既存住宅の

ンスペクシ

対 象 者 

対象経費 

     

補 助 額 

補助件数 

ょうごイン

対 象 者 

対象経費 

補助限度額 

補助件数 

 

買取費）県1

え支援事業

自宅を賃貸す

改修費（概ね

000千円

県1/6、市町

事業（500千

地域活動を実

一定期間の地

00千円（最

県1/2、市町

スペクション

ョンの検査に

しん既存住

の流通を促進

ション実施支

ひょうごイ

「ひょうご

必要な費用

定額25千円

200件 

ンスペクシ

住宅、建築

ひょうごイ

600千円

若干数 

442 

1/34、市町

（2,500千

する高齢者

ね100㎡以上

町1/6、民間

千円） 

実施する大

地域活動に

最長２年間）

町1/2 

ンの普及促

に必要な費

住宅表示制

進 

支援（5,00

インスペクシ

ご住まいづ

用 

円/件 

ョン等普及

築または不

インスペク

（対象経費の

町1/34、事業

円） 

者 

上の一戸建

間2/3 

大学及び高校

に必要な経費

） 

促進

費用のほか、

度」の普及

00千円）

ションを実施

づくり協議会

及活動の支援

不動産に関係

クション等の

の1/2） 

業者等16/1

建て住宅に限

校等 

費 

＜地方創

、「ひょうご

及啓発を支援

施することが

会」の指定

援（600千

係する公的

の普及活動

Ｖ 社会

17 

限る） 

5,6

創生推進交付

ごインスペ

援すること

ができる検査

定する基準

円） 

的な団体 

動に必要な経

会基盤の充実

600 千円 

付金事業＞

ペクション」

とで、安全・

査事業者 

の検査に

経費 

実 

 



 

 ⑨ 県民まちな

都市地

して、住

○ 対象

○ 事業

○ 補 

  

校園庭
芝 生

駐車場
芝 生

ひろば
芝 生

大規
 都心緑

屋上緑
壁面緑

一般緑

なみ緑化の

地域におけ

住民団体等

象地域 市

（

業概要 

助 率 住

   個

住民団
(公共用

個人・

住民団
(公共用

個人・

住民団
(公共用

個人・

個人･法

(県民が

住民団

庭の
生 化

個人・

場の
生 化

ばの
生 化

規模
緑化

協議会

緑化
緑化

区　　　分

緑化

の推進 

ける環境の改

等が実施する

市街化区域及

校園庭の芝

の駅周辺が

住 民 団 体

個人・法人・

団体
用地)

緑
自

法人等 全

緑
芝

初

初

団体
用地)

緑
芝

法人等 全

団体
用地)

緑
（

法人等 全

法人等

が立入可能)

団体

法人等

会 全

全

分

全

443 

改善や防災

る植樹や芝

及び緑条例

芝生化は全

が対象） 

が 実 施 す

協議会が実施

補助対

緑化資材費・
自主施工困難な

全体経費×1/2

緑化資材費・
芝張り経費を除

初期施設等費用

初期施設等費用

緑化資材費・
芝張り経費を除

全体経費×1/2

緑化資材費・施
（施工費は資材費

全体経費×1/2

全体経費×1/2

全体経費×1/2

全体経費×1/2

災性の向上等

芝生化等の緑

例のまちの

全県、大規模

す る 場 合

施する場合

対象経費

な施工費

2以内

除く施工費

用加算

用加算

除く施工費

2以内

施工費
費の1/4まで）

2以内

2以内

2以内

2以内

等を図るた

緑化活動を

区域等 

模都心緑化

10/10 

1/2 

最低規模

　 30㎡

 100㎡

　 30㎡

30㎡

100㎡

 100㎡

100㎡

1,000㎡

100㎡

Ｖ 社会

640,0

（県民

ため、県民緑

を支援 

化は人口集中

限 度 額

㎡ 400万円/件

㎡ 250万円/件

㎡

400万円/件
　但し､30～10

　　　100～30

100万円/件

50万円/件（

㎡
400万円/件
　但し､30～10

　　　100～30

㎡
250万円/件
　但し､100～3

375万円/件

250万円/件

㎡

㎡

250万円/件
　但し､100～3

㎡ 2,500万円/件

㎡ 250万円/件

会基盤の充実

000 千円 

民緑基金）

緑税を活用

中地区内 

額（㎡限度額

（8千円/㎡）

（5千円/㎡）

（2.4千円/㎡）

00㎡（4.0千円/

00㎡（3.2千円/

（1千円/㎡）

（0.5千円/㎡）

（2.4千円/㎡
00㎡（4.0千円/

00㎡（3.2千円/

（1.5千円/㎡
300㎡（2.0千円

（15千円/㎡）

（10千円/㎡）

（1.5千円/㎡）

300㎡（2.0千円

件（25千円/㎡

（25千円/㎡）

実 

 

 

）

/㎡）

/㎡）

）
/㎡）

/㎡）

）
/㎡）

/㎡）

㎡）



 

 ⑩

 

 ⑪

(新)「ひょ

良好な

し、SNS

○ ビュ

 候

○ パン

 チ

(拡)まちの

まち

民間事

ア 播磨

○(新)

 播

 地

 ホ

 老

 交

 

○ 住宅

 ス

 地

 イ

 ラ

○ 住宅

イ 潮芦

○ (新

○ 分譲

 
    

 Ｇ

ょうごの景

なまちなみ

Sなどを活用

ューポイン

候補地の現

ンフレット

チラシ（応

の魅力向上や賑

ちの魅力の一

事業者のノウ

磨科学公園都

)まちびらき

播磨自動車

地域活動支

ホテルや商

老朽化が進

交流と創造

自動運転の

宅用地の分

スプリング

地元情報誌

イメージア

ラッピング

宅分譲予定

芦屋 

新)潮芦屋ま

譲の推進 

Ｊゾーン用

・芦屋市と

ＧⅢ用地(0

景観ビューポ

みや自然景観

用して、県

ントの募集

現地調査、カ

ト等の作成

応募用紙）、

賑わいの創出

一層の向上

ウハウ等を

都市 

き20周年の

車道の平成3

支援等の一体

商業施設の誘

進行する都市

造の場づく

の導入検討

分譲の推進

グフェア現地

誌を活用した

アップ動画の

グバスによる

定面積 0.3

まちびらき2

用地(1.4 ha

と連携を密に

0.9 ha) 

444 

ポイント 1

観を眺望で

県内外に魅力

・選定（1,

カルテの作

（623千円）

ビューポイ

による住宅用

上や賑わいの

を生かした分

の検証を踏ま

32年度末全

体化に向け

誘致とその

市インフラ

り（光都プ

等 

(宅地分譲

地案内会の

たまちの魅

の制作 

るまちの魅

3ha 

20周年事業

a) 

にしながら

50 選」選定

できるビュー

力を情報発

,250千円）

作成 

） 

イントＰＲ

用地等の分譲

の創出に取

分譲を促進

まえた今後

全線開通を契

けた広域事務

の動向を踏ま

ラの適正規模

プラザの空店

ＰＲ) 

の開催(平成

魅力発信及び

魅力発信 

業の実施 

ら、教育機関

定活用

＜県政

ーポイント

発信 

 

Ｒ用パンフ

取り組み、イ

進 

後の展開 

契機とした

務組合等と

まえた土地

模の検討 

店舗の活用

成30年春) 

び宅地分譲

関の誘致を

Ｖ 社会

1,8

政150周年記

トを150選と

レット 等

1,307,1

イベント等

た広域的な交

との連携 

地利用計画

用等） 

  

譲ＰＲ 

を目指す 

会基盤の充実

873 千円 

記念事業＞

として選定

等 

14 千円 

等でのＰＲ、

交流促進

の見直し

実 

 



 

 

 ⑫

 

○ 分譲

ウ 神戸

○ 住宅

 

 商

○ 住宅

(新)潮芦屋

潮芦屋

向上させ

民協働で

○ 実施

 

○ 事業

 記

 公

 潮

・オープン

譲予定面積

戸三田国際公

宅用地の分

(新)三田カ

商業施設オ

・地区セン

「三田まほ

した住宅

宅分譲予定

屋まちびら

屋がまちび

せるため、

で発信 

施主体 潮

   

業内容 

記念式典、

公民協働に

潮芦屋のま

 

ンカフェの誘

積 2.3ha

公園都市

分譲の推進

カルチャータ

オープニング

ンター用地

ほろばブレ

ＰＲイベン

定面積 1.1

らき 20 周年

びらきから2

まちの成り

潮芦屋まちび

（企業庁、阪

シンポジウ

による潮芦屋

まちづくりの

445 

誘致に向け

（宅地分譲

タウン地区

グ(平成30年

（3.6ha）に

レッツァ」の

ント等を開催

1ha 

年事業の実施

20周年を迎

り立ちを振

びらき20周

阪神南県民

ウム（秋開

屋とふれあ

の世界発信

けて調整を開

譲ＰＲ） 

区センターの

年春)に合わ

において今

のオープニ

催 

施

迎える節目に

振り返るとと

周年事業実行

民センター

開催予定）

あうイベン

信 

開始、学生

の商業施設

わせた重点

今春にオープ

ニングイベ

にあたり、

ともに、先

行委員会 

、芦屋市、

トの開催 

Ｖ 社会

生寮の誘致

設オープン 

点的広報Ｐ

プンする商

ント等とタ

5,4

ブランド力

先進的な取組

企業関係

会基盤の充実

を検討 

Ｒの実施

商業施設 

タイアップ

410 千円 

力を一段と

組などを公

者代表等）

実 

公

 



 

 ＜都

 ①

 ②

 ③

都市公園の整

尼崎 21 世

未来を

崎21世紀

ムを提供

○事業

 尼

 親

○負担

 

(新)寄付金

明石城

用し、明

○整備

 桜

 お

 

(新)明石城

平成3

地域振

○事業

 明

プ

 明

明

 明

4

 県

整備＞ 

世紀の森子育

を担う子ど

紀の森」の

供し、子ど

業内容 

尼崎の森中

親子体験イ

担割合 県1

金を活用し

城築城400周

明石公園の

備内容（想定

桜の植樹

お堀噴水整

城築城 400

31年度に明

振興のため、

業内容（平成

明石城を核

プレイベン

明石城の環

明石公園・

明石城の情

400年間現存

・明石城復

県民等との

・県民提案

育て支援型

ども達が、1

の自然から多

ども達の成長

中央緑地独

イベントの実

1/2、尼崎市

した明石公園

周年事業に

のハード整備

定） 

（桜のオーナ

整備 

周年記念プ

明石城築城

400 周年記

成30年度）

核とした地域

ント、オープ

環境整備 

桜の樹勢回

情報発信 

存する櫓・

復元図作成、

の連携 

案事業の実施

446 

型公園の展開

100年をか

多くのこと

長を支援

自の環境学

実施 等

市1/2 

園の整備

に合わせ、地

備を実施

ナーとして

プレ事業の

城400周年を

記念プレ事

 

域振興策の

プニングフ

回復、お堀

石垣など明

、復元図を

施 

開

けて生物多

が学べるよ

学習の実施

地元企業か

て寄附募集）

の実施

を迎えるこ

事業を実施

の展開 

フェスティバ

堀の水景観改

明石城の持つ

を活用したア

多様性の森づ

よう、各年

から申し出の

） 

＜県政

とから、明

バル 等 

改善を実施

つ歴史的価

アプリ作成

Ｖ 社会

18,9

づくりを進

年代に応じた

15,0

のあった寄

56,5

政 150 周年記

石城の知名

施 

価値を国内外

成 

会基盤の充実

900 千円 

進める「尼

たプログラ

000 千円 

寄付金を活

500 千円 

記念事業＞

名度向上、

外へ情報発信

実 

 

信 



 

 ④

 ⑤

 

 ⑥

 

 実

※

 

(新)有馬富

休養ゾ

構想をベ

○事業

ワ

○スケ

平

平

※地球

有

大切

えて

 

(新)甲山森

県政1

の建て替

○事業

 正

 エ

○スケ

 平

 平

(再掲)淡路

補助単

団 体 

実行委員会

※東播磨県

富士公園リ

ゾーンの賑

ベースにリ

業内容（平成

ワークショッ

ケジュール 

平成30年度 

平成31年度～

球アトリエ構

有馬富士公園

切さや命の尊

ていく活動 

森林公園正

100周年記念

替えと合わ

業内容 

正面広場

エントラン

ケジュール 

平成30年４

平成30年秋

路夢舞台温

 

単価 200千

数 ６団体

会の開催（※

県民局事業

リニューアル

賑わいを創出

ニューアル

成30年度）

ップ等の試

 プログ

～ 活動拠

構想 

園「休養ゾ

尊さなどを

正面広場リニ

念公園とし

わせ、子育て

（芝生広場）

ンスリニュー

４月 パーク

秋  正面広

温室リニュー

447 

千円 

体 

※） 

として実施

ルの検討

出するため

ル構想の策

 

試行実施によ

グラム・ワー

拠点を順次整

ゾーン」が持

を楽しく遊

ニューアル

して整備され

て支援型公

）整備 

ーアル（駐

クセンター

広場供用開

ーアルの推

施 

め、新宮晋

策定・整備

よる構想の

ークショッ

整備（予定

持つ豊かな

びながら学

ルの実施

れ、開園か

公園として

駐車場増設

ー供用開始

開始 

推進(参照 P

＜県政

氏が提唱す

の具体化 

ップ実施 

定） 

な里山環境

学び、未来

＜県政

から47年が経

リニューア

：50台→75

P371)

Ｖ 社会

12,6

政 150 周年記

する「地球

に包まれて

の生き方を

64,3

政 150 周年記

経過した管

アルを実施 

5台） 

1,5

会基盤の充実

600 千円 

記念事業＞

球アトリエ」

て、自然の

を一緒に考

347 千円 

記念事業＞

管理事務所

500 千円 

実 

 

 



 

４ 

 (1)

 ①

 

 ②

 

 ③

 

 (2)

 ①

地域自立

地方分権

(新)定住自

地域創

制度を活

○ 開催

○ 対 

(新)兵庫県

今後

事業に対

○ 開 

○ 開催

(新)兵庫県

県及

らず、地

組を推進

○ 事業

 県及

め

関西広域

関西広域連

防災、

権限の移

○ 参加

の推進 

権の推進 

自立圏推進

創生に寄与

活用した持

催時期 平

象 者 県

県連合自治

の県政並び

対し助成 

催 日 平

催場所 神

県規制改革

び市町が条

地域活性化

進 

業内容 

及び市町の

、産業界、

域連合の活

連合の積極

、観光・文

移譲等の実

加団体 兵

鳥

 

進研究会の開

与する広域的

持続可能な地

平成30年７月

県内関係市町

治会創立 50

びに県民自治

平成30年11月

神戸ポートピ

革推進会議の

条例等で独

化の支障とな

の独自規制

学識者、

活動の展開

極的な事業展

文化・スポー

実現、関西全

兵庫県、滋賀

鳥取県、徳島

448 

開催

的な市町間

地域づくり

月（予定）

町長、議長

0 周年記念事

治発展の契

月７日（水

ピアホテル

の設置

独自に設けて

なっている

により生じ

市町代表等

展開

ーツ、医療

全体の広域

賀県、京都

島県、京都

間連携の取組

りのあり方

 

長、学識者等

事業

契機とする

水） 

ル 

ている規制

る事例を掘

じている支

等が参画す

療等７分野の

域課題に積

都府、大阪府

都市、大阪市

＜県政

組を推進す

を検討する

等 

＜県政

ため、県連

制が社会の変

り起こし、

障事例への

る会議を開

の広域事務

極的に対応

府、奈良県

市、堺市、

Ｖ 社会

1,0

政150周年記

するため、定

る研究会を

1,6

政150周年記

連合自治会創

7

変化に対応

その解消に

の対応を協

開催（年３

317,2

務の実施、国

応 

県、和歌山県

神戸市 

会基盤の充実

000 千円 

記念事業＞

定住自立圏

開催 

660 千円 

記念事業＞

創立50周年

762 千円 

応できてお

に向けた取

協議するた

回程度）

233 千円 

国の事務・

県、 

実 

 

圏

 

年

お

取



Ｖ 社会基盤の充実 

 

449 

○ 事務内容 

 

  

区 分 担当府県 主な実施事業 

広域防災 兵庫県 

・関西防災・減災プランの推進 

・(新)帰宅困難者対策の推進 

・広域応援訓練の実施 

・(新) 防災庁創設に向けた啓発活動 

広域観光・ 

文化・スポー

ツ振興 

京都府 

・海外観光プロモーションの実施 

・関西観光本部と連携したインバウンド対策、広域観

光の推進 

・ジオパーク活動の推進 

・(新)関西文化コンテンツ多言語発信事業  

 (スポーツ) 兵庫県 ・(新)地域のスポーツ振興に向けた広域的連携による支援 

広域産業振興 大阪府 
・関西ブランドのプロモーション 

・産学官による高度産業人材の確保・育成の推進 

 (農林水産) 和歌山県

・地産地消運動の推進による域内消費拡大 

・都市との交流による農山漁村の活性化と多面的機能

の保全 

広域医療 徳島県 

・「関西広域救急医療連携計画」の推進 

・ドクターヘリを活用した広域救急医療体制の充実 

・災害時における広域医療体制の強化 

広域環境保全 滋賀県 

・関西広域環境保全計画の推進 

・(新)次世代自動車普及促進事業 

・関西地域カワウ広域管理計画の推進 

・広域連携によるニホンジカ等の鳥獣被害対策の推進 

資格試験・ 

免許等 
本部 

・調理師、製菓衛生師、准看護師の資格試験実施及び

免許交付 

・(新)資格試験事務の拡充（平成31年度からの登録販

売者試験（医薬品販売）及び毒物劇物取扱者試験の

実施）に向けた取組 

広域職員研修 和歌山県
・政策形成能力研修の実施 

・ＷＥＢ型研修の実施 

広域課題に対

応するための 

企画・調整 

本部 

・地方分権改革の推進（国の事務・権限の移譲促進等、

政府機関等の移転の促進 等） 

・広域企画戦略 

広域的な流域対策の検討 

広域行政のあり方検討会の開催 

水素エネルギーの利活用の実用化に向けた広域的

な取組の検討 

産学官連携によるイノベーションの強化・推進 等 



 

 (3)

 ①

 

 ②

 

 

 
 

 

情報発信

(新)広報官

県広報

等の様々

る外部専

○ 広報

○ メデ

S

○ 編集

ン

(新)新たな

兵庫県

積極的に

○ (新

兵庫県

もに、「

 新

ラ

年

信体制の強

官等外部専

報事業に対

々なメディ

専門人材を

報官の設置

・ 全世帯

どの広報

コット｢は

・ 県重要

ディアディ

インター

SNSなどのタ

集・デザイ

チラシや

ンの向上の

な広報戦略

県のイメー

に活用 

新)兵庫県マ

県マスコッ

「はばタン」

新たにご当

ラスト及び

年記念事業

 

強化 

専門人材の登

対する指導、

ィアの活用

を登用。 

置 

帯配布広報紙

報媒体制作、

はばタン｣を

要施策の戦略

ィレクターの

ーネット等の

タイトルや

インディレク

やポスターな

のため、企画

略の推進

ージアップを

マスコット

ット「はばタ

」＝兵庫県

当地「はばタ

び着ぐるみを

業（地域事業

450 

登用

、県重要施

方法や広報

紙「県民だ

、SNS等に

を活用した

略的な情報

の設置 

の様々なメ

やわかりやす

クターの設

などの広報

画段階から

を推進する

「はばタン

タン」を活

県のイメージ

タン」（県民

を作成し、

業）等で活

施策の戦略的

報紙やHPの

だよりひょう

よる効果的

た県のイメー

報発信 

メディアの活

すい表現等

設置 

報刊行物のア

ら制作への指

るため、兵庫

ン」を活用

活用して、兵

ジを発信す

民局毎）イ

県政150周

活用 

兵

的な情報発

のデザイン等

うご」やテ

的な情報発信

ージアップ

活用方法や

等への指導

アイキャッ

指導・助言

庫県マスコ

したイメー

<県政

兵庫らしさ

する事業を展

イ

周

兵庫県マス

Ｖ 社会

9,7

発信、インタ

等をアドバ

レビ県政情

信方法、兵

プ戦略を推進

や県ホームペ

・助言 

ッチを高め

言 

26,9

コット「はば

ージアップ

政150周年記

をアピール

展開 

コット「は

会基盤の充実

710 千円 

ターネット

バイスでき

情報番組な

兵庫県マス

進 

ページ、

るデザイ

944 千円 

ばタン」を

の推進 

記念事業>

ルするとと

はばタン」

実 

 

 



 

 ③

 

(拡)多様な

県政へ

○ (拡

 

 ひ

 

○ (新

イ

○  (新

 放

 

 放

 放

・

・

・

 司

 

○ (新

   関

  ・

  ・

○ 「こ

 放

○  (拡

 

 

な広報媒体

への参画と協

拡)県ホーム

(新)県民だ

ひょうごチ

(新)SNS 連

県HPにFa

新)兵庫の魅

自由に使え

イトで発信 

新)「県政情

放送時間 

    

放送回数 

放送内容 

旬な観光ス

県民のく

地域で活躍

司会 県ゆ

リポーター

新)関西キー

関西キー局

放送回数 

放送内容 

こちら知事

放送時間 

拡)全世帯配

(新)紙面デ

(新)県民だ

 

体による広報

協働の輪を

ムページにお

だよりひょ

チャンネルの

連携ボタンの

acebookやT

魅力画像の提

えるひょう

情報番組

毎週日曜

再放送 月

年48回 

スポット、

らしに役立

躍する人を

ゆかりの著名

ー 広報専門

ー局による兵

局で兵庫の観

５回 

県内各地

事室！井戸敏

毎月第２火

配布広報紙

デザインの刷

だよりひょ

451 

報の推進

を拡げるため

おける情報

うご WEB 版

の運営 

の設置 

Twitterと連

提供 

うごの魅力

（名称未定）

日（８:30～

月曜日（18

グルメ、特

立つ情報 

を紹介（月

名人 等

門員、はば

兵庫の魅力

観光資源や

地の自然､歴

敏三です」

火曜日 25

紙「県民だ

刷新 

うごと県議

め、多様な広

報発信 等

版（スマホ対

連動させる

あふれる写

）」の放送

～９:00）

8:00～18:3

特産品を紹

１回知事と

ばタン、タ

力発信<県政

や食材・物産

歴史､文化､

（ラジオ関

5 分（８:0

よりひょう

議会だよりの

広報媒体に

対応）の作

る機能ボタ

写真や動画

（サンテレ

30） 

紹介 

と地域で活躍

レント 等

政150周年記

産などの魅

グルメ､特産

関西） 

07～８:33 頃

うご」の充実

の同時配布

Ｖ 社会

568,0

よる広報活

作成 

ンを設置 

画を提供する

レビジョン）

躍する方と

等 

記念事業> 

魅力を発信 

産品などの

頃） 

実 

布の実施 

会基盤の充実

060 千円 

活動を推進

るウェブサ

） 

との対談）

の観光情報

実 

サ



 

 ④

 ⑤

県民からの

県民の

対応する

○ さわ

 場

 時

 相

○ 県民

 法

 登

 家

 エイ

 認

(新)収蔵資

公館県

価値のあ

で公開 

○ 主な

 収

 イ

来

 外

国

の相談体制

の県政に対

る体制を整

わやか県民

場  所 

時  間 

相談方法 

民総合相談

法律相談 

・面  談

・ＴＶ電話

登記相談 

家事（家庭問題）相談 

イズ電話相談 第

認知症・高齢者相談 

・看護師に

・認知症の人

 

資料検索・

県政資料館

ある公文書

な機能 

収蔵資料デ

目録をシス

インターネ

来館するこ

外部システ

国際規格に

制の充実

対する意見や

整備 

民相談の実施

県民総合相

（神戸県民

9:00～17:

面談、専用

談センターに

談 第２・

話 毎週木曜

第３水曜

面談、ＴＶ

第２木曜日

 

による相談

人と家族の

閲覧システ

館（歴史資料

書等の資料を

データベース

ステム管理

ネット公開

ことなく、収

テムとの連携

に対応し、国

452 

や日常生活

施（49,316

相談センタ

民センターを

:30（開庁

用電話 

における専

４水曜日

曜日（13:3

日（13:30～

Ｖ電話 第

日（13:00～

（毎週水・

の会による相

テムの構築

料部門）で

をシステム

ス 

し、公文書

収蔵資料目

携 

国立公文書

活の諸問題に

6千円） 

ター、各県民

を除く）、

日） 

専門相談の実

（13:30～16

30～15:30）

～16:30）

第２・４金曜

～17:00）

木曜日（1

相談（毎週

築

で収蔵してい

ムにより管理

書の検索・閲

目録の検索が

書館等との横

に関する相

民局・県民

県広聴室 

実施（3,55

6:30） 

） 

曜日（13:3

10:00～16

月・金曜日

＜県政

いる約10万

理し、公開

閲覧を容易

が可能 

横断検索が

Ｖ 社会

52,8

相談に、迅速

民センター 

54千円） 

30～16:30）

:00）） 

日（10:00～

9

政150周年記

万点の歴史的

可能な目録

易化 

が可能 

会基盤の充実

870 千円 

速・的確に

） 

～16:00））

948 千円 

記念事業＞

的・文化的

録をネット

実 

に

 

 

的



 

５ 

 (1)

 ①

 

 ②

 ③

 ④

 

県民局・

神戸県民

神戸の魅力を

○ (新

○ 六甲

 

 

○ (新

○ ミュ

 

○ (新

○ 神戸

 

 

安全・安心

○ (拡

○ 六甲

都市と自然

○ 農都

 農

 神

○ 有馬

 

対話と協働

○ 神戸

○ 神戸

県民センタ

民センター

を生かした賑

新)県庁発祥

甲山150年の

(新)六甲山

(新)開山の

新)「神戸新

ュージアム

(新)ＪＲ灘

新)神戸ジャ

戸の「歴史

(新)「近代

(拡)淡山疏

心な地域づ

拡)河川にお

甲山イノシ

然を結ぶ快

都・神戸の

農の神戸ブ

神戸アグリ

馬川親水広

働による地

戸市民との

戸地域ビジ

 

ターの主な

ー 

賑わいづくり＜

祥の地再発見

の歴史回顧

山ビジターセ

の祖グルーム

新開地・喜楽

ムロード魅力

灘駅周辺のア

ャズの歴史

史・魅力・元

代土木遺産

疏水の偉業に

づくり 

おける安全対

シシ被害対策

快適な環境づ

の推進 

ブランド創出

ツーリズム

広場のリニュ

地域づくり

の対話による

ジョンの推進

453 

事業 

＜県政 150 周年

見事業 

顧事業 

センターリ

ム氏来日15

楽館」を核

力アップ事

アート化推

と魅力発信

元気」の伝

湊川隧道

にふれるツ

対策の推進

策の推進

づくり

出作戦 

ム振興 

ューアル

る県政の推

進 

年記念事業＞

リニューアル

50年記念事

核とした賑わ

事業 

推進 

信事業 

伝承事業 

道」展示・見

ツアーの実施

進 

推進 

＞

ル記念事業

事業 

わい創出事

見学会 

施 

Ｖ 社会

66,8

業 

事業 

9,5

 

26,7

17,5

会基盤の充実

860 千円 

500 千円 

708 千円 

560 千円 

実 



 

 (2)

 ①

 

 ②

 

 ③

 

阪神南県

安全で安心

防災

安全・安

る 

○ (拡

○ 森の

○ (拡

○ (新

活力と魅力

ものづ

ツイベン

ぎわいを

○ リー

○ (拡

○ 阪神

○ (拡

○ (拡

環境と調和

「阪神

や全国運

○ (新

○ (拡

○ (新

県民センタ

心な阪神南

・減災対策

安心対策に

拡)尼ロック

の子育てひ

拡)甲山森林

新)親子で楽

力あふれる

づくり産業

ントの開催

を創出する

ーディング

拡)若者向け

神南ふれあ

拡)阪神南リ

拡)あにあん

和した快適

神なぎさ回

運河サミッ

新)全国運河

拡)阪神なぎ

新)街路樹リ

 

ター 

南 

策、自転車運

に取り組むと

ク防災フェス

ひろばの実施

林公園パーク

楽しむ音楽会

る阪神南

業の振興や新

催や阪神南の

る 

グテクノロジ

け創業セミナ

あいスポーツ

レーミュー

ん倶楽部プロ

適な阪神南

回廊プロジェ

ットなど、快

河サミット

ぎさ回廊魅力

ノベーシ

454 

運転マナー

とともに、

スティバル

施 

クセンター

会♪開催事

新産業の創

の新たな魅

ジー実用化

ナーの開催

ツフェスタ

ージアムの

ロモーショ

ェクト」の

快適で暮ら

in 尼崎運

力発信事業

ョン計画

の向上やひ

子育て支援

ルの開催  

ー完成記念関

事業    

創出を図る

魅力の発掘

化支援事業

催 

タの開催 

の実施   

ョン事業  

の中核事業で

らしやすい環

運河の開催

業     

ひったくり

援、医療・

  〈県政

関連事業 

〈県政

  〈県政

とともに、

・発信を通

 〈県政

 〈県政

である尼崎

環境づくり

 〈県政

 〈県政

Ｖ 社会

33,5

防止などの

福祉体制を

政150周年記

政150周年

政150周年記

55,6

多世代が集

通じ、地域の

政150周年記

政150周年記

49,4

崎 21 世紀の

りを推進す

政150周年記

政150周年記

会基盤の充実

529 千円 

のくらしの

を充実させ

記念事業〉

記念事業〉

記念事業〉

645 千円 

集うスポー

の交流とに

記念事業〉

記念事業〉

413 千円 

の森づくり

る 

記念事業〉

記念事業〉

実 

せ

 

 

 

ー

に



 

 (3)

 ①

 

 ②

 ③

 

阪神北県

良好な住環

阪神北

の強みを

○ (拡

○ き

○ (新

○ (新

北摂の強み

雇用の

観光情報

○ (拡

○ (新

○ (新

○ (拡

 

北摂里山博

県民、

域を活性

○ (拡

○ (新

○ リ

○ (拡

県民局 

環境を生かし

北地域の良

を発信し、

拡)“ひょう

らっと☆阪

新)「“きらっ

新)認知症サ

みを生かし

の創出や産

報を発信し

拡)若者ふる

新)阪神フル

新)ひょうご

拡)ひょうご

博物館(地域ま

、市町、団

性化 

拡)ナラ枯れ

新)バーチャ

レー対談 

拡)北摂SATO

 

した“ひょう

良好な住環境

定住、移住

うご北摂ライ

阪神北オータ

っと☆オン

サポート商店

した地域の元

産業の振興に

し、地域内外

るさと企業人

ルーツ＆スイ

ご北摂魅力情

ご北摂スポー

まるごとミュ

団体、企業と

れ対策の推進

ャル北摂里山

「新宮晋 地

OYAMA国際セ

455 

うご北摂ライ

境、豊かな

住を促進

イフ”アピ

タムフェス

ンリーワン”

店街モデル

元気づくり

にむけた取

外の交流を

人材確保の

イーツコレ

情報の新た

ーツサイク

ュージアム)

と連携し、

進  

山博物館の

地球アトリ

セミナーの

イフ”の推進

な自然、生活

ピール事業の

スタの開催

”ショップ

ル事業の実施

り

取組とともに

を拡大 

の支援  

レクションの

たな拠点づ

クルの郷づ

)構想の推進

北摂里山の

の開設 

リエ ～未来

の開催   

進

活利便性、

の実施 

〈県政150周

プ（仮称）」

施 

に、多彩で

の開催 

 〈県政

くり 

〈県政

くり 

〈県政

進

の持続的な

来へのメッセ

〈県政

 〈県政

Ｖ 社会

57,8

都市との近

周年記念事

の開設 

58,2

で魅力的な地

政 150 周年記

政 150 周年記

政 150 周年記

55,9

な保全を図り

セージ～」

政 150 周年記

150 周年記

会基盤の充実

871 千円 

近接性など

事業〉 

253 千円 

地域資源や

記念事業〉

記念事業〉

記念事業〉

982 千円 

り、北摂地

の開催 

記念事業〉

記念事業〉

実 

ど

や

 

 

 

地

 



 

 (4)

 ①

 

 ②

 

 ③

 

東播磨県

人・もの

○ 人･

 

 

 

 

 高

○ 豊か

 

 

○ もの

 東

 

 

水辺との心

○ いな

 

 

○ 人

 

 

いきいきと

○ みん

○ チャ

○ 地域

県民局 

・情報が交

･もの・情報

(新)ふれあ

(新)東播磨

（外国語

(拡)インフ

(新)明石城

高砂みなと

かな農林水

(拡)東播磨

（フード

(新)新たな

のづくりの

東播磨もの

(拡)東はり

(新)東播磨

心豊かな暮

なみ野ため

「ため池コ

(拡)新たな

（ため池

と自然が共

(拡)地域で

(新)東播磨

と暮らせる

んなでつく

ャレンジシ

域防災力の

 

交流し、にぎ

報が交流し

あいフェステ

磨観光ツー

語版観光PR資

フラ施設等の

城築城400周

とまちづく

水産業と食文

磨｢農｣のブラ

ドチェーンの

な水産物増養

の新展開と産

のづくり企業

まの魅力Ｋ

磨地域への就

暮らしが思い

め池ミュージ

コウノトリプ

なため池文化

池博覧会201

共生し、生態

でキラリ☆走

磨地域の野生

る、安全安心

って食べよ

ショップ｢き

の向上 (ジュ

456 

ぎわう東播

し、魅力とに

ティバルin

リズムの推

資料の作成

の周遊型イ

周年記念事業

り(堀川周辺

文化を展開

ランド化大

の構築 等）

養殖へのチ

産業の活性

業の魅力発

ＫＩＤｓ体

就労の促進

い出に残る

ジアムの展

プロジェク

化の創造

18、ため池

態系を保全

走る環境学

生鳥獣被害

心な東播磨

よう「東は

きずな」の販

ュニア･地域

播磨づくり

にぎわいを

n東播磨の開

推進    

成、海外向

イベントの開

業への支援

辺地区の整

開 

大作戦の推進

） 

チャレンジ支

性化 

発信 

体験ツアーの

進 

る東播磨づ

展開 

クト」の推進

     

池推進フォー

全 

学習教室の開

害対策の推進

磨づくり

はりま発ﾍﾙｼ

販売力強化

域防災スク

を創出 

開催〈県政

 〈県政

け観光商談

開催〈県政

援 

整備等まちの

進 〈県政

支援 

の実施 

くり

進 

 〈県政

ーラムの開

開催 

進 

ｼｰﾒﾆｭｰ」の

化による障害

クールの開催

Ｖ 社会

98,8

政150周年記

政150周年記

談会出展 等

政150周年記

の活性化支

政150周年記

49,2

政150周年記

開催 等）  

25,3

の普及促進 

害者の自立

催 等)  

会基盤の充実

889 千円 

記念事業〉

記念事業〉

等） 

記念事業〉

支援)  

記念事業〉

256 千円 

記念事業〉

 

314 千円 

立支援 

実 



 

 (5)

 ①

 

 ②

 

 ③

 

 ④

 

 ⑤

 

北播磨県

北播磨「農

農業の

○ (拡

○ (拡

○ 北播

いきいき暮

住民、

○ 北播

○ (拡

ふるさと意

ふるさ

○ (拡

○ (拡

○ (拡

～上

地域の資源

北播磨

○ (拡

○ (拡

○ (新

安全な「北

北播磨

○ 北播

○ (新

県民局 

農」と「食

の競争力を

拡)北播磨

拡)北播磨攻

播磨「農」

暮らせる「

、事業者、

播磨圏域認

拡)若者の生

意識の高揚

さと愛を醸

拡)北播磨へ

拡)若者の北

拡)加古川流

上流から下

源を活かし

磨の魅力情

拡)北播磨イ

拡)JR加古川

新)人にやさ

北播磨」の

磨の地域住

播磨のため

新)自主防災

 

食」の魅力づ

を高め、北播

「農」と「食

攻めの農業の

の６次産業

「北播磨」の

行政が力を

認知症対策基

生きる力を育

揚と地域に根

醸成し、地域

への移住促進

北播磨企業へ

流域を潤す水

下流へ、次世

した広域観光

情報を発信

インバウン

川線、神戸電

さしいバス停

の創出 

住民が安全に

め池安全・安

災組織パワー

457 

づくりプロ

播磨の豊か

食」の祭典

の推進 

業化促進

の創出

を合わせ、

基盤整備支

育む歯の健

根ざしたし

域の魅力を

進事業 

への定着推

水文化を

世代への継

光の推進

し、内外か

ド推進事業

電鉄粟生線

停事業 等

に暮らせる

安心プロジ

ーアップ事

ロジェクト

かな「農」と

典 <県政150

等 

いきいき

支援事業 

健康づくり事

しごとの創出

を高め、北播

推進事業 

「つなぐ」

継承～ 等

からの誘客

業 <県政15

線、北条鉄道

等 

る環境を整備

ジェクトの推

事業 等 

と「食」の魅

0周年記念事

と暮らせる

事業の推進

出

播磨の定住

<県政 150

を促進する

50周年記念

道利用促進

<県政

備する。 

推進  

Ｖ 社会

  40,4

魅力を広く発

事業> 

20,3

る地域を創

進 等 

47,4

住人口の増

0 周年記念

44,7

る。 

念事業> 

進･活性化事

政 150 周年

21,5

会基盤の充実

436 千円 

発信する。

360 千円 

出する。

440 千円 

加を図る。

事業> 

700 千円 

事業の推進

年記念事業>

500 千円 

実 

 

 

> 



 

 (6)

 ①

 

 ②

 

 ③

 

中播磨県

中播磨の魅

日本遺

磨の様々

○ (新

○ (新

○ (新

○ (新

○ (拡

○ (新

○ (新

活気とにぎ

播磨地

るととも

○ 姫路

○ (拡

○ (拡

安全・安心

治水、

る地域づ

等によ

○ 災害

○ 中播

○ (拡

県民センタ

魅力を活か

遺産「銀の

々な地域資

新)日本遺産

（神河町 

新)「思わず

新)国産アイ

新)三左衛門

拡)ひめじ前

新)中播磨農

新)「姫路・

ぎわいのあ

地域の中心

もに、ポー

路駅周辺の

拡)姫路港へ

拡)姫路港ふ

心とふれあ

、津波、土

づくりを推

りふれあい

害に強い基

播磨地域防

拡)「中はり

～家島

 

ター 

かした交流の

の馬車道・鉱

資源を国内外

産「銀の馬車

馬車道復元

ず行きたくな

イアンヘッ

門堀（外堀川

前どれ海の幸

農業パワーア

播磨の酒」

ある播磨の顔

心である姫路

ートセールス

の整備推進

への観光クル

ふれあいフェ

あいの地域づ

土砂災害への

推進すると

いの地域づ

基盤整備（八

防災力の充実

ま縁結び交

島 四十四(

458 

の地域づく

鉱石の道」

外に積極的

車道・鉱石

元ほか）

なる中はり

ド発祥の地

川）の再生

幸グレード

アップ作戦

」の海外ブ

顔づくり

路の“顔づ

ス活動等に

ルーズ客船

ェスティバ

づくり

の対策、防

ともに、家

くりを推進

八家川調節

実・強化

交流会 

しあわせ)

くり

をはじめ、

的に発信し、

石の道」推進

     

りま」誘客促

地「いちかわ

生プロジェ

ドアップ作戦

戦（福崎町 も

ブランド化推

づくり”とし

により姫路港

船の誘致  

バル(開港60

災講習会の

家島の資源を

進 

節池整備、市

の島々 ア

豊かな自

、交流人口

進プロジェ

  <県政

促進事業 

わ」活力強

クト 

戦 

もち麦産地グ

推進プロジ

<県政

して姫路駅

港から｢播磨

  <県政

0周年プレイ

<県政

の開催等に

を活用した

市川河川改

イランドブ

Ｖ 社会

102,6

然や食文化

口を拡大 

ェクト 

政 150 周年

強化 

レードアップ

ジェクト 

政 150 周年

6,5

駅周辺の整備

磨の元気｣

政150周年記

イベント)

政 150 周年

22,5

より安心し

縁結び交流

改修等） 

ブリーズ～

会基盤の充実

695 千円 

化など中播

年記念事業>

プほか） 

年記念事業>

500 千円 

備を推進す

を創出 

記念事業>

の開催 

年記念事業>

503 千円 

して暮らせ

流会の開催

」の開催

実 

播

> 

> 

す

> 

せ

催



 

 (7)

 ①

 

 ②

 

 ③

西播磨県

戦略的なツ

○ 西播

 

○ 西播

 

 カ

 

 

 

 

 

 

 竜

 

○ 外国

 

活力あふれ

○ 西播

 西

 

 

○ 地域

 

 西

安全安心な

○ 地域

 

○ 鳥獣

 西

県民局 

ツーリズム

播磨ツーリ

(新)西播磨

播磨ならで

(新)西播磨

カヌーの聖

(拡)姫新線

(新)引原ダ

(拡)西播磨

(新)西播磨

(新)サイク

「宿場町平

竜野橋修景

(新)西播磨

国人旅行者

(新)西播磨

れる西播磨

播磨暮らし

西播磨暮ら

(拡)西播磨

(新)西播磨

域を支える

(拡)集まれ

西播磨アグ

な西播磨の

域防災力の

(拡)高校生

獣被害対策

西播磨シカ

ム振興による

ズムの総合

磨ツーリズム

ではのツー

磨山城ウォー

聖地「音水湖

線利用促進

ダム60周年記

磨フロンティ

磨オータムス

クリングde地

平福」まちづ

景整備 

磨まるごとバ

者へのおもて

磨インバウン

磨の暮らしづ

しの推進 

らしサポー

磨“結婚って

磨子ども・子

る人材の育成

れ林業男子

グリフロンテ

の社会基盤づ

の向上 

生等への防災

策の推進 

カ「捕獲・防

459 

る西播磨の

合的な推進

ム振興協議

リズムの推

ーキングの

湖」づくり

・活性化対

記念事業

ィア祭2018

スポーツフ

地域活性化

づくりと道

バスツアー

てなしの充

ンド受入基

づくり

トセンター

ていいな！

子育てフォ

成 

・林業女子

ティアカレ

づくり

災教育出前

防護・利活

の賑わいづ

進 

議会「戦略会

推進 

の推進   

り         

対策    

     

8    

フェスタ  

化 

道の駅再整備

ー 

充実 

基盤整備  

ーの運営等

”キャンペ

ォーラム 

子in西播磨

レッジプロジ

前講座 

活用」総合対

くり

会議」の設

 <県政1

   <県政1

 <県政1

 <県政1

 <県政1

 <県政1

備 

 <県政1

ペーン 

ジェクト 

対策

Ｖ 社会

134,4

設置 

150周年記念

150周年記念

150周年記念

150周年記念

150周年記念

150周年記念

150周年記念

57,8

14,5

会基盤の充実

419 千円 

念事業> 

念事業> 

念事業> 

念事業> 

念事業> 

念事業> 

念事業> 

890 千円 

510 千円 

実 
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 ①

 

 ②

 

 ③

但馬県民

あしたのふ

○ (拡

○ (拡

 

○ (拡

○ (新

  

  

○ (拡

○ (新

○ (新

あしたのふ

○ (拡

○ ｢但

 

 

○ 産業

 (

○ (拡

○ (新

○ (新

あしたのふ

○ 但馬

○ (新

○ (拡

○ (拡

○ 地域

民局 

ふるさと但

拡)夢但馬周

拡)山陰海岸

(新)山陰海

拡)コウノト

新)日本遺産

アートフェ

明延・神子

拡)但馬地域

新)但馬地域

新)日本海マ

ふるさと但

拡)たじま暮

但馬で働こ

(拡)但馬イ

(拡)第二新

業活性化の

新)但馬企

拡)第２期但

新)包括的連

新)たじま子

ふるさと但

馬圏域の医

新)但馬地域

拡)精神障害

拡)地域防災

域再生を応

但馬で交流す

周遊ツーリズ

岸ジオパーク

海岸ジオパー

トリの棲める

産認定記念

ェスティバ

子畑間の接

域鉄道利用の

域の近代化遺

マリンツー

但馬で暮らす

暮らしの推進

う｣大作戦の

インターンシ

新卒者等のＵ

の推進     

業の販路拡

但馬牛の生産

連携協定を通

子ども体験バ

但馬を支える

医療提供体制

域における介

害者にも対応

災力の充実

応援する生活

460 

する

ズムの推進

クの推進

ークリスタ

る郷づくり

｢銀の馬車道

バルの開催

接続ルートの

の促進   

遺産の情報

リズムの推

す

進    

の推進  

シップ支援

ＵＩターン

    

拡大の支援

産基盤強化

通じた但馬

バスの運行

る

制の構築

介護職初任

応した地域

・強化 

活道路整備

進     

タート会議

りプロジェ

道･鉱石の道

の整備検討

    

報発信   

推進   

     

     

援事業の推進

ンの促進 

     

援 

化対策の展開

馬産食材Ｐ

行       

任者のスキル

域包括ケアシ

備の推進

 <県政1

 <県政1

クトの推進

道｣の魅力推

<県政

討 

   <県政1

  <県政1

  <県政1

 <県政1

 

進 

 <県政1

開 

Ｒの促進 

 <県政1

ルアップ事

システムの

Ｖ 社会

78,3

150周年記念

150周年記念

進 

推進 

150 周年記

150周年記念

150周年記念

150周年記念

86,9

150周年記念

150周年記念

 

150周年記念

70,9

事業の推進 

の整備促進 

会基盤の充実

398 千円 

念事業> 

念事業> 

記念事業>

念事業> 

念事業> 

念事業> 

994 千円 

念事業> 

念事業> 

念事業> 

957 千円 

 

実 



 

 (9)

 ①

 ②

 

丹波県民

進めよう 

○ (新

 シ

 ロ

○ (新

『宣

『宣

『宣

『宣

 

安らぎと活

○ “も

 

 ふ

○ 丹波

 丹

 丹

○ 丹波

 

 丹

○ 安全

 地

 住

民局 

丹波の森

新)丹波の森

シンポジウ

ロゴ・シン

新)丹波の森

宣言１』 森

・森を未来

・丹波の里

宣言２』 花

・たんば三

宣言３』 個

・恐竜化石

・まんぷく

宣言４』 安

活力に満ち

もりびと”

“もりびと

ふるさと丹

波ブランド

丹波ブラン

丹波すぐれ

波ファン拡

(拡)観光情

丹波ファン

全安心な地

地域防災力

住民主体の

 

森づくり

森づくり30周

ウムの開催

ンボルマ－ク

森宣言に基づ

森を大切に

につなぐフ

里山づくり促

花と緑の美

三街道主要ポ

個性豊かな

石フィ－ル

！シュベル

安らぎと活

ちた地域づ

によるふる

と”育成事業

丹波元気ア

ド育成による

ンド農産物の

れもの顕彰事

拡大による交

情報の戦略的

ン拡大チャ

地域づくり

力の充実強化

の介護予防

461 

周年記念事

クの制定・

づく事業の

に守り育てま

フォ－ラム

促進事業

美しい地域づ

ポイント修

な地域文化

ドミュ－ジ

ルティア－

活力に満ちた

くり

るさとの元

業 

ップ推進事

る産業の振

の生産力・

事業 

交流の促進

的発信事業

レンジ事業

化事業 

・介護支援

事業の実施

公表 

の実施 

ます 

の開催  

づくりを進

修景事業 

を育てます

ジアム開館記

デの開催

た地域づく

元気づくり

事業 

振興 

販売力強化

進 

業 

業 

援推進事業

  <県政

  <県政

進めます 

す 

記念イベン

<県政

  <県政

くりを進めま

化事業 

Ｖ 社会

62,3

政150周年記

政 150 周年

ントの開催 

政 150 周年記

政 150 周年

ます（下記

102,6

会基盤の充実

386 千円 

記念事業>

年記念事業>

記念事業>

年記念事業>

記②） 

617 千円 

実 

> 

> 



 

(10)

 ①

 

 ②

 

 ③

 

 淡路県民)

地域の元気

○ 「

 

 

○ 農畜

 

○ 「御

 

○ 「守

 

ク

新たな島民

○ 都市

 移

○ 島内

 地

○ ふる

 

○ 「鳴

 世

安全・安心

○ 「南

○ (新

民局 

気づくり 

日本のはじ

(拡）首都圏

(新）日本遺

畜水産業の

(拡) GAP認

御食国淡路

(拡) ｢御食

守り、育て

(新）多言語

クシー配車

民づくり 

市住民の転

移住に関す

内産業の後

地元企業の

るさと学習

(新)淡路人

鳴門の渦潮

世界遺産登

心な島づく

南海トラフ

新)ＩＣＴを

じまり淡路島

圏での誘客

遺産を活用

の振興 

認証取得推進

路島」推進戦

食国｣食材の

てる」地域公

語対応のカ

車アプリの導

転入促進 

する情報発信

後継者確保

の島内高校へ

習の推進 

人形浄瑠璃パ

潮」の世界遺

登録に向け徳

り 

フ巨大地震対

を活用した

462 

島」観光情

客キャンペー

用したロール

進による野

戦略の展開

の海外プロモ

公共交通

カーナビを搭

導入等によ

信、移住費

への説明会

パリ･西宮講

遺産登録に

徳島県と連

対策」地域

「ため池漏

情報発信事業

ーンやイン

ルプレイン

野菜のﾌﾞﾗﾝ

開 

モーション

搭載したＥ

よる公共交通

費用に対す

会の開催、新

講演、永田

に向けた取組

連携した学術

域防災力の向

漏水見守りシ

業 

ンバウンドの

ングゲームの

<県政

ﾄﾞ力強化、

ン、｢和食の

<県政

ＥＶレンタカ

通手段の確

<県政

る財政支援

新規就農者

田秀次郎ﾄﾞｷ

<県政

組の推進 

術研究調査

向上支援 

システム」

Ｖ 社会

155,5

の促進 

の開発 

政 150 周年

淡路和牛増

の祭典in京都

政 150 周年

カーや多言

確保 

政 150 周年

45,0

援 

者の確保育成

ｷｭﾒﾝﾀﾘｰ映像

政 150 周年

査やＰＲ活動

15,1

の実証実験

会基盤の充実

516 千円 

年記念事業>

増頭対策

都｣の開催

年記念事業>

言語対応タ

年記念事業>

089 千円 

成 

像の制作

年記念事業>

動 

37 千円 

験 

実 

> 

>  

> 
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参考－1 
 

1 県政 150 周年記念事業一覧 

 （単位：千円） 

区 分 事業名 部 局 金 額 

記念式典等 

  (新)県政 150 周年記念式典の開催 政策創生 29,500

 企画委員会・推進協議会の運営 政策創生 3,575

 (新)フィナーレイベントの開催 政策創生 2,300

五国の魅力を磨く 

 歩みの振り返り (拡)県政 150 周年を機とした兵庫県史の編纂 政策創生 9,200

 (新)収蔵資料検索・閲覧システムの構築 企画県民 948

 (新)県庁発祥の地の整備促進 政策創生 36,286

 VR 技術を活用した情報発信 政策創生 858

 (新)何でも 150 事業の実施 政策創生 700

 (新)明石城築城 400 周年記念プレ事業の実施 まちづくり 10,500

 (新)兵庫の橋梁・トンネル名選 150 事業の実施 県土整備 2,854

 五国の魅力の再発見 (新)県政 150 周年記念事業の広報展開 政策創生 47,000

 ふるさとひょうご五国物語の発信 政策創生 10,000

 「五つ星ひょうご」プロモーション事業の実施 産業労働 24,000

 (新)県政 150 周年記念酒事業の実施 産業労働 900

 (新)第 100 回県畜産共進会記念神戸ﾋﾞｰﾌ情報発信事業の実施 農政 1,000

 (新)「豊かな海」発信プロジェクト（仮称）の実施 農政 4,700

 (新)六甲山ﾋﾞｼﾞﾀｰｾﾝﾀｰﾘﾆｭｰｱﾙｾﾚﾓﾆｰの開催 環境 1,000

 (新)生物多様性普及啓発推進事業 環境 541

 (新)「ひょうごの景観ビューポイント 150 選」選定活用 まちづくり 1,873

 (新)「つながる・めぐる兵庫遺産街道の旅」の推進 産業労働 6,500

 (拡)県民との協働推進事業 政策創生 150,000

 (新)明石城築城 400 周年記念プレ事業の実施 まちづくり 46,000

 美術館・博物館等に

おける特別展等 

県立美術館（常設展、特別展(プラド)） 教委 92,092

 横尾忠則現代美術館（企画展） 企画県民 16,000

 (新)人と自然の博物館（国際シンポジウム） 教委 3,670

 考古博物館（企画展） 教委 1,289

 歴史博物館（企画展） 教委 5,000

 陶芸美術館（企画展） 企画県民 40,000

 (新)コウノトリの郷公園（約束のゲージ特別公開） 教委 500

 (新)県立美術館・博物館における県政 150 周年記念ｲﾍﾞﾝﾄ等の実施 企画・教委 8,000

 (新)兵庫県公館所蔵品展 企画県民 1,500

 (新)県政 150 周年記念県立美術館・博物館の無料開放事業 企画県民 895



 

参考－2 
 

区 分 事業名 部 局 金 額 

 (新)県政 150 周年記念県立ﾐｭｰｼﾞｱﾑｽﾀﾝﾌﾟﾗﾘｰ 教委 1,717

 (新)ふるさと関連資料でたどる“ひょうごの姿” 教委 4,403

 芸術文化センター（記念公演） 企画県民 115,000

 (新)ﾋﾟｯｺﾛｼｱﾀｰ開館 40 周年記念祭の開催 企画県民 1,500

 (拡)県民芸術劇場市町ホール支援事業 企画県民 27,000

 (拡)ふれあいの祭典文化イベントの実施 企画県民 42,063

 (拡)ｱｰﾄ de 元気ﾈｯﾄﾜｰｸ in 兵庫・神戸推進事業の実施 企画県民 3,000

交流の輪を拡げる 

 県内外への魅力発信 (拡)ひょうご五国博(ふれあいの祭典)の開催 政策創生 35,000

 (新)県政 150 周年みなとこうべ花火大会の実施  政策創生 30,000

 (新)東京圏での県政 150 周年 PR フェアの開催 政策創生 8,000

 兵庫県民農林漁業祭 農政 1,800

 (拡)「ひょうご博覧会 in 大阪」の開催 政策創生 18,909

 (新)関西キー局による兵庫の魅力発信 企画県民 10,000

 (新)「はばタン」を活用したイメージアップの推進 企画県民 11,574

 「あいたい兵庫キャンペーン 2018」の実施 産業労働 43,000

 (拡)ひょうごﾌｧｯｼｮﾝｲﾍﾞﾝﾄへの出展支援 産業労働 8,320

 ひょうごの地場産業フェア（仮称）の開催 産業労働 2,400

 (拡)県政 150 周年商店街元気づくり事業の実施 産業労働 20,000

 (新)伊丹空港における県観光・物産情報コーナーの運営 産業労働 14,952

 (新)明延・神子畑間の「鉱石の道ルート」の整備 政策創生 5,000

 (新)但馬牛・神戸ビーフ発信力の強化 農政 27,225

 (新)ひょうごスイーツ博物館（仮称）構想の検討 産業労働 500

 (新)甲山森林公園正面広場のリニューアル まちづくり 64,347

 (新)有馬富士公園リニューアルの検討 まちづくり 12,600

 (新)県立コウノトリの郷公園魅力向上事業 教委 83,405

 (新)各県民局・県民センター事業 県民局 500,000

 国外への魅力の発信 外国人ドライブ旅行の促進 産業労働 500

 ビジット Hyogo 連携の促進 産業労働 4,000

 (拡)ひょうごゴールデンルートの推進 産業労働 26,507

 (新)県内事業者インバウンド展開の支援 産業労働 3,678

 (新)「ミシュランガイド」での観光情報発信 産業労働 1,000

 (拡)インバウンド受入体制の整備 産業労働 37,000

 海外との交流の促進 (新)姉妹・友好州省サミットの開催 産業労働 36,900

 ひょうご・神戸国際サミットの開催 産業労働 740

 (新)ワシントン州友好提携 55 周年記念事業の実施 産業労働 4,140



 

参考－3 
 

区 分 事業名 部 局 金 額 

 (新)日伯交流年・ブラジル移住 110 周年記念事業の実施 産業労働 6,293

 道路・交通等による

ネットワーク 

(新)地域と未来をつなぐ“ひょうご基幹道路ﾈｯﾄﾜｰｸｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ” 県土整備 2,900

 (新)神戸淡路鳴門自動車道全通 20 周年記念事業の実施 県土整備 1,800

 (新)米子・鳥取－城崎間の特別列車の運行 県土整備 6,400

 (新)但馬空港 ATR 機就航記念事業の実施 県土整備 2,000

 (新)「但馬空港×ATR 機」スタートダッシュ利用拡大事業 県土整備 3,600

 全国フォーラム等の

集中開催 

(拡)ひょうご元気ムラ大交流会の開催 政策創生 3,000

 (拡)地域づくり団体全国研修会兵庫大会プレ大会の開催 政策創生 2,450

 (新)兵庫県連合自治会創立 50 周年記念事業 企画県民 1,660

 (新)定住自立圏推進研究会の開催 企画県民 1,000

 (拡)「全国技能グランプリ」の招致・開催 産業労働 7,540

 (新)全国有機農業フォーラム in ひょうごの開催 農政 2,000

 (新)全国ため池フォーラム in ひょうごの開催 農政 2,000

 おいしいごはんを食べよう県民運動 20 周年記念事業の実施 農政 27,641

 瀬戸内海環境保全知事・市長会議の実施 環境 225

 (新)ふるさと兵庫の川づくりｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ(仮称）の開催 県土整備 1,500

兵庫の未来を創る 

 将来の展望 (拡)「兵庫 2030 年の展望（仮称）」の推進 政策創生 9,615

 未来を担う人づくり (新)こどもの館開館 30 周年記念事業の実施 政策創生 4,811

 (新)ひょうごのふるさと魅力発見事業(副読本の作成) 教委 15,681

 (拡)高校生が考える県政 150 周年記念事業 教委 44,100

 (新)大学生が考える県政 150 周年記念事業 政策創生 1,000

 (新)県立神出学園「いかして神出学」フォーラムの開催 政策創生 1,000

 (新)県立山の学校「いかして山学」フォーラムの開催 政策創生 1,000

 (拡)専門職大学構想の推進 政策創生 16,655

 (新)県立大学新学部開設に伴う体制強化事業 企画県民 26,841

 (新)新学部の開設に伴う神戸商科キャンパスの整備 企画県民 540,632

 (新)淡路景観園芸学校 20 周年記念式典の開催 まちづくり 1,100

 (新)淡路景観園芸学校新展開の推進 まちづくり 5,016

 (新)いなみの学園 50 周年プレ事業 政策創生 1,000

 (新)淡路景観園芸学校附属ガーデンのリニューアル まちづくり 30,071

 (新)生活創造センター等における地域づくり活動の推進 政策創生 10,000

 (新)新たな障害者スポーツ拠点の検討 健康福祉 500

 安全・安心の確保 (新)南海トラフ地震・津波対策啓発動画の作成 企画県民 4,161

 (新)県政 150 周年記念 国際防災関係機関ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑの開催 企画県民 2,000

 (新)人と防災未来センター 展示施設検討委員会（仮称）の設置  企画県民 1,000



 

参考－4 
 

区 分 事業名 部 局 金 額 

 (新)広域防災センター展示施設のリニューアル 企画県民 6,376

 (拡)国際義肢装具協会（ISPO）世界大会 2019 開催の支援 健康福祉 5,110

 (新)全国児童自立支援施設職員研修の実施 健康福祉 1,500

 (拡)ひょうご環境担い手サミット開催事業 環境 1,000

 (新)次世代自動車普及促進事業の実施 環境 569

 (新)将来の CO₂ﾌﾘｰ社会の実現に向けた県民ﾌｫｰﾗﾑの開催 環境 1,000

 (新)ひょうご健康・省エネ住宅ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑの開催 まちづくり 700

 (新)県警音楽隊による特別演奏会の開催等 警察本部 2,671

合  計  2,572,479

  



 

参考－5 

2 医療介護推進基金 事業一覧 

 
（医療分） 

項 目 事業名 事業内容 
予算額 

（千円） 

１ 地域医療連携推進事業 2,175,662

(1)ＩＣＴを活

用した地域

医療ﾈｯﾄﾜｰｸ

基盤の整備 

圏域医療情報ネットワー

ク構築支援事業 

圏域レベルでの医療情報共有化に向けたネットワーク構築支援

を体系的に推進 
32,912

在宅医療地域ネットワー

ク整備事業 

地域における在宅医療体制の充実を図るため、多職種間、医師

間の連携を円滑に進める ICT ツールの開発、導入を推進 
41,151

(2)医療提供体

制の改革 病床機能転換推進事業 

地域医療構想の達成に向け急性期から回復期等への病床の機能

転換を推進するため、医療機関の病床機能転換に伴う施設・設

備整備を支援 

700,000

医療と介護が一体化した

サービス提供整備促進事

業 

医療機関が、医療と介護サービスを一体的に提供する先進ﾓﾃﾞﾙ

事例を調査し、当該ﾓﾃﾞﾙ事業を実施する医療機関に対し、検討

経費を支援 

11,600

在宅看護体制機能強化事

業 

今後増加する看取りへの対応等、在宅移行時の多様な医療ニー

ズに対応するための経費（訪問看護ステーションの大規模化・

機能強化や訪問看護師の資質向上を図る経費）を支援 

54,442

医療的ケア児等医療提供

体制確保事業 

医療的ニーズを有する重症心身障害児者等が短期入所サービス

を円滑に利用できるよう、県内の指定短期入所事業所（医療機

関等）を活用し、輪番により常時２床の空床を確保 

16,425

県立丹波医療センター

（仮称）の整備 

柏原病院と柏原赤十字病院を統合再編し、丹波圏域の中核施設

として、急性期から回復期までの幅広い医療を提供する新病院

を整備 

1,240,136

県立はりま姫路総合医療

センター（仮称）の整備 

姫路循環器病センターと製鉄記念広畑病院を統合再編し、中播

磨・西播磨圏域において、安定的・継続的に高度で良質な医療

を提供する新病院を整備 

77,666

２ 在宅医療体制推進事業 175,204

(1)在宅医療体

制の整備・

人材の養成 

在宅医療充実強化推進事

業 

在宅医療の充実を図るため、県及び地域在宅医療推進協議会の

先導的な取組を支援 
81,815

「まちの保健室」による

健康づくり推進事業 

身近な健康相談の場の提供と医療・介護の連携強化のため、「ま

ちの保健室」を開設 
17,847

訪問看護師充実支援事業 
安定的な訪問看護サービスの提供体制を確保するため、訪問看

護師の養成を支援 
36,875

(2)在宅歯科医

療の推進 在宅歯科医療推進事業 

在宅歯科医療推進のための資質向上や体制充実に向けた先導的

な取組（重篤在宅患者対応歯科支援・地域課題対応対策支援等）

を支援 

29,300

在宅療養患者の口腔機能

向上に向けた多職種連携

体制整備事業  

多職種連携に関する好事例集の作成・普及・啓発、高齢者の口

腔保健の質の向上を図るための体制整備 
146

通所施設での歯科健診等

実施体制整備事業 

在宅の障害者、要介護高齢者等が通所施設で歯科健診を受診し

やすい体制の整備 
640

(3)在宅薬剤医

療の推進 
訪問薬剤師育成等事業 

在宅医療の推進を図るため、訪問薬剤管理指導を行う薬局薬剤

師の育成を支援 
5,605

終末期医療用麻薬円滑供

給体制整備事業 

終末期医療において必要な医療用麻薬を円滑に供給するため、

体制整備を支援 
2,976



 

参考－6 

項 目 事業名 事業内容 
予算額 

（千円） 

３ 医療従事者確保対策事業 1,629,389

(1)医師確保対

策 
兵庫県地域医療支援セン

ター運営事業 

県内の医師不足の状況を把握・分析し、医師のキャリア形成支

援、医師不足病院等への支援を行う「兵庫県地域医療支援セン

ター」を運営 

2,724

へき地等勤務医師養成派

遣事業  

地域枠県推薦入学生への修学資金の貸与等によるへき地等勤務

医師の養成（神戸大、岡山大、鳥取大） 
193,292

地域医療支援医師キャリ

ア形成支援事業  

へき地に勤務する若手医師等への専門医・学位取得や研究活動

への支援により、キャリア形成を図り、へき地定着を促進 
11,316

地域医療人材資質向上事

業  

地域医療を担う人材に対し、機器シミュレーションを主体とし

た研修により臨床スキルの向上を図るとともに、女性医師の再

就業を支援 

122,676

地域医療機関医師派遣事

業  

医師派遣を行う医療機関に対し、派遣に伴う逸失利益相当額を

助成するとともに、診療活動を行いながら地域医療の充実に資

する研究を行う寄附講座を大学医学部に設置 

201,250

産科医等育成・確保支援

事業  

産科医等の処遇を改善し、その確保を図るため、分娩手当等を

支給する産科医療機関に対し、その経費の一部を助成 
51,600

周産期医療協力病院支援

事業  

周産期医療の機能強化を図るため、協力病院の運営費の一部を

助成 
6,000

臨床研修病院合同説明会

の開催  

臨床研修医確保のため、県内外の医学生を対象に、県内臨床研

修病院の合同説明会を開催 
300

周産期及び小児期の課題

解決に向けた医療人材育

成事業  

新生児における検査や疾患に対する医師等の資質向上を図るた

め、検討会や研修会を実施 
2,400

(2)看護職員確

保対策 

看護師等養成所運営費補

助 

看護職員の確保を図るため、看護師等養成所の運営に要する経

費の一部を助成 
228,704

看護職員県内定着支援事

業  

看護師等養成所卒業生の県内就業率向上を図るため、看護師等

養成所運営費補助に県内就業率に応じた加算を実施 
8,500

看護職員確保のための進

学説明会等の開催  

看護師等の養成力強化等を図るため、高校生や社会人を対象に

看護系学校の進学説明会・出前授業を開催 
1,889

看護（専任）教員養成講

習会  

看護師等養成所の専任教員を養成するため、専任教員養成講習

会を開催 
6,214

保健師助産師看護師実習

指導者講習会  

看護師等養成所の実習施設における実習指導者を確保するた

め、実習指導に必要な知識・技術を修得させる実習指導者講習

会等を開催 

2,477

看護職員資質向上推進事

業  

県内看護職員の臨床実践能力の向上を総合的に推進するため、

企画検討会議や各種研修を実施 
11,129

助産師資質向上研修支援

事業  

地域における安全・安心・快適なお産の場の提供を図るため、

助産師の実践能力を強化する研修を実施 
4,000

歯科技工士技術研修事業 

新人を中心とした研修体制の構築や新たな技法の導入に対応で

きる質の高い歯科技工士を育成するため、検討会及び研修を実

施 

500

ナースセンター運営事業 
求人求職マッチングシステムを活用した看護職無料職業紹介を

行うとともに、情報誌を作成、配布 
9,987

ナースセンターサテライ

ト運営事業  

"看護職員の身近な地域で再就業の相談・支援が受けられるよ

う、兵庫県ナースセンターの支所・サテライトを運営 

 ・設置箇所：5 箇所（西宮、姫路、宝塚、北播磨、但馬）" 

8,889



 

参考－7 

項 目 事業名 事業内容 
予算額 

（千円） 

(2)看護職員確

保対策 

看護職員確保対策実態調

査等  

看護職員確保対策を推進するため、その基礎ﾃﾞｰﾀとなる実態調

査等を実施 
8,592

看護職員離職防止・確保

対策事業  

看護職員の離職防止や再就業促進を図るため、各種研修、相談

事業等を実施 
26,889

新人看護職員卒後臨床研

修事業  

新人看護職員の早期離職防止を図るため、各医療機関が実施す

る新人看護職員研修費の一部を助成 
43,160

看護員職地域合同就職説

明会開催事業  

地域内の医療機関･福祉施設等が合同で開催する就職説明会の

開催費を助成 
10,000

看護職員復職支援研修助

成事業  
医療機関等が開催する復職支援研修の経費の一部を助成 15,000

病院内保育所運営費補助

事業  
民間の病院内保育所運営費の一部を助成 361,079

看護職員確保対策総合施

設整備事業  

県内看護職員の確保を総合的に推進するため、看護師等養成所

や医療機関の施設・設備整備にかかる費用を助成 
80,000

(3)その他医療

従事者の確

保対策 

離職歯科衛生士への復職

支援事業 

歯科医療現場の歯科衛生士不足を解消するため、復職支援検討

会議、研修会を実施 
577

周産期メンタルヘルスに

関する専門人材育成事業 

精神科医療機関と産科医療機関・助産所との連携に関する連携

協議会、研修等 
1,395

(4)医療従事者

の勤務環境

改善 

医療機関勤務環境改善支

援センター設置費 

医療機関の勤務環境改善を図るため、勤務環境改善に関する相

談対応、勤務環境改善の取組を推進するための普及啓発活動等

を実施 

10,000

小児救急医療相談窓口運

営費 

効率的な小児救急医療体制の構築を図るため、小児救急医療電

話相談を全県域で実施 
92,519

小児科救急対応病院群輪

番制運営費補助事業  

小児救急医療の確保を図るため、2 次救急医療機関として必要な

診療機能等を備えた病院による夜間・休日の輪番制を実施 
106,331

合   計 3,980,255

  



 

参考－8 

（介護分） 

項 目 事業名 事業内容 
予算額 

（千円） 

１ 福祉人材確保緊急対策事業 486,539

(1)福祉・介護

サービスの

周知・理解 

福祉・介護啓発事業 
福祉・介護に携わる仕事のやりがいや魅力を伝える講演会、シ

ンポジウム等の啓発行事を実施 
3,790 

介護業務イメージアッ

プ推進事業 

特別養護老人ホーム及び介護老人保健施設の人材の確保促進の

ため、情報発信、業界ＰＲ等の事業を実施 
13,645 

学生やその保護者・教員並びに未就労者の介護業界への参入促

進に資する職場体験や就職説明会等を実施 
16,281 

ひょうご介護サポータ

ー養成研修等事業 

介護保険施設への入職の契機づくりとして、実際の業務の一日

体験等を実施 
7,433 

ひょうご認知症当事者

グループ推進事業 

「ひょうご認知症当事者グループ」の会議開催・活動支援を実

施 
6,420 

福祉・介護人材確保対策

推進事業 

各種福祉人材確保対策を効果的かつ総合的に推進するため、現

状を的確に把握・分析し、関係団体等と一体となっての事業展

開の協議等を実施 

2,623 

福祉・介護学習プログラ

ムの開発 

福祉・介護学習プログラムの全県での展開に向けて、県立高校でのワ

ークシートを活用した授業の実施、ワークシートの更新、改良を行う 
361 

(2) 多様な人

材 の 参 入

の促進 

福祉・介護人材マッチン

グ機能強化事業 

福祉・介護分野への就労希望者の掘り起こし、求職者のニーズ

に合わせた新規求人の開拓、事業所連携の推進等を実施 
30,002 

進路選択学生等支援事

業 

高校等に出向き、福祉・介護の仕事の魅力を紹介する説明会等

を実施する介護福祉士養成校等に補助 
3,360 

介護職員等合同入職式

の開催 

介護や保育をはじめたとした福祉人材の不足に対応するため、

介護・障害・福祉等の新規入職者が一堂に会する合同入職式を

開催し、多様な人材の参入促進を図る。 

693

介護人材確保・定着支援

事業 

施設に勤務する介護職員が介護福祉士等の資格を取得するため

の研修受講料一部助成や関係団体に「介護人材確保支援員」を

配置し、研修・相談支援を実施 

22,997 

介護人材確保に向けた

市町・団体支援事業 

各市町の実情に応じた介護人材確保関連事業及び関係団体が行

う介護人材確保に資する事業について助成 
65,300 

高齢者等就労支援事業 
介護施設等での高齢者等の勤務を支援するため、資格取得支援、

短時間雇用支援、介護就労コーディネーターの設置を実施 
27,116 

外国人技能実習生等学

習支援事業 

技能実習生に対する日本語等研修及び実習実施施設職員研修を

実施 
2,886

福祉・介護人材確保対策

強化 

介護技術研修（入門的研修）及びきめ細かい相談を実施するた

め相談窓口を拡充 
14,757

法人後見・市民後見推進

支援事業 

法人後見や市民後見人を確保できる体制の整備・強化に取り組

む市町に対し、必要経費を補助 
55,965 

潜在介護福祉士等再就

業支援事業 
潜在介護福祉士等が復職する際に必要となる研修の実施 2,049

(3) 福祉人材

の キ ャ リ

ア ア ッ プ

支援 

キャリアアップ研修事

業 

福祉関係団体が実施する事業所に従事する者のキャリアアップ

を支援するための研修に対し補助 
8,160 

キャリア形成訪問指導

事業 

福祉・介護サービスを行う施設等に無料で講師を派遣して出前

講座を行う介護福祉士養成校等に補助 
5,600 

職場研修アドバイザー

事業 

社会福祉施設・事業所等の職場研修を支援する専門員を県社会

福祉研修所に配置し、職場研修情報の提供や職場研修体制の訪

問指導等を実施 

6,655 

介護福祉士試験の実務

者研修に係る代替職員

の確保事業 

福祉・介護事業所の職員が介護福祉士実務者研修等を受講する

際に必要となる代替職員経費を補助 
12,500 



 

参考－9 

項 目 事業名 事業内容 
予算額 

（千円） 

(3)福祉人材

の キ ャ リ

ア ア ッ プ

支援 

介護キャリア段位制度

の普及促進事業 

全国共通の評価基準により職員の実践的スキルを評価するキャ

リア段位制度で、事業所において職員の評価を行うアセッサー

の養成講習の受講料を補助 

2,000 

介護福祉士資格取得のた

めの実務者研修支援事業 
但馬、丹波、淡路地域での実務者研修開催経費の一部を助成 2,520 

相談支援を“つなぐ”研

修会開催等事業 

ケアマネジャー等に対し、専門的・広域的相談支援との連携（つ

なぎ）に関する研修会を開催 
2,965

短期入所事業所充実強

化事業 

障害児・者を受け入れる介護老人保健施設及び特別養護老人ホ

ーム等の高齢者施設に対する研修の実施 
992 

感染症患者在宅療養支

援者養成事業 
介護職員に対する感染症に関する研修等を実施 1,366 

終末期対応向上研修事

業 

住み慣れた自宅又は特養等において、延命のための医療ではな

く、自然なかたちで人生の最期までその人らしく生きることを

支援するため、医療や介護の専門職を対象とした研修等を開催 

1,464 

地域包括支援センター

の機能強化(地域包括支

援推進事業) 

地域包括ケアシステムの構築に向け、中核拠点となる地域包括

支援センターの機能強化を図るため、センター機能強化会議を

開催し、必要な施策を検討するとともに、センター職員研修を

実施 

4,058 

リハ専門職向けの新た

な介護予防事業研修・派

遣調整(地域包括支援推

進事業) 

介護予防を充実・強化するため、リハ専門職への研修並びにリ

ハ専門職の通所・訪問事業所及び住民運営の通いの場等への派

遣調整を実施 

5,485 

生活支援体制整備(地域

包括支援推進事業) 

生活支援体制整備事業において、ボランティアの発掘等中心的

役割を果たす生活支援コーディネーターの養成や県民フォーラ

ム等を開催 

5,364 

認知症予防の推進(認知

症初期集中支援チーム

員養成) 

認知症初期集中支援推進事業を実施する市町の認知症初期集中

支援チーム員を養成 
2,735 

認知症医師等研修事業

(認知症医療対策の推進) 

認知症の早期発見・早期対応を図るために、身近な主治医や医

療従事者に対し研修を実施 
24,901 

認知症介護研修(認知症

人材育成事業) 

認知症介護を提供する事業所に対して、認知症高齢者介護に係

る研修を体系的に実施 
6,533 

認知症機能訓練研修(認

知症人材育成事業) 
認知症機能訓練（４ＤＡＳ）の研修を体系的に実施 6,185 

認知症地域連携体制の

強化(認知症地域支援推進

員の養成・資質向上研修) 

認知症地域支援推進員として市町に配置された（配置予定含む）

者に対して研修を実施 
2,421 

専門的人材派遣事業(介

護施設派遣) 

理学療法士、作業療法士等が福祉・介護事業所を巡回・訪問し

て介護技術等に関する研修を実施 
4,000 

リハビリ専門職３士会

による地域支援事業の

推進 

県理学療法士会、県作業療法士会、県言語聴覚士会で構成され

る協議会を設置し、地域包括ケアシステムの推進に寄与する仕

組みの検討や地域支援事業において助言・指導できるリハビリ

専門職を養成 

17,302 

介護予防の推進(地域包

括推進支援事業) 

市町における介護予防事業が効果的に行われるよう支援すると

ともに、地域で介護予防の知識や技術の普及を行う指導者を養

成するための研修等を実施 

2,043

介護職員等医療的ケア

実施研修事業 

特別養護老人ホーム、障害者支援施設等及び居宅において、必

要なケアを安全に提供するため、適切にたんの吸引等を行うこ

とができる介護職員等を養成するための研修事業を実施 

17,002 



 

参考－10 

項 目 事業名 事業内容 
予算額 

（千円） 

(3)福祉人材

の キ ャ リ

ア ア ッ プ

支援 

訪問看護師・訪問介護士

の安全確保・離職防止対 

策事業 

サービス提供者側への著しい迷惑行為等について、訪問看護師

等の適切な対処方法等の習得、被害を受けた職員のメンタルヘ 

ルス対策、事業所管理者の対応力向上を図る取り組みを実施 

2,887

歯と食からはじめる健

康寿命延伸プロジェク

ト 

専門職や配食事業者の口腔機能の向上及び低栄養防止等への対

応力向上を図るため、歯と食に関するフレイル予防・改善プロ

グラムの開発、配食事業者への研修等を実施 

1,247

(4)医療・介護

の 連 携 強

化 

在宅医療・介護連携の推

進(地域包括支援推進事

業) 

市町が実施する在宅医療・介護連携推進事業の効果的な実施を

支援するための研修等を実施 
900 

介護支援専門員への普

及・資質向上 

ケアマネジャーを対象に、定期巡回サービスに特化した研修を

実施 
1,456

(5) 魅力ある

職 場 づ く

り支援 

民間社会福祉事業職員

互助会加入促進事業 

職員互助会への加入率向上のため、事業主負担、個人負担のそ

れぞれの掛金について補助 
12,000

地方部における住宅確

保促進事業 

北播磨・西播磨・但馬・丹波・淡路地域の事業所を対象に、地

域外からの新規就職者の住居手当について補助 
4,200 

産休等代替職員費補助

事業 

介護職員が出産等のため、長期間にわたって継続する休暇を必

要とする場合、その職員の職務を行わせるための代替職員を臨

時的に雇用する経費の一部を補助 

7,920

介護保険施設における

労働環境改善支援事業 

特別養護老人ホーム及び介護老人保健施設での移動用リフトや

自動排泄処理機等の介護機器の導入を支援 
38,000 

２ 介護サービス基盤強化事業 3,986,039 

 (1)施設整備 地域医療介護拠点整備

補助事業 
地域での介護拠点施設等の整備に要する費用を補助 3,986,039 

合   計 4,472,578
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3 安心こども基金 事業一覧 

 

項 目 事業名 事業内容 
予算額 

（千円） 

１ 保育サービス等の充実（厚生労働省関係） 2,156,110

保育所等整備 

事業 

保育所緊急整備事業 

民間保育所の施設整備費の補助 

 ○事業主体 市町 

 ○箇 所 数 21か所 

 ○負担割合 基金1/2(2/3) 市町1/4(1/12) 事業者1/4 

 ( )内は嵩上げ適用の場合 

2,153,610

県事務費 
県事務費 事業の円滑な運用を図るための県事務費 2,500

２ 保育サービス等の充実（文部科学省関係） 

 認定こども園 

整備等事業 

（文部科学省分） 
認定こども園整備事業 

認定こども園の施設整備費の補助 

 ○事業主体 市町 

 ○箇 所 数 ２か所 

 ○負担割合 基金1/2 市町1/4 事業者1/4 

46,471

合   計 2,202,581
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4 復興基金事業一覧 

区分 事 業 名 事  業  内  容 
予算額 

（千円）

１ 

ま
ち
の
に
ぎ
わ
い
づ
く
り 

復興市街地再開発 

商業施設等入居 

促進事業 

(1)復興市街地再開発地域事業所開設支援事業 

 震災により甚大な被害を受けた新長田駅周辺地域におい

て、意欲ある事業者の出店を促進する事業に対し、その経費

を補助 

 ・補助対象者：神戸・新長田中心市街地活性化協議会に 

おいて承認された団体 

 ・対 象 事 業：事業所開設経費 

（内装・設備工事・付帯設備工事費） 

 ・補 助 率：2/3（上限：4,000 千円） 

60,000 

２ 

伝
え
る
・
備
え
る 

震災の経験・教訓 

発信事業 

(1)復興サポート事業 

 阪神・淡路大震災等で活動実績のある団体等が東日本大震

災の被災地で実施する多様な実践活動を支援 

31,000 

(2)自主防災組織活性化事業 

 大規模災害における地震・津波被害に対応するため、特色

ある防災訓練活動等の実施や訓練に必要な防災資機材の整

備・充実を支援 

 ・補助対象者：県内の自主防災組織 

 ・補 助 率：定額（１団体あたり 300 千円を上限） 

合   計 91,000 

※平成 30 年度延長事業のみ記載 

※３月の復興基金理事会への提案事業 
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(単位：百万円)

積立 取崩 積立 取崩

財 政 基 金 2,047 426 2,473 2 2,475

県 債 管 理 基 金 386,553 161,983 107,453 441,083 115,767 100,449 456,400

県 有 建 物 復 興 基 金 94 3 98

公 共 施 設 整 備 基 金 82 575 657

土 地 基 金 541 541

県 有 施 設 等 整 備 基 金 18,581 18,481 100 470 466 104

市 町 財 政 等 調 整 基 金 804 804 149 149 804

勤 労 者 福 祉 基 金 519 4,558 4,734 342 4,910 4,925 328

地 域 振 興 基 金 226 1,033 1,259

地 域 創 生 基 金 15,227 15,127 100 5,972 5,698 374

災 害 救 助 基 金 3,479 1 5 3,474 1 45 3,431

災 害 援 護 基 金 354 3 351 3 348

芸 術 文 化 振 興 基 金 112 33 33 112 35 35 113

芸 術 文 化 セ ン タ ー 事 業 基 金 127 417 390 154 377 350 181

環 境 保 全 基 金 400 64 7 458 193 64 586

森 林 整 備 地 域 活 動 支 援 事 業 基 金 47 25 22 22

美 術 品 等 取 得 基 金 3,711 166 3,877 170 4,047

県 民 緑 基 金 144 2,541 2,329 356 2,492 2,490 359

は ば タ ン ス ポ ー ツ 基 金 3 35 35 3 38 38 3

ふ る さ と ひ ょ う ご 寄 附 基 金 94 198 108 184 299 194 289

介 護 保 険 財 政 安 定 化 基 金 5,508 106 5,614 5 200 5,419

特定中山間地域農業生産基盤保全基金 1,598 4 1,594 5 1,589

農 業 構 造 改 革 支 援 基 金 343 1 167 178 102 76

医 療 介 護 推 進 基 金 14,003 6,677 6,128 14,552 6,278 8,453 12,378

国民健康保険事業広域化等支援基金 1,296 1,296

国 民 健 康 保 険 財 政 安 定 化 基 金 2,509 7,974 10,482 1,259 713 11,029

後 期 高 齢 者 医 療 財 政 安 定 化 基 金 5,530 2 5,531 2 5,533

小 計 430,122 220,602 158,879 491,845 138,418 124,400 505,864

環 境 保 全 基 金
( 国 経 済 対 策 分 )

1 1

消 費 者 行 政 活 性 化 事 業 基 金 71 58 13 13

安 心 こ ど も 基 金 3,423 16 1,237 2,202 2,203

緊 急 雇 用 就 業 機 会 創 出等 事業 基金

地 域 医 療 再 生 ・ 医 療 施 設 耐 震 化
支 援 基 金

1,288 1,288

森 林 林 業 緊 急 整 備 基 金 55 63 118 63 63

社 会 福 祉 施 設 等 防 災 整 備 基 金

自 殺 対 策 強 化 基 金

国 経 済 対 策 関 連 基 金 計 4,838 79 2,701 2,215 63 2,278

合 計 434,960 220,681 161,581 494,060 138,482 126,677 505,864

※　百万円未満の端数処理の関係上、合計と内訳が合わないことがある。

基　金　の　状　況　(　予　算　ベ　ー　ス　)

29年度末

現在高

(見込み)

30年度中増減

当初

30年度末

現在高

(見込み)

通
　
　
常
　
　
基
　
　
金

国
　
経
　
済
　
対
　
策
　
関
　
連
　
基
　
金

28年度末

現在高
区　　分

29年度中増減

年間
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(単位：百万円)

積立 取り崩し 積立 取り崩し

272,510 127,276 78,571 321,214 115,071 91,026 345,259

公 共 施 設 整 備 基 金 3,213 197 3,410 0 0 0 0

土 地 基 金 17,942 2 17,943 0 0 0 0

県 有 施 設 等 整 備 基 金 0 18,484 0 18,484 8 466 18,027

市 町 財 政 等 調 整 基 金 3,038 0 0 3,038 1 149 2,891

勤 労 者 福 祉 基 金 29,553 39 1,571 28,022 39 1,662 26,399

地 域 振 興 基 金 4,337 2 4,339 0 0 0 0

地 域 創 生 基 金 0 15,159 0 15,159 5 5,639 9,525

芸 術 文 化 振 興 基 金 1,381 0 33 1,349 1 35 1,315

芸 術 文 化 セ ン タ ー 事 業 基 金 5,511 101 390 5,221 97 350 4,968

美 術 品 等 取 得 基 金 1,591 1 0 1,593 1 0 1,593

は ば タ ン ス ポ ー ツ 基 金 513 22 22 513 22 25 511

県 民 緑 基 金 1,010 18 0 1,028 14 0 1,043

震 災 記 念 基 金 4,545 55 219 4,381 55 219 4,217

ひ ょ う ご ボ ラ ン タ リ ー 基 金 9,782 202 262 9,722 202 278 9,645

環 境 ク リ エ イ ト セ ン タ ー 事 業 基 金 854 8 8 854 8 8 855

環 境 創 造 基 金 1,100 176 100 1,176 8 8 1,177

新 産 業 創 造 事 業 基 金 2,898 45 43 2,900 39 39 2,900

国 際 交 流 基 金 2,222 28 143 2,107 30 62 2,075

緑 化 基 金 1,156 2 104 1,054 0 166 888

森 林 整 備 担 い 手 対 策 基 金 1,900 32 32 1,900 32 32 1,900

景 観 基 金 809 5 27 787 5 41 751

淡 路 花 博 記 念 事 業 基 金 1,867 15 100 1,782 15 116 1,681

科 学 技 術 振 興 基 金 3,322 45 68 3,299 45 60 3,283

兵 庫 県 住 宅 供 給 公 社 5,500 36 36 5,500 37 37 5,500

兵 庫 県 土 地 開 発 公 社 10,000 32 32 10,000 32 32 10,000

集 約 分 計 ② 114,042 34,708 28,882 119,869 696 9,423 111,141

386,553 161,983 107,453 441,083 115,767 100,449 456,400

※　百万円未満の端数処理の関係上、合計と内訳が合わないことがある。

県　債　管　理　基　金　の　状　況　(　予　算　ベ　ー　ス　)

区　　分
28年度末

現在高

29年度中増減 29年度末

現在高

(見込み)

30年度中増減 30年度末

現在高

(見込み)

年間 当初

通 常 分 ①

合 計 ( ① ＋ ② )

集
　
　
約
　
　
分



 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＜問い合わせ先＞企画県民部企画財政局財政課 調査・交付税担当 Tel：078-362-3082 

 

この説明資料は、予算発表の便に供するため、早急に

作成しましたので、計数などについては、精査の結果、

今後異動する場合もあることをご了承願います。 
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